
事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 企画部　企画課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

佐宗・１９２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

策定する地域の決定 策定する地域の決定 同左

要領策定 地域計画策定

地域計画にもとづく活動

策定の支援 策定の支援

計画の見直し

0% 10%　（見直しを含む） 30%（見直しを含む）

5 10
3 5

 0 千円 0   0  0
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源  0 千円 0  0  0

○印 市民協働指数

〇
〇
〇
〇

計画策定地域数割合

協働の内容　（主体別活動内容）

(オ)の理由：

財政：
組織：

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

指標　Ⅲ めざまち地域計画申請数

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

活動状況の把握

担当職員へ照会（毎年度末）

指標　Ⅱ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

(オ)新規に追加実施するための立案

人材：　職員の地域への派遣

情報：
環境：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

計画に基づく活動地域数 担当職員へ照会（毎年度末）

※「めざせ明日のまちづくり事業」対応の
ため予算の重複をさけるため事業費なし。

担当職員へ照会（毎年度末）

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 計画の進捗状況の把握

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

地域担当制度による職員の配置 策定の支援

計画の見直し

　１．　まちづくりの協働体制を整備します 施 策 の 基 本 方 針

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

市民が地域自治組織を通じて、区域内の特性や課題に応じて、総合的かつ計画的な取り組みを行うことにより、市民自治の推進を図
る。

住民自治の活性化（市民満足度）指標　Ⅱ

地方分権時代における「新たな公共」の理念に基づき、まちづくり活動の担い手の育成や地域自治組織の研究、
情報の共有など、行政経営における市民参加と協働体制の見直し・整備を市民の視点で進めます。

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

行政：地域担当として計画作りを支援
地域（団体、組織）：
　　行政職員との情報共有・課題解決に向けた検
討

鳳来地域審議会（１９．９答申）：「住環境プランの継続」

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

Ｐ：地域計画の策定
Ｄ：地域計画に基づく活動
Ｃ：計画の見直しを毎年実施、未策定の地
域への支援
Ａ：制度の設計、策定要領の見直し

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　１．市民自治社会創造
・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・職員の意識改革とマネジメントサイクルに基づく経営手法への周知徹底
・地域計画・職員担当制の制度設計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　総務費　総務管理費　企画費

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

　３．自治の改革

④
市民主導

１．　地域計画の策定
地域自治組織自らが定めたまちづくりの方向性や地域の将来像、中長期的の活動計画等
をとりまとめる。計画策定には地域担当制度により、職員を配置する。

新規　･　継続 H２０年度　～　 一般・（　　　　　会計）

地域計画策定要領の作成

地域自治組織の編成（策定範囲の調整）

施　　策　　名

地域計画にもとづく活動

事業名

１－１－１－１－１

同左

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 ５００

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.02　（0.02） 0.０５　（0.０５） 0.０５　（0.０５） 0.00　（0.00） 0.13（0.13） 人 780　（780） 780（1,280）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ ０％ 10%　（見直しを含む） ０％ ０％ 実施

指標Ⅳ ０件 ５件 ７件 １４０％ 実施

指標Ⅴ ０件 ３件 ０件 ０％ 実施

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

　　　各課入力項目

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

１．　地域計画の策定

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　地域計画策定支援事業 担当部課名 企画部　企画課
一次評価者(担当）

佐宗・１９２

　１．　まちづくりの協働体制を整備します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

５００ 0

部長級 職員数計

0.01　（0.01）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民が地域自治組織を通じて、区域内の特性や課題に応じて、総合的かつ計画的な取り組みを行うことにより、市民自治の推進を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民（地域自治組織）を
対象・受益者
の概数など

地域担当１５グループに区分した全市民
【１６，５４９世帯】

地域自治組織自らが定めたまちづくりの方向性や地域の将
来像、中長期的の活動計画等をとりまとめる。計画策定には
地域担当制度により、職員を配置する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
市民自治社会の実現に向けた自主的な市
民活動･地域活動が積極的に行われるよう
にするために

地域担当制度による策定支援を行うための制
度設計・庁内調整、進捗管理を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

達成度に対する
評価

　地域担当制度の庁内調整が遅れたことにより、地域計画の策定、既存計画の見直しが
進まなかった。指標Ⅳは、既存計画に基づく活動も含めるとしたが、既存計画による活動
が行われていない地区が見当たらないなど、目標値設定が不適当。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

指標Ⅳを削除する。新たに「計画に基づく活動めざまち申請
件数」を加える。（地域計画活動申請数／年度）

Ｐ：地域計画の策定
Ｄ：地域計画に基づく活動
Ｃ：計画の見直しを毎年実施、未策定の地域への支援
Ａ：制度の設計、策定要領の見直し

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成

③．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市が関与する必要性は普通

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

既存の地域計画に基づく事業が各地区で
進んでいる。（めざまち事業申請もあり）２１
年度から本格的な地区内検討が始まる。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0 0

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

計画策定･見直し地区内行政区数／159行政区（％）

計画に基づく活動地域数 既存計画を含む活動数（既存計画７件）

めざまち地域計画申請数 地域計画めざまち申請数／年度

新たに計画を策定した地域数割合

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

事業の見直し度は低い 事業の見直し度は低い

アウトカムに関するめざまち申請件数となっているが、市民自治
区との兼ね合いがあり、めざまちの要綱の見直しを視野に指標
とするのであればよいと考える。

総 合 評 価　[点]

説　明
　総合計画重点プロジェクト事業であり、適時性は高い。市関与の
必要性について、地域の自主事業であるが、適時性と同様に初期
段階での支援が必要なことから、「普通」とした。



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 企画部　企画課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

佐宗・１９２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
○

○ ○ ○

○

○（４半期ごと） ○（４半期ごと） ○（４半期ごと）

○

0% 10% 30%
５件 ８件 １５件
２回 ７回 １０回

0 千円 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

〇
〇
〇
〇

地区の設定と職員（管理職）の配置 ○（一部見直し）

＊地域担当制度は行政の責任と主導で創設する
が、２年目以降は市民主導による活動への転換を
めざす。

鳳来・作手地域審議会答申（１９年９月２５日）で制度化の要望あり。

●財政：管理職業務として実施。主査･主任は
地元をベースに自主参加。

●人材：一般行政職の管理職全員を配置。
　　【職員力の発揮＆情報の共有】
　　＊地域内分権庁内PJへの職員参加

１年目

②行政主導
２年目以降

④市民主導

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　１．市民自治社会創造
・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・職員の意識改革とマネジメントサイクルに基づく経営手法への周知徹底
・地域計画・職員担当制の制度設計

　３．自治の改革

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

地方分権時代における「新たな公共」の理念に基づき、まちづくり活動の担い手の育成や地域自治組織の研究、
情報の共有など、行政経営における市民参加と協働体制の見直し・整備を市民の視点で進めます。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－１－１－１－２

施　　策　　名 　１．　まちづくりの協働体制を整備します 施 策 の 基 本 方 針

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

※当初「ボランティア保険料」を想定も「職
務」で実施により予算措置不要

○

地区担当制及び成果の広報活動（広報掲載） ○ ○
地域計画策定要領の作成

総合計画の施策体系
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

新規　･　継続 H　２０年度～　継続　

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　企画費

事業名
　新たな公共社会における市民協働を推進するため、市職員が地域と行政のパイプ役及びコーディネーターとして、行政情報の提供
と地域課題の共有、地域計画の策定支援等に努める。

２．地域担当制度の創設・運用

  行政区や複数の行政区の集合体を想定した地域割を設定し、市職員が地域と行政のパ
イプ役及びコーディネーターとなり､住民自治社会の実現に向けた市民活動を積極的に支
援するため「地域担当制度」を創設する。当面は、副課長以上の管理職を当て、主査以下
の職員については地元への自主参加を基本に制度設計を行う。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

地区との懇談会の開催及び地域計画委員の選考

○（一部見直し）

地区担当リーダー会議（庁内職員）の定例化 ○

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 地域計画策定件数割合 設定地区における策定件数割合／毎年度末

指標　Ⅱ めざまち事業のべ申請件数 めざせ明日のまちづくり事業（地域計画）のべ応募地区割合／毎年度末

指標　Ⅲ 担当職員平均懇談回数 １地区あたりの懇談会回数／毎年度末

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)の理由： 市民ニーズの把握
（市民要望等）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

指標　Ⅱ 住民自治の活性化（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

(オ)新規に追加実施するための立案

Ｐ：地域担当職員制度の活かし方を地域ご
とに市民と協働で立案。地域計画策定をは
じめ活動の目的を共有する。
Ｄ：地域で選出する地域計画委員が主導で
活動。
Ｃ・Ａ：市民委員会で制度を評価・改善する。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05（0.05） 0.１0　（0.10） 0.10　（0.１0） 0.00　（0.00） 0.26（0.26） 人 1,560　（1,560） 1,560　（1,560）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 ２回 ０回 0% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 0% 0% 0% 実施

指標Ⅳ 0 ５回 ０回 0% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている 　１．　まちづくりの協働体制を整備します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．地域担当制度の創設・運用
 (事業名は、Ｈ２１に変更予定）

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　市職員「地域担当制度」事業 担当部課名 企画部　企画課
佐宗・１９２

財産収入

0 0

0 0

職員数計

0.01　（0.01）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
　新たな公共社会における市民協働を推進するため、市職員が地域と行政のパイプ役及びコーディネーターとして、行政情報の提供と地域課題の共有、地域計画の策定支援等に
努める。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民が参加する地域自治組織（市内全域）
を

対象・受益者
の概数など

　行政区（１５９区）を分割予定（検討案18ブロック）
  行政区や複数の行政区の集合体を想定した地域割を設定し、市職員が
地域と行政のパイプ役及びコーディネーターとなり､住民自治社会の実現
に向けた市民活動を積極的に支援するため「地域担当制度」を創設す
る。当面は、副課長以上の管理職を当て、主査以下の職員については地
元への自主参加を基本に制度設計を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
　地域計画の策定をはじめ、住民自治社会
の実現に向けた自主的な市民活動が積極
的に行われるように      するために

　制度設計（実施要綱、行動マニュアル等の策定）
及び庁内合意（経営会議での決定、研修、調整会
議）、市民周知（広報活動）　　　を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

担当職員平均懇談回数 １地区あたりの懇談会回数／毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

地域計画策定件数割合 設定地区における策定件数割合／毎年度末

めざまち事業のべ申請件数 めざまち（地域計画）のべ応募地区割合／毎年度末

達成度に対する
評価

　地域担当制度の実施に向けた庁内合意（部長会議、経営会議）が遅れ、年度末の３月
の経営会議で実施要綱等が承認された。Ｈ２１年度は４月より庁内研修が進められてお
り、６月から地域へのアプローチが開始予定。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　現在の成果指標を一部変更し、また目標値の見直しを行う。
※新たに「地域おこし会議発足数：Ｈ２１目標１５箇所」を追加設定
（年度末、調整会議で把握）

市民協働指数
(20年度目標）

１年目
②行政主導
２年目以降
④市民主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ：地域担当職員制度の活かし方を地域ごとに市民と協働で立案。地域
計画策定をはじめ活動の目的を共有する。
Ｄ：地域で選出する地域計画委員が主導で活動。
Ｃ・Ａ：市民委員会で制度を評価・改善する。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　④．未達成

内容
・

理由

　制度の開始が年度末に延びたため、具体
的な活動がＨ２１年度へ繰り越されたため。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
・事業実施の遅れ（成果無し）は、初期のプランニングに課題あり。
総合計画の最重点ＰＪに係る事業であり、発生する課題への対応な
ど、進捗管理を含めたマネジメントサイクルの確立が必要。

・初期の計画を十分調整する必要がある。総合計画の最重点事
業であり、発生する課題への対応など、進捗管理を含めたマネジ
メントサイクルの確立が必要。指標についてめざまちの申請件数

直

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 企画部企画課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

佐宗（192）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

ＪＣの呼びかけで試行 年１回開催 年１回開催

２５人 ５０人 ５０人
１０人 ２０人 ２５人

700 千円 0 ３５０ 350
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源 700 千円 0 ３５０ 350

○印 市民協働指数

〇
〇
〇
〇

・実行委員会による開催

　　（ＪＣ，ＮＰＯ，市民有志、行政）
組織：
人材：プ実行委員会への職員参加

情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

財政：

③
双方対等

Ｐ：Ｄ：Ｃ：Ａ：実行委員会への市民参加

(オ)新規に追加実施するための立案

活
動
指
標

成
果
指
標

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅰ

指標　Ⅲ

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

施 策 の 基 本 方 針

２０年度開催の市民等議会をベースとした実行委員会へ、引き続き行政も参加し、市民自治・協働を研究及び実施を進める。

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る
・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・職員の意識改革とマネジメントサイクルに基づく経営手法への周知徹底
・地域計画・職員担当制の制度設計

指標　Ⅱ 住民自治の活性化（市民満足度）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

市民討議会の開催

（無作為抽出型ワークショップ）

事業名 市民自治社会の実現に向け、市民討議会を開催し、市民自治意識の向上を図る。

5．　市民討議会の開催

施　　策　　名 　１．　まちづくりの協働体制を整備します

施策実施上の課題

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

　３．自治の改革

　１．市民自治社会創造

指標　Ⅰ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

地方分権時代における「新たな公共」の理念に基づき、まちづくり活動の担い手の育成や地域自治組織の研究、
情報の共有など、行政経営における市民参加と協働体制の見直し・整備を市民の視点で進めます。

新規　･　継続 H２０年度　→ 一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　企画費

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系

市民討議会参加人数 担当者による把握

　　同上

協働の内容　（主体別活動内容）市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

１－１－１－１－５

実行委員会参加人数

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 98

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 ３５０

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.01　（0.0１） 0.１0　（0.10） 0.10　（0.１0） 0.00　（0.00） 0.2１（0.21） 人 1,260　（1,260） 1,358（1,610）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ― 25人 28人 112% 実施

指標Ⅱ ―

指標Ⅲ 10人 12人 120% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

13 A 12 A

説　明

Ⅰ
　
基
本
情
報

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

１．　市民討議会の開催
 (事業名は、Ｈ２１に変更予定）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

一次評価者(担当）

佐宗（192）

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている 　１．　まちづくりの協働体制を整備します

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　市民討議会開催事業 担当部課名
企画部企画

課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

98 0

３５０ 0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民自治社会の実現に向け、市民討議会を開催し、市民自治意識の向上を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

より多くの市民が
対象・受益者
の概数など

市民1,000人無作為抽出（参加者募集30名）
実行委員会（市民･行政職員を合わせ20名程度）

　市民自治社会の実現に向け、市民討議会を開催し、市民
自治意識の向上を図る。実行委員会へ引き続き行政も参加
し、市民参加･関与のあり方の実践研究と市民ニーズの把握
を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
行政経営へ関与する機会を増やし、市民志
向の行政経営が日常的に行われるようにす
るため

市民討議会という手法を媒体として、市民参加のあり方
を市民と共に考える。（実行委員会を市民協働の実践の
場とする）

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

市民討議会参加人数 参加者数／募集目標　（開催時）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

実行委員会参加人数 実行委員数／実行委員会組織目標（開催時）

達成度に対する
評価

当初予定した25人の目標に対し、44名の応募があり、会場の都合で30名まで拡大して参
加決定通知を送付した。実行委員会も協働の実践の場として熱い議論が交わされ、途中
参加を含めて目標を上回る12名が参加した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　お断りした参加者数ではなく、「無作為抽出に対する参加承諾数
割合」とし、市民意識の醸成度（ＰＲ浸透度）を測定したい。また、
成果指標に「参加者が実行委員となった割合」を加える。

市民協働指数
(20年度目標）

市民参
加の時
期・内容

Ｐ：Ｄ：Ｃ：Ａ：実行委員会への市民参加
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

③
双方対

等

①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　実行委員会が市民と行政の協働実践の場とし
て予定以上の成果が得られた。討議会参加者
アンケートでも満足度が高かった。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い 事業の見直し度は低い

説　明
「公平性」は無作為抽出で高いが、参加者への謝礼のあり
方、昼食の提供など、検討の余地あり。

「公平性」は無作為抽出で高いが、最終的に参加者の意見
をどのように反映するのかテーマによって異なるがその方
法も必要である。



事業番号 再掲

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 企画部　企画課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

佐宗・１９２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
プロジェクト会議 プロジェクト会議 プロジェクト会議

先例地視察

市民委員会開催 市民委員会開催

年5回 年5回 年5回
年5回 年5回

30件
550 千円 0 ３００ 250

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源 550 千円 0 ３００ 250

○印 市民協働指数

〇
〇
〇
〇

行政内部プロジェクトチームの立ち上げ

指標　Ⅱ 市民委員会の開催 　　同上

指標　Ⅲ 市民意見数

・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・職員の意識改革とマネジメントサイクルに基づく経営手法への周知徹底
・地域計画・職員担当制の制度設計

　３．自治の改革

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H２０年度　→　H２５年度　

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　１．　まちづくりの協働体制を整備します 施 策 の 基 本 方 針
地方分権時代における「新たな公共」の理念に基づき、まちづくり活動の担い手の育成や地域自治組織の研究、
情報の共有など、行政経営における市民参加と協働体制の見直し・整備を市民の視点で進めます。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名

１－１－１－１－３

協働の内容　（主体別活動内容）

平成２２年度実施案を市民提示

平成２４年度地域自治組織スタート

検討委員報酬：５千円×１０人×５回/年

先例地視察(職員）１泊５千円×３人×２地区

総合計画の施策体系
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

　１．市民自治社会創造

一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　企画費

事業名 市民自治社会の実現に向けた地域内分権を推進する、地域自治組織の導入に向けた調査研究を進める。

３．　地域自治区の調査・研究（再掲） 行政内部での検討を経て、市民を交えた委員会を立ち上げ研究を進める。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

先例地視察

市民委員による検討チームの立ち上げ

市民意見の募集(パブリックコメント）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

活
動
指
標

成
果
指
標

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅰ プロジェクトの開催 担当者による把握

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 住民自治の活性化（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

・行政プロジェクトの検討内容を基に、市民委員会
による検討を行う。

・市民委員会での検討後、実施案をもって市民説
明を行う。

組織：
人材：プロジェクトへの職員参加

情報：

P:市民委員会への市民参加

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

②
H2２までは
行政主導

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

平成2２年度実施案
を市民提示

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由： 市民ニーズの把握

（市民要望等）
作手地域審議会答申（１９年９月２５日）で制度化の要望あり。

財政：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 ３００

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.０１　（0.0１） 0.１0　（0.20） 0.10　（0.１0） 0.00　（0.00） 0.21（0.31） 人 1,260　（1,860） 1,260　（2,160）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0回（20年度新規事業） 年５回 ０件 0　％ 実施

指標Ⅱ 0回（2１年度予定） 0回（2１年度予定） ー ー ー

指標Ⅲ 0件（22年度予定） 0件（22年度予定） ー ー ー

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

11 D 11 D

説　明

３．　地域自治区の調査・研究（再掲）
 (事業名は、Ｈ２１に変更予定）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　地域自治区調査研究事業 担当部課名
企画部　企画

課

一次評価者(担当）

佐宗・１９２

　１．　まちづくりの協働体制を整備します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

Ｈ２０決算額
（千円）

　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

一般財源

部長級

財産収入

0 0

３００ 0

職員数計

0.0０　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民自治社会の実現に向けた地域内分権を推進する、地域自治組織の導入に向けた調査研究を進める。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民が住む身近な地域（地域自治組織）を
対象・受益者
の概数など

市内全地域（現在の行政区数１５９区）

行政内部での検討を経て、市民を交えた委員会を立ち
上げ研究を進める。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

　課題の解決方法や魅力を広げる手段を、市民自身が
決定し実行するなど、行政経営へ関与や分権が保障さ
れる地域（市民主権の市民自治社会）とするために

地域自治区の導入に向けた調査研究（庁内プロジェクト
による研究、先例地視察）を行い、将来設置する市民を
交えた検討会議の基礎資料の蓄積・調整を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

庁内プロジェクトの開催数 担当者による把握（年度末）

市民委員会の開催数 担当者による把握（年度末）　２１年度～

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

市民意見数（パブコメ） 担当者による把握（年度末）　２２年度～

達成度に対する
評価

　２０年度事業は担当課による先例調査･制度研究に留まり、庁内検討プロジェクトの立
ち上げに至っていない。（同様に、市民自治のあり方を考える自治基本条例の検討を先
行し、理論整理を行った。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

地域自治組織の設置を目指した事業であり、成果指標も検討過程
のもの（活動指標）となる。Ｈ２２年度から、市民を交えた指標を設
定する。

市民協働指数
(20年度目標）

②
H2２まで
は行政主

導

市民参
加の時
期・内容

平成２１年度以降に市民委員会へと移行してからは、ＰＤＣＡの
各サイクルに参加を位置づけるが、Ｈ２０年度は立ち上げ前であ
り、市民参加の位置づけは「広聴意見」の把握程度。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成

 ④．未達成

内容
・

理由

Ｈ２０年度及び２１年度は庁内検討であ
り、プロジェクト組織も２２年度発足と
なったため。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
　総合計画重点プロジェクト事業であり、軌道に乗るまでは関与する必要
がある。有効性は成果が得られない現時点では有効な指標は無いため
総合評価も低いが実施は不可欠。

　総合計画重点事業であり、軌道に乗るまで関与する必要がある。有効
性は成果が得られない現時点では有効な指標は無いため総合評価も
低いが実施は不可欠。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 企画部　じょうほう課

53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号
原田　　２３１

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催

ワークショップの開催 ワークショップの開催 ワークショップの開催

（条例研究） （条例案の発表）

庁内検討会の設置 （条例研究）

1回 1回 ２回

３００人 300人 700人

のべ150人／5回 のべ150人／5回 のべ450人／15回

2,471 千円 971 500 1,000

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,471 千円 971 500 1,000

○印 市民協働指数

○

○

○

１－１－１－１－４

・市民ワークショップや講演会の運営を市民と協働で
行う。組織：

人材：ワークショップへの職員参加

情報：

財政：

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

P：ワークショップ・講演会の内容・運営につい
て、庁内検討会が企画する。
D:ワークショップ参加者と庁内検討会が共同
開催する。
C:市民意識調査等を通じ、ニーズを把握。
A:1年目のまとめを行い、2年目を立案。

②
行政主導

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

活
動
指
標

成
果
指
標

条例の策定（H23年3月議会）

協働の内容　（主体別活動内容）
事業立案の手法

（主な事業の基本的な考え方・基準）
　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅰ 講演会の開催 担当者による把握

指標　Ⅱ 講演会の参加人数 　　同上

指標　Ⅲ

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている
総合計画の施策体系

　１．　協働行政の推進体制を整備します 施 策 の 基 本 方 針
地方分権時代における「新たな公共」の理念に基づき、まちづくり活動の担い手の育成や地域自治組織の研究、情
報の共有など、行政経営における市民参加と協働体制の見直し・整備を市民の視点で進めます。

事業名 市民自治社会を実現するため、協働行政の基本ルールを定めた条例作りの推進を図る。

４．　自治基本条例の研究 協働の意識向上につながる講演会、ワークショップを開催し、市民による条例制定をめざす。

ワークショップの開催

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

講演会の開催

新規　･　継続 H２０年度　→　H２２年度 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅰ

指標　Ⅱ 住民自治の活性化（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

ワークショップの参加人数 　　同上

　１．市民自治社会創造
・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・職員の意識改革とマネジメントサイクルに基づく経営手法への周知徹底
・地域計画・職員担当制の制度設計

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名

　総務費　総務管理費　企画費

　３．自治の改革

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 「各審議会等」 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 971

Ｈ２１予算額 0 0 0 500

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.40　（0.40） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 1.10（1.10） 人 6,600　（6,600） 7,571　（7,100）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 1回 1回 1回 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 130人 300人 49人 16% 実施

指標Ⅳ 0人 150人 77人 51% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明説　明
総合計画重点プロジェクト事業であるが、指標が不適切であっ
たので有効性１を選択した。

市民委員会等での検討を前提に、庁内検討委員会で考え方や論
点等を整理している段階であり、指標の設定に問題がある。

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度 事業の見直し度は中程度

内容
・

理由

基本的な考え方を整理したが、市民に
周知するまでには至らなかった。

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能
Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

市民協働指数
(20年度目標）

市民参
加の時
期・内容

P：ワークショップ・講演会の内容・運営について、庁内検討会が企画する。
D:ワークショップ参加者と庁内検討会が共同開催する。
C:市民意識調査等を通じ、ニーズを把握。
A:1年目のまとめを行い、2年目を立案。

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

②
行政主導

担当職員により集計

ワークショップの参加人数 担当職員により集計

達成度に対する
評価

H20年度は庁内検討委員会を設置し、自治基本条例の基本的な考え方を整理した。また、
市職員・市民の協働意識の向上のための講演会、セミナーにとどまった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。活動指標に講演会の開催数をやめ、ワークショップの開催数、庁内検
討委員会の回数を、成果指標には講演会の参加人数をやめ、講演会の市
民満足度と市民意見数を追加する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

講演会の開催 担当職員による

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

講演会の参加人数

0.50　（0.50）

協働の意識向上につながる講演会、ワークショップを開催し、
市民による条例制定をめざす。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

全市民（定義は条例で決定）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

市民自治社会の実現のために主体的な市政
運営が図られるように

協働推進セミナー、講演会の開催や庁内検討委員
会を設置し、基礎資料をまとめる。

　活動
（どういう活動
を行うのか）

500

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
市民自治社会を実現に向け、地域内分権をはじめとする市民自治活動・行政運営の制度設計やルール化を図るため、地域自治組織の調査研究及び自治基本条例の研究・制定を進め
る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

部長級 職員数計

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている 　１．　協働行政の推進体制を整備します

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　自治基本条例研究事業 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

企画部　じょう
ほう課

一次評価者(担当）

福田・２３４

財産収入

971

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　市民自治の制度化



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
62.8% 65.0% 68.0% 企画部　じょうほう課
54.8% 65.0% 68.0% 担当者・内線番号

豊田　　２３２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

CATV番組制作・放送開始 CATV番組制作・放送 CATV番組制作・放送

データ放送開始 データ放送継続

開始 継続制作

55% 60% 65%
50%

68,040 千円 20,072 23,984 23,984 市議会中継を削除
国 庫 支 出 金 0 千円 報償費等を追加
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 68,040 千円 20,072 23,984 23,984

○印 市民協働指数

○

・市民からの情報提供により運営

・市民モニターの委嘱

・番組制作市民委員会への市民の参加

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ（地域計画の策定）市民等から組織する委員会で放
送内容検討
Ｄ（計画に基づく活動）NPOによる自主放送番組を制
作
Ｃ（計画の見直し）市民モニターによる評価
Ａ（制度の設計の見直し）番組制作市民委員会による
改善提案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　

(オ)の理由： 市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

②
行政主導

協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ

環境：

総　事　業　費

財
源
内
訳

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：情報公開のルール化

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容
事業立案の手法

（主な事業の基本的な考え方・基準）
　行政経営資源の有効活用等のための工夫

事

業

費

・NPO等による自主放送番組の制作 NPO等による自主放送番組の制作 NPO等による自主放送番組の制作

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ ケーブルテレビ加入率 ケーブルテレビ加入率（H20.1.1現在49.59％）

指標　Ⅱ CATV市政番組満足度 市民モニターアンケートを毎年度末に実施

データ放送継続

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（議会事務局業務へ）

・CATV番組制作市民委員会の立ち上げ

データ放送継続

１．　ケーブルテレビ番組の編成

・CATV番組制作・放送 CATV番組制作・放送 CATV番組制作・放送
（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・データ放送（文字放送）

指標　Ⅲ

事業名 CATV加入率の向上による市内情報格差の是正とCATV番組編成を通じた市民との情報共有を積極的に図る

　総務費　総務管理費　広報広聴費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H20年度　～　H30年度 一般・（　　　　　会計）

自主放送番組の制作、データ放送の実施、市民による番組編成とモニター調査の実施な
ど。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－１－１－２－１

施　　策　　名 　２．　情報の発信と共有を進めます 施 策 の 基 本 方 針
広報紙やCATV自主放送番組、ホームページ等を通じ、市民への迅速かつ的確な情報提供を行い、行政との協働体制を構
築するための情報共有を進めます。また、モニターや市民編集委員等の参加により、市民が知りたい情報の発信に努めると
ともに、情報公開のルール作りを行います。

総合計画の施策体系
　１．市民自治社会創造 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 「市の広報・広聴の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 「地域情報化への取組み」の満足度 市民満足度アンケート調査

施策実施上の課題

・広報編集委員の位置づけの明確化と市民スペース確保（行政情報との配分）
・CATV加入率の向上。（情報格差の是正）
・情報発信についての明確なルール化が図られていないため、行政内部で情報公
開に対する温度差が見られる。庁内情報公開基準を作成し徹底を図る。

　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　２．役所の改革 　３．隠し事のない役所（情報開示）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田  ２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 20,072

Ｈ２１予算額 0 0 0 27,220

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.２0　（0.２０） 0.60　（0.60） 0.０0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.80（0.80） 人 4,800　（4,800） 24,872　（32,020）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 50% 適切・見やすいが55％ 100% 実施

指標Ⅳ 55% 42.85% 77.90% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 10 B

説　明

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度 事業の見直し度は中程度

説　明
２０年度に始まったばかりの事業なので、市民の市政番組編成委
員が２１年度から加入したことにより、今後、より一層の番組内容
の充実と加入率の向上を図る。

市政番組はＣＡＴＶに加入しないと見られないため、有効性
と公平性には限界がある。ＣＡＴＶ加入率アップが必須。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点

無

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

内容
・

理由

７人の市政番組編成委員が、市政番組の
出演と内容を委員会で検討し、番組の親し
みやすさ・市民の関心・満足度・加入率の
向上を図った。

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

ケーブルテレビ市政番組満足度

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（地域計画の策定）市民等から組織する委員会で放送内容検討
Ｄ（計画に基づく活動）NPOによる自主放送番組を制作
Ｃ（計画の見直し）市民モニターによる評価
Ａ（制度の設計の見直し）番組制作市民委員会による改善提案

広報市民編集員7人へのアンケート調査

ケーブルテレビ加入率 新城市光ファイバネットワーク加入状況

達成度に対する
評価

市役所のさまざまな課から募集した７人の市政番組編成委員が、ナビゲーターとして番
組に出演し、また、番組の内容を委員会で検討して番組内容の充実を図り、市政番組に
対する親しみやすさ・市民の関心・満足度・加入率の向上を図っている。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

対象・受益者
の概数など

全市民

自主放送番組の制作、データ放送の実施、市民による
番組編成とモニター調査の実施など。

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

市民相互及び市民と行政との情報の共有
（映像による）するために

年間約50本（週1本）の市政番組を制作・放送
し、情報発信を行う。

財産収入

20,072

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 CATV加入率の向上による市内情報格差の是正とCATV番組編成を通じた市民との情報共有を積極的に図る

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

全市民を

0.00　（0.00）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級 職員数計

27,220

１．　ケーブルテレビ番組の編成

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　「ケーブルテレビ市政番組編成事業」 担当部課名
企画部　じょ

うほう課

一次評価者(担当）

豊田　２３２

　２．　情報の発信と共有を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.8% 65.0% 68.0% 企画部じょうほう課
54.8% 65.0% 68.0% 担当者・内線番号

池田・牧野･服部・２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
毎月1回開催 毎月１回開催 毎月１回開催

随時 随時 随時

毎月1回 毎月1回 毎月1回

偶数年発行 偶数年発行

奇数年配布

７人 ７人 ７人
5人 5人 5人
65%

30,514 千円 11,174 8,635 10,705
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 30,514 千円 11,174 8,635 10,705

○印 市民協働指数

○
○

○
②

行政主導

市民編集会議で作成し、市民モニターで検証Ｐ　市民編集会議で作成
Ｄ　市民人材による編集
Ｃ　市民モニターで検証

市勢要覧・ダイジェスト版の発行（隔年）

１－１－１－２－２　

指標　Ⅰ 「市の広報・広聴の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

施　　策　　名 　２．　情報の発信と共有を進めます

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

事業名 広報紙の全戸配布を通じ、市民への迅速かつ的確な情報提供、問題提起等を行い、市民と行政との情報共有を進めます。

２．　広報紙の発行
行政が出したい情報と市民が知りたい情報を融合させ、市民の視点を広報紙に取り入れ
た、市民参画型広報紙を発行し、行政と市民の情報共有を図る。

新規　･　継続 　総務費　総務管理費費　広報広聴費H　２０　　年度　→　H　２２年度～　 一般・（　　　　　会計）

毎月１回開催

広報モニター意見（毎月随時）

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

奇数年発行 奇数年発行

遇数年発行

編集会議（月１回）広報紙面制作（毎月紙面３ページ割付・・・取材・編集）　現在委員4名

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅲ 広報モニターの紙面満足度 広報モニターアンケートの実施（毎年度末）

指標　Ⅱ
指標　Ⅰ

広報モニターの人数

市民編集委員の人数

総合計画の施策体系
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

広報紙やCATV自主放送番組。ホームページ等を通じ、市民への迅速かつ的確な情報提供を行い、行政との協働体制を構築するた
めの情報共有を進めます。また、モニターや市民編集委員等の参加により、市民が知りたい情報の発信に努めるとともに、情報公開
のルール作りを行います。

・広報編集委員の位置づけの明確化と市民スペース確保（行政情報との配分）
・CATV加入率の向上。（情報格差の是正）
・情報発信についての明確なルール化が図られていないため、行政内部で情報公
開に対する温度差が見られる。庁内情報公開基準を作成し徹底を図る。

施 策 の 基 本 方 針

　２．役所の改革 　３．隠し事のない役所（情報開示）

　１．市民自治社会創造 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

協働の内容　（主体別活動内容）

毎月１回開催

遇数年発行

随時 随時

毎月1回 毎月1回

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

環境：

市民要望に基づき実施

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

情報：

「地域情報化への取組み」の満足度

活
動
指
標

成
果
指
標

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

広報「ほのか」綴用ファイル（隔年）

全　体　計　画

広報モニター意見検討・改善

広報紙の発行

市民広報編集委員会議

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：

財政：
組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

人材：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 11,479

Ｈ２１予算額 0 0 0 8,748

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.30　（0.10） 0.00　（0.00） 1.50　（1.30） 0.00　（0.00） 1.80（1.30） 人 　10,800（7,800） 22,279　（16,548）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ４人 ７人 ７人 100 実施

指標Ⅱ １０人 ５人 ５人 100 実施

指標Ⅲ 不明 65% 79% 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明
広報しんしろは、適時性等の問題はあるが、定期的（月１回）に
すべての市民に届く確実な情報提手段であり、全ての広報手段
の基幹となるものである。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

説　明
広報しんしろは、紙媒体という、電子媒体やテレビのような即時性
の情報提供媒体ではないが、確実な情報媒体として機能してい
る。

受益者が広く公平であり、負担も適正

内容
・

理由

市民編集員が取材をして作成する特集
ページを設け、市民協働による広報づ
くりを実現した。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　市民編集会議で作成
Ｄ　市民人材による編集
Ｃ　市民モニターで検証

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

広報モニターの紙面満足度 広報モニターアンケート集計により

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

市民編集委員の人数

達成度に対する
評価

市民編集委員を加えての広報づくりは、市民の視点として市民が求めている情報の把握
となる。市民モニターには、毎月アンケートに答えてもらっており、高い評価をもらってい
る。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

広報モニター募集時

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

知りたい情報が紙媒体で入手できるようにす
るために

市民編集員会議を毎月開催する。
記事の取材、印刷業者への依頼、原稿校正、発送
を行う。

市民編集員募集時

広報モニターの人数

行政が出したい情報と市民が知りたい情報を融合さ
せ、市民の視点を広報紙に取り入れた、市民参画型広
報紙を発行し、行政と市民の情報共有を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
広報紙の全戸配布を通じ、市民への迅速かつ的確な情報提供、問題提起等を行い、市民と行政との情報共有を進めるとともに、ＣＭＳによるホームページへの情報掲載の統一
（ルール化、アクセシビリティに配慮したHTMLの構築）と迅速化を図り、誰にでも見やすく分かりやすい情報を提供する

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

全市民を
対象・受益者
の概数など

全市民

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

11,479

8,748

部長級 職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　広報紙・ホームページの充実

評価の対象となる
【事務事業名】

（1）広報紙発行・市民編集事業 担当部課名
企画部じょう

ほう課
一次評価者(担当）

小林・牧野・清水、234

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

　２．　情報の発信と共有を進めます



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

62.8% 65.0% 68.0% 企画部じょうほう課

54.8% 65.0% 68.0% 担当者・内線番号
　　牧野　・　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

研修 研修 研修

JIS規格診断

アクセス状況とコンテンツ コンテンツチェック トップリニューアルに向けた検討

調査・研究 調査・研究 導入検討

2１,000件 2２,000件 2４,000件

２００件 ２００件 ２００件

７０点
2,412 千円 912 750 750

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,412 千円 912 750 750

○印 市民協働指数

○

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

新規　･　継続

Ｐ：（行政と市民の双方向の情報連携の検討
段階でＮＰＯ・市民活動組織を交え検討）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

財政：

情報：

システム稼働・運用状況チェック

施　　策　　名 　２．　情報の発信と共有を進めます
広報紙やCATV自主放送番組。ホームページ等を通じ、市民への迅速かつ的確な情報提供を行い、行政との協働体制を構築するため
の情報共有を進めます。また、モニターや市民編集委員等の参加により、市民が知りたい情報の発信に努めるとともに、情報公開のルー
ル作りを行います。

事業名

H　20年度　→　継続

・広報編集委員の位置づけの明確化と市民スペース確保（行政情報との配分）
・CATV加入率の向上。（情報格差の是正）
・情報発信についての明確なルール化が図られていないため、行政内部で情報公開に
対する温度差が見られる。庁内情報公開基準を作成し徹底を図る。

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

ＣＭＳにより、ホームページへの情報掲載の統一（ルール化、アクセシビリティに配慮したHTMLの構築）と迅速化を図り、誰にでも見やすく分
かりやすい情報を提供する

研修

一般・（　　　　　会計）

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

トップページ見直し検討 トップページリニューアル

総務費　総務管理費　広報広聴費

市民満足度アンケート調査

市民満足度アンケート調査

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

指標　Ⅲ アクセシビリティ診断

活
動
指
標

成
果
指
標

協働の内容　（主体別活動内容）

ＣＭＳ（コンテンツマネージメントシステム）により、利用者（住民側）に分かりやすい情報を提供し、情報提供者（各課）
が統一されたページ作成ルールのもとコンテンツを作成。公開の始終を設定することにより自動情報開示、削除が可
能になる。

「市の広報・広聴の充実」の満足度

指標　Ⅲ

施策実施上の課題

施 策 の 基 本 方 針

全　体　計　画

指標　Ⅱ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

「地域情報化への取組み」の満足度

アクセシビリティ検証

操作研修・アクセシビリティ研修

３．　ホームページによる情報の提供

指標　Ⅰ

行政・市民双方向の情報連携の検討（ＳＮＳ等）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

　２．役所の改革 　３．隠し事のない役所（情報開示）

　１．市民自治社会創造

ホームページ検討委員会

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

システム保守・情報（コンテンツ）更新

指標　Ⅱ

トップページアクセス件数（毎月の集計をもとに件数把握）H19年度約2万件

各課情報更新頻度（毎月の情報公開承認件数の集計をもとに件数把握）

アクセス件数指標　Ⅰ
情報（コンテンツ頻度）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

アクセシビリティ検査ツールによる評価

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

人材：職員による操作・アクセシビリティ研修

組織：ＮＰＯなどとシステム連携

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

行政：ＣＭＳそのものは、行政主体
組織：ＮＰＯ、市民活動組織などが主体となって運営
できる分野（ＳＮＳ等）については運営・管理主体によ
り変わる②

行政主導

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

１－１－１－２－３-(3)

研修

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 912

Ｈ２１予算額 0 0 0 750

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.00） 0.10　（0.30） 0.00　（0.00） 0.50（0.35） 人 3,000　（2,100） 3,912　（2,850）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 40件/月 ２００件/月 ２００件/月 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 20,000件/年 21,000件/年 20,700件/年 98% 実施

指標Ⅳ ー ７０点 55点 78% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 1 2

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

職員数計

評価の対象となる
【事務事業名】

（2）　ホームページ運用事業 担当部課名
企画部じょう

ほう課

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　広報紙・ホームページの充実

一次評価者(担当）

　　牧野　・　２３４

750

　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】　１．市民自治社会創造 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

一般財源

　２．　情報の発信と共有を進めます

財産収入

912

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
広報紙の全戸配布を通じ、市民への迅速かつ的確な情報提供、問題提起等を行い、市民と行政との情報共有を進めるとともに、ＣＭＳによるホームページへの情報掲載の統一と迅速化を
図り、誰にでも見やすく分かりやすい情報を提供する

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

ホームページ利用者を
対象・受益者
の概数など

月平均約20,000件の訪問者

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

分かりやすい情報、迅速な提供、誰もが（高齢
者・障害者・外国人など）不自由なく利用でき
るようにするために

CMS講習（操作講習）を年1回開催する。
アクセシビリティ講習を年1回開催する

0.00　（0.00）

ＣＭＳ（コンテンツマネージメントシステム）により、利用者（住民側）に
分かりやすい情報を提供し、情報提供者（各課）が統一されたページ
作成ルールのもとコンテンツを作成。公開の始終を設定することにより
自動情報開示、削除が可能になる。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

Ｈ２０決算額
（千円）

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

情報（コンテンツ）更新頻度 公開（2次）承認メール　２，４０５件（年）/１２月

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

アクセス件数 トップページアクセス　207,000件(年）/10月

アクセシビリティ診断 あいち電子自治体協議会トップページ診断

達成度に対する
評価

情報更新頻度は、CMSにより各課で作成できることになり達成された。アクセシビリティ（利用
者への配慮）は、現在、トップページのみの診断であるが、順次、詳細ページへの診断を行う
と同時に、全庁的に行う講習等で周知を図る。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。活動指標に操・アクセシビリティ研修を加える。

j迅速な情報提供手段として有効であり、更新頻度の多さとわかり
やすい内容が求められる。公平性の確保のためには個々の環境整
備が必要。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ：（行政と市民の双方向の情報連携の検討段階でＮＰ
Ｏ・市民活動組織を交え検討）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

内容
・

理由

アクセス件数、アクセシビリティ（利用者への
配慮）は、統計的な数値であるため、これを
基として、市民を交えた良し悪しの検討をし
ていない。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
迅速な情報公開が求められる事業のため、今後はその成果を
どう求めるか課題

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

経費節減・効率性等の向上・追及が可能



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.8% 65.0% 68.0% 企画部じょうほう課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

　　牧野　　・２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
パブリックコメント パブリックコメント パブリックコメント

１０件

0 千円

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

○

パブリックコメント

Ｐ　市計画等に対する意見を提出する。

１件あたりのコメント数平均（担当者把握）現在７件

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

活
動
指
標

成
果
指
標

パブリックコメントの実施

※策定段階からの制度実施の可能性を検討

「市の広報・広聴の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅰ

３．　パブリックコメントの活用

パブリックコメント

事業立案の手法

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ 住民参加への取り組み（市民満足度）

パブリックコメント数／件

新規　･　継続

(オ)の理由：

財政：
組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

人材：
情報：市HPの活用
環境：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

・市計画への意見提出
・行政は内容を回答・公表する。

市民自治社会の実現に向けた市民視点の行政経営を進める上で、市民のニーズや施策・事業に対する評価、意見の把握は欠かせ
ません。的確な情報提供に合わせ、市長が直接市民の声を聞く「市政懇談会」等の充実、定期的な市民満足度調査による地域別・年
代別ニーズの把握等を通じ、市民ニーズに沿った成果重視型の行政経営への転換を進めます。

・市政懇談会への参加者が少ないため、内容、開催時期等を検討する。
・「市長への提言」件数が少ない。（苦情・要望が多い。）
・パブコメ期間が短く、意見が少ない。パブコメに至る会議の公開・内容PRを十
分に行うことが必要。
・市民満足度調査項目の検討

市の基本的な 計画等の策定にあたり、その趣旨、目的、内容を公表し、市民から意見、情
報、専門的知識の提出を受け、出された意見の概要と市の考え方 を公表する。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　総務費　総務管理費　広報広聴費

施　　策　　名 　3．　市民ニーズを把握します 施 策 の 基 本 方 針

　１．市民自治社会創造 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計）

全　体　計　画

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系

事業名 市計画等に対する広聴活動を通じて、市民の意見を反映した計画につなげていく。

　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ

1－1－1－3－3　

②
行政主導

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.00） 0.10　（0.05） 0.00　（0.00） 0.50（0.10） 人 3,000　（60） 3,000（６０）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 7件 １０件 142 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 0 0

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 0 2

4 D 6 D

説　明

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　パブリックコメントの活用
１．広聴の充実

内容
・

理由

件数といった指標ではほぼ未達成。
市政参画の手段としてどう市民に理解
してもらうかが課題

　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　パブリックコメント活用事業

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

財産収入

0

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている 　3．　市民ニーズを把握します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

担当部課名
企画部じょう

ほう課
一次評価者(担当）

　　牧野　　・２３４

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 広聴活動を通じて、市民の意見を反映し「住みよいまちづくり」につなげていく

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

0

職員数計

0.00　（0.00）

部長級

市民を
対象・受益者
の概数など

市民
市の基本的な 計画等の策定にあたり、その趣旨、目
的、内容を公表し、市民から意見、情報、専門的知識の
提出を受け、出された意見の概要と市の考え方 を公表
する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
市の基本的な 計画等の策定にあたり、その
趣旨、目的、内容を公表し、市民から意見、
情報、専門的知識を出せる状態にするため

パブリックコメント制度を広報やHPで公表する。また、専
門的な知識を出しやすい環境を整え、反映状況をホー
ムページで公表していく。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

パブリックコメント数／件 H20目標値なしのため　H20実績/H19実績

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

パブリックコメント実施件数は、主管課の事業施策により左右される。
パブリックコメント制度そのものの周知度が低いことも一因するが、パブリックコメントで計
画等に寄せられる意見の数を評価指標とした方がより成果実績となると考える。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。寄せられた意見件数と反映状況を追加
「寄せられた意見に対する市の考え方」をHPで公表する際に把握
意見の反映状況も成果指標に掲げるとよいが、現況では把握が困難

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　市計画等に対する意見を提出する。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
パブリックコメント実施件数は、主管課の事業施策により左右されるため、
パブリックコメントで計画等に寄せられる意見の数、その目標への経緯を
評価指標とした方がより成果実績となると考える。

指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明） 指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける 緊急ではないが時宜性が高い

必要性は高いが、パブリックコメントの欠点を補う仕組みが
ないと市民に受け入れられない。ＰＲも必要。



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.8% 65.0% 68.0% 企画部じょうほう課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

　　服部　・　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
市長へのメール・手紙・ＦＡＸ 市長へのメール・手紙・ＦＡＸ 市長へのメール・手紙・ＦＡＸ

１１０件 １２０件

0 千円

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

○

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案
②

行政主導

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標 指標　Ⅲ

組織：
財政：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

人材：
情報：HPの活用
環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

指標　Ⅱ

市長へのメール・手紙・ＦＡＸ指標　Ⅰ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

　１．市民自治社会創造

施 策 の 基 本 方 針

Ｐ　市民の提言により、市民参加施策と連携
した市政を推進し、市民の意見をまちづくり
に生かす

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

平成 23 ～ 26 年度

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

担当者による把握（H19年度　メール１００件手紙等１２件）

市民満足度アンケート調査

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　広報広聴費

指標　Ⅲ

新規　･　継続 H２０　年度　→　H３０年度　

「市の広報・広聴の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

平成 27 ～ 30 年度
市長へのメール・手紙・ＦＡＸ市長へのメール・手紙・ＦＡＸ

住民参加への取り組み（市民満足度）

施　　策　　名 　3．　市民ニーズを把握します
市民自治社会の実現に向けた市民視点の行政経営を進める上で、市民のニーズや施策・事業に対する評価、意見の把握は欠かせ
ません。的確な情報提供に合わせ、市長が直接市民の声を聞く「市政懇談会」等の充実、定期的な市民満足度調査による地域別・年
代別ニーズの把握等を通じ、市民ニーズに沿った成果重視型の行政経営への転換を進めます。

事業名 広聴活動を通じて、市民の意見を反映し「住みよいまちづくり」につなげていく

・市政懇談会への参加者が少ないため、内容、開催時期等を検討する。
・「市長への提言」件数が少ない。（苦情・要望が多い。）
・パブコメ期間が短く、意見が少ない。パブコメに至る会議の公開・内容PRを十
分に行うことが必要。
・市民満足度調査項目の検討

指標　Ⅱ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

全　体　計　画

２．　市長への提言窓口の設置
市民の「声」を広く聞くため、市長へのメール、手紙、FAX事業を継続実施し、積極的な意
見を市の施策に反映させる。

・市民によるメール、手紙、FAXを通じた市民ニー
ズ・意見の提出

・行政は市民意見に対し、回答を行う。（公表につ
いても積極的に行う）

１－１－１－３－２　

市長へのメール・手紙・ＦＡＸ

―６―

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（600） 600　（600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 112 110 92 84 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 0 0

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 0 2

4 D 7 B

説　明

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
議会制民主主義を基本とする現仕組みの中で、どのように
直接民主主義を取り入れるか議論すべきである。

指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

内容
・

理由

市民参加としての機能はあるものの、
政策提言へ移行するシステムとなって
いない。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　市民の提言により、市民参加施策と連携した市政
を推進し、市民の意見をまちづくりに生かす

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直しは必須事項

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける 緊急ではないが時宜性が高い

個別的な内容が多く、いかに政策提言をしてもらうかが課
題である。評価指標の見直しが必要。

達成度に対する
評価

市長メールは必ずしも政策的な提言でないものも多くある。達成度は、政策提言
実行率を評価指標とした方がより成果実績となると考える。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有
新たな指標⇒政策提言実行率

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

市長へのメール・手紙・ＦＡＸ 年度末に件数を集計

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 広聴活動を通じて、市民の意見を反映し「住みよいまちづくり」につなげていく

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城市への提言をするものすべての人を 対象・受益者
の概数など

市民

市民の「声」を広く聞くため、市長へのメール、手紙、
FAX事業を継続実施し、積極的な意見を市の施策に反
映させる。

Ｈ２０決算額
（千円） 0

0

職員数計

0.00　（0.00）

　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

一般財源

部長級

財産収入

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

　3．　市民ニーズを把握します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　市長への提言窓口の設置
１．広聴の充実

担当部課名
企画部じょう

ほう課
一次評価者(担当）

清水・２３４

最大公約数の政策提言が実現できる状態
にするために

提言内容担当部署での検討を行い、政策に
反映させる。

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　「市長への提言」事業

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

―６―



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.8% 65.0% 68.0% 企画部企画課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

　　佐宗　　（１９２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
実施準備 実施準備 調査実施

〇　実施

△　検討

調査なし 調査なし 70%

1,200 千円 1,200
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,200 千円 1,200

○印 市民協働指数

〇

〇
③

双方対等

１－１－１－３－４

施　　策　　名 　3．　市民ニーズを把握します 施 策 の 基 本 方 針
　市民自治社会の実現に向けた市民視点の行政経営を進める上で、市民のニーズや施策・事業に対する評価、意見の把握は欠か
せません。的確な情報提供に合わせ、市長が直接市民の声を聞く「市政懇談会」等の充実、定期的な市民満足度調査による地域別・
年代別ニーズの把握等を通じ、市民ニーズに沿った成果重視型の行政経営への転換を進めます。

・市政懇談会への参加者が少ないため、内容、開催時期等を検討する。
・「市長への提言」件数が少ない。（苦情・要望が多い。）
・パブコメ期間が短く、意見が少ない。パブコメに至る会議の公開・内容PRを十
分に行うことが必要。
・市民満足度調査項目の検討

総合計画の施策体系
　１．市民自治社会創造 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 「市の広報・広聴の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

指標　Ⅱ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名
総合計画の進捗状況を公表し、公共サービスに対する市民満足度を定期調査することで、成果重視型の行政経営を進める上での基
本指標とする。

４．　市民満足度調査の実施・活用
市民５，０００人アンケートの定期実施。（公共サービス満足度等）
実施年度（H22、H26、H30）

新規　･　継続 H１９年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　広報広聴費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民満足度調査の実施 パブリックコメント（H26) パブリックコメント（H30)

満足度５０％以下項目数５項目以下としたい

（H１９調査：５０％以下１３項目／４１項目中）
（合併前：同７項目／３７項目中）

調査結果の分析・公表

調査のＮＰＯへの委託可能性を検討 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アンケート回収率 市民アンケート集計（一般５，０００人）　　H19回収率　５４．３％　

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ：市民代表による市民アンケート項目の検
討。
ＤＣ：アンケート結果の集計・分析を市民ＮＰ
Ｏに委託

・アンケート項目を市民とともに考える。（総合計画
市民委員会）
・市民満足度を市政経営の指標とする。
・結果を分析し、市民本意の行政を進める。

・アンケート集計・分析を市民NPO等に委託する方
向で進める。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由： 市民ニーズの把握

（市民要望等）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.０1　（0.01） 0.０１　（0.０５） 0.００　（0.0５） 0.00　（0.00） 0.０１（0.1０） 人 ６０（６００） ６０　（６００）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 調査なし 調査なし 調査なし ― ―

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 A 12 A

説　明
20年度は調査検討のみ。21年度は、22年度実施に向け
て、更なる調査項目の整理を行う。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
20年度は調査検討のみ。21年度は、22年度実施に向けて、
更なる調査項目の整理を行う。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　20年度の事務事業調査も、22年度の当
調査を前提に実施しており、「事業は順調
に進行中と判断」する。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ：市民代表による市民アンケート項目の検討。
ＤＣ：アンケート結果の集計・分析を市民ＮＰＯに委託

達成度に対する
評価

20年度は事業実績なし。21年度は22年度の実施に向けて、調査項目の整理、集
計委託先の検討を行う。事務事業（行政）評価の根幹に係る事業である。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

見直しなし。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

アンケート回収率 回収数／発送数5,000件

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

　総合計画に基づく、市民満足度を基調とし
た成果志向の行政経営へと転換するために

　市民５，０００人を対象に市民満足度調査を定期
実施する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

市民５，０００人アンケートの定期実施。（公共サービス
満足度等）
実施年度（H22、H26、H30）

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 総合計画の進捗状況を公表し、公共サービスに対する市民満足度を定期調査することで、成果重視型の行政経営を進める上での基本指標とする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

　行政運営を
対象・受益者
の概数など

調査対象5,000人
（18歳以上の市民5,000人、中学3年生全員が対象）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0 0

0 0

部長級 職員数計

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている 　3．　市民ニーズを把握します

　　　各課入力項目

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

企画部企画
課

一次評価者(担当）

　　佐宗　　（１９２）

４．　市民満足度調査の実施・活用
　　　 (事業名は、Ｈ２１に変更予定）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　市民満足度調査事業 担当部課名



再掲につきシート省略
1-1-1-3-2-(2)　「市民等議会開催事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

62.8% 65.0% 68.0% 企画課(秘書室）

54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号
加藤　（１１１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
市政報告・懇談会 市政報告・懇談会 市政報告・懇談会

　　　　⇒ 　　　　⇒ 　　　　⇒

２０年度実績

　９箇所　３２３人

（１９ヵ所）　９箇所

（１０００人）　３２３人

0 千円 0 0 0

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

○

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 「市の広報・広聴の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

　１．市民自治社会創造 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

・市政懇談会への参加者が少ないため、内容、開催時期等を検討する。
・「市長への提言」件数が少ない。（苦情・要望が多い。）
・パブコメ期間が短く、意見が少ない。パブコメに至る会議の公開・内容PRを十分
に行うことが必要。
・市民満足度調査項目の検討

　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている

　６．住民参加と協働のまちづくり

総合計画の施策体系

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行

指標　Ⅲ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート １－１－１－３－２　

施　　策　　名 　3．　市民ニーズを把握します 施 策 の 基 本 方 針
市民自治社会の実現に向けた市民視点の行政経営を進める上で、市民のニーズや施策・事業に対する評価、意見の把握は欠かせませ
ん。的確な情報提供に合わせ、市長が直接市民の声を聞く「市政懇談会」等の充実、定期的な市民満足度調査による地域別・年代別
ニーズの把握等を通じ、市民ニーズに沿った成果重視型の行政経営への転換を進めます。

情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由： 市民ニーズの把握

（市民要望等）

・市政全般にわたる意見交換

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

Ｐ：　市民との懇談により、市民参加施策と連
携した市政を推進し、市民の意見をまちづくり
に生かす ②

行政主導

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ 参加者数（市民） （H19年度：１９箇所６６４人）　会場ごとの集計

総　事　業　費

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 市政報告・懇談会

指標　Ⅱ

　総務費　総務管理費　広報広聴費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市政報告・懇談会の実施 市政報告・懇談会 市政報告・懇談会
　　　１８年度より実施　　◎ 　　　　⇒ 　　　⇒

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

事業名 情報提供とニーズの把握に努め、市民ニーズに沿った成果重視型の行政経営への転換を進める。

１、市政報告・懇談会　の開催・充実
市長が各地域へ出向き、市政についての現状や課題、市の将来像などを報告するとともに、
直接市民の声を聞くことにより、市民ニーズを把握する。

新規　･　継続 H　１８年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目（１１６）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.00） 0.10　（0.00） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30（0.00） 人 1,800　（0） 1,800　（0）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 19回 19回 9回 47.37 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 664人 1,000人 323人 32.3 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明説　明
市民ニーズ把握のため重要な事業であるが、職員による地域担当制
度がH21年度より本格的に導入されることを受け、実施回数・開催場
所等の見直し・検討が必要である。

今回地域担当制度を意識した事前説明（職員）を各地域で行い、フォローアップとし
て市長の考えをまちづくりトークとして行った反面、会場数の減の問題で参加市民の
伸びは期待できなかった。開催時期・場所の設定に検討を要する。

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度 事業の見直し度は中程度

内容
・

理由

市内9箇所の会場で実施し、市民と市長の意見
交換の場を持つことができた。H21年度は開催を
見送り、H22年度以降の開催については再度検
討する。

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能
Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

経費節減・効率性等の向上・追及が可能

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ：　市民との懇談により、市民参加施策と連携した市政を推進し、市民の意見をまち
づくりに生かす

参加者数/懇談会参加者予定数

達成度に対する
評価

実施回数の大幅な減により市民参加者数も減少し、目標値を大きく下回った。１会場あたり
の平均参加者数はH19年度と同等であるが、１会場がカバーする地域が広範囲になってし
まったために、市民の足が遠のいてしまう結果となった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

市政報告・懇談会実施回数 実施回数/懇談会予定回数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

市民参加者数

市民

市長が各地域へ出向き、市政についての現状や課題、市の
将来像などを報告するとともに、直接市民の声を聞くことによ
り、市民ニーズを把握する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

市民の意見を活かしたものにしていくために
日程調整・会場手配・開催案内・会場準備・実
施結果まとめ・ホームページ掲載を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 情報提供とニーズの把握に努め、市民ニーズに沿った成果重視型の行政経営への転換を進める。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

まちづくり　を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0 0

0 0

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民参加や協働がしやすい環境が整っている 　3．　市民ニーズを把握します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　市長への提言窓口の設置
２．市民ニーズの把握

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　市政報告・懇談会　の開催 担当部課名 秘書室
一次評価者(担当）

加藤

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る



事業番号(事務局記入)

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
50.5% 55.0% 58.0% 60% 企画部企画課
39.6% 45.0% 50.0% 担当者・内線番号

松井・１９５

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

道州制研究会

シニアリフレッシュ事業策定 シニアリフレッシュ事業実施 →　○ →　○

奥三河魅力発見事業 →　○ →　○

三河の山里交流事業 →　○ →　○

交流･居住システムの確立 交流居住事業実施 →　○

市民20名

市民20名 20名

13,214 千円 4,586 4,314 4,314

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 13,214 千円 4,586 4,314 4,314

○印 市民協働指数

○

１－1－2－１－1

東三河広域協議会

三河の山里活性化事業委員会

愛知県交流居住推進協議会(仮称）

指標　Ⅲ

　１．市民自治社会創造

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
広域連携協議会等

一般・（　　　　　会計）

新城・北設楽広域市町村圏協議会

新規　･　継続

事業名
　・行政運営の効率化及び近隣市町村との連携
　・市民の交流事業への参加促進

１.　広域行政連携の推進
　・区域内の自治体による、共通問題の協議・検討
　・交流事業の実施

指標　Ⅲ

交流事業・イベントへの市民企画参加

人材：

協働の内容　（主体別活動内容）

情報：他町村との共有化

財政：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

アンケート調査等

市民満足度アンケート調査

・市町村間における意見集約の時間短縮。
・行政課題の研究機会の拡大（職員レベルの交流拡大）
・市民・企業レベルの交流機会の創出

市民満足度アンケート調査

→　○

総務費　総務管理費　企画費

　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

施　　策　　名 　１．広域連携・交流を進めます 施 策 の 基 本 方 針
都市間競争の中で、本市が持続的な発展を遂げるためには広域圏域の市町村との協力・連携による件域の一体的発展が欠かせま
せん。今後は圏域の中で本市の果たす役割を一層明確にしながら、広域圏計画の推進や政策連携に努めるとともに、市民や企業に
よる経済活動、文化活動の連携を推進します。

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指

標
成
果
指

標

指標　Ⅰ 三河山里交流事業参加者 年度末時の実績（現在数値調査中）

指標　Ⅱ シニアリフレッシュ事業参加者 年度末時の実績（現在数値調査中）

(オ)の理由：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 事業策定時や事業終了時において、アン
ケート等による意向調査の実施

②
行政主導

組織：

H　　　年度　→　H　３０年度　

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

指標　Ⅱ

　2．広域連携、広域交流が進んでいる

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　２．役所の改革 　３．隠し事のない役所（情報開示）

「市の宣伝・情報提供の充実」の満足度

指標　Ⅰ 「広域連携への取り組み」の満足度
　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 4,586

Ｈ２１予算額 0 0 0 4314

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.30　（0.30） 0.30　（0.00） 0.70　（1.00） 0.00　（0.00） 1.50（1.50） 人 9,000（9,000） 13,5860　（13,314）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 実施

指標Ⅱ 未

指標Ⅲ 0 市民20名 市外８２人 未

指標Ⅳ 0 市民20名 市外２人 未

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 B 13 A

説　明
広域行政の研究課題や交流事業によって成果指標が異な
るため、事業の細分化が必要である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
広域的な地域研究や都市交流を進めることが現在最大の時合いで
あり、市町村での母体は必要である。
指標については、交流の観点から市民にこだわることなく評価した

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
参加者に対してアンケートを実施

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

事業策定時や事業終了時において、アンケート等によ
る意向調査の実施

達成度に対する
評価

　20年度目標値は、19年度に設定したものであるため、実際20年度に目標とした
募集数とは違うが、募集数に対し応募者は上回っているため上々である。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

（有）募集数に対し応募者は上回ってはいるものの、当日のキャンセルがあるため、実際の参加
者は募集数（定員）割れをする。そのため指標は応募者数で設定するほうがよい。また、目標は、
現段階では都市部にPRすることに重きを置いてるため、市民を設定するのでなく、純粋に応募者
でよい。

ツーリズムへの実際の参加者数

シニアリフレッシュ事業参加者 ツアーモニターを都市部から２名募集

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

三河山里交流事業参加者

対象・受益者
の概数など

東三河9市町村、奥三河4市町村、三河の山間6市
町村

　・区域内の自治体による、共通問題の協議・検討
　・交流事業の実施

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

それぞれの地域が特徴を発信し、それを求
めて人が来訪していただくために

構成市町村の首長等で構成する協議会運営、

職員数計

0.20　（0.20）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
　・行政運営の効率化及び近隣市町村との連携
　・市民の交流事業への参加促進

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城市を取り巻くこの地域を

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　広域行政連携の推進 担当部課名
企画部企画

課

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１.　広域行政連携の推進

一次評価者(担当）

松井・１９５

財産収入

4,586

4314

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　１．市民と行政が協働する「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 　2．広域連携、広域交流が進んでいる 　１．広域連携・交流を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）



「広域連携推進事業」に含まれるためシート省略

　　　・1-1-2-1-1-（1）　「東三河広域協議会事業」
　　　・1-1-2-1-1-（2）　「新城北設楽広域市町村圏協議会事業」
　　　・1-1-2-1-2-（1）　「三河の山里活性化事業」
　　　・1-1-2-1-2-（2）　「交流居住事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.40% 60% 63% 65% 　企画部　企画課
53.70% 60% 63% 65% 担当者・内線番号

請井・１９５

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

20 30 30
0% 10%　（見直しを含む） 30%（見直しを含む）

30,000 千円 10,000 6,000 10,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 30,000 千円 10,000 6,000 10,000

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　１．市民活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
公益性のある社会活動の実践やサービスの提供等を行うNPOやボランティア団体等市民活動団体の自立を促
すため、活動の拡大・活性化のための活動を支援し、合わせて団体同士のネットワークづくりを促進する。

・市民活動サポートセンターの充実と管理運営の指定管理者委託
・行政と市民活動団体をつなぐコーディネーターの育成・確保

　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　３．自治の改革

総合計画の施策体系
　１．市民自治社会創造 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

１．　「めざせ明日のまちづくり事業」の推進
　各団体から申請された事業を、地域審議会が審査し、優良有望なまちづくり事業に対し
補助金を交付する。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 住民自治の活性化（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 市民参加の取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名 　地域自治確立のため優良・有望なまちづくり活動を支援する

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H　１８年度　→　未定 一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　地域振興費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

めざせ明日のまちづくり事業

地域審議会による事業採択審査

成果報告会の実施

優良な事業の普及（広報紹介など）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 申請件数 申請件数（１９年度申請６件／うち採択５件）

指標　Ⅱ 地域計画策定地域数割合 担当職員へ照会（毎年度末）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P:地域審議会へ制度設計・事業採択を
   諮問
D:市民団体による活動実施
C:成果報告会による活動内容のチェック
A:制度設計の見直し（地域審議会）情報：事例の情報提供による波及効果

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

アンケート調査等

１－２－１－１－１

協働の内容　（主体別活動内容）

・市民活動団体による自主活動の実施
・審査における地域審議会の関わり(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：地域審議会

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：職員による地域担当者制

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案
③

双方対等

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・市民等 熊谷 昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 10,000

Ｈ２１予算額 0 0 0 6000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.00） 0.10　（0.20） 0.00　（0.00） 0.50（0.25） 人 3,000　（1,500） 13,000　（7,500）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 6 20 13 65 実施

指標Ⅳ 0 0 0 0 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 　１．市民活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　「めざせ明日のまちづくり事業」の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　めざせ明日のまちづくり事業 担当部課名 　企画部　企画課
一次評価者(担当）

請井・１９５

財産収入

10,000

6000

職員数計

0.08（0.08）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　地域自治確立のため優良・有望なまちづくり活動を支援する

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

地域自治組織及び市民グループ組織を
対象・受益者
の概数など

行政区（169区）市民グループ（約130団体）

　各団体から申請された事業を、地域審議会が審査し、
優良有望なまちづくり事業に対し補助金を交付する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

住民自治の実現にも向け自主的な活動が
積極的に行われるようにするために

実施要綱の策定、住民周知（広報活動）、交
付審査（地域審議会での決定）をし、補助金を
交付を行い活動団体を支援する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

申請件数 事業の申請件数/毎年年度末

地域計画策定件数割合 申請のうち地域計画が占める割合/毎年年度末

達成度に対する
評価

地域担当制度の実施がH.21年度からの実施となった為、地域計画策定の申請
がなかった。住民組織への補助割合の増加を行ったが目標数値には達しなかっ
た。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

住民周知活動を積極的に行っていく為、活動指標を追加す
る。（住民周知活動の種数、回数、年度末）

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

P:地域審議会へ制度設計・事業採択を
   諮問
D:市民団体による活動実施
C:成果報告会による活動内容のチェック
A:制度設計の見直し（地域審議会）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

地域担当者制度開始がH.21度に繰り
越された為。地域計画申請件数がな
かった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
申請者数に魅力的な補助事業としながら、公平であり効果
的な補助率、限度額のバランスを常に検討していく必要があ
る。

市民自治社会を築く上で、地域計画策定について交付要
綱を見直す必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

54.40% 60% 63% 65% 　企画部　じょうほう課

53.70% 60% 63% 65% 担当者・内線番号
福田　　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１･Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
毎月１回 毎月１回 毎月１回

２名 ２名 ２名

０名 2名 2名

毎月１回 毎月１回 毎月１回

１５件

288 千円 96 96 96

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 288 千円 96 96 96

○印 市民協働指数

○

○

人材：コーディネーターとして参加

情報：

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度
市民活動相談 毎月１回

③

Ｄ（相談員を中間支援のできるＮＰＯに委託） ・市民相談員による自主運営
・行政は情報提供等の支援

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

H２０年度　→ 一般会計

平成 27 ～ 30 年度

協働の内容　（主体別活動内容）

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　１．市民自治社会創造

５．　市民活動についての相談・協力 市民活動相談員の配置

指標　Ⅰ 住民自治の活性化（市民満足度）

　１．市民活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
公益性のある社会活動の実践やサービスの提供等を行うNPOやボランティア団体等市民活動団体の自立を促すた
め、活動の拡大・活性化のための活動を支援し、合わせて団体同士のネットワークづくりを促進する。

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

市民活動サポート（常勤）員配置検討 2名

総務費　総務管理費　一般管理費

２名 ２名

２名

市民相談員の登録

事業名 ボランティアや市民活動団体の相談に応じる体制を整える。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

新規　･　継続

毎月１回

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 相談開催

指標　Ⅱ 相談団体数

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

相談件数を把握（１９年度：１５件）

指標　Ⅲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

指標　Ⅱ 市民満足度アンケート調査

　３．自治の改革

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
市民満足度アンケート調査

市民参加の取り組み（市民満足度）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－１－１－５

指標　Ⅲ

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・市民活動サポートセンターの充実と管理運営の指定管理者委託
・行政と市民活動団体をつなぐコーディネーターの育成・確保

　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 96

Ｈ２１予算額 0 0 0 96

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.01　（0.01） 0.01　（0.01） 0.00　（0.00） 0.02（0.02） 人 120　（12０） 216　（216）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 毎月１回 毎月１回 毎月１回 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 15件 15件 10件 67 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 　１．市民活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　市民活動についての相談・協力
１．市民活動への支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　市民活動相談協力事業 担当部課名 　企画部　じょうほう課
一次評価者(担当）

福田　　２３４

財産収入

96

96

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域自治確立のための優良・有望なまちづくり活動や、自主的な市民活動をを支援する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民（市民活動団体）を
対象・受益者
の概数など

市全域

ボランティアや市民活動団体の相談に応じる体制を整え
るため、市民活動相談員を配置する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

団体の抱える問題を自分たちで解決し、活発
な市民活動ができるようにするために

①相談受付を行い相談員への連絡・調整を行う。
②広報しんしろへ毎月相談日を掲載する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

相談開催数 担当職員により把握

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

相談件数

達成度に対する
評価

20年度は、相談員の配置が不可能となり、中間支援のできるサポートセンター運営
委員が担当した。行政のみでなく中間支援のできるNPOが相談にあたることについ
ては大きな成果があった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

担当職員により把握

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｄ（相談員を中間支援のできるＮＰＯに委託）

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

内容
・

理由

中間支援できるのＮＰＯの相談員の配
置が無理であった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市民（市民活動団体）が抱える問題を中間支援のできるＮＰＯ
が相談にのれる体制が必要である。

市民活動団体が抱える問題を解決するには、何でも相談で
きる環境が必要。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.40% 60% 63% 65% 　企画部　じょうほう課

53.70% 60% 63% 65% 担当者・内線番号
福田　　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１･Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
毎月 毎月 毎月

随時 随時 随時

月１回 月１回 月１回

コピー機設置 コピー機設置 コピー機設置

50% 55% 60%
3０団体 ３０団体 ３５団体
２４団体 ２９団体 ３４団体

627 千円 209 209 209
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 627 千円 209 209 209

○印 市民協働指数

○

○

（19年度実績　２９団体）

（１９年度実績　２２団体）

事

業

費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）
(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

新規　･　継続

総　事　業　費

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 交流会満足度

サポートセンター登録団体数

指標　Ⅱ

施 策 の 基 本 方 針

　３．自治の改革

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民活動団体のネットワークの推進を図る。

指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 住民自治の活性化（市民満足度）

　１．市民活動を応援します

交流会参加団体数

公益性のある社会活動の実践やサービスの提供等を行うNPOやボランティア団体等市民活動団体の自立を促
すため、活動の拡大・活性化のための活動を支援し、合わせて団体同士のネットワークづくりを促進する。

指標　Ⅱ

コピー機設置 コピー機設置 コピー機設置

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

H２０年度　→　H２３年度　

事業名

参加者アンケート実施

情報：

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

人材：
組織：

施策達成度指標の測定方法･時期

・市民団体による自主運営
・行政は情報提供と参加促進ＰＲ

市民ニーズの把握
（市民要望等）

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

環境：

Ｐ（住民参加による企画）
Ｄ（住民参加による運営）
Ｃ（参加者アンケート実施）
Ｄ（住民参加による見直し） ③

双方対等

随時

市民満足度アンケート調査

全　体　計　画 平成 27 ～ 30 年度

一般会計 総務費　総務管理費　一般管理費

市民参加の取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

月１回

指標　Ⅲ

紙面による団体紹介（コーナー設置）

団体交流会の開催

　１．市民自治社会創造

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－１－１－３

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・市民活動サポートセンターの充実と管理運営の指定管理者委託
・行政と市民活動団体をつなぐコーディネーターの育成・確保

毎月

　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

３．　市民活動のサポートセンターの運営 市民活動サポートセンター運営委員会の設置と団体交流会の開催

運営委員会

平成 23 ～ 26 年度

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 209

Ｈ２１予算額 0 0 0 209

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.06　（0.06） 0.06　（0.06） 0.00　（0.00） 0.17（0.17） 人 1,020　（1,020） 1,229　（1,229）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 22団体 24団体 25団体 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 50% 76% 100 実施

指標Ⅳ 29団体 30団体 19団体 63 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 2

13 A 12 A

説　明

　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 　１．市民活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

２．　市民活動のサポートセンターの運
営
１ 市民活動への支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　市民活動サポートセンター運営事業 担当部課名 　企画部　じょうほう課
一次評価者(担当）

福田　　２３４

財産収入

209

209

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域自治確立のための優良・有望なまちづくり活動や、自主的な市民活動をを支援する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民（市民活動団体）を
対象・受益者
の概数など

市内全域

市民活動サポートセンター運営委員会の設置と団体交
流会を開催し、市民活動団体のネットワークの推進を図
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

ネットワークづくりを通して、課題を解決し、
自立できるようにするために

①運営委員会の開催（日程調整、連絡）
②交流会の開催（活動団体への案内、設営準
備）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

サポートセンター登録団体数 登録申請書により把握/年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

交流会満足度

達成度に対する
評価

20年度はサポートセンター運営委員会主催で行い、参加団体は目標より下回っ
たが参加者は34名となりまずまずである。内容も参加者に好評であり、成果は
あった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。活動指標に21年度から運営委員会の回数を設定す
る。

参加者アンケートにより把握

交流会参加団体数 交流会開催時に担当者により把握

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（住民参加による企画）
Ｄ（住民参加による運営）
Ｃ（参加者アンケート実施）
Ｄ（住民参加による見直し）

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

内容
・

理由

参加団体は目標には至らなかったが、
市民主催で行ったため、市民協働の意
義は果たせた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市民（市民活動団体）が主体的にまちづくりに参加するためには、
自立する力を持つことが重要であり、課題解決のためにネットワー
クを作ることは重要である。

市民活動を活発化するため交流会やネットワーク作りは重
要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

54.40% 60% 63% 65% 　企画部　じょうほう課

53.70% 60% 63% 65% 担当者・内線番号
福田　　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
人材育成研修会に市民参加 人材育成研修会に市民参加 人材育成研修会に市民参加

育成講座開催 育成講座開催 育成講座開催

２０人 ３０人 ３０人

24 29 34

414 千円 138 138 138

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 414 千円 138 138 138

○印 市民協働指数

○

○

人材：

情報：

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度
県等主催人材育成研修会への市民参加 人材育成研修会に市民参加

③
双方対等

ＰＤ：市内育成講座の企画・運営 ・県等の講習会参加者を中心に市内講座の企画・運
営を諮る。

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

H２０年度　→　H２３年度　 一般会計

平成 27 ～ 30 年度

協働の内容　（主体別活動内容）

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　１．市民自治社会創造

４．　ＮＰＯ・ボランティアの育成 県等の研修会に市民を派遣するとともに、市内研修会を開催。

指標　Ⅰ 住民自治の活性化（市民満足度）

　１．市民活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
公益性のある社会活動の実践やサービスの提供等を行うNPOやボランティア団体等市民活動団体の自立を促すた
め、活動の拡大・活性化のための活動を支援し、合わせて団体同士のネットワークづくりを促進する。

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総務費　総務管理費　一般管理費

育成講座開催 育成講座開催人材(市内)育成講座の開催

事業名 市民活動推進のため、人材を育成する。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

新規　･　継続

人材育成研修会に市民参加

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 市内育成講座参加者数 （実績Ｈ１９年度：　１７人　）

指標　Ⅱ サポートセンター登録団体数

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

（実績Ｈ１９年度：　２２団体）

指標　Ⅲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

指標　Ⅱ 市民満足度アンケート調査

　３．自治の改革

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
市民満足度アンケート調査

市民参加の取り組み（市民満足度）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－１－１－４

指標　Ⅲ

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・市民活動サポートセンターの充実と管理運営の指定管理者委託
・行政と市民活動団体をつなぐコーディネーターの育成・確保

　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 138

Ｈ２１予算額 0 0 0 138

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.06　（0.06） 0.06　（0.06） 0.00　（0.00） 0.22（0.17） 人 1,320　（1,020） 1,458　（1,158）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 22団体 24団体 25団体 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 17名 20名 36名 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 3 2

13 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 　１．市民活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　ＮＰＯ・ボランティアの育成
１．市民活動への支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（４）　NPO・ボランティア育成事業 担当部課名 　企画部　じょうほう課
一次評価者(担当）

福田　　２３４

財産収入

138

138

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域自治確立のための優良・有望なまちづくり活動や、自主的な市民活動をを支援する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民（市民活動団体）を
対象・受益者
の概数など

市全域

県等の研修会に市民を派遣するとともに、市内研修会を
開催し、市民活動推進のため、人材を育成する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域で活躍できるリーダーを育成し、主体的
に市民活動が活発に行われるようにするため
に

人材育成研修会を開催するとともに県等主催
の研修会に市民を派遣する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

サポートセンター登録数 登録申請書により把握/年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

人材育成講座参加者数

達成度に対する
評価

講師をＮＰＯにしたことにより、市民の要求を満たした講座になり、参加者も満足し
成果があった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。成果指標に参加者アンケートによる市民満足度を設定
し、活動指標に講座の開催数を設定する。

講座開催時に担当者により把握

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

ＰＤ：市内育成講座の企画・運営

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

内容
・

理由
市民の要求に合った講座となった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市民（市民活動団体）が、自立していくためには、リーダーの
養成は重要である。

指標の設定が難しいが、市民活動を活発にするには、リー
ダーの養成が必要。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

54.40% 60% 63% 65% 　企画部　じょうほう課

53.70% 60% 63% 65% 担当者・内線番号
福田　　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１･Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
どすごいネットへの参加 どすごいネットへの参加 どすごいネットへの参加

団体交流会への参加 団体交流会への参加 団体交流会への参加

３２団体 ３７団体 ４２団体

４団体 ６団体 ７団体

1,209 403 403 403

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,209 千円 403 403 403

○印 市民協働指数

○

○

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

指標　Ⅰ ネット登録市内団体数

指標　Ⅲ

交流会参加市内団体数指標　Ⅱ （Ｈ１９実績　３団体）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

指標　Ⅱ

　１．市民活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針

　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

平成 23 ～ 26 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

団体交流会への参加 団体交流会への参加

新規　･　継続

全　体　計　画

年間の登録申請により把握（Ｈ１９実績　３０団体）

平成 27 ～ 30 年度
情報サイト（どすごいネット）への参加 情報サイト（どすごいネット）への参加

活
動
指
標

成
果
指
標

・市民団体による自主参加

人材：

情報：

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)新規に追加実施するための立案

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

②

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

公益性のある社会活動の実践やサービスの提供等を行うNPOやボランティア団体等市民活動団体の自立を促すた
め、活動の拡大・活性化のための活動を支援し、合わせて団体同士のネットワークづくりを促進する。

　１．市民自治社会創造

市民満足度アンケート調査

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・市民活動サポートセンターの充実と管理運営の指定管理者委託
・行政と市民活動団体をつなぐコーディネーターの育成・確保

情報サイト（どすごいネット）への参加

団体交流会への参加

指標　Ⅲ
市民参加の取り組み（市民満足度）

H２０年度　→

事業名 東三河の市民活動の推進を図る。

６．　東三河市民活動推進協議会との協働

一般会計 総務費　総務管理費　一般管理費

東三河市民活動推進協議会設置

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－１－１－６

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 住民自治の活性化（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

　３．自治の改革

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 403

Ｈ２１予算額 0 0 0 403

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.06　（0.06） 0.06　（0.06） 0.00　（0.00） 0.22（0.17） 人 1,320　（1,020） 1,723　（1,423）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 30団体 32団体 35団体 100 実施

指標Ⅳ 3団体 4団体 4団体 100 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 2

12 A 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 　１．市民活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　東三河市民活動推進協議会との協働

評価の対象となる
【事務事業名】

（５）東三河市民活動推進協議会事業 担当部課名 　企画部　じょうほう課
一次評価者(担当）

福田　　２３４

財産収入

403

403

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域自治確立のための優良・有望なまちづくり活動や、自主的な市民活動をを支援する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民（市民活動団体）を
対象・受益者
の概数など

市全域

東三河市民活動推進協議会設置
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

広域的に情報を得ることにより、より活発な市
民活動ができるようにするために

①５市で管理する情報サイト（どすごいネット）掲載
の受付・承認を行う。
②団体交流会企画・運営を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

ネット登録団体数

達成度に対する
評価

広域で交流することで、より多彩な情報をえたことは成果があった。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有
①活動指標に団体交流会の開催数を設定する。
②活動指標に推進協議会の開催数を設定する。

担当職員により把握/年度末

交流会参加団体数 担当職員により把握/年度末

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

協議会で主催、開催する交流会への団体（市民）参加

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

内容
・

理由

平成20年11月15日に行われた交流会
に新城市内の市民活動４団体が参加し
た。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
広域で交流することでより多彩な情報が得られることは、今後
の市民活動に大きなプラスとなる。

市民活動の推進にはネットワークが必要であり、広域で交流
することは活性化につながる。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.4% 60% 63% 65% 　企画部企画課
53.7% 60% 63% 65% 担当者・内線番号

　　長屋　（１９２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
4 2 2

7 6 6
毎月1団体

20,000 千円 10,000 5,000 5,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 20,000 千円 10,000 5,000 5,000
一 般 財 源 千円

○印 市民協働指数

〇

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－１－１－７

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　１．市民活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
公益性のある社会活動の実践やサービスの提供等を行うNPOやボランティア団体等市民活動団体の自立を促
すため、活動の拡大・活性化のための活動を支援し、合わせて団体同士のネットワークづくりを促進する。

・市民活動サポートセンターの充実と管理運営の指定管理者委託
・行政と市民活動団体をつなぐコーディネーターの育成・確保

　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　３．自治の改革

総合計画の施策体系
　１．市民自治社会創造 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 住民自治の活性化（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 市民参加の取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名
　・コミュニティ活動を通じ、地域の活性化を図りまちづくり活動を支援する。
　・新たなコミュニティ組織の掘り起こしを進める。

7．　コミュニティ活動の支援 　コミュニティ助成事業を実施することにより、コミュニティ活動の活性化を図る。

新規　･　継続 H　１８年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 　　　総務費　総務管理費　地域振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

コミュニティ助成事業の実施件数 各年2件
コミュニティ活動の広報（広報紙面紹介）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 申請件数【次年度事業分】 助成事業への申請件数　（Ｈ２０年度事業分　５件）

指標　Ⅱ 活動紹介（広報掲載）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： ・コミュニティ組織による自主事業

⑤
市民主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

・コミュニティ組織による自主事業
・行政は事業の募集と交付申請作業の指導(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・団体等 熊谷　昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 10,000 10,000

Ｈ２１予算額 0 0 0 5,000 5,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.01　（0.01） 0.01　（0.01） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.32（0.32） 人 1,920　（1,920） 11,920　（6,920）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 2 2 2 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 5 4 4 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 2

(２) 有　効　性 3 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 2 2

14 A 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 　１．市民活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
6．　コミュニティ活動の支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　自治総合センターコミュニティ助成事業 担当部課名 　企画部企画課
一次評価者(担当）

　　長屋　（１９２）

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
　・コミュニティ活動を通じ、地域の活性化を図りまちづくり活動を支援する。
　・新たなコミュニティ組織の掘り起こしを進める。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

各地区コミュニティを
対象・受益者
の概数など

市内のコミュニティ団体

　コミュニティ助成事業を実施することにより、コミュニ
ティ活動の活性化を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

活動が活性化し、地域が健全に発展するた
めに

申請のあったコミュニティの申請受付、2団体に絞
るための審査及び決定

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

情報提供回数 実績値／目標値

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

助成事業申請件数

無

実績値／目標値

・コミュニティ組織による自主事業

達成度に対する
評価

市から県を経由して自治総合センター助成を申請するものであるが、助成につい
ては各市に定められた枠をすべて活用した。この助成に対する情報提供は、年
度当初の区長会資料、事業完了後の市広報誌掲載の２回実施した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業の見直し度は中程度

説　明
自治総合センターが主体の助成金制度であり、市が窓口となるた
め関与する割合は高い。また、コミュニティ活性化への活用度も高
い。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
常に枠に対する申請率100％である。

市民協働指数
(20年度目標）

⑤
市民主体

市民参
加の時
期・内容

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点]

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

トンネル事業であり、市の関与する必要性は普通である。
また、この事業は、自治総合センターの事業であるため、市の事
業ではないと考える。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）



Ｈ２１事業につきシート省略

1-2-1-1-2-(1)　「集会施設整備助成事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.40% 60% 63% 65% 　企画部　じょうほう課

53.70% 60% 63% 65% 担当者・内線番号
福田  　234

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
0名 ４　名 ４　名

２　名 ２　名
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ委託検討

24件 29件 34件
150件 200件 230件

11,120 千円 0 5,560 5,560
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 11,120 千円 0 5,560 5,560

○印 市民協働指数

○

○

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
常駐サポート員配置検討（17時まで）【職員】 4　名

・嘱託員及びコーディネーターへの市民参加

人材：
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

②
行政主導

Ｐ：サポート事業の企画への参加

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

H１９年度　→　H２３年度　

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　１．市民自治社会創造

２．　市民活動のサポート 市民活動サポートセンターへの職員配置

指標　Ⅰ 住民自治の活性化（市民満足度）

一般会計新規　･　継続 総務費　総務管理費　一般管理費

２　名 ２　名
コーディネーター委託検討　　　　　　【市民】

コーディネーター運営委託 コーディネーター運営委託　１名

　１．市民活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
公益性のある社会活動の実践やサービスの提供等を行うNPOやボランティア団体等市民活動団体の自立を促
すため、活動の拡大・活性化のための活動を支援し、合わせて団体同士のネットワークづくりを促進する。

コーデイネーター運営委託　１名

嘱託員配置（22時まで）

事業名 市民活動の拠点として市民活動サポートセンターの充実を図る。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

4　名

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ登録団体数 登録申請件数を把握（H19年度　22団体）

指標　Ⅱ ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ会議室利用数 毎月の集計を基に件数を把握（H１９年度110件）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）
(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅱ 市民満足度アンケート調査

　３．自治の改革

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
市民満足度アンケート調査

市民参加の取り組み（市民満足度）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－１－１－２

指標　Ⅲ

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・市民活動サポートセンターの充実と管理運営の指定管理者委託
・行政と市民活動団体をつなぐコーディネーターの育成・確保

　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00（0.00） 人 0　（0） 0　（0）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 22団体 24団体 25団体 100 実施

指標Ⅳ 110 150 173 100 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 　１．市民活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　市民活動のサポート

評価の対象となる
【事務事業名】

（3）　市民活動サポートセンター管理事業 担当部課名 　企画部　じょうほう課
一次評価者(担当）

福田  　234

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民活動の拠点として市民活動サポートセンターの充実を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民（市民活動団体）を
対象・受益者
の概数など

全地域

市民活動サポートセンターへの職員配置
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

主体的に地域の課題に取り組み、自立した
市民活動ができるようにするために

市民活動の拠点として、市民活動サポートセン
ターに職員を配置する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ登録団体数 登録申請書により把握/年度末

ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ会議室利用数 毎月の集計を基に件数を把握/年度末

達成度に対する
評価

市民活動の拠点としての成果は出ていない。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。
職員や嘱託員の配置を指標に加える。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ：サポート事業の企画への参加
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

課の事務量により、職員の配置が無理で
あった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
地域の課題を市民が主体的に解決するために、サポートセンターの役割
は非常に大きいものがあるが、職員の配置が無ければ十分な力を出すこ
とはできない。将来的には、中間支援のできる指定管理等検討する必要
がある

市民活動推進のために市民活動サポートセンターへの職
員配置が必須だが、実現できていない。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



再掲につきシート省略
1-2-1-2-1-(1)　「地域自治区調査・研究事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 総務部　総務課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

杉山典久・内線133

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

（行政区再編について検討の誘導）　　　○ ○

3回 4回 4回
－ 2箇所 4箇所

159区
0 0 0 0

国 庫 支 出 金 0 0 0 0
県 支 出 金 0 0 0 0
地 方 債 0 0 0 0
そ の 他 0 0 0 0
一 般 財 源 0 0 0 0

○印 市民協働指数

○

〇
○

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

情報：
環境：(オ)新規に追加実施するための立案

Ｐ　行政による検討案策定後　代表区長会
議　区長会議により検討　行政区民による検
討

③
双方対策

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：

財政：
組織：庁内検討組織
人材：関係部局職員

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

庁内検討会議の開催数 市民満足度アンケート調査（基本計画見直し時）

行政区総数

指標　Ⅰ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

施　　策　　名
２．地域内分権の担い手を組織しま
す

施 策 の 基 本 方 針
地方分権時代における「新たな公共」の担い手を育成し、市民自治社会の形成に向けた地域内分権を進めるため、地域自治区の導
入に向けた調査・研究を進めるとともに、行政組織の一部でもある行政区についても、組織運営や規模、現行の要望事業、行政費交
付金などのあり方を検討し、組織の再編を進めます。

市民ニーズの把握
（市民要望等）

２．市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

１．市民自治社会創造

１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

３　．自治の改革

※行政
※代表区長　　　　による検討
※区長会
※市民

H19.9.25新市まちづくり計画の進捗状況について（答申書）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・地域自治区の導入に向けた制度設計
・行政区活動の実態把握
・行政区のあり方の検討と再編への市民理解の促進
・要望事項の選定基準、行政費交付金の交付基準の統一

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

平成２０年度の行政区数は、新城地区５７　鳳来地区７４　作手地区２８　計１５９となっており、地区の格差につい
ては、最大は平井区の1,019戸、最小は大田輪区の2戸である。規模による機能低下を防ぐため、行政区の統
合・再編を図る。

指標　Ⅱ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

施策達成度指標の測定方法･時期

３．　行政区の再編

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期　

行政区同士の検討会議 （行政区間で再編に向け話し合いを始めた箇所数）

⇒

⇒

○

○区長会での検討

行政区での検討

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

庁内検討会議の設置・検討

総合計画の施策体系

代表区長会での検討 ○

H２０年度　～　　　　年度

住民自治の活性化（市民満足度）

事業名
市民自治社会の実現に向けた地域内分権の受け皿としての行政区と、現在行政組織の一部としての行政区の両面からあるべき機能・
規模等を市民とともに検討し、必要に応じて行政区の統合・再編を図る。地域自治区の導入と併せて検討する。

新規　･　継続 一般・（　　　　　会計）

⇒

○

　総務費　総務管理費　行政対策費

⇒

1－2－1－2－3　　

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

－７－

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 赤谷政明

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,000　（900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 3回 3回 3回 100 実施

指標Ⅱ － － －

指標Ⅲ 159 159 159 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 1 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 1 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 1 2

9 B 13 A

説　明

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている ２．地域内分権の担い手を組織します

Ｈ２０決算額
（千円）

　　　各課入力項目

１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 ２．市民が主役の「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　行政区の再編

一次評価者(担当）

杉山典久・内線133

財産収入

0

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　行政区再編事業 担当部課名
総務部　総務

課

一般財源

部長級

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
市民自治社会の実現に向けた地域内分権の受け皿としての行政区と、現在行政組織の一部としての行政区の両面からあるべき機能・規模等を市民とともに検討し、必要に応じて行
政区の統合・再編を図る。地域自治区の導入と併せて検討する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

行政区としての活動が困難な行政区を
対象・受益者
の概数など

概ね100～200世帯を目途に

平成２０年度の行政区数は、新城地区５７　鳳来地区７４　作手地
区２８　計１５９となっており、地区の格差については、最大は平井
区の1,019戸、最小は大田輪区の2戸である。規模による機能低下
を防ぐため、行政区の統合・再編を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域社会を自立的に運営できる適正規模の
行政区にするために

代表区長会にて協議・検討を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

庁内検討会議の開催数
市民満足度アンケート調査（基本計画見直

し時）
行政区同士の検討会議 行政区間で再編に向け話し合いを始めた箇所数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

行政区総数

達成度に対する
評価

代表区長会、区長会を開催し、各地区の役員から市民へと協議して行く。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

各地区へ提示した再編案を地区と協議して修正、見直しを
行う。

市と区長との調整、報告

事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

代表区長会議、区長会議により検討を
実施。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通

事業の見直し度は低い

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対策

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　行政による検討案策定後　代表区長会議　区長会
議により検討　行政区民による検討

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
平成２０年度に行政区再編についての市の案を提示した
が、適正規模の自治区になるよう今後も啓発が必要。

市が関与する必要性は低い

総 合 評 価　[点]

行政区再編案の提示をもとに、各地区での活発な議論を
喚起することが必要。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

懸案なるも時宜性が十分でない 緊急ではないが時宜性が高い

－７－



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 総務部　総務課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

杉山典久・内線133

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
△庁内検討会議設置・検討 ◎ ⇒（継続）

◎(検討案提示） ⇒（継続）

○区長会議での検討 ◎(検討案提示） ⇒（継続）

32.7%(52区) 37.7%(60区)

59,250 18,556 20,347 20,347
国 庫 支 出 金 0 0 0 0
県 支 出 金 0 0 0 0
地 方 債 0 0 0 0
そ の 他 0 0 0 0
一 般 財 源 59,250 18,556 20,347 20,347

○印 市民協働指数

〇
○
〇
○

(オ)の理由：

財政：

住民自治の活性化（市民満足度）

　　（行政区のあり方を合わせて検討）

行政費交付金の検討（制度一本化） ⇒（継続）

○関係者（代表区長
会）での検討

H１９年度　→　H２２年度　

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

組織：庁内検討組織

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

※行政
※代表区長　　　　による検討
※区長会

H19.9.25新市まちづくり計画の進捗状況について（答申書）

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

市民ニーズの把握
（市民要望等）

Ｐ　行政による検討案策定後　代表区長会
議　区長会議により検討　行政区民による検
討

③
双方対等

協働の内容　（主体別活動内容）

⇒

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

２．市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（行政費交付金の交付基準の統一）

⇒

情報：
人材：関係部局職員

環境：

⇒

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

169行政区中52区(30.8%)　【既存計画：19年度】

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

地域計画参加行政区割合

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　行政対策費新規　･　継続

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

３　．自治の改革

施　　策　　名
２．地域内分権の担い手を組織しま
す

施 策 の 基 本 方 針
地方分権時代における「新たな公共」の担い手を育成し、市民自治社会の形成に向けた地域内分権を進めるため、地域自
治区の導入に向けた調査・研究を進めるとともに、行政組織の一部でもある行政区についても、組織運営や規模、現行の要
望事業、行政費交付金などのあり方を検討し、組織の再編を進めます。

平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅱ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

1－2－1－2－2　　

事業名
市行政の円滑な推進、地域課題の解決に向けた行政区活動の推進を図るため、区長会の開催・運営及び行政費交付金の交付を行
う。

行政区支援事業
行政区や区長会（及び代表区長会）のあり方を検討し、行政費交付金制度の一本化を図る。地域自治区の導入
検討を合わせて行う。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・地域自治区の導入に向けた制度設計
・行政区活動の実態把握
・行政区のあり方の検討と再編への市民理解の促進
・要望事項の選定基準、行政費交付金の交付基準の統一

１．市民自治社会創造

－７－

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 赤谷政明

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 18,556

Ｈ２１予算額 0 0 0 20347

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 21,556　（21,247）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 4回 4回 4回 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 1 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

11 B 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 ２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている ２．地域内分権の担い手を組織します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

２．　行政区の支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　行政区支援事業 担当部課名
総務部　総務

課

一次評価者(担当）

杉山典久・内線133

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

18,556

20347

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市行政の円滑な推進、地域課題の解決に向けた行政区活動の推進を図るため、区長会の開催・運営及び行政費交付金の交付を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

行政区を
対象・受益者
の概数など

市内区民

行政区や区長会（及び代表区長会）のあり方を検討し、
行政費交付金制度の一本化を図る。地域自治区の導
入検討を合わせて行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

公平に地域課題の解決に向けた行政区活
動を行うために

行政費交付金制度の一本化を図り、合わせて

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

地域計画参加行政区割合 代表区長会開催し、検討

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

代表区長会を開催する中で、交付基準を提示し各区長へ引き継いでいただくよう
依頼する。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

見直し有（住民参加への取り組み（市民満足度）、住民自治
の活性化（市民満足度））

行政費交付金制度の一本化を実施し
た。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　行政による検討案策定後　代表区長会議　区長会
議により検討　行政区民による検討

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
合併時からの懸案であった統一した交付基準が提示できた
が、さらに市内行政区の再編を進めていくことが必要。

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

合併時からの懸案事項について、調整が図られたが、以
降の検証と見直し時期等の検討が必要。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

－７－



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
54.4% 60.0% 63.0% 65.0% 総務部　総務課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

杉山典久・内線133

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
⇒（継続） ◎

(行政区のあり方提言）

32.7%(52区) 37.7%(60区)

59,250 18,556 20,347 20,347
国 庫 支 出 金 0 0 0 0
県 支 出 金 0 0 0 0
地 方 債 0 0 0 0
そ の 他 0 0 0 0
一 般 財 源 59,250 18,556 20,347 20,347

○印 市民協働指数

〇
○
〇
○

1－2－1－2－2　　

事業名
市行政の円滑な推進、地域課題の解決に向けた行政区活動の推進を図るため、区長会の開催・運営及び行政費交付金の交付を行
う。

２．　行政区の運営 行政区や区長会（及び代表区長会）のあり方を検討し、地域自治区の導入検討を合わせて行う。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・地域自治区の導入に向けた制度設計
・行政区活動の実態把握
・行政区のあり方の検討と再編への市民理解の促進
・要望事項の選定基準、行政費交付金の交付基準の統一

１．市民自治社会創造

３　．自治の改革

施　　策　　名
２．地域内分権の担い手を組織しま
す

施 策 の 基 本 方 針
地方分権時代における「新たな公共」の担い手を育成し、市民自治社会の形成に向けた地域内分権を進めるため、地域自
治区の導入に向けた調査・研究を進めるとともに、行政組織の一部でもある行政区についても、組織運営や規模、現行の要
望事業、行政費交付金などのあり方を検討し、組織の再編を進めます。

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系

H１９年度　→　H２２年度　

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　行政対策費新規　･　継続

住民自治の活性化（市民満足度）指標　Ⅱ

○庁内検討会・代表
区長会等を通じ検討

⇒

平成 27 ～ 30 年度平成 23 ～ 26 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

区長会・代表区長会の開催及び行政区の運営

（区長会・代表区長会のあり方を合わせて検討）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

指標　Ⅲ

地域計画参加行政区割合 169行政区中52区(30.8%)　【既存計画：19年度】

市民ニーズの把握
（市民要望等）

Ｐ　行政による検討案策定後　代表区長会
議　区長会議により検討　行政区民による検
討

③
双方対等

情報：
人材：関係部局職員

環境：

１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

２．市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

施策達成度指標の測定方法･時期

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

※行政
※代表区長　　　　による検討
※区長会

H19.9.25新市まちづくり計画の進捗状況について（答申書）

協働の内容　（主体別活動内容）

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

財政：
(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

組織：庁内検討組織

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

指標　Ⅰ 住民参加への取り組み（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

全　体　計　画

事

業

費

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ

－７－

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 赤谷政明

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 18,556

Ｈ２１予算額 0 0 0 20347

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 21,556　（21,247）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 4回 4回 4回 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 13 A

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
代表区長会等で今後の行政区のあり方を協議してきたが、特に現
在困窮している問題ではないため、今後地区住民へ啓発していく
ことが必要。

今後地域担当制度を進める中、地域事情・課題を十分把握し、
将来的な行政区運営のあり方について、関係課と検討調整する
ことが必要。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

内容
・

理由

行政による検討案策定後、代表区長会
議や区長会議により検討を行った。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　行政による検討案策定後　代表区長会議　区長会
議により検討　行政区民による検討

達成度に対する
評価

代表区長会で、今後の代表区長会のあり方を検討し、さらに地域自治区の導入
検討を協議していく。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

見直し有（住民参加への取り組み（市民満足度）、住民自治
の活性化（市民満足度））

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

地域計画参加行政区割合 代表区長会開催し、検討

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
市がサポートし、地域課題の解決に向けた
取り組みを、地区住民が主体的に活動する
ような状態にするために

代表区長会にて協議・検討を行う。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市行政の円滑な推進、地域課題の解決に向けた行政区活動の推進を図るため、区長会の開催・運営及び行政費交付金の交付を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

地区住民を
対象・受益者
の概数など

地区住民

行政区や区長会（及び代表区長会）のあり方を検討し、
地域自治区の導入検討を合わせて行う。

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

18,556

一次評価者(担当）

杉山典久・内線133

職員数計

0.00　（0.00）

部長級

20347

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　代表区長会運営事業 担当部課名
総務部　総務

課

戦略の方向　【政策】 ２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている ２．地域内分権の担い手を組織します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

２．　行政区の運営

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

１．市民自治社会創造

－７－



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
54.8% 60.0% 63.0% 65.0% 総務部　総務課
53.7% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

杉山典久・内線133

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

2行政区 ６行政区 １５行政区

0 0 0 0
国 庫 支 出 金 0 0 0 0
県 支 出 金 0 0 0 0
地 方 債 0 0 0 0
そ の 他 0 0 0 0
一 般 財 源 0 0 0 0

○印 市民協働指数

〇

○

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている 施策実施上の課題

３　．自治の改革

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市民満足度(住民自治の活性化） 市民満足度アンケート調査結果

総合計画の施策体系
１．市民自治社会創造 ２．市民が主役の「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
２．地域内分権の担い手を組織しま
す

施 策 の 基 本 方 針
地方分権時代における「新たな公共」の担い手を育成し、市民自治社会の形成に向けた地域内分権を進めるため、地域自治区の導
入に向けた調査・研究を進めるとともに、行政組織の一部でもある行政区についても、組織運営や規模、現行の要望事業、行政費交
付金などのあり方を検討し、組織の再編を進めます。

1－2－1－2－4

・「新たな公共」概念の市民理解の促進
・地域自治区の導入に向けた制度設計
・行政区活動の実態把握
・行政区のあり方の検討と再編への市民理解の促進
・要望事項の選定基準、行政費交付金の交付基準の統一

指標　Ⅱ 住民自治の活性化（市民満足度） 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

新規　･　継続 H２０年度　～　　　　年度 一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　行政対策費

事業名 区長を通じ行政へ提出される要望書により、地域の状況把握、情報の共有化を図る

４．　行政区要望への対応
区長を通じ行政要望書を取りまとめ、行政内部の検討を経て、事業実施の見込み等を回
答する。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

所管課にて要望事項の検討 (継続） ⇒

庁内関係部署連携による検討 (継続） ⇒

関係者（代表区長会・区長会）会議への報告・回答 (継続） ⇒

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 協働作業提案行政区数 行政区との協働作業（施工）を提案している行政区数

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

区長より提出される要望書

②
行政主導

情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

※行政
※代表区長　　　　による検討
※区長会
※市民

Ｐ　行政による要望等の提出後　関係部署
による検討(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：庁内検討組織

財政：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：関係部局職員

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 赤谷政明

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,000　（900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 1 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

職員数計

１．市民自治社会創造

２．地域内分権の担い手を組織します

財産収入

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

総務部　総務
課

一次評価者(担当）

杉山典久・内線133

１地区より提出

行政区からの要望を取り纏める。

「関係課へ回答依頼をし取りまとめ」を追加する。

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　行政区要望への対応

　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】 ２．市民が主役の「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．市民が主体的に地域の課題を解決しようとしている

0.00　（0.00）

評価の対象となる
【事務事業名】

１，　行政区要望取りまとめ事業 担当部課名

0

0

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 区長を通じ行政へ提出される要望書により、地域の状況把握、情報の共有化を図る

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

地区住民を
対象・受益者
の概数など

地区住民

区長を通じ行政要望書を取りまとめ、行政内部の検討
を経て、事業実施の見込み等を回答する。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

地域の状況把握と情報の共有化を図り、地
域の課題を解決することで、住みよいまちに
するために

20年度に地区長会より要望書が１件提出され、担当課からの回答をとりまとめ地
区長会へ提出した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市が関与する必要性は普通

事業の見直し度は中程度

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

協働作業提案行政区数

達成度に対する
評価

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　行政による要望等の提出後　関係部署による検討

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
要望事項については、緊急性や重要性、或いは経済効果、地域均
衡などを考慮し、必要とされる事業について、事業化を図る必要が
ある。

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

要望の内容により関係部署に振り分けて、回答書を通知し
ているが、事業意図の周知徹底を図ることが必要。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



再掲につきシート省略
1-2-2-1-1-(1)　「文化イベント開催事業」



再掲につきシート省略
1-2-2-1-1-(2)　「スポーツ大会・イベントの開催事業」



再掲につきシート省略
1-2-2-1-1-(3)　「ＤＯＳによる地域再生」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
― 40.0% 45.0% 50.0% 　企画部企画課

担当者・内線番号
　　近藤　（内線　１９５）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
・庁内検討 ・庁内検討 ・庁内検討 ・庁内検討

・市民ニーズの把握 ・市民ニーズの把握 ・市民ニーズの把握 ・市民ニーズの把握

（※総計基本構想の周知） （自治基本条例制定） （市花･市木制定）

2回 2回 2回
実施

0 千円 0 0 0
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

〇
〇

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　２．市民融和を進めます 施 策 の 基 本 方 針
市町村合併に伴う市民融和、一体感の醸成を図るため、合併時に新市で定めるとした市花･市木等の制定や、同じく新市で検討する
とした市民憲章の制定を進めます。制定は、市民の参加と創意によって進めることとし、制定の意義や制定体制、制定方法等につい
て、十分な議論を経ることとします。

・地域ごとに異なる文化や市民ニーズへの理解の促進
・市花･市木、市民憲章の制定意義の検証、市民参画による策定体
制の整備

　2．市民同士の交流や融和が進んでいる

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

総合計画の施策体系
　１．市民自治社会創造 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市の一体感を感じる人の割合 市民満足度アンケート調査(次回追加）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名
市民憲章の制定により、市民融和、市民一体感の醸成を図る。制定に当たっては、制定の意義や制定体制、制定方法等について、市
民による十分な議論を経ることとする。

１．　市民憲章の制定
市民憲章策定に向けた市民議論を深め、市民制定委員会による策定を行う。（制定目標：
平成27年10月1日：合併10周年）

新規　･　継続 H１９年度　→　H27年度　 一般会計 　総務費　総務管理費　企画費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民憲章制定庁内検討

・H23年度：策定方針の決定

市民策定委員会による制定作業 市民アンケートにお
ける必要性の設問

・市民策定委員会(H24年度発足、
H26年度最終案の提示）

・H27年度制定（10月1日、合併10周年記念事業）

　　（H24年度～2６年度）

(※併行作業)　⇒　⇒　⇒　⇒　 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 庁内検討会議

指標　Ⅱ 市民アンケート 定例市民アンケートに調査項目を追加

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

④
市民主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域審議会より意見あり

環境：

ＰＤ：市民策定委員による検討
・市民による制定
・行政は他市の事例等の情報提供

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

財政：

１－２－２－２－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.0２　（0.０２） 0.00　（0.00） 0.０２（0.０２） 人 １２０　（１２０） １２０　（１２０）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 2回 2回 1回 50% 実施

指標Ⅱ ー

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 2

11 D 10 D

説　明

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

0

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　2．市民同士の交流や融和が進んでいる

　庁内検討会議の開催回数は、活動指標であり、庁内会議（部長会議）での確認を指
す。22年度の市民満足度調査に合わせ、市民に憲章の必要性を問うことから事業の必
要性･有効性を考えたい。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ｈ２０決算額
（千円）

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

１．　市民憲章の制定
 (事業名は、Ｈ２１に変更予定）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　市民憲章制定事業 担当部課名
　企画部企画

課

一次評価者(担当）

　　近藤　（内線　１９５）

　２．市民融和を進めます

財産収入

0

一般財源

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民憲章の制定により、市民融和、市民一体感の醸成を図る。制定に当たっては、制定の意義や制定体制、制定方法等について、市民による十分な議論を経ることとする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民同士（合併前の地域同士）を
対象・受益者
の概数など

市民

市民憲章策定に向けた市民議論を深め、市民制定委
員会による策定を行う。（制定目標：平成27年10月1日：
合併10周年）

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
　同じ新城市民としての一体感が感じられ、
めざす新城市の姿を共有できるようにするた
めに

　市民議論を深め、市民主導による市民憲章の制
定をめざす。

把握方法・計算式

庁内検討会議

市民アンケートによる必要度調査 アンケートは22年度に予定

　市民憲章の策定が決定し、具体事業が開始後は、市民参
加数、意件数などを指標にすることが望ましい。

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

ＰＤ：市民策定委員による検討
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　③．一部達
成

４ 未達成

内容
・

理由

事業実施を決定し、市民委員会が発足
するまでは、②行政主導に改める。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
有効性を測る指標として、現在の指標が不適切であるため、全体
評価が「D]となる。憲章制定が決定し動き出す段階で、指標を変更
するため、総合評価は上昇する。

市が関与する必要性は普通

指標が不適切であり、市民憲章を制定後評価は上昇する
ものと考える。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
― 40.0% 45.0% 50.0% 　企画部　企画課

担当者・内線番号
　　近藤　（内線　１９５）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
・庁内検討 ・庁内検討

・市民ニーズの把握 ・市民ニーズの把握

市民制定委員会発足

市民募集

市花･市木の決定

（9月議会議決）

（合併5周年式典披露）

― ― ５,000点

170 千円 0 170
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 170 千円 170

○印 市民協働指数

〇
〇

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　２．市民融和を進めます 施 策 の 基 本 方 針
市町村合併に伴う市民融和、一体感の醸成を図るため、合併時に新市で定めるとした市花･市木等の制定や、同じく新市で検討する
とした市民憲章の制定を進めます。制定は、市民の参加と創意によって進めることとし、制定の意義や制定体制、制定方法等につい
て、十分な議論を経ることとします。

・地域ごとに異なる文化や市民ニーズへの理解の促進
・市花･市木、市民憲章の制定意義の検証、市民参画による策定体
制の整備

　2．市民同士の交流や融和が進んでいる

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

総合計画の施策体系
　１．市民自治社会創造 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市の一体感を感じる人の割合 市民満足度アンケート調査(次回追加）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名
市花･市木等の制定により、市民融和、市民一体感の醸成を図る。制定に当たっては、制定の意義や制定体制、制定方法等につい
て、市民による十分な議論を経ることとする。

２．　市花･市木等の制定
制定に向けた市民議論を深め、市民募集を参考に市民制定委員会により最終案を制定
し、議会議決を得る。（制定目標：平成2２年10月1日：合併５周年）

新規　･　継続 H１９年度　→　H22年度 一般会計 　総務費　総務管理費　企画費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市花･市木制定庁内検討

市民制定委員会による制定作業

　　（H2１年度～2２年度）

　　（H2１年度～2２年度）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 市民応募点数 （市民の一割以上からの応募）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費 委員報酬（7人×5千円×4回／年）＋費用弁償

財
源
内
訳

P：市民委員会による制定方法の検討
D:市民募集の実施

・市民委員会による制定（集計作業も市民委員会
で実施）
・行政は情報提供等の支援

財政：(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

④
市民主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域審議会より意見あり

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

環境：

１－２－２－２－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.02　（0.02） 0.０0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.02（0.０２） 人 １２０　（１２０） １２０（１２０）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ ー ー ー ー ー

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 2

11 D 10 D

説　明

達成度に対する
評価

事業が22年度実施であり、20年度～21年度は庁内調整のため、指標の設定は
無い。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

部長級

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

市民応募点数

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅳ
　
評
　
価

説　明
有効性を測る指標として、現在の指標が不適切であるため、全体
評価が「D]となる。H22年度の実施段階で、指標による総合評価は
上昇する。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

一般財源 財産収入

0

0

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　2．市民同士の交流や融和が進んでいる

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　市花･市木等の制定
　　(事業名は、Ｈ２１に変更予定）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　市花･市木等制定事業 担当部課名
　企画部　企画

課

一次評価者(担当）

　　近藤　（内線　１９５）

　２．市民融和を進めます

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市花･市木等の制定により、市民融和、市民一体感の醸成を図る。制定に当たっては、制定の意義や制定体制、制定方法等について、市民による十分な議論を経ることとする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民同士（合併前の地域同士）を
対象・受益者
の概数など

市民5万2千人

制定に向けた市民議論を深め、市民募集を参考に市
民制定委員会により最終案を制定し、議会議決を得
る。（制定目標：平成2２年10月1日：合併５周年）

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
　同じ新城市民としての一体感が感じられ、
めざす新城市の姿を共有できるようにするた
めに

　市民議論を深め、市民主導による市花･木の制定
をめざす。

把握方法・計算式

H22年度5,000点　　市民のい割以上からの応募

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

21年度の活動指標として、「庁内検討委員会の設置及び会
議開催数」を設定する。

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

P：市民委員会による制定方法の検討
D:市民募集の実施

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　④．未達成

内容
・

理由

市民委員会発足の22年度までは、庁
内による検討。よって市民主導④に対
する達成度は未達成である。

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

指標が不適切であり、制定後評価は上昇するものと考え
る。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急ではないが時宜性が高い



Ｈ２１事業につきシート省略

1-2-2-2-1-（3）　「市政記念式典事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
17.23% 25.0% 30.0% 35.0% 　企画部　じょうほう課
54.40% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

福田　　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
素案の策定

推進協議会による検討

パブリックコメント実施

プランの策定

推進協議会による点検評価 推進協議会による点検評価

14.6%(H19年度）
10件

598 千円 358 120 120
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 598 千円 358 120 120

○印 市民協働指数

○
○

協働の内容　（主体別活動内容）

・市民による策定委員会及び推進協議会を立ち上
げ、計画の立案、進行、進捗管理を行う。

作手地域審議会答申書の具体化

人材：

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・男女共同参画に対する理解の促進
・女性人材の把握ができていない　３．男女共同参画の意識が浸透している

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

一般会計 総務費　総務管理費　一般管理費

男女共同参画プランの策定及び推進

新規　･　継続

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　１．男女共同参画社会をつくります 施 策 の 基 本 方 針
男女共同参画の市民理解を促進するための学習、啓発活動、プラン制定等を行い、家庭・地域・職場を通じた方針決定の場
における男女共同参画を進めます。また、女性が安心して結婚・出産・就業できる社会環境を整えるための相談事業の充実
を進めます。

バブリックコメント実施

推進協議会による検討

情報：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

策定委員会による案の策定

市民意識アンケート調査項目「男女平等意識割合」（プラン見直し時に向上「　　」とする）

指標　Ⅱ パブリックコメント数 庁内調査（目標年度に実施）

プランの策定

市民参加の取り組み（市民満足度）

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

H２０年度　→　H３０年度　

事業名 男女共同参画に関する施策を総合的かつ体系的に整備・推進し、男女共同参画社会の推進を図る。

１．　男女共同参画プランの策定・推進

指標　Ⅱ

　１．市民自治社会創造

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 プラン見直し（Ｈ２３年度）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

推進協議会による推進状況の点検・評価 推進協議会による点検評価 推進協議会による点検評価

プラン見直し プラン見直し

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

活
動
指

標
成
果
指

標

指標　Ⅰ 市民平等意識割合

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)新規に追加実施するための立案

Ｐ（市民意識調査からプラン策定まで公募市
民を含めて検討を行う）
Ｃ（市民意識調査により評価を実施）
Ａ（公募市民と行政で見直しを行う） ③

双方対等

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

各種委員会等への女性登用率 市独自調査（毎年5月実施）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－３－１－１

施策達成度指標の測定方法･時期

市民満足度アンケート調査
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 358

Ｈ２１予算額 0 0 0 120

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（6００） 958　（720）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 14.60% - - - 未

指標Ⅳ - 10件 0件 0 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　１．市民自治社会創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　３．男女共同参画の意識が浸透している 　１．男女共同参画社会をつくります

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　男女共同参画プランの策定・推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　男女共同参画プランの策定・推進事業 担当部課名
　企画部　じょ

うほう課

一次評価者(担当）

福田　　２３４

財産収入

358

120

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 男女共同参画に関する施策を総合的かつ体系的に整備・推進し、男女共同参画社会の推進を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

市域全域

男女共同参画プランの策定及び推進
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

男女共同参画社会を推進し、性別役割分
担意識がない状態にするために

①推進推進協議会を開催し、プラン策定の検討と市民
意識調査を行った。②男女共同参画プラン（案）を協議
会へ提出、パブリックコメント、公表。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

市民平等意識割合 プランを推進し、２２年度にアンケート実施

パブリックコメント数 広報、HPで募集

達成度に対する
評価

指標にはないが、計画的に推進するためプランを策定した。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。男女共同参画施策を総合的に推進するための事業であり、
活動指標に推進協議会の開催数、庁内推進会議の開催数を設定
する

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（市民意識調査からプラン策定まで公募市民を含めて検討を行う）
Ｃ（市民意識調査により評価を実施）
Ａ（公募市民と行政で見直しを行う）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民意識調査を基本にプランを策定し
た

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
指標が未設定であるが、プランを策定したことにより、計画的に施
策の推進ができ、高い成果が期待できるため、有効性１とした。

適切な指標設定ができないため達成度の判断ができない
が、全市を挙げて取り組むべき課題である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
17.23% 25.0% 30.0% 35.0% 　企画部　じょうほう課
54.40% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

福田　　２３４　

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
２回／月 ２回／月 ２回／月

毎月1回 毎月1回 毎月1回

２件以上／回 ２件以上／回 ２件以上／回
毎月 毎月 毎月

1,065 千円 355 355 355
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,065 千円 355 355 355

○印 市民協働指数

○

１－２－３－１－２

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（カウンセラー委託費）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

(オ)新規に追加実施するための立案

・カウンセラーへの委託(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 電話相談件数 毎回の受付件数を把握

指標　Ⅱ 広報掲載 毎月広報に掲載

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

女性悩みごと電話相談の設置

新規　･　継続

市民参加の取り組み（市民満足度）

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

H２０年度　→　

　２．　女性悩みごと電話相談の実施 カウンセラーによる女性悩みごと電話相談の設置

指標　Ⅰ

事業名 女性の人権を守り、悩み事に応えるため、電話による電話相談（カウンセリング）を行う。

市独自調査（毎年5月実施）

情報：
①

行政主体

・カウンセラーへの委託

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

人材：カウンセラー配置

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　１．男女共同参画社会をつくります 施 策 の 基 本 方 針
男女共同参画の市民理解を促進するための学習、啓発活動、プラン制定等を行い、家庭・地域・職場を通じた方針決定の場
における男女共同参画を進めます。また、女性が安心して結婚・出産・就業できる社会環境を整えるための相談事業の充実
を進めます。

指標　Ⅱ 市民満足度アンケート調査

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
各種委員会等への女性登用率

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・男女共同参画に対する理解の促進
・女性人材の把握ができていない　３．男女共同参画の意識が浸透している

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

　１．市民自治社会創造

一般会計 総務費　総務管理費　一般管理費

女性悩みごと電話相談　２回／月 女性悩みごと電話相談
全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

広報紙への掲載（相談日時）

協働の内容　（主体別活動内容）
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田  ２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 355

Ｈ２１予算額 0 0 0 355

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.03　（0.03） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.03（0.03） 人 180　（18０） 535　（535）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 毎月１回 毎月１回 毎月１回 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 53件 2件以上/回（24回以上） 55件 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明
相談件数等の指標からの達成度判定に問題がないわけではな
いが、実際の相談内容から判断すると必要性は高い。如何に市
民に周知できるかが課題。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
行政以外で、このサービスを行っているＮＰＯがないため、必
要性が高いとした。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

民間カウンセラー配置による市民との
協働が達成できた。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

・カウンセラーへの委託

達成度に対する
評価

ＮＰＯのカウンセラーに委託して行っており、成果はある。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。H22年度から活動指標に相談回数を設定する。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

電話件数 相談処理表により確認/毎月

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

広報掲載 担当者により把握/毎月

市内女性

カウンセラーによる女性悩みごと電話相談の設置
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

自分自身で抱える悩みを解決できる状態に
するために

専用電話を設置し、カウンセラーを選任・配置する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 女性の人権を守り、悩み事に応えるため、電話による電話相談（カウンセリング）を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内女性を
対象・受益者
の概数など

355

355

　企画部　じょ
うほう課

一次評価者(担当）

福田　　２３４

財産収入

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　３．男女共同参画の意識が浸透している 　１．男女共同参画社会をつくります

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
　２．　女性悩みごと電話相談の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　女性悩みごと電話相談事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】　１．市民自治社会創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
17.23% 25.0% 30.0% 35.0% 　企画部　じょうほう課
54.40% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

福田　　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催

講座の開催 講座の開催 講座の開催

60% 70% 80%
14.6%(H19年度） （調査Ｈ２３）

1,085 千円 355 365 365
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,085 千円 355 365 365

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－３－２－１

指標　Ⅱ 市民満足度アンケート調査

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 各種委員会等への女性登用率 市独自調査（毎年5月実施）

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

講演会の開催（年１回）

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
講演会の開催

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

　２．市民が主役の「山の湊」を創る
総合計画の施策体系

　１．市民自治社会創造

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

施策実施上の課題

・男女共同参画に対する理解の促進
・市が運営する各種委員会・審議会への女性登用率の向上
・女性人材の育成

　３．男女共同参画の意識が浸透している

全　体　計　画

指標　Ⅲ

新規　･　継続

市民参加の取り組み（市民満足度）

事業名

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

講演会③
講　 座①

ＰＤ（講演会の企画運営を女性団体の実行
委員会に委託）
Ｃ（参加者アンケートにより評価を実施）
A(アンケートを基に見直し検討)

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

人材：
情報：

組織：
財政：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)新規に追加実施するための立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）
(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　２．男女平等意識の浸透を進めます 施 策 の 基 本 方 針
すべての市民が男女共同参画に対する理解を進め、男女が互いの生き方や考え方を尊重し、能力を発揮できる
社会を実現します。また、活動の中心となる女性の人材育成を進めます。

１．　男女共同参画意識の啓発

講座の開催（年１回） 講座の開催 講座の開催
講演会の開催

一般会計 総務費　総務管理費　一般管理費

男女共同参画に関する市民の意識啓発のための講演会等の開催

H２０年度　→　H３０年度　

男女共同参画意識の向上と社会参加を図るため。

参加者アンケート調査

指標　Ⅱ 市民意識アンケート調査項目「男女平等意識割合」（プラン見直し時に向上「　　」とする）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 講座参加者満足度

指標　Ⅲ
市民平等意識割合

(オ)の理由：
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 355

Ｈ２１予算額 0 0 0 365

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.05　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.05（0.05） 人 300　（3００） 655　（665）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 92% 60% 96% 100 実施

指標Ⅳ 14.60% 未

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

12 B 12 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　３．男女共同参画の意識が浸透している

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　男女共同参画意識の啓発

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　男女共同参画意識の啓発事業 担当部課名
　企画部　じょ

うほう課

一次評価者(担当）

福田　　２３４

　２．男女平等意識の浸透を進めます

財産収入

355

365

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 男女共同参画意識の向上と社会参加を図るため。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

市内全地域

男女共同参画に関する市民の意識啓発のための講演
会等の開催

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

男女共同参画意識を向上し、市民が住みや
すい社会とするために

市民と一緒に講演会の企画運営や講座を開催
する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

講座参加者満足度 参加者アンケート調査により把握

市民平等意識割合 平成22年度にアンケートを実施し把握

達成度に対する
評価

活動指標が未設定であるが、市民とともに企画運営した結果、参加者の満足が
得られ成果が現れた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。講演会の参加者満足度と講演会開催回数を指標として加え
る。
測定は講演会開催時のアンケート等で行う。

市民協働指数
(20年度目標）

講演会③
講　 座①

市民参
加の時
期・内容

ＰＤ（講演会の企画運営を女性団体の実行委員会に委託）
Ｃ（参加者アンケートにより評価を実施）
A(アンケートを基に見直し検討)

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民とともに講演会の企画運営するこ
とで、市民の満足が得られ、より良い
成果となった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
指標が未設定であるが、市民とともに運営することで、高い
成果を期待できるため、有効性１とした。

有効な指標の設定が難しいが、全市を挙げて取り組むべ
き課題である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
17.23% 25.0% 30.0% 35.0% 　企画部　じょうほう課
54.40% 60.0% 63.0% 65.0% 担当者・内線番号

福田　　２３４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
年１回 年１回 年１回

年１回 年１回 年１回

○ ○ ○

○ ○ ○

70% 70% 70%
35名 40名 ４５名

287 千円 89 99 99
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 287 千円 89 99 99

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－３－２－２

出前講座の開催（年１回）

総合計画の施策体系
施策実施上の課題

・男女共同参画に対する理解の促進
・女性人材育成講座への新規参加者数が少ない　３．男女共同参画の意識が浸透している

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　７．新市まちづくり計画の実行 　６．住民参加と協働のまちづくり

　１．市民自治社会創造

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ 市民参加の取り組み（市民満足度）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 各種委員会等への女性登用率 市独自調査（毎年5月実施）

(オ)新規に追加実施するための立案

・女性会議・市民講座への参加

②
行政主導

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

情報：

(オ)の理由：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 講座参加者満足度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

女性会議への市民派遣

女性人材バンクへの登録啓発

受講者アンケート調査

指標　Ⅱ 女性人材バンク登録 随時登録受付（Ｈ１９年度登録者：２１名）

指標　Ⅲ

　２．市民が主役の「山の湊」を創る

H２０年度　→

事業名 地域のリーダーとして、女性の参画推進のため育成講座等を開催する。

一般会計

市民満足度アンケート調査

２．　女性人材の育成

総務費　総務管理費　一般管理費

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

　２．男女平等意識の浸透を進めます 施 策 の 基 本 方 針
すべての市民が男女共同参画に対する理解を進め、男女が互いの生き方や考え方を尊重し、能力を発揮できる
社会を実現します。また、活動の中心となる女性の人材育成を進めます。

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

・女性人材バンクへの登録者による講座の企画立
案への参加

人材：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

財政：

環境：

出前講座の開催
女性会議への市民派遣

市の政策や女性リーダー育成に関する講座等の開催、人材バンクへの登録促進

講座の開催講座の開催（年１回）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

新規　･　継続

平成 27 ～ 30 年度
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 89

Ｈ２１予算額 0 0 0 99

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.05　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.05（0.05） 人 300　（3００） 389　（399）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 21名 35名 25名 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 70% 91% 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 12 B

説　明

　　　各課入力項目

　１．市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 　２．市民が主役の「山の湊」を創る

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　女性の人材育成事業 担当部課名

　２．男女平等意識の浸透を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
　３．男女共同参画の意識が浸透している

　企画部　じょ
うほう課

一次評価者(担当）

福田　　２３４

２．　女性人材の育成

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

89

99

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域のリーダーとして、女性の参画推進のため育成講座等を開催する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内女性を
対象・受益者
の概数など

市内女性

市の政策や女性リーダー育成に関する講座等の開催、
人材バンクへの登録促進

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域や市政に多くの女性が参画でき、性別
役割分担意識がない状態にするために

人材育成講座、出前講座の開催や日本女性
会議に市民を派遣する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

女性人材バンク登録 随時登録受付時に把握

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

講座参加者満足度 講座参加者アンケートにより把握

達成度に対する
評価

講座が参加者の満足のいく内容で高い数値がでているが、女性の登用率はな
かなか伸びない。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。21年度から活動指標に講座等の開催数、成果指標に
女性登用率を設定する。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

・女性会議・市民講座への参加
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

女性会議、市民講座の参加者が多
かった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
国県上げて女性の登用の促進に力を入れており、市としても
当然推進していかなくてはならないため適時性３とした。。

有効な指標の設定が難しいが、全市を挙げて取り組むべ
き課題である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
59.6% 62.0% 66.0% 70.0% 企画部企画課

担当者・内線番号
松本　　（内線195）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
窓口開設 窓口開設 窓口開設

ポルトガル語広報 ポルトガル語広報 ポルトガル語広報 ポルトガル語広報

公共施設表示 公共施設表示 公共施設表示

60 70 80
4 4 5
1 2 2

1,650 千円 650 500 500
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 1,650 千円 650 500 500
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

１－２－４－１－１（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

(オ)の理由：

指標　Ⅱ

財政：

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「国際交流への取組み」の市民満足度 市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

(オ)新規に追加実施するための立案

Ｐ　ボランティア部会で立案
Ｄ　計画に沿って実施
Ｃ　相談件数により必要性の検討
Ａ　時間帯などの工夫

③双方対等
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

人材：
情報：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

毎年のボランティア部会により立案

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

＊国際交流ボランティアによる検討
＊行政による実施

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

指標　Ⅱ 各国語の情報紙発行

指標　Ⅲ

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 相談件数

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

表示施設

多文化共生を進めるため、外国人の文化や価値観へ理解を進める講演会の開催や語学講座などを通じたコミュニケーション
能力の向上を図るほか、外国人市民に対する生活相談窓口の設置、多言語での情報提供などの支援を行います。

総合計画の施策体系

施　　策　　名 １　多文化共生を進めます 施 策 の 基 本 方 針

2.市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

4.国際化への対応が進んでいる

窓口開設
外国人住民に対する情報提供 ポルトガル語広報

公共施設の多言語表示

相談窓口を週１日４時間開設 窓口開設

H　１８年度　→　H　　　年度　

事業名 増加の傾向にある外国人住民の生活に対するさまざまな相談に対応し、情報提供することで地域住民との共生を円滑にする。

１．　外国人への支援 新城市役所内に外国人相談窓口を設置するほか、多言語で情報を提供する。

新規　･　継続

1.市民自治社会創造 ・在住外国人の滞在形態が定住に変わりつつあるなかで、まだまだ
言語の問題が障害となっている。
・お互いに理解しあうためには言語や文化の理解が必要だが、そ
のためには時間が必要である。7.新市まちづくり計画の実行

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　一般管理費
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷　昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 120 0 120

Ｈ２１予算額 0 190 0 190

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.01　（0.01） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.01（0.01） 人 60（60） 180（250）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 20件 ６０件 ２２件 40% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

9 B 9 B

説　明

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
外国籍住民の生活をサポートすることは、対象となる受益者は狭いもの
の、日本における外国籍住民が果たす役割を考えると、支援の必要性は
高い。アウトカムによる評価を可能とするため、指標を実績を元に変更し
た

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

立案については市民参加を実現できたが、
その他の参加はなかった。

市民協働指数
(20年度目標）

③双方対等
市民参
加の時
期・内容

Ｐ　ボランティア部会で立案
Ｄ　計画に沿って実施
Ｃ　相談件数により必要性の検討
Ａ　時間帯などの工夫

達成度に対する
評価

指標における開設日数は相談者の帰国などに左右され、目的達成の指標として不十分
であることにが分かった。そこで、事業の成果である問題を解決した件数を指標とする。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

指標を開設の日数から問題解決の件数とする。
計算方法：解決件数／目標値

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

相談件数 実績件数／目標件数

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

一般住民と同様の生活ができるようにするた
めに

相談窓口設置のため、通訳者との交渉・契約及び
窓口設置のための設営作業

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 増加の傾向にある外国人住民の生活に対するさまざまな相談に対応し、情報提供することで地域住民との共生を円滑にする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

外国籍住民を
対象・受益者
の概数など

外国籍住民　約１，０００人

新城市役所内に外国人相談窓口を設置するほか、多
言語で情報を提供する。

0

職員数計

0.00　（0.00）

担当部課名
一次評価者(担当）

松本　　（内線195）

財産収入

　　　各課入力項目

2.市民が主役の「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　外国人への支援

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

外国人のサポートは必要である。受益者が狭く公平性には
欠けるが必要な事業である。

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
戦略の方向　【政策】

企画部企画課
Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 4.国際化への対応が進んでいる １　多文化共生を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

1.市民自治社会創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

（１）　外国人相談事業

0
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
59.6% 62.0% 66.0% 70.0% 企画部企画課

担当者・内線番号
松本　　（内線195）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
窓口開設 窓口開設 窓口開設

ポルトガル語広報 ポルトガル語広報 ポルトガル語広報 ポルトガル語広報

公共施設表示 公共施設表示 公共施設表示

60 70 80
4 4 5
1 2 2

1,650 千円 650 500 500
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 1,650 千円 650 500 500
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

１－２－４－１－１（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

(オ)の理由：

指標　Ⅱ

財政：

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「国際交流への取組み」の市民満足度 市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

(オ)新規に追加実施するための立案

Ｐ　ボランティア部会で立案
Ｄ　計画に沿って実施
Ｃ　相談件数により必要性の検討
Ａ　時間帯などの工夫

③双方対等
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

人材：
情報：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

毎年のボランティア部会により立案

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

＊国際交流ボランティアによる検討
＊行政による実施

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

指標　Ⅱ 各国語の情報紙発行

指標　Ⅲ

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 相談件数

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

表示施設

多文化共生を進めるため、外国人の文化や価値観へ理解を進める講演会の開催や語学講座などを通じたコミュニケーション
能力の向上を図るほか、外国人市民に対する生活相談窓口の設置、多言語での情報提供などの支援を行います。

総合計画の施策体系

施　　策　　名 １　多文化共生を進めます 施 策 の 基 本 方 針

2.市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

4.国際化への対応が進んでいる

窓口開設
外国人住民に対する情報提供 ポルトガル語広報

公共施設の多言語表示

相談窓口を週１日４時間開設 窓口開設

H　１８年度　→　H　　　年度　

事業名 増加の傾向にある外国人住民の生活に対するさまざまな相談に対応し、情報提供することで地域住民との共生を円滑にする。

１．　外国人への支援 新城市役所内に外国人相談窓口を設置するほか、多言語で情報を提供する。

新規　･　継続

1.市民自治社会創造 ・在住外国人の滞在形態が定住に変わりつつあるなかで、まだまだ
言語の問題が障害となっている。
・お互いに理解しあうためには言語や文化の理解が必要だが、そ
のためには時間が必要である。7.新市まちづくり計画の実行

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　一般管理費
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷　昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 515 0 515

Ｈ２１予算額 0 400 0 400

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.01　（0.01） 0.04　（0.04） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.05（0.05） 人 300　（300） 815（700）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 3回 ４回 3回 75% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1施設 １施設 0施設 0% 未実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

9 B 9 B

説　明

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

外国人のサポートは必要である。受益者が狭く公平性には
欠けるが必要な事業である。説　明

外国籍住民の生活支援は、対象となる受益者は少ないものの、住民の２％
を占める外国籍住民にも情報を提供する必要があり、継続する。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

緊急ではないが時宜性が高い

事業の見直し度は中程度

内容
・

理由

立案については市民参加を実現できたが、
その他の参加はなかった。

市民協働指数
(20年度目標）

①行政主体
市民参
加の時
期・内容

Ｐ　ボランティア部会で立案
Ｄ　計画に沿って実施
Ｃ　相談件数により必要性の検討
Ａ　時間帯などの工夫

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

1.市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 2.市民が主役の「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 4.国際化への対応が進んでいる １　多文化共生を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　外国人生活支援事業 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　外国人への支援

企画部企画課
一次評価者(担当）

松本　　（内線195）

財産収入

0

0

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 増加の傾向にある外国人住民の生活に対するさまざまな相談に対応し、情報提供することで地域住民との共生を円滑にする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

外国籍住民を
対象・受益者
の概数など

外国籍住民　約１，０００人

外国人の生活支援のため、行政情報や施設表示を母
国語対応とする。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

一般住民と同様の生活ができるようにするた
めに

外国人の生活支援のため、翻訳依頼及び情報提
供内容の検討・実施

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

各国語の情報紙発行 実施件数/目標値

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

外国語施設表示

達成度に対する
評価

情報提供は計画通り実施できたものの、成果についてはあくまでもアウトプット指標でし
かない。情報提供の成果を把握する仕組みが必要と判断し、情報提供による相談者の
来訪者数を捕らえることとした。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有：情報提供により来訪者の増により把握

45



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
59.6% 62.0% 66.0% 70.0% 企画部企画課

担当者・内線番号
松本　　（内線195）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
英会話講座開催 交流イベント開催

ポルトガル語講座開催 語学講座３講座開催 　　継続開催

理解講演会開催 理解講演会開催

語学講座３講座開催

40 60 80
1 2 2

900 千円 300 300 300
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 600 千円 200 200 200
地 方 債 0 千円

そ の 他 300 千円 100 100 100
一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

＊国際交流ボランティアによる検討
＊行政による実施(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　ボランティア部会と共同で立案
Ｄ　協会が実施
Ｃ　参加者の確認・意向調査
Ａ　実施の検討 ②

行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

毎年のボランティア部会により立案

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 語学講座参加者

指標　Ⅱ 国際理解講演会

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民に異文化理解のための講座開催

コミュニケーション能力向上のための語学講座 　　継続開催
交流イベントの開催

総務費　総務管理費　一般管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

２．　異文化理解の推進 各種語学講座の開催と異なる文化を理解するためのイベントを開催する。

新規　･　継続 H　１８年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅲ

事業名 異文化を理解するための講演会・語学講座を開催し、市民の異文化理解を促進する。

指標　Ⅰ 「国際交流への取組み」の市民満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ

総合計画の施策体系
4.国際化への対応が進んでいる

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

施　　策　　名 １　多文化共生を進めます

・在住外国人の滞在形態が定住に変わりつつあるなかで、まだまだ
言語の問題が障害となっている。
・異なる文化を持つ市民がお互いに理解しあうためには言語や文化
の理解が必要だが、そのためには時間が必要である。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.新市まちづくり計画の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

1.市民自治社会創造 2.市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

施 策 の 基 本 方 針
多文化共生を進めるため、外国人の文化や価値観へ理解を進める講演会の開催や語学講座などを通じたコミュニケーション
能力の向上を図るほか、外国人市民に対する生活相談窓口の設置、多言語での情報提供などの支援を行います。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－４－１－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷　昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 300 300

Ｈ２１予算額 0 0 0 300 300

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費
Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（600） 900（900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 48人 40人 67人 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 1

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 2

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

10 B 8 D

説　明
民間による語学講座もあり、一定の受益者に限るので必要
性も低いと考える。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
民間の語学学校が存在するものの、まだ充分でない状況であり、
参加者が増えている現状からニーズもあることが判断される。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は低い

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

講座開催にあたるボランティアの検討
による立案と、参加者意見により講座
の形式を変更した。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　ボランティア部会と共同で立案
Ｄ　協会が実施
Ｃ　参加者の確認・意向調査
Ａ　実施の検討

達成度に対する
評価

達成度を評価するにあたり、参加者数としたが、必ずしも語学力が向上するとは
限らないため、ある程度の上達（例：中級程度）までをもって成果とすることが望ま
しい。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有：指標について、コミュニケーションが取れる程度の語学力
向上とした。

実績数/目標値

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

語学講座参加者

200人

各種語学講座の開催と異なる文化を理解するためのイ
ベントを開催する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

外国籍住民とのコミュニケーションが取れる
ようにするために

各種語学講座を市民に提供する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 異文化を理解するための講演会・語学講座を開催し、市民の異文化理解を促進する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

語学学習意欲のある市民を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　異文化理解の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　語学講座開催事業 担当部課名 企画部企画課
一次評価者(担当）

松本　　（内線195）

　　　各課入力項目

1.市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 2.市民が主役の「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 4.国際化への対応が進んでいる １　多文化共生を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
59.6% 62.0% 66.0% 70.0% 企画部企画課

担当者・内線番号
松本　　（内線195）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
中学生交流の実施 高校生海外派遣 教師のネットワーク

フランス語留学支援 英語留学支援 学校交流実施

交流相手との調整 語学留学支援

教師ネットワーク

－ 15 －
1 2 2
1 （２）　１ 2

2,200 千円 200 1,500 500
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 2,200 千円 200 1,500 500
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

＊行政による立案
＊学校関係者の意見(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　ボランティア部会と共同で立案
Ｄ　協会が実施
Ｃ　参加者の確認・意向調査
Ａ　実施の検討

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

英語教師のニーズ把握

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

学校間交流

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 高校生派遣参加者

指標　Ⅱ 留学参加者

指標　Ⅲ

インターネットを利用した交流を推進する。 学校間交流の実現

学校間交流の促進

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市内高校生を海外友好都市に派遣する。 高校生派遣

市内の若者に語学留学機会を提供する。 語学留学支援

新規　･　継続 H　１９年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　一般管理費

事業名 海外友好都市との交流を通し、国際化時代に対応する人材を育てる。

１．　国際交流の推進 隔年で実施している高校生海外派遣及び、青年交流を継続して実施する。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「国際交流への取組み」の市民満足度 市民アンケート調査

総合計画の施策体系
4.国際化への対応が進んでいる

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.新市まちづくり計画の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

1.市民自治社会創造 2.市民が主役の「山の湊」を創る

２　国際交流活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
新城国際交流協会の活動を核に、民間の国際交流団体への支援や文化交流事業の実施、青少年の海外派
遣・学校間交流など、国際交流の機会を提供します。

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート １－２－４－２－１

・海外の友好都市訪問は経費負担が大きい。
・市民同士の交流を促すためには、市民と市民を結びつけるきっかけを提
供する必要がある。
・新城市国際交流協会の会員数が伸び悩んでいる。
・民間交流団体は各々の目的があるため、統一的な事業展開が難しい。

施　　策　　名

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷　昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 50 0 50

Ｈ２１予算額 0 1,100 0 1,100

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.02　（0.02） 0.05　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.07（0.22） 人 420　（1,320） 470　（2,420）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 12人 0 0 20% 実施

指標Ⅳ 0 0 1 ー 実施

指標Ⅴ 1 2 100% 実施

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明
参加者負担もあり、効率的であるが、特定の人に限られる
ため公平性は低い。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
参加高校生の渡航費は参加者負担であるため、経費の面では効
率的である。ただ、受益対象者については若者という範囲にとどま
る。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

立案についてはボランティア部会により
検討したため達成し、参加者について
の確認は人数が少ないため未実施

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　ボランティア部会と共同で立案
Ｄ　協会が実施
Ｃ　参加者の確認・意向調査
Ａ　実施の検討

達成度に対する
評価

高校生派遣は隔年で実施しており、達成度は図りにくい。アウトカム指標が必要
となるものの、測定が困難なため、当面参加者が国際理解を深めたと判断する。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「留学参加者」を見直し、「青年交流数」とする。

準備段階での進捗度

留学参加者 担当課把握

学校間交流 目標値の達成度合

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

高校生派遣参加者

15人

隔年で実施している高校生海外派遣及び、青年交流を
継続して実施する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

国際化に対応した人材を育てるために
海外派遣及び受け入れの機会を提供するた
めの計画及び実施

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 海外友好都市との交流を通し、国際化時代に対応する人材を育てる。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

若い世代の市民を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

0

一次評価者(担当）

松本　　（内線195）

目標が達成された姿

【最終成果目標】 4.国際化への対応が進んでいる ２　国際交流活動を応援します

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　学生派遣受入事業 担当部課名 企画部企画課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

　　　各課入力項目

1.市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 2.市民が主役の「山の湊」を創る

１．　国際交流の推進

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級



「学生派遣受入事業」に含まれるためシート省略

1-2-4-2-1-（2）　「学校間交流事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
59.6% 62.0% 66.0% 70.0% 企画部企画課

担当者・内線番号
松本　　（内線195）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
ネットワーク会議出席 新城芸術展開催 海外芸術受入

友好都市関係者受入 市民団体との共催事業 市民交流事業

市民団体との共催事業 市民交流事業

0 10 10
3 3 4

2,400 千円 1,600 500 300
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 2,400 千円 1,600 500 300
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

＊行政による立案
＊参加者とともに実施(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　交流計画の立案
Ｄ　参加募集
Ｃ　交流事業実施
Ａ　メニュー検討 ②

行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

市民関係団体の単独事業を共催に移行

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 芸術交流参加者

指標　Ⅱ 共催事業数

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

市民の文化交流事業を実施する。

国際交流団体との協働

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民交流のメニュー検討 市民芸術家交流事業

交流実施に向けた協議

市民の芸術を海外で紹介する。

総務費　総務管理費　一般管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

２．　国際交流の推進 市民が参加できるイベントや交流事業を実施する。

新規　･　継続 H　２１年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅲ

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「国際交流への取組み」の市民満足度 市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

１－２－４－２－２

・海外の友好都市訪問は経費負担が大きい。
・市民同士の交流を促すためには、市民と市民を結びつけるきっかけを提
供する必要がある。
・新城市国際交流協会の会員数が伸び悩んでいる。
・民間交流団体は各々の目的があるため、統一的な事業展開が難しい。

施　　策　　名 ２　国際交流活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
新城国際交流協会の活動を核に、民間の国際交流団体への支援や文化交流事業の実施、青少年の海外派
遣・学校間交流など、国際交流の機会を提供します。

施策実施上の課題

1.市民自治社会創造 2.市民が主役の「山の湊」を創る

4.国際化への対応が進んでいる
総合計画の施策体系

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.新市まちづくり計画の実行

指標　Ⅱ

事業名 友好都市の市民同士が交流し、異文化の存在を認識するとともに、理解を促す。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 1,913 0 1,913

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.00） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.15（0.00） 人 900　（０） 2,813（0）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 0 0 0% 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 1

8 D 7 D

説　明
指標が不適切であり、事業ごとの細分化が必要。
中には適宜制の高い事業も見受けられる。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 懸案なるも時宜性が十分でない

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
ネットワーク会議において市民交流を推進することが合意されたた
め、ある程度市の関与が必要であるが、事業展開は再考が必要

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
事業自体が進展しなかった。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　交流計画の立案
Ｄ　参加募集
Ｃ　交流事業実施
Ａ　メニュー検討

達成度に対する
評価

芸術交流については先方の経済状況などに左右され、20年度は未実施となった。今後
は、取り組む事業自体を再検討する。また、体系を見直し、国際交流の推進に組み入
れ、計画シートを提出する。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有：事業見直しに伴う設定とした。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

芸術交流参加者

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

国際交流に関心のある市民約４００人

市民が参加できるイベントや交流事業を実施する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

国際化に応じた意識を醸成するために 海外の文化や芸術に触れる機会を提供する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 友好都市の市民同士が交流し、異文化の存在を認識するとともに、理解を促す。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

0

一次評価者(担当）

松本　　（内線195）

目標が達成された姿

【最終成果目標】 4.国際化への対応が進んでいる ２　国際交流活動を応援します

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　市民交流事業 担当部課名 企画部企画課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

　　　各課入力項目

1.市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 2.市民が主役の「山の湊」を創る

２．　国際交流の推進

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
59.6% 62.0% 66.0% 70.0% 企画部企画課

担当者・内線番号
松本　　（内線195）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
人件費補助 人件費補助 人件費補助

情報提供 情報提供 情報提供

4 4 4

4,200 千円 1,400 1,400 1,400
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 4,200 千円 1,400 1,400 1,400
一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　国際交流活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
新城国際交流協会の活動を核に、民間の国際交流団体への支援や文化交流事業の実施、青少年の海外派
遣・学校間交流など、国際交流の機会を提供します。

１－２－４－２－３

・海外の友好都市訪問は経費負担が大きい。
・市民同士の交流を促すためには、市民と市民を結びつけるきっかけを提
供する必要がある。
・新城市国際交流協会の会員数が伸び悩んでいる。
・民間交流団体は各々の目的があるため、統一的な事業展開が難しい。

4.国際化への対応が進んでいる

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.新市まちづくり計画の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
1.市民自治社会創造 2.市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「国際交流への取組み」の市民満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 国際交流の母体となる国際交流協会を支援することで、新城市全体の国際化を進める。

３．　国際交流団体への支援 新城市国際交流協会の事務費に対する補助と、公益事業に対する補助

新規　･　継続 H　　　年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　一般管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

事務事業に対する補助 人件費補助 人件費補助
自立のための支援 情報提供 情報提供
国県の情報提供

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 実施事業数

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

②

行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

協会開催事業を通して市民ニーズを調査する。

環境：
(オ)の理由：

＊行政による立案
＊協会とともに実施(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・団体等

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1400 1,400

Ｈ２１予算額 0 0 0 1400 1,400

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 3,200　（3,200）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 4 4 3 75% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

10 D 11 B

説　明
指標が不適切であるが、効果はあがっている。敵犠牲も高
く判断基準が難しい。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
限定の予算において大きな効果を発揮しており効率性は高いと判
断する。指標においては国際化という捕らえにくい成果であり、判
定が難しい。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直しは必須事項

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
団体への補助のため未達成

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

P:行政が計画
D：行政が実施
C：行政が判断
A：行政が改革

達成度に対する
評価

共同事業開催数のみの指標であったため、協会事業における市民参加事業の
開催数を指標に加え、効果を判定する。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有：市民参加事業数を指標に追加

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

実施事業数（共同事業） 実施事業数／目標値

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

約300人（協会会員数）

新城市国際交流協会の事務費に対する補助と、公益
事業に対する補助

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

国際交流のための事業展開が可能となるた
めに

協会事業の実施事務

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 国際交流の母体となる国際交流協会を支援することで、新城市全体の国際化を進める。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

国際交流協会を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　国際交流団体への支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　国際交流協会支援事業 担当部課名 企画部企画課
一次評価者(担当）

松本　　（内線195）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 4.国際化への対応が進んでいる ２　国際交流活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

1.市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 2.市民が主役の「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
59.6% 62.0% 66.0% 70.0% 企画部企画課

担当者・内線番号
松本　　（内線195）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
協会共催事業の実施 協会共催事業の実施 協会共催事業の実施

情報の提供 情報の提供 情報の提供

団体活動紹介 団体活動紹介 団体活動紹介

3 3 4
4 4 4

750 千円 150 300 300
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 750 千円 150 300 300
一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　国際交流活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
新城国際交流協会の活動を核に、民間の国際交流団体への支援や文化交流事業の実施、青少年の海外派
遣・学校間交流など、国際交流の機会を提供します。

１－２－４－２－４

・海外の友好都市訪問は経費負担が大きい。
・市民同士の交流を促すためには、市民と市民を結びつけるきっかけを提
供する必要がある。
・新城市国際交流協会の会員数が伸び悩んでいる。
・民間交流団体は各々の目的があるため、統一的な事業展開が難しい。

4.国際化への対応が進んでいる

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.新市まちづくり計画の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
1.市民自治社会創造 2.市民が主役の「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「国際交流への取組み」の市民満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 市内の民間国際交流団体の支援により、団体の活動を活発にすることで、国際交流を推進する。

４.　　交流団体への支援 各種情報の提供と友好都市との連絡調整など

新規　･　継続 H　２１年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　一般管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

交流協会との共催事業

各種情報の提供

友好都市との連絡調整

団体活動のPR

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 共催事業数

指標　Ⅱ 活動PR

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　各団体と計画立案
Ｄ　団体とともに実施
Ｃ　参加者の意向調査
Ａ　要望の反映・事業の修正 ②

行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

団体ヒアリングにより市民ニーズの把握

環境：
(オ)の理由：

＊行政による立案
＊団体とともに実施(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 300 0 300

Ｈ２１予算額 0 300 0 300

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.0２　（0.0２） 0.０５　（0.0５） 0.０0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.0７（0.０７） 人 420　（42０） 720　（720）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ １回 ３回 ３回 100% 実施

指標Ⅱ ３回 ４回 ３回 75% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

9 B 9 B

説　明
効率的ではあるが、団体が限られるため公平性に欠ける。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
団体への直接的支援のため効率的ではあるものの、特定受益者の
支援である。しかし、各団体の事業そのものは公益性が高いため、
実施に値する。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

共同開催のため、団体関係者の意向
を充分に取り入れた立案と、次回への
反映を実施できた。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　各団体と計画立案
Ｄ　団体とともに実施
Ｃ　参加者の意向調査
Ａ　要望の反映・事業の修正

達成度に対する
評価

共同開催数は予定通りだが、紹介回数において計画を下回った。当面事業開催
と活動紹介により団体をサポートする。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

共同開催事業数 実績数／目標値

団体活動紹介回数 実績数／目標値

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

３団体

各種情報の提供と友好都市との連絡調整など
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

市民交流の核となる団体に育てるために
団体関係者とともに事業を立案し、資金面での協
力と情報を提供する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市内の民間国際交流団体の支援により、団体の活動を活発にすることで、国際交流を推進する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民交流団体を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４.　　交流団体への支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　市民交流団体支援事業 担当部課名 企画部企画課
一次評価者(担当）

松本　　（内線195）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 4.国際化への対応が進んでいる ２　国際交流活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

1.市民自治社会創造 戦略の方向　【政策】 2.市民が主役の「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
44.1 50.0 55.0 60.0 経済部　観光課

1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 担当者・内線番号
73,000 74,000 75,000 76,000 　　　櫻本　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
実施

実施 継続

(策定準備） 策定

検討 検討

3 3 3
1100 1100 1100

530 千円 0 400 130
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 530 千円 0 400 130

○印 市民協働指数

○
〇
〇
〇

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　地域資源を活かした観光戦略を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農林業における体験型観光や自然環境を活かしたDOS（ドゥ･アウトドア･スポーツ）の展開、豊富な自然・民俗・歴史等の文化
資源のネットワーク化、案内ボランティアの育成など、地域の資源を効果的に活かし発信するための観光戦略を策定します。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

2.自立創造 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

指標　Ⅰ 「にぎわいの創出と交流人口対策」の市民満足度 住民アンケート調査

２－１－１－１－１

・全体的な観光方針が具体化していないため、これを策定し、体系
的に実施する必要がある。
・温泉宿泊客の減少に伴い、温泉源を維持するための温泉使用料
が減少傾向にある。

1.市内に多くの人が訪れている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　未来への投資計画策定 5.観光戦略

総合計画の施策体系

指標　Ⅱ 市への観光入り込み客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

指標　Ⅲ 湯谷温泉入込客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　　商工費　　商工費　　観光費

事業名
地域の魅力を発信していくための戦略を立て、そのためにどのような手法を用いていくべきかを明確にするため、観光基本計画を策定
する。

１．　観光基本計画の策定・推進
アンケート及び外部の委員による計画策定会議を実施し、既存の観光ビジョンを基に基本
計画を策定する。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

計画策定会議の実施

住民・観光客アンケートの実施

観光基本計画の策定 ３年毎見直し

イベントの見直し

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アンケート回数

指標　Ⅱ アンケート回収枚数

指標　Ⅲ

協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
(イ)市長マニフェスト･指示による立案

情報：広域的な観光情報の共有
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：観光資源の把握・掘り起こし

・計画会議の実施に関係団体等の市民をメンバー
とする。
・アンケートは観光客、観光施設において実施
・基本計画策定時において、市民ニーズを把握し
つつ関係団体との調整を図る。

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：リーダーの発掘・育成
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

アンケートには住民及び観光客を対象に実
施。計画策定会議には専門家、住民、公
募、観光団体などのメンバーにより実施。

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

各種団体とのヒアリング、アンケート等の実施
新城地域審議会【１９．９月答申：観光戦略の策定】

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

組織：農林商工部門との連携

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 400

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,000　（1,300）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 1 3 1 33 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1 1100 500 45.4 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
観光課・観光協会で15回程度の打合せを行い、策定準備を進めて
きた。市民からの意見を取り入れる機会を検討し、観光ニーズを取
り入れる。

策定過程において市民の意見を取り入れることを念頭に
策定することが重要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

策定準備を進めるにあたり、時間的余
裕がなかったため、アンケートの実施
回数が目標に達しなかった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

課把握実績

課実施実績

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

アンケートには住民及び観光客を対象に実施。計画策定会議に
は専門家、住民、公募、観光団体などのメンバーにより実施。

内容
・

理由

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

アンケート回収枚数

達成度に対する
評価

市民ニーズを把握する機会をいかに整え、計画に反映するか今後の課題であ
る。

市民全て

アンケート及び外部の委員による計画策定会議を実施
し、既存の観光ビジョンを基に基本計画を策定する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

観光に対する意識を高めるために 基本計画策定準備（策定組織運営）を行う。

把握方法・計算式

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域の魅力を発信していくための戦略を立て、そのためにどのような手法を用いていくべきかを明確にするため、観光基本計画を策定する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

一次評価者(担当）

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　観光基本計画の策定・推進

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

（１）　観光基本計画策定事業 担当部課名
経済部　観光

課 　　　櫻本　（内線３３３）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている １　地域資源を活かした観光戦略を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

400

アンケート回数

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
44.1 50.0 55.0 60.0 経済部　観光課

1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 担当者・内線番号
73,000 74,000 75,000 76,000 　　　櫻本　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
実施 継続実施

主催者見直し検討 主催者見直し検討

335,000 335,000 335,000
7 7 7

51,120 千円 17,040 17,040 17,040
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 51,120 千円 17,040 17,040 17,040

○印 市民協働指数

○

〇

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　地域資源を活かした観光戦略を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農林業における体験型観光や自然環境を活かしたDOS（ドゥ･アウトドア･スポーツ）の展開、豊富な自然・民俗・歴史等の文化
資源のネットワーク化、案内ボランティアの育成など、地域の資源を効果的に活かし発信するための観光戦略を策定します。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

2.自立創造 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

指標　Ⅰ 「にぎわいの創出と交流人口対策」の市民満足度 住民アンケート調査

２－１－１－１－２

・全体的な観光方針が具体化していないため、これを策定し、体系
的に実施する必要がある。
・温泉宿泊客の減少に伴い、温泉源を維持するための温泉使用料
が減少傾向にある。

1.市内に多くの人が訪れている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　未来への投資計画策定 5.観光戦略

総合計画の施策体系

指標　Ⅱ 市への観光入り込み客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

指標　Ⅲ 湯谷温泉入込客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　　商工費　　商工費　　観光費

事業名 観光協会とともに観光客及び市民ニーズにあったイベントを開催し、それによる地域商業者への経済波及を目的とする。

２．　観光イベントの実施 賑わいを創出するイベントを観光協会とともに実施する。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

観光イベント実施補助

イベントの立案・実施

さくらまつり

長篠合戦のぼりまつり

新城納涼花火大会

もみじまつり　

節句祭り・七滝まつり・湯谷温泉まつり　 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ イベント来場者数 各イベントの入込数を集計

指標　Ⅱ イベント回数 イベント実績

指標　Ⅲ

協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：民間資金(協賛金等）の有効活用

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

情報：広域的な観光情報の共有

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：観光資源の活用

イベント事業実施時において、地元住民や関係団
体と連携を取り内容の充実に努める。

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：地元団体との協力体制の確立

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

全ての段階において、市民・住民と連携を
取る

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

各種団体とのヒアリング、アンケート等の実施
観光協会との連携

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

組織：農林商工部門との連携

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・団体等 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 17,040

Ｈ２１予算額 0 0 0 17040

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 20,040（17,940）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 7 7 7 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 335,000 335,000 291,000 86.8 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
景気の低迷や天候不順などの要因により、イベント来場者は目標
には達しなかったが、今後より一層、イベントの魅力を市観光協会
とともに加味していく必要がある。

イベントの魅力を如何にあげてゆくか、観光協会、観光事
業者とともに検討することが重要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

緊急ではないが時宜性が高い

イベントの状況から、天候に左右される
ことがあり、来場者数については目標
値に達しなかった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

課把握

課把握

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

全ての段階において、市民・住民と連携を取る
内容

・
理由

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

イベント来場者数

達成度に対する
評価

観光協会は、7つのイベントを実施しました。なお、観光イベントの見直しを図り、
地域経済への波及効果を進める工夫を検討する。

観光関連事業者

賑わいを創出するイベントを観光協会とともに実施す
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

増加させるために 観光イベントを実施する。

把握方法・計算式

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 観光協会とともに観光客及び市民ニーズにあったイベントを開催し、それによる地域商業者への経済波及を目的とする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

観光客を含めて交流人口を
対象・受益者
の概数など

財産収入

17,040

一次評価者(担当）

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　観光イベントの実施

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

（１）　市観光協会援助事業 担当部課名
経済部　観光

課 　　　櫻本　（内線３３３）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている １　地域資源を活かした観光戦略を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

17040

イベント回数

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
44.1 50.0 55.0 60.0 経済部　観光課

1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 担当者・内線番号
73,000 74,000 75,000 76,000 川合　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
作成

チラシ等作成・実施 継続実施

状況調査 路線検討 運行

50,000枚 50,000枚 50,000枚
10 10 10

8,899 千円 259 5,420 3,220
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 8,899 千円 259 5,420 3,220

○印 市民協働指数

○

〇

・全体的な観光方針が具体化していないため、これを策定し、体系
的に実施する必要がある。
・温泉宿泊客の減少に伴い、温泉源を維持するための温泉使用料
が減少傾向にある。

２－１－１－１－３（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　地域資源を活かした観光戦略を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農林業における体験型観光や自然環境を活かしたDOS（ドゥ･アウトドア･スポーツ）の展開、豊富な自然・民俗・歴史等の文化
資源のネットワーク化、案内ボランティアの育成など、地域の資源を効果的に活かし発信するための観光戦略を策定します。

1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

指標　Ⅲ 湯谷温泉入込客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

総合計画の施策体系
2.自立創造

9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　未来への投資計画策定 5.観光戦略

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

1.市内に多くの人が訪れている

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ 市への観光入り込み客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅰ 「にぎわいの創出と交流人口対策」の市民満足度 住民アンケート調査

　　商工費　　商工費　　観光費

事業名 市内の観光施設・行事を効果的にＰＲしていく。また、観光客の利便性向上を計る。

３．　「観光のまち新城」のＰＲ
長篠の戦を観光に活かすため、各種ＰＲ、イベントを開催しながら、他の観光ポイントを関連付けて
いく。また、他の観光地についてもＰＲしていく。観光客の利用しやすい路線バスの運行。

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

ガイドマップ作成 ２年毎作成 ２年毎作成

長篠・設楽原の戦い

鳳来寺山周辺

湯谷温泉

観光路線バス運行 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

桜淵公園

観光キャンペーン・物産展出展

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ チラシ配布枚数 配布数の集計

指標　Ⅱ 物産展等出展回数 出展実績

指標　Ⅲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

プランニング段階において、市民意見の聴
取
事業実施後において、市民評価(関係団体
意見）の聴取 ②

行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：観光資源の状況把握

財政：印刷物の適正な発行 ・パンフレット、チラシ等を作成時において配布可
能な部数を事前に把握すると共に、適正な配布を
行い効率的なPRを心がける。
・PR活動においては、行政のみでなく関係団体と
連携した事業を行う。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：有効なPR方法の検討

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：他部門との情報の共有化

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 啓発・広報 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 259

Ｈ２１予算額 0 0 0 5420

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,259（6,320）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ － ― ― 未

指標Ⅱ 8 10 8 80 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 11 B

説　明

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

内容
・

理由

チラシ配布等の実績ができておらず、
物産展を商工会とともに実施している。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
新城市を訪れるためのツールとしての印刷物は、交流人口増加に
欠かせないものである。今後とも市観光協会とともに観光客の利
便性向上を図る上で重要である。

観光事業者や関連団体との関連が強く、その負担につい
ても検討する余地があると考えられる。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

達成度に対する
評価

長篠の戦いを観光に生かすための「武将観光」を県観光協会等とタイアップして
実施しています。より一層新城市を武将をテーマに推進します。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

把握方法・計算式

チラシ配布枚数 課実績把握

物産展等出展回数 課実績把握

　対象
（何を・誰を）

交流人口を
対象・受益者
の概数など

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

プランニング段階において、市民意見の聴取
事業実施後において、市民評価(関係団体意見）の聴取

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市内の観光施設・行事を効果的にＰＲしていく。また、観光客の利便性向上を計る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

増加させるために 観光宣伝、出版活動支援を行う。

長篠の戦を観光に活かすため、各種ＰＲ、イベントを開
催しながら、他の観光ポイントを関連付けていく。また、
他の観光地についてもＰＲしていく。観光客の利用しや
すい路線バスの運行。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

Ｈ２０決算額
（千円）

全ての来訪者

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

5420

職員数計

0.00　（0.00）

部長級

　活動
（どういう活動
を行うのか）

一次評価者(担当）

川合　（内線３３３）

財産収入

259

一般財源

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　「観光のまち新城」のＰＲ

担当部課名
経済部　観光

課
評価の対象となる

【事務事業名】
（１）　観光のまち　新城　PR事業

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている １　地域資源を活かした観光戦略を進めます



Ｈ２１事業につきシート省略

2-1-1-1-3-(2)　「観光路線バス検討事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
44.1 50.0 55.0 60.0 経済部　観光課

1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 担当者・内線番号
73,000 74,000 75,000 76,000 （内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
事業化の検討 事業化の検討

2回 2回 －
3回 3回 3回

0 千円 0 0 0
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

〇
〇

施 策 の 基 本 方 針

「にぎわいの創出と交流人口対策」の市民満足度

指標　Ⅲ 湯谷温泉入込客数

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

5.観光戦略

2.自立創造 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　未来への投資計画策定

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

住民アンケート調査

・全体的な観光方針が具体化していないため、これを策定し、体系
的に実施する必要がある。
・温泉宿泊客の減少に伴い、温泉源を維持するための温泉使用料
が減少傾向にある。

全　体　計　画

２－１－１－１－４

総合計画の施策体系
施策実施上の課題1.市内に多くの人が訪れている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

愛知県観光リクリエーション利用者統計による

活
動
指
標

成
果
指
標

農林業における体験型観光や自然環境を活かしたDOS（ドゥ･アウトドア･スポーツ）の展開、豊富な自然・民俗・歴史等の文化
資源のネットワーク化、案内ボランティアの育成など、地域の資源を効果的に活かし発信するための観光戦略を策定します。

施　　策　　名 １　地域資源を活かした観光戦略を進めます

指標　Ⅱ 市への観光入り込み客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

グリーンツーリズム 状況調査・事業化の
検討

事業実施

　　商工費　　商工費　　観光費

事業名 　既存の観光資源を生かしつつも、新たな観光資源を掘り起こし地域の活性化に繋げる

４．　新たな観光産業の展開 　グリーンツーリズム、体験型観光等の滞在型の観光の事業化を図る。

新規　･　継続 H　　　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

継続
体験型観光

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 状況調査 現状調査実施数

指標　Ⅱ 検討会の開催 開催実績

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　活性化を求める地域の意向調査
新城・鳳来地域審議会からの答申（１９年９月、１８年９月）

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：企業との共催 P　運営方法の検討
D  事業運営への参加

　ＪＡや森林組合、民間団体との協働

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：地元の実行委員会の立ち上げ

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：リーダーの育成発掘

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

④
市民主導

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 各種審議会等 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.１0　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 1 0 0 未

指標Ⅱ 0 1 0 0 未

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

基本計画の中で方向性を出したうえで、事業化検討を行う
こととする。

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

事業の見直し度は中程度

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

調査を実施せず、方向性をこれから検
討する。

市観光基本計画を策定したうえで検討し、民間を支援する方向で検討する。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無
達成度に対する

評価

把握方法・計算式

状況調査 課把握

検討会の開催 課把握

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

事業化検討

対象・受益者
の概数など

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

P　運営方法の検討
D  事業運営への参加

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　既存の観光資源を生かしつつも、新たな観光資源を掘り起こし地域の活性化に繋げる

事務事業の概要

部長級

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

一次評価者(担当）

（内線３３３）

Ⅳ
　
評
　
価

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通

評価の視点

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点]

市観光基本計画を策定したうえで、事業化の検討を行い、事
業方向性を探る。

事業の見直し度は中程度

説　明

職員数計

0.00　（0.00）

　グリーンツーリズム、体験型観光等の滞在型の観光の
事業化を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

（評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

観光資源を 新たな観光事業者

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

観光の産業化に結び付ける。

財産収入

0

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

一般財源

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　新たな観光産業の展開

経済部　観光
課

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている １　地域資源を活かした観光戦略を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　観光産業事業化検討事業

0

担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
44.1 50.0 55.0 60.0 経済部　観光課

1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 担当者・内線番号
73,000 74,000 75,000 76,000 川合　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

継続実施

105,000 107,000 109,000
1,242 1,266 1,291

113,565 千円 37,855 37,855 37,855
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 113,565 千円 37,855 37,855 37,855

○印 市民協働指数

○

〇

施　　策　　名

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２－１－１－１－５

総合計画の施策体系

１　地域資源を活かした観光戦略を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農林業における体験型観光や自然環境を活かしたDOS（ドゥ･アウトドア･スポーツ）の展開、豊富な自然・民俗・歴史等の文化
資源のネットワーク化、案内ボランティアの育成など、地域の資源を効果的に活かし発信するための観光戦略を策定します。

2.自立創造 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

温泉配湯所施設、配湯管の維持管理。

全　体　計　画

1.市内に多くの人が訪れている

指標　Ⅰ 「にぎわいの創出と交流人口対策」の市民満足度 住民アンケート調査

・全体的な観光方針が具体化していないため、これを策定し、体系
的に実施する必要がある。
・温泉宿泊客の減少に伴い、温泉源を維持するための温泉使用料
が減少傾向にある。5.観光戦略

指標　Ⅱ 市への観光入り込み客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

施策達成度指標の測定方法･時期

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　未来への投資計画策定

指標　Ⅲ 湯谷温泉入込客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　　商工費　　商工費　　観光費

事業名 湯谷温泉の温泉源施設を適切に管理していく。

５．　温泉源施設の維持管理

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

施設管理等委託

施設修繕費

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 温泉使用量 計量　㎥

指標　Ⅱ 温泉スタンド使用量 計量　㎥

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

P　現況の運営状況を把握すると共に受益
者との協議を行う

①
行政主体

適正な泉源管理並びに事業運営を、受益者と協議
する

　温泉利用者の満足度の把握

環境：

財政：利用料金改定を含む運営費用の見直

組織：

人材：

情報：管理状況の公開

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 施設運営管理 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 22,173 4,680 64,708

Ｈ２１予算額 0 0 0 20,400 1,224 59,479

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 67,708（60,379）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 90,155 105,000 77,622 73.9 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1,232 1,242 2,035 163.8 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 1

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 1

(５) 適　時　性 2 2

11 B 9 D

説　明
設備の維持管理には、経常的な経費が見込まれ、今後につ
いても温泉配湯事業の見直しを図って上で、温泉施設整備
を図る。

緊急ではないが時宜性が高い

市が関与する必要性は普通

緊急ではないが時宜性が高い

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度 事業の見直しは必須事項

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

説　明
温泉使用規模が縮小しており、今後の総合的な検討をす
る必要がある。

源泉の良好な維持、温泉配湯施設維持管理
を行う。

達成度に対する
評価

経済状況の悪化に伴い、温泉利用者にも変化をもたらし、旅館等での使用量の
伸びにつながっていない。なお、足湯の新設により温泉スタンド使用量は伸びを
見せた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

温泉スタンド使用量

1.市内に多くの人が訪れている

財産収入

37,855

温泉配湯所施設、配湯管の維持管理。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

Ⅳ
　
評
　
価

温泉利用者

評価の視点 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

市民参
加の時
期・内容

P　現況の運営状況を把握すると共に受益者との協議を行う
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

担当部課名
経済部　観光

課

一次評価者(担当）

川合　（内線３３３）
（１）　湯谷温泉源管理事業

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

増やすために

一般財源

①
行政主体

１　地域資源を活かした観光戦略を進めます

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

市民協働指数
(20年度目標）

評価の対象となる
【事務事業名】

Ｈ２０決算額
（千円）

0.00　（0.00）

37855

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

温泉使用量 課把握実績

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 湯谷温泉の温泉源施設を適切に管理していく。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

温泉利用者を
対象・受益者
の概数など

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

県温泉施設の撤退等があり、温泉使用
量は目標を達成できなかった。

課把握実績

市が関与する必要性は低い

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
５．　温泉源施設の維持管理

職員数計

内容
・

理由

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
44.1 50.0 55.0 60.0 経済部　観光課

1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 担当者・内線番号
73,000 74,000 75,000 76,000 川合　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
設置検討

実施

実施

設置

2200 2200 2200
2 2 2
2 2 2

13,200 千円 0 12,900 300
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 8,400 千円 8,400
地 方 債 0 千円

そ の 他 4,200 千円 4,200
一 般 財 源 600 千円 0 300 300

○印 市民協働指数

○

〇

1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

新規　･　継続

全　体　計　画

６．　温泉を活用した振興

2.自立創造 ・全体的な観光方針が具体化していないため、これを策定し、体系
的に実施する必要がある。
・温泉宿泊客の減少に伴い、温泉源を維持するための温泉使用料
が減少傾向にある。

「にぎわいの創出と交流人口対策」の市民満足度

指標　Ⅱ 市への観光入り込み客数

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　地域資源を活かした観光戦略を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農林業における体験型観光や自然環境を活かしたDOS（ドゥ･アウトドア･スポーツ）の展開、豊富な自然・民俗・歴史等の文化
資源のネットワーク化、案内ボランティアの育成など、地域の資源を効果的に活かし発信するための観光戦略を策定します。

２－１－１－１－６

住民アンケート調査

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　未来への投資計画策定 5.観光戦略

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

1.市内に多くの人が訪れている

施策達成度指標の測定方法･時期

総合計画の施策体系

指標　Ⅰ
愛知県観光リクリエーション利用者統計による

指標　Ⅲ 湯谷温泉入込客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　　商工費　　商工費　　観光費

事業名 湯谷新泉源開湯に合わせ温泉のPRを行い、新城の温泉の魅力向上を計り、集客増加につなげる。

足湯施設の設置、振興イベントを観光協会とともに実施。

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

足湯施設整備 設置・維持管理

湯谷温泉イベントへの補助

足湯による温泉ＰＲ

屋外広場設置

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ イベント集客数 イベントごとに計測

指標　Ⅱ イベント回数

指標　Ⅲ イベント会場への出前

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

足湯ＰＲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

P　・足湯施設に関しては、設置場所、施設
規模等の検討を一緒に行う

イベントにおいては、PDCAの全ての段階に
おいて、市民主導で行う。

②
行政主導

④
市民主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　

環境：

財政：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 ・足湯施設は地元住民による日常の管理を前提と
する。

・イベントにおいては、市民が主体となり行政が協
力する

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 8400 0 4,200 12900

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,000（13,800）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 未

指標Ⅱ 2 2 2 100 実施

指標Ⅲ 2 2 2

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

10 B 10 B

説　明

市民協働指数
(20年度目標）

評価の視点

説　明
温泉活用事業は、足湯などを市民に宣伝することはもちろん、観
光客への宣伝強化により、民間の活動を観光協会と共同で実施す
る必要がある。

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

市民参
加の時
期・内容

　活動
（どういう活動
を行うのか）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

事業の見直し度は中程度

観光協会や地元団体とともにイベントを行う。

イベント回数 課把握実績

温泉のPRとして、尾張部及び西三河への宣伝を実施しています。これからは、
民間事業者の協力から自主的活動を支援する方向で実施します。

把握方法・計算式

イベント集客数 課把握実績

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

足湯PR

②
行政主導

④
市民主導

P　・足湯施設に関しては、設置場所、施設規模等の検討を一緒
に行う

イベントにおいては、PDCAの全ての段階において、市民主導で
行う

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

イベントの回数は目標を達成したが、
集客人数は把握でいなかった。

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

この事業は、市の観光資源の１つとして宣伝し、来訪につ
なげ、地場産業への波及効果も期待できる事業として重要
である。

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

　対象
（何を・誰を）

対象・受益者
の概数など

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　観光施設整備事業（温泉） 担当部課名
経済部　観光

課

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
６．　温泉を活用した振興

一次評価者(担当）

川合　（内線３３３）

0

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
足湯施設の設置、振興イベントを観光協会とともに実
施。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

Ⅳ
　
評
　
価

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

300

一般財源

有効活用し、集客を増加するために

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

Ⅱ
　
事
業
意
図

新泉源(７号泉）を

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

財産収入

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 温泉利用者

Ｈ２０決算額
（千円）

達成度に対する
評価

基本事業の目的 湯谷新泉源開湯に合わせ温泉のPRを行い、新城の温泉の魅力向上を計り、集客増加につなげる。

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている １　地域資源を活かした観光戦略を進めます



「温泉関連施設整備事業」に含まれるためシート省略

2-1-1-1-6-(2)　「温泉活用宣伝事業」



再掲につきシート省略
2-1-1-1-7-（1）　「ＤＯＳによる地域再生」



再掲につきシート省略
2-1-1-1-8-（1）　「民族芸能保存活用事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 経済部　観光課

担当者・内線番号
　　　櫻本　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

各施設維持管理

12件 12件 12件
1,836,000人 1,872,000人 1,909,000人

79,272 千円 26,424 26,424 26,424
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 9,375 千円 3,125 3,125 3,125
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 69,897 千円 23,299 23,299 23,299

○印 市民協働指数

○

２－１－１－２－１

総合計画の施策体系
2.自立創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 施 策 の 基 本 方 針
道の駅や温泉施設、歴史･文化を紹介するための資料館などを、集客交流の拠点施設として有効に活用するため、施設の充実と適
正な維持管理に努めます。また、市内に点在する観光施設の案内看板や公衆トイレの整備など、来訪者の利便性の向上を進めま
す。

1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

２　観光施設を有効に活用します

指標　Ⅰ 市への観光入り込み客数 愛知県観光リクリエーション利用者統計による

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

・老朽化している施設が多数あるため、維持管理が困難にな
る。
・維持管理のために地元の協力体制を整える必要がある。

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

事業名 市内観光施設について、適切な維持管理を行う。

　　商工費　　商工費　　観光費

全　体　計　画

9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　未来への投資計画策定 5.観光戦略

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

1.市内に多くの人が訪れている

案内看板、公衆トイレ、遊歩道などの管理。

新規　･　継続

１．　観光施設の維持管理

H　２０年度　→　H　３０年度　

指標　Ⅲ

一般・（　　　　　会計）

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

桜淵公園管理

鳳来寺地区管理

東海自然歩道管理

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

その他観光施設管理

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 設備修繕件数 実績

指標　Ⅱ 入り込み客数 実績

指標　Ⅲ

総　事　業　費

財
源
内
訳

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

事業実施時において、市民と共に常に
PDCAを繰り返し行う

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　現地に赴き現状把握に努める

環境：

財政：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

・観光施設を積極的に市民に利用・活用して貰うと
ともに、施設管理においても地元が主体的に取り
組む

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：適正な時期に適正な人材の配置

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 3,125 0 1304 376 28,549

Ｈ２１予算額 0 3125 0 1304 345 28,518

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 31,549（29,418）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 17 12 18 150 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 2,081,041 1,836,000 - -

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市内外からの観光に訪れる観光客には必要な施設であるた
め、充分な手当てが必要である。

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

公衆トイレは地元住民の維持管理体制
が取られているケースが見られる。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

設備修繕については当初予定額では不足し、補正により事業を実施。このため
達成度は１００％を上回るものとなった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

入り込み客数は集計作業が煩雑で、確定までにかなりの期間を要
するため指標としては利用できないものとなった。他に有効な指標
は見当たらない。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

観光を含む交流には、欠かせない施設や設備であり、この面で
の充実は、来訪者等の利便性や快適性にも影響するものであ
る。

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

事業実施時において、市民と共に常にPDCAを繰り返
し行う

把握方法・計算式

設備修繕件数 執行状況から計上

入り込み客数成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

観光レクリエーション統計から計上

　対象
（何を・誰を）

観光施設を

23,299

　活動
（どういう活動
を行うのか）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

達成度に対する
評価

　３．一部達成

案内看板、公衆トイレ、遊歩道などの管理。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

基本事業の目的

対象・受益者
の概数など

Ⅱ
　
事
業
意
図

市内観光施設について、適切な維持管理を行う。

19年度実績　2,081,041人（20年度不明）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

常に快適に利用できる状態に保ちつために 状況の確認・行為の手配を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

財産収入

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

職員数計

２　観光施設を有効に活用します

担当部課名
経済部　観光

課

一次評価者(担当）

　　　櫻本　（内線３３３）

445

445

1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

１．　観光施設の維持管理

　　　各課入力項目
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

2.自立創造 戦略の方向　【政策】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　自然公園施設管理事業

23299

0.00　（0.00）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 経済部　観光課

担当者・内線番号
　　　櫻本　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

委託契約の見直し

210,000 210,000 210,000
72,000,000 72,000,000 72,000,000

160,552 千円 52,714 54,500 53,338
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 160,552 千円 52,714 54,500 53,338

○印 市民協働指数

○
①

行政主体

活
動
指
標

成
果
指
標

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　観光施設を有効に活用します 施 策 の 基 本 方 針
道の駅や温泉施設、歴史･文化を紹介するための資料館などを、集客交流の拠点施設として有効に活用するため、施設の充実と適
正な維持管理に努めます。また、市内に点在する観光施設の案内看板や公衆トイレの整備など、来訪者の利便性の向上を進めま
す。

２－１－１－２－２

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　

全　体　計　画

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市への観光入り込み客数 愛知県観光レクリエーション利用者統計による

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

1.市内に多くの人が訪れている

指標　Ⅲ

総合計画の施策体系
2.自立創造 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　　未来への投資計画策定 5.観光戦略

指標　Ⅱ

一般・（　　　　　会計） 　　商工費　　商工費　　観光費

・老朽化している施設が多数あるため、維持管理が困難にな
る。
・維持管理のために地元の協力体制を整える必要がある。

事業名 指定管理者による管理運営により最小限の費用で最大限の誘客を図る。

２．　観光施設（指定管理者指定施設）の運営 鳳来ゆ～ゆ～ありいなの管理運営

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

施設維持管理

建物及び設備修繕

指定管理者公募・審査（H23） 指定管理者公募・審査（H30）

指標　Ⅰ 施設利用者数 利用実績

指標　Ⅱ 売上額 利用実績

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

(オ)の理由：

ｐ　委託内容の検討と委託後の施設の活用
法の検討

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：委託による維持管理費の軽減

継続実施

委託時に委託の内容の検討と、委託後の施設の
活用法を施設関係者と検討する。(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：同様施設との連携(一括委託）

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　施設のあり方について利用者アンケートを行う

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 清水　(内線３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 630 47 53,391

Ｈ２１予算額 0 0 0 630 0 55,130

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 56,391（56,030）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 189,210 210,000 185,557 88 実施

指標Ⅳ 70,650,900 72,000,000 67,120,775 93 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 1 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 12 A

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市を代表する観光地である湯谷温泉にある施設であり、他
に類似施設がないため施設自体の存在意義は高い。

市営施設として市民へのサービス向上と施設面での充実
を図るため、指定管理制度を導入した。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

内容
・

理由

保養施設であり、市民参加が難しい事
業であるが、完全な民間運営に移るこ
とは可能である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は低い 市が関与する必要性は普通

　　４．未達成
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

ｐ　委託内容の検討と委託後の施設の活用法の検討

施設統計より

売上額 施設統計より

達成度に対する
評価

観光全体の入込客数が年々減少している中で、当施設は９０％前後の達成度と
なっており、ほぼ目標を達成しているといえる。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

施設利用者数

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

常に快適に利用できる様管理運営をし、最
小限の費用で最大限の誘客を図るために

指定管理契約事務・施設状況の確認・行為の
手配等を行う。

指定管理者による管理運営により最小限の費用で最大限の誘客を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

鳳来ゆ～ゆ～ありいなを
対象・受益者
の概数など

185,557人

鳳来ゆ～ゆ～ありいなの管理運営
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

54500

担当部課名
経済部　観光

課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

　　　櫻本　（内線３３３）

２．　観光施設（指定管理者指定施設）の運営

職員数計

一般財源 財産収入

52,714

２　観光施設を有効に活用します

一次評価者(担当）

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　観光施設等管理事業

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的

Ｈ２０決算額
（千円）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
1,800,000 1,900,000 2,000,000 2,100,000 経済部　観光課

担当者・内線番号
　　　櫻本　（内線３３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
川合駅・長篠城駅 湯谷駐車場 広見ヤナ

維持管理

設置・維持管理

2 1 1
1 1 1

61,188 千円 17,088 21,900 22,200
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 38,720 千円 10,720 14,000 14,000
地 方 債 6,000 千円 6,000
そ の 他 0 千円

一 般 財 源 16,468 千円 368 7,900 8,200

○印 市民協働指数

○

２－１－１－２－３

総合計画の施策体系
2.自立創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　観光施設を有効に活用します 施 策 の 基 本 方 針
道の駅や温泉施設、歴史･文化を紹介するための資料館などを、集客交流の拠点施設として有効に活用するため、施設の充実と適
正な維持管理に努めます。また、市内に点在する観光施設の案内看板や公衆トイレの整備など、来訪者の利便性の向上を進めま
す。

指標　Ⅰ 市への観光入り込み客数

指標　Ⅲ

新規　･　継続 H　20年度　→　H　30年度　

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

1.市内に多くの人が訪れている

公衆トイレ建設

1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

愛知県観光レクリエーション利用者統計による

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

・老朽化している施設が多数あるため、維持管理が困難にな
る。
・維持管理のために地元の協力体制を整える必要がある。

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

9.重要テーマに関する中長期計画の戦略確定と
　　　未来への投資計画策定 5.観光戦略

事業名 老朽化している公衆トイレを順次更新していくとともに、統一的な案内看板を市内各所に設置し、観光客の利便性を向上させる。

３．　観光案内板、公衆トイレの整備 トイレ取り壊し、建設。看板設置。

鳳来寺本堂横、乳岩駐車場、門谷石段登り口、湯谷弘法山

公衆トイレ維持管理

一般・（　　　　　会計） 　　商工費　　商工費　　観光費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

案内看板整備

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ トイレ更新数 年間更新数

指標　Ⅱ 看板設置数 年間設置数

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

地元地区からの要望がある箇所について
は、清掃などの維持管理において調整し、
市と共同で管理していく。

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　地元からの要望並びに現状の把握

環境：

財政：地元管理による経費の軽減 施設設置場所及び管理において地元の協力を前
提条件とする。(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 清水　(内線　３３０）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 10,720 6,000 17,088

Ｈ２１予算額 0 14000 0 21900

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 20,088（22,800）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 2 2 100 実施

指標Ⅱ 1 1 2 200 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 3 3

15 A 14 A

説　明

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市内外からの観光に訪れる観光客には必要な施設であるため、必
要な場所への設置や老朽化した施設の更新が強く求められる事
業である。

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

観光を含む交流には、欠かせない施設や設備であり、この
面での充実は、高齢者等への利便性・快適性にも影響す
るものである。

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

地元地区からの要望がある箇所については、清掃な
どの維持管理において調整し、市と共同で管理してい
く。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
内容

・
理由

設置については地元の意見を反映し、
場所内容などを決定し施工した。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

達成度に対する
評価

計画を越え実施できた。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「トイレ基本設計数」を追加する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

トイレ更新数 課把握実績

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

看板設置数 課把握実績

対象・受益者
の概数など

利用者(観光客を含む。）

トイレ取り壊し、建設。看板設置。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 老朽化している公衆トイレを順次更新していくとともに、統一的な案内看板を市内各所に設置し、観光客の利便性を向上させる。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

的確な情報提供・快適に利用できるようにす
るために

施工、管理を行う。

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　観光案内板、公衆トイレの整備２　観光施設を有効に活用します

担当部課名
経済部　観光

課
一次評価者(担当）

　　　櫻本　（内線３３３）

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 1.地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

財産収入

368

7900

職員数計

0.00　（0.00）

観光案内版・公衆トイレ等を

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.市内に多くの人が訪れている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　自然公園施設整備事業



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
70% 73% 75% 80% 企画部じょうほう課

54.8% 60.0% 62.5% 65.0% 担当者・内線番号
榊原　（２３２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
保守委託 保守委託 保守委託

保険料 保険料 保険料

電柱共架賃借料 電柱共架賃借料 電柱共架賃借料

電柱移転費 電柱移転費 電柱移転費

引込工事費 引込工事費 引込工事費

保守部材購入費 保守部材購入費 保守部材購入費

　保守委託　 保守委託 保守委託

（基準）

398,249 千円 137,471 130,389 130,389
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 240,150 千円 80,150 80,000 80,000
一 般 財 源 158,099 千円 57,321 50,389 50,389

○印 市民協働指数

〇

○
○

２－１－２－１－１（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

電柱移転費

保険料 保険料

保守部材購入費 保守部材購入費

電柱共架賃借料

電柱移転費

電柱共架賃借料

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

引込工事費 引込工事費

障害発生時～障害解消時までの時間測定

事

業

費

総　事　業　費

市民アンケート調査

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ 「地域情報化への取組み」の満足度

指標　Ⅰ

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
情報：(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

指標　Ⅱ

電柱共架

財政：
組織：IRU事業者

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

障害発生時の復旧時間

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 伝送路保守部材購入

ネットワーク機器等保守委託

加入者系ドロップケーブル引込工事

①
行政主体

維持管理等において市民の協力が必要

「地域情報化に関する住民意向調査（三河山間地域）」
(平成１７年８月～９月調査実施)
新城市地域情報化計画

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

支障電柱移転工事

活
動
指
標

成
果
指
標

伝送路設備損害賠償保険

指標　Ⅲ

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　地域情報通信基盤整備費

総合計画の施策体系

１．　情報基盤の管理・運営

施　　策　　名 １．利用可能な情報システムの拡大を進めます

指標　Ⅰ

７．「新市まちづくり計画」の実行

光ファイバケーブル引込率

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

２．自立創造

事業名

施 策 の 基 本 方 針

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

平成１９年度で市内全域に整備の光ファイバネットワークやそれを利用したシステム等の維持・管理を行う。

平成１９年度で市内全域に整備の光ファイバ網やシステムの保守を委託する。支障移転
工事や引込工事費を計上しサービスの提供の維持や拡大を図る。

　市内全域に整備した光ファイバネットワークの維持管理、それを活用したまちづくり支援システム、公共施設予約システム、図書館情報シ
ステム、地域介護支援ネットシステム、子育て支援システム等の整備、運用を行い、市民サービスの向上を図ります。

２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである

施策達成度指標の測定方法･時期

３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

年度末の状況

・障害発生時の迅速な連絡、復旧体制の構築
・各システムの連携、システム開発費及び導入時期の調整

保守委託
平成 27 ～ 30 年度

光ファイバ網の維持・管理・システム保守 保守委託
平成 23 ～ 26 年度全　体　計　画

(オ)の理由： 市民ニーズの把握
（市民要望等）

―６―

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 80,150 137,471

Ｈ２１予算額 0 0 0 80,000 130,389

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 140,471（131,289）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 B 12 B

説　明
市が責任を持って実施する事業であるが、指標の設定を
見直す必要がある。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
費用及び工事の発生が第三者要因によるため、可及的速や
かな対応が求められる。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（ ）

達成度に対する
評価

支障移転及び引込工事は光ファイバネットワーク稼動と共に発生しており、今年
度以降も継続して発生するため、Ｈ２１年度も発生の都度行う。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有
支障移転工事完工割合、引込工事完工割合を指標とする。
年度末に把握

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

障害発生時の復旧時間 障害発生時～障害解消時までの時間測定

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

常に光ファイバネットワークにより情報を得ら
れる状態にするために

支障移転及び引込工事申込みが発生した際
に、速やかに工事発注、監理、検査を行う。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 平成１９年度で市内全域に整備の光ファイバネットワークやそれを利用したシステム等の維持・管理を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

全市域全市民を対象

平成１９年度で市内全域に整備の光ファイバ網やシス
テムの保守を委託する。支障移転工事や引込工事費を
計上しサービスの提供の維持や拡大を図る。

50,389

職員数計

0.00　（0.00）

一次評価者(担当）

榊原　（２３２）

財産収入

57,321

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである １．利用可能な情報システムの拡大を進めます

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　情報基盤の管理・運営

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　光ファイバネットワーク維持・管理事業 担当部課名

　　　各課入力項目
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

戦略の方向　【政策】

企画部じょう
ほう課

２．自立創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

―６―



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
70% 73% 75% 80% 企画部じょうほう課

54.8% 60.0% 62.5% 65.0% 担当者・内線番号
榊原　（２３２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
庁内検討会議の設置・検討

素案の策定

地域情報化推進委員会での検討

実施計画の策定

（システム稼動後に把握）

（システム稼動後に把握）

0 千円

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

〇

○
○

利用者満足度アンケートの実施

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

環境：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

システム稼動・システム運用保守・データ更新

システム開発・関連機器
の設置・運用テスト

情報：

Ｐ（情報システム導入・運用計画の策定）
Ｄ（計画に基づくシステム導入・運用）
Ｃ（システム設計・運用の見直し）
Ａ（システムの改善・運用の改善） ②

行政主導

　行政機関相互の連携に加え、ＮＰＯや地域の各
種団体などとの連携も積極的に図りながら、地域
全体の情報化の推進に取り組んでいく必要がある
ため、２１年度に設置予定の行政・地域住民・学識
経験者・民間企業等から組織する委員会で検討を
行う。
あいち電子自治体推進協議会における電子調達
共同システムの利活用の検討。

「地域情報化に関する住民意向調査（三河山間地域）」
(平成１７年８月～９月調査実施)
新城市地域情報化計画

事

業

費

システム利用者満足度

H２０年度　→　H３０年度　

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

人材：　

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 システム稼働・運用状況検討

全　体　計　画

新規　･　継続

平成１９年度に市内全域で整備の光ファイバネットワークの維持管理、それを活用したまちづくり支援システム、公共施設予約システム、図
書館情報システム、地域介護支援ネットシステム、子育て支援システム等の整備、運用を行い、市民サービスの向上を図ります。

平成 27 ～ 30 年度

３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

平成 23 ～ 26 年度

平成１９年度で市内全域に整備の光ファイバネットワークやそれを利用したシステム等の導入・維持・管理を行う。

施策実施上の課題２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである

実施計画の策定・システム開発

素案の策定

指標　Ⅲ

システム保守・データの更新

関連機器の設置・運用テスト

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

システム利用者件数

指標　Ⅱ

・障害発生時の迅速な連絡、復旧体制の構築
・各システムの連携、システム開発費及び導入時期の調整
・システム導入に伴う費用対効果の測定、維持管理費の適正化

一般・（　　　　　会計） 　総務費　総務管理費　電子計算費

事業名

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系

７．「新市まちづくり計画」の実行

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 光ファイバケーブル引込率

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

庁内検討会議の設置・検討

地域情報化推進委員会の設置・検討

(オ)の理由：

財政：
組織：地域情報化推進委員会（22年度～）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

２．　情報基盤を活用した各種システムの構築
平成１９年度で市内全域に整備された光ファイバ網（情報プラットホーム）を活用して、「住民サービ
スの向上」「行政業務の高度化・効率化」「活力ある地域社会の構築」を目指し、アプリケーション
サービスの展開を図る。

施策達成度指標の測定方法･時期

「地域情報化への取組み」の満足度

２．自立創造

施　　策　　名 １．利用可能な情報システムの拡大を進めます

２－１－２－１－２【（１）～（１３）】

年度末の状況

市民アンケート調査

施 策 の 基 本 方 針

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

利用者件数（ログにより把握）

※地域情報化推進委員会（２１年度～）で検討する導入システムを一括統合計上する。
（まちづくり支援システム事業）（公共施設予約システム事業）（統合型地図情報システム（ＧＩＳ）事業）（文書管理・電子決裁・勤務管理システム事業）（勤
務管理システム事業）（マルチペイメントシステム事業）（電子投票システム事業）（高度図書館情報システム事業）（デジタルミュージアムシステム事業）
（防災システム事業）（地域介護支援ネットシステム事業）（健康づくり支援システム事業）（子育て支援システム事業）

※地域情報化推進委員会（２１年度～）で検討する導入システムを一括統合計上する。
（まちづくり支援システム事業）（公共施設予約システム事業）（統合型地図情報システム（ＧＩＳ）事業）（文書管理・電子決裁・勤務管理システム事業）（勤
務管理システム事業）（マルチペイメントシステム事業）（電子投票システム事業）（高度図書館情報システム事業）（デジタルミュージアムシステム事業）
（防災システム事業）（地域介護支援ネットシステム事業）（健康づくり支援システム事業）（子育て支援システム事業）

―６―

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00（0.10） 人 0　（600） 0　（600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ - - - 未

指標Ⅳ - - - 未

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 10 B

説　明

（１）　情報プラットホーム利活用事業
Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．利用可能な情報システムの拡大を進めます １．利用可能な情報システムの拡大を進めます

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　情報基盤を活用した各種システムの構築

評価の対象となる
【事務事業名】

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである

担当部課名
企画部じょう

ほう課

一次評価者(担当）

榊原　（２３２）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0 0

0 0

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 平成１９年度で市内全域に整備の光ファイバネットワークやそれを利用したシステム等の導入・維持・管理を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

小学生以上の市民

平成１９年度で市内全域に整備された光ファイバ網（情報プ
ラットホーム）を活用して、「住民サービスの向上」「行政業務
の高度化・効率化」「活力ある地域社会の構築」を目指し、ア
プリケーションサービスの展開を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

人にやさしいIT技術の恩恵を享受できるよう
にするために

システム検討・導入・運用・改善・研修・PRを行

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

システム利用者件数 利用者件数（ログにより把握）

システム利用者満足度 利用者満足度アンケートの実施

達成度に対する
評価

マルチペイメントシステム・統合型地図情報システム（GIS）など一部のシステムに
ついては、あいち電子自治体推進協議会でシステム構築中である。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。地域情報化推進委員会設置は、ケーブルテレビ利用
者アンケート実施後に、その設置のあり方を検討する。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（情報システム導入・運用計画の策定）
Ｄ（計画に基づくシステム導入・運用）
Ｃ（システム設計・運用の見直し）
Ａ（システムの改善・運用の改善）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

一部のシステム構築中ではあるが、そ
の他のシステム検討が進んでいないた
め。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
光ファイバの有効活用し、人にやさしいIT技術の恩恵を享受できるシステ
ム導入を推進を図れば、導入費用・運用費用の経費が必要であり、また、
市民の情報リテラシーの向上が必要である。

市民ニーズが高く効率的なシステムを模索中で、指標の設
定と評価ができない。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

―６―



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
70% 73% 75% 80% 企画部じょうほう課

54.8% 60.0% 62.5% 65.0% 担当者・内線番号
榊原　（２３２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
公募 公募 公募

契約先決定 契約先決定 契約先決定

サービス提供 サービス提供 サービス提供

光ファイバ追加敷設 光ファイバ追加敷設

96.7% 98%

6,000 千円 3,000 3,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 (0) 200 千円 100 100
一 般 財 源 (0) 5,800 千円 2,900 2,900

○印 市民協働指数

○
○

サービス提供

契約先決定

協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅱ 「地域情報化への取組み」の満足度

指標　Ⅲ

芯線ＩＲＵ契約（賃貸借契約）

未利用開放芯線利用の携帯電話事業者の募集

携帯電話事業者のアンテナ等機器の設置

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 携帯電話の人口カバー率

指標　Ⅱ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 光ファイバケーブル引込率 年度末の状況

平成 23 ～ 26 年度
公募

H２０年度　→　H３０年度　

各携帯電話事業サービス提供エリアマップ（現在96.7%）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　地域情報通信基盤整備費

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

指標　Ⅲ

施　　策　　名 ２．光ファイバネットワークを有効に活用します 施 策 の 基 本 方 針
携帯電話事業者と協力しての携帯電話の不通地域の解消、まちなみ情報センターを利用した市民の情報リテラ
シーの向上など、光ファイバネットワークの有効活用を図ります。

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである

２．自立創造

３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

携帯電話事業者は、サービス提供地域での採算
性により参入し事業を行うので、採算ベースにのる
加入者確保（１事業者１アンテナ鉄塔(５０)→７０人
以上）が必要であるため、行政、携帯電話事業
者、地域住民の利害の一致の協働作業が必要で
ある。

「地域情報化に関する住民意向調査（三河山間地域）」
（平成１７年８月～９月調査実施）
新城市地域情報化計画

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

②
行政主導

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

・携帯電話事業者はサービス提供地域での採算性により参入し事業を行
うため、その地域住民の加入者確保が必要。
・サーバ機器、ネットワーク、パソコン等の定期的な更新又は内容の見直
しが必要。

新規　･　継続

事業名 地理的な制約等に起因する情報格差の１つである携帯電話の不通地域の解消を図る。

１．　携帯電話不通地域の解消
平成１９年度で市内全域に整備された光ファイバ網の未利用芯線を民間携帯電話事業
者に開放して、携帯電話サービスの提供地域の拡大を支援する。

市民アンケート調査

平成 27 ～ 30 年度

７．「新市まちづくり計画」の実行

(オ)の理由：

財政：
組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

環境：

人材：　
情報：

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート ２－１－２－２－１

―６―

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田　　２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00（0.30） 人 0　（1,800） 0　（1,800）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ - 96.70% ー ー 未

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 13 A

説　明

戦略の方向　【政策】

企画部じょう
ほう課

職員数計

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

0

担当部課名

２．自立創造

部長級

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地理的な制約等に起因する情報格差の１つである携帯電話の不通地域の解消を図る。

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

0

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである ２．光ファイバネットワークを有効に活用します

0

0

１．　携帯電話不通地域の解消

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　携帯電話不通地域解消事業

鳳来　塩瀬・一色地区携帯電話通話不感エリア

一次評価者(担当）

榊原　（２３２）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

平成１９年度で市内全域に整備された光ファイバ網の
未利用芯線を民間携帯電話事業者に開放して、携帯
電話サービスの提供地域の拡大を支援する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　対象
（何を・誰を）

携帯電話不感エリアに居住する市民を
対象・受益者
の概数など

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
携帯電話をはじめとする情報格差をなくし、
情報社会の恩恵が受けられるようにするた
め

携帯電話事業者と協力して、解消エリアを縮
小する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

携帯電話の人口カバー率 各携帯電話事業サ－ビス提供エリアマップより

達成度に対する
評価

携帯電話不感エリア（鳳来　塩瀬・一色地区）が解消された。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

1キロメッシュ人口８０人未満１１人以上の携帯電話不感エリ
アの解消地区の判定による見直しを行う

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市光ファイバーネットワークを利用したIRUによる芯線開放に
より、2地区の不感エリアを解消した。

携帯電話は日常生活のみならず、災害時や緊急時の通信手段として必
需品である。効率性や公平性の面から事業者への働きかけを中心に動
いているが、採算面で難しい地域は、｢携帯電話等エリア整備事業補助
金」による整備も検討する

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

―６―



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
70% 73% 75% 80% 企画部じょうほう課

54.8% 60.0% 62.5% 65.0% 担当者・内線番号
榊原　（２３２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
庁内検討会議の設置・検討 庁内検討会議での検討

素案の策定 素案の策定
関係者検討会議の設置・検討 関係者検討会議置での検討

先進地視察（市マイクロバス） 実施計画の策定 システム開発

関連機器の設置・運用テスト

（端末50台スタートパック）

95% 95% 95%

3,760 千円 0 160 3,600
国 庫 支 出 金 0 千円 （庁内ＬＡＮ管理の経常経費は含んでいない）

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 3,760 千円 0 160 3,600

○印 市民協働指数

○

２－１－２－２－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

総　事　業　費

同左

①
行政主体

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

新クライアントシステム導入には有識者による検
討が必要。

「地域情報化に関する住民意向調査（三河山間地域）」
（平成１７年８月～９月調査実施）
新城市地域情報化計画

Ｐ（情報システム導入・運用計画の策定）
Ｄ（計画に基づくシステム導入・運用）
Ｃ（システム設計・運用の見直し）
Ａ（システムの改善・運用の改善）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

組織：庁内電算取扱主任会議
人材：庁内電算取扱主任
情報：(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事

業

費

財
源
内
訳

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

指標　Ⅱ 「地域情報化への取組み」の満足度

全　体　計　画

H　20年度　→　H　30年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅲ

事業名

同左

平成 27 ～ 30 年度

実施計画の策定・システム開発

関連機器の設置・運用テスト

関係者検討会議の設置・検討

素案の策定 現行サーバ機器・240台ＰＣ更新時期（２３年度）

「シンクライアントシステム」稼働(23年度) 「シンクライアントシステム」更新(28年度)

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策実施上の課題

庁内ＬＡＮ機器等情報系サーバ・端末機器等を維持管理する。また、サーバ機器・２４０台端末更新時に現行機
器更新又はデータの一括管理をサーバ側で行う「シンクライアントシステム」環境への移行を検討する。

市民アンケート調査

　総務費　総務管理費　電子計算費

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである

施　　策　　名 ２．光ファイバネットワークを有効に活用します 施 策 の 基 本 方 針
携帯電話事業者と協力しての携帯電話の不通地域の解消、まちなみ情報センターを利用した市民の情報リテラシーの向上
など、光ファイバネットワークの有効活用を図ります。

２．自立創造 ・携帯電話事業者はサービス提供地域での採算性により参入し事業を行うため、そ
の地域住民の加入者確保が必要。
・サーバ機器、ネットワーク、パソコン等の定期的な更新又は内容の見直しが必
要。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 光ファイバケーブル引込率 年度末の状況

システム保守・改良

７．「新市まちづくり計画」の実行 ３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

平成 23 ～ 26 年度
庁内検討会議の設置・検討

情報系機器等を維持管理し、庁内の情報共有化及び情報漏えい防止等セキュリティ対策を図るとともに、事務の効率化を図る。

２．　庁内ＬＡＮの管理・運営

新規　･　継続

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（端末500台・サーバ25台）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

システム稼働・運用状況検討

システム保守・データの更新

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

庁内アンケートの実施（毎年9月に実施、現在の満足度90%）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

庁内ＬＡＮ利用者満足度

(オ)の理由：

財政：

―６―

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田・２３１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）
（庁内ＬＡＮ管理の経常経費は含んでいない） 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 160

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,000　（1,060）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ ー 95% ー ー 未

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 B 12 B

説　明
行政運営に欠かせないシステムであり、支障なく稼動して
いることが絶対条件である。ただし、業者委託料は節減努
力を要する。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
支障なく稼動している。
早期の障害復旧対応ができている。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（情報システム導入・運用計画の策定）
Ｄ（計画に基づくシステム導入・運用）
Ｃ（システム設計・運用の見直し）
Ａ（システムの改善・運用の改善）

達成度に対する
評価

測定は未実施であるが、スムーズな運用をしている。障害発生時には、速やか
な復旧を実施している。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。研修会開催回数、先進地視察回数を加える。

庁内アンケートによる

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

庁内ＬＡＮ利用満足度

対象・受益者
の概数など

市職員500人程度
庁内ＬＡＮ機器等情報系サーバ・端末機器等を維持管
理する。また、サーバ機器・２４０台端末更新時に現行
機器更新又はデータの一括管理をサーバ側で行う「シ
ンクライアントシステム」環境への移行を検討する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

より使いやすくし、業務効率の向上を目指す
ため

全く新しい形式（シンクライアント等）も考慮に
いれ更新を行う。

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 情報系機器等を維持管理し、庁内の情報共有化及び情報漏えい防止等セキュリティ対策を図るとともに、事務の効率化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

平成22年9月に合併後5年によりリース期間
満了を迎えるシステムを

財産収入

0

160

２．　庁内ＬＡＮの管理・運営

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　庁内ＬＡＮ管理・運営事業 担当部課名
企画部じょう

ほう課

一次評価者(担当）

榊原　（２３２）

　　　各課入力項目
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

２．自立創造

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである ２．光ファイバネットワークを有効に活用します

戦略の方向　【政策】 １．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

―６―



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
70% 73% 75% 80% 企画部じょうほう課

54.8% 60.0% 62.5% 65.0% 担当者・内線番号
榊原　（２３５）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
庁内検討会議の設置・検討

素案の策定
関係者検討会議の設置・検討 関係者検討会議での検討 機器・ネットワーク更新

指定管理者等との協議 実施計画の策定・システム開発 システム稼動(22年度)

関連機器の設置・運用テスト

指定管理者等との協議

7,514人 7,590人 7,665人

85% 90% 95%

100% 100% 100%

50,000 千円 0 0 50,000
国 庫 支 出 金 0 千円 （指定管理委託料は別途）
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 50,000 千円 0 0 50,000

○印 市民協働指数

○

指定管理者・地域ＩＴリーダーとの協議

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

人材：　
情報：
環境：

「地域情報化に関する住民意向調査（三河山間地域）」
（平成１７年８月～９月調査実施）
新城市地域情報化計画

　Ｐ（事業内容の検討段階で、指定管理者
及び地域ＩＴリーダーとの協議検討を行う）

　Ｃ（市民モニターにより評価を実施）

(オ)の理由：

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期システム保守・データの更新

0 50,000

指標　Ⅱ 「地域情報化への取組み」の満足度

実施計画の策定・システム開発

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

関連機器の設置・運用テスト

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 光ファイバケーブル引込率 年度末の状況

システム稼働・運用状況検討

機器・ネットワーク更新(2７年度)

受講者満足度アンケートの実施（パソコン塾終了時に実施）  現在99%

指標　Ⅱ

利用者数（無料＋有料）

施設利用者満足度アンケートの実施（毎年９月実施）　　現在80%

指標　Ⅰ 利用者数（申請書利用者数の集計により把握）　　現在7,440人

市民パソコン塾受講者満足度

施設利用者満足度

②
行政主導

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

同左

　総務費　総務管理費　電子計算費

50,000

財政：
組織：地域情報化推進委員会（22年度～）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである

施　　策　　名 施 策 の 基 本 方 針
携帯電話事業者と協力しての携帯電話の不通地域の解消、まちなみ情報センターを利用した市民の情報リテラシーの向上
など、光ファイバネットワークの有効活用を図ります。

２．自立創造 ・携帯電話事業者はサービス提供地域での採算性により参入し事業を行うため、そ
の地域住民の加入者確保が必要。
・サーバ機器、ネットワーク、パソコン等の定期的な更新又は内容の見直しが必
要。

２．光ファイバネットワークを有効に活用します

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

事業名

全　体　計　画

新規　･　継続

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

H　20年度　→　H　30年度　 一般・（　　　　　会計）

素案の策定

指標　Ⅲ

施策実施上の課題

指標　Ⅲ

７．「新市まちづくり計画」の実行 ３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

市民アンケート調査

関係者検討会議の設置・検討

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

平成 27 ～ 30 年度
庁内検討会議の設置・検討

地域情報化を推進し、市民生活及び文化教養の向上を図るとともに、新城まちなみ情報センターを中心に駅前中心市街地の活性化
を図る。

３．　まちなみ情報センターの管理・活用
公募による指定管理者制度を利用して、民間の手法を取り入れた管理運営となっている。また、地域ＩＴリーダー
講師による「市民パソコン塾」を毎月開催し、受講者に好評を得ている。１階：パソコン体験コーナー、２階：パソ
コン研修室、３階：デジタル工房・会議室。

0

システム保守・改良

平成 23 ～ 26 年度

施策達成度指標の測定方法･時期

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－１－２－２－３

―６―

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 原田（２３１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

（指定管理委託料は別途） 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.05） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（600） 600　（600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ー 7,514 9,254 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 80% 85% 90% 100 実施

指標Ⅳ 99% 100% 100% 100 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 2

(２) 有　効　性 3 1

(３) 効　率　性 3 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 10 D

説　明

２．自立創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
戦略の方向　【政策】

企画部じょう
ほう課

一次評価者(担当）

榊原　（２３５）

財産収入

職員数計

　　　各課入力項目

１．地域の魅力を発信する「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　まちなみ情報センターの管理・活用

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．光ファイバネットワークを活用した情報の受発信が盛んである ２．光ファイバネットワークを有効に活用します

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　まちなみ情報センターの管理・活用事業 担当部課名

0

0

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域情報化を推進し、市民生活及び文化教養の向上を図るとともに、新城まちなみ情報センターを中心に駅前中心市街地の活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

市内在住・在勤者を対象に毎月１回（１講座定員１
２名）公募による指定管理者制度を利用して、民間の手法を取り入れた

管理運営となっている。また、地域ＩＴリーダー講師による「市民パ
ソコン塾」を毎月開催し、受講者に好評を得ている。１階：パソコン
体験コーナー、２階：パソコン研修室、３階：デジタル工房・会議
室。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

情報化の推進と文化教養の推進をするため
に

市民・市内在勤者を対象とした市民パソコン
塾を毎月行う。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

利用者数（無料＋有料） 申請書利用者数の集計により

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

利用者満足度 毎年9月に行うアンケートにより

市民パソコン塾受講者満足度
受講終了時に行った受講者アンケートによ
り

達成度に対する
評価

平成２１年度も引き続き、同様の講座を開講する。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有り。指定管理によりパソコン塾開催回数と受講者数、受講
者満足度を指標とする。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

　Ｐ（事業内容の検討段階で、指定管理者及び地域ＩＴリーダーと
の協議検討を行う）

　Ｃ（市民モニターにより評価を実施）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

毎月市民パソコン塾を開講し、定員に
近い受講者を得た

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
ITリーダー及び指定管理者との共同での事務遂行が必要。
また、今後の機器更新についてもＨ２１年度に検討。

指標に全館の利用者数と満足度調査の結果を加える必要
がある。まちなみ情報センターの今後のあり方についても
検討を要する。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

―６―



事業番号

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
1,121ha 累計3,600ha 経済部　森林政策課

累計2,953m 累計3,732m 担当者・内線番号
松井　内線鳳来312

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優 先 度 Ａ１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度

交付対象森林7,296ha 交付対象森林7,400ha 交付対象森林7,400ha

200箇所 250箇所 250箇所
10路線 10路線 10路線

110,781 千円 36,581 37,100 37,100
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 83,009 千円 27,409 27,800 27,800
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 0 千円 0 0 0
一 般 財 源 27,772 千円 9,172 9,300 9,300

○印 市民協働指数

○

○

(ｵ) の理由

Ｐ（森林所有者の要望による事業実施）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

①

行政主体
市民ニーズの把握

（市民要望等）

環境：

(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案

人材：
(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(ｵ) 新規に追加実施するための立案

事

業

費

財
源
内
訳

組織：
(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案

総　事　業　費

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期
活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 境界の明確化 実績報告書（年度末）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

歩道の整備等 実績報告書（年度末）

全　　　体　　　計　　　画 平成 ２３ ～ ２６ 年度 平成 ２７ ～ ３０ 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

H19～H23までの時限措置　対象森林面積7,400ha実施 （平成２３年度のみ）
・施業実施区域の明確化,歩道の整備等 交付対象森林7,400ha 平成２４年度以降未定

新規　･　継続 H　１９年度　→　H　２３年度　 一般・（　　　　　会計） 　農林水産費　　林業費　　林業振興費

事　　　　　業　　　　　名 対象森林面積7,400haについて、境界の明確化・歩道整備等の地域活動を支援する。

１．　森林整備に関する地域活動への支援
森林の公益的機能が十分に発揮されるよう適切な森林整備の推進を図るため、施業実施
区域の明確化などの森林整備における地域活動を支援する。

２－２－１－１－１－１

・計画区域は市内全域の広大な施業区域となるため、計画
　的に効率的で効果的な事業を行う必要がある。
・森林の有する多面的機能が発揮されるためには、適切な間
　伐等、健全な森林の育成を図ることが必要である。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分  7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系

施　　　策　　　名  １　森林の保全・整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

 2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

指標　Ⅰ 間伐実施面積 各目標年度末の実績間伐面積(20～22)

作業路新設延長

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

実績報告書（年度末提出）

指標　Ⅲ

　森林の保全・整備につながる除間伐等を進めるため、森林組合等への施業の集約化や林家担い手への情報
提供・技術指導、小径木の利活用、ボランティア等による森づくりなどを進めます。

指標　Ⅱ

市と森林組合等が連携し、森林所有者の協力を仰
ぎながら施業を図る上で不可欠な施業界の明確化
等の森林整備における地域活動支援を行う。

平成２４年度以降未定

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宜

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 27,409 0 36,581

Ｈ２１予算額 0 27,800 0 37,100

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.20　（0.20） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.40（0.40） 人 2,400　（2,400） 38,981　（39,500）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 280箇所 200箇所 290箇所 145% 実施

指標Ⅱ 9路線 10路線 8路線 80% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　対象
（何を・誰を）

財産収入

対象森林面積7,400haについて、境界の明確化・歩道整備等の地域活動を支援する。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

事務事業の概要

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

Ⅱ
　
事
業
意
図

達成度に対する
評価

境界の明確化は、間伐を実施するために必要であり、地道ではあるが毎年進ん
できている。

基本事業の目的

森林の公益的機能が十分に発揮されるよう適切な森林整備
の推進を図るため、施業実施区域の明確化などの森林整備
における地域活動を支援する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

境界の明確化

歩道の整備等

Ｈ２０決算額
（千円）

 2.自立創造 戦略の方向　【政策】

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

0.00　（0.00）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　森林整備地域活動支援事業

9,300

9,172

部長級

 １　森林の保全・整備を進めます

一次評価者(担当）

松井　内線鳳来312

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

　　　各課入力項目

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

１．　森林整備に関する地域活動への支援 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

担当部課名
経済部　森林

政策課

一般財源

適正に管理された森林の実現に向けた
支援が行われるようにするために

森林施業計画樹立者に森林整備地域活動支
援事業交付金を交付する。

職員数計

森林　を

把握方法・計算式

実績箇所数／目標箇所数

実績路線数／目標路線数

（評価の対象となる事務事業の概要） 森林施業計画樹立者

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

対象・受益者
の概数など

市民協働指数
(20年度目標）

①

行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（森林所有者の要望による事業実施）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

間伐実施面積については、市全体の面積で把握する。

 １．達成
 ②．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ４．未達成

内容
・

理由

地元との調整・協働が不可欠なため、おお
むね達成できたと考えている。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
事業の特性から、受益者は森林所有者に限られるが、森林
の保全には継続的に取り組む必要がある。

総 合 評 価　[点]

市が関与する必要性が高い

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

 この事業は、森林整備を進める上で、必要不可欠なもの
であり、目標達成に向け有効な手段する。

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り



事業番号

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
1,121ha 累計3,600ha 経済部　森林政策課

累計2,953m 累計3,732m 担当者・内線番号
松井　内線鳳来312

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優 先 度 Ａ１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度

1,200ha 1,200ha 1,200ha

0ha 378ha 378ha
1,200ha 1,200ha 1,200ha

43,848 千円 0 21,924 21,924
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 43,848 千円 0 21,924 21,924
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 0 千円 0 0 0
一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○

○

(ｵ) の理由

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

県、市、事業体が連携し、森林所有者に働きかけ
を行い、間伐の推進を図る。

Ｐ（森林所有者の要望による事業実施）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

人材：
情報：

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 協働の内容　（主体別活動内容）

①

行政主体
(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案

(ｵ) 新規に追加実施するための立案

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案 組織：

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ とりまとめ面積 とりまとめ面積（年度末）

指標　Ⅱ 間伐実施面積 間伐実施面積（年度末）

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　間伐目標面積 　　事業は継続　（目標面積は未確定） 　　事業は継続予定　（目標面積は未確定）

　農林水産費　　林業費　　林業振興費

全　　　体　　　計　　　画 平成 ２３ ～ ２６ 年度 平成 ２７ ～ ３０ 年度

２．　間伐の推進 あいち森と緑づくり税を有効活用することで間伐の推進を図る。

新規　･　継続 H　１７年度　→　H　２２年度　 一般・（　　　　　会計）

事　　　　　業　　　　　名 森林の有する公益的機能を発揮させるため、健全な森林の育成を図る。

指標　Ⅲ

 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

指標　Ⅱ 作業路新設延長 実績報告書（年度末提出）

各目標年度末の実績間伐面積(20～22)

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 間伐実施面積

２－２－１－１－２

・計画区域は市内全域の広大な施業区域となるため、計画
　的に効率的で効果的な事業を行う必要がある。
・森林の有する多面的機能が発揮されるためには、適切な間
　伐等、健全な森林の育成を図ることが必要である。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分  7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

 2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　　策　　　名  １　森林の保全・整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　森林の保全・整備につながる除間伐等を進めるため、森林組合等への施業の集約化や林家担い手への情報
提供・技術指導、小径木の利活用、ボランティア等による森づくりなどを進めます。
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 21,924 0 21,924

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.40　（0.40） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.60（0.60） 人 3,600　（3,600） 3,600　（25,524）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0ha 0ha 0ha 0.0% 未

指標Ⅱ 1,131.1ha 1,200ha 1,114.1ha 92.8% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

Ⅱ
　
事
業
意
図

　　　各課入力項目

 2.自立創造 戦略の方向　【政策】

把握方法・計算式

実績面積／目標面積

　指　標　名　（当初設定指標）

達成度に対する
評価

平成２１年度から事業実施

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

①

行政主体

Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

基本事業の目的

とりまとめ面積

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

間伐実施面積

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

部長級

0.00　（0.00）

0

0

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

２．　間伐の推進 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 １　森林の保全・整備を進めます

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

（１）　あいち森と緑づくり森林整備事業 担当部課名
経済部　森林

政策課

一次評価者(担当）

松井　内線鳳来312

一般財源

適正に管理し、公益的機能の発揮と健
全な育成のために

森林組合と一体となって事業地の取りまとめを
行う。

職員数計

森林　を
対象・受益者
の概数など

森林の有する公益的機能を発揮させるため、健全な森林の育成を図る。

財産収入

森林所有者　16,000人

あいち森と緑づくり税を有効活用することで間伐の推進を図
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

　対象
（何を・誰を）

実績面積／目標面積

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

間伐実施面積については、市全体の面積で把握する。

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（森林所有者の要望による事業実施）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

 １．達成
 ２．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ④．未達成

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

内容
・

理由

平成２１年度から事業実施
森林所有者との協働が不可欠である。

市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
平成２１年度から事業着手となる。森林の有する公益的機能を十
分発揮させるため、間伐は継続的に実施していく必要がある。

事業の見直し度は低い総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　事業の趣旨から事業対象巾としての制約もあるが、平成
２１年度からの事業であるため、現段階での評価とする。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
1,121ha 累計3,600ha 経済部　森林政策課

累計2,953m 累計3,732m 担当者・内線番号
松井　内線鳳来312

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優 先 度 Ａ１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度
　第六期水源林対策事業基本計画 ・除間伐の実施 ・除間伐の実施 ・除間伐の実施

　（H18～H22）に基づく事業の実施 ・造林、下刈り、枝払 ・造林、下刈り、枝払 ・造林、下刈り、枝払

　いの実施 　いの実施 　いの実施

・除間伐等の実施 ・作業路の新設 ・作業路の新設 ・作業路の新設

・造林、下刈り、枝払いの実施

・作業路の新設 第七期水源林対策

　事業計画策定

　　　　　　235ha 　　　　　　235ha 　　　　　　235ha
　　　　 1,250m 　　　　　1,250m 　　　　　1,250m

127,955 千円 42,700 42,415 42,840
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 119,380 千円 39,550 40,280 39,550
一 般 財 源 8,575 千円 3,150 2,135 3,290

○印 市民協働指数

○

○

(ｵ) の理由

市及び森林組合が一体となって豊川水系の森林
整備を行い、森林の多面的機能を高めるとともに
林業の振興を図る。

(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(ｵ) 新規に追加実施するための立案

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

①

行政主体
市民ニーズの把握

（市民要望等）

環境：

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 除間伐等面積 実績報告書（年度末提出）

指標　Ⅱ 作業路新設延長 実績報告書（年度末提出）

指標　Ⅲ

全　　　体　　　計　　　画 平成 ２３ ～ ２６ 年度 平成 ２７ ～ ３０ 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

第七期水源林対策事業計画期間 第七期水源林対策事業計画期間

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

第八期水源林対策事業計画期間

新規　･　継続 平成１８年度　→　平成２２年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　林業費　林業振興費

事　　　　　業　　　　　名 森林の適切な管理により、水源かん養機能の向上を図る。

３．　水源林の整備
　豊川水系の水資源の安定確保を図るため、本市の水源かん養林保全のための森林整
備を行い、もって森林の多面的な機能の発揮と林業の振興を図る。

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 間伐実施面積

　森林の保全・整備につながる除間伐等を進めるため、森林組合等への施業の集約化や林家担い手への情報
提供・技術指導、小径木の利活用、ボランティア等による森づくりなどを進めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

２－２－１－１－３

・計画区域は市内全域の広大な施業区域となるため、計画
　的に効率的で効果的な事業を行う必要がある。
・森林の有する多面的機能が発揮されるためには、適切な間
　伐等、健全な森林の育成を図ることが必要である。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分  7.「新市まちづくり計画」の実行 1.自然環境の保全と共生のまちづくり

 2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

各目標年度末の実績間伐面積(20～22)

指標　Ⅱ 作業路新設延長 実績報告書（年度末提出）

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

Ｐ（作業路の新設において、経路計画作成
段階で森林所有者と検討を行う）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

施　　　策　　　名  １　森林の保全・整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 39,550 42,700

Ｈ２１予算額 0 0 0 40,280 42415

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1,200　（1,200） 43,900　（43,615）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 257.72ha 235.0ha 269.38ha 115% 実施

指標Ⅱ 1,487.6m 1,250.0m 1,179.2m 94% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ⅱ
　
事
業
意
図

　　　各課入力項目

 2.自立創造

 １　森林の保全・整備を進めます

基本事業の目的

（１）　水源林対策事業 担当部課名
経済部　森林

政策課

戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

　対象
（何を・誰を）

３．　水源林の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

おおむね目標値は達成されている。

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

一次評価者(担当）

 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

松井　内線鳳来312

Ｈ２０決算額
（千円）

部長級

0.00　（0.00）

財産収入

3,150

2135

一般財源

職員数計

　豊川水系の水資源の安定確保を図るため、本市の水源か
ん養林保全のための森林整備を行い、もって森林の多面的
な機能の発揮と林業の振興を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

森林の適切な管理により、水源かん養機能の向上を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 森林所有者　16,000人水源林　を
対象・受益者
の概数など

把握方法・計算式

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

適正に管理し、水源林の持つ多面的な機能
の発揮と林業を振興させるために

新城森林組合に水源林対策事業補助金、水
源林保全流域協働事業補助金を交付します。

内容
・

理由

実績面積／目標面積

間伐実施面積については、市全体の面積で把握する。

 １．達成
 ②．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ４．未達成

森林所有者との協働が必要である。
市民協働指数
(20年度目標）

①

行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（作業路の新設において、経路計画作成段階で森林所有者と検討を行う）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

除間伐等実施面積

作業路新設延長

事業の見直し度は低い

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

実績延長／目標延長

　第６期水源林対策事業計画に基づき計画的に整備が進
められており、森林の有する公益的機能向上への寄与度
が高い。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
事業の特性から、受益者は森林所有者に限られるが、間伐
は継続的に実施していく必要がある。

総 合 評 価　[点]

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号 再掲

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
1,121ha 累計3,600ha 経済部　森林政策課

累計2,953m 累計3,732m 担当者・内線番号
長谷川　内線鳳来313

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優 先 度 A1・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度

累計5,000人 累計10,000人 累計15,000人
100% 100% 100%

累計1件 累計1件 累計2件
4,578 千円 1,507 1,521 1,550

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 4,578 千円 1,507 1,521 1,550

○印 市民協働指数

○

○

(ｵ) の理由

地域再生計画のための基本方針である「市民参加
の森づくり」やその他の活動（新規のもの）との連携

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

情報：
②

行政主導

指標　Ⅲ NPO・関係団体等との連携状況の件数

総　事　業　費

NPO等との連携状況

財
源
内
訳

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 1.自然環境の保全と共生のまちづくり

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

・計画区域は市内全域の広大な施業区域となるため、計画
　的に効率的で効果的な事業を行う必要がある。
・森林の有する多面的機能が発揮されるためには、適切な間
　伐等、健全な森林の育成を図ることが必要である。

2.自立創造
総合計画の施策体系

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

7.「新市まちづくり計画」の実行

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

施　　　策　　　名 １　森林の保全・整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
森林の保全・整備につながる除間伐等を進めるため、森林組合等への施業の集約化や林家担い手への情報提
供・技術指導、小径木の利活用、ボランティア等による森づくりなどを進めます。

指標　Ⅱ 参加者の満足度・理解度 参加者アンケートの実施（開催毎に実施）

指標　Ⅰ

施策達成度指標の測定方法･時期

農林水産業費　林業費　林業振興費

参加者数（実施毎の集計を基に把握）

森林体験学習を実施・推進することにより、「森づくり」と「人づくり」を行う。

地域再生計画「森林総合産業の創出」の一環として、森林を対象とした体験学習を開催す
る。

平成 ２３ ～ ２６ 年度

各目標年度末の実績間伐面積(20～22)

全　　　体　　　計　　　画 平成 ２７ ～ ３０ 年度

作業路新設延長 実績報告書（年度末提出）

一般・（　　　　　会計）H１７年度　→　H　　　年度　

事　　　　　業　　　　　名

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民参加の森づくり参加者数

平成２３年度末で地域再生計画が終了した後
も事業を推進していく。

　森林作業体験を通じ、森林への理解と市
民の手による森づくりを進め、森林整備を図
る。

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

平成２３年度末で地域再生計画が
終了した後も事業を推進していく。

活
動
指
標

成
果
指
標

(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(ｵ) 新規に追加実施するための立案

(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案

財政：

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

Ｐ（ＮＰＯ法人と協働し、森林体験学習の計画）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（参加者からアンケートを取り満足度の検証）
Ａ（参加者のニーズにあった森林体験学習の見
直し）

人材：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

事

業

費

協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅰ 間伐実施面積

新規　･　継続

４．　市民参加の森づくりの推進【再掲】

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

２－２－１－１－４（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,507

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,521

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費
Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.60　（0.00） 0.60　（1.20） 0.00　（0.00） 1.20 （1.20） 人 7,200　（7,200） 8,707　（8,721）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 累計1件 累計1件 累計1件 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 146人 345人 239人 69% 実施

指標Ⅳ 100% 100% 100% 100% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

経済部　森林
政策課

一次評価者(担当）

長谷川　内線鳳来313

2.自立創造

部長級

0.00　（0.00）

1,507

１　森林の保全・整備を進めます

1521

戦略の方向　【政策】

担当部課名

Ⅱ
　
事
業
意
図

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

評価の対象となる
【事務事業名】

（評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

一般市民　を

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

（１）　市民参加の森づくり推進事業

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

４．　市民参加の森づくりの推進【再掲】

　　　各課入力項目

基本事業の目的 森林体験学習を実施・推進することにより、「森づくり」と「人づくり」を行う。

地域再生計画「森林総合産業の創出」の一環として、森林を
対象とした体験学習を開催する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

達成度に対する
評価

職員数計

対象・受益者
の概数など

一般市民（技能習得希望者）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

自然に触れることで、「森づくり」、「人づくり」
を図るために

体験学習等を開催できるようＮＰＯと連携をと
る。

事務事業の概要

市民の参加者数も増えつつあり、今後も継続的に実施していく必要がある。

実績参加者数／目標参加者数

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

NPO等との連携状況

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民参加の森づくり参加者の人数として把握する。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

市民参加の森づくり参加者数

参加者の満足度・理解度 参加者アンケート

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

受益者が広く公平であり、負担も適正

市民との協働を通して「森づくり」、「人
づくり」をしていく。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

 １．達成
 ②．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ４．未達成

内容
・

理由

受益者が広く公平であり、負担も適正

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（ＮＰＯ法人と協働し、森林体験学習の計画）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（参加者からアンケートを取り満足度の検証）
Ａ（参加者のニーズにあった森林体験学習の見直し）

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
・H17年度から継続し取り組んでおり、総合計画の最重点ＰＪに係
る事業である。進捗管理を含めたマネジメントサイクルの確立が必
要。

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

市が関与する必要性が高い

　ＮＰＯ等との連携もとれ、推進体制が構築され、「森づく
り」、「人づくり」に繋がる取り組みがされている。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

市が関与する必要性が高い



事業番号

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

8.「地域再生計画」と「環境首都活動」の継承 1.森林総合産業の創出

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
0人 1人 6人 10人 各目標年度末の従事者数 経済部　森林政策課

累計3,000人 累計15,000人 参加者数（実施毎の集計を基に把握） 担当者・内線番号
29,000㎥ 30,000㎥ 31,000㎥ 32,000㎥ 長谷川　内線鳳来313

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 　　計　　　画 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度
　3年目となり、継続して 　4年目となり、継続して 　5年目となり、継続して

5名の人材育成を図る。 5名の人材育成を図る。 5名の人材育成を図る。

0日 27日 27日
240日/人、年 240日/人、年 240日/人、年

42,082 千円 13,726 14,178 14,178
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 0 千円 0 0 0
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 42,021 千円 13,675 14,173 14,173
一 般 財 源 61 千円 51 5 5

事
業

○印 市民協働指数 （主体別活動内容）

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案 ○ 組織：
(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 ○ 情報：
(ｵ) 新規に追加実施するための立案 環境：
(ｵ) の理由

事

業

費

財
源
内
訳

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

①

行政主体

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

市民ニーズの把握
（市民要望等）

Ｐ（　　）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

水源林の保全のための間伐作業に従事できる人
材育成を図る。

総　事　業　費

年間就労日数（各年度末）

　農林水産費　　林業費　　林業振興費一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

研修受講日数（研修開催年度の年度末）

H18～H22　5名の水源林の保全のための間伐作業

に従事できる人材育成を図る。

　5ヵ年の連続プログラムとなっている。

・オペレーターの育成

市民参加の森づくり参加者数
市場取扱量

指標　Ⅱ

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ

活
動
指
標

成
果
指
標

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

人材育成プログラム研修

年間従事日数

指標　Ⅰ

施　　　策　　　名 ２　林業生産活動を応援します 施策の基本方針

新規林業従事者
　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２－２－１－２－１

2.自立創造

施策実施上の課題

・林業従事者の労働条件の向上を図る必要がある。
・この地域に合う森林総合産業の提案を早急に出す必要がある。
・林業施業の団地化を図るため関係者の理解が必要である。
・木材の安定供給を図ることが必要である。

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート
施業の集約化や機械化･基盤整備による生産コストの削減、住宅分野のニーズに対応した製品の開発と地元材のＰＲ、後継者育成に
向けた研修への参加支援・情報提供、森林総合産業の創出に向けた検討など、林業生産活動を応援するための取り組みを進めま

す。

マニフェストの区分

総合計画の施策体系

施策達成度指標の測定方法･時期

事　　　　　業　　　　　名

１．　林業従事者の育成
　(財)豊川水源基金の水源林保全流域協働事業の助成金を受け、5名の林業従事者の育
成を図る。

森林整備・林業を担う後継者の育成を図る。

H　１８年度　→　H　２２年度　新規　･　継続

平成 ２７ ～ ３０ 年度平成 ２３ ～ ２６ 年度

指標　Ⅲ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 担当部課名 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 13,675 13,726

Ｈ２１予算額 0 0 0 14,172 14,177

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.10　（0.０0） 0.10　（0.20） 0.00　（0.00） 0.20　（0.20） 人 1,200　(1,200） 14,926　（15,377）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 5名 5名 5名 100% 実施 実績報告書

指標Ⅱ 240日/人、年 240日/人、年 240日/人、年 100% 実施 実績報告書

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

市民協働指数
(20年度目標）

①

行政主体

新規参入の林業従事者　を

「対象をどういう状態にしたいのか」

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把

握・計算方法）

　指　標　名　（当初設定指標）

育成人数

達成度に対する
評価

基礎技術を習得し、自立した業務が行える
ようになるまで誘導するために

　意図
（どのような状態に
するために）

内容
・

理由

５年間の育成プログラムに基づき進行
しているので、現段階では育成途中で
あるため。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

 １．達成
 ２．ほぼ達成
 ③．一部達成
 ４．未達成

平成２２年度は最終年度になるため、その段階で育成人数の見直
しを図る。また、就業者数の把握も平成２２年度末とする。

市が関与する必要性が高い

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　）
Ｄ（　　）
Ｃ（　　）
Ａ（　　）

平成１８年度から始まったこの事業は、５ヵ年の事業で育成プログラムに従って
順次遅滞なく進められている。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

年間従事日数

（評価の対象となる事務事業の概要）

　(財)豊川水源基金の水源林保全流域協働事業の助
成金を受け、5名の林業従事者の育成を図る。

森林整備・林業を担う後継者の育成を図る。

新規林業従事者

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

事業の受け皿が新城森林組合であるので、豊川水
源基金からの助成金を森林組合へ交付する。

対象・受益者
の概数など

　対象
（何を・誰を）

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的

事務事業の概要

Ⅰ
　
基
本
情
報

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　人材育成事業

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている
目標が達成された姿

【最終成果目標】

部長級

施策達成の主な事業
　【基本事業名】

一般財源

0.00　（0.00）

経済部　森林
政策課

一次評価者(担当）

長谷川　内線鳳来313

51

5

財産収入

職員数計

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

１．　林業従事者の育成２　林業生産活動を応援します

　　　各課入力項目

評価の視点

事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

把握方法・計算式

市が関与する必要性は普通

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

説　明

Ⅳ
　
評
　
価

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直しは必須事項

有効性における効果的な人材育成の面で、研修プログラムの経
過、育成人員の拡充等の可能性も考えられるが、事業中途でも
あることから、現状での評価とする。

森林の有する公益的機能を発揮させるために林業従事者の確
保、育成は急務であるため、継続して実施していく必要がある。

総 合 評 価　[点]

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
0人 1人 6人 10人 経済部　森林政策課

累計3,000人 累計15,000人 担当者・内線番号
29,000㎥ 30,000㎥ 31,000㎥ 32,000㎥ 長谷川　内線鳳来313

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度

80人 80人 80人

431 千円 133 149 149
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 431 千円 133 149 149

○印 市民協働指数

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案 ○
(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案 ○
(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 ○
(ｵ) 新規に追加実施するための立案

(ｵ) の理由

企画立案・運営は行政の手で行うが、参加者への
アンケート結果を今後の企画に反映させる。

組織：
人材：
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域審議会答申書の具体化

財政：
Ｐ（内部検討会議で企画を行う）
Ｄ（広報活動を行い周知を図る）
Ｃ（参加者へのアンケートを実施）
Ａ（アンケート結果による企画の見直し）

②

行政主導

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 森林学習会参加者数

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　森林資源の利活用
にかかわる技術と仕
組みの調査・研究。

　森林資源の利活用にかかわる技
術と仕組みの調査・研究。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　森林資源の利活用に係る技術と仕組みの
調査・研究による事業化を検討する。

　森林資源の利活用
にかかわる技術と仕
組みの調査・研究。

　森林資源の利活用
にかかわる技術と仕
組みの調査・研究。

　森林資源の利活用にかかわる技術と仕組み
の調査・研究。

新規　･　継続 H１７年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 　農林水産費　　林業費　　林業振興費

全　　　体　　　計　　　画 平成 ２３ ～ ２６ 年度 平成 ２７ ～ ３０ 年度

指標　Ⅲ 市場取扱量

事　　　　　業　　　　　名
基本となる林業や製材業をベースにしながら、公共財としての森林の環境面に配慮した新産業による地域経済の活性化と新規雇用の
創出を図る。

２．　森林資源の調査・研究 森林資源の利活用に係る調査・研究を行い、事業化の検討を行う。

指標　Ⅰ 新規林業従事者 各目標年度末の従事者数

指標　Ⅱ 市民参加の森づくり参加者数 参加者数（実施毎の集計を基に把握）

1.森林総合産業の創出

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 8.「地域再生計画」と「環境首都活動」の継承

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　　策　　　名 ２　林業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
施業の集約化や機械化･基盤整備による生産コストの削減、住宅分野のニーズに対応した製品の開発と地元材のＰＲ、後継者育成に
向けた研修への参加支援・情報提供、森林総合産業の創出に向けた検討など、林業生産活動を応援するための取り組みを進めま
す。

・林業従事者の労働条件の向上を図る必要がある。
・この地域に合う森林総合産業の提案を早急に出す必要がある。
・林業施業の団地化を図るため関係者の理解が必要である。
・木材の安定供給を図ることが必要である。

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている 施策実施上の課題

２－２－１－２－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 133

Ｈ２１予算額 0 0 0 149

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.20　（0.00） 0.20　（0.40） 0.00　（0.00） 0.40 （0.40） 人 2,400　（2,400） 2,533　（2,549）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ － 80人 70人 87.5% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

12 A 12 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

市が関与する必要性が高い

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

森林学習会参加者数

達成度に対する
評価

会場の大きさにより回ごとの参加人数には限りがある。集客につながるような広
報の仕方を考え、開催の在り方についても検討する必要がある。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

２．　森林資源の調査・研究

　　　各課入力項目

対象・受益者
の概数など

市民

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　森林資源調査・研究事業

財産収入

２　林業生産活動を応援します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

0.00　（0.00）

担当部課名
経済部　森林

政策課

一次評価者(担当）

長谷川　内線鳳来313

149

133

職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 基本となる林業や製材業をベースにしながら、公共財としての森林の環境面に配慮した新産業による地域経済の活性化と新規雇用の創出を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

森林資源　を

森林資源の調査・研究と森林学習会の開催す

実績人数／目標人数

森林資源の利活用に係る調査・研究を行い、事業化の検討
を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

有効に利活用し、循環型社会を目指すため
に

把握方法・計算式

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

会場の変更を検討する場合は、指標の見直しをする必要が
ある。

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（内部検討会議で企画を行う）
Ｄ（広報活動を行い周知を図る）
Ｃ（参加者へのアンケートを実施）
Ａ（アンケート結果による企画の見直し）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

 １．達成
 ②．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ４．未達成

内容
・

理由

参加者数では、ほぼ達成されている。
より集客可能な学習会の内容を企画す
る必要がある。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市としての方向性も模索中であり、学習会の内容についても
苦慮している。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い
　森林資源の有効な利活用については、現在事業化に向
けた調査研究の段階であることから、これを踏まえた評価
とする。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
0人 1人 6人 10人 経済部　森林政策課

累計3,000人 累計15,000人 担当者・内線番号
29,000㎥ 30,000㎥ 31,000㎥ 32,000㎥ 長谷川　内線鳳来313

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優 先 度 A2・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度

（1回/年） 1回/年 1回/年

2,000人 2,000人 2,000人

1,085 千円 405 340 340
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 450 千円 150 150 150
一 般 財 源 635 千円 255 190 190

○印 市民協働指数

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案 ○
(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案

(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 ○
(ｵ) 新規に追加実施するための立案 ○
(ｵ) の理由 市民ニーズの把握

（市民要望等）

②

行政主導
林業関係団体との連携

財政： Ｐ（林業関係団体で組織する実行委員会に
より木トピアを企画）
Ｄ（実行委員会によりイベントを運営）
Ｃ（来場者数や来場者の感想をリサーチ）
Ａ（企画内容の見直し）

組織：
人材：
情報：
環境：

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 木トピア来場者数 来場者数計算

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

･地域材の普及啓発

　木トピア開催 1回/年 1回/年

　地域材の普及啓発を図り、地域材の需要拡大を図る。

全　　　体　　　計　　　画 平成 ２３ ～ ２６ 年度 平成 ２７ ～ ３０ 年度

指標　Ⅱ 市民参加の森づくり参加者数 参加者数（実施毎の集計を基に把握）

新規　･　継続 H　１９年度　→　H　２３年度　 一般・（　　　　　会計） 　農林水産費　　林業費　　林業振興費

事　　　　　業　　　　　名 　林業関係団体との連携により、地域材の普及啓発を図る。

３．　林業関係団体との連携

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－１－２－３

・林業従事者の労働条件の向上を図る必要がある。
・この地域に合う森林総合産業の提案を早急に出す必要がある。
・林業施業の団地化を図るため関係者の理解が必要である。
・木材の安定供給を図ることが必要である。

 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分  7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
 2.自立創造

施　　　策　　　名  ２　林業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
　施業の集約化や機械化･基盤整備による生産コストの削減、住宅分野のニーズに対応した製品の開発と地元材のＰＲ、後継者育成
に向けた研修への参加支援・情報提供、森林総合産業の創出に向けた検討など、林業生産活動を応援するための取り組みを進めま
す。

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

指標　Ⅲ 市場取扱量

指標　Ⅰ 新規林業従事者 各目標年度末の従事者数

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 150 405

Ｈ２１予算額 0 0 0 150 340

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費
Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1,200　（1,200） 1,605　（1,540）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1,900人 2,000人 3,800人 190% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
 1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

 2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

３．　林業関係団体との連携
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ２　林業生産活動を応援します

財産収入

一次評価者(担当）評価の対象となる
【事務事業名】

1，　地域材の普及啓発 担当部課名
経済部　森林

政策課 長谷川　内線鳳来313

255

190

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　林業関係団体との連携により、地域材の普及啓発を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

地域材の良さ　を
対象・受益者
の概数など

一般市民

　地域材の普及啓発を図り、地域材の需要拡大を図
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

一般市民に広く周知し、普及を図るために 木トピア実行委員会の運営及び開催

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

木トピア来場者数

達成度に対する
評価

　屋外で実施するイベントは、天候により大きく来場者数に影響するが、まずまず
の成果が得られた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成果指標として来場者へのアンケートを行うことも考えられ
るが、実施は難しいと考える。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

実績人数／目標人数

来場者数では達成されているが、より
集客につながる内容を企画する。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

 ①．達成
 ２．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（林業関係団体で組織する実行委員会により木トピアを企画）
Ｄ（実行委員会によりイベントを運営）
Ｃ（来場者数や来場者の感想をリサーチ）
Ａ（企画内容の見直し）

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
開催までの段取りに課題はないが、企画内容がマンネリ化してい
るように思われる。一層の集客につながる内容を企画する必要が
ある。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　事業の意図を踏まえ、内容については、検討の余地もあるが、
関係団体との連携もとれ、普及啓発に繋がる取り組みがされて
いる。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号 再掲

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担 当 部 課
1,121ha 累計3,600ha 経済部　森林政策課

累計2,953m 累計3,732m 担当者・内線番号
長谷川　内線鳳来313

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優 先 度 A1・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度

累計5,000人 累計10,000人 累計15,000人
100% 100% 100%

累計1件 累計1件 累計2件
4,578 千円 1,507 1,521 1,550

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 4,578 千円 1,507 1,521 1,550

○印 市民協働指数

○

○

(ｵ) の理由

②

行政主導

施策実施上の課題

指標　Ⅲ NPO・関係団体等との連携状況の件数

総　事　業　費

NPO等との連携状況

財
源
内
訳

施策達成度指標の測定方法･時期

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 1.自然環境の保全と共生のまちづくり

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

・林業従事者の労働条件の向上を図る必要がある。
・この地域に合う森林総合産業の提案を早急に出す必要がある。
・林業施業の団地化を図るため関係者の理解が必要である。
・木材の安定供給を図ることが必要である。

2.自立創造
総合計画の施策体系

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

7.「新市まちづくり計画」の実行

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

指標　Ⅱ 参加者の満足度・理解度 参加者アンケートの実施（開催毎に実施）

指標　Ⅰ

施　　　策　　　名  ２　林業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
　施業の集約化や機械化･基盤整備による生産コストの削減、住宅分野のニーズに対応した製品の開発と地元材のＰＲ、後継者育成
に向けた研修への参加支援・情報提供、森林総合産業の創出に向けた検討など、林業生産活動を応援するための取り組みを進めま
す。

農林水産業費　林業費　林業振興費

参加者数（実施毎の集計を基に把握）

森林体験学習を実施・推進することにより、「森づくり」と「人づくり」を行う。

地域再生計画「森林総合産業の創出」の一環として、森林を対象とした体験学習を開催す
る。

平成 ２３ ～ ２６ 年度

各目標年度末の実績間伐面積(20～22)

全　　　体　　　計　　　画 平成 ２７ ～ ３０ 年度

作業路新設延長 実績報告書（年度末提出）

一般・（　　　　　会計）H１７年度　→　H　　　年度　

事　　　　　業　　　　　名

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民参加の森づくり参加者数

平成２３年度末で地域再生計画が終了した後
も事業を推進していく。

　森林作業体験を通じ、森林への理解と市
民の手による森づくりを進め、森林整備を図
る。

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

平成２３年度末で地域再生計画が
終了した後も事業を推進していく。

活
動
指
標

成
果
指
標

(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(ｵ) 新規に追加実施するための立案

(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案

財政：

事

業

費

協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（ＮＰＯ法人と協働し、森林体験学習の計画）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（参加者からアンケートを取り満足度の検証）
Ａ（参加者のニーズにあった森林体験学習の見
直し）

人材：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

地域再生計画のための基本方針である「市民参加
の森づくり」やその他の活動（新規のもの）との連携

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

情報：

指標　Ⅰ 間伐実施面積

新規　･　継続

４．　市民参加の森づくりの推進【再掲】

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

２－２－１－２－４（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,507

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,521

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費
Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.60　（0.00） 0.60　（1.20） 0.00　（0.00） 1.20 （1.20） 人 7,200　（7,200） 8,707　（8,721）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 累計1件 累計1件 累計1件 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 146人 345人 239人 69% 実施

指標Ⅳ 100% 100% 100% 100% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
2.自立創造

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

経済部　森林
政策課

一次評価者(担当）

長谷川　内線鳳来313

部長級

0.00　（0.00）

1,507

 ２　林業生産活動を応援します

1521

戦略の方向　【政策】

担当部課名（１）　市民参加の森づくり推進事業

Ⅱ
　
事
業
意
図

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

評価の対象となる
【事務事業名】

（評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

一般市民　を

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

基本事業の目的 森林体験学習を実施・推進することにより、「森づくり」と「人づくり」を行う。

４．　市民参加の森づくりの推進【再掲】

　　　各課入力項目

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

達成度に対する
評価

職員数計

対象・受益者
の概数など

一般市民（技能習得希望者）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

自然に触れることで、「森づくり」、「人づくり」
を図るために

体験学習等を開催できるようＮＰＯと連携をと
る。

事務事業の概要

地域再生計画「森林総合産業の創出」の一環として、森林を
対象とした体験学習を開催する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

市民の参加者数も増えつつあり、今後も継続的に実施していく必要がある。

実績参加者数／目標参加者数

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

NPO等との連携状況

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民参加の森づくり参加者の人数として把握する。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

市民参加の森づくり参加者数

参加者の満足度・理解度 参加者アンケート

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

受益者が広く公平であり、負担も適正

市民との協働を通して「森づくり」、「人
づくり」をしていく。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

 １．達成
 ②．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ４．未達成

内容
・

理由

受益者が広く公平であり、負担も適正

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（ＮＰＯ法人と協働し、森林体験学習の計画）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（参加者からアンケートを取り満足度の検証）
Ａ（参加者のニーズにあった森林体験学習の見直し）

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
・H17年度から継続し取り組んでおり、総合計画の最重点ＰＪに係
る事業である。進捗管理を含めたマネジメントサイクルの確立が必
要。

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

市が関与する必要性が高い

　ＮＰＯ等との連携もとれ、推進体制が構築され、「森づく
り」、「人づくり」に繋がる取り組みがされている。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

市が関与する必要性が高い
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
29,000㎥ 30,000㎥ 31,000㎥ 32,000㎥ 経済部　森林政策課

担当者・内線番号
三浦　彰　（内）鳳来314

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

事業実施

事業実施・事業計画(要望) 事業実施

事業実施・事業計画(要望) 事業実施・事業計画(要望) 事業実施

1,432m 541m 326m

248,882 千円 132,882 68,000 48,000
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 173,933 千円 96,600 45,333 32,000
地 方 債 73,300 千円 34,700 22,600 16,000
そ の 他 0 千円 0 0 0
一 般 財 源 1,649 千円 1,582 67 0

○印 市民協働指数

○(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

２－２－１－３－１

行政：成果目標の設定と内部評価
地域（団体、組織）：地権者承諾及び開設後の施業
計画の調整等
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（地元要望により計画策定及び調整）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

地元要望

事

業

費

総　事　業　費
　平成22年度以降の過疎債の廃
止に伴い、林道開設の計画を根
本的に見直した。
　財源の見通しが立たないため、
地元との協議が不可能となった。

財
源
内
訳

財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ  本事業による開設延長 各目標年度末の林道開設延長

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業実施・事業計画（要望）・宝金沢線 事業実施・事業計画（要望）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

・松峯線・登立線（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・上平井線

・善夫愛郷線

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　林業費　林業土木費

事業名 林道の開設を実施して林道網の整備を行い、林業の振興と再生を図る。

１．　林道の開設
森林整備・施業の効率的かつ効果的な推進を図るため、林道の開設事業を実施し、もっ
て林業の振興及び森林の再生を図る。

新規　･　継続

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施 策 の 基 本 方 針
林業の再生に向けた林業生産コストの削減と森林管理作業の省力化を進めるため、計画的な林道網の整備など林
業基盤の整備を進めます。

・林道利用区域内の森林整備をフォローアップする調査が必要
である。
・関係する権利者との協働がさらに求められる。

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

施　　策　　名 ３　林業基盤の整備を進めます

事業実施・事業計画（要望） 事業実施・事業計画（要望）

②

行政主導
市民ニーズの把握
（市民要望等）

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

H　２０年度　→　H　３０年度　

施策達成度指標の測定方法･時期
年度末実績

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

総合計画の施策体系
2.自立創造

・田代古戸線・登ケ城線

指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 木材市場での取扱量

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 「ハード整備」 古市　隆宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 96,600 34,700 0 0 132,882

Ｈ２１予算額 0 45,333 22,600 0 0 68,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.18　（0.15） 0.68　（0.44） 0.00　（0.00） 0.86 （0.59） 人 5,160　（3,540） 138,042　（71,540）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 1,629m 1,400m 1,432m 102% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

　評価においては、若干の偏りもみられるが、林道網の整
備事業は、林産物の流通経費の削減、林業、木材産業の
振興しいては、山間地域の活性化に繋がる重要な位置付
けとして評価する。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

説　明

３　林業基盤の整備を進めます

担当者・内線
番号

一次評価者(担当）

三浦　彰　（内）鳳来314
担当部課名

0.00　（0.00）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（地元要望により計画策定及び調整）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

　補助事業において、事業要望額が概ね希望通り採択された。
　平成２１年度は、県財政の急速な悪化に伴い、今後事業費の調整を行う予定。

森林整備・施業の効率的かつ効果的な推進を図るた
め、林道の開設事業を実施し、もって林業の振興及び
森林の再生を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

市民協働指数
(20年度目標）

林道の開設を

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

事業の見直し度は低い 事業の見直し度は低い

 　事業の特性から受益者は一部に偏っているように見える
が、Ｃｏ２の吸収、水源かん養、土砂流出防止など森林の持
つ公益的機能の発揮には間伐などの森林整備が必要不可
欠なため、継続的に取り組む必要がある。

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

緊急ではないが時宜性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　現在の成果指標を一部変更し、また、目標値の見直しを行う。
※今後の補助事業枠等を的確に把握し、最も効果的な整備を庁
内会議で検討する。

対象・受益者
の概数など

市域の約41,648ｈａの森林

林道開設延長 年度末実績

把握方法・計算式

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
森林整備・施業において、効率的かつ効

果的な事業実施の実現に向けた林道の基
盤整備が着実に行われるように　　　するた

　事業計画、事業実施（設計・管理監督）、地元
調整、愛知県との調整　　を行う。

職員数計

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

財産収入

1,582 0

67

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　「林道開設」事業
Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 7.「新市まちづくり計画」の実行

0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　林道の開設

　①．達成
　 ２．ほぼ達成
　 ３．一部達成
　 ４．未達成

内容
・

理由

　事業実施には、地元との調整・協働が
必要不可欠なため、この目的は達成でき
たと考える。

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

　対象
（何を・誰を）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 林道の開設を実施して林道網の整備を行い、林業の振興と再生を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
29,000㎥ 30,000㎥ 31,000㎥ 32,000㎥ 経済部　森林政策課

担当者・内線番号
三浦　彰　（内）鳳来314

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

事業実施

事業実施 ・事業計画(要望) 事業実施

事業実施 ・事業計画(要望) 事業実施 ・事業計画(要望) 事業実施 ・事業計画(要望)

2,137m 1,466m 1,000ｍ

130,949 千円 59,949 44,000 27,000
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 75,503 千円 36,570 24,833 14,100
地 方 債 53,700 千円 22,700 18,600 12,400
そ の 他 0 千円 0 0 0
一 般 財 源 1,746 千円 679 567 500

○印 市民協働指数

○

事業実施 ・事業計画(要望)

２－２－１－３－２

行政：成果目標の設定と内部評価
地域（団体、組織）：事業完了後において、通常の
維持管理作業の調整が必要。
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

②

行政主導
市民ニーズの把握
（市民要望等）

地元要望

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（地元要望により計画策定及び調整）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費
　平成22年度以降の過疎債の廃
止に伴い、林道改良の計画を根
本的に見直した。
　財源の見通しが立たないため、
H22以降も絶えず見直しを行う。

　平成20年度より、ふるさと林道整備事業が復
活したため計画を見直した。

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ  本事業による改良延長 各目標年度末の林道改良延長

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業実施 ・事業計画(要望)・向久保六田沢線、神田道瓦線、東山線

・善夫愛郷線、塩瀬本線

・舟着山線、大峯線、大島黒沢

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

・羽布下り沢線、徳衛線、舟着大沢線
（－）上平井線

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

農林水産業費　林業費　林業土木費一般・（　　　　　会計）

林業の再生に向けた林業生産コストの削減と森林管理作業の省力化を進めるため、計画的な林道網の整備など
林業基盤の整備を進めます。

・林道利用区域内の森林整備をフォローアップする調査が必
要である。
・関係する権利者との協働がさらに求められる。

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている 施策実施上の課題

2.自立創造

指標　Ⅰ 木材市場での取扱量 年度末実績

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施 策 の 基 本 方 針

施策達成度指標の測定方法･時期

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

施　　策　　名 ３　林業基盤の整備を進めます

総合計画の施策体系

指標　Ⅲ

２．　林道の改良

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　２６年度

指標　Ⅱ

林道の改良を実施して林道の整備を行い、林業の振興と再生を図る。

森林整備・施業の効率的かつ効果的な推進を図るため、林道の改良事業を実施し、もっ
て林業の振興及び森林の再生を図る。

事業名

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 「ハード整備」 古市　隆宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 36,570 22,700 0 0 59,949

Ｈ２１予算額 0 24,833 18,600 0 0 44,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.09　（0.10） 0.81　（1.06） 0.00　（0.00） 0.90 （1.16） 人 5,400　（6,960） 65,349　（50,960）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 782m 1,900m 2,137m 112% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

事業の見直し度は低い

　評価においては、若干の偏りもみられるが、林道網の整
備事業は、林産物の流通経費の削減、林業、木材産業の
振興しいては、山間地域の活性化に繋がる重要な位置付
けとして評価する。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

　①．達成
　 ２．ほぼ達成
　 ３．一部達成
　 ４．未達成

内容
・

理由

　事業実施には、地元との調整・協働
が必要不可欠なため、この目的は達成
できたと考える。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明

 　事業の特性から受益者は一部に偏っているように見える
が、Ｃｏ２の吸収、水源かん養、土砂流出防止など森林の持
つ公益的機能の発揮には間伐などの森林整備が必要不可
欠なため、継続的に取り組む必要がある。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

緊急ではないが時宜性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

緊急ではないが時宜性が高い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（地元要望により計画策定及び調整）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

　補助事業において、事業要望額が概ね希望通り採択された。
　平成２１年度は、県財政の急速な悪化に伴い、今後事業費の調整を行う予定。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　現在の成果指標を一部変更し、また、目標値の見直しを行う。
※今後の補助事業枠等を的確に把握し、最も効果的な整備を
庁内会議で検討する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

林道改良延長 年度末実績

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
　森林整備・施業において、効率的かつ効
果的な事業実施の実現に向けた林道の基
盤整備が着実に行われるように　　　するた

　事業計画、事業実施（設計・管理監督）、地
元調整、愛知県との調整　　を行う。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 林道の改良を実施して林道の整備を行い、林業の振興と再生を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

林道の改良を
対象・受益者
の概数など

市域の約41,648ｈａの森林

森林整備・施業の効率的かつ効果的な推進を図るた
め、林道の改良事業を実施し、もって林業の振興及び
森林の再生を図る。

679 0

部長級 職員数計

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
1.森林が適正に管理され、林業が営まれている ３　林業基盤の整備を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　「林道改良」事業

一般財源Ｈ２０決算額
（千円）

0.00　（0.00）

三浦　彰　（内）鳳来314

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　林道の改良

担当部課名
経済部　森林

政策課

一次評価者(担当）

財産収入

　意図
（どのような状態に
するために）

567 0

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
29,000㎥ 30,000㎥ 31,000㎥ 32,000㎥ 経済部　森林政策課

担当者・内線番号
三浦　彰　（内）鳳来314

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 C 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

事業実施

事業実施 ・事業計画(要望) 事業実施

事業実施 ・事業計画(要望) 事業実施 ・事業計画(要望)

事業実施 ・事業計画(要望) 事業実施 ・事業計画(要望) 事業実施 ・事業計画(要望)

3,778m 3,174m 2,000m

192,994 千円 71,894 75,100 46,000
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 94,500 千円 36,500 38,700 19,300
地 方 債 91,600 千円 33,000 34,100 24,500
そ の 他 78 千円 0 78 0
一 般 財 源 6,816 千円 2,394 2,222 2,200

○印 市民協働指数

○

２－２－１－３－３

協働の内容　（主体別活動内容）

環境：

②

行政主導
市民ニーズの把握
（市民要望等）

地元要望

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（地元要望により計画策定及び調整）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

事

業

費

総　事　業　費
　平成22年度以降の過疎債の廃
止に伴い、林道舗装の計画を根
本的に見直した。
　財源の見通しが立たないため、
H22以降も絶えず見直しを行う。

　平成20年度より、ふるさと林道整備事業が復
活したため計画を見直した。

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ  本事業による開設延長 各目標年度末の林道開設延長

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

・柿平線、向山線、赤羽根鴨ヶ谷線、善夫愛郷線

事業実施 ・事業計画(要望)

事業実施・事業計画(要望)

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

・大峯線、塩瀬本線、向久保六田沢線

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

事業実施 ・事業計画(要望)

・舟着大沢線、大島夏明線、ハマイバ滝ノ入線

・上平井線、与良木田峰線

・舟着山線

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計）

３．　林道の舗装
森林整備・施業の効率的かつ効果的な推進を図るため、林道の舗装事業を実施し、もっ
て林業の振興及び森林の再生を図る。

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

林業の再生に向けた林業生産コストの削減と森林管理作業の省力化を進めるため、計画的な林道網の整備など
林業基盤の整備を進めます。

2.自立創造

1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行

施策実施上の課題

施　　策　　名 ３　林業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針

総合計画の施策体系

木材市場での取扱量

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

指標　Ⅲ

2.活力あふれる産業振興のまちづくり

農林水産業費　林業費　林業土木費

行政：成果目標の設定と内部評価
地域（団体、組織）：事業完了後において、通常の
維持管理作業の調整が必要。
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

・林道利用区域内の森林整備をフォローアップする調査が必
要である。
・関係する権利者との協働がさらに求められる。

年度末実績

事業名 林道の舗装を実施して林道の整備を行い、林業の振興と再生を図る。

指標　Ⅱ
指標　Ⅰ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 「ハード整備」 古市　隆宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 36,500 33,000 0 0 71,894

Ｈ２１予算額 0 38,700 34,100 0 78 75,100

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.06　（0.05） 0.53　（0.55） 0.00　（0.00） 0.59 （0.60） 人 3,540　（3,600） 75,434　（78,700）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 5,706m 3,700m 3,778m 102% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

　事業実施には、地元との調整・協働
が必要不可欠なため、この目的は達成
できたと考える。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明

 　事業の特性から受益者は一部に偏っているように見える
が、Ｃｏ２の吸収、水源かん養、土砂流出防止など森林の持
つ公益的機能の発揮には間伐などの森林整備が必要不可
欠なため、継続的に取り組む必要がある。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　評価においては、若干の偏りもみられるが、林道網の整
備事業は、林産物の流通経費の削減、林業、木材産業の
振興しいては、山間地域の活性化に繋がる重要な位置付
けとして評価する。

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（地元要望により計画策定及び調整）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

　補助事業において、事業要望額が概ね希望通り採択された。
　平成２１年度は、県財政の急速な悪化に伴い、今後事業費の調整を行う予定。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　現在の成果指標を一部変更し、また、目標値の見直しを行う。
※今後の補助事業枠等を的確に把握し、最も効果的な整備を
庁内会議で検討する。例）施業車両通行不良解消路線を追加
する

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　 ２．ほぼ達成
　 ３．一部達成
　 ４．未達成

内容
・

理由

　事業計画、事業実施（設計・管理監督）、地
元調整、愛知県との調整　　を行う。

森林整備・施業の効率的かつ効果的な推進を図るた
め、林道の舗装事業を実施し、もって林業の振興及び
森林の再生を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

林道舗装延長 年度末実績

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 林道の舗装を実施して林道の整備を行い、林業の振興と再生を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

林道の舗装を
対象・受益者
の概数など

市域の約41,648ｈａの森林

　森林整備・施業において、効率的かつ効
果的な事業実施の実現に向けた林道の基
盤整備が着実に行われるように　　　するた

（１）　「林道舗装」事業 担当部課名
経済部　森林

政策課

一次評価者(担当）

三浦　彰　（内）鳳来314

0

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

2,222 0

0.00　（0.00）

３　林業基盤の整備を進めます

財産収入

３．　林道の舗装
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

職員数計

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
1.森林が適正に管理され、林業が営まれている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

2,394



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課

3% 0% 担当者・内線番号
6% 3% 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
年間計画策定 年間計画策定 年間計画策定

アンケートの実施

広報掲載等PR

2回/年 2回/年 2回/年
2回/年 2回/年 2回/年

11,700 千円 3,900 3,900 3,900
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 11,700 千円 3,900 3,900 3,900

○印 市民協働指数

○

〇

２－２－２－１－１

・食の安全や健全な食生活に対する関心が高まっている。
・多様化・高度化するニーズ。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　農業生産物の消費拡大を進めます 施 策 の 基 本 方 針
安全な食生活指向に対応した無農薬栽培や有機栽培、栽培履歴管理など、消費者ニーズに沿った付加価値の高い農業生
産物の生産に努め、消費者との信頼関係による消費の拡大、地産地消の推進、小中学校等における食育を進めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市民満足度(第1次産業の振興) 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 朝食の欠食割合(小学生) アンケート調査(毎年年度末に実施)

指標　Ⅲ 朝食の欠食割合(中学生) アンケート調査(毎年年度末に実施)

事業名
生産者と「顔が見え、話ができる関係」で地域の農産物・食品を購入する機会を消費者に提供するとともに、地域の農業と関連産業の
活性化を推進。平成20年度(年間計画アンケート・広報等PR)　平成20～22年度(年間計画策定)

１．　地産地消の推進 学校給食における地元農産物の利用促進や地産地消に関する情報の提供。

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

年度ごとの学校給食地域産品利用促進計画策定 年間計画策定 年間計画策定
地産地消に関連するイベント開催支援

郷土料理の講習会の開催支援

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 学校給食地域産品利用促進検討会 促進検討会　８・２月

指標　Ⅱ イベント支援回数 (農業)つくでまつり　10～11月

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(オ)新規に追加実施するための立案

P：募集内容の計画段階での参加
D：アンケート実施

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 行政 ： 啓発活動
農家、地域 ： 自主的な取り組み

市民実行委員会による企画運営

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

財政：

④
市民主導

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 3,900

Ｈ２１予算額 0 0 0 3,900

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（600） 4,500　（4,500）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ２回 ２回 １回 50 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 2

13 A 11 D

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

安全で安心な食材は市民ニーズとして高いが、生徒が多い学校で
は、地場産物がそろえられない場合があるため、その調整機能を
確立する必要がある。

地産地消成果につながりが見えないので指標の見直しが
必要である。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直しは必須事項

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

総 合 評 価　[点]

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

早急に地場産物の定義を確定し、「地場産物品目/使用品
目」を３０％以上とする

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

P：募集内容の計画段階での参加
D：アンケート実施

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

指標の定義不足により、実績の集計が
出来なかった

把握方法・計算式

学校給食地域特産品利用促進検討会 検討会の開催/毎年度末

　指　標　名　（当初設定指標）

市内の小中学校、保育所、老人ホーム

学校給食における地元農産物の利用促進や地産地消
に関する情報の提供。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
生産者との相互理解を深め、地元産物の消
費拡大と食文化の継承、愛郷心を育むため
に

検討会（栄養士・JA・市担当者）を開催し、地元食
材の利用促進に向けた連絡調整を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
生産者と「顔が見え、話ができる関係」で地域の農産物・食品を購入する機会を消費者に提供するとともに、地域の農業と関連産業の活性化を推進。平成20年度(年間計画アンケー
ト・広報等PR)　平成20～22年度(年間計画策定)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

給食を利用する児童生徒等を
対象・受益者
の概数など

財産収入

3,900

3,900

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地産地消の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　学校給食地域産品利用事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

１　農業生産物の消費拡大を進めます

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

成果実績が設定されていない。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課

3% 0% 担当者・内線番号
6% 3% 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
年間計画策定 年間計画策定 年間計画策定

アンケートの実施

広報掲載等PR

2回/年 2回/年 2回/年
2回/年 2回/年 2回/年

11,700 千円 3,900 3,900 3,900
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 11,700 千円 3,900 3,900 3,900

○印 市民協働指数

○

〇

２－２－２－１－１

・食の安全や健全な食生活に対する関心が高まっている。
・多様化・高度化するニーズ。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　農業生産物の消費拡大を進めます 施 策 の 基 本 方 針
安全な食生活指向に対応した無農薬栽培や有機栽培、栽培履歴管理など、消費者ニーズに沿った付加価値の高い農業生
産物の生産に努め、消費者との信頼関係による消費の拡大、地産地消の推進、小中学校等における食育を進めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市民満足度(第1次産業の振興) 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 朝食の欠食割合(小学生) アンケート調査(毎年年度末に実施)

指標　Ⅲ 朝食の欠食割合(中学生) アンケート調査(毎年年度末に実施)

事業名
生産者と「顔が見え、話ができる関係」で地域の農産物・食品を購入する機会を消費者に提供するとともに、地域の農業と関連産業の
活性化を推進。平成20年度(年間計画アンケート・広報等PR)　平成20～22年度(年間計画策定)

１．　地産地消の推進 学校給食における地元農産物の利用促進や地産地消に関する情報の提供。

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

年度ごとの学校給食地域産品利用促進計画策定 年間計画策定 年間計画策定
地産地消に関連するイベント開催支援

郷土料理の講習会の開催支援

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 学校給食地域産品利用促進検討会 促進検討会　８・２月

指標　Ⅱ イベント支援回数 (農業)つくでまつり　10～11月

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(オ)新規に追加実施するための立案

P：募集内容の計画段階での参加
D：アンケート実施

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 行政 ： 啓発活動
農家、地域 ： 自主的な取り組み

市民実行委員会による企画運営

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

財政：

④
市民主導

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 3,900

Ｈ２１予算額 0 0 0 3,900

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（600） 4,500　（4,500）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ２回 ２回 ８回 400% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】

１．　地産地消の推進

（２）　つくで祭り開催事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている １　農業生産物の消費拡大を進めます

財産収入

3,900

一般財源

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

3,900

職員数計

0.00　（0.00）

部長級

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
生産者と「顔が見え、話ができる関係」で地域の農産物・食品を購入する機会を消費者に提供するとともに、地域の農業と関連産業の活性化を推進。平成20年度(年間計画アンケー
ト・広報等PR)　平成20～22年度(年間計画策定)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

作手地区の産業を
対象・受益者
の概数など

作手地区の市民

作手地区の農林業産物のPRと都市交流の場として、実
行委員会による「作手祭り」を開催する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

消費者交流、地元産品の消費拡大を進める
ために

実行委員会メンバーとしてつくで祭りを支援す
る。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

イベント支援回数 実行委員会回数/年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

行政主導から住民主導に移行したことにより、実行委員会の会議が増加した。ま
た、平成２１年度より事務局が商工会となりさらに住民主導に移行予定

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

活動実績のみであるため成果指標を見直す。
実行委員会参加団体数及び入場者数、アンケート結果で把
握

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

P：募集内容の計画段階での参加
D：アンケート実施

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
さらに住民主導に移行することが必要 作手地区の活性化対策で実施しているがこの事業が地産

地消にどのように結びつけるか有効性について検討する
必要有。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



「学校給食地域産品利用事業」に含まれるためシート省略

2-2-2-1-1-(3)　「地産地消イベント支援事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課

3% 0% 担当者・内線番号
6% 3% 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
計画の策定 普及活動 普及活動

(検討会の開催) 出前授業の実施 出前授業の実施

ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成　６００冊

2回/年
○ ○

2校/年 2校/年
1,600 千円 0 1,100 500

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,600 千円 0 1,100 500

○印 市民協働指数

○

〇

２－２－２－１－３

・食の安全や健全な食生活に対する関心が高まっている。
・多様化・高度化するニーズ。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　農業生産物の消費拡大を進めます 施 策 の 基 本 方 針
安全な食生活指向に対応した無農薬栽培や有機栽培、栽培履歴管理など、消費者ニーズに沿った付加価値の高い農業生
産物の生産に努め、消費者との信頼関係による消費の拡大、地産地消の推進、小中学校等における食育を進めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市民満足度(第1次産業の振興) 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 朝食の欠食割合(小学生) アンケート調査(毎年年度末に実施)

指標　Ⅲ 朝食の欠食割合(中学生) アンケート調査(毎年年度末に実施)

事業名
市民一人一人が自らの食について考える習慣を身につけ、健全で安心な食生活を実現することができるよう食育を推進する。
平成20年度計画の策定(検討会の開催)　平成21年～平成22年度(出前授業の実施)

３．　食育の推進 新城市食育推進計画を作成し、食育の推進に努める。

新規　･　継続 H20年度　→　H22年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

食育推進計画の策定

食育推進計画の実施

学校における食に関する指導等との連携

地産地消の推進との連携

健康管理、子育て支援等との連携

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 検討会の開催 実績（8･2月）

指標　Ⅱ 食事バランスガイドの配布 年4回　イベント参加

指標　Ⅲ 出前授業の実施 小学校5年生対象　10月

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：(オ)新規に追加実施するための立案

P(アンケート調査の実施) 行政 ： 啓発活動
農家、地域 ： 自主的な取り組み

ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成による普及啓発

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,100

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00（0.10） 人 0　（600） 0　（1,700）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ー ２回 ３回 150% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

年度内に策定できた。今後、食育推進に力を注ぐ必要があ
る。

今後計画に沿った事業を進める必要がある。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

児童生徒の朝食欠食割合を追加

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P(アンケート調査の実施)
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　計画の策定に向けて１８３３人のアンケー
トを行った。

把握方法・計算式

検討会の開催 検討会回数/年度末

　指　標　名　（当初設定指標）

市民

新城市食育推進計画を作成し、食育の推進に努める。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

健全な食生活の実践を通じ、健全な心身を
培い、豊かな人間性を育むために

食育推進計画を策定するため、庁内会議及
び策定協議会を開催する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
市民一人一人が自らの食について考える習慣を身につけ、健全で安心な食生活を実現することができるよう食育を推進する。
平成20年度計画の策定(検討会の開催)　平成21年～平成22年度(出前授業の実施)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

1,100

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　食育の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　食育推進事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

１　農業生産物の消費拡大を進めます

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

２回を予定していた協議会も３回行い、十分な内容の検討が行われ、新城市食
育推進計画が策定できたが、委員の意見として、実施に力を入れて欲しいとの
意見が多かった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

一般財源

部長級



「食育推進事業」に含まれるためシート省略

2-2-2-1-2-(2)　「学校給食推進事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 星野（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

13,210千円
73ha

26,691 千円 8,691 9,000 9,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 10,290 千円 2,690 3,800 3,800
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 18,401 千円 6,001 5,200 5,200

○印 市民協働指数

○
〇

行政 ： 普及啓発活動、農業関係団体との連携強
化
農家、地域 ： 自主的かつ地域ぐるみでの被害防
止対策の構築

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P:有害鳥獣について捕獲や見回り
D:電気柵の設置

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 農作物被害額 農家アンケート調査(毎年年度末に実施)

指標　Ⅱ 農作物被害面積 農家アンケート調査(毎年年度末に実施)

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

①生態行動等に基づく総合的な被害防止対策の確立

②地域の農業者等の自衛体制の整備

③関係機関との連携強化

④普及啓発活動の取組

⑤捕獲委託と防護柵購入補助

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名
鳥獣保護法に基づく適正な保護と管理で、個体数調整と防護を組合せ総合的に被害防止対策を図る。
平成20年～平成22年度(捕獲委託・防護柵購入補助)

１．　鳥獣害への対策
捕獲委託料、報償金の支給及び進入防止柵等購入費補助を行い総合的な被害防止対
策の確立を図る。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－２－１

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 2,690 0 8,691

Ｈ２１予算額 0 3,800 0 9,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 11,691　（12,000）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 6,400千円 １３，２１０千円 8,500千円 ― 実施

指標Ⅳ 42ha ７３ha 90ha ― 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明
事業は必要と認めるが有効性の観点から他事業(森林組
合・個体数の削減)との連携が必要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

説　明
個人毎の電気柵及び捕獲檻では本質的な効果は出ないの
で地域を挙げての駆除方法をしないといけない。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

事業実施により、計画に対して農作物
被害額は減少しているが、獣害の減少
には至っていない。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

P:有害鳥獣について捕獲や見回り
D:電気柵の設置

達成度に対する
評価

各種対応を図っているが、一向に被害が減少しないのが実態である。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

農家アンケート/毎年度末

農作物被害面積 農家アンケート/毎年度末

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

農作物被害額

市内の農家（4650戸）

捕獲委託料、報償金の支給及び進入防止柵等購入費
補助を行い総合的な被害防止対策の確立を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

鳥獣害のないほ場とするために
地元の要望により、対策方法などを周知するととも
に、捕獲、防除対策を合わせて実施する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
鳥獣保護法に基づく適正な保護と管理で、個体数調整と防護を組合せ総合的に被害防止対策を図る。
平成20年～平成22年度(捕獲委託・防護柵購入補助)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

農家を
対象・受益者
の概数など

財産収入

6,001

5,200

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　鳥獣害への対策

評価の対象となる
【事務事業名】

鳥獣被害対策事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野（内線212）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている ２　農業生産活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る



「鳥獣害への対策事業」に含まれるためシート省略

　　　・2-2-2-2-1-(1)　「自然対策普及啓発事業」
　　　・2-2-2-2-1-(2)　「捕獲委託・防護柵補助事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 加藤　（内線216）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 C 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
基準反収の設定 基準反収の設定 基準反収の設定

生産調整非参加の参加促進 生産調整非参加の参加促進

取組状況の確認・報告 取組状況の確認・報告

983ha 973ha 973ha
509ha 519ha 519ha

18,648 千円 7,232 6,996 5,498
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 993 千円 600 393
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 17,628 千円 6,632 6,603 5,498

○印 市民協働指数

○

行政：生産調整の推進、農業者団体等との連携強
化
農家：自発的集落営農組織の形成

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：新城市地域水田農業推進協議会

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P:生産調整者の作付確認
D:適切な生産推進

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 水稲作付面積 営農計画書・水稲共済細目書を基に数値を把握

指標　Ⅱ 転作作物作付面積 営農計画書・水稲共済細目書を基に数値を把握

指標　Ⅲ

生産調整取組状況の確認・報告

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

基準反収の設定 基準反収の設定 基準反収の設定
生産調整非参加の参加促進

新規　･　継続 H１９　年度　→　H２３　年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名 米づくりの本来あるべき姿の実現。平成20～21年度(基準反収の設定・取組状況の報告)

２．　水田農業構造改革対策推進事業
米の生産調整に取り組む生産者へ助言・指導、産地づくり対策・稲作構造改革対策等の推進
生産方針作成者への数量配分通知・助言・指導

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－２－２

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 伊藤寿規

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 600 0 7,232

Ｈ２１予算額 0 393 0 6,996

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.20　（0.20） 0.00　（0.70） 0.70　（0.00） 0.00　（0.00） 0.90（0.90） 人 5,400（5,400） 12,632(12,396)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 982 983 985 99.0 実施

指標Ⅳ 510 509 507 99.0 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 2

(５) 適　時　性 2 3

10 B 12 A

説　明
農業者、農業団体等と連携、米の需給調整、水田の効率的利用
に取り組んでいる。２１年度からの新たな米政策改革に合わせ
事業体制の見直しを図る必要がある。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

説　明
事業の恩恵を受ける対象が、水田所有者となるため公平性に欠け
るように感じるが、国土保全、水田の多目的機能の観点から、事
業的には不可欠である。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

県からの需要量に関する情報内で生
産調整が行われている。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

P:生産調整者の作付確認
D:適切な生産推進

達成度に対する
評価

生産組織、担い手農業者への情報提供がスムーズに進み、各種制度を活用して
生産調整に取組んでいただくことができた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び
把握・計算方法）

現在の成果指標を一部変更し、また目標値の一部見直しを
行う。

水田所有者から提出された営農s計画書
の集計及び現地確認転作作物作付面積

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

水稲作付面積

水田所有者

米の生産調整に取り組む生産者へ助言・指導、産地づ
くり対策・稲作構造改革対策等の推進
生産方針作成者への数量配分通知・助言・指導

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

県からの需要量に関する情報内で生産調
整が行われるようにするために

生産組織、担い手農業者との情報交換会、会
議を行う

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 米づくりの本来あるべき姿の実現。平成20～21年度(基準反収の設定・取組状況の報告)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

主食用水稲作付面積を
対象・受益者
の概数など

財産収入

6,632

6603

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　水田農業構造改革対策推進事業

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　水田農業構造改革対策推進事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

加藤　(216)

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

２　農業生産活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

利子補給 利子補給 利子補給 利子補給

利子補給 利子補給 利子補給 利子補給

認定農業者の審査 認定農業者の審査 認定農業者の審査

担い手の育成・確保 担い手の育成・確保 担い手の育成・確保

100 人 110 人 120 人
5 人 5 人 5 人

11,038 千円 4,238 3,400 3,400
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 3,243 千円 1,643 800 800
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 7,795 千円 2,595 2,600 2,600

○印 市民協働指数

○
○

利子補給

利子補給

行政 ： 助言、支援
農家、地域 ： 生産活動の推進

２－２－２－２－３

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

事業名
認定農業者制度の活用により地域における担い手を明確にし、新規就農者に対する支援を推進するなど、継続的な農業生産活動に
向けた取り組みを促す。平成20年～平成22年度(認定農業者の審査、担い手の育成確保)

３．　農業の担い手育成への支援 農業借入資金の利子補給を行い、効率的かつ安定的な農業経営を育成する。

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

農業近代化資金利子補給事業

農業経営基盤強化資金利子補給事業

認定農業者制度の活用 認定農業者の審査 認定農業者の審査

新規就農者支援事業 担い手の育成・確保 担い手の育成・確保

新城設楽地域担い手育成総合支援協議会

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 認定農業者数 年度末、集計を基に把握

指標　Ⅱ 新規就農者数 農業改良普及課の資料による

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P:営農計画作成時
D:営農の実施

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：新城市地域水田農業推進協議会

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 1,643 0 4,238

Ｈ２１予算額 0 800 0 3400

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（900） 7,238　（4,300）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 93人 １００人 104人 104 実施

指標Ⅳ ２人 ５人 １人 25 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

認定農業者数：年度末

新規就農者数：年度末

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　農業の担い手育成への支援

財産収入

職員数計

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている ２　農業生産活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　担い手育成事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

2,595

2600

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
認定農業者制度の活用により地域における担い手を明確にし、新規就農者に対する支援を推進するなど、継続的な農業生産活動に向けた取り組みを促す。平成20年～平成22年
度(認定農業者の審査、担い手の育成確保)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城の農業を
対象・受益者
の概数など

市民

農業近代化資金利子補給事業
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

農業生産を担う農業者を育てることにより、
地域を活性化させるために

審査会の開催や、就農相談などを行なった。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

認定農業者数

なし

新規就農者数

P:営農計画作成時
D:営農の実施

達成度に対する
評価

認定農業者は目標に達したが、新規就農者は目標に達することができなかっ
た。これは、農産物の価格下落や、資材費の高騰によるもが予想される。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業の見直し度は低い

説　明
高齢化に伴い、ますます農業者が減少していく中で、担い手
の力は大きいと考えられるため、今後ますます担い手の確
保が重要となる

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

確実に認定農業者や新規就農者を確
保できたため

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

専業農家が激減するなか、自給率を高めるための手段の
一つとしては、担い手の確保が重要である。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 星野（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
交付金申請 交付金申請

集落協定変更認定 集落協定変更認定

集落協定の評価 集落協定の評価

交付金交付 交付金交付

3 5
0 1
0 3

67,742 千円 33,871 33,871
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 50,480 千円 25,240 25,240
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 17,262 千円 8,631 8,631

○印 市民協働指数

○

行政 ： 普及啓発活動
農家、地域 ： 協定目標の達成に向けた活動の推
進

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：各地区の集落協定

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P(集落説明会の開催)

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

農作業の作業委託協定数 集落協定評価の集計を基に件数を把握

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 認定農業者の確保人数 集落協定評価の集計を基に件数を把握

指標　Ⅱ 担い手への利用集積協定数 集落協定評価の集計を基に件数を把握

指標　Ⅲ

集落協定の評価(書類、現場)

交付金交付

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

交付金申請

集落協定認定

新規　･　継続 H17年度　→　H21年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名
農業生産の条件不利地において、協定に基づき農業生産活動等に取組む農業者に対して平地との生産コスト差を直接に支払い支援
を行う。平成20年～平成21年度(集落協定認定、交付金交付)

４．　中山間地域農業の振興 集落協定の締結を推進し、その集落協定に基づく活動について交付金を交付する。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－２－４

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 25,240 0 33,871

Ｈ２１予算額 0 25240 0 33,871

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.70（0.70） 人 4,200　（4,200） 38,071　（38,071）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 6 3 8 267% 実施

指標Ⅳ 1 1 1 100% 実施

指標Ⅴ 3 3 3 100% 実施

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明
中山間地域の農地保全に有効な手段であるので新たな計
画策定が必要である。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

説　明
現在ある事業は、21年度終了するので新規事業が引き疑い
て行なわれるので早急に推移できるように実施する。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

集落説明会や個別説明により、事業内
容の理解を得ることができた。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P(集落説明会の開催)

達成度に対する
評価

各種事業への参加要件の関係で、認定農業者の確保が予想以上にできた。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

作業委託数を委託面積に変える。

集落協定評価の集計を基に件数を把握

担い手への利用集積協定数 集落協定評価の集計を基に件数を把握

農作業の作業委託協定数 集落協定評価の集計を基に件数を把握

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

認定農業者の確保人数

　中山間地域の農家

集落協定の締結を推進し、その集落協定に基づく活動
について交付金を交付する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

集落協定に基づく共同作業を実施し、耕作
放棄地の発生防止や施設保全を行うために

協定農用地の現地確認、交付金の交付及び
交付金の使用状況についての検査等を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
農業生産の条件不利地において、協定に基づき農業生産活動等に取組む農業者に対して平地との生産コスト差を直接に支払い支援を行う。平成20年～平成21年度(集落協定認
定、交付金交付)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

平地に対して条件不利地を
対象・受益者
の概数など

財産収入

8,631

8631

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　中山間地域農業の振興

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　中山間地直接支払事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野（内線212）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

２　農業生産活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 望月　（内線 211）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（１９地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

活動の実施 活動の実施 活動の実施 活動の実施

　　(１９協定) 　　(１９協定) 　　(１９協定) 　　(１９協定)

　3,800人 3,800人 3,900人
16地区 16地区 16地区

16,258 千円 5,422 5,418 5,418
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 600 千円 200 200 200
地 方 債 0 千円

そ の 他 70 千円 70
一 般 財 源 15,588 千円 5,152 5,218 5,218

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－２－５

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

事業名
社会共通資本である農地・農業用水等の資源を将来にわたって良好な状態で保全管理するため、共同事業を対象とした保全向上活
動を支援する。

５．　農地・水・環境保全向上対策
誘導部分(施設の長寿命化及び生態系、景観保全)と基礎部分(施設の保全管理)につい
て活動計画を策定し、共同作業を実施する。

新規　･　継続 H１９　年度　→　H２３　年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　農業土木費　農業土木費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

農村環境向上活動
・生態系保全活動の実施
・水質保全活動の実施
･景観形成・生活環境保全の実施

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 環境向上活動参加者 実施状況報告書

指標　Ⅱ 生物の生息状況調査

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P:活動計画の作成
D:活動計画の実践

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

＊行政
　　助成金の交付（国１/2,県1/4,市1/4）
　　共同活動への助言又は指導、及び実施状況の
確認
＊地域（活動組織）
　　共同活動の実践

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：各地区の集落協定

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 200 0 5,422

Ｈ２１予算額 0 200 0 5,418

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.15） 0.20　（0.20） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.50（0.55） 人 3,000　（3,300） 8,722　（8,718）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 3,987 3,800 4,017 106 実施

指標Ⅱ 11地区 16地区 11地区 89 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

２　農業生産活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
５．　農地・水・環境保全向上対策

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）農村環境向上対策事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

望月　（内線 211）

財産収入

5,152

5,218

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 社会共通資本である農地・農業用水等の資源を将来にわたって良好な状態で保全管理するため、共同事業を対象とした保全向上活動を支援する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民が参加する地域活動組織
対象・受益者
の概数など

農業者・老人クラブ・子供会・行政区

誘導部分(施設の長寿命化及び生態系、景観保全)と基
礎部分(施設の保全管理)について活動計画を策定し、
共同作業を実施する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
遊休農地等の発生状況の把握、施設の定
期点検し良好な農村振興を形成をするため
に

活動組織事務説明会・補完業務・共同活動支
援交付金検査

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

環境活動参加者 実施状況報告書

生物の生息状況調査

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

現在の事業は平成23年度迄であり新規地区については採
択時点で検討する。

時期については、その都度活動組織により計画された農村環境
活動への参加。

達成度に対する
評価

農業施設等の資源の長寿命化を図る活動として施設の機能診断、保守点検の
徹底を図る

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業の見直し度は低い

説　明
地域住民と農業者とが一緒になって耕作放棄地を施設管理
や地域全員で実施する。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

地区活動が実施事業ごとに的確に行
なわれた。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

市内の農家集落を対象にして希望地区へ支援している。5年事
業で行なっているが期間終了後の体制維持をどのようにするか
検討をする必要ある。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 C 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

ブランド化推進会議に出席 ブランド化推進会議に出席 ブランド化推進会議に出席

6.4 11.4 16.4
20,160 35,910 51,660

900 千円 350 300 250
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 900 千円 350 300 250

○印 市民協働指数

○

行政 ： 助言、支援
農家、地域 ： 生産活動の推進(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：JA八名丸さといも部会

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P:八名丸さといも等栽培拡大
D:優良種芋の増殖

④
市民主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 作付け面積　ｈａ 年度末、JAさといも部会の集計を基に把握

指標　Ⅱ 販売金額　　千円 年度末、JAさといも部会の集計を基に把握

指標　Ⅲ

茶、梅、自然薯等の生産振興策の確立主要農産物(茶、梅、自然薯等)の生産振興
策の確立

茶、梅、自然薯等の生
産振興策の検討

茶、梅、自然薯等の生
産振興策の検討

茶、梅、自然薯等の生
産振興策の検討

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

八名丸里芋作付け拡大事業補助金 ブランド化推進会議に出席

新規　･　継続 H18年度　→　H26年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名 農産物のブランド化を進め、売れる農産物づくりを支援する。平成20～22年度(里芋、茶、梅、自然薯等の生産振興策の検討)

６．　特産物を活用した振興の推進 八名丸里芋の生産・流通・販売の一体的な支援をする。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－２－６

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 350

Ｈ２１予算額 0 0 0 300

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（600） 950　（900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 7.2ha 7.2 ｈａ 7.3 ha 101% 実施

指標Ⅳ 30,000千円 35,910千円 26,000千円 72% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

11 B 11 B

説　明
消費者にブランド化し産地確立するには更なる努力が必要
である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

説　明
生産調整として有効な作物であり、新城の伝統野菜として増
産と期待したい。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

ブランド協議会は開催されなかったも
のの、期待面積は確保できた。

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

P:八名丸さといも等栽培拡大
D:優良種芋の増殖

達成度に対する
評価

　販売金額は、農協のほか産地で直接販売しているので不明であるがJA販売額で
30,000千円と推定している。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

販売金額を指標としたが、産直、市場、市場外と具体的な金
額が難しいため削除したい。

作付け面積/年度末

八名丸さといも販売金額 収穫量/年度末

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

八名丸さといも作付面積

農家戸数１５戸

八名丸里芋の生産・流通・販売の一体的な支援をす
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

八名丸さといもを地域の主要ブランドとして
確立し、農家所得を向上させる。

作付け拡大、消費拡大の補助金の交付

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 農産物のブランド化を進め、売れる農産物づくりを支援する。平成20～22年度(里芋、茶、梅、自然薯等の生産振興策の検討)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

主要農産物（八名丸さといも）を
対象・受益者
の概数など

財産収入

350

300

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
６．　特産物を活用した振興の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１)　特産物振興推進事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

２　農業生産活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 （内線215）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
窓口業務 窓口業務 窓口業務

企画業務 企画業務 企画業務

1 2 3
200 250 300

1,260 千円 60 500 700
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,260 千円 60 500 700

○印 市民協働指数

○

〇

行政 ： 啓発活動
農家、地域 ： 自主的な取り組みへの推進(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

P(アンケート調査の実施)

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 企画提案件数 毎年3月提案

指標　Ⅱ 農地相談件数 毎月末の相談実績

指標　Ⅲ

　　集落の問題分析と提案

企画業務

　　水田農業対策、担い手の育成・確保、

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

窓口業務 窓口業務 窓口業務
　　農地管理相談、不在地主相談、新規就農相談 企画業務 企画業務

新規　･　継続 H20年度　→　H30年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名
共同事務所内にワンストップ支援窓口を設置するとともに、地域農政の総合的な推進施策に取組み、新城農業の再生を図る。
平成20年～平成22年度(窓口、企画事務)

7．　農業関係窓口の一元化の推進 農地の集積及び水田農業経営の確立を図るとともに、新城農業の再生計画を企画する。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

２－２－２－２－７

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投
資計画策定 6.農林業再生プログラム

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） (伊藤)

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 60

Ｈ２１予算額 0 0 0 ０

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.70　（0.70） 0.00　（0.20） 0.20　（0.00） 0.00　（0.00） 0.90（0.90） 人 5,400　（5,400） 5,460　（5,400）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ － 1 0 0 実施

指標Ⅳ 323 200 340 170 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 3

(４) 公　平　性 1 2

(５) 適　時　性 2 3

9 B 12 B

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

企画提案件数

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

企画立案が農政改革のその場限りの事業に振り回され有効な手段が立てれなかったが、ピックアップした既存
制度により担い手は増加した。また、農地相談件数を貸借を実施した件数で測定したため、累積件数の測定と
なり、それなりの実績は把握できたが、1年間の相談件数はでていない。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
7．　農業関係窓口の一元化の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　農業振興協働事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

(加藤)

２　農業生産活動を応援します

財産収入

60

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
共同事務所内にワンストップ支援窓口を設置するとともに、地域農政の総合的な推進施策に取組み、新城農業の再生を図る。　　　　　　　　　　平成20年～平成22年度(窓口、企画
事務)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

農業者を
対象・受益者
の概数など

おもに農業で生計を立てる者と地域農業を守る兼
業農家それぞれに対して

農業者に対する一元的な窓口としてワンストップ窓口の
設置や水田農業振興を中心とした担い手の確保・育成
を目指す。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

経営の発展的持続と地域農業を維持してい
くために

経営指導と地域農業維持の仕組みづくりを促
す。

把握方法・計算式　指　標　名　（当初設定指標）

毎年3月提案

農地相談件数 毎月末の相談実績

緊急ではないが時宜性が高い

成果指標に変更する。「水田農業担い手の確保」農業で生計を立てる担い手が加
入する水田経営所得安定対策の参加者数で把握する。「多様な担い手の確保」地
域農業の維持に必要な地域組織の新たな設立件数で判断する。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P(アンケート調査の実施)
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

水田農業の担い手において、制度加入
者が増加した。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は中程度

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

高齢化、農業従事者の減少、中山間地域という状況の中、農業振
興は農村振興につながり、農業団体との連携強化による事業とし
て高い評価を得ている。

人材の育成・確保を目的とするソフト事業を行うことは、今後の
農業の維持・発展につながることから、さらに連携を強化し事業
を進める必要がある。

事業の見直し度は中程度



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

事務費の助成 事務費の助成 事務費の助成

140件 150件 160件

48,655 千円 14,655 17,000 17,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 48,655 千円 14,655 17,000 17,000

○印 市民協働指数

○

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投
資計画策定 6.農林業再生プログラム

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

２－２－２－２－８

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

事業名
経営感覚に優れた効率的かつ安定的な農業経営者を育成するため、営利を目的としない公的団体を媒介に、農業経営の規模拡大、
農地の集団化など農地等の利用集積の推進を図る。平成20年～平成22年度(事務費の助成)

８．　農林業公社運営への支援 農業公社の運営に対する助成

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

事務費の助成 事務費の助成 事務費の助成

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 農地保有合理化事業 受付実績　　3月

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：(オ)新規に追加実施するための立案

P:申請時 行政 ： 助言、支援
農家、地域 ： 生産活動の推進(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 14,655

Ｈ２１予算額 0 0 0 13,113

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.05　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.05　（0.05） 人 300　（300） 14,955　（13,413）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 100件 100件 99件 99% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 3

(５) 適　時　性 2 2

10 B 12 A

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であり、負担も適正

中山間部で農地や林地のﾄﾁ管理を一体的に活動する必要
があり土地管理を一体的に行なうことにより地域の振興に寄
与する。

農地を有効活用するためには必要な団体である。

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

総 合 評 価　[点]

緊急ではないが時宜性が高い

農地の貸して借り手の見直しを状況に応じて行なう。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

P:申請時
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

実績報告書によって適切に管理されて
いる。

受付件数/年度末

把握方法・計算式　指　標　名　（当初設定指標）

農業者　3,159戸

 農業公社の運営に対する助成
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

耕作放棄地のない豊かな農地を保護し、農
業等の産業の振興を図る。

補助金交付規則に基づく事務処理を行なう。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
経営感覚に優れた効率的かつ安定的な農業経営者を育成するため、営利を目的としない公的団体を媒介に、農業経営の規模拡大、農地の集団化など農地等の利用集積の推進
を図る。平成20年～平成22年度(事務費の助成)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内の農地や農作業などを
対象・受益者
の概数など

14,655

13,113

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

２　農業生産活動を応援します

財産収入

評価の対象となる
【事務事業名】

 （１）　農林業公社事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
８．　農林業公社運営への支援

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

農業経営農家が求める農地の貸し借り･売買・農作業委託に対応しており指標
達成度は99%になっておりを評価する。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

農地保有合理化事業件数

達成度に対する
評価

一般財源

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 柴田　（内線215）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
組織運営 組織運営 組織運営

70 70 70
30 40 50
110 120 130

43,459 千円 13,459 15,000 15,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 12,451 千円 4,451 4,000 4,000
地 方 債 0 千円

そ の 他 435 千円 435
一 般 財 源 30,573 千円 8,573 11,000 11,000

○印 市民協働指数

○

行政 ： 助言、支援
農家、地域 ： 生産活動の推進(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

農地法5条申請受付件数 実績

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 農地法3条申請受付件数 実績

指標　Ⅱ 農地法4条申請受付件数 実績

指標　Ⅲ

農業者年金事業

全　体　計　画

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

農業委員報酬等 組織運営 組織運営
農業経営基盤強化措置事業

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名
農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位向上に寄与するための組織運営に要する費用。
平成20年～平成22年度(組織運営)

９．　農業委員会の運営 農地基本台帳を整備し、農地の賃借、農業者年金、相続税納税猶予該当地の管理等に活用する。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

２－２－２－２－９

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投
資計画策定 6.農林業再生プログラム

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 4,062 0 9,758

Ｈ２１予算額 0 6,946 0 11038

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.40） 1.40（1.40） 0.00　（0.00） 1.80（1.90） 人 10,800（11,400） 21,135　（23,010）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 95 70 94 134 実施

指標Ⅳ 25 30 26 86 実施

指標Ⅴ 124 110 99 90 実施

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

11 B 12 B

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

農地法３条申請受付件数

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

指標Ⅱ及びⅢはともに農地の転用であり、新東名関連等公共事業の用地買収がピークを超えて
移転等が減少したことによる減少。なお、農地法の申請は、農地の有効利用の必要性が生じた場
合に当事者が行うものであり、達成度の高低をもって事業の本質の評価はできない。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
農業委員会の運営

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　農業委員会運営事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

柴田

２　農業生産活動を応援します

財産収入

5,696

4,092

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位向上に寄与するための組織運営に要する費用。
平成20年～平成22年度(組織運営)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

農地所有者・農業従事者
対象・受益者
の概数など

農家数３８００戸

農地基本台帳を整備し、農地の賃借、農業者年金、相
続税納税猶予該当地の管理等に活用する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

農地の有効利用を図るため。 農地法及び関係法令の運用。

把握方法・計算式　指　標　名　（当初設定指標）

実績数値

農地法４条申請受付件数 実績数値

農地法５条申請受付件数 実績数値

緊急ではないが時宜性が高い

有
利用権設定面積　　年度末現在の設定面積

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

許可事務であり農業委員を除き、市民参加の予定はない。
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
申請案件は全て処理をした。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は中程度

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

農地法及び関係法令に基づく事務事業である。 行政の関与は必須である。

事業の見直し度は中程度



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 柴田　（内線215）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
組織運営 組織運営 組織運営

70 70 70
30 40 50
110 120 130

43,459 千円 13,459 15,000 15,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 12,451 千円 4,451 4,000 4,000
地 方 債 0 千円

そ の 他 435 千円 435
一 般 財 源 30,573 千円 8,573 11,000 11,000

○印 市民協働指数

○

行政 ： 助言、支援
農家、地域 ： 生産活動の推進(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 農地法3条申請受付件数 実績

指標　Ⅱ 農地法4条申請受付件数 実績

指標　Ⅲ 農地法5条申請受付件数 実績

組織運営
農業経営基盤強化措置事業

農業者年金事業

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

全　体　計　画

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

農業委員報酬等 組織運営

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名
農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位向上に寄与するための組織運営に要する費用。
平成20年～平成22年度(組織運営)

９．　農業委員会の運営 農地基本台帳を整備し、農地の賃借、農業者年金、相続税納税猶予該当地の管理等に活用する。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

6.農林業再生プログラム

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投
資計画策定

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－２－９

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 197 0 198

Ｈ２１予算額 124 197 0 197

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.01　（0.01） 0.01　（0.01） 0.02（0.02） 0.00　（0.00） 0.04（0.04） 人 240（240） 438　（437）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性

(２) 有　効　性

(３) 効　率　性

(４) 公　平　性

(５) 適　時　性

0 D 0 D

説　明

事務事業の分割のため指標なし。よって評価しない。

指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明） 指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

エラー
Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明

受益者が一部に偏り、公平性に欠ける

市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与すべきでない 市が関与すべきでない

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

エラー

受益者が一部に偏り、公平性に欠ける

市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

市民参
加の時
期・内容

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

11筆

農林水産省が所有する国有農地の管理、対価徴収、
売り払い事務。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

国有農地の適正な管理をするために 管理業務を行う

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位向上に寄与するための組織運営に要する費用。
平成20年～平成22年度(組織運営)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

国有農地及び国有農地小作者
対象・受益者
の概数など

財産収入

1

0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
農業委員会の運営

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）農業経営基盤強化措置事業 担当部課名
二次評価者

(課長）

一次評価者(担当）

柴田

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

２　農業生産活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

達成度に対する
評価

当初設定指標なし
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たに指標を設定。
管理する国有農地筆数　　年度末現在の筆数



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 柴田　（内線215）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
組織運営 組織運営 組織運営

70 70 70
30 40 50
110 120 130

43,459 千円 13,459 15,000 15,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 12,451 千円 4,451 4,000 4,000
地 方 債 0 千円

そ の 他 435 千円 435
一 般 財 源 30,573 千円 8,573 11,000 11,000

○印 市民協働指数

○

行政 ： 助言、支援
農家、地域 ： 生産活動の推進(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 農地法3条申請受付件数 実績

指標　Ⅱ 農地法4条申請受付件数 実績

指標　Ⅲ 農地法5条申請受付件数 実績

組織運営
農業経営基盤強化措置事業

農業者年金事業

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

全　体　計　画

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

農業委員報酬等 組織運営

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名
農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位向上に寄与するための組織運営に要する費用。
平成20年～平成22年度(組織運営)

９．　農業委員会の運営 農地基本台帳を整備し、農地の賃借、農業者年金、相続税納税猶予該当地の管理等に活用する。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投
資計画策定 6.農林業再生プログラム

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－２－９

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 381 0 382

Ｈ２１予算額 0 375 0 375

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05（0.05） 0.10　（0.10） 0.10（0.10） 0.00　（0.00） 0.25（0.25） 人 1,500（1,500） 1,882　（1,875）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性

(２) 有　効　性

(３) 効　率　性

(４) 公　平　性

(５) 適　時　性

0 D 0 D

説　明

指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明） 指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

エラー エラー

受益者が一部に偏り、公平性に欠ける 受益者が一部に偏り、公平性に欠ける

市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける 市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける

事業の見直しは必須事項

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与すべきでない 市が関与すべきでない

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項

説　明

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

当初設定指標なし
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たに指標を設定。
農業者年金新規加入者数　　年度加入実績

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

事務事業の分割のため指標なし。よって評価しない。

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

新規加入及び適正受給 加入推進業務及び給付事務

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

農業者年金への加入推進、給付事務手続き。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位向上に寄与するための組織運営に要する費用。
平成20年～平成22年度(組織運営)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

農業者年金加入要件者及び受給者
対象・受益者
の概数など

受給者236名

財産収入

1

0

２　農業生産活動を応援します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
農業委員会の運営

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）農業者年金事業 担当部課名
二次評価者

(課長）

一次評価者(担当）

柴田

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
経費の助成 経費の助成

2,676 2,700 加入実績

100 100 加入実績

13,400 千円 6,700 6,700
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 13,400 千円 6,700 6,700

○印 市民協働指数 （主体別活動内容）

財政：
組織：
人材：

○ 情報：
環境：

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投
資計画策定 6.農林業再生プログラム

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

２－２－２－２－１０

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

事業名 農業共済事業の推進を図る。平成20年～平成21年度　(経費の助成)

１０．　農業共済事業への支援 農業共済事業運営に係る経費の助成

新規　･　継続 H19年度　→　H21年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

全　体　計　画

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

経費の助成

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 水稲共済加入農家数

指標　Ⅱ 家畜共済加入農家数

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

･水稲共済(水稲・麦)
・家畜共済(牛・豚)
・建物共済(動産･不動産)

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 6,700

Ｈ２１予算額 0 0 0 2,100

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.05　（0.05） 0.00　（0.00） 0.05　（0.05） 人 300　（300） 7,000　（2,400）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1,992戸 1,992戸 1,938戸 97% 実施

指標Ⅳ 　　　　　83戸 　　　　　83戸 　　　　　　81戸 98% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 1 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

9 D 10 B

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

農業共済事業において新城市が負担しなければならない人
件費を助成する。

農家を経営するために必要な事業である。

事業の見直しは必須事項 事業の見直し度は中程度

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は低い 市が関与する必要性は普通

緊急ではないが時宜性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

農業共済事業に係る経費の助成
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

事業については広域地域で実施してい
る。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

加入実績

家畜共済加入農家数 加入実績

把握方法・計算式　指　標　名　（当初設定指標）

農業者及び一般市民　2,075人

農業共済事業運営に係る経費の助成
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

農業災害補償法に基づく災害等に対して損
失補てんをするために

補助金交付規則に基づく事務処理を行なう。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 農業共済事業の推進を図る。平成20年～平成21年度　(経費の助成)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

農業者を
対象・受益者
の概数など

6,700

2,100

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

１０．　農業共済事業への支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　農業共済事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

２　農業生産活動を応援します

一般財源

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

補助金の執行事務が主体で、活動実績は内容に思われる、また成果実績は交
付先の結果であり行政によるものではない。

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

達成度に対する
評価

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

水稲共済加入農家数

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

総 合 評 価　[点]

説　明

部長級

Ｈ２０決算額
（千円）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.70% 55% 60% 65% 経済部　農業振興課
287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
42.0% 44% 47% 50% 市民満足度アンケート調査 星野　（内線212）

　事業の目的　

事業の概要 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 C 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
家畜診療事業 家畜診療事業 家畜診療事業

1,900 1,950 2,000
4,000 4,025 4,050

32,459 千円 10,153 11,153 11,153
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 18,254 千円 6,134 6,060 6,060
一 般 財 源 14,205 千円 4,019 5,093 5,093

○印 市民協働指数

○

行政 ： 助言、支援
農家、地域 ： 生産活動の推進(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 診療頭数 実績

指標　Ⅱ 飼育頭数 共済加入者の飼育頭数

指標　Ⅲ

牛防疫対策協議会

共進会参加費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

乳用牛・肉用牛生産者援助事業 家畜診療事業 家畜診療事業
家畜診療事業

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名
安全で良質な畜産物の供給、ゆとりと質の高い畜産経営及び地球環境に優しい家畜ふん尿のリサイクル等畜産振興のための総合的
な施策の推進に取組む。平成20年～平成22年度　(家畜診療)

１１．　畜産振興の推進 畜産の経営、環境の指導及び支援

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 市民満足度(憩い空間の充実)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　農業生産活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
農業経営の安定と農業生産活動を推進するため、担い手農家への農地の利用集積や集落営農組織育成を進めるとともに、多様な
人材･世代が参入できる研修や情報提供の充実、農業関係機関との連携による営農指導、ブランド品の開発、販路拡大、鳥獣害対
策、担い手育成への支援等を進めます。

２－２－２－２－１１

・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革が立ち遅れている。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。
・農業関係機関相互の担い手育成支援窓口の一元化が望まれる。
・農業関係機関の連携促進方策を検討する必要がある。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 6,134 10,153

Ｈ２１予算額 0 0 0 6,045 10,050

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 11,953　（11,850）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1,900頭 1,900頭 1,306頭 実施

指標Ⅳ 4,000頭 4,000頭 3,318頭 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

診療頭数

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

牛等が健康であれば診療件数は下がり、市場などの状況により飼育頭数につい
ても変化するため成果とすると把握しにくい。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつな
ぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１１．　畜産振興の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）畜産振興事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

星野　（内線212）

２　農業生産活動を応援します

財産収入

4,019

4,005

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
安全で良質な畜産物の供給、ゆとりと質の高い畜産経営及び地球環境に優しい家畜ふん尿のリサイクル等畜産振興のための総合的な施策の推進に取組む。平成20年～平成22年
度　(家畜診療)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

畜産農家を
対象・受益者
の概数など

畜産農家　111件

畜産の経営、環境の指導及び支援
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安定的な経営と品質向上を図るために
妊娠鑑定、優良牛の導入補助や伝染病の発
生予防をする。

把握方法・計算式　指　標　名　（当初設定指標）

実績

飼育頭数 共済加入者の飼育頭数

緊急ではないが時宜性が高い

診療頭数や飼育頭数は時期状況により変化するため不適
切である。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

症状により個人から情報が入る。
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
適切に診療行なわれている。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

総 合 評 価　[点]

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

自給率が40%である現在行政の下支えが必要となる 畜産農家の経営に必要な事業である。

事業の見直し度は低い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55.0% 60.0% 65.0% 経済部　農業振興課

287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
3,557戸 3,386戸 3,143戸 2,900戸 望月　（内線211）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
負担金交付 負担金交付 負担金交付

負担金交付 負担金交付 負担金交付

整備面積32ha （整備面積27ha）設計調査委託 整備面積27ha

(黒瀬) (黒瀬下山) (黒瀬下山)

設計調査委託（清岳）

(整備工事一式) --- （改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金

（改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金 (凡池整備一式) 整備工事負担金

100%
(20)　0% (40)　20%

356,843 千円 133,836 105,383 117,624
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 13,481 千円 12,410 1,071
地 方 債 0 千円

そ の 他 1,318 千円 964 330 24
一 般 財 源 342,044 千円 120,462 103,982 117,600

○印 市民協働指数

○

・農村経済の活性化が望まれる。
・農村地域の生活環境の向上が望まれる。
・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革の立ち遅れ。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　　7．「新市まちづくり計画」の実行 　　2．活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　農業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農村における食料供給機能や多面的機能を発揮し、農業生産条件整備及び生活環境整備等による集落の維
持・増進を図ります。また、多彩な地域資源を生かし、都市との交流による地域力の向上を図ります。

２－２－２－３－１

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 農家戸数 JA部会員の集計

事業名
農道・農業用用水等の整備及び農村生活基盤の整備を総合的に実施して、活力ある農村地域の発展を図る。
平成20～27年度(ほ場整備、ため池整備等)

１．　農業生産基盤の整備 環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業土木費　　農業土木費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

ほ場整備事業 負担金交付 負担金交付
豊川用水改修事業 負担金交付 負担金交付

農地環境整備事業 整備面積83ha 整備面積56ha

設計調査委託（長ノ山） 整備面積13ha
(水環境整備事業　(重川池)) 老朽ため池整備事業（川上池） (整備工事一式) 整備工事負担金

緊急農地防災事業　(万福寺池) 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 黒瀬地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅱ 黒瀬下山地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：(オ)新規に追加実施するための立案

P:工区総会、役員会 行政 ： 事業の円滑な施行
農家、地域 ： 農地・農業施設の適正管理(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：豊川総合用水土地改良区

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 69,804

Ｈ２１予算額 0 0 0 65,688

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.10） 0.10　（0.15） 010　（0.10） 0.00　（0.00） 0.25（0.35） 人 1,500　（2,100） 71,304　（67,788）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 100 100 100 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

県営ほ場整備事業の施工に伴う市のほ場整備や河川工事
費相当分である。

土地改良区との負担割合に基づく負担金である。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業が完了している市が負担する費用のため見直しはあり
ません。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P:工区総会、役員会
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
ほ場整備事業償還金を負担金する。

把握方法・計算式

ほ場整備事業負担金 年度割負担率

　指　標　名　（当初設定指標）

 農業者・一般住民

環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

 年次計画書に基づき支払  負担金支払事務

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 農道・農業用用水等の整備及び農村生活基盤の整備を総合的に実施して、活力ある農村地域の発展を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

 土地改良事業に伴い市が負担すべき工事
費

対象・受益者
の概数など

69,804

65,688

一次評価者(担当）

望月　（内線211）

３　農業基盤の整備を進めます

財産収入

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　ほ場整備事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　農業生産基盤の整備

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

農業用水路等を整備し農業経営の安定化を図るため事業を実施する。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

一般財源

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55.0% 60.0% 65.0% 経済部　農業振興課

287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
3,557戸 3,386戸 3,143戸 2,900戸 望月　（内線211）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
負担金交付 負担金交付 負担金交付

負担金交付 負担金交付 負担金交付

整備面積32ha （整備面積27ha）設計調査委託 整備面積27ha

(黒瀬) (黒瀬下山) (黒瀬下山)

設計調査委託（清岳）

(整備工事一式) --- （改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金

（改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金 (凡池整備一式) 整備工事負担金

100%
(20)　0% (40)　20%

356,843 千円 133,836 105,383 117,624
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 13,481 千円 12,410 1,071
地 方 債 0 千円

そ の 他 1,318 千円 964 330 24
一 般 財 源 342,044 千円 120,462 103,982 117,600

○印 市民協働指数

○

行政 ： 事業の円滑な施行
農家、地域 ： 農地・農業施設の適正管理(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：豊川総合用水土地改良区

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

P:工区総会、役員会

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

緊急農地防災事業　(万福寺池) 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 黒瀬地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅱ 黒瀬下山地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅲ

設計調査委託（長ノ山） 整備面積13ha
(水環境整備事業　(重川池)) 老朽ため池整備事業（川上池） (整備工事一式) 整備工事負担金

農地環境整備事業 整備面積83ha 整備面積56ha

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

ほ場整備事業 負担金交付 負担金交付
豊川用水改修事業 負担金交付 負担金交付

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業土木費　　農業土木費

事業名
農道・農業用用水等の整備及び農村生活基盤の整備を総合的に実施して、活力ある農村地域の発展を図る。
平成20～27年度(ほ場整備、ため池整備等)

１．　農業生産基盤の整備 環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 農家戸数 JA部会員の集計

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　農業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農村における食料供給機能や多面的機能を発揮し、農業生産条件整備及び生活環境整備等による集落の維
持・増進を図ります。また、多彩な地域資源を生かし、都市との交流による地域力の向上を図ります。

２－２－２－３－１

・農村経済の活性化が望まれる。
・農村地域の生活環境の向上が望まれる。
・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革の立ち遅れ。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　　7．「新市まちづくり計画」の実行 　　2．活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 15,906

Ｈ２１予算額 0 0 0 12,393

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 17,706　（14,193）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 100 100 100 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

農業用水路等を整備し農業経営の安定化を図るため事業を実施する。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　農業生産基盤の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　豊川用水改修事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

望月　（内線211）

３　農業基盤の整備を進めます

財産収入

15,906

12,393

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 一級河川豊川の洪水調節、流水の正常な維持管理及びかんがい排水や水道用水を適切に管理することを目的とする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

豊川総合用水事業に伴い市が負担すべき
工事費

対象・受益者
の概数など

農業用水･工業用水・上水道用水(267,075千㎥)

環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

　年次計画書に基づき支払う。 地元で実施する事業説明会に参加する。

把握方法・計算式

豊川用水改修事業負担金 年度割の負担率

　指　標　名　（当初設定指標）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

　5年毎に「豊川用水二期地区」二期事業の再評価を行な
う。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

豊川用水地元工事説明会及び資料等を配布する。又、水資源機
構事業は5年毎に評価の見直しを行なう。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
　事業が計画どおり実施されている。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

豊川用水は近年漏水・破損事故が顕著になり、適切な水配
分や施設の安全性を維持することが難しくなっている。

農産物を安定供給するため老朽化した施設を早急に更新
する必要がある。

事業の見直し度は低い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55.0% 60.0% 65.0% 経済部　農業振興課

287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
3,557戸 3,386戸 3,143戸 2,900戸 望月　（内線211）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
負担金交付 負担金交付 負担金交付

負担金交付 負担金交付 負担金交付

整備面積32ha （整備面積27ha）設計調査委託 整備面積27ha

(黒瀬) (黒瀬下山) (黒瀬下山)

設計調査委託（清岳）

(整備工事一式) --- （改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金

（改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金 (凡池整備一式) 整備工事負担金

100%
(20)　0% (40)　20%

356,843 千円 133,836 105,383 117,624
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 13,481 千円 12,410 1,071
地 方 債 0 千円

そ の 他 1,318 千円 964 330 24
一 般 財 源 342,044 千円 120,462 103,982 117,600

○印 市民協働指数

○

・農村経済の活性化が望まれる。
・農村地域の生活環境の向上が望まれる。
・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革の立ち遅れ。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　　7．「新市まちづくり計画」の実行 　　2．活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　農業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農村における食料供給機能や多面的機能を発揮し、農業生産条件整備及び生活環境整備等による集落の維
持・増進を図ります。また、多彩な地域資源を生かし、都市との交流による地域力の向上を図ります。

２－２－２－３－１

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 農家戸数 JA部会員の集計

事業名
農道・農業用用水等の整備及び農村生活基盤の整備を総合的に実施して、活力ある農村地域の発展を図る。
平成20～27年度(ほ場整備、ため池整備等)

１．　農業生産基盤の整備 環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業土木費　　農業土木費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

ほ場整備事業 負担金交付 負担金交付
豊川用水改修事業 負担金交付 負担金交付

農地環境整備事業 整備面積83ha 整備面積56ha

設計調査委託（長ノ山） 整備面積13ha
(水環境整備事業　(重川池)) 老朽ため池整備事業（川上池） (整備工事一式) 整備工事負担金

緊急農地防災事業　(万福寺池) 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 黒瀬地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅱ 黒瀬下山地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：(オ)新規に追加実施するための立案

P:工区総会、役員会 行政 ： 事業の円滑な施行
農家、地域 ： 農地・農業施設の適正管理(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：豊川総合用水土地改良区

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 32,510

Ｈ２１予算額 0 0 0 27,054

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 34,310　（28,854）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 76.9 100 100 100 実施

指標Ⅳ 0 100 100 100 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

優良農地の保全と担い手農家による農地の利用集積･作業
委託を促進し、農作業の放棄による農地の荒廃を防ぐ。

布高率な農地を整備し生産性の高いものとし、農家の作
業負担を軽減する必要がある。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業施工者と見直し箇所の確認･調整を実施する。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P　工区総会、役員会
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

事業年度ごとに地区を決めて実施す
る。

工事実績

黒瀬下山地区委託進捗率 工事実績

把握方法・計算式　指　標　名　（当初設定指標）

農業者・一般住民

環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
区画計上の集約、道路の整備、用水路のパ
イプライン整備及び排水路項については、
組立柵渠等による整備を行なう。

地元調整・工区総会・苦情処理

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 農道・農業用用水等の整備及び農村生活基盤の整備を総合的に実施して、活力ある農村地域の発展を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

区画及び農道は狭小であり、用排水兼用で
大半が土水路である。

対象・受益者
の概数など

32,510

27,054

一次評価者(担当）

望月　（内線211）

３　農業基盤の整備を進めます

財産収入

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　農地環境整備事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　農業生産基盤の整備

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

農業用水路等を整備し農業経営の安定化を図るため事業を実施する。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

黒瀬地区工事進捗率

達成度に対する
評価

一般財源

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55.0% 60.0% 65.0% 経済部　農業振興課

287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
3,557戸 3,386戸 3,143戸 2,900戸 望月　（内線211）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
負担金交付 負担金交付 負担金交付

負担金交付 負担金交付 負担金交付

整備面積32ha （整備面積27ha）設計調査委託 整備面積27ha

(黒瀬) (黒瀬下山) (黒瀬下山)

設計調査委託（清岳）

(整備工事一式) --- （改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金

（改修工事一式）整備工事負担金 （改修工事一式）整備工事負担金 (凡池整備一式) 整備工事負担金

100%
(20)　0% (40)　20%

356,843 千円 133,836 105,383 117,624
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 13,481 千円 12,410 1,071
地 方 債 0 千円

そ の 他 1,318 千円 964 330 24
一 般 財 源 342,044 千円 120,462 103,982 117,600

○印 市民協働指数

○

行政 ： 事業の円滑な施行
農家、地域 ： 農地・農業施設の適正管理(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：豊川総合用水土地改良区

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

P:工区総会、役員会

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

緊急農地防災事業　(万福寺池) 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 黒瀬地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅱ 黒瀬下山地区工事進捗率 工事実績

指標　Ⅲ

設計調査委託（長ノ山） 整備面積13ha
(水環境整備事業　(重川池)) 老朽ため池整備事業（川上池） (整備工事一式) 整備工事負担金

農地環境整備事業 整備面積83ha 整備面積56ha

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

ほ場整備事業 負担金交付 負担金交付
豊川用水改修事業 負担金交付 負担金交付

新規　･　継続 H18年度　→　H30年度 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業土木費　　農業土木費

事業名
農道・農業用用水等の整備及び農村生活基盤の整備を総合的に実施して、活力ある農村地域の発展を図る。
平成20～27年度(ほ場整備、ため池整備等)

１．　農業生産基盤の整備 環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 農家戸数 JA部会員の集計

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　農業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農村における食料供給機能や多面的機能を発揮し、農業生産条件整備及び生活環境整備等による集落の維
持・増進を図ります。また、多彩な地域資源を生かし、都市との交流による地域力の向上を図ります。

２－２－２－３－１

・農村経済の活性化が望まれる。
・農村地域の生活環境の向上が望まれる。
・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革の立ち遅れ。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　　7．「新市まちづくり計画」の実行 　　2．活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田　治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 15,616

Ｈ２１予算額 0 0 0 19,020

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.15　（0.10） 0.25　（0.20） 0.00　（0.00） 0.50 （0.35） 人 3,000 （2,100） 18,616　（21,120）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 100 100 100 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

堤防関連施設等を整備し農業経営の安定化を図るため事業を実施する。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　農業生産基盤の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（４）　緊急農地防災事業 担当部課名
経済部　農業

振興課

一次評価者(担当）

望月　（内線211）

３　農業基盤の整備を進めます

財産収入

15,616

19,020

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
農道・農業用用水等の整備及び農村生活基盤の整備を総合的に実施して、活力ある農村地域の発展を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20～27年度(ほ場整備、ため池整備
等)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

緊急農地防災事業に伴い市が負担すべき
工事費

対象・受益者
の概数など

農業者・一般住民

環境保全に配慮した農業施設の整備を図る。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

事業の進捗状況により支払う 地元説明会及び現地立会

把握方法・計算式

緊急農地防災事業負担金 年度割の負担率

　指　標　名　（当初設定指標）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

県営事業であるので現場調査により内容を変更する場合が
考えられます。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

採択申請・地元説明会・現地立会
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

年度毎に事業費を決めて工事を施工
する。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

堤体全体が、断面不足により不安定な状況にある。また、背面堤
体尻にはパイピングが起きており常に多量の漏水が生じている。
漏水による水位低下は灌漑水の不足をきたしている。

堤体からの漏水が見られ早急な対応が必要である。

事業の見直し度は低い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55.0% 60.0% 65.0% 鳳来総合支所地域整備課

287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
3,557戸 3,386戸 3,143戸 2,900戸 鈴木誠一（３０１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 Ａ2・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
用地買収

建物工事

浄化槽工事

駐車場整備工事

既設トイレ解体工事

国道乗入れ承認工事

スロープ設置工事等

50人/日 50人/日 100人/日
７台/週 ７台/週 １４台/週

45,900 千円 45,900
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 30,600 千円 30,600
地 方 債 千円

そ の 他 15,300 千円 15,300
一 般 財 源 千円

○印 市民協働指数

○

２－２－２－３－４

H　２１年度　→　H　２１年度　

　　7．「新市まちづくり計画」の実行マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅲ 農家戸数

新規　･　継続

・農村経済の活性化が望まれる。
・農村地域の生活環境の向上が望まれる。
・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革の立ち遅れ。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

指標　Ⅱ 専業農家数

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

施策実施上の課題

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　農業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農村における食料供給機能や多面的機能を発揮し、農業生産条件整備及び生活環境整備等による集落の維
持・増進を図ります。また、多彩な地域資源を生かし、都市との交流による地域力の向上を図ります。

市民満足度アンケート調査

　　2．活力あふれる産業振興のまちづくり

事業名 道の駅トイレ・施設のバリアフリー化の推進と駐車場の充実を図る。平成21年度　(建物、浄化槽設置)

４．　「三河三石」の整備
高齢者・身障者など様々な人の使いやすさに配慮するため、多目的トイレを含めたトイレの改築と、
歩行経路のバリアフリー化のためのスロープ整備等を行う。

年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

一般・（　　　　　会計） 土木費　土木橋りょう費　道路新設改良費

JA部会員の集計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

駐車場整備工事

既設トイレ解体工事

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

用地買収

建物工事

浄化槽工事

国道乗入れ承認工事

スロープ設置工事等 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ トイレ利用者数 利用状況調査(予定)　　１０月

指標　Ⅱ 観光バス駐車場利用台数 利用状況調査(予定)　　１０月

指標　Ⅲ

関連公共施設等整備助成金（高速自動車道通過市町村）

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

Ｄ（三河三石によるトイレの維持管理）
Ｃ（三河三石総会における運営状況評価）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

三河三石管理組合からの要望（H１９.７．１３、H１６.１．１４）

情報：

組織：担当部局の一本化
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

＊行政･･･　施設の貸与、施設の改築・修繕

＊地域【組合】･･･　維持管理（消耗品費含む）

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
(イ)市長マニフェスト･指示による立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （ハード整備） 平賀昌三（３００）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 30600 0 0 15300 45900

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,000　（46,800）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 40人 50人 ５0人 100 実施

指標Ⅳ ５台 ７台 ７台 100 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

内容
・

理由

地権者・組合の協力により、用地取得・
バリアフリー施設の計画書作成を達
成。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

現在のトイレは障害者対応でないため、早急に改築する必
要がある。

現在のトイレは障害者対応でないため、早急に改築する必
要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｄ（三河三石によるトイレの維持管理）
Ｃ（三河三石総会における運営状況評価）

総 合 評 価　[点]

評価の視点

２～３日の実測を行って日量の平均を算出する。

観光バス駐車場利用台（一週間あたり） ２～４日の実測を行って日量の平均を算出する。

把握方法・計算式

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

トイレ利用者５０人／日

高齢者・身障者など様々な人の使いやすさに配慮する
ため、多目的トイレを含めたトイレの改築と、歩行経路の
バリアフリー化のためのスロープ整備等を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

使用しやすい、バリアフリーのトイレ施設に
するために

トイレの改修と施設のバリアフリー化のため、
建築工事の完成までを行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 道の駅トイレ・施設のバリアフリー化の推進と駐車場の充実を図る。平成21年度　(建物、浄化槽設置)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

高齢者・身障者などの人を
対象・受益者
の概数など

　　　各課入力項目

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　「三河三石」の整備事業 担当部課名

財産収入

0 0

0 0

2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている ３　農業基盤の整備を進めます

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　「三河三石」の整備

鳳来総合支
所地域整備

課

一次評価者(担当）

鈴木誠一（３０１）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
2.自立創造 戦略の方向　【政策】

事業の見直し度は中程度 事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

達成度に対する
評価

２０年度は事業用地の購入を行い完了した。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

トイレ利用者数（１日あたり）

市民協働指数
(20年度目標）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
53.7% 55.0% 60.0% 65.0% 鳳来総合支所地域整備課

287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号
3,557戸 3,386戸 3,143戸 2,900戸 菅谷典弘（内線3０４）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（鳳来地区）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
施設維持管理委託 施設維持管理委託 施設維持管理委託

8,170 8,200 8,220
47,410 47,550 47,700

92,561 千円 29,027 31,767 31,767
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 3,304 千円 1,062 1,121 1,121
一 般 財 源 89,257 千円 27,965 30,646 30,646

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－２－３－５

施　　策　　名 ３　農業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農村における食料供給機能や多面的機能を発揮し、農業生産条件整備及び生活環境整備等による集落の維
持・増進を図ります。また、多彩な地域資源を生かし、都市との交流による地域力の向上を図ります。

・農村経済の活性化が望まれる。
・農村地域の生活環境の向上が望まれる。
・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革の立ち遅れ。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　　7．「新市まちづくり計画」の実行 　　2．活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 農家戸数 JA部会員の集計

事業名 総合的な視点で各施設の効率的な業務運営による経費の削減を求める。平成20年～平成22年度　(指定管理者委託)

５．　「山びこの丘」の管理運営 学童農園山びこの丘の施設維持管理

新規　･　継続 H　１８年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　農業費　農業振興施設費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

施設維持管理委託 施設維持管理委託 同左

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 宿泊者数 利用実績報告書
指標　Ⅱ 利用客数 利用実績報告書
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：維持管理料金の減額 Ｐ(指定管理者の更新段階で、公募委員等
による検討をする。)

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

※指定管理者
※市民【個人】
※地域【団体・組織】

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：指定管理者制度を適用
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 　平賀昌三（３００）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,062 29,027

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,121 31767

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.20 ） 0.30　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.50（0.30） 人 3,000　（1,800） 32,027　（33,567）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 8,882人 8,170人 8,241 100.80% 実施

指標Ⅳ 47,360人 47,410人 42,276人 89.15% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている ３　農業基盤の整備を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
５．　「山びこの丘」の管理運営

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　「山びこの丘」管理運営事業 担当部課名
鳳来総合支
所地域整備

課

一次評価者(担当）

菅谷典弘（内線3０４）

職員数計

近隣市町村の小中学校を対象に学校訪問や
ホー
ムページによる案内を行った。

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

財産収入

27,965

30646

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 総合的な視点で各施設の効率的な業務運営による経費の削減を求める。平成20年～平成22年度　(指定管理者委託)

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

学童農園山びこの丘を
対象・受益者
の概数など

利用者

　意図
（どのような状態に
するために）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
H１8年9月から指定管理者制度を導入し、
民間企業のノウハウを生かし利用者を増加
させるために

利用実績報告書

利用客数 利用実績報告書

宿泊者数

学童農園山びこの丘の施設維持管理

把握方法・計算式

達成度に対する
評価

宿泊者数の目標値は達成できているがｒ、21年度については２９，０００千円の委
託料を支出する予定であるため、企業努力により市からの持ち出しを少しでも少

なくするような営業活動を行う。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　　　　　　無

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

Ｐ(指定管理者の更新段階で、公募委員等による検討をする。)
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
PRの成果

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

緊急ではないが時宜性が高い

受益者が広く公平であり、負担も適正

説　明
21年度から指定管理者2期目に入るため、収益のある事業
の展開が必要である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

事業の見直し度は低い

緊急ではないが時宜性が高い

受益者が広く公平であり、負担も適正

事業の見直し度は低い

21年度から指定管理者2期目に入るため、収益お有る事業
の展開が必要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

53.7% 55.0% 60.0% 65.0% 作手総合支所地域整備課

287 人 293 人 297 人 300 人 担当者・内線番号

3,557戸 3,386戸 3,143戸 2,900戸 河合（内線32）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　作手地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
管理・運営 （管理・運営）施設維持管理委託 （管理・運営）施設維持管理委託

計画調査

敷地造成

施設建設　14棟

74,000 人 74,500 人 75,000 人

22,000 千円 11,000 11,000

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 22,000 千円 11,000 11,000

○印 市民協働指数

○

行政 ： 計画立案と予算措置、市民参加の仕組みづ
くり
農家、地域 ： 活動の推進

(オ)の理由：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：指定管理者制度の適用
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(オ)新規に追加実施するための立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：

財政：

人材：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費 　民間の活力を生かすため、収益施設
のみ指定管理していたものを、全施設
を指定管理を図るため見直した。財

源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 入り込み客数 実績報告書(Ｈ19利用者数74,028人）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　敷地造成

　　施設建設　14棟

簡易宿泊施設

　　計画調査

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

手作り村(管理・運営)維持管理委託 （管理・運営）施設維持管理委託 （管理・運営）施設維持管理委託

駐車場整備 駐車場整備

新規　･　継続
H21年度 → H30年度
H23年度 → H26年度

一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　　農業費　　農業振興費

事業名 都市と農村の交流拠点の整備を促進します。

６．　「つくで手作り村」の整備
都市住民が滞在しながら地域との交流を深め、農に親しむ場として簡易宿泊施設の整備を進
める。また遊休農地の利活用を図る。

指標　Ⅱ 専業農家数 年度末、JA農産物等の部会員集計を基に把握

指標　Ⅲ 農家戸数 JA部会員の集計

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 「第1次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　農業基盤の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
農村における食料供給機能や多面的機能を発揮し、農業生産条件整備及び生活環境整備等による集落の維持・増
進を図ります。また、多彩な地域資源を生かし、都市との交流による地域力の向上を図ります。

２－２－２－３－６

・農村経済の活性化が望まれる。
・農村地域の生活環境の向上が望まれる。
・担い手の育成・確保や米政策への適切な対応などの土地利用型農業の構造改革の立ち遅れ。
・グローバル化の進展。
・効率化だけでなく、自然循環機能の維持増進が期待されている。

2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　　7．「新市まちづくり計画」の実行 　　2．活力あふれる産業振興のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 荻野喜嗣男

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 5,999 11,606

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,602 7,626

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.20　（0.05） 0.30　（0.10） 0.00　（0.00） 0.60（0.20） 人 3,600　（1,200） 15,206　（8,826）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 74,028人 74,500人 101,949人 137% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

入込み客数

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

平成20年度の指標Ⅰの達成度は、全施設の指定管理制度に移行できていないた
め評価できない。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

（１）　「つくで手作り村」管理運営事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す「山の湊」を創る

６．　「つくで手作り村」の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

作手総合支
所地域整備

課

一次評価者(担当）

河合（内線32）

6,024

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.地産地消や消費者交流など、生命をつなぐ魅力ある農業が営まれている

Ｈ２０決算額
（千円）

３　農業基盤の整備を進めます

財産収入

5,607

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 都市と農村の交流拠点の整備を促進します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

つくで手作り村施設を
対象・受益者
の概数など

一般

都市住民が滞在しながら地域との交流を深め、農に親し
む場として簡易宿泊施設の整備を進める。また遊休農
地の利活用を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

都市住民が滞在しながら農に親しむ場を提供
することにより、都市と農村の交流拠点の整
備、遊休農地の有効利用を図るために

H21より全施設を指定管理者制度に移行するため
の、協定の締結、調整会議を行う。

把握方法・計算式　指　標　名　（当初設定指標）

入込み客数/年度末

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

株主の構成が全員市民である（有）つくで手作り村と全施設の指定
管理制度の適用について、平成20年4月以降5回の調整会議を開
催する。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

指定管理者純利益（決算）を追加する。

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

平成20年12月議会に可決され、平成21
年4月1日の契約となるため

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業開始が平成２１年度のため今回は現状評価とした。 財政の健全化・民間活力の活用等を相対形に考慮し、早期に全施
設指定管理制度を活用する必要があるが、平成20年度中は未契
約であるため現状での評価とする。

事業の見直し度は低い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.3% 63% 64% 65% 　　経済部　商工課
29.7% 35% 45% 50% 担当者・内線番号

栄町線一部完了 街なか歩行者の増加 街なか居住人口の増加 今泉・渡辺　（２２４）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
合併検討 (合併)合併検討 (　―　)合併検討

経営改善普及事業への補助 経営改善普及事業への補助 経営改善普及事業への補助

30 30 30

59,994 千円 21,994 18,930 18,930
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 59,994 千円 21,994 18,930 18,930

○印 市民協働指数

○

２－２－３－１－１（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施策達成度指標の測定方法･時期

2.自立創造

７．「新市まちづくり計画」の実行

2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

2.活力あふれる産業のまちづくり

事業の進捗状況

総合計画の施策体系
3.まちに賑わいと働く場が確保されている

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅰ 商工会会員加入率
指標　Ⅱ 「便利な市街地･中心街の整備」の市民満足度

指標　Ⅲ 事業完了後目視により確認

（オ）新規に追加実施するための立案

P：事業化できるか検討する
D：各商工会と会議･打合せの場を設ける
C：会議の記録をまとめるとともに問題点や
事業計画を見直す
A：その事業について実施できるか検討

②
行政主導

（イ）市長マニフェスト・指示による立案 組織：
（ウ）地域審議会からの具申に基づく立案

（エ）実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 商工団体との会議･打合等回数 年度末･打合せ記録等

指標　Ⅱ

H　２０年度　→　H　３０年度　

事業名 小規模事業者の経営改善、発展を目指し、その事業の一部を商工会に助成していく。合併の依頼

１．　経営改善普及事業への支援

新規　･　継続

市民満足度アンケート調査

施　　策　　名 １　魅力ある商店街づくりを応援します 施 策 の 基 本 方 針
市街地を形成する商店街の魅力を高めるため、行政、商工団体、商業者、市民（消費者）が連携しあい、空き店
舗の活用や新規店舗の誘導、イベントの開催、商業者の経営改善への支援などを進めます。

・行政との統一した連携を図るためには商工会の統合が必要である。
・商店主の高齢化。
・中心市街地活性化事業の財源の確保。
・中心市街地活性化事業に対する市民の合意。

一般会計 　商工費　商工費　商工振興費

商工会への補助金として市内の小規模事業者の活性化を図る。

経営改善普及事業への補助 経営改善普及事業への補助 経営改善普及事業への補助

商工会の合併が決まらないため

商工会より地域の実情から合併は難しいとの意見がでている。

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

人材：
情報：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

財政：

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（NPOなど）：
その他：環境：

各年度末(現在値9月末）

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
3商工会の合併

全　体　計　画

事業立案の手法

（ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

（オ）の理由：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・団体等 竹川（２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 21,994

Ｈ２１予算額 0 0 0 18930

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.１0） 0.05(0.05) 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.27(0.27) 人 1620（1620） 23,614（20,550）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 10 30 35 116.7% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明
経営改善普及として商工会に補助しているが、合併に向け
て進めることが必要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
商工会への助成を行うと伴に情報交換を行い、まちの活性
化を図っていく必要がある。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

  ①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

会議・打合せを目標回数を上回って実
施できた。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P：事業化できるか検討する
D：各商工会と会議･打合せの場を設ける
C：会議の記録をまとめるとともに問題点や事業計画を見直す
A：その事業について実施できるか検討

達成度に対する
評価

各商工会と打合せ会を行い、また、各商工会担当地区の課題や計画等の情報
交換を行ったことで次年度以降の実施計画が挙げられるようになった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有　　商工会総会資料より会員数を見る。
　　　 市民満足度調査実施年に把握する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

商工団体との打合せ・会議回数 年度末打合せ・会議回数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

各商工会

商工会への補助金として市内の小規模事業者の活性
化を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

商工会が市内商店へ指導を行い、商店街
を活性化させるために

各商工会が市内商店主などへ適切な指導が
できるよう、また、商工会事業への支援を行っ
ていく。

職員数計

0.02　（0.02）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 小規模事業者の経営改善、発展を目指し、その事業の一部を商工会に助成していく。合併の依頼

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

商店を
対象・受益者
の概数など

財産収入

21,994

18930

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　経営改善普及事業への支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　経営改善普及事業 担当部課名
　　経済部

商工課

一次評価者(担当）

今泉・渡辺　（２２４）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている １　魅力ある商店街づくりを応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.3% 63% 64% 65% 　　経済部　商工課
29.7% 35% 45% 50% 担当者・内線番号

栄町線一部完了 街なか歩行者の増加 街なか居住人口の増加 今泉　　（内線２２２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
事業の検討。要綱作成検討 街路灯設置 同左

イベント

事業化の検討 1 1
事業化の検討 2 2

8,000 千円 0 4,000 3,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 2,000 千円 0 1,500
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 6,000 千円 0 2,500 3,000

○印 市民協働指数

○

２－２－３－１－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

平成 27 ～ 30 年度
同左事業の検討

７．「新市まちづくり計画」の実行

2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

街路灯設置

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

事業名 商店活性化を図るため魅力あるまちづくりをして、催し物をすると共に市民の交流の場とする。補助要綱の作成、街路灯設置の検討。

①イベントの開催　②街路灯設置２．　商業・商店街の活性化

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　商工費　商工費　商工振興費

国の補助事業として採択されなかったため 街路灯４００　　イベント１００

街路灯設置商店街数

年度末

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 2.活力あふれる産業のまちづくり

施　　策　　名 １　魅力ある商店街づくりを応援します 施 策 の 基 本 方 針
市街地を形成する商店街の魅力を高めるため、行政、商工団体、商業者、市民（消費者）が連携しあい、空き店
舗の活用や新規店舗の誘導、イベントの開催、商業者の経営改善への支援などを進めます。

総合計画の施策体系
3.まちに賑わいと働く場が確保されている

2.自立創造 ・行政との統一した連携を図るためには商工会の統合が必要である。
・商店主の高齢化。
・中心市街地活性化事業の財源の確保。
・中心市街地活性化事業に対する市民の合意。

イベント（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

イベント

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 街路灯設置商店街数

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ イベント回数

（イ）市長マニフェスト・指示による立案 組織：

財
源
内
訳

事業立案の手法

（ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

行政：助成
地域（団体、組織）：計画検討
市民団体（NPO法人）：
その他

人材：
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

商工会より要望あり、街路灯整備事業

P（商工会、区長、店主等話し合い　　　）
D（着手）
C・A（成果、見直し）

④
市民主導

市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ 事業完了後目視により確認事業の進捗状況
指標　Ⅱ 「便利な市街地･中心街の整備」の市民満足度

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 商工会会員加入率 各年度末(現在値9月末）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（オ）の理由：

（オ）新規に追加実施するための立案

事

業

費

総　事　業　費

（ウ）地域審議会からの具申に基づく立案

（エ）実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・団体等 竹川（２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 1500 0 4000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.25） 0.00　（0.00） 0.21（0.36） 人 1260（2160） 1260（6160）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 要領の作成 要領完成 100 実施

指標Ⅱ 0 要領の作成 要領完成 100 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明
商店街活性化のための事業は必要である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
商工会や地域から計画が出てきたものは支援していくことで
検討する。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

補助要領は作成しH21.4.1より実施す
る。

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

P（商工会、区長、店主等話し合い　　　）
D（着手）
C・A（成果、見直し）

達成度に対する
評価

商店街活性化のために県がんばる商店街推進事業費補助金に習い、市独自の
補助制度要領を作成した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

街路灯設置商店街数 H21.4.1から実施

イベント回数 H21.4.1から実施

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

商工会

①イベントの開催　②街路灯設置
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

商店街の活性化を目指し、集客アップする
ために

商工会と情報交換を行い、まちの活性化に向
けて取り組む

職員数計

0.01　（0.01）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 商店活性化を図るため魅力あるまちづくりをして、催し物をすると共に市民の交流の場とする。補助要綱の作成、街路灯設置の検討。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

商店街を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

2500

２．　商業・商店街の活性化

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　商業・商店街の活性化事業 担当部課名
　　経済部

商工課

一次評価者(担当）

今泉　　（内線２２２）

2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている １　魅力ある商店街づくりを応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】



再掲につきシート省略
2-2-3-1-3-(1)　「中心市街地の活性化事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
178 180 190 200 産業立地部誘致課

6,950人 7,000人 7,100人 7,200人 担当者・内線番号
307,040百万円 320,000百万 330,000百万円 350,000百万円 上野（内線３９２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（新城地区　）

優先度 A1・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
企業誘致の説明会等の開催及び参加 企業誘致説明会等の開催及び参加 企業誘致説明会等の開催及び参加 同左
新聞等への企業団地紹介広告 企業訪問等のＰＲ活動及び情報収集 企業訪問等のＰＲ活動及び情報収集

企業訪問等のＰＲ活動及び情報収集 東三河５市共同でのＰＲ活動、企業展等への参加 東三河５市共同でのＰＲ活動、企業展等への参加

パンフレット作成 パンフレット作成 パンフレット作成

企業情報交換会 企業情報交換会 企業情報交換会

PR用ビデオ・DVD作成 ホームページの充実 ホームページの充実

1 1 1
100 100 100
3 3 3

15,846 千円 8,846 2,000 2,500
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 15,846 千円 8,846 2,000 2,500

○印 市民協働指数

○

(イ)市長マニフェスト・指示による立案

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：誘致活動において地域イメージをよりわ
かりやすい形で紹介するため（H20.9月補正にて要求
中）

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(ウ)地域審議会からの具申による立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：

財
源
内
訳

財政：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

新城南部・しんしろ八名井企業団地を早期に完売
するよう両団地の立地条件のよさ等PR活動し、誘
致に努める。

組織：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費 2,500

2,500

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 販売区画数 各年度の販売数・毎年度末

指標　Ⅱ 企業訪問･問合せ回数 訪問等記録・毎年度末

指標　Ⅲ 説明会の開催 説明会の開催数・毎年度末

企業団地PR用ビデオ・DVD作成

ホームページの充実 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

企業誘致の説明会等の開催及び参加 同左
新聞等への企業団地紹介広告

企業訪問等のＰＲ活動及び情報収集

企業間交流及び情報交換の場の提供

雇用状況の把握

　商工費　商工費　商工振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

１．　企業立地の推進
①企業誘致説明会の開催　②企業訪問等のＰＲ活動及び情報収集　③東三河５市共同
による企業展等への参加、ＰＲ活動

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　２６年度　 一般（７－１－２）

指標　Ⅲ 製造品出荷額 工業統計調査(現在値は18年度末）

事業名 企業団地等への企業立地の促進を図るため情報発信と収集を行う。企業訪問。

指標　Ⅰ 事業所数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）
指標　Ⅱ 従業員数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）

施策達成度指標の測定方法･時期

・市内における労働力の確保が必要。
・就業者の住宅等の確保が必要

3.まちに賑わいと働く場が確保されている 施策実施上の課題

7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　企業誘致を進め､雇用を確保します 施 策 の 基 本 方 針 地域経済の活性化と就業の場の確保、税収の増加を目的に企業誘致を積極的に進めます。

２－２－３－２－１

総合計画の施策体系

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 佐宗　常治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 8,846

Ｈ２１予算額 0 0 0 2000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.70　（0.80） 0.70　（0.00） 0.60　（0.70） 0.00　（0.00） 2.00（1.50） 人 12,000（9,000） 20,846（11,000）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 2 3 6 200 実施

指標Ⅱ ― 100 150 150 実施

指標Ⅲ 1 1 2 200 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

市民協働指数
(20年度目標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

説明会の開催

①
行政主体

達成度に対する
評価

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

2000

２　企業誘致を進め､雇用を確保します

0.00　（0.00）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている １．　企業立地の推進

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　企業立地推進事業 担当部課名
産業立地部

誘致課

一次評価者(担当）

上野（内線３９２）

財産収入

8,846

職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 企業団地等への企業立地の促進を図るため情報発信と収集を行う。企業訪問。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城南部・しんしろ八名井企業団地を
対象・受益者
の概数など

新城南部・しんしろ八名井企業団地　全１９区画

①企業誘致説明会の開催　②企業訪問等のＰＲ活動
及び情報収集　③東三河５市共同による企業展等への
参加、ＰＲ活動

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域経済の活性化と就業の場を確保するた
め、残り６区画を完売するために

企業訪問、企業展等のイベントへの参加、ダイレクトメー
ルによる宣伝、独自の企業誘致説明会を行う。

把握方法・計算式

説明会の開催回数・毎年度末

企業訪問･問合せ回数 企業訪問等の回数・毎年度末

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

市が関与する必要性が高い

企業団地の販売数・毎年度末販売区画数

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経済状況が悪化する前に契約した２社は平成２１年６月には操業する。県及び
他機関との調整が順調に行えたため、説明会に参加する機会が増え企業への
訪問も増加した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

内容
・

理由

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

受益者が広く公平であり、負担も適正

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

説　明
事業実施の遅れもなく、多くの説明会等に参加でき、多数の
企業へ訪問することにより多くの情報を得ることができた。

企業誘致の説明会等に参加する機会が多くあり、企業へ
の情報発信及び情報収集が順調に行えた。

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
178 180 190 200 産業立地部誘致課

6,950人 7,000人 7,100人 7,200人 担当者・内線番号
307,040百万円 320,000百万 330,000百万円 350,000百万円 上野（内線３９２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（新城地区　）

優先度 A1・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 企業立地奨励金の交付 同左

(条例一部改正予定)

・交付対象税目の拡大

・交付期間の延長等

1 1 1

6 5 8
64,219 千円 21,511 9,454 20,010

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 64,219 千円 　21,511 9,454 20,010

○印 市民協働指数

○

新城南部・しんしろ八名井企業団地を早期に完売
するよう両団地の立地条件のよさ等PR活動し、誘
致に努める。

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申による立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

13,244

事

業

費

総　事　業　費 13,244

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 販売区画数 各年度の販売区画数・毎年度末

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ 交付件数 各年度の交付件数・毎年度末

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

企業立地奨励金の交付 同左 同左
企業立地奨励条例の改正 ※対象企業、未評価のため

固定資産税相当額の追加あり

　商工費　商工費　商工振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

２．　企業立地の奨励
立地企業に対し、土地及び家屋に係る固定資産税相当額を5年度間、償却資産に係る固
定資産税相当額を1年度間にわたり交付する。

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般（７－１－２）

指標　Ⅲ 製造品出荷額 工業統計調査(現在値は18年度末）

事業名 企業の初期投資の負担軽減となり立地の推進につながる。

事業所数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）
指標　Ⅱ 従業員数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）

施策達成度指標の測定方法･時期

・市内における労働力の確保が必要。
・就業者の住宅等の確保が必要

3.まちに賑わいと働く場が確保されている 施策実施上の課題

7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　企業誘致を進め､雇用を確保します 施 策 の 基 本 方 針 地域経済の活性化と就業の場の確保、税収の増加を目的に企業誘致を積極的に進めます。

２－２－３－２－２

総合計画の施策体系

指標　Ⅰ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （報奨金等） 佐宗　常治

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 21,511

Ｈ２１予算額 0 0 0 9454

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.30　（0.20） 0.30　（0.00） 0.40　（0.30） 0.00　（0.00） 1.00（0.50） 人 6,000（3,000） 27,511（12,454）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1 1 2 200 実施

指標Ⅳ 3 6 6 100 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

達成度に対する
評価

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

各年度の交付件数

Ⅳ
　
評
　
価

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

２　企業誘致を進め､雇用を確保します

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている ２．　企業立地の奨励

9454

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 企業の初期投資の負担軽減となり立地の推進につながる。

現在立地している１１企業、現在分譲中の６区画
へ進出した企業

（評価の対象となる事務事業の概要）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　企業立地奨励事業 担当部課名
産業立地部

誘致課

一次評価者(担当）

上野（内線３９２）

財産収入

　21,511

職員数計

立地企業に対し、土地及び家屋に係る固定資産税相
当額を5年度間、償却資産に係る固定資産税相当額を
1年度間にわたり交付する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　対象
（何を・誰を）

新城南部・しんしろ八名井各企業団地へ立
地した企業を

対象・受益者
の概数など

事務事業の概要

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

立地企業への優遇、市勢の発展のために
立地された企業に対し、事業者認定をし、認定の
翌年度から奨励金を交付する。

各年度の交付件数・毎年度末

把握方法・計算式

各年度の販売区画数 ２つの企業団地の販売数・毎年度末

　指　標　名　（当初設定指標）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

内容
・

理由

事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

企業側への説明において制度の内容等が充分理解され
た。

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

交付対象の企業の把握及び連絡調整が順調に行えた。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

説　明
立地した企業の規模を問わず、より多くの企業に該当するように改
正することができた。この改正により立地企業が増加するよう、ＰＲ
が必要。

総 合 評 価　[点]

市民協働指数
(20年度目標）

事業の見直し度は低い

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

受益者が広く公平であり、負担も適正



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
178 180 190 200 産業立地部 開発課

6,950人 7,000人 7,100人 7,200人 担当者・内線番号
307,040百万円 320,000百万 330,000百万円 350,000百万円 坂 野 ・ ３９４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（新城･長篠地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
基本計画策定 井戸水調査

（－）地区計画図(案)作成 （－）地権者同意・縦覧・知事同意

地権者同意 地権者同意

調査・調整 調査・調整 調査・調整

調査・調整 調査・調整 調査・調整

（検討）  ― （検討）  ― （検討）  ―

（－）企業庁・地権者調整 （－）企業庁・地権者・誘致企業調整 （－）企業庁・地権者・誘致企業調整

調査・調整 調査・調整 調査・調整
調査・調整 調査・調整 調査・調整

(-)土地利用計画図の策定 (-)地区説明・地権者同意 (-)地区計画決定
11,400 千円 5,550  (3,250) 5,500 350

国 庫 支 出 金 4,202 千円 (-) 4,202
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 7,198 千円 5,550 (3,250) 1,298 350

○印 市民協働指数

○

○

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 　第二東名I.C周辺整備基本計画ゾーニングにお
ける産業集積ゾーン企業団地造成を企業庁と調整
をとりながら開発に向け検討する。
　行政により作成の「開発区域」「土地利用計画図」
の案を地元に提示し意見の聴取及び調整を図る。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

財政：

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

地元説明会等開催する。（意見交換会）
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(-)地区計画決定

事

業

費

総　事　業　費 ＩＣ開発区域内の井戸水調査、打合せ・調整旅費

財
源
内
訳

（－）旅費［企業庁・地権者・誘致企業調整］ 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 用地買収 24年～

指標　Ⅱ 造成工事・分譲 25年～

指標　Ⅲ

造成工事・分譲 造成工事・分譲

住宅用地 （－） 検 討 （－） 検 討

地権者開発同意

用地買収 用地買収

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

基本計画策定

（－）地区計画決定

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般会計(07-01-02) 　商工費　商工費　商工振興費

事業名 インター周辺の産業集積ゾーンを計画的に整備することにより無秩序な開発を防ぐ。

３．　インター周辺企業団地の造成
インターチェンジ周辺に企業立地のための団地造成を行う。また、隣接して安定雇用の観
点から住宅団地の検討をする。

指標　Ⅱ 従業員数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）
指標　Ⅲ 製造品出荷額 工業統計調査(現在値は18年度末）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 事業所数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）

・市内における労働力の確保が必要。
・就業者の住宅等の確保が必要
・事業所への情報通信基盤の充実が必要。
・工業用水道の更新は莫大な財源が必要となるため、経営難や料金改定などの対
応が必要となる。

3.まちに賑わいと働く場が確保されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　企業誘致を進め､雇用を確保します 施 策 の 基 本 方 針
地域経済の活性化と就業の場の確保、税収の増加を目的に企業誘致を積極的に進めます。また、安定した工業
用水を供給するための老朽施設の更新、勤労者のための融資制度の充実を進めます。

２ － ２ － ３ － ２ － ３　

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 中 島　　勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 4,702

Ｈ２１予算額 4,202 0 0 5,262

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.70　（0.15） 0.70　（0.15） 0.70　（0.15） 0.00　（0.00） 2.10（0.45） 人 12,600　（2,700） 17,302　（7,962）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ― ― 未

指標Ⅱ ― ― 未

指標Ⅲ 土地利用計画図の策定 土地利用計画図の策定 90% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 B 12 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている ２　企業誘致を進め､雇用を確保します

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　インター周辺企業団地の造成

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　「開発基本計画策定」事業 担当部課名
産業立地部

開発課

一次評価者(担当）

坂 野 ・ ３９４

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

4,702

1,060

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 インター周辺の産業集積ゾーンを計画的に整備することにより無秩序な開発を防ぐ。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

開発区域内の土地利用計画及び立地企業の業
種を

対象・受益者
の概数など

愛知県企業庁及び開発行為に係る関係個別法対
象機関

インターチェンジ周辺に企業立地のための団地造成を
行う。また、隣接して安定雇用の観点から住宅団地の
検討をする。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

開発区域内の土地利用計画図の作成及び
立地企業の業種を模索するために

・愛知県企業庁及び関係機関と協議を重ね調整を図る。
・外注の委託と協議しながら現地調査及び検討を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

用地買収

造成工事・分譲

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

地区計画決定 土地利用計画図の完成に至る

達成度に対する
評価

・活動指標 ： 状況により調整項目の増減が著しいため設定が難しい。
・成果指標 ： 土地利用計画図の作成には至っているが、企業庁との協議の中で「計画
内への立地希望企業の申込み」がないと実施が困難としている。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

・活動指標 ： 状況により調整項目の増減が著しいため設定が難し
い。
・成果指標 ： 行政の検討立案はH20年度にほぼ策定しましたが、
地元説明及び立地企業の意向により修正が考えられます

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

　平成２０年度事業に関しては関係する他機関との調整による業
務のため市民参加の事例に至りませんでした。　今後の予定とし
ては作成した「開発予定区域の土地利用計画図」を地元及び関
係地権者等に説明をしていきます。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

この計画案の実施には「地元及び関係
地権者の理解」と「計画内への立地希
望企業の申込み」が不可欠

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
・インター周辺開発に関しては「行政主導」「プロポーザル方
式による設計施工」「民間開発」が考えられ市の負担が最小
のものが望ましい。

・効率性を踏まえ、オーダーメイド方式で考えざるを得ない
ため、経済情勢による企業の動向に左右されてしまう。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
178 180 190 200 産業立地部 開発課

6,950人 7,000人 7,100人 7,200人 担当者・内線番号
307,040百万円 320,000百万 330,000百万円 350,000百万円 坂 野 ・ ３９４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（新城･長篠地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
基本計画策定 井戸水調査

（－）地区計画図(案)作成 （－）地権者同意・縦覧・知事同意

地権者同意 地権者同意

調査・調整 調査・調整 調査・調整

調査・調整 調査・調整 調査・調整

（検討）  ― （検討）  ― （検討）  ―

（－）企業庁・地権者調整 （－）企業庁・地権者・誘致企業調整 （－）企業庁・地権者・誘致企業調整

調査・調整 調査・調整 調査・調整
調査・調整 調査・調整 調査・調整

(-)土地利用計画図の策定 (-)地区説明・地権者同意 (-)地区計画決定
11,400 千円 5,550  (3,250) 5,500 350

国 庫 支 出 金 4,202 千円 (-) 4,202
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 7,198 千円 5,550 (3,250) 1,298 350

○印 市民協働指数

○

○

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 　第二東名I.C周辺整備基本計画ゾーニングにお
ける産業集積ゾーン企業団地造成を企業庁と調整
をとりながら開発に向け検討する。
　行政により作成の「開発区域」「土地利用計画図」
の案を地元に提示し意見の聴取及び調整を図る。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

財政：

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

地元説明会等開催する。（意見交換会）
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(-)地区計画決定

事

業

費

総　事　業　費 ＩＣ開発区域内の井戸水調査、打合せ・調整旅費

財
源
内
訳

（－）旅費［企業庁・地権者・誘致企業調整］ 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 用地買収 24年～

指標　Ⅱ 造成工事・分譲 25年～

指標　Ⅲ

造成工事・分譲 造成工事・分譲

住宅用地 （－） 検 討 （－） 検 討

地権者開発同意

用地買収 用地買収

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

基本計画策定

（－）地区計画決定

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般会計(07-01-02) 　商工費　商工費　商工振興費

事業名 インター周辺の産業集積ゾーンを計画的に整備することにより無秩序な開発を防ぐ。

３．　インター周辺企業団地の造成
インターチェンジ周辺に企業立地のための団地造成を行う。また、隣接して安定雇用の観
点から住宅団地の検討をする。

指標　Ⅱ 従業員数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）
指標　Ⅲ 製造品出荷額 工業統計調査(現在値は18年度末）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 事業所数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）

・市内における労働力の確保が必要。
・就業者の住宅等の確保が必要
・事業所への情報通信基盤の充実が必要。
・工業用水道の更新は莫大な財源が必要となるため、経営難や料金改定などの対
応が必要となる。

3.まちに賑わいと働く場が確保されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　企業誘致を進め､雇用を確保します 施 策 の 基 本 方 針
地域経済の活性化と就業の場の確保、税収の増加を目的に企業誘致を積極的に進めます。また、安定した工業
用水を供給するための老朽施設の更新、勤労者のための融資制度の充実を進めます。

２ － ２ － ３ － ２ － ３　

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 中 島　　勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 23

Ｈ２１予算額 0 0 0 224

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.15　（0.80） 0.15　（0.80） 0.15　（0.80） 0.00　（0.00） 0.45（2.40） 人 2,700　（14,400） 2,723　（14,624）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ― ― 未

指標Ⅱ ― ― 未

指標Ⅲ 土地利用計画図の策定 土地利用計画図の策定 90% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

12 B 12 B

説　明
・効率性を踏まえ、オーダーメイド方式で考えざるを得ない
ため、経済情勢による企業の動向に左右されてしまう。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

説　明
・インター周辺開発に関しては「行政主導」「プロポーザル方式によ
る設計施工」「民間開発」が考えられ市の負担が最小のものが望
ましい。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

この計画案の実施には「地元及び関係
地権者の理解」と「計画内への立地希
望企業の申込み」が不可欠

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

　平成２０年度に関しては地権者情報の収集と聞き取り調査によ
り関係する他機関との調整をはかって開発規模を決めました。
今後の予定としては平成２０年度に作成した「開発予定区域の土
地利用計画図」を基に地元及び関係地権者等に説明をしていき
ます

達成度に対する
評価

・活動指標 ： 状況により調整項目の増減が著しいため設定が難しい。
・成果指標 ： 開発規模の決定にあたり計画外地権者の調査調整により土地利用計画図
の作成に至りました。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

・活動指標 ： 状況により調整項目の増減が著しいため設定が難し
い。
・様式３を参照：事業の内容の「用地買収」「造成工事・分譲」につ
いては平成２２年度以降の事業のため指標は外してあります

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

地区計画決定 土地利用計画図の完成に至る

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地元・地権者及び関係機関と協議を重ね地
区計画資料の作成を図るために

地区別及び個々に説明及び協議を重ね事業
に対する理解を求める。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

用地買収

造成工事・分譲

インターチェンジ周辺に企業立地のための団地造成を
行う。また、隣接して安定雇用の観点から住宅団地の
検討をする。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 インター周辺の産業集積ゾーンを計画的に整備することにより無秩序な開発を防ぐ。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

開発区域の地区計画(都市計画法)に必要となる、地区
同意及び開発行為に係る関係個別法との調整を

対象・受益者
の概数など

地元(3行政区)・地権者(44名)及び開発行為に係る
関係個別法対象機関

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

23

224

部長級 職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　インター周辺企業団地の造成

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　「地区計画決定に向けた」事業 担当部課名
産業立地部

開発課

一次評価者(担当）

坂 野 ・ ３９４

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている ２　企業誘致を進め､雇用を確保します



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
178 180 190 200 　　経済部　商工課

6,950人 7,000人 7,100人 7,200人 担当者・内線番号
307,040百万円 320,000百万 330,000百万円 350,000百万円 今泉・渡辺（内線２２１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 同左 同左
同左 同左 同左
同左 同左 同左

1件 1件 1件

285,000 千円 95,000 95,000 95,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 285,000 千円 95,000 95,000 95,000
一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○

○（エ）実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
（オ）新規に追加実施するための立案

（オ）の理由：

環境：

（イ）市長マニフェスト・指示による立案 組織：
（ウ）地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

（ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

P（　　　）
D（　　　）
C（　　　）
A（　　　）

行政：指定金融機関へ預託・周知
地域（団体、組織）：
市民団体（NPOなど）：
その他：金融機関からの周知

財政：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 勤労者住宅融資 各年度末実績

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

チラシ等ＰＲ 同左 同左

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城市勤労者住宅資金融資預託 同左 同左
東海労働金庫融資預託 同左 同左

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般会計 労働費　労働費　労働諸費

事業名 市内に住宅を建てようとする方、また生活資金等に対して勤労者が円滑に安心して生活できるよう支援していく。

４．　勤労者への融資
市内に在住、在勤の勤労者で市内に新築・改築・増築を行う者に対して住宅資金融資を
行う。また、東海労働金庫では住居・教育・車等の融資を実施している。

指標　Ⅱ 従業員数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）
指標　Ⅲ 製造品出荷額 工業統計調査(現在値は18年度末）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 事業所数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）

・市内における労働力の確保が必要。
・就業者の住宅等の確保が必要
・事業所への情報通信基盤の充実が必要。
・工業用水道の更新は莫大な財源が必要となるため、経営難や料金改定
などの対応が必要となる。

3.まちに賑わいと働く場が確保されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　企業誘致を進め､雇用を確保します 施 策 の 基 本 方 針
地域経済の活性化と就業の場の確保、税収の増加を目的に企業誘致を積極的に進めます。また、安定した工業
用水を供給するための老朽施設の更新、勤労者のための融資制度の充実を進めます。

２－２－３－２－４

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 竹川（２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 95000 95,000

Ｈ２１予算額 0 0 0 95000 95,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1200(1200) 96,200(96,200)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 1 0 0 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 2

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

8 D 9 B

説　明
勤労者住宅融資PRを積極的に行う。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直しは必須事項

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

P（　　　）
D（　　　）
C（　　　）
A（　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

年度末融資実績

把握方法・計算式

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

市内に居住する際融資支援することにより
市内に住んでもらう

預託金を金融機関へ預託し、住宅融資に関し
ては、申込書を金融機関へ送る

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市内に住宅を建てようとする方、また生活資金等に対して勤労者が円滑に安心して生活できるよう支援していく。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内勤労者を
対象・受益者
の概数など

市内勤労者

市内に在住、在勤の勤労者で市内に新築・改築・増築
を行う者に対して住宅資金融資を行う。また、東海労働
金庫では住居・教育・車等の融資を実施している。

４．　勤労者への融資

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　勤労者への融資事業 担当部課名
　　経済部

商工課

一次評価者(担当）

今泉・渡辺（内線２２１）

２　企業誘致を進め､雇用を確保します

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

職員数計

0.00　（0.00）

一般財源 財産収入

0

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

0

Ⅳ
　
評
　
価

説　明
市民からの融資借入時の選択肢として設けてあるので利便
性について検討する必要がある。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

達成度に対する
評価

住宅融資の問合せは1件あったが、申込まではいかず。制度の見直しを検討す
る必要がある。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

部長級

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

勤労者住宅融資

Ｈ２０決算額
（千円）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
178 180 190 200 水道事業部水道課

6,950人 7,000人 7,100人 7,200人 担当者・内線番号
307,040百万円 320,000百万円 330,000百万円 350,000百万円 林(272)

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（有海・八束穂地区　）

優先度 A1・Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

有海貯水池制御盤更新

大宮川取水場制御盤更新

更新済施設　１施設 更新済施設　２施設

37,000 千円 17,000 20,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 27,000 千円 13,000 14,000
そ の 他 10,000 千円 4,000 6,000
一 般 財 源 0 千円 0 0

○印 市民協働指数

○

２－２－３－２－５　

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ(　　　)
Ｄ(　　　)
Ｃ(　　　)
Ａ(　　　)

協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 更新施設　４箇所

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

・大宮川取水場電動弁等設置 大宮川取水場電動弁等設置
・大宮川取水場取水ポンプ更新 大宮川取水場取水ポンプ更新

・大宮川取水場制御盤更新

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・有海貯水池制御盤更新

新規　･　継続 H２１年度　～２８年度 一般・（工業用水道事業会計） 　　　　　費　　　　　　費　　　　　費

事業名 施設の改修をし、健全な工業用水道事業の経営を行う。

５．　工業用水道施設の更新
昭和４９年４月に工業用水道事業が開始され、、３３年が経過した。施設の老朽化が進み
対応年数を経過した施設もあり、施設の更新を行い維持を図る。

指標　Ⅱ 従業員数(工業) 工業統計調査(現在値は18年度末)

指標　Ⅲ 製造品出荷額 工業統計調査(現在値は18年度末)

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 事業所数(工業) 工業統計調査(現在値は18年度末)

地域経済の活性化と就業の場の確保、税収の増加を目的に企業誘致を積極的に進めます。また、安定した工業
用水を供給するための老朽施設の更新、勤労者のための融資制度の充実を進めます。

・市内における労働力の確保が必要。
・就業者の住宅等の確保が必要。
・事業所への情報通信基盤の充実が必要。
・工業用水道の更新には、莫大な財源を必要とし、料金改定が必要とな
る。

３．まちに賑わいと働く場が確保されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 活力あふれる産業のまちづくり

総合計画の施策体系
２．自立創造 ２．活気や賑わいを生み出す「山の湊」を造る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２　企業誘致を進め、雇用を確保します 施 策 の 基 本 方 針

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 前沢博則

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 13000 4000 17000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.０0　（0.10） 0.０0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.０0　（0.10） 人 0(600) 0(17,600)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0施設 0施設 0施設 0% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0% 0% 0% 0% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3

(２) 有　効　性 2

(３) 効　率　性 2

(４) 公　平　性 3

(５) 適　時　性 2

12 A 0 D

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない エラー

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が一部に偏り、公平性に欠ける

緊急ではないが時宜性が高い 市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
安定供給を確保するため必要な事業である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与すべきでない

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ(　　　)
Ｄ(　　　)
Ｃ(　　　)
Ａ(　　　)

達成度に対する
評価

事業未実施のため評価なし。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

全体計画に対する事業費の進捗率/毎年
度末

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

更新施設数 計画工事件数/毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

事業進捗率

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

施設更新を図り安定供給するため 施設更新工事を行う。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 施設の改修をし、健全な工業用水道事業の経営を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

工業用水道施設を
対象・受益者
の概数など

有海企業団地内工業用水道受益者(5社）

昭和４９年４月に工業用水道事業が開始され、、３３年
が経過した。施設の老朽化が進み対応年数を経過した
施設もあり、施設の更新を行い維持を図る。

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

水道事業部
水道課

一次評価者(担当）

林(272)

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0

0

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
３．まちに賑わいと働く場が確保されている ２　企業誘致を進め、雇用を確保します

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　工業用水道施設更新事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ２．活気や賑わいを生み出す「山の湊」を造る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
５．　工業用水道施設の更新



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
178 180 190 200 　　経済部　商工課

6,950人 7,000人 7,100人 7,200人 担当者・内線番号
307,040百万円 320,000百万 330,000百万円 350,000百万円 今泉（内線２２２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　新城地区　）

優先度 A１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
説明会会場設営費 同左

会場使用料 同左

周知用チラシ作成 同左

２６ 50 50
18 20 20

310 千円 10 150 150
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 310 千円 10 150 150

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－２－３－２－７

施　　策　　名 ２　企業誘致を進め､雇用を確保します 施 策 の 基 本 方 針
地域経済の活性化と就業の場の確保、税収の増加を目的に企業誘致を積極的に進めます。また、安定した工業
用水を供給するための老朽施設の更新、勤労者のための融資制度の充実を進めます。

・市内における労働力の確保が必要。
・就業者の住宅等の確保が必要
・事業所への情報通信基盤の充実が必要。
・工業用水道の更新は莫大な財源が必要となるため、経営難や料金改定
などの対応が必要となる。

3.まちに賑わいと働く場が確保されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 事業所数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）
指標　Ⅱ 従業員数（工業） 工業統計調査(現在値は18年度末）
指標　Ⅲ 製造品出荷額 工業統計調査(現在値は18年度末）

事業名 地元企業への学卒求人の充足や雇用の促進を図るため

７．　雇用対策事業 職安との共同により就職を希望する学生に対して地元企業の企業説明会を開催する。

新規　･　継続 H　２１年度　→　３０　年度　 一般・（　　　　　会計） 労働費　労働諸費　労働諸費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

･説明会会場設営費 同左 同左

・会場使用料 同左 同左

・周知用チラシ作成 同左 同左

・

・

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 学生参加者数 説明会終了後

指標　Ⅱ 企業参加数

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

0 0

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：　職業安定所との連携

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：①地元企業への就業者が増え、人口
流出に歯止めがかかる。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 竹川（２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 10

Ｈ２１予算額 0 0 0 150

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.1　（0.3） 0.01　（0.05） 0.01　（0.05） 0.00　（0.00） 0.13（0.41） 人 780　（2,460） 790　（2,610）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 24 18 75% 実施

指標Ⅳ 0 100 33 33% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている ２　企業誘致を進め､雇用を確保します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
７．　雇用対策事業

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　企業説明会 担当部課名
　　経済部

商工課

一次評価者(担当）

今泉（内線２２２）

財産収入

10

150

職員数計

0.01（0.01）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地元企業への学卒求人の充足や雇用の促進を図るため

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

地元高校生を
対象・受益者
の概数など

新規学卒者で就職を希望する者

職安との共同により就職を希望する学生に対して地元
企業の企業説明会を開催する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地元企業に就職できるようにするために
地元高校生が地元企業の説明を受ける機会
を提供する

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

参加企業の数

有　「依頼訪問企業数」、「案内企業数」を追加する。

開催時のアンケート

参加高校生等の数 開催時のアンケート

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

20年度は当初からの計画ではなく、ハローワークの提案により実施することに
なったものであり、十分な周知ができてなかった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業の見直し度は低い

説　明
地元高校生の市外への流出を減らすためにも、地元企業への就
職は不可欠である。そのためにも、多くの地元企業を知る機会を
提供することが必要である。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点]

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

地元高校生を地元企業に就職するための説明会は必要で
ある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
46.70% 50% 55% 60% 　　経済部　商工課
35.40% 40% 45% 50% 担当者・内線番号

今泉・渡辺　（２２４）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 同左 同左

同左 同左 同左

同左 同左 同左

同左 同左 同左

150 150 150
年15回 15 15

957,000 千円 319,000 319,000 319,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 957,000 千円 319,000 319,000 319,000

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　頑張る中小企業を応援します 施 策 の 基 本 方 針
中小企業を含めた既存産業を支援するため、経営基盤の強化と新たな起業に向けた融資制度の充実を図りま
す。

２－２－３－３－１

責任共有制度の導入等で、金融機関がリスクを背負うため、事業者
の融資申込が却下されることもある。

3.まちに賑わいと働く場が確保されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第２次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ 「第３次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名
事業者の事業拡大や資金繰りの安定、経営の安定を図るための融資として、この融資制度を幅広く周知する。金融機関とも連携をと
り、事業者からの融資相談にも応じていく。

１．　商工業振興資金の融資
市内事業者が事業上必要な資金を融資できるよう、愛知県の商工業振興資金、新城市独自の短期
特別小口資金融資を行う。

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般会計 商工費　　商工費　　商工振興費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

商工業振興資金融資制度預託 同左 同左
新城市短期特別小口資金融資制度預託 同左 同左
商工組合中央金庫預託金 同左 同左

木材産業特別融資預託金 同左 同左

チラシ等ＰＲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 事業者融資 各年度末時点の融資実績

指標　Ⅱ 金融機関訪問 各年度末時点実績

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費 商工中金預託をH21年度以降も継続していく

財
源
内
訳

P（　　　）
D（　　　）
C（　　　）
A（　　　）

行政：指定金融機関へ預託・周知
地域（団体、組織）：
市民団体（NPOなど）：
その他：金融機関からの周知

財政：（ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

（イ）市長マニフェスト・指示による立案 組織：
（ウ）地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
（エ）実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
（オ）新規に追加実施するための立案

（オ）の理由：

環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 竹川（２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 319,000

Ｈ２１予算額 0 0 0 319000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.25（0.25） 0.00　（0.00） 0.45（0.45） 人 2700（2700） 321,700（321,700）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 10 15 58 386.7% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 110 150 95 63.3% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 0 0

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

達成度に対する
評価

金融機関へは、訪問を怠らず、目標以上が達せ出来た。融資については、緊急
融資で上記融資ではなく別の融資に流れる傾向が見られたのもあり、前年より

若干下回った。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

部長級

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

事業者融資

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅳ
　
評
　
価

説　明
融資は、借りすぎも借りないのもバランスが重要。返済できるか考
える中で、効率よく資金繰りできるよう毎年制度は充実させるべき
である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

一般財源 財産収入

319,000

319000

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　商工業振興資金の融資

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　商工業振興資金の融資事業 担当部課名
　　経済部

商工課

一次評価者(担当）

今泉・渡辺　（２２４）

３　頑張る中小企業を応援します

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 事業者の事業拡大や資金繰りの安定、経営の安定を図るための融資として、この融資制度を幅広く周知する。金融機関とも連携をとり、事業者からの融資相談にも応じていく。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

融資事業を
対象・受益者
の概数など

市内中小企業者

市内事業者に事業上必要な資金を融資できるよう、愛
知県の商工業振興資金、新城市独自の短期特別小口
資金融資を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
市内中小企業者が融資を申込み、資金繰り
の安定を図り、市内中小企業が活性化する
ために

融資申し込みに対して書類のチェックをして保
証協会へ送る。

把握方法・計算式

金融機関訪問 金融機関訪問を記録

申込・貸付件数を記録

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

過去融資実績が100件くらいのため、前年同等の目標とする
ため減少させた。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

P（　　　）
D（　　　）
C（　　　）
A（　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　③．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

金融機関訪問を多くしたため、融資実
績は前年を下回ったが、激減は回避で
きた。

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

チラシ等のＰＲも必要であり、経済情勢から今後も増加が
見られる傾向である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

エラー エラー

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
46.70% 50% 55% 60% 　　経済部　商工課
35.40% 40% 45% 50% 担当者・内線番号

今泉・渡辺　（２２４）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 同左 同左

同左 同左 同左

1件 1件 1件
年６回 年６回 年６回

90,000 千円 30,000 30,000 30,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 90,000 千円 30,000 30,000 30,000
一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○

行政：指定金融機関へ預託・周知
地域（団体、組織）：
市民団体（NPOなど）：
その他：金融機関からの周知

（イ）市長マニフェスト・指示による立案 組織：
（ウ）地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
（エ）実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
（オ）新規に追加実施するための立案

（オ）の理由：

（ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P（　　　）
D（　　　）
C（　　　）
A（　　　） ①

行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会（平成19年9月）で起業者支援の推進を要望

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 起業者融資 各年度末時点の融資実績

指標　Ⅱ 金融機関訪問 各年度末時点の融資実績

指標　Ⅲ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城市起業者支援資金融資制度預託 同左 同左
チラシ等ＰＲ 同左 同左

新規　･　継続 H　２０年度　→　H　３０年度　 一般会計 商工費　　商工費　　商工振興費

事業名 新規に事業を興す方に資金支援を行い、産業の振興と活性化を図る。

２．　起業者支援資金の融資 金融機関への預託により限度額750万円で低金利の融資を行う。

指標　Ⅱ 「第３次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「第２次産業の振興」の市民満足度 市民満足度アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　頑張る中小企業を応援します 施 策 の 基 本 方 針
中小企業を含めた既存産業を支援するため、経営基盤の強化と新たな起業に向けた融資制度の充実を図りま
す。

２－２－３－３－２

責任共有制度の導入等で、金融機関がリスクを背負うため、事業者
の融資申込が却下されることもある。

3.まちに賑わいと働く場が確保されている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 2.活力あふれる産業のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 竹川（２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 30,000 30,000

Ｈ２１予算額 0 0 0 30,000 30000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05 　（0.05） 0.05 　（0.05 ） 0.25　（0.10） 0.00　（0.00） 0.35（0.20） 人 2,100(1,200) 32,100(31,200)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 6 3 50 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 1 0 0 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

8 D 8 D

説　明

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

起業者支援

達成度に対する
評価

市が関与する必要性は普通

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

起業者支援融資の問合せは3件あったが、いずれも申し込みまでは至らなかっ
た。融資の制度をPRしていくことが必要絵ある。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 2.活気や賑わいを生み出す｢山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.まちに賑わいと働く場が確保されている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

0

0

職員数計

２．　起業者支援資金の融資

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　起業者支援資金の融資事業 担当部課名
　　経済部

商工課

一次評価者(担当）

今泉・渡辺　（２２４）

３　頑張る中小企業を応援します

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 新規に事業を興す方に資金支援を行い、産業の振興と活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

融資支援を
対象・受益者
の概数など

市内起業者

金融機関への預託により限度額750万円で低金利の融
資を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

起業を目指す方の融資支援を行い、産業が
振興と活性化するために

融資申し込みに対して、金融機関へ送付し審
査される。

把握方法・計算式

金融機関訪問 年度末実績

　指　標　名　（当初設定指標）

年度末実績

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

P（　　　）
D（　　　）
C（　　　）
A（　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　④．未達成

内容
・

理由

融資制度のPR不足。金融機関との情
報交換も積極的に行う必要がある

市が関与する必要性は普通

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

市民からの融資借入の選択肢の一つとして機能するが、利
便性が図れていない。

起業者の支援であるが、周知しているにもかかわらず利用
は無い。

緊急ではないが時宜性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項 事業の見直しは必須事項



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
32.1% 40.0% 50.0% 60.0% 企画部　企画課

担当者・内線番号
松本　（内線１９１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
作手地区見直し 乗降調査

鳳来地区見直し 運行検討会開催 同左

市内循環 運行見直し

Ｓバス運賃統一 交通会議開催

西部線創設

１９０千人 200千人 210千人

287,903 千円 87,903 100,000 100,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 23,638 千円 7,638 8,000 8,000
地 方 債 0 千円

そ の 他 30,876 千円 9,876 10,000 11,000
一 般 財 源 233,389 千円 70,389 82,000 81,000

○印 市民協働指数

○

○

地域住民や利用者：
「路線を守り育てる会」において利用促進のための
協議をし、「交通会議」へ提案する。

行政：
利用者の現状や目的地にあった路線整備を行う。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：　既存の団体との協働

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

公共交通研究会からの提案、鳳来西地区から要望書

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　市民検討会議により計画
Ｄ　公共交通会議により実施
Ｃ　乗降調査・アンケートなど
Ａ　路線の見直し、減便、変更

協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 利用者数 現在は180千人

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

公共バス路線整備と利用促進

同左 同左

総務費　総務管理費　バス運行費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 優先順位　Ａ1・A H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計）

事業名 利用者の現状や目的地にあった路線の変更や満足度が高く効率的な整備を行う。

１．　公共バスの運行
小中学生、高校生の通学手段を確保する。高齢者の移動手段を確保する。市民が支援す
るバス運行の仕組みを創設する。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

「通学や生活の足としての公共交通機
関等の充実」の満足度

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 市民アンケート調査

・バスについては、小中学生との通学利用と一般利用者を同一路線で担っ
ており効率的な運行となっていない。
・飯田線については、新城駅以北の列車本数が少ない。

１．快適に移動できる交通体系が整備されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．新市まちづくり計画の実行 ３．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １．公共交通網の整備と利用向上を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　少子化に伴う学校の統廃合や高齢化の進行に伴い、公共バスやＪＲ飯田線への期待は今後ますます高まることが予測されます。このため、
公共交通網の要であるＪＲ飯田線が利用しやすくなるよう要望活動を行うとともに、結節に配慮したバス路線を構築し、市民の通勤、通学や
通院など日常生活の足を確保します。

２－３－１－１－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷　昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 9,510 0 10,764 90,252

Ｈ２１予算額 0 8,600 0 11,300 92,900

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.03　（0.03） 0.20　（0.20） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.45（0.45） 人 2,700　（2,700） 92,952（95,600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 188千人 190千人 196千人 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 3

(５) 適　時　性 2 3

10 B 12 A

説　明
児童生徒、高齢者の足として必要性は高いが、経費の面で効率
性に欠ける。しかしながら市民ニーズも高いため適時性の高い
事業である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
路線再編の効果は現れつつあるものの、経費削減や路線再
考の面で完全の余地は残る。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

地域ごとに市民の部会を設け意見を調
整し、路線については守り育てる会で
基本方針立案

市民協働指数
(20年度目標）

②行政主導
市民参
加の時
期・内容

Ｐ　市民検討会議により計画
Ｄ　公共交通会議により実施
Ｃ　乗降調査・アンケートなど
Ａ　路線の見直し、減便、変更

達成度に対する
評価

運行路線及び利用者数については計画数値に達した。今後は路線ごとの満足
度測定とう、利用者ニーズの把握が課題である。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「路線ごとの満足度」の把握により、達成度を求める。

実積利用者数／目標値

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

利用者数

学生・高齢者など約5,000人

小中学生、高校生の通学手段を確保する。高齢者の移
動手段を確保する。市民が支援するバス運行の仕組み
を創設する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

病院や学校に便利に通えるようにするため
に

バス路線の再編を実施したため、さらに実情
にあった路線となるように調査・検討する。

部長級 職員数計

0.02　（0.02）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 利用者の現状や目的地にあった路線の変更や満足度が高く効率的な整備を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

移動手段を持たない市民を

69,978

73,000

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．快適に移動できる交通体系が整備されている １．公共交通網の整備と利用向上を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　公共バス運行事業 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　公共バスの運行

企画部　企画
課

一次評価者(担当）

松本　（内線１９１）

財産収入

対象・受益者
の概数など



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
32.1% 40.0% 50.0% 60.0% 企画部　企画課

担当者・内線番号
松本　（内線１９１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
要望活動 同左 同左

維持 維持 維持

0 千円

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－３－１－１－２

施　　策　　名 １．公共交通網の整備と利用向上を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　少子化に伴う学校の統廃合や高齢化の進行に伴い、公共バスやＪＲ飯田線への期待は今後ますます高まることが予測されます。このため、
公共交通網の要であるＪＲ飯田線が利用しやすくなるよう要望活動を行うとともに、結節に配慮したバス路線を構築し、市民の通勤、通学や
通院など日常生活の足を確保します。

・バスについては、小中学生との通学利用と一般利用者を同一路線で担っ
ており効率的な運行となっていない。
・飯田線については、新城駅以北の列車が少ない。

１．快適に移動できる交通体系が整備されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．新市まちづくり計画の実行 ３．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「通学や生活の足としての公共交通機

関等の充実」の満足度
市民アンケート調査

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 新城・北設楽地域の首長による飯田線活性化の要望活動

２．　飯田線の活性化 ダイヤ編成に関すること、駅舎の改善に関することの要望活動

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　企画費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

JR東海への要望活動 同左 同左
同左

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 列車本数 現在、新城駅　下り22本　上り37本、本長篠駅　下り14本　上り24本

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

飯田線は市の公共交通の基幹であり、多数の市民
が利用している。(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 熊谷　昌紀

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.00） 0.70 （0.70） 0.00　（0.00） 0.75（0.70） 人 4,500　（4,200） 4,500　（4,200）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 維持 維持 維持 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 3

(５) 適　時　性 2 2

8 D 9 D

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．快適に移動できる交通体系が整備されている １．公共交通網の整備と利用向上を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　飯田線の活性化

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　飯田線の活性化 担当部課名
企画部　企画

課

一次評価者(担当）

松本　（内線１９１）

財産収入

0

0

職員数計

0.05　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 新城・北設楽地域の首長による飯田線活性化の要望活動

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

飯田線を
対象・受益者
の概数など

JR東海・JR飯田線利用者及び利用予定者

ダイヤ編成に関すること、駅舎の改善に関することの要
望活動

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

現状維持するために 協議会構成4市町村長のJRへの要望事項調整

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

列車本数

有・現在の指標に対し本事業が与える効果は小さい

１日あたりの本数

達成度に対する
評価

路線は現在維持されてはいるが、事業の効果の程は定かではない。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業の見直しは必須事項

説　明
成果はＪＲ線の便数向上、駅舎の改装などのためＪＲの判
断、都合による

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

事業は行政サイドによる要望提出のた
め実行できる

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

事業の見直しは必須事項

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点]

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であり、負担も適正

ＪＲ飯田線本数も少なく利便性に欠ける。要望活動を行っ
ているがＪＲの採算性に合わず活動自体の見直しをする必
要がある。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
47.3% 48.0% 49.0% 50.0% 建設部土木課
45.5% 46.0% 47.0% 48.0% 担当者・内線番号

鈴木・２４３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 C 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

市道上平井線外3路線 市道須長線外 市道吉村線外

Ｌ＝523m Ｌ＝250m Ｌ＝200m

511,835m 514,899m 516,154m
37.45% 37.68% 37.77%

1,721,345 千円 684,745 759,700 276,900
国 庫 支 出 金 555,600 千円 288,300 240,700 26,600
県 支 出 金 111,700 千円 31,900 58,000 21,800
地 方 債 674,920 千円 171,400 329,020 174,500
そ の 他 46,538 千円 46,538 0 0
一 般 財 源 332,587 千円 146,607 131,980 54,000

○印 市民協働指数

〇

市道吉村線外 Ｌ＝８00m

市道○○線外

市道吉村線外

・新東名関連等他事業及び他機関との調整
・道路用地の買収等への協力が不可欠
・道路整備期間中の迂回路の確保

2－　3－　1－　2－　1

総合計画の施策体系
２．自立創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．道路網の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域間交流や連携、産業･経済活動の展開、定住の促進、防災対策を兼ね備えた利便性の高い住環境整備
を進めるため、市内及び広域を結ぶ道路網の総合的な整備を進めます。

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

指標　Ⅰ 「円滑な道路網の整備」の満足度 市民アンケート調査

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

１．快適に移動できる交通体系が整備されている

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ 「快適な生活道路の整備」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名 道路の安全な通行と生活の利便性を確保し、生活環境の改善と地域の活性化を図る。

１．　道路の改良 市道吉村線外Ｌ＝2,573mの道路改良工事

新規　･　継続 H19年度　～　H30年度 一般・（　　　　　会計） 　土木費　道路橋りょう費　道路新設改良費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・

Ｌ＝2,573m Ｌ＝800m

・

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 改良済延長 各年度末の道路台帳更新による　　　　19年度508,635m

指標　Ⅱ 改良率 各年度末の道路台帳更新による　　　　19年度37.22%

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

土木事業要望の取りまとめ

環境：

財政：国・県補助金の有効活用

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：各種研修会への参加
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 中川　雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

288,300 31,900 171,400 684,745

Ｈ２１予算額 240700 58000 329020 759700

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 687,745　（760,600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 510,655m 511,835m 523m(511,178m) 実施

指標Ⅳ 37.38% 37.45% 37.42% 99.90% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明
道路の改良率は低く、生活の基盤となる公共施設であるた
め、今後も整備が必要である。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
道路の改良率は低く、生活の基盤となる公共施設であるた
め、今後も整備が必要である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

達成度については、道整備交付金事業との整合を図る必要がある
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有　事業ごとの単年度改良延長を加える。

年度末の道路台帳更新により把握

改良率 年度末の道路台帳更新により把握

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

改良済延長

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

道路の安全な通行と生活の利便性を確保
するため

測量・設計・工事発注・監督

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 道路の安全な通行と生活の利便性を確保し、生活環境の改善と地域の活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

道路利用者を
対象・受益者
の概数など

道路利用者

市道吉村線外Ｌ＝2,573mの道路改良工事

131980

職員数計

0.00　（0.00）

一次評価者(担当）

鈴木・２４３

財産収入

146,607

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　道路新設改良事業 担当部課名
建設部土木

課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　道路の改良

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

１．快適に移動できる交通体系が整備されている ２．道路網の整備を進めます

一般財源

部長級

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

Ｈ２０決算額
（千円）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
47.3% 48.0% 49.0% 50.0% 市民アンケート調査 建設部土木課
45.5% 46.0% 47.0% 48.0% 市民アンケート調査 担当者・内線番号

鈴木・２４３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 C 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

市道池場線 市道柿ノ平長ノ山線 市道鳳地線

外4路線 外3路線 外4路線

Ｌ＝1,822m Ｌ＝1,220m Ｌ＝1,420m

728,080m 729,300m 730,720m
53.28% 53.37% 53.47%

136,600 千円 41,100 32,500 63,000
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 0 千円 0 0 0
地 方 債 114,500 千円 34,000 32,500 48,000
そ の 他 5,491 千円 5,491 0 0
一 般 財 源 16,609 千円 1,609 0 15,000

○印 市民協働指数

〇
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：各種研修会への参加
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

財政：国・県補助金の有効活用
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

土木事業要望の取りまとめ

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 舗装済延長 各年度末道路台帳更新　　　　　19年度726,258m

指標　Ⅱ 舗装率 各年度末道路台帳更新　　　　　19年度53.14%

指標　Ⅲ

・

市道池場線外14路線 外5路線 外2路線

Ｌ＝10,344m Ｌ＝4,580m Ｌ＝1,250m

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・ 市道鳳地線 市道赤羽根野郷線

新規　･　継続 H　　年度　～　　　　年度 一般・（　　　　　会計） 　　　　　費　　　　　　費　　　　　費

事業名 道路の安全な通行と生活の利便性を確保し、生活環境の改善と地域の活性化を図る。

２．　道路の舗装 市道石田豊島線外14路線Ｌ＝10,344mの道路舗装工事

指標　Ⅱ 「快適な生活道路の整備」の満足度
指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「円滑な道路網の整備」の満足度

・新東名関連等他事業及び他機関との調整
・道路用地の買収等への協力が不可欠
・道路整備期間中の迂回路の確保

１．快適に移動できる交通体系が整備されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

施策実施上の課題

7．「新市まちづくり計画」の実行 3．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

２－３－１－２－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．道路網の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域間交流や連携、産業･経済活動の展開、定住の促進、防災対策を兼ね備えた利便性の高い住環境整備
を進めるため、市内及び広域を結ぶ道路網の総合的な整備を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 中川　雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 34,000 5491 41,100

Ｈ２１予算額 0 0 32500 32500

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 44,100　（33,400）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 728,106m 728,080m 700m(728,806m) 100% 実施

指標Ⅱ 53.30% 53.28% 53.60% 100% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．快適に移動できる交通体系が整備されている ２．道路網の整備を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　道路の舗装

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　道路舗装事業 担当部課名
建設部土木

課

一次評価者(担当）

鈴木・２４３

財産収入

1,609

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 道路の安全な通行と生活の利便性を確保し、生活環境の改善と地域の活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

道路利用者を
対象・受益者
の概数など

道路利用者

市道石田豊島線外14路線Ｌ＝10,344mの道路舗装工
事

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

道路の安全な通行と生活の利便性を確保
するために

測量・設計・工事発注・監督を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

舗装済延長 年度末の道路台帳更新により把握

舗装率 年度末の道路台帳更新により把握

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

達成率は十分である
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有　単年度舗装延長を加える。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
道路の舗装率は低く、また、経年劣化による修繕が必要であ
り今後も事業を実施する必要がある。

道路の舗装率は低く、また、経年劣化による修繕が必要で
あり今後も事業を実施する必要がある。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
47.3% 48.0% 49.0% 50.0% 市民アンケート調査 建設部土木課
45.5% 46.0% 47.0% 48.0% 市民アンケート調査 担当者・内線番号

中西・２２４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
調査委託 調査委託

現況調査 現況調査

計画委託 計画委託

(新城地区) (鳳来・作手地区)

50% 100%

35,000 千円 0 21,000
国 庫 支 出 金 17,500 千円 7,000 10,500
県 支 出 金 0 千円 0 0
地 方 債 0 千円 0 0
そ の 他 0 千円 0 0
一 般 財 源 17,500 千円 7,000 10,500

○印 市民協働指数

〇

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：国・県補助金の有効活用
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

今後増大が予想される橋梁補強・補修費の対策

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 橋梁台帳、点検調書の作成

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

・

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

橋長15m以上の橋梁の長寿命化計画

新規　･　継続 H２１年度　→　H２３年度　 一般・（　　　　　会計） 土木費　道路橋りょう費　道路新設改良費　　　　　

事業名 市内橋長15m以上133橋について、今後耐震補強や架替等整備計画を樹立し適正な維持管理を図る。

３．　橋梁長寿命化修繕計画の策定・推進 橋梁台帳・点検調書の作成及び長寿命化計画樹立

「快適な生活道路の整備」の満足度
指標　Ⅲ

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「円滑な道路網の整備」の満足度

１．快適に移動できる交通体系が整備されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7．「新市まちづくり計画」の実行 3．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

総合計画の施策体系
３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅱ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．道路網の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域間交流や連携、産業･経済活動の展開、定住の促進、防災対策を兼ね備えた利便性の高い住環境整備
を進めるため、市内及び広域を結ぶ道路網の総合的な整備を進めます。

・第二東名関連等他事業及び他機関との調整
・道路用地の買収等への協力が不可欠
・道路整備期間中の迂回路の確保

２－３－１－２－３

２．自立創造

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 施設運営管理 中川雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.05） 0.02　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.02（0.05） 人 120　（3００） 120　（300）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 0 0 0 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

１．快適に移動できる交通体系が整備されている ２．道路網の整備を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0

0.00　（0.00）

３．　橋梁長寿命化修繕計画の策定・推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　橋梁長寿命化修繕計画策定 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

建設部土木
課

一次評価者(担当）

中西・２２４

財産収入

0

0 0

職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市内橋長15m以上133橋について、今後耐震補強や架替等整備計画を樹立し適正な維持管理を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

すべての市民を
対象・受益者
の概数など

１６９行政区

橋梁台帳・点検調書の作成及び長寿命化計画樹立
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

橋梁を安全に通行するため
計画策定のために、補助金交付申請及び策
定委託等を行なう

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式
橋梁台帳・点検調書の作成、修繕
計画策定

橋梁台帳・点検調書の作成、修繕計画策定/毎
年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

平成２１年度は国へ補助金概算要望を行い、平成２２年度より事業着手予定。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
早期に点検を行い、修繕を要する橋梁について計画を立て
必要 低限の経費で維持管理を行って、安易な架け替えを
防ぐ効果がある。

修繕を行っていく場合は、修繕計画を立てていないと国庫
補助金の対象とならないため。また、維持管理を行なって
いくうえで点検は重要である。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
47.3% 48.0% 49.0% 50.0% 市民アンケート調査 建設部土木課
45.5% 46.0% 47.0% 48.0% 市民アンケート調査 担当者・内線番号

中西・２４４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同左 同左 同左

100% 100% 100%

248,131 千円 60,254 75,000 75,000
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 0 千円 0 0 0
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 9,176 千円 9,176 9,000 9,000
一 般 財 源 238,955 千円 59,955 66,000 66,000

○印 市民協働指数

維持管理の住民出役
官民協同施工

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

土木事業要望の取りまとめ及び維持補修依頼

環境：

264,000 264,000

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

36,000 36,000

事

業

費

総　事　業　費 300,000 300,000

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 維持補修箇所の解消 維持補修依頼件数の把握、各年度末

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

工事請負費

原材料費

委託料

賃借料

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

役務費 同左 同左

新規　･　継続 H　　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 土木費　道路橋りょう費　道路橋りょう維持費　　　　　

事業名 適正な道路維持管理を図り、安全安心な交通確保を図る。

４．-(1) 　生活道路の整備 道路維持修繕

「快適な生活道路の整備」の満足度
指標　Ⅲ

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「円滑な道路網の整備」の満足度

１．快適に移動できる交通体系が整備されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7．「新市まちづくり計画」の実行 3．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

総合計画の施策体系
３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅱ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．道路網の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域間交流や連携、産業･経済活動の展開、定住の促進、防災対策を兼ね備えた利便性の高い住環境整備
を進めるため、市内及び広域を結ぶ道路網の総合的な整備を進めます。

・第二東名関連等他事業及び他機関との調整
・道路用地の買収等への協力が不可欠
・道路整備期間中の迂回路の確保

２－３－１－２－４  (1)

２．自立創造

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 中川雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 8,576 60,254

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 11,884 56,287

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.50　（1.00） 0.50　（0.25） 3.00　（3.00） 4.00（4.25） 人 24,000　（25,50０） 84,254　（81,787）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 100% 100% 100% 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

１．快適に移動できる交通体系が整備されている ２．道路網の整備を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

51,678

0.00　（0.00）

４．　生活道路の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　生活道路整備事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

建設部土木
課

一次評価者(担当）

中西・２４４

財産収入

0

44403 0

職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 適正な道路維持管理を図り、安全安心な交通確保を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

すべての市民を
対象・受益者
の概数など

１６９行政区

道路維持修繕
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

生活道路を安全に通行するため 道路維持修繕

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

維持補修個所の解消 維持補修以来件数／各年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

予算を伴うものについては、修繕費、交通安全施設工事で対応し、直営班で対
応できるものは、原材料を使用し対応した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
各行政区からの修繕要望は数多く、又、緊急性の高いもの
も多く対応に苦慮しているが、修繕費、原材料を使用した直
営班による修繕は大変有効である。

対応しなければ、道路瑕疵にもなりかねないことであり、行
政の果たす役割は大きい。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
47.3% 48.0% 49.0% 50.0% 市民アンケート調査 建設部土木課
45.5% 46.0% 47.0% 48.0% 市民アンケート調査 担当者・内線番号

中西・２４４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同左

7,200件 7,100件 7,000件

0 2,000 2,000
国 庫 支 出 金 0 0 0
県 支 出 金 0 0 0
地 方 債 0 0 0
そ の 他 0 0 0
一 般 財 源 0 2,000 2,000

○印 市民協働指数

○

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

施　　策　　名 ２．道路網の整備を進めます

指標　Ⅲ

(オ)の理由：希望退職する嘱託職員の業務を、外部委託する 市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
１．快適に移動できる交通体系が整備されている

「快適な生活道路の整備」の満足度

適正な道路維持管理を図り、安全安心な交通確保を図る。

４．-(2) 　生活道路の整備(未登録委託）

H21年度　～　　　　年度 一般・（　　　　　会計） 土木費　道路橋りょう費　道路橋りょう総務費

事業名

新規　･　継続

嘱託職員希望退職
の予定であり、登記
事務及び調査業務を
外部委託する

同左 同左

8,000
0 0

0

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

土木事業要望

①
行政主体

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

環境：

0
0

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

　地域間交流や連携、産業･経済活動の展開、定住の促進、防災対策を兼ね備えた利便性の高い住環境整備
を進めるため、市内及び広域を結ぶ道路網の総合的な整備を進めます。

道路敷未登記物件の解消

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「円滑な道路網の整備」の満足度
指標　Ⅱ

２．自立創造

施 策 の 基 本 方 針

・道路用地の無償提供による協力が不可欠

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

全　体　計　画

・道路未登記物件等調査委託

0 0

8,000

7．「新市まちづくり計画」の実行 3．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

登記件数の把握、各年度末（H19は7,245件）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

8,000
0

8,000

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

財政：
組織：

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

人材：　

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

指標　Ⅰ

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事

業

費

総　事　業　費

指標　Ⅲ

未登記件数

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

指標　Ⅱ

活
動
指
標

成
果
指
標

２－３－１－２－４   (2)

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 施設運営管理 中川雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 7,199

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 2,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30　（0.40） 0.50　（0.00） 0.80（0.40） 人 4,800　（2,4００） 11,999（4,400）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ４２件 ７，２０３件 １１４件 1.60% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 14 A

説　明

２．自立創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．快適に移動できる交通体系が整備されている ２．道路網の整備を進めます

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４． 　生活道路の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　道路未登記物件調査委託 担当部課名
建設部土木

課

一次評価者(担当）

中西・２４４

財産収入

7,199 0

2,000 0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 適正な道路維持管理を図り、安全安心な交通確保を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

未登記物件を
対象・受益者
の概数など

７，２４５件

道路敷未登記物件の解消
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

未登記物件の解消 未登記物件調査委託及び登記

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

道路未登記物件調査委託 未登記処理件数／未登記件数・毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

未登記件数は数多く残っており、予算の範囲で処理を行なっていく。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
住民からの解消依頼も多く、対応に苦慮している。 道路敷地内に未登記物件があることは、本来の姿ではな

く、正規な形で登記する必要性は高い。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
47.3% 48.0% 49.0% 50.0% 市民アンケート調査 建設部土木課
45.5% 46.0% 47.0% 48.0% 市民アンケート調査 担当者・内線番号

中西・２４４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

・航空写真撮影 ・図面統一化

・路線網図作成 ・供用空間データ作成

0.00% 16.20% 45.00%

306,704 千円 0 49,717 88,357
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 0 千円 0 0 0
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 0 千円 0 0 0
一 般 財 源 306,704 千円 0 49,717 88,357

○印 市民協働指数

○

各年度末

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

４．-（３）　生活道路の整備（道路台帳整
備）

(オ)の理由：市町村合併未調整事業であり、合併後５年
を目途に台帳を統一するよう調整をするとされている。

財政：
組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

人材：　
情報：
環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

施　　策　　名 ２．道路網の整備を進めます
　地域間交流や連携、産業･経済活動の展開、定住の促進、防災対策を兼ね備えた利便性の高い住環境整備
を進めるため、市内及び広域を結ぶ道路網の総合的な整備を進めます。

・３地区の道路台帳作成方法が異なる

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
１．快適に移動できる交通体系が整備されている

施 策 の 基 本 方 針

168,630
0

0
0

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

0
168,630

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

事

業

費

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

・新城市道路台帳統合

指標　Ⅱ 「快適な生活道路の整備」の満足度

道路台帳統合

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

土木費　道路橋りょう費　道路橋りょう総務費H21年度　～　H24年度 一般・（　　　　　会計）

事業名

平成 27 ～ 30 年度

・道路管理システム構築

・道路台帳統合化

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

道路現況調査来庁者

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

①
行政主体

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

7．「新市まちづくり計画」の実行 3．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

新規　･　継続

適正な道路維持管理を図る。

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「円滑な道路網の整備」の満足度

新城市道路台帳統合

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

２．自立創造

２－３－１－２－４   (3)

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 内部管理事務 中川雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.10） 0.00　（0.10） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（6００） 600　（600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0% 16% 0% 0% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

（３）　新城市道路台帳統合整備事業

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

４．　生活道路の整備（道路台帳整備）

担当部課名
建設部土木

課

一次評価者(担当）

中西・２４４

戦略の方向　【政策】

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

２．自立創造

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．快適に移動できる交通体系が整備されている ２．道路網の整備を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0 0

0 0

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 適正な道路維持管理を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

道路台帳を
対象・受益者
の概数など

新城地区、鳳来地区、作手地区の市道４，４８５路
線

新城市道路台帳統合
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
新城地区、鳳来地区、作手地区の道路台帳
作成方法が異なるためデジタル化し統一を
図る。

見積り収集及び予算請求

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

新城市道路台帳統合 道路台帳統合／毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

統合を図りデジタル化するには多額の費用を必要とするため、いまだ予算化され
ていない。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
道路法の規定に基づき整備しなければならないが、いまだ
事業着手されていない。

市町村合併に伴い、５年を目途に統一するとなっている
が、いまだ統一されていない。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



Ｈ２５事業につきシート省略

2-3-1-2-5-(1)　「野田踏切拡幅事業」



Ｈ２１事業につきシート省略

2-3-1-2-6-(1)　「国道151号（旧151号バイパス）開通式典事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
29.7% 建設部都市計画課

担当者・内線番号
滝川：２５４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　新城　地区　）

優先度 A2・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
中心市街地活性化イベント 関係機関との調整 関係機関との調整

（実施設計） 実施設計

（補助事業申請） 補助事業申請

（用地買収）

（商業活性化等事業要綱策定） 商業活性化等事業要綱策定

（商業活性化等事業実施）

計画通り実施 計画通り実施 計画通り実施

23,161 千円 461 350 22,350 実施時期の見直し
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 23,161 千円 461 350 22,350

○印 市民協働指数

○

○

全　体　計　画

２－３－２－１－１   (1)

関係機関との調整

施　　策　　名 １．活気がある市街地をつくります 施 策 の 基 本 方 針
　市の活力を取り戻し、住みよいまちづくりを促進するため、駅前広場整備や商業活性化等事業など中心市街地活性化のた
めの事業、市街地整備方針の決定と道路・公園の整備などを行います。

事業名 市街地整備、商業活性化施策等を総合的に事業展開することで中心市街地を再活性化する。

１．-(1)   中心市街地の活性化
（新城駅前整備）

中心市街地活性化基本計画に基づき、関係機関と調整し、計画的に事業を実施する。

３.新城駅前再開発

・市民の合意
・財源の確保

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　　　土木費　　都市計画費　都市計画総務費

　行政主導のもと、市民と協力して行う

　中心市街地活性化協議会

地域住民のまちづくり研究活動により中心市街地活性化の提言が
出されている。

人材：　
情報：
環境：

Ｐ（基本計画の策定）中心市街地活性化協
議会の開催
Ｄ（計画に基づく事業化）民間事業の実施
Ｃ（事業実施状況の確認）中心市街地活性
化協議会
Ａ（計画の見直し・変更）

②
行政主導

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

総合計画の施策体系
２．快適に暮らせるまちになっている

２．自立創造

４．既存事業の改革

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

新規　･　継続 H１４年度　～　 一般・（　　　　　会計）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「便利な市街地・中心街の整備」の満足度 市民アンケート調査

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

（駅前広場・橋上駅実施設計）駅前広場実施設計

商業活性化等事業実施

（駅前広場・橋上駅工事）駅前広場工事

駅前広場用地買収

補助事業申請

（同左）用地買収

(オ)の理由：

財政：
組織：庁内連絡会議の開催

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ

事業の進捗

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 商業活性化等事業実施要綱策定

【指標値を検討中】

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（工事） 工事

商業活性化等事業実施

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 「ハード整備」・「その他」 山崎敏勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 311

Ｈ２１予算額 0 0 0 322

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.50（0.25） 人 3,000　（1,500） 3,311　（1,822）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ― ― ― ― 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 2 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 3

(５) 適　時　性 2 2

10 B 11 B

説　明
中心市街地の活性化は、市の吸引力を維持していくため
に必要な事業である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
中心市街地活性化基本計画を策定できた。今後10年でその
計画を実行していく

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　③．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
中心市街地活性化基本計画策定

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（基本計画の策定）中心市街地活性化協議会の開催
Ｄ（計画に基づく事業化）民間事業の実施
Ｃ（事業実施状況の確認）中心市街地活性化協議会
Ａ（計画の見直し・変更）

達成度に対する
評価

平成２０年度に中心市街地活性化基本計画を策定、事業化に向けて今後取り組
む。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

公共交通利用者数（ＪＲ・Ｓバス）
中心市街地区域内定住人口
中心市街地区域内店舗数

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

事業の進捗度

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

中心市街地居住者：4,136人
中心市街地施設等利用者：測定不能

中心市街地活性化基本計画に基づき、関係機関と調
整し、計画的に事業を実施する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

人の賑わいを取り戻し、活気あふれる街に
するために

説明会等、情報提供であったり、まちづくり活
動の支援を行う

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市街地整備、商業活性化施策等を総合的に事業展開することで中心市街地を再活性化する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

中心市街地を
対象・受益者
の概数など

財産収入

311

322

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 １．-(1)   中心市街地の活性化（新城駅前整備）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　中心市街地活性化対策事業 担当部課名
建設部都市

計画課

一次評価者(担当）

滝川：２５４

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている １．活気がある市街地をつくります

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
29.7% 建設部都市計画課

担当者・内線番号
滝川：２５４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

景観セミナー開催 景観セミナー開催

勉強会（５回以上）開催 勉強会（５回以上）開催

先進地視察 先進地視察

市ＨＰに情報掲載 市ＨＰに情報掲載

５０人 50人
５回 ５回

224 112 72
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 224 112 72

○印 市民協働指数

○

施 策 の 基 本 方 針
　市の活力を取り戻し、住みよいまちづくりを促進するため、駅前広場整備や商業活性化等事業など中心市街地活性化のた
めの事業、市街地整備方針の決定と道路・公園の整備などを行います。

・地区住民勉強会の開催

全　体　計　画

土木費　都市計画費　都市計画総務費

３.新城駅前再開発

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

・市民の合意
・財源の確保

景観を活かしたまちづくりに期待が高まっている。歴史、自然、生活など、新城市が持つ豊かな景観資源の保存と活用、創造を通じて
地域の活性化を図る。

地域と行政職員とで課題解決に向けた施策検討

新城まちづくり会議の提言書（Ｈ１９．３）で景観施策が提案され
た。Ｈ１９．１２議会で滝川議員が質問している。

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
２．快適に暮らせるまちになっている

施　　策　　名 １．活気がある市街地をつくります

２．自立創造

４．既存事業の改革

講演会や住民勉強会等を開催し、本市にあった景観施策のあり方について、住民参加に
より研究を進める。

新規　･　継続 H２０年度　～　２１年度 一般・（　　　　　会計）

事業名

・講演会の開催
（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・景観施策情報の発信

・先進地情報の収集

１．-(２) 　 中心市街地の活性化
（景観を活かしたまちづくり施策の検討）

セミナー参加者数活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
勉強会開催回数

指標　Ⅲ

環境：

アンケート

指標　Ⅱ

②
行政主導

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：Ｈ１６に景観法が公布されたことに対
する、市の取り組み方針を検討するため

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

人材：職員が勉強会講師　
情報：

財政：

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「便利な市街地・中心街の整備」の満足度 市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

担当職員へ照会（毎年度末）

担当職員へ照会（毎年度末）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－３－２－１－１　　(2)

Ｐ（勉強会の企画）地区代表と内容協議
Ｄ（勉強会の開催）参加人数の把握
Ｃ（アンケート）
Ａ（勉強会内容の見直し）地区代表と検討

事

業

費

総　事　業　費

組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 「その他」 山崎敏勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 69

Ｈ２１予算額 0 0 0 72

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.３0） 0.10　（0.３0） 0.00　（0.00） 0.50（0.６5） 人 3,000　（３９００） 3,069　（3,972）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ― 50人 48人 96% 実施

指標Ⅱ ― 5回 5回 100% 実施

指標Ⅲ ― ― ― ― 未

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 1 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

快適な住環境や地域の歴史を維持していくためには、景観
の保護は必要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
景観セミナーには多くの市民が参加。勉強会においては、景
観法における景観保全と活用についてその必要性を感じら
れた。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（勉強会の企画）地区代表と内容協議
Ｄ（勉強会の開催）参加人数の把握
Ｃ（アンケート）
Ａ（勉強会内容の見直し）地区代表と検討

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　 ２．ほぼ達成
　 ３．一部達成
　 ４．未達成

内容
・

理由
当初予定の事業を開催できた

達成度に対する
評価

景観セミナーには予定数の市民の参加があった、また勉強会においては景観の
保全について積極的な意向を持つ団体等もあり、事業の成果としては良好で
あった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無し

計画策定意向アンケート

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

セミナー参加人数 セミナー参加者数把握

勉強会開催回数 勉強会開催回数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

アンケート

市民及びまちづくり活動団体

講演会や住民勉強会等を開催し、本市にあった景観施
策のあり方について、住民参加により研究を進める。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

保全・活用をして、地域が活性化するために 景観セミナー、勉強会等を開催する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 景観を活かしたまちづくりに期待が高まっている。歴史、自然、生活など、新城市が持つ豊かな景観資源の保存と活用、創造を通じて地域の活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城市内の良好な景観を
対象・受益者
の概数など

財産収入

69

72

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 １．-(２) 　 中心市街地の活性化（景観を活かしたまちづくり施策の検討）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　景観まちづくり推進事業 担当部課名
建設部都市

計画課

一次評価者(担当）

滝川：２５４

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている １．活気がある市街地をつくります

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る



Ｈ２２事業のためシート省略

2-3-2-1-2-(1)　「石田・橋向、平井地区市街地の整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 水道事業部　水道課

担当者・内線番号
柿原・２７２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城地区

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
電気計装設備更新 電気計装設備更新 川田受水場

　矢部配水池 　臼子配水池 　（受水場構築）

設計委託 川田受水場 　電気計装設備

　川田受水場実施設計 　耐震補強 　改築工事

　ポンプ設備 　川田受水場監理業務

　電気計装設備

　川田受水場監理業務

２施設 ２施設 １施設

528,675 千円 33,370 174,285 321,020 事業実施時期の変更（川田受水場：H22～23→H21～22）
国 庫 支 出 金 8,220 千円 8,220
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 326,600 千円 107,500 219,100
そ の 他 185,635 千円 33,370 50,345 101,920
一 般 財 源 8,220 千円 0 8,220 0

○印 市民協働指数

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：補助金、起債の有効利用
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

３．電気計装設備更新　5施設 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 施設整備数

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　市川第1・第2送水ポンプ場 　膜ろ過棟築造、膜ろ過設備、 送水管布設

　　送水管布設　2路線 　電気計装設備、場内整備、送水管布設 　既設管～市川配水池

２．送水施設 送水管布設　野田浄水場～川田浄水場 市川第２送水ポンプ場

　　川田受水場、杉山送水ポンプ場、 野田浄水場 　ポンプ場築造、ポンプ設備、電気計装設備

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

１．浄水施設 （川田受水場） 市川第１送水ポンプ場

　　八名井浄水場、野田浄水場 　（ポンプ設備、電気計装設備） 　ポンプ場築造、ポンプ設備、電気計装設備

事業名
「市民生活を守る安心な水道づくり」を重点課題とし、O-157、クリプトスポリジウム、有害化学物質など新たな水問題に対応した安全な
水道水を、いつでも、どこでも利用できる水質管理体制の強化を図る。

１．-(1)　上水道の拡張（第６期拡張その３事業）
高度浄水処理施設の導入に伴う浄水施設の整備や送水施設、電気計装設備の更新等を
行う。

新規　･　継続 H１６年度　～　　３１年度 水道事業会計 水道事業資本的支出費　建設改良費　第6期拡張事業費

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「安全な水の供給」の満足度 市民アンケート調査

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と給水普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

２－３－２－２－１  （１）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

総合計画の施策体系
２．自立創造

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 前沢博則

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 19,320 19,320

Ｈ２１予算額 9,129 0 184,600 69,851 272,710

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.0　（0.00） 0.30　（0.60） 0.0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30（0.60） 人 1,800　（3,600） 21,120　（276,310）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 4施設 2施設 2施設 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 2 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

12 A 15 A

説　明
安全で安定的に水道水を供給できるよう施設の耐震性の確保を
図るための実施設計と適切な維持管理を行うための整備更新で
あり必要な事業である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
安全な水道水を供給できるよう水質管理体制を強化するた
めに必要な事業である。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

達成度に対する
評価

第6期拡張その３事業計画に基づき、計画どおり2施設の整備または実施設計を
実施した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成果指標について、新に事業進捗率を追加設定した。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

施設整備数 工事等実施箇所数／毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

給水人口：36,374人（新城地区）

高度浄水処理施設の導入に伴う浄水施設の整備や送
水施設、電気計装設備の更新等を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安全で安定した水道水を供給できるように
するために

更新又は新設して水質管理体制を強化する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
「市民生活を守る安心な水道づくり」を重点課題とし、O-157、クリプトスポリジウム、有害化学物質など新たな水問題に対応した安全な水道水を、いつでも、どこでも利用できる水質
管理体制の強化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

老朽化した水道施設等を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

9,130

１．　上水道の拡張

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　第６期拡張その３事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

柿原・２７２

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ２．安全な水を届けます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 水道事業部　水道課

担当者・内線番号
柿原・２７２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城地区

優先度 Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
配水管布設 配水管布設 配水管布設

　L=1,700ｍ 　L=2,000ｍ 　L=2,000ｍ

L=1,700ｍ L=2,000ｍ L=2,000ｍ

99.5% 99.5% 99.5%

196,200 千円 36,200 80,000 80,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 103,300 千円 3,300 50,000 50,000
そ の 他 92,900 千円 32,900 30,000 30,000
一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：起債の有効活用
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 配水管布設延長

指標　Ⅱ 普及率

指標　Ⅲ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

配水管布設 配水管布設 配水管布設

　L=21,700ｍ 　L=8,000ｍ 　L=8,000ｍ

事業名
給水区域内であっても、配水管が布設されていないところにおいて、道路の新設、改良や新規加入に伴い新たに配水管を布設し、給
水区域の拡張を図る。

１．-(2)　上水道の拡張（配水設備拡張事業） 道路の新設、改良や新規加入に伴い、新たに配水管を布設する。

新規　･　継続 H．２０年度　→　H．３０年度　 水道事業会計 水道事業資本的支出費　建設改良費　配水設備拡張費

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「安全な水の供給」の満足度 市民アンケート調査

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と給水普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

２－３－２－２－１   （２）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

総合計画の施策体系
２．自立創造

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 前沢博則

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 9,300 15,532 24,832

Ｈ２１予算額 0 0 33,200 71,300 104,500

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 26,632　（106,300）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ L=1,608m L=1,700m L=1,218m 72 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 99.5% 99.5% 99.5% 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 13 A

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

道路の新設・改良や新規加入による申込みに伴うものであ
るため、必要な事業である。

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
道路の新設・改良や新規加入による申込みに伴うものであ
るため、必要な事業である。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

実績普及率／毎年度末

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

達成度に対する
評価

新に緊急性の高い配水管を1,218m布設した。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　　無

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

配水管布設延長 配水管布設実施延長／毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

普及率

給水人口：36,374人（新城地区）

道路の新設、改良や新規加入に伴い、新たに配水管を
布設する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

新たに水道に加入できるようにするために 新に配水管を布設し、給水区域を拡張する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 給水区域内であっても、配水管が布設されていないところにおいて、道路の新設、改良や新規加入に伴い新たに配水管を布設し、給水区域の拡張を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

配水管が布設されていない地域を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

0

１．　上水道の拡張

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　配水設備拡張事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

柿原・２７２

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ２．安全な水を届けます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 水道事業部　水道課

担当者・内線番号
柿原・２７２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城地区

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
配水管布設替 配水管布設替 配水管布設替

　２箇所 　２箇所 　２箇所

　DIPφ75　L=160ｍ 　DIPφ75　L=70ｍ 　DIPφ100　L=220ｍ

　DIPφ250　L=60ｍ 　DIPφ150　L=280ｍ 　DIPφ150　L=520ｍ

2箇所 ２箇所 ２箇所
L=220ｍ L=350ｍ L=740ｍ

80,900 千円 12,200 21,700 47,000
国 庫 支 出 金 21,572 千円 3,253 5,786 12,533
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 26,500 千円 4,000 7,000 15,500
そ の 他 11,253 千円 1,693 3,127 6,433
一 般 財 源 21,575 千円 3,254 5,787 12,534

○印 市民協働指数

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：補助金、起債の有効利用
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 施設整備数

指標　Ⅱ 布設替延長

指標　Ⅲ

　L=1,990ｍ 　DIPφ75　 L=580ｍ

　DIPφ100　L=100ｍ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

配水管布設替 配水管布設替

　７箇所 　２箇所

事業名
市指定の41箇所の避難場所のうち、耐震管の整備がされていない7箇所の避難所について、災害等緊急時に給水拠点の確保のため
に、配水管を耐震機能を有するものに整備する。

２．-(1)上水道の設備改良
（避難所配水管耐震化事業）

市指定の7箇所の避難所への配水管を耐震機能を有するものに布設替を行う。

新規　･　継続 H．２０年度　→　H．２３年度　 水道事業会計 水道事業資本的支出費　建設改良費　配水設備改良費

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「安全な水の供給」の満足度 市民アンケート調査

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と給水普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

２－３－２－２－２   （１）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

総合計画の施策体系
２．自立創造

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 前沢博則

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

3,253 0 7,000 2,529 16,036

Ｈ２１予算額 5,920 0 6,900 3,460 22,200

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.40（0.40） 人 2,400　（2,400） 18,436　（24,600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ － 2箇所 2箇所 100 実施

指標Ⅱ － L=220m L=218m 99 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

12 A 14 A

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

いつ起こるともわからない大規模地震時において給水拠
点の確保が必要な事業である。

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
地震対策によるもので、災害等緊急時において給水拠点を
確保するために、必要な事業である。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

達成度に対する
評価

計画どおり2箇所の避難所において218mの配水管の布設替を実施した。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成果指標について、新に整備率を追加設定した。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

施設整備数 工事実施箇所数／毎年度末

布設替延長 工事実施延長／毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

避難所：7箇所　市民（8,900人）

市指定の7箇所の避難所への配水管を耐震機能を有
するものに布設替を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

災害緊急時の給水拠点を確保できるように
するために

配水管を耐震機能を有するものに整備する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
市指定の41箇所の避難場所のうち、耐震管の整備がされていない7箇所の避難所について、災害等緊急時に給水拠点の確保のために、配水管を耐震機能を有するものに整備す
る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市指定の避難所のうち、耐震管が整備され
ていない施設を

対象・受益者
の概数など

財産収入

3,254

5,920

 ２．-(1)上水道の設備改良（避難所配水管耐震化事業）

評価の対象となる
【事務事業名】

避難所配水管耐震化事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

柿原・２７２

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ２．安全な水を届けます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 水道事業部　水道課

担当者・内線番号
柿原・２７２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城地区

優先度 Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
配水管布設替 配水管布設替 配水管布設替

　L=5,060ｍ 　L=5,000ｍ 　L=5,000ｍ

電気・機械設備改良更新 電気・機械設備改良更新 電気・機械設備改良更新

L=5,060ｍ L=5,000ｍ L=5,000ｍ

90.9% 91.5% 92.2%

937,536 千円 337,536 300,000 300,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 300,200 千円 100,200 100,000 100,000
そ の 他 637,336 千円 237,336 200,000 200,000
一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：起債の有効活用
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 配水管布設替延長

指標　Ⅱ 有収率 （H19は90.3％）

指標　Ⅲ

電気・機械設備改良更新 電気・機械設備改良更新 電気・機械設備改良更新

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

配水管布設替 配水管布設替 配水管布設替

　L=55,060ｍ 　L=20,000ｍ 　L=20,000ｍ

事業名
道路、下水道、第2東名、豊川用水事業等の工事で支障となる水道管の移設を行うと伴に、30年以上経過した老朽管の布設替や老朽
化した電気・機械設備等を計画的に改良・更新を行い、水道水の安定供給を図る。

２．-(2) 上水道の設備改良
（配水設備改良事業）

公共工事等で支障となる水道管の移設を行うと伴に、老朽管の布設替や老朽化した電
気・機械設備等を計画的に改良・更新を行う。

新規　･　継続 H．２０年度　→　H．３０年度　 水道事業会計 水道事業資本的支出費　建設改良費　配水設備改良費

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「安全な水の供給」の満足度 市民アンケート調査

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

２－３－２－２－２  （２）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

総合計画の施策体系
２．自立創造

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 前沢博則

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

5,000 0 81,800 126,968 218,768

Ｈ２１予算額 0 0 100,200 201,800 302,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.20　（0.20） 1.40　（1.40） 0.00　（0.00） 1.60（1.60） 人 9,600　（9,600） 228,368　（311,600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ L=4,486m L=5,060m L=4,394m 87 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 89.6% 90.9% 88.1% 97 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

配水管の支障移転や老朽化による更新は、水道水の安定
供給を図るうえで必要な事業である。

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
配水管の支障移転や老朽化による更新は、水道水の安定
供給を図るうえで必要な事業である。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

実績有収率／毎年度末

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

達成度に対する
評価

4,294mの配水管の布設替と11施設の設備等の更新を実施した。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

活動指標について、新に施設改良の施設数を追加設定し
た。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

配水管布設延長 工事実施延長／毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

有収率

給水人口：36,374人（新城地区）

公共工事等で支障となる水道管の移設を行うと伴に、
老朽管の布設替や老朽化した電気・機械設備等を計
画的に改良・更新を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安定した水道水を供給できるようにするため
に

水道管等の移設や改良・更新を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
道路、下水道、第2東名、豊川用水事業等の工事で支障となる水道管の移設を行うと伴に、30年以上経過した老朽管の布設替や老朽化した電気・機械設備等を計画的に改良・更
新を行い、水道水の安定供給を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

公共工事等で支障となる水道管や老朽管、
電気・機械設備等を

対象・受益者
の概数など

財産収入

5,000

0

２．　 上水道の設備改良

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　配水設備改良事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

柿原・２７２

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ２．安全な水を届けます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 鳳来・水道事業課

担当者・内線番号
谷川立樹  ３２１

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・長篠・乗本・富栄地区

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

(      )工事設計管理委託 工事設計管理委託 工事設計管理委託
(1,000m) 200m 1,000m

(浄水場耐震工事) (       )施設耐震工事

(膜ろ過設備の設置)

(    )加圧ポンプ・配水管設置

(       )測定機器の設置 (      )活性炭処理施設設置

（1,000ｍ）200m3.4% (1,000m)1,200m 20.9%

95.1% 95.1%

2,210m3 2,210m3

424,577 千円 36,060 249,245 139,272
国 庫 支 出 金 95,527 千円 8,113 56,079 31,335
県 支 出 金 84,352 千円 5,679 50,471 28,202
地 方 債 244,400 千円 22,200 142,600 79,600
そ の 他 0 千円

一 般 財 源 298 千円 68 95 135

○印 市民協働指数

○

２－３－２－２－３　

①
行政主体

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：技術管理者の起用

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：石綿管の適正処理

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(東矢田地区より地区要望がある。)

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：国庫補助事業の活用

協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ 緊急時の浄水確保 日当りの浄水能力

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅰ 石綿管の更新割合 (更新実績)5,728mの更新割合

指標　Ⅱ 簡易水道普及率 給水人口と行政区域内人口の割合（現在95.1%）

(              )水質の改善 　最終目標値(年度） / 成果指標･活動指標の測定方法･時期

配水地耐震工事

(膜ろ過設備の設置)

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

設計管理委託 工事設計管理委託

石綿ｾﾒﾝﾄ管更新  L=5,728m (3,728m) 4,528m

浄水場・配水池耐震工事

鳳来地区の中心地である長篠地区を中心とした周辺集落の飲料水の安定供給を図る。

３．簡易水道の拡張
（鳳来中央簡易水道整備事業）

石綿管・配水池等の耐震工事、膜ろ過設備の設置、給水区域の拡大

新規　･　継続 H２１年度　→　H26年度 一般・簡水特別会計 ２款新設事業費　１項拡張事業費　１目拡張整備事業費

指標　Ⅲ

市民アンケート調査

７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と給水普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

「安全な水の供給」の満足度

指標　Ⅱ

事業名

全　体　計　画

給水区域の拡大

活
動
指
標

成
果
指
標

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 谷川立樹　２７１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

9,841 6,888 28,000 422 46,204

Ｈ２１予算額 69883 62895 198400 0 336872

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 49,204（337,772）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0.00% 0.00% 0.00% 100% 実施

指標Ⅱ 95.71% 95.71% 95.71% 100% 実施

指標Ⅲ 2,210㎥ 2,210㎥ 2,210㎥ 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．簡易水道の拡張

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　鳳来中央簡易水道整備事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

中尾嘉伸　２７４

２．安全な水を届けます

財産収入

1,053

5694

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 鳳来地区の中心地である長篠地区を中心とした周辺集落の飲料水の安定供給を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

鳳来中央簡水事業を
対象・受益者
の概数など

長篠・乗本・富栄地区住民

石綿管・配水池等の耐震工事、膜ろ過設備の設置、給
水区域の拡大

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安全で安定した水の供給施設に改修する。 施設の改修を行った。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

石綿管の更新割合 石綿管の更新割合

簡易水道普及率 給水人口と行政区内人口の割合

緊急時の浄水確保 1日当りの浄水能力

達成度に対する
評価

初年度の目標である水質監視装置を設置したことから、初年度の目標が達成さ
れ、次年度から次の段階の計画に進むことができる。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
県と協議を行いながら当初の計画である水質監視装置を設
置し、２１年度以降の事業へのつながりとして、良いスタート
を切った。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

県と協議を行いながら当初の計画である水質監視装置を
設置し、２１年度以降の事業へのつながりとして、良いス
タートを切った。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 鳳来・水道事業課

担当者・内線番号
谷川立樹  ３２１

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・鳳来・作手地区

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
作手地区(中央・作手南部)統合 北部・西部統合

鳳来中央(中央・南東部)統合

作手木和田用水地区 (東矢田区)鳳来地区9簡給

(        )鳳来東矢田地区

(改正)改定手続 統一料金の施行

財産調査・財産台帳の整備 ・連結決算の開始 管路図作成

(12事業)　10事業 (11事業)　9事業 (10事業)　9事業

95.1% 95.1% 95.1%

60,549 千円 30,549 20,000 10,000
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 30,275 千円 10,000 10,000 5,000
一 般 財 源 30,274 千円 15,274 10,000 5,000

○印 市民協働指数

○

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と給水普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

２－３－２－２－４　　（１）

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

指標　Ⅱ

事業名 経営の健全化を目指し安全な飲料水の恒久的供給を図る

４．－（１）　簡易水道の施設管理
（簡易水道事業経営統合推進事業）

①水道事業変更認可申請　②簡易水道事業の区域拡張　③水道料金の統一
④簡易水道施設財産台帳の整備

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「安全な水の供給」の満足度 市民アンケート調査

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

指標　Ⅲ

料金の統一 (　　　　)簡易水道料金の見直し

１款総務費　１項総務管理費　１目施設管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H１９年度　→　H２８年度　 一般・簡水特別会計

連結による決算 H23管路図作成

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

変更認可書作成 H23大野・鳳来峡・東部・川合統合 H28　全簡水・簡給の廃止

変更認可区域拡張

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 簡水事業数 事業認可による

指標　Ⅱ 簡易水道普及率 給水人口と行政区域内人口の割合（現在95.1%）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(　　　　　　　)東矢田地区より給水区域の拡張要望がある。

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：公的負担の公平性

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：人員の適正配置

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：管理技術者の育成と登用

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：簡水経営状況の公開

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

①
行政主体

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 谷川立樹　２７１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 13,965 27,930

Ｈ２１予算額 0 0 0 19,661 39,323

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 30,930（40,223）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 11事業 １０事業 10事業 100% 実施

指標Ⅱ 95.71% 95.71% 95.71% 100% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ２．安全な水を届けます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　簡易水道の施設管理

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　簡易水道事業経営統合推進事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

中尾嘉伸　２７４

財産収入

13,965

19662

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 経営の健全化を目指し安全な飲料水の恒久的供給を図る

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

全簡易水道事業を
対象・受益者
の概数など

水道受給者15,994人
①水道事業変更認可申請　②簡易水道事業の区域拡
張
③水道料金の統一　　　④簡易水道施設財産台帳の整
備

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安全な水を安定的に供給できる施設にする
ため

会計や事務、施設の改修を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

簡易水道事業数 事業認可数

簡易水道普及率 給水人口と行政区域内人口の割合

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

事業の変更認可、水道料金の統一、台帳の整備を行った
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
平成28年度までの上水道事業との統合に向けた統合計画
に沿った事業を進めることができた。

平成28年度までの上水道事業との統合に向けた統合計画
に沿った事業を進めることができた。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 作手・地域整備課

担当者・内線番号
荻野喜嗣男　28

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・作手地区

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
機械・設備の更新 (　　)機械設備更新・配水池増設 (　　)機械・設備の更新

(配水池増設) (機械設備更新施工)

(機械・設備改良・更新)

機械・設備の更新 (　　)機械・設備の更新

(機械・設備改良・更新) (機械・設備改良・更新)

遠方監視装置等の新設

緊急遮断弁の設置 緊急遮断弁の設置

95.1% 95.1% 95.1%

0㎥ 55㎥ 330㎥

315,108 千円 65,994 150,523 98,591
国 庫 支 出 金 94,106 千円 14,232 48,658 31,216
県 支 出 金 63,877 千円 9,962 32,844 21,071
地 方 債 124,600 千円 29,400 58,000 37,500
そ の 他 9,400 千円 5,000 4,400 0
一 般 財 源 23,125 千円 7,400 6,621 8,804

○印 市民協働指数

○

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と給水普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

２－３－２－２－４　　（２）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「安全な水の供給」の満足度 市民アンケート調査

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名
作手地区２簡易水道施設と木和田地区用水施設の老朽設備及び遠方監視装置の改良を行い安全で安定した飲料水の
供給を図る

４．－（２）簡易水道の施設管理
（作手地区簡易水道統合整備事業）

①(作手中央・南部簡水の2事業と木和田用水施設の統一)作手地区水道事業の統一
②老朽化施設の更新

１款総務費　１項総務管理費　２目施設管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H１９年度　→　H２２年度　 一般・簡水特別会計

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

作手南部(遠方監視・第2配水池)　簡水地区改修

(作手南部第1配水池)

(作手南部浄水場・第2ポンプ場他)

作手中央(遠方監視)　簡水地区改修

(作手中央浄水場他各配水池・ポンプ場)

木和田用水地区(遠方監視)改修

配水池の耐震対策 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 簡易水道普及率 給水人口と行政区域内人口の割合（現在95.1%）

指標　Ⅱ 緊急時の配水量確保 緊急遮断弁を設置した配水池貯水能力の80％

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

無

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：国庫補助事業と簡水基金の活用 無
(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：計画・申請・施工事務の支所間配分

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：技術者の育成

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

①
行政主体

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 谷川立樹　２７１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

14,232 9,962 36,400 902 61,496

Ｈ２１予算額 92186 62226 161000 3341 318753

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 64,496　（319,653）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 95.71% 95.71% 95.71% 100 実施

指標Ⅱ ０㎥ ０㎥ ０㎥ 不

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ２．安全な水を届けます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　簡易水道の施設管理

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　作手地区簡易水道統合整備事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

中尾嘉伸　２７４

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 作手地区２簡易水道施設と木和田地区用水施設の老朽設備及び遠方監視装置の改良を行い安全で安定した飲料水の供給を図る

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

作手地区の複数の水道事業を
対象・受益者
の概数など

全作手地区

①作手地区水道事業の統一
②老朽化施設の更新

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安全で安定した水を供給できるようにするた
めに

作手地区の水道事業を統一し、老朽施設等
の施設の改修を行った。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

簡易水道普及率 給水人口と行政区内人口の割合

緊急時の配水量確保 緊急遮断弁を設置した配水地貯水能力の８０％

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

国から事業変更の認可を受けた。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
年度内の変更認可を受けることができ、２１年度からの統合
事業の実施を進める目あてができた。

年度内の変更認可を受けることができ、２１年度からの統
合事業の実施を進める目あてができた。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
72.2% 73.0% 74.0% 75.0% 鳳来・水道事業課

担当者・内線番号
谷川立樹　３２１

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・鳳来・作手地区

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
11簡易水道事業 (11)　9簡易水道事業 (12) ８簡易水道事業

(　　)管理や会計の調整 (1事業)　

改正手続 統一料金の施行

(　　)旧取水施設、水管橋等 (　　)旧取水施設、水管橋等

(12) 11簡易水道事業 (11) 9簡易水道事業 (10) ８簡易水道事業

806,553 千円 261,649 316,452 228,452
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 800,165 千円 259,261 314,452 226,452
一 般 財 源 6,388 千円 2,388 2,000 2,000

○印 市民協働指数

○

・上水道と簡易水道の統合にあたっての事前の簡水事業の統合
・事業の統合に併せた料金の統一
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・緊急時の対応体制の構築

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．安全な水を届けます 施 策 の 基 本 方 針
　老朽施設の更新及び新設改良を行い、安全な飲料水を安定的に供給するとともに、配水管の未整備地域を整備することにより給水区域を
拡張し、新規加入の促進と給水普及率の向上を図ります。
　また、事業の統合により効率の良い維持管理を行い、経営の健全化を図ります。

２－３－２－２－４　（３）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「安全な水の供給」の満足度 市民アンケート調査

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 簡水施設の効率の良い維持管理を行い経営の健全化と安全で安定した飲料水の供給を図る

４．－（３）　簡易水道の施設管理
（簡易水道施設管理事業）

適正で効率の良い維持管理

１款総務費　１項総務管理費　１目施設管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H２０年度　→　H２８年度　 一般・簡水特別会計

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

簡易水道会計管理事業 7事業 7事業　H29水道事業会計へ移管

大野簡易水道事業の移管

簡易水道料金の統一

(　　　　)大野簡易水道旧施設の撤去

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 簡易水道管理事業数 簡水統合実績による事業数

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(　　　)大野区として旧施設による水質等管理には苦慮しており、10年以上前からの
施設改修を要望し、改修後の旧施設撤去及び余剰金の清算を要望している。

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：公的負担の公平性 無
(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：人員の適正配置

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：管理技術者の育成と登用

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：水質検査結果の公開

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

①
行政主体

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 谷川立樹　２７１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 261,649

Ｈ２１予算額 0 0 0 87,601 229495

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 264,649　（230,395）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 11事業 10事業 10事業 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ２．安全な水を届けます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　簡易水道の施設管理

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　簡易水道施設管理事業 担当部課名
水道事業部

水道課

一次評価者(担当）

中尾嘉伸　２７４

財産収入

2,388

141894

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 簡水施設の効率の良い維持管理を行い経営の健全化と安全で安定した飲料水の供給を図る

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

簡易水道施設を
対象・受益者
の概数など

水道受給者15,994人

適正で効率の良い維持管理
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安全で安定した水を市民に供給するために 適正で効率の良い維持管理を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

簡易水道管理事業数 事業認可数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

効率の良い維持管理に努め、経営の健全化と安全で安定した水の供給を行っ
た。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

  ①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
効率の良い維持管理に努め、経営の健全化と安全で安定し
た水の供給を行った。

効率の良い維持管理に努め、経営の健全化と安全で安定
した水の供給を行った。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
55.3% 水道事業部下水道課

担当者・内線番号
清水良文（２９２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城地区緑が丘　

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

→ → →

適正 → →
0回 0回 0回

26,200 千円 8,900 9,000 9,000
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他 23,802 千円 7,962 7,920 7,920
一 般 財 源 3,098 千円 938 1,080 1,080

○印 市民協働指数

○

料金改定予定

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主導

→

・基金管理

・接続率の向上
・公共下水道、地域下水道、農業集落排水の料金（住民負担）の差の調整
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・合併処理浄化槽の適正な維持管理指導（法定検査、定期点検、清掃）

２－３－２－３－１　

総合計画の施策体系
２．自立創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．下水を処理し水環境を守ります 施 策 の 基 本 方 針
　快適な住環境と公共用水域の水質保全のため、緑が丘浄化センターの適正な維持管理、合併処理浄化槽の
普及促進、公共下水道の適正な維持管理と普及促進、農業集落排水の整備と維持管理を行います。

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

指標　Ⅰ 「衛生的な下水・雨水の処理」の満足度 市民アンケート調査

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ８．地域再生計画の継承 4． 鮎踊る川の再生（汚水処理施設整備事業）

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２．快適に暮らせるまちになっている

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 新城地区緑が丘の快適な住環境と公共用水域の水質保全のために整備された、緑が丘浄化センターの適正な維持管理を行う。

１．　地域下水道の維持管理
緑が丘地区の下水道の適正管理を行うために、①緑が丘浄化センター（処理場）の維持
管理委託を行う。　②使用料金徴収　③基金繰入による経営→一般会計繰入による経営

新規　･　継続 Ｓ　６０　年度　→　H　　　年度　 地域下水道事業特別会計 　総務費　　　管理費　　　管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・管渠等維持ｊ管理（処理場管理、修繕） →

・

・

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 放流水質 毎年度末報告

指標　Ⅱ 運転停止回数 毎年度末報告

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

財政：21年度、23年度に料金改定

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：経営状況の公開
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 7,962 8,900

Ｈ２１予算額 0 0 0 7,920 9000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 適正 適正 適正 100 実施

指標Ⅱ 0回 0回 0回 100 未

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3

(２) 有　効　性 3

(３) 効　率　性 1

(４) 公　平　性 2

(５) 適　時　性 2

11 B 0 D

説　明

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 エラー

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が一部に偏り、公平性に欠ける

緊急ではないが時宜性が高い 市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
アセットマネジメントの検討

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与すべきでない

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

適正な状態で維持する 施設の維持管理と経営を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

適正水質

運転停止回数

緑が丘地区の下水道の適正管理を行うために、①緑が
丘浄化センター（処理場）の維持管理委託を行う。　②
使用料金徴収　③基金繰入による経営→一般会計繰
入による経営

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 新城地区緑が丘の快適な住環境と公共用水域の水質保全のために整備された、緑が丘浄化センターの適正な維持管理を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

緑ヶ丘地区地域下水道を
対象・受益者
の概数など

208世帯

1080

職員数計

水道事業部
下水道課

一次評価者(担当）

清水良文（２９２）

財産収入

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地域下水道の維持管理

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

２．快適に暮らせるまちになっている ３．下水を処理し水環境を守ります

一般財源

部長級

（１）　地域下水道維持管理事業 担当部課名

938

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
55.3% 水道事業部下水道課

担当者・内線番号
清水良文（２９２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

浄化槽設置補助150基 浄化槽設置補助157基 浄化槽設置補助130基

新城南部50基 新城南部50基

作手地区27基 その他80基

その他80基

19.2% 20.0% 21%

145,582 千円 44,130 70,436 50,726
国 庫 支 出 金 56,998 千円 17,182 20,635 19,908
県 支 出 金 29,116 千円 8,826 12,380 10,145
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 59,468 千円 18,122 37,421 20,673

○印 市民協働指数

○
○
○

新城南部150基

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主導

浄化槽設置補助390基

・ 新城南部150基

・接続率の向上
・公共下水道、地域下水道、農業集落排水の料金（住民負担）の差の調整
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・合併処理浄化槽の適正な維持管理指導（法定検査、定期点検、清掃）

２－３－２－３－２　

総合計画の施策体系
２．自立創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．下水を処理し水環境を守ります 施 策 の 基 本 方 針
　快適な住環境と公共用水域の水質保全のため、緑が丘浄化センターの適正な維持管理、合併処理浄化槽の
普及促進、公共下水道の適正な維持管理と普及促進、農業集落排水の整備と維持管理を行います。

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

指標　Ⅰ 「衛生的な下水・雨水の処理」の満足度 市民アンケート調査

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２．快適に暮らせるまちになっている

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 汚水処理方法の１つである浄化槽の普及促進を行い、快適住環境と公共用水域の水質保全を図る。

２．　合併処理浄化槽設置の推進
浄化槽設置者に対し補助金を交付する。①５人槽258千円　②７人槽300千円　③10人槽357千円
平成21年度から補助金額を変更→①5人槽332千円、②7人槽414千円、③10人槽548千円
作手巴地区→①5人槽494千円、②7人槽730千円、③10人槽1,194千円

新規　･　継続 H　２　年度　→　H　　　年度　 一般会計 　衛生費　　保健衛生費　環境衛生費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・浄化槽設置補助 浄化槽設置補助390基

・ その他240基 その他240基

・

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 浄化槽普及率 浄化槽設置済人口/新城市人口。補助金交付により普及率を30年度までに26％まで上げる。

指標　Ⅱ ２０年度目標を上回っているため21年度を変更。毎年度末の汚水処理普及率を報告。

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費 作手巴地区及び新城南部地区設置により

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

作手巴地区及び新城南部地区における汚水処理の一体的整備（農業集
落排水と浄化槽）

環境：

財政：県補助率の増の要望

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （補助・市民等） 福田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

17,182 8,826 0 44,130

Ｈ２１予算額 16,978 11,646 0 62405

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.35　（0.35） 1.20　（1.20） 0.00　（0.00） 1.60（1.60） 人 9,600（9,600） 53,730  (72,005)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 19.2% 19.2% 20.4% 106% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

238ki

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明
順調に事業推進

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
順調に事業推進

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
１３８期設置補助

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

生活様式の変更と生活排水処理への関心が高まり、目標を上回る成果が上
がった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

浄化槽普及率 浄化槽設置済人口÷新城市人口

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
合併処理浄化槽により処理することで、快適
な住環境と公共用水域の水質を保全するた
めに

設置者に対し補助を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

浄化槽設置者に対し補助金を交付する。①５人槽258千円　②７人
槽300千円　③10人槽357千円
平成21年度から補助金額を変更→①5人槽332千円、②7人槽414
千円、③10人槽548千円
作手巴地区→①5人槽494千円、②7人槽730千円、③10人槽

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 汚水処理方法の１つである浄化槽の普及促進を行い、快適住環境と公共用水域の水質保全を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

し尿汲取り世帯、単独浄化槽世帯の生活排
水を

対象・受益者
の概数など

単独処理浄化槽人口　11,066人
し尿汲取り人口　2,419人

33,781

職員数計

水道事業部
下水道課

一次評価者(担当）

長谷川（２９２）

財産収入

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　合併処理浄化槽設置の推進

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

２．快適に暮らせるまちになっている ３．下水を処理し水環境を守ります

一般財源

部長級

（１）　浄化槽設置事業 担当部課名

18,122

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
55.3% 水道事業部下水道課

担当者・内線番号

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 （公共下水道事業認可地区）

優先度 Ａ２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
事業計画変更認可県事前協議 新城処理分区　面整備 新城処理分区　面整備

事業計画変更認可案縦覧 中市場処理分区　面整備 川田処理分区　面整備

事業計画変更認可県申請 豊島処理分区　面整備 実施設計業務委託 実施設計業務委託

実施設計業務委託 実施設計業務委託

実施設計業務（直営）

中市場処理分区　面整備（既認可区域）

616,900 千円 114,900 248,800 253,200
国 庫 支 出 金 134,000 千円 6,000 63,000 65,000
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 449,700 千円 97,200 175,100 177,400
そ の 他 33,200 千円 11,700 10,700 10,800
一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○
○
○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：整備区域の公表
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：財政事情を考慮した整備
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

調整区域での、実施の順位づけをするために、地域住民のニーズ
を把握調査を行う。

環境：整備による公共用水域の水質保全

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費 整備年次計画の見直し

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標 指標　Ⅱ

(40)42% 計画面積（850ｈａ）に対する整備面積。平成30年度までに50％以上の整備率を目標とする。
整備率（現在
(36.7)38.1%）
平成19年度末現在

指標　Ⅰ (39)40%

実施設計業務委託

事業認可区域内の面整備 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事業計画変更認可申請書作成業務委託(拡張区域)

地域再生計画新規認定申請

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

(市街化調整区域への整備拡張) 新城処理分区　面整備 新城処理分区　面整備

事業計画変更認可県事前協議 中市場処理分区　面整備 実施設計業務委託

事業計画変更認可案縦覧

事業計画変更認可県申請

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

「衛生的な下水・雨水の処理」の満足度 市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

３．－（１）　公共下水道の整備・管理
（公共下水道整備事業）

農業集落排水事業、合併浄化槽設置補助事業との連携により、コストの縮減を図りつつ、
効率的かつ適性に未整備となっている市街化調整区域の下水道整備を進めて行く。

新規　･　継続 S54年度　→　H　　　年度　 （公共下水道事業特別会計） 2款事業費　1項事業費　1目事業費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

施　　策　　名

事業名 流域関連公共下水道整備区域の拡大を図り、住環境整備及び公共用水域の保全を図る。

３．下水を処理し水環境を守ります 施 策 の 基 本 方 針

・接続率の向上
・公共下水道、地域下水道、農業集落排水の料金（住民負担）の差の調整
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・合併処理浄化槽の適正な維持管理指導（法定検査、定期点検、清掃）

２．快適に暮らせるまちになっている

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ

２－３－２－３－３　　（１）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ８．地域再生計画の継承 4． 鮎踊る川の再生（汚水処理施設整備事業）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　快適な住環境と公共用水域の水質保全のため、緑が丘浄化センターの適正な維持管理、合併処理浄化槽の
普及促進、公共下水道や農業集落排水の整備と維持管理を行います。

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 福田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

6,000 0 97,200 11,700 114,900

Ｈ２１予算額 63000 0 175100 10,700 248,800

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 117,900　（249,700）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 38.1 ― ― ― 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明
計画的工事の実施

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
計画的工事の実施

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

接続率の向上に向けた取り組みの必要性
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

整備率 H20年度整備工事なし

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

区域の拡大を図る H21年度以降整備箇所の詳細設計を行う。

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

農業集落排水事業、合併浄化槽設置補助事業との連
携により、コストの縮減を図りつつ、効率的かつ適性に
未整備となっている市街化調整区域の下水道整備を進
めて行く。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 流域関連公共下水道整備区域の拡大を図り、住環境整備及び公共用水域の保全を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

豊川流域公共下水道区域を
対象・受益者
の概数など

事業認可区域内

３．　公共下水道の整備・管理

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　公共下水道整備事業 担当部課名
水道事業部
下水道課

一次評価者(担当）

小笠原

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

0

0

職員数計

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

３．下水を処理し水環境を守ります

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
55.3% 水道事業部下水道課

担当者・内線番号

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域
（公共下水道の整備・公共下
水道供用開始地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 同左 同左

84% 84.5% 85%

388,225 千円 130,425 124,400 133,400
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 388,225 千円 130,425 124,400 133,400
一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

〇
〇
〇

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：下水道事業団研修（消費税、決算統計）

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：経営状況の公開
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：接続率向上による公共用水域の水質保全

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：適正な料金の検討
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 接続率（現在83.1%） 接続率向上のために、未接続者あてに、接続依頼の通知するとともに、接続できない者へのアンケートを行う。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

人件費（４人分）

豊川流域下水道維持管理負担金

排水設備資金融資あっせん、利子補給

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

管渠等維持管理（マンホールポンプ維持管理等） 同左 同左

使用料徴収（下水道料金システム、消費税）

新規　･　継続 H　１　年度　→　H　　　年度　 （公共下水道事業特別会計） 　総務費　　　管理費　　　管理費

事業名 公共下水道供用開始区域の下水道の接続推進と適正な維持管理を行う。

３．－（２）　公共下水道の整備・管理
（公共下水道維持管理事業）

①マンホールポンプの維持管理、管路の修繕、道路舗装、水質検査などを行う。　②使用料金徴収　③豊川流
域下水道維持管理負担金の支払い　④排水設備普及促進のための事業（利子補給制度）を行う。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「衛生的な下水・雨水の処理」の満足度 市民アンケート調査

・接続率の向上
・公共下水道、地域下水道、農業集落排水の料金（住民負担）の差の調整
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・合併処理浄化槽の適正な維持管理指導（法定検査、定期点検、清掃）

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ８．地域再生計画の継承 4． 鮎踊る川の再生（汚水処理施設整備事業）

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．下水を処理し水環境を守ります 施 策 の 基 本 方 針
　快適な住環境と公共用水域の水質保全のため、緑が丘浄化センターの適正な維持管理、合併処理浄化槽の
普及促進、公共下水道や農業集落排水の整備と維持管理を行います。

２－３－２－３－３（２）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （施設運営管理） 福田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

126,889 126,889

Ｈ２１予算額 132,167 132,167

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.40　（0.40） 1.25　（1.25） 0.00　（0.00） 1.70（1.70） 人 10,200(10,2００) 137,089 (142,367)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 86.2% 84.0% 88.0% 105% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明
適正な管理ができている

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
適正な管理ができている

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

管路整備の順調な進捗と、未接続者へのアンケート、接続依頼の成果が現れ
た。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

供用開始人口÷供用開始区域人口

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

接続率（19年度末83.1%)

公共下水道使用者　12,807人
①マンホールポンプの維持管理、管路の修繕、道路舗
装、水質検査などを行う。　②使用料金徴収　③豊川流
域下水道維持管理負担金の支払い　④排水設備普及
促進のための事業（利子補給制度）を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

適正に維持管理するために
・精通業者へのMP維持管理業務委託を行う。
・経費削減とともに、使用料改定を行う。
・使用マナーの広報、指導を行う。

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 公共下水道供用開始区域の下水道の接続推進と適正な維持管理を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

公共下水道を

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ３．下水を処理し水環境を守ります

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　公共下水道維持管理事業 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　公共下水道の整備・管理

水道事業部
下水道課

一次評価者(担当）

長谷川（２９２）

財産収入

対象・受益者
の概数など



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
55.3% 作手　地域整備課

担当者・内線番号
　鈴　木　　（内線３１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 （作手地区　）

優先順位 Ａ２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

関係者との調整 関係者との調整 関係者との調整

施設整備事業の実施 施設整備事業の実施 施設整備事業の実施

公共事業の完了

一部供用開始

(50)75% (96)98% (100)99%

453,419 千円 374,661 52,758 26,000

国 庫 支 出 金 172,205 千円 166,650 5,555 0

県 支 出 金 135,210 千円 93,300 26,310 15,600

地 方 債 117,600 千円 91,900 16,600 9,100

そ の 他 0 千円 0 0 0

一 般 財 源 28,404 千円 22,811 4,293 1,300

○印 市民協働指数

○

○

○

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：費用対効果の増大のための区域設定

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：上下水道を併せた施工体制

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：最低人員による施工管理

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：関係行政区推進委員との事業調整
①

行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

矢作川、豊川の水源域であることからも地域環境の改善や公共水域
の保全を望む意見が多くあった。(アンケート調査)

環境：

(オ)の理由：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 建設事業進捗状況 実施済事業費/総事業費

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

施設整備事業の完了 H23　単県事業完了

供用開始 H24　全戸供用開始

実施計画の策定

施設整備事業の実施 施設整備事業の実施

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

基本計画

関係者・団体との調整 関係者との調整

新規　･　継続 H　１６年度　→　H　２３年度　 （集排特別会計） 款　事業費　項　事業費　目　事業費

事業名 地域環境の改善及び公共水域の保全

４．－（２）　農業集落排水の整備・管理
（巴地区整備事業）

巴地区　計画戸数316戸　処理人口（実施）　1,160人
　　　　　管路施設　22.23Km　処理施設　１箇所　390m3/日
　　　　　総事業費　1,792,400千円

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 「衛生的な下水・雨水の処理」の満足度 市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．下水を処理し水環境を守ります 施 策 の 基 本 方 針
　快適な住環境と公共用水域の水質保全のため、緑が丘浄化センターの適正な維持管理、合併処理浄化槽の普及
促進、公共下水道や農業集落排水の整備と維持管理を行います。

２－３－２－３－４　（２）

・接続率の向上
・公共下水道、地域下水道、農業集落排水の料金（住民負担）の差の調整
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・合併処理浄化槽の適正な維持管理指導（法定検査、定期点検、清掃）

２．快適に暮らせるまちになっている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ８．地域再生計画の継承 4． 鮎踊る川の再生（汚水処理施設整備事業）

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （ハード整備） 荻　野　（内線２７）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

166,650 93,300 91,900 374,661

Ｈ２１予算額 5,555 26,310 16,600 52,758

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.15　（0.15） 0.00　（0.00） 0.45　（0.40） 0.00　（0.00） 0.61（0.56） 人 3,660　（3,360） 378,321　（56,118）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 446,231 374,661 374,308 99.9 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

担当部課名

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

達成度に対する
評価

　指　標　名　（当初設定指標）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている

部長級

0.01　（0.01）

一般財源Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　農業集落排水巴地区建設整備事業

財産収入

　　　各課入力項目

作手　地域整
備課

一次評価者(担当）

　鈴　木　　（内線３１）

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

４．　農業集落排水の整備・管理
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．下水を処理し水環境を守ります

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域環境の改善及び公共水域の保全

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

4,293

職員数計

22,811

　対象
（何を・誰を）

地域環境及び公共水域の水質を
対象・受益者
の概数など

巴地区　計画戸数３１６戸

設計委託業務及び工事の施工監理・監督、農業集落排
水推進委員会の開催、接続の推進を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

実施計画のとおり施行完了

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

改善及び保全し、快適な住環境にするために

巴地区　計画戸数316戸　処理人口（実施）　1,160人
　　　　管路施設　22.23Km　処理施設　１箇所　390m3/
日
　　　　総事業費　1,792,400千円

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

指標Ⅲ：　事業計画時と供用開始後の水質を計測
指標Ⅳ：　計画戸数の接続加入率把握

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

把握方法・計算式

建設事業進捗状況 実施事業費/目標事業費

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

市が関与する必要性が高い

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

推進委員会を実施し、事業進捗及び年度計画及び接続計画を説明
し、理解を得る。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業区域は限定されているものの、地域環境の改善・公共水域の保全を目的とし市長村長の
裁量による事業であり、区域内加入率100%で住民意識も高い。農林水産省の認可事業で定
められた歩掛等を利用することで実施計画事業費の追及はほぼ不可能なものであることなど
から相対的判断した。

工事の進捗は、年度計画を大きく上回
るものとなり、平成21年4月の処理場の
供用開始が可能となった。

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

事業区域は限定されているものの、地域環境の改善・公共水域の保全を目的とし市長村長の裁
量による事業であり、区域内加入率100%で住民意識も高い。農林水産省の認可事業で定められ
た歩掛等を利用することで実施計画事業費の追及はほぼ不可能なものであることなどから相対
的判断した。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

説　明

総 合 評 価　[点]



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
55.3% 水道事業部下水道課

担当者・内線番号

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 　市全体　・（　　　　　）

優先順位 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
3処理区維持管理 3処理区維持管理 3処理区維持管理
塩沢地区供用開始

2処理区維持管理 2処理区維持管理 2処理区維持管理

3処理区維持管理 4処理区維持管理 4処理区維持管理

巴地区供用開始

2,530人 (2,930) 2,800人 (3,180) 3,160人

83.2% (76.0)   73.4% (82.5)   82.9%

282,475 千円 89,938 95,392 97,145

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 89,239 千円 26,827 29,568 32,844

一 般 財 源 193,236 千円 63,111 65,824 64,301

○印 市民協働指数

○
○
○

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

財政：適正な使用料の検討

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

区域内定住人口　H19 2,528人 　H20 3,042人(塩沢地区514人増) 　H21～ 3,813人(巴地区771人増)

事

業

費

総　事　業　費 接続人口の見直し

財
源
内
訳

巴地区維持管理経費の見直し

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 接続人口 供用定住人口　　H19 2,314人

指標　Ⅱ 水洗化率 供用定住人口/区域内定住人口　※区域内定住人口は供用開始により当該地区の対象人口が加算されます

指標　Ⅲ

作手地区 4処理区維持管理 4処理区維持管理

鳳来地区 2処理区維持管理 2処理区維持管理

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城地区 3処理区維持管理 4処理区維持管理
平成26年度南部地区一部供用開始 平成29年度南部地区全供用開始

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（集排特別会計） 1款総務費　1項管理費　1目管理費

施策実施上の課題

地域環境の改善と公共用水域の保全

４．－（３）　農業集落排水の整備・管理
（管理事業）

新城地区4施設（八名井、吉川、塩沢、南部）　計画人口 4,280人　処理戸数1,252戸
鳳来地区2施設（巣山、名号）　　　　　　　　計画人口　 500人　処理戸数  119戸
作手地区4施設（高里、菅守、開成、巴）　　　計画人口 4,110人　処理戸数　815戸

指標　Ⅱ

市民アンケート調査指標　Ⅰ 「衛生的な下水・雨水の処理」の満足度

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．下水を処理し水環境を守ります 施 策 の 基 本 方 針
　快適な住環境と公共用水域の水質保全のため、緑が丘浄化センターの適正な維持管理、合併処理浄化槽の
普及促進、公共下水道の適正な維持管理と普及促進、農業集落排水の整備と維持管理を行います。

２－３－２－３－４　　（３）

指標　Ⅲ

事業名

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２．快適に暮らせるまちになっている

施策達成度指標の測定方法･時期

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る ・接続率の向上

・公共下水道、地域下水道、農業集落排水の料金（住民負担）の差の調整
・サービス提供にかかるコストと使用者負担額との差の調整
・合併処理浄化槽の適正な維持管理指導（法定検査、定期点検、清掃）マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ８．地域再生計画の継承 4． 鮎踊る川の再生（汚水処理施設整備事業）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 福田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 26,827 89,938

Ｈ２１予算額 0 0 0 29,568 95392

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 92,938　（96,292）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 2，061人 2530人 2348人 92.8 実施

指標Ⅳ 67.80% 83.20% 77.20% 92.8 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている

0.00　（0.00）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

63,111

65824

　　　各課入力項目

一次評価者(担当）

小笠原

財産収入

職員数計

４．　農業集落排水の整備・管理

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　農業集落排水管理事業 担当部課名
水道事業部
下水道課

３．下水を処理し水環境を守ります

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域環境の改善と公共用水域の保全

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

農業集落排水施設を
対象・受益者
の概数など

８,８９０人
新城地区4施設（八名井、吉川、塩沢、南部）　計画人口 4,280人　処理戸
数1,252戸
鳳来地区2施設（巣山、名号）　　　　　　　　計画人口　 500人　処理戸数
119戸
作手地区4施設（高里、菅守、開成、巴）　　　計画人口 4,110人　処理戸
数 815戸

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

適正な状態で運営し、公共用水域の水質を
保全するために

適正な維持管理を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

接続人口 供用開始定住人口

水洗化率 供用人口/区域内定住人口

達成度に対する
評価

ほぼ達成
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
更なる接続率向上と適正管理

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

接続率向上の対策強化

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由



Ｈ２３事業につきシート省略

2-3-2-4-1-(1)　「市場台西公園、田町川北公園整備事業」



Ｈ２３事業につきシート省略

2-3-2-4-1-(2)　「新城ＩＣ周辺道の駅整備事業（五反田公園）」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
42.0% 作手　地域整備課

担当者・内線番号
　鈴　木　　（内線３１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（作手地区　）

優先度 次 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

河川・ほ場整備担当との調整 河川・ほ場整備担当との調整 河川・ほ場整備担当との調整

河川・ほ場整備担当との調整 河川・ほ場整備担当との調整 河川・ほ場整備担当との調整

0 千円 0 0 0

国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0

県 支 出 金 0 千円 0 0 0

地 方 債 0 千円 0 0 0

そ の 他 0 千円 0 0 0

一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○

人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：当初計画の見直しによる事業費の削減

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：処理場のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ・環境の保全

事

業

費

無

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

汚水処理場のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟと地域住民の憩いの場としての利用をしてほしい
との所有者からの申出により処理場用地と一体に購入した。

情報：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 事業の進捗

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

基本計画（Ｈ７完了）

関係者・団体との調整

公園整備事業の実施 H23　河川工事による残土で造成　H24　水路・植栽工等公園工事

２款事業費　１項事業費　１目事業費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

事業名 地域環境の保全

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ４．公園、墓園の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　市民のレクリエーションの空間として、また、防災性の向上、環境の改善など豊かな地域づくりに資する交流の空間として、公園
の整備を進めます。また、市民の希望する墓園を検討、整備していきます。

２－３－２－４－２

・事業実施の財源の確保
・農村公園整備にあたり、一級河川矢作川水系巴川の改修及び県営
土地改良事業黒瀬下山地区との調整

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

指標　Ⅱ

２．快適に暮らせるまちになっている

３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

２．　農村公園の整備（開成地区）
農村公園　Ａ=3,253.63㎡　平成8年9月18日　用地売買契約済み
　　クヌギ・コナラ等広葉樹を植栽し、昆虫採取のできる場所として自然との共生を図る。

一般・（農排特別会計）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 「憩い空間の充実」の満足度 市民アンケート調査

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅲ

新規　･　継続 H７年度　→　H２４年度　

７．「新市まちづくり計画」の実行

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （ハード事業） 荻　野　（内線２７）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.00） 0.05　（0.00） 0.00　（0.00） 0.45（0.05） 人 2,700　（300） 2,700　（300）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 河川・ほ場整備担当との調整 河川・ほ場整備担当との調整 事業打合せを実施 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

達成度に対する
評価

平成２０年度は、他部局との調整のみで評価は困難

事業の見直し度は低い総 合 評 価　[点]

２．　農村公園の整備（開成地区）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

２．快適に暮らせるまちになっている

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

無

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点

説　明

（1）　開成地区農村公園整備事業 担当部課名

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

作手　地域整
備課

一次評価者(担当）

　鈴　木　　（内線３１）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

４．公園、墓園の整備を進めます

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域環境の保全

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

農業集落排水汚水処理場近接地を
対象・受益者
の概数など

一般
　農村公園　Ａ=3,253.63㎡　平成8年9月18日　用地売
買契約済み
　　クヌギ・コナラ等広葉樹を植栽し、昆虫採取のできる
場所として自然との共生を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

汚水処理場のイメージアップ及び環境の改善
のために

他部局と調整を行う。

把握方法・計算式

事業の進捗 調整を行い他部署との事業の整合性等が図られたかどうか

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

関連部署との調整回数（実施回数/計画回数）を指標とする。

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

　他部局の調整のみであり事業実施計画は平成２４年度予定
であるため現状評価とした。

　他部局の調整のみであり事業実施計画は、平成２４年度
予定であるため現状評価とした。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）



Ｈ２１事業につきシート省略

2-3-2-4-3-(1)　「墓園整備調査事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
－ 減少を前年度比0.2%以内に抑える 減少を前年度比0.3%以内に抑える 減少を前年度比0.4%以内に抑える 建設部都市計画課

53.1% 担当者・内線番号
佐々木 : 253

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（千郷・長篠地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
用地選定等庁内調整庁内調整及び関係協議 庁内調整及び関係協議

(芳ヶ入住宅) (芳ヶ入住宅) (芳ヶ入住宅)

方針決定等庁内調整 庁内調整及び関係協議 庁内調整及び関係協議

(新規住宅) (新規住宅) (新規住宅)

0 千円 0 0
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0
県 支 出 金 0 千円 0 0
地 方 債 0 千円 0 0
そ の 他 0 千円 0 0
一 般 財 源 0 千円 0 0

○印 市民協働指数

○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

１年を通して空家待機者が切れることはない。

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（        ）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

解体撤去工事

庁内調整及び関係協議(新規住宅) 基本設計、用地調査、実施設計（新規住宅）

　　　土木費　　住宅費　　住宅建設費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

基本設計、用地調査、実施設計 基本設計、用地調査、実施設計（芳ヶ入住宅）

建設工事 建設工事（芳ヶ入住宅）
入居者移転

平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 人口の流出・減少を防ぎ、保育園、小中学校等の存続や地域コミュニティの維持、中心市街地の活性化を図る。

１．　市営住宅の建設・改築 芳ヶ入住宅の建替え及び千郷地区で新規に市営住宅を建設する。

新規　･　継続 H ２３ 年度　～　３０　年度

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 人口増減率 年度末人口

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

入居者移転、解体撤去工事（芳ヶ入住宅）

事業の進捗

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ５．良質な住宅の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域活力や集落機能の維持を図り、コミュニティ活動を促進するためには、定住人口の確保が欠かせません。
　このため、住宅を整備し、人口減少に歯止めをかけます。また、耐震改修・補強により、市民が安心して安全に生活できるまちづくりを進め
ます。

２－３－２－５－１

指標　Ⅱ 「暮らす場の整備」の満足度

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

一般・（　　　　　会計）

市民アンケート調査

・住宅建設用地の確保と地元の合意
・耐震改修の制度のＰＲと必要性に対する市民の理解の促進

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 (ハード整備) 山崎敏勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.06） 0.10　（0.10） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.36（0.38） 人 2,160　（2,280） 2,160　（2,280）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ー ー ー ー 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ ー ー ー ー 未

指標Ⅳ ー ー ー ー 未

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 3 3

12 A 11 B

説　明
芳ヶ入住宅は、耐用年数が到来し、しかも地盤沈下により
住宅が傾いているなど、速やかな建て替えが必要である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
　賃貸住宅は民間にもあるが、低額所得者に低廉な家賃で賃貸す
る必要がある。芳ヶ入住宅は耐用年数が経過し老朽化が著しいた
め、緊急に建替えが必要である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　④．未達成

内容
・

理由

事業着手が平成２３年度であるためと
実施内容が行政主体であるため。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（        ）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

　芳ヶ入住宅の建替えは内部検討の段階であり、達成度が評価できない。また、
千郷地区新規住宅は現段階では、事業化の可能性が未定である。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

住民満足度

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

事業の進捗度

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

人口増減率

芳ヶ入住宅３０戸を予定、千郷地区は未定

芳ヶ入住宅の建替え及び千郷地区で新規に市営住宅
を建設する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

良質な住宅を低廉な家賃で賃貸することに
より生活の安定と福祉の増進を図るために

建替用地の選定確保、概要計画の作成、建築設
計、建築、入居者の移転・募集、既存住宅の撤去
を行う。

職員数計

0.01　（0.02）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 人口の流出・減少を防ぎ、保育園、小中学校等の存続や地域コミュニティの維持、中心市街地の活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

住宅困窮者で低額所得者等を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　市営住宅の建設・改築

評価の対象となる
【事務事業名】

市営住宅建設事業 担当部課名
建設部都市

計画課

一次評価者(担当）

佐々木 : 253

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ５．良質な住宅の整備を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課

－ 減少を前年度比0.2%以内に抑える 減少を前年度比0.3%以内に抑える 減少を前年度比0.4%以内に抑える 建設部都市計画課
53.1% 担当者・内線番号

小林 : 252

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　地区）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
都市マス位置づけ 案件が出た場合地区計画策定 案件が出た場合地区計画策定

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

○印 市民協働指数

○

○

３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

一般・（　　　　　会計）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ５．良質な住宅の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域活力や集落機能の維持を図り、コミュニティ活動を促進するためには、定住人口の確保が欠かせません。
　このため、住宅を整備し、人口減少に歯止めをかけます。また、耐震改修・補強により、市民が安心して安全に生活できるまちづくりを進めます。

２－３－２－５－２

指標　Ⅱ 「暮らす場の整備」の満足度 市民アンケート調査

・住宅建設用地の確保と地元の合意
・耐震改修の制度のＰＲと必要性に対する市民の理解の促進

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
２．自立創造

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 人口増減率 年度末人口

平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 定住人口の確保を図るため、新規住宅用地を提供し、集落機能の維持を図る。

２．　新規住宅地の整備 民間事業者が行う住宅地開発を行政が側面から支援する。

新規　･　継続 H ２０ 年度　～ 　　 年度 　　　土木費　都市計画費　都市計画総務費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城地区における住宅地開発 １団地の整備を支援する

鳳来、作手地区における住宅地開発 ３０戸以上の整備を支援する

（※民間開発の誘導）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

⑤
市民主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：民間事業者が行う住宅地開発を行政が側面
から支援する。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 山崎敏勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.20） 0.10　（0.20） 0.00　（0.00） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 3,000　（3,000）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ○ 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ - ○ 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

11 B 13 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている ５．良質な住宅の整備を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　新規住宅地の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

住宅地整備支援事業 担当部課名
建設部都市

計画課

一次評価者(担当）

川窪 : 252

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0

0

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 定住人口の確保を図るため、新規住宅用地を提供し、集落機能の維持を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

民間事業者が行おうとする住宅地開発を
対象・受益者
の概数など

新城市に定住を望む方

民間事業者が行う住宅地開発を行政が側面から支援す
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

法手続きなどが円滑に進められるよう支援す
るために

法手続の円滑化

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

都市マス位置づけ H20末までに位置付け

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

地区計画策定 地区計画公告完了（新城地区）

達成度に対する
評価

設楽ダム集団移転計画に併せ、杉山地内に予定された住宅地開発を都市マスに
位置付け、地区計画策定から公告まで前倒しして完了した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

⑤
市民主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

案件が出たものについて、早期且つ適
切に処理したため。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
新城地区の１案件については、手続きの円滑化を図り、計画
より前倒しできたが、鳳来及び作手地区では案件がなく、今後
の展開を検討する必要がある。

宅地開発に対する側面からの支援であり、開発の相談件数
が少ないため効果が出にくい。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課

－ 減少を前年度比0.2%以内に抑える 減少を前年度比0.3%以内に抑える 減少を前年度比0.4%以内に抑える 建設部都市計画課
53.1% 担当者・内線番号

小林 : 252

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　地区）

優先度 A1・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
８０戸 ８０戸 ８０戸

１０戸 １０戸 １０戸

１０戸 １０戸 １０戸

８０件 ８０件 ８０件

１０件 １０件 １０件

32,331 千円 10,777 10,777 10,777

国 庫 支 出 金 5,400 千円 1,800 1,800 1,800

県 支 出 金 13,950 千円 4,650 4,650 4,650

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 12,981 千円 4,327 4327 4,327

○印 市民協働指数

○

○

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

一般・（　　　　　会計）

市民アンケート調査

・住宅建設用地の確保と地元の合意
・耐震改修の制度のＰＲと必要性に対する市民の理解の促進

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

４０戸

耐震診断件数

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ５．良質な住宅の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域活力や集落機能の維持を図り、コミュニティ活動を促進するためには、定住人口の確保が欠かせません。
　このため、住宅を整備し、人口減少に歯止めをかけます。また、耐震改修・補強により、市民が安心して安全に生活できるまちづくりを進めます。

２－３－２－５－３

指標　Ⅱ 「暮らす場の整備」の満足度

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 人口増減率 年度末人口

平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 東海、東南海等、大地震時における建物倒壊による被害者を削減する。

３．　木造住宅耐震化の推進 昭和５６年以前建築の木造住宅の耐震診断を行い、1.0未満と診断された住宅の耐震改修費を補助する。

新規　･　継続 H １４ 年度　～ ２７ 年度 　　　土木費　都市計画費　震災対策費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

耐震診断 ３２０戸 ８０戸

耐震改修補助 ４０戸 １０戸

耐震補強計画補助 ４０戸

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

現在８０件

指標　Ⅱ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
耐震改修補助件数 現在１件

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

国の政策として実施

環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 山崎敏勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

2,475 3,487 0 9,243

Ｈ２１予算額 2250 4125 0 10277

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.40（0.40） 人 2,400　（2,400） 11,643　（12,677）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 80戸 80戸 110戸 137.50% 実施

指標Ⅳ 1戸 10戸 6戸 60.00% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 1 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 A 13 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

５．良質な住宅の整備を進めます

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　木造住宅耐震化の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

木造個人住宅耐震診断事業 担当部課名
建設部都市

計画課

一次評価者(担当）

川窪 : 252

財産収入

3,281

3902

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 東海、東南海等、大地震時における建物倒壊による被害者を削減する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

昭和５６年以前建築の木造個人住宅を
対象・受益者
の概数など

昭和５６年以前建築の木造個人住宅の所有者

昭和５６年以前建築の木造住宅の耐震診断を行い、1.0
未満と診断された住宅の耐震改修費を補助する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

耐震診断し、評点1.0未満と診断された住宅
の耐震化を助成し、平成27年度末までに耐震
化率90%を目指すために

耐震診断PRローラー作戦や補助金交付事務を
行う。

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

耐震診断件数 毎年度末実績件数/毎年度目標件数

耐震改修補助件数 毎年度末実績件数/毎年度目標件数

達成度に対する
評価

耐震化促進のため、耐震診断受診を戸別訪問にてPR（ローラー作戦）し、耐震診断は目標
値以上の成果が上がった。耐震改修についても市民周知が浸透し、下半期以降の経済不況
にも関わらず前年度を上回る実績を上げた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

平成23年度に進捗状況の確認（耐震工事、建替、滅失による
耐震化率の再調査）をする。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
耐震診断についてはローラー作戦により大きな効果をあげているが、耐震
化（改修、建替、除去）は建物所有者の経済的な状況に影響されるため計
画年度の目標達成は困難と思われる。

いつ来てもおかしくないといわれている大地震への備えは喫
緊の課題である。診断から耐震改修へつなげることが難し
い。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課

－ 減少を前年度比0.2%以内に抑える 減少を前年度比0.3%以内に抑える 減少を前年度比0.4%以内に抑える 建設部都市計画課
53.1% 担当者・内線番号

佐々木 : 253

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　地区）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
庁内調整及び関係協議 庁内調整及び関係協議 庁内調整及び関係協議

0 千円 0

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円 0

○印 市民協働指数

○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：各地域の意向を確認したうえで行政で判断
し計画を策定する。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（計画策定～計画推進）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

　　　土木費　都市計画費　都市計画総務費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

住宅マスタープランの策定・推進 住宅マスタープランの策定・推進 住宅マスタープランの推進

(芳ヶ入住宅に合わせ計画策定)

平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 より良い住環境を市民に提供するための住宅施策の方針を示す。

４．　住宅計画の策定・推進
市内全域を対象に、住宅・住環境に関して、住民、事業者、行政のそれぞれの役割を示しな
がら、協働して地域づくりを行う施策を提案する。

新規　･　継続 H ２３ 年度　～ 　　 年度

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 人口増減率 年度末人口

総合計画の施策体系
２．自立創造 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

事業の進捗

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ５．良質な住宅の整備を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域活力や集落機能の維持を図り、コミュニティ活動を促進するためには、定住人口の確保が欠かせません。
　このため、住宅を整備し、人口減少に歯止めをかけます。また、耐震改修・補強により、市民が安心して安全に生活できるまちづくりを進めます。

２－３－２－５－４

指標　Ⅱ 「暮らす場の整備」の満足度

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

一般・（　　　　　会計）

市民アンケート調査

・住宅建設用地の確保と地元の合意
・耐震改修の制度のＰＲと必要性に対する市民の理解の促進

２．快適に暮らせるまちになっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 山崎敏勝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.01　（0.01） 0.02　（0.02） 0.00　（0.00） 0.03（0.03） 人 180　（180） 180　（180）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ー ー ー ー 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ ー ー ー ー 未

指標Ⅳ ー ー ー ー 未

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 2 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 1 1

9 B 9 B

説　明
計画的な住宅整備を行っていくうえで必要な計画であるが、
民間の将来動向の把握は難しい。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

懸案なるも時宜性が十分でない 懸案なるも時宜性が十分でない

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
　住宅マスタープランは、市の住宅政策となるが、総合計画や都市計
画マスタープラン、地域計画などの策定・推進状況等を考慮して策定
していきたい。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　④．未達成

内容
・

理由

住宅マスタープランの策定を２３年度と
したため。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（計画策定～計画推進）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

　住宅計画（住宅マスタープラン）の策定を２３年度としたので、情報収集のみで具
体的な動きを行わなかった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

人口増減率

住民満足度

事業の進捗度

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

より良い住環境に居住できるようにするために
市民、事業者、行政のそれぞれで役割分担を行い、
協働して地域づくりができる施策の提案を行う。

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

市内全域を対象に、住宅・住環境に関して、住民、事業
者、行政のそれぞれの役割を示しながら、協働して地域
づくりを行う施策を提案する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 より良い住環境を市民に提供するための住宅施策の方針を示す。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

市民及び事業者

４．　住宅計画の策定・推進

評価の対象となる
【事務事業名】

住宅計画策定・推進事業 担当部課名
建設部都市

計画課

一次評価者(担当）

佐々木 : 253

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．快適に暮らせるまちになっている
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

0

0

職員数計

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．自立創造 戦略の方向　【政策】 ３．人が集い暮らす「山の湊」を創る

５．良質な住宅の整備を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

69.2% 70.0% 教育部文化課

担当者・内線番号
　岩山欣司　　３７２

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
　　　　同　　　左 　　　同　　　左 　　　同　　　左

３件 ３件 ３件

２人 ３人 ５人

5,378 千円 1,100 3,178 1,100

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 5,378 千円 1,100 3,178 1,100

○印 市民協働指数

○(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案
②

行政主導

人材：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)の理由：

環境：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

文化財調査実施
資料整理・分類

　文化財調査にかかるボランティアの育成
（実態調査）(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

情報：

新規指定文化財や指定解除を含めた件数

ボランティアガイド数 H１９年までは、０人

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 文化財調査数

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

市全体にわたる文化財の保護・保存に努めるとともに、文化財の歴史に関する研究等を推進する

一般・（　　　　　会計） 　　　教育費　　社会教育費　　　文化財保護費

　　　　　同　　　　　左 　　　　　同　　　　　左

　文化財の保護・保存

H　年度　→　H　年度　

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

総合計画の施策体系
2.自立創造

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

事業名

指標　Ⅰ 「文化、芸能等の振興保存」の満足度 市民アンケート

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅲ

施策実施上の課題

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策達成度指標の測定方法･時期

1.歴史文化財が継承・活用されている

7．「新市まちづくり計画」の実行

・有形・無形の文化財が散在しており、未指定のものを含めればその数は膨大になる。
・伝承文化の育成事業にあっては、魅力ある企画と独自性が求められる。
・長篠城跡は、指定地の見直しを含め、範囲の確定を発掘調査により行う必要がある。又、
史跡の復原には現施設の移転が必要。
・湿原の保全には、湿原だけでなく周辺の生活環境まで含めた計画が必要となる。5．個性を磨く教育文化のまちづくり

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　歴史文化財を継承します 施 策 の 基 本 方 針 市の特徴である、文化財、伝承文化、固有自然などの保護・保存に努めるとともに、研究を進めます。

２－４－１－１－２

全　体　計　画

指標　Ⅱ

　資料等の分類・整理

　文化財調査・研究組織の立上げ

　ボランティア団体の育成

　文化財調査の実施

　民俗芸能の後継者の育成

新規　･　継続

指標　Ⅱ 歴史や文化の理解向上により地域が活性化している

２．　指定文化財の保存事業

指標　Ⅲ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,100

Ｈ２１予算額 0 0 0 3,178

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 1 3 3 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 2 0 0 未

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
指定文化財等の保護（保存と活用）は、市や市民を始めとした
アイデンティティーの確立には不可欠な要素である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

総 合 評 価　[点]

内容
・

理由

広く一般に地域や市内に点在する文化
財等の歴史的価値の再発見や周知す
ることができた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

指定文化財等の保護（保存と活用）は、市・市民の歴史的財
産であり、後世に残すための事業の推進・努力が必要であ
る。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

文化財調査実施
資料整理・分類

達成度に対する
評価

史跡１件を発掘調査し、遺構を確認することができた。ボランティアについては、活
動内容を検討することで、具体的な募集までは至らなかった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

文化財調査数 発掘調査、文献調査件数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

ボランティアガイド数

市民が地域固有の歴史財産として理解し、後
世に保存するための保護、活用策を進めるた
め

文化財調査、市民周知活動を行う

0.00　（0.00）

市全体にわたる文化財の保護・保存に努めるとともに、
文化財の歴史に関する研究等を推進する

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　文化財の保護・保存

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

指定文化財　を
対象・受益者
の概数など

指定文化財２４８件、広く一般市民

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

職員数計

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

1,100

3,178

２．　指定文化財の保存事業

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　指定文化財保存事業 担当部課名
教育部文化

課

一次評価者(担当）

　岩山欣司　　３７２

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

1.歴史文化財が継承・活用されている １　歴史文化財を継承します

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

69.2% 70.0% 教育部文化課

担当者・内線番号
岩山欣司（内線372）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（鳳来地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
第10次試掘調査 第11次試掘調査 第12次試掘調査

及び報告書作成 及び報告書作成 及び報告書作成

保存整備委員会で検討 同左 同左

300部 300部 300部

30人 40人 40人

16,210 千円 5,996 3,718 6,496

国 庫 支 出 金 7,670 千円 2,998 1,424 3,248

県 支 出 金 8,872 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源 -332 千円 2,998 2,294 3,248

○印 市民協働指数

○

試掘調査及び出土品等の整理・分類・仕分け作業
環境整備

保存整備委員会

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

②

行政主導
市民ニーズの把握
（市民要望等）

特に要望書等は受けていない

環境：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：国・県補助金の有効活用

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

情報：

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

公園整備工事

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
発掘調査成果報告会への参加者数

試掘調査報告書の作成 年度末までに調査成果を刊行物としてまとめ、公表していく

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

実施計画の策定 整備工事

保存整備実施計画の策定

事業名 市域の歴史理解を助け、歴史的遺産の保護や活用を通して地域の活性化向上を図る。

３．　長篠城址史跡の保存・整備
国指定史跡長篠城址の公有地化による保存公開のみならず、復元整備による史跡公園化を
図り、市域の歴史を代表する史跡の活用を積極的に観光や都市計画などの分野や研究機関
等と連動を図る。

新規　･　継続 H　20　年度　→　H　30　年度　 一般・（　　　　　会計）

「文化、芸能等の振興保存」の満足度 市民アンケート指標　Ⅰ
歴史や文化の理解向上により地域が活性化している

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

試掘調査・文献調査等の情報整理 保存整備計画の策定
保存整備計画の策定

公有地化 一体的な保存整備環境の構築

保存整備委員会での検討 同左

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

教育費　社会教育費　文化財保護費　　　　　

1.歴史文化財が継承・活用されている

施策達成度指標の測定方法･時期

施策実施上の課題

・有形・無形の文化財が散在しており、未指定のものを含めればその数は膨大になる。
・伝承文化の育成事業にあっては、魅力ある企画と独自性が求められる。
・長篠城跡は、指定地の見直しを含め、範囲の確定を発掘調査により行う必要がある。又、
史跡の復原には現施設の移転が必要。
・湿原の保全には、湿原だけでなく周辺の生活環境まで含めた計画が必要となる。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

全　体　計　画

指標　Ⅱ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7．「新市まちづくり計画」の実行 5．個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　歴史文化財を継承します 施 策 の 基 本 方 針 市の特徴である、文化財、伝承文化、固有自然などの保護・保存に努めるとともに、研究を進めます。

２－４－１－１－３

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

講座参加者

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

2,998 0 0 5,996

Ｈ２１予算額 1,424 0 0 3,718

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 300 300 300 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 30 0 0 未

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市を代表する史跡であり、ここを保存・活用していくことで、地
域の歴史的価値を高めることができる。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

総 合 評 価　[点]

内容
・

理由

前年度に調査した分の発掘調査報告書
を３００部刊行し、出土遺物の分類整理
を行うことができた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

左記の結果
（協働指数、参加時期
等の目標と比較）

事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

市を代表する史跡であり、保存・活用していくことで、地域の歴史的
価値を高めるとともに多くの集客が見込まれ地域振興にも大きな影
響を与えることができる。

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

0

発掘調査現地説明会の開催

達成度に対する
評価

　長篠城跡の戦国時代の姿を復原させる資料を得ることができた。民有地での発
掘調査であったことから、説明会を取りやめた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

調査報告書の作成 刊行物の発行

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

講座参加者

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

歴史公園化して積極的な活用が行われるよう
にするために

発掘調査の実施、調査成果の報告を行いなが
ら、史跡の活用計画を図る。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市域の歴史理解を助け、歴史的遺産の保護や活用を通して地域の活性化向上を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

長篠城跡を
対象・受益者
の概数など

広く一般
国指定史跡長篠城址の公有地化による保存公開のみ
ならず、復元整備による史跡公園化を図り、市域の歴史
を代表する史跡の活用を積極的に観光や都市計画など
の分野や研究機関等と連動を図る。

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
1．　長篠城址史跡の保存・整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）長篠城址保存整備事業 担当部課名
教育部文化

課

一次評価者(担当）

岩山欣司（内線372）

1.歴史文化財が継承・活用されている

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

職員数計

財産収入

2,998

2,294

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

１　歴史文化財を継承します

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】



Ｈ２１事業につきシート省略

2-4-1-1-1-(3)　「市指定文化財整備事業」



19/12/26
事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
69.2% 70.0% 教育部文化課

担当者・内線番号
岩山（内線３７３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（作手地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

委託とボランティアの支援・連携 委託とボランティアの支援・連携 委託とボランティアの支援・連携

ボランティアの支援・連携 ボランティアの支援・連携 ボランティアの支援・連携

２人 ６人 １０人
3.4ha 3.6ha 4ha

677 千円 163 383 131
国 庫 支 出 金 220 千円 220
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 457 千円 163 163 131

○印 市民協働指数

○

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

5．個性を磨く教育文化のまちづくりマ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7．「新市まちづくり計画」の実行

2.自立創造

指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 「文化、芸能等の振興保存」の満足度 市民アンケート

・有形・無形の文化財が散在しており、未指定のものを含めればその数は膨大になる。
・伝承文化の育成事業にあっては、魅力ある企画と独自性が求められる。
・長篠城跡は、指定地の見直しを含め、範囲の確定を発掘調査により行う必要がある。又、
史跡の復原には現施設の移転が必要。
・湿原の保全には、湿原だけでなく周辺の生活環境まで含めた計画が必要となる。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

総合計画の施策体系
1.歴史文化財が継承・活用されている

施策達成度指標の測定方法･時期

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－１－１－４

指標　Ⅱ 歴史や文化の理解向上により地域が活性化している

施　　策　　名 １　歴史文化財を継承します 施 策 の 基 本 方 針 市の特徴である、文化財、伝承文化、固有自然などの保護・保存に努めるとともに、研究を進めます。

事業名 中間湿原の環境保全

４．　湿原環境の整備・保全 湿原に見られる貴重な植物や動物の生態系を保護・保全し、自然環境の整備活動を行う。

新規　･　継続 H　　　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 教育費　社会教育費　文化財保護費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

生態系等の調査 動植物のデータを収集する 動植物のデータを収集する
草刈等の環境整備の実施 委託とボランティアの支援・連携 委託とボランティアの支援・連携

環境パトロールの実施 委託とボランティアの支援・連携 委託とボランティアの支援・連携

湿原の重要性を知ってもらうための勉強会開催 文化財・環境等関連法規勉強会開催 　　　　　文化財・環境等関連法規勉強会開催

環境整備 環境整備実施の面積

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事

業

費

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 生態系の調査 動植物のデータを収集する　　≪指標値調整中]

指標　Ⅱ ボランティア員の増減 ボランティア参加者の人数

指標　Ⅲ

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

②

行政主導

総　事　業　費

財
源
内
訳

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： ボランティア団体と今後の活動方針や現状
課題を文化財保護・環境問題等を検討して
いく

ボランティア団体、鳳来寺山自然科学博物館・環
境課（自然環境や生態系の把握）(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

19/12/26

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 163

Ｈ２１予算額 220 0 0 383

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 2 0 0 実施

指標Ⅱ 3.4ha 3.4ha 3.4ha 100 未

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
湿原に生息する貴重な動植物の多様性に触れ、自然環境に
ついて学ぶことができる。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

総 合 評 価　[点]

内容
・

理由
現状維持に努めた

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

開発と未整備による荒廃が進む中、本事業の推進により湿原に
生息する貴重な動植物の多様性に触れ、自然環境について学
ぶことができる。

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

市民参
加の時
期・内容

ボランティア団体と今後の活動方針や現状課題を文化財保護・
環境問題等を検討していく

達成度に対する
評価

湿原内に生息する貴重な昆虫や植物の生態系を維持することができた
指標見直しの有無
(新たな指標名及び
把握・計算方法）

把握方法・計算式

ボランティア員の増加 新規ボランティア員の募集

環境整備面積 環境整備面積

対象・受益者
の概数など

広く一般市民に

湿原に見られる貴重な植物や動物の生態系を保護・保
全し、自然環境の整備活動を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

自然環境を維持するため 湿原の生態系維持につとめる管理事務を行う

163

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 中間湿原の環境保全を始め市内文化財の保護を進める。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内に点在する湿原

職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．文化財の継承

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　湿原環境整備事業 担当部課名
教育部文化

課

一次評価者(担当）

岩山（内線３７３）

財産収入

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
1.歴史文化財が継承・活用されている

Ｈ２０決算額
（千円） 163

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

0.00　（0.00）

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

一般財源

部長級

１　歴史文化財を継承します



19/12/26
事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
69.2% 70.0% 教育部文化課

担当者・内線番号
湯浅（内線373）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
庁内検討会議の設置・検討 庁内検討会議の設置・検討 庁内検討会議の設置・検討

事業の策定 事業の策定 事業の策定

事業計画の策定 事業計画の策定 事業計画の策定

69.5 60.8 70

19,362 千円 6,762 6,300 6,300
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 399 千円 133 133 133
地 方 債 0 千円

そ の 他 2,667 千円 1,067 800 800
一 般 財 源 16,296 千円 5,562 5,367 5,367

○印 市民協働指数

○

施　　策　　名 １　歴史文化財を継承します

２－４－１－１－１

・有形・無形の文化財が散在しており、未指定のものを含めればその数は膨大になる。
・伝承文化の育成事業にあっては、魅力ある企画と独自性が求められる。
・長篠城跡は、指定地の見直しを含め、範囲の確定を発掘調査により行う必要がある。又、
史跡の復原には現施設の移転が必要。
・湿原の保全には、湿原だけでなく周辺の生活環境まで含めた計画が必要となる。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

指標　Ⅲ

H　20　年度　→　H　22　年度　

事業名

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

一般・（　　　　　会計） 教育費　社会教育費　文化振興費　　　　　

施 策 の 基 本 方 針 市の特徴である、文化財、伝承文化、固有自然などの保護・保存に努めるとともに、研究を進めます。

施策達成度指標の測定方法･時期

施策実施上の課題

市民アンケート

協働の内容　（主体別活動内容）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

文化事業を充実させ、集客力のアップを図る。

H19年度入場者1,290人

③

双方対等

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

新城市文化事業運営委員会
新城歌舞伎実行委員会
古城まつり実行委員会

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅰ 満足度

歴史や文化の理解向上により地域が活性化している

１．　伝統・伝承文化育成 地域の特色を生かした伝統文化を育み、更なる活力を生み出し地域づくりをリードする。

指標　Ⅱ

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 5．個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造

1.歴史文化財が継承・活用されている

7．「新市まちづくり計画」の実行

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
財政：

指標　Ⅲ

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

(オ)の理由：

人材：
情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業実施後のアンケート調査結果からも伝統伝承文化に対する要望が強い

環境：

指標　Ⅰ 「文化、芸能等の振興保存」の満足度

事業の策定

新規　･　継続

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

庁内検討会議の設置検討

事業計画の策定

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅱ

19/12/26

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田道博

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 133 0 6,762

Ｈ２１予算額 0 133 0 6300

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 69.5 70.0 100.7 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 1 1

8 B 8 B

説　明

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
事業自体は1,400名以上の観覧者があり、伝統文化保全の
ため必要であるが、指標の測定が毎年度では不可能であ
る。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

総 合 評 価　[点]

内容
・

理由

新城歌舞伎についても出演者を初め多
くボランティアによって支えられ、成功し
た

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

懸案なるも時宜性が十分でない 懸案なるも時宜性が十分でない

市指定文化財保存伝承を進める中、広く市民等に理解を
得る機会として重要な場となっている。

達成度に対する
評価

目標はほぼ達成することができた。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び
把握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

③

双方対等

市民参
加の時
期・内容

0

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

満足度 アンケート実施による

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
日常的に地域固有の伝統文化・伝承文化
に接することができる地域社会とし、地域の
まちづくりをリードするために

伝統文化芸能イベントである新城薪能や新城
歌舞伎の実施

職員数計

基本事業の目的 文化事業を充実させ、集客力のアップを図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民が暮らす地域社会を
対象・受益者
の概数など

全市民

地域の特色を生かした伝統文化を育み、更なる活力を
生み出し地域づくりをリードする。

教育部文化
課

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
2.自立創造

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
1.歴史文化財が継承・活用されている

一次評価者(担当）

湯浅（内線373）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

5,562

0.00　（0.00）

5367

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

　　　各課入力項目

１　歴史文化財を継承します

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）伝統・伝承文化育成事業 担当部課名

Ⅱ
　
事
業
意
図

部長級

　意図
（どのような状態に
するために）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

１．　伝統・伝承文化育成



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
39,000人 41,000人 教育部文化課
8,600人 9,500人 担当者・内線番号

岩山（内線３７２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
　　　同　　　左 　　　同　　　左 　　　同　　　左

740人 750人
20団体 10団体 10団体

３，６００ 千円 1,641 1,857 1,500
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円 　　
一 般 財 源 ３，６００ 千円 600 1,857 1,500

○印 市民協働指数

〇

○
③

双方対等
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

人材：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

　各地区の民俗芸能実施時

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

　各地区に存在する民族芸能の実施、活用
新城市民俗芸能保存伝承検討委員会

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 会員数の増加 指定無形民俗文化財保存会の会員数の総計、H19年は約735人

指標　Ⅱ 団体実態調査 指定無形民俗文化財のH19年までの団体数は約30。アンケート調査の実施、集計

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　指定外の民俗芸能の調査 　　　　　同　　　　　左

　民俗芸能の保存・活用

　保存・活用方法の検討

新規　･　継続 H　年度　→　H　年度　 一般・（　　　　　会計） 教育費　社会教育費　文化振興費

事業名 　歴史の証人である民俗芸能を保存・活用することにより歴史への理解を深め、再発見、再認識を推進する

　市内各所で実施されている民俗芸能の保存・活用に努めるとともに、今後に継承していく
ための方策等の検討及び有効活用策を考える

指標　Ⅲ
企画展・講座・行事参加者数

指標　Ⅰ

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

施策実施上の課題

・長篠城址史跡保存館と設楽原歴史資料館について、新たな保存館を建設す
るか、ガイダンス施設とするか、また両施設を統合するのか今後の検討が必要。
・今後の歴史文化財の保存と活用について、市民との協働を進める必要があ
る。

1.歴史文化財が継承・活用されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画｣の実行

総合計画の施策体系

　　　　　同　　　　　左

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
２　歴史文化財の紹介・活用を進めま
す

施 策 の 基 本 方 針
市内の貴重な歴史･文化を紹介する博物館や資料館において、子どもから高齢者まで楽しめる分かりやすい展示構成の充実や特別
展等の開催など、市民及び来訪者の学習･交流の場としての有効活用を進めます。また、今後の紹介･活用に係る事業展開を市民と
ともに考える機会の拡大に努めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

１．　民俗芸能の保存・活用　

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

参加者数実績

施設来館者数 保存館・博物館入館者数

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

2.自立創造

２－４－１－２－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 570

Ｈ２１予算額 0 0 0 300

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0 20 15 75% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 735 740 735 99% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

8 B 8 B

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.歴史文化財が継承・活用されている

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　民俗芸能の保存・活用　

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　民俗芸能保存活用事業 担当部課名
教育部文化

課

一次評価者(担当）

岩山（内線３７２）

２　歴史文化財の紹介・活用を進めます

300

一般財源 財産収入

570

職員数計

0.00　（0.00）

部長級

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　歴史の証人である民俗芸能を保存・活用することにより歴史への理解を深め、再発見、再認識を推進する

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内の民俗芸能を
対象・受益者
の概数など

市内指定無形民俗文化財等（三河の田楽始め、１
５物件）

市内各所で実施されている民俗芸能の保存・活用に努
めるとともに、今後に継承していくための方策等の検討
及び有効活用策を考える

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
地域固有の資源として保存・活用・継承さ
れ、地域の発展、活性化が図られるようにす
るために

伝承者育成に関する支援策の検討

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

団体実態調査 アンケート調査の実施

達成度に対する
評価

会員数の把握について、実際の芸能参加者である会員と地区住民＝会員とが
異なる実態がある。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

指標の見直しが必要
（芸能見学者数、公開日の見学者数）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

継承団体会員数

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は中程度

アンケート調査の実施

保存会の抱える課題を把握し、一部の
課題への対応や講演会の実施した。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

　各地区の民俗芸能実施時
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
民俗芸能を伝承する後継者不足について、地域に人が定住
できるような住環境作りも大切である。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

民俗芸能を伝承する後継者不足は、他自治体でも大きな課題と
なっている。現在、少子高齢化が進む中、地域に人が定住でき
るような住環境の整備を図り、伝承者の拡大が必要である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
39,000人 41,000人 教育部文化課
8,600人 9,500人 担当者・内線番号

岩山（内線３７２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
　　　同　　　左 　　　同　　　左 　　　同　　　左

740人 750人
20団体 10団体 10団体

３，６００ 千円 1,641 1,857 1,500
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円 　　
一 般 財 源 ３，６００ 千円 600 1,857 1,500

○印 市民協働指数

〇

○
③

双方対等
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

人材：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

　各地区の民俗芸能実施時

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

　各地区に存在する民族芸能の実施、活用
新城市民俗芸能保存伝承検討委員会

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 会員数の増加 指定無形民俗文化財保存会の会員数の総計、H19年は約735人

指標　Ⅱ 団体実態調査 指定無形民俗文化財のH19年までの団体数は約30。アンケート調査の実施、集計

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　指定外の民俗芸能の調査 　　　　　同　　　　　左

　民俗芸能の保存・活用

　保存・活用方法の検討

新規　･　継続 H　年度　→　H　年度　 一般・（　　　　　会計） 教育費　社会教育費　文化振興費

事業名 　歴史の証人である民俗芸能を保存・活用することにより歴史への理解を深め、再発見、再認識を推進する

　市内各所で実施されている民俗芸能の保存・活用に努めるとともに、今後に継承していく
ための方策等の検討及び有効活用策を考える

指標　Ⅲ
企画展・講座・行事参加者数

指標　Ⅰ

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

施策実施上の課題

・長篠城址史跡保存館と設楽原歴史資料館について、新たな保存館を建設す
るか、ガイダンス施設とするか、また両施設を統合するのか今後の検討が必要。
・今後の歴史文化財の保存と活用について、市民との協働を進める必要があ
る。

1.歴史文化財が継承・活用されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画｣の実行

総合計画の施策体系

　　　　　同　　　　　左

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
２　歴史文化財の紹介・活用を進めま
す

施 策 の 基 本 方 針
市内の貴重な歴史･文化を紹介する博物館や資料館において、子どもから高齢者まで楽しめる分かりやすい展示構成の充実や特別
展等の開催など、市民及び来訪者の学習･交流の場としての有効活用を進めます。また、今後の紹介･活用に係る事業展開を市民と
ともに考える機会の拡大に努めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

１．　民俗芸能の保存・活用　

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

参加者数実績

施設来館者数 保存館・博物館入館者数

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

2.自立創造

２－４－１－２－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助（市民等） 村田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,191

Ｈ２１予算額 0 0 0 1557

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定
指標Ⅰ 0 20 15 75% 実施
指標Ⅱ

指標Ⅲ 735 740 735 99% 実施

指標Ⅳ
指標Ⅴ

三次評価
(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

8 B 8 B

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.歴史文化財が継承・活用されている

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　民俗芸能の保存・活用　

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）継承団体助成事業 担当部課名
教育部文化

課

一次評価者(担当）

岩山・３７２

２　歴史文化財の紹介・活用を進めます

1557

一般財源 財産収入

1,191

職員数計

0.00　（0.00）

部長級

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　歴史の証人である民俗芸能を保存・活用することにより歴史への理解を深め、再発見、再認識を推進する

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内の民俗芸能を
対象・受益者
の概数など

市内指定無形民俗文化財等（三河の田楽始め、１
５物件）

市内各所で実施されている民俗芸能の保存・活用に努
めるとともに、今後に継承していくために継承団体への
助成を行い、育成を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
「市民が地域固有の継承財産として理解し、
後世に保存継承され、地域社会の魅力が増
進するために」

民俗芸能活動保存のための、継承団体助成
を行う

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

団体実態調査 アンケート調査の実施

達成度に対する
評価

会員数の把握について、実際の芸能参加者である会員と地区住民＝会員とが
異なる実態がある。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

指標の見直しが必要
（芸能見学者数、公開日の見学者数）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

継承団体会員数

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　
市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は中程度

アンケート調査の実施

保存会の抱える課題を把握し、一部の
課題への対応や講演会の実施した。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

　各地区の民俗芸能実施時
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
民俗芸能を伝承する後継者不足について、地域に人が定住
できるような住環境作りも大切である。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

民俗芸能を伝承する後継者不足は、他自治体でも大きな課題と
なっている。現在、少子高齢化が進む中、地域に人が定住でき
るような住環境の整備を図り、伝承者の拡大が必要である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
39,000人 41,000人 教育部　文化課
8,600人 9,500人 担当者・内線番号

山内祥二  （32-0162)

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

企画展、歴史講座の開催 同左 同左

史跡めぐりコースの検討 コース環境整備、マップ作成

実施 継続 継続

39,000人 40,000人 41,000人
8,600人 9,000人 9,500人

   
9,000 千円 2,000 2,000 5,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 9,000 千円 2,000 2,000 5,000

○印 市民協働指数

○ 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由： 市民ニーズの把握

（市民要望等）

行政：史跡めぐりコースの選定等、住民ニーズを把
握
地域（団体、組織）：文化財保護活用推進に向けて
の協力参加（設楽原をまもる会、忠震会、長篠城址
史跡保存会運営審議会）
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ（企画展・講座の実施計画策定）
Ｄ（企画展・講座の実施）
Ｃ（観覧者、受講生からの意見集約）
Ａ（ニーズを考慮し、歴史文化の普及活動を
展開）

②
行政主導

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
企画展・講座参加者 企画展・講座への参加者の把握　　　　　　　　　　 H19年度 7,822人

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ   

保存館・資料館等観覧者 保存館・資料館への観覧者の把握                    H19年度35,459人

指標　Ⅱ

同左

・戦国の史跡めぐりコースの整備

・保存館・資料館等観覧者意見聴取

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・企画展、歴史講座の開催 同左

・文化財保護施設整備の推進 文化財保護センターの建設検討 文化財保護センターの建設

新規　･　継続 H２０年度　～　　３０年度 一般・（　　　　　会計） 　　教育費　社会教育費　文化財保護費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名
①歴史遺産や文化財が整備され、市民の協力を得て地域の活性化を図る。　②市民が長篠城址史跡保存館、設楽原歴史資料館、作
手歴史民俗資料館を活用し歴史学習を行う。　③大学等と連携し、専門的な調査を継続的に行う。

２．　歴史・文化財、民俗資料等の収集・展示
①歴史、文化財、民俗資料等の収集・保存・活用　②歴史文化財等への市民の保護意識
の啓発・育成

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 施設観覧者数 保存館・資料館観覧者数

指標　Ⅱ 企画展・講座・行事参加者数 参加者数実績

総合計画の施策体系
２　自立創造 ４　地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

・長篠城址史跡保存館と設楽原歴史資料館について、新たな保存館を建設す
るか、ガイダンス施設とするか、また両施設を統合するのか今後検討が必要。
・今後の歴史文化財の保存と活用について、市民との協同を進める必要があ
る。

１　歴史文化財が承継・活用されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ５　個性を磨く教育文化のまちづくり

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２　－　４　－　１　－　２　－　２

施　　策　　名 ２　歴史文化財の紹介・活用を進めます 施 策 の 基 本 方 針
市内の貴重な歴史・文化を紹介する博物館や資料館において、子どもから高齢者まで楽しめるわかりやすい展示構成の充実や特別
展示の開催など、市民及び来訪者の学習・交流の場としての有効活用を進めます。また、今後の紹介・活用に係る事業展開を市民と
ともに考える機会の拡大に努めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,762

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,878

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.40　（0.40） 0.50　（0.50） 0.25　（0.25） 0.00　（0.00） 1.15（1.15） 人 6,900　（6,900） 8,662　（8,778）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 35,459 39,000 30,797 79% 実施

指標Ⅳ 7,822 8,600 7,270 85% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 3 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 1 1

11 B 11 B

説　明説　明
収益事業ではなく、施設、歴史文化財の有効活用のため市
が継続実施する。

市の歴史・文化財を子どもから高齢者まで学ぶことがで
き、広く情報発信を行うとともに、観光戦略の拠点となる施
設管理・事業運営を展開する。

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度 事業の見直し度は中程度

内容
・

理由

長篠の戦い及び長篠城址に関する関
心度が高かったため

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない
Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性が高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

懸案なるも時宜性が十分でない 懸案なるも時宜性が十分でない

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（企画展・講座の実施計画策定）
Ｄ（企画展・講座の実施）
Ｃ（観覧者、受講生からの意見集約）
Ａ（ニーズを考慮し、歴史文化の普及活動を展開）

入館者記録

企画展・講座参加者 担当把握

達成度に対する
評価

目標は達成したが、歴史文化財を生かし、多様化する社会ニーズに対応して更
に増加に努める。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

企画展・講座参加者をそれぞれの指標に分ける。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

保存館・資料館等観覧者数

歴史講座７０名、設楽原講座２０名、企画展７,０００
人長篠の戦いに関する歴史を中心に、保存館・資料館に

おいて、歴史講座、設楽原講座、企画展を毎年テーマ
を決めて企画開催し、受講者、入館者へ、歴史に関す
る情報を発信する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

歴史文化財の重要性を認識し、市民の教
養・理解の拠点とするために

企画展の開催や歴史講座を開催する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
①歴史遺産や文化財が整備され、市民の協力を得て地域の活性化を図る。　②市民が長篠城址史跡保存館、設楽原歴史資料館、作手歴史民俗資料館を活用し歴史学習を行う。
③大学等と連携し、専門的な調査を継続的に行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

保存館資料館を
対象・受益者
の概数など

財産収入

1,762

1,878

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １　歴史文化財が承継・活用されている ２　歴史文化財の紹介・活用を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　歴史・文化財、民俗資料等の収集・展示

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）企画展、歴史講座等開催事業 担当部課名
教育部　文化

課
一次評価者(担当）

山内祥二  （32-0162)

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２　自立創造 戦略の方向　【政策】 ４　地域の文化と人を育む「山の湊」を創る



Ｈ２１事業につきシート省略

2-4-1-2-2-(2)　「戦国史跡めぐりコース整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
2校 1校 (2校) 3校

１校
(2校)

(2校) 4棟 （２校）2棟 （2校）4棟

777,290 千円 157,290 120,000 500,000
国 庫 支 出 金 242,200 千円 78,000 25,000 139,200
県 支 出 金 千円

地 方 債 392,000 千円 59,000 18,000 315,000
そ の 他 千円

一 般 財 源 143,090 千円 20,290 77,000 45,800

○印 市民協働指数

○
○

○

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

会議開催回数（年２回）指標　Ⅳ

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

担当者・内線番号

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：
情報：

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 耐震化実施（済校）棟数 （４校）7棟
指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

（設備の充実） （１０校）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

耐震補強工事 3校
改築工事 (１校) 2校

H　２０年度　→　H　２５年度　 一般・（　　　　　会計） 教育費　小中学校費　学校建設費

事業名 児童・生徒の生命を保護し、教育環境を確保するための施設設備の改修・更新。

１．　学校設備施設の整備 耐震補強・改築工事及び設備の改修、更新。

新規　･　継続

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均）

学校基本調査（５月１日現在）

「明日の新城を考える新城会議」開催回数

児童生徒学校評価アンケート

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

指標　Ⅲ 不登校児童生徒数

総合計画の施策体系
2.子どもが健やかに育っている

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－２－１－１

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

施策実施上の課題

2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る ・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目道弘

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

78,000 0 59,000 157,290

Ｈ２１予算額 25000 0 18000 120000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 160,290（120,900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ （２校）６棟 （２校）４棟 （２校）４棟 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明
児童・生徒の教育環境を整備することにより、豊かな人間
性を育める。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
児童・生徒の教育環境を整備することは、基本的な施策であ
る。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

学校施設整備計画に基づき実施している。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

耐震化実施（済校）棟数の指標から改修工事施行件数に変
更する。

把握方法・計算式

耐震化実施（済校）棟数 耐震化工事実績

児童・生徒

耐震補強・改築工事及び設備の改修、更新。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

教育環境を整え、豊かな人間性を育める状
態にするために

学校施設の整備を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 児童・生徒の生命を保護し、教育環境を確保するための施設設備の改修・更新。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童・生徒を
対象・受益者
の概数など

財産収入

20,290

77000

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　学校設備施設の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）学校施設の整備事業 担当部課名
教育部 庶務

課

一次評価者(担当）

 鈴木 343

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
2校 1校 (2校) 3校

１校
(2校)

(2校) 4棟 （２校）2棟 （2校）4棟

777,290 千円 165,911 146,145 467,450
国 庫 支 出 金 242,200 千円 88,046 21,447 154,600
県 支 出 金 千円

地 方 債 392,000 千円 58,700 29,700
そ の 他 千円

一 般 財 源 143,090 千円 19,165 94,998 312,850

○印 市民協働指数

○
○

○

2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る ・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

施策達成度指標の測定方法･時期

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－２－１－１

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

指標　Ⅰ 学校耐震化率

総合計画の施策体系
2.子どもが健やかに育っている

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

施策実施上の課題

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

指標　Ⅲ 不登校児童生徒数
指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均）

学校基本調査（５月１日現在）

「明日の新城を考える新城会議」開催回数

児童生徒学校評価アンケート

H　２０年度　→　H　２５年度　 一般・（　　　　　会計） 教育費　小中学校費　学校建設費

事業名 児童・生徒の生命を保護し、教育環境を確保するための施設設備の改修・更新。

１．　学校設備施設の整備 耐震補強・改築工事及び設備の改修、更新。

新規　･　継続

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

耐震補強工事 3校
改築工事 (１校) 2校
（設備の充実） （１０校）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 耐震化実施（済校）棟数 （４校）7棟
指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

財
源
内
訳

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：
情報：

担当者・内線番号

①
行政主体

(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

会議開催回数（年２回）指標　Ⅳ

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏 目 道 弘

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

88,046 0 58,700 165,911

Ｈ２１予算額 21,447 0 29,700 146,145

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.60　（0.60） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.60（0.60） 人 3,600　（3,600） 169,511　（149,745）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ６棟 ４棟 ４棟 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　学校設備施設の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　学校施設の耐震化 担当部課名
教育部 庶務

課

一次評価者(担当）

 鈴木 343

財産収入

19,165

94,998

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 学校施設の耐震化により、安全・安心な学校づくりを目指す。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童・生徒を
対象・受益者
の概数など

当該学校の児童・生徒

学校施設の耐震補強、改築による耐震化
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安心して学校教育が受けられるようにするた
めに

耐震化によりＩｓ値が0.7以上となるよう、設計委託
や工事施工管理等に係る業務を行う。

把握方法・計算式

耐震化実施棟数 耐震化工事実績

達成度に対する
評価

学校施設整備計画に基づき実施している。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

耐震化実施棟数に加え、学校耐震化率を指標とする。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
児童生徒の安全・安心な学校づくりを進めていく上で重要か
つ必要不可欠な施策である。

児童生徒の安全・安心な学校づくりを進めていく上で重要
な施策であると考える。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



Ｈ２１事業につきシート省略

2-4-2-1-1-(3)　「山吉田地区新設小学校建設事業」



Ｈ２１事業につきシート省略

2-4-2-1-1-(4)　「教員校務電子ネットワーク化事業」



Ｈ２１事業につきシート省略

2-4-2-1-1-(5)　「学校ＩＣＴ環境整備事業」



Ｈ２１事業につきシート省略

2-4-2-1-1-(6)　「理科教育等材備品整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校
60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500
地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489
一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○
○
○

２－４－２－１－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート
担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ

ハートフルスタッフ事業別シートへ

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材
発掘事業等において、地域の歴史・文化を
学ぶ際、児童生徒が地域住民等から話を聞
いて学習する。

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 7,379

Ｈ２１予算額 0 0 7,710

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 10,379　（8,610）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ （632） （756） （756） 100 実施

指標Ⅱ （624） （600） （570） 95 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明
ALTによる生の英語指導により、英語の楽しさ、コミュニュケー
ション能力を身に付け、国際社会に適応する若者を育成すること
ができる。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
ALTによる生の英語指導により、英語の楽しさ、コミュニュケーショ
ン能力を身に付け、国際社会に適応する若者を育成することがで
きる。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

ＡＬＴの派遣により、英語の楽しさを味わうことができ、より充実した英語指導ができた。
（事業の事務事業化により、当初設定の指標が馴染まないため担当課個別の当初設定目標により評価。）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たな指標　　小学校派遣時間、中学校派遣時間
把握方法　　　年間派遣時間一覧表

（中学校派遣時間） 年間派遣業務一覧

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

（小学校派遣時間） 年間派遣業務一覧

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

英語コミュニケーション能力を育み、国際社
会に適応する若者を数多く育てるために

ＡＬＴを各小中学校へ派遣する

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童・生徒　を
対象・受益者
の概数など

市内２６小中学校4474人

市内全小中学校にＡＬＴ(英語指導助手）を派遣し、英
語の楽しさ、英語によるコミュニュケーション能力を身に
付ける意義や面白さを理解させる。

7,710

職員数計

0.00　（0.00）

教育部
学校教育課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

7,379

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　英語講師派遣事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

２．　学校教育カリキュラムの充実

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

一次評価者(担当）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%

51人

０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回

20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校

60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500

地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489

一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○

○

○

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材発
掘事業等において、地域の歴史・文化を学ぶ
際、児童生徒が地域住民等から話を聞いて
学習する。

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，０

0

ハートフルスタッフ事業別シートへ

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート

担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 学校耐震化率

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員の資質
向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育など地域愛を育
む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたよりが
ある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指導教室
指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談所、市民
病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が必要。・学校
給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

２－４－２－１－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 4,244 0 9,196

Ｈ２１予算額 0 3500 0 7,218

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 12,196　（8,118）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ （465） （530） （531） 100 実施

指標Ⅱ （397） （536） （725） 135 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

２．　学校教育カリキュラムの充実

一次評価者(担当）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

職員数計

児童生徒の心身ともに調和のとれた健全な育成を図る
ため、豊かな自然環境の中で集団・宿泊生活を通じて
学校教育活動を推進する。

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　児童生徒野外学習推進事業 担当部課名
教育部

学校教育課

4,952

3,718

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童・生徒
対象・受益者
の概数など

児童・生徒

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

心身ともに調和のとれた健全な若者を育てる
ために

野外学習を実施する

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

（小学生参加人数） 各学校からの実績報告書

（中学生参加人数） 各学校からの実績報告書

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

平成20年度に中学生の参加人数が急増したが、これは対象学年を2年生から1年
生にするための移行期による増である。（事業の事務事業化により、当初設定の指標が馴
染まないため担当課個別の当初設定目標により評価。）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たな指標　　小学生参加人数、中学生参加人数
把握方法　　　実績報告書による

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
集団生活・宿泊研修において、児童生徒が心身ともに調和の
とれた社会人としての基本的マナーを身に着けることができ
る。

集団生活・宿泊研修において、児童生徒が心身ともに調和
のとれた社会人としての基本的マナーを身に着けることがで
きる。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校
60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500
地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489
一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○
○
○

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材
発掘事業等において、地域の歴史・文化を
学ぶ際、児童生徒が地域住民等から話を聞
いて学習する。

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，

0

ハートフルスタッフ事業別シートへ

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート
担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

２－４－２－１－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 320 0 834

Ｈ２１予算額 0 192 0 513

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,834　（1,413）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 6校(109人） 6校(109人） 6校(115人） 100 実施

指標Ⅱ 7校(40人） 7校(40人） 6校(115人） 86 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

14 A 15 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

２．　学校教育カリキュラムの充実

一次評価者(担当）

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　へき地教育振興事業 担当部課名
教育部

学校教育課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

514

321

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

へき地校児童を
対象・受益者
の概数など

へき地学校（７校、児童数１１６人）

へき地小規模校による集合学習及び都市体験学習等
を実施する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

児童同士の連帯感及び社会性の醸成する
ために

集合学習、都市体験学習を行う。

把握方法・計算式

集合学習実施校 実績報告による

都市体験学習実施校 実績報告による

達成度に対する
評価

集合学習を実施することで他校との交流並びに少人数では出来ない教育をすることができた。都
市体験では、へき地では味わえない社会を発見するとともに連帯感をもつことができた。（事業の
事務事業化により、当初設定の指標が馴染まないため担当課個別の当初設定目標により評価。）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たな指標　　集合学習実施校、都市体験学習実施校
把握方法　　　実績報告書による

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
県からの補助金を受けて実施する事業であるが、補助金は
無くてもへき地学校の対策として必要な事業である。

へき地校の教育を支援し、児童生徒のために必要な事
業。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 学校教育課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40% 前羽　３５４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校
60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500
地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489
一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○
○
○

２－４－２－１－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート
担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ 0

ハートフルスタッフ事業別シートへ

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材
発掘事業等において、地域の歴史・文化を
学ぶ際、児童生徒が地域住民等から話を聞
いて学習する。

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 3,948

Ｈ２１予算額 0 0 3,985

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 6,948　（4,885）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ６回 ７回 ７回 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 65人 60人 60人 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明
学校教育の質の向上に向け、事業実施が必要とされる。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
緊急性というものではないが、学校教育の資質向上として、
事業実施が必要とされる。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

教育論文応募者数は減少したが、充実した内容であり、教職員の資質向上が達成でき
た。（事業の事務事業化により、当初設定の指標に追加し、担当課個別の当初設定目標
を加え評価。）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

教育論文応募者数に加え、しんしろ教師塾開催数を追加す
る。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

教育論文応募者数 応募総数の把握、応募〆切時

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

しんしろ教師塾開催数 担当者による把握

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

資質の向上及び学校教育の充実を図るた
めに

教育論文募集や、新城教師塾、教職員研修会等を行う

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

教員を
対象・受益者
の概数など

教員　386人

教職員の日頃の教育研究と実践の成果をまとめた教育
論文の募集や、しんしろ教師塾、教職員研修会等を実
施し、教師の資質向上による学校教育の充実を図る。

3,985

職員数計

0.00　（0.00）

教育部
学校教育課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

3,948

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（4）　教師力向上事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

２．　学校教育カリキュラムの充実

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

一次評価者(担当）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

68% 86% 100% 教育部 学校教育課

－　％ 75% 78% 80%

51人

０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回

20% 30% 30% 40%  前場　３５４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校

60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500

地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489

一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○

○

○

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材発
掘事業等において、地域の歴史・文化を学ぶ
際、児童生徒が地域住民等から話を聞いて
学習する。

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，０００円

0

ハートフルスタッフ事業別シートへ

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート

担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 学校耐震化率

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員の資質
向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育など地域愛を育
む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたよりが
ある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指導教室
指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談所、市民
病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が必要。・学校
給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

２－４－２－１－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 4,565

Ｈ２１予算額 0 3500 0 5,990

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 7,565　（6,890）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 新城・鳳来16人、作手41人 新城・鳳来16人、作手29人 新城・鳳来16人作手29人 100 実施

指標Ⅱ 43人 45人 27人 60 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

２．　学校教育カリキュラムの充実

一次評価者(担当）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

職員数計

韓国中学生との相互訪問を行うことで、相互理解を深
め、暮らし・歴史・文化等について学ぶ機会とする。国際
的視野を深める。

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（５）　中学生海外派遣事業事業 担当部課名
教育部

学校教育課

2,094 2,471

2,490

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

中学3年生を
対象・受益者
の概数など

市内中学生3年生、交流中学生500名

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

海外の歴史・文化等を学び国際理解を深める
ために

韓国中学生との相互訪問交流を行う。

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

韓国派遣参加人数 実績報告書による。

韓国中学生訪問人数 参加名簿による

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

作手中学校が修学旅行を兼ねて3年生全員が参加しており大人数となっているが、
平成21年度からは、各中学校２～４人選出し18人参加とした。（事業の事務事業化によ
り、当初設定の指標が馴染まないため担当課個別の当初設定目標により評価。）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たな指標　　韓国派遣参加者数、韓国中学生訪問人数
把握方法　　　実績報告書による

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
社会情勢からみて必要な事業である。保護者からの負担もあ
り、市として必要最小限の助成をしている。

国際理解教育を推進していくため、今後も継続。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校
60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500
地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489
一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○
○
○

２－４－２－１－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート
担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ 0

ハートフルスタッフ事業別シートへ

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材
発掘事業等において、地域の歴史・文化を
学ぶ際、児童生徒が地域住民等から話を聞
いて学習する。

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 139

Ｈ２１予算額 0 0 155

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,139　（1,055）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ １２校(206人） １５校(７５人） １１校(８３人）、一般（2人） 実施

指標Ⅱ 6校（17人） 6校（１８人） 6校（１７人） 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 14 A

説　明
英語学習の成果発表、小学校英語の推進のため必要な事
業であり、今後も継続。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
英語学習の成果発表として必要な事業であり、今後も継続。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

参加人数に限りがあるが、参加学校が１９年度から増えなかったが、今後英語教育の充
実により今まで参加しなかった学校がチャレンジすることが予想される。（事業の事務事
業化により、当初設定の指標が馴染まないため担当課個別の当初設定目標により評
価 ）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たな指標　　英語コンベンション参加校（人数）、英語スピーチ
　　　　　　　　   コンテスト参加校（人数）
把握方法　　　参加受付簿による

英語スピーチコンテスト参加校（人数） 参加受付簿による

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

英語コンベンション参加校数(人数） 参加受付簿による

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

英語学習への関心を高めるとともに語学力
の向上を図るために

英語コンベンション、スピーチコンテストを開催
する。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童・生徒を
対象・受益者
の概数など

幼稚園・児童・生徒・高校生・一般

英語学習への関心や語学力向上等を目的として、英語
学習の成果発表・チャレンジする場として英語コンベン
ション、英語スピーチコンテストを開催する。

155

職員数計

0.00　（0.00）

教育部
学校教育課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

139

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（６）　語学教育事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

２．　学校教育カリキュラムの充実

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

一次評価者(担当）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%

51人

０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回

20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校

60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500

地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489

一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○

○

○

２－４－２－１－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員の資質
向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育など地域愛を育
む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたよりが
ある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指導教室
指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談所、市民
病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が必要。・学校
給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 学校耐震化率

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート

担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ 0

ハートフルスタッフ事業別シートへ

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，０

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材発
掘事業等において、地域の歴史・文化を学ぶ
際、児童生徒が地域住民等から話を聞いて
学習する。

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 5,043

Ｈ２１予算額 0 0 5,070

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 8,043　（5,970）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ３１８９冊 ３１００冊 ３１４２冊 101 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 2園2０校 ２園2０校 2園２０校 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明
地方交付税措置がされているものであり、図書館整備にお
いて必要な事業。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
「学校図書館整備５ヵ年計画」策定に伴い地方交付税措置がされて
いるものであり、図書館整備においては必要な事業。購入図書は読
み聞かせにおいても利用される。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

新しい図書の購入により図書館が充実したものとなった。子どもたちの読書力及び
国語力の向上を図るものとなった。（事業の事務事業化により、当初設定の指標が馴染まな
いため担当課個別の当初設定目標により評価。）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

読み聞かせ実施校 学校からの報告

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

図書購入冊数 備品購入契約書による

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

図書館の充実により児童又は生徒等の健全
な教養を育成し、学校カリキュラムの充実を図
るために

図書の購入と図書に親しむ読み聞かせ事業等
を推進する。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内幼・小・中学校（園児・児童・生徒）を
対象・受益者
の概数など

幼稚園（246人）、小学校（２８６０人）、中学校1614
人）

　図書館の充実を図るため、市内幼稚園、図書の購入と
読み聞かせ等の本に親しむ活動を展開する。

5,070

職員数計

0.00　（0.00）

教育部
学校教育課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

5,043

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（７）　学校図書館整備事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

２．　学校教育カリキュラムの充実

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

一次評価者(担当）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課

68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%

51人

０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回

20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同　　左 同　　左 同　　左

16校 17校 18校

60人 65人 70人

117,610 千円 37,894 39,858 39,858

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 11,244 千円 4,244 3,500 3,500

地 方 債 0 千円

そ の 他 2,489 千円 2,489

一 般 財 源 103,877 千円 31,161 36,358 36,358

○印 市民協働指数

○

○

○

２－４－２－１－２（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員の資質
向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育など地域愛を育
む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたよりが
ある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指導教室
指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談所、市民
病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が必要。・学校
給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅰ 学校耐震化率

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート

担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

２．　学校教育カリキュラムの充実 市の三つのアクティブ事業の実践、教職員の研修の充実

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

アクティブ事業（英語コンベンション、数楽

チャレンジ、聞いてください私の話）の実践

体験学習、地域学習、環境教育の推進

国際理解教育の推進 同　　左 同　　左

特別支援教育の充実

教職員研修会、しんしろ教師塾開催

「確かな学力」向上事業の推進

「新城の三宝」教材発掘事業の推進 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ アクティブ事業参加校数 参加名簿から把握、事業終了時（３つのアクティブ事業の平均参加校数）

指標　Ⅱ 教育論文応募者数 応募総数から把握、応募締切時

指標　Ⅲ 0

ハートフルスタッフ事業別シートへ

財
源
内
訳

ＡＥＴ派遣事業の充実　増１，８５８，０

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

 ①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 地域学習、校外学習、「新城の三宝」教材発
掘事業等において、地域の歴史・文化を学ぶ
際、児童生徒が地域住民等から話を聞いて
学習する。

市民 ： 個人、地元有識者
地域 ： 無形文化財保存団体等(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 140

Ｈ２１予算額 0 0 140

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,140　（3,140）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ９２人 １００人 １０６人 106 実施

指標Ⅱ １９校（４７人） ２０校 ２０校(３４人） 100 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明
児童生徒の学習意欲を高め，学力向上への取り組みを推進
することが重要。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
新城市の目玉事業であり、児童生徒のチャレンジ意欲を高め
る事業である。今後も継続。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時期

等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

 ①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

児童生徒のチャレンジする意欲を喚起し、参加人数、参加校の増加となった。（事業
の事務事業化により、当初設定の指標が馴染まないため担当課個別の当初設定目標により評価。）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たな指標　　数学チャレンジ参加人数、聞いて下さい私の話
把握方法　　　参加受付簿による

聞いて下さい私の話参加校 参加受付簿

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

数楽チャレンジ参加人数 参加受付簿

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

発表等を通じチャレンジ精神を育むために 数楽チャレンジ、聞いて下さい私の話、合唱交歓会を行う。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個性と成長を尊重する学校教育カリキュラムの充実

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童・生徒・高校を
対象・受益者
の概数など

児童（2860人）・生徒（1614人）

数楽チャレンジ、聞いて下さい私の話、合唱交歓会事業
等を通じチャレンジ精神を育むために実施する

140

職員数計

0.00　（0.00）

教育部
学校教育課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

140

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（８）　子どもチャレンジ事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

前羽　３５４

２．　学校教育カリキュラムの充実

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

一次評価者(担当）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同　　左 同　　左 同　　左

40,314 千円 2,552 18,881 18,881
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 2,552 千円 2,552 0 0
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 37,762 千円 0 18,881 18,881

○印 市民協働指数

○
○
○

行政 ： 市教育委員会指導主事
市民 ： 適応指導教室指導員

(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

 ③
双方対策

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

鳳来地域審議会答申書（19.9月）の具体化

環境：

不登校児童生徒に対し、地域ぐるみで「あ
すなろ教室」への通学を呼びかけ、学校復
帰への足掛かりとする。

専門指導主事設置１6,000,000円

協働の内容　（主体別活動内容）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事

業

費

総　事　業　費 指導員１名増員　３８１，０００円

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 学校復帰率 「あすなろ教室」からの学校復帰率（現在13%）

指標　Ⅱ 「あすなろ教室」通室率 自宅から「あすなろ教室」への通室児童生徒数(現在：３１%　不登校児童生徒数５１人中１６人（H1９年度末）

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

学校生活適応指導教室「あすなろ教室」開設 同　　左 同　　左

３．　「あすなろ教室（不登校対策）」の機能充実 「あすなろ教室」において学校生活に適応できるよう指導する。

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 不登校児童生徒にとって心の居場所である「あすなろ教室」を通じ、社会性を育んだり、学習支援を行う。

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート
担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指導教
室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談所、
市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が必
要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

２－４－２－１－３

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 2,167 0 2,552

Ｈ２１予算額 0 0 0 2,881

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 5,552　（3,781）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 13% 60% 実施

指標Ⅱ 31% 25% 実施

指標Ⅲ ※学校復帰は完全復帰だけではなく、「登校日が増えた」、「在校時間が増えた」を復帰としてとらえている。

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報

３．　「あすなろ教室（不登校対策）」の機能充実

一次評価者(担当）

前羽　３５４
教育部

学校教育課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

職員数計

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　あすなろ教室（不登校対策）開設事業 担当部課名

379

２，８８１

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 不登校児童生徒にとって心の居場所である「あすなろ教室」を通じ、社会性を育んだり、学習支援を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

不登校児童生徒を
対象・受益者
の概数など

児童・生徒（平成２０年度対象者６５名）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

社会性を育んだり、学校生活に適応できる
ようにするために

｢あすなろ教室」を週３回(火・水・金）開設する。

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

「あすなろ教室」において学校生活に適応できるよう指
導する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

学校復帰率 「あすなろ教室」からの学校復帰率

「あすなろ教室」通室率 あすなろ教室通室者/不登校児童生徒総数×100

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

学校復帰率の増は、ほとんど学校に行けなかった生徒がクラスに入って活動ができるようになった
り、あすなろ教室指導員と学校教職員が協力して指導したことにより高校進学ができたなど、数値
だけでははわからない内容の変化が大きく見られた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

 ③
双方対策

市民参
加の時
期・内容

不登校児童生徒に対し、地域ぐるみで「あすなろ教室」への通学
を呼びかけ、学校復帰への足掛かりとする。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

あすなろ教室の指導員と保護者、学校職
員等が話しあう機会を設け、不登校傾向に
ある児童生徒への声かけを行った。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
学校復帰率は上がっており、今後も市において対策を講じて
おくことｶﾞ必要。経費については指導時間の増を要する。

心を病む児童生徒は増加しており、対策を講じておくこと
が必要。経費については指導時間の増を要する。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同　　左 同　　左 同　　左

246 千円 54 96 96
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 246 千円 54 96 96

○印 市民協働指数

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ いじめ件数 学校でのいじめアンケートの実施（18年度　31件）（１９年度　8件）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

「いじめ問題サポート委員会」の設置

いじめアンケート実施

いじめほっとライン開設

４．　いじめ問題の対策 第三者機関「いじめ・人権問題サポート委員会」の設置

新規　･　継続 H２０年度　→　H２２年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 学校だけでなく地域全体が一体となって「いじめ」を撲滅する地域社会づくり

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート
担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

２－４－２－１－４

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 54

Ｈ２１予算額 0 0 0 96

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,054　（996）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 2回 2回 100% 実施

指標Ⅱ ー 0 0 実施

指標Ⅲ ８件 0 9件 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

いじめ件数

市民協働指数
(20年度目標）

 ②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

サポート委員会
　　・問題が生じたとき
　　・７月、２月

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　いじめ問題の対策

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　いじめ対策事業 担当部課名
教育部 庶務

課

一次評価者(担当）

 鈴木 343

財産収入

54

96

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 学校だけでなく地域全体が一体となって「いじめ」を撲滅する地域社会づくり

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童生徒を
対象・受益者
の概数など

児童生徒

第三者機関「いじめ・人権問題サポート委員会」の設置
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

いじめから守り、日常の学校生活を過ごせる
様にするために

いじめ・人権サポート委員会を設置・開催す
る。

把握方法・計算式

サポート委員会 委員会開催通知

いじめホットライン利用 いじめホットライン受付回数

　指　標　名　（当初設定指標）

学校でのいじめアンケート実施

受益者が広く公平であり、負担も適正

サポート委員会を開催したことで、該当学校においては、委員から適切なアドバイスをもらうことが
できたことで改善につながった。いじめホットラインの受付がなかったことは良いことであるが、学
校からの報告で対応したケースがあるため、周知が十分でないことが考えられる。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

緊急性を要するものではないが、常に設置しておき対応で
きるようにしておく必要がある。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

委員会を2回開催した

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能
Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
緊急性を要するものではないが、常に設置しておき対応でき
るようにしておく必要がある。

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 学校教育課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40% 354

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同　　左 同　　左 同　　左

6,400 千円 1,800 2,300 2,300
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 6,400 千円 1,800 2,300 2,300

○印 市民協働指数

○
○
○(エ)実施計画Ⅰ住民等外部からの提案による立案

環境：
情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

事業立案の手法

（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

財政：
(イ)市長マニュフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

・年度の初めに市が委嘱をする。
・一日３時間勤務で年間１００日で勤務す
る。
・月に１度、指導記録を提出し、学期末に連
絡会を持って情報交換、適切な指導法を検
討する。次の学期に生かしていく。

 ③
双方対策

協働の内容　（主体別活動内容）

行政 ： 市教育委員会指導主事
市民 ： 「新城ハートフルスタッフ」相談員

新城地域審議会答申書（19.9月）の具体化

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事

業

費

総　事　業　費 相談員１名増員　３００，０００円

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 児童個々の学習効果 ハートフルスタッフからの報告（記録）

指標　Ⅱ 登校しぶりの抑制 各校の特別支援校内委員会からの報告

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

「新城ハートフルスタッフ」相談員による相談活動 同　　左 同　　左

　　・通常学級在籍の特別支援を要する指導に対して個別の

　　　学習支援を行う
　　・特別支援を要する児童や保護者への相談活動、カウンセリングを行う

６．　「新城ハートフルスタッフ」活用事業の充実 学校内において、発達障害・不登校気味の児童・生徒への学習支援と生活支援、保護者に対するカウンセリングを行う。

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 10 教育費   1 教育総務費   3 教育指導費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 校内教育活動の支援、・相談活動並びに学校と地域の連携支援を行う。

児童生徒学校評価アンケート
担当者・内線番号指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。

2.子どもが健やかに育っている 施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

総合計画の施策体系
2.自立創造

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

２－４－２－１－６

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小西　３５１

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,758

Ｈ２１予算額 0 0 0 2300

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 4,758　（3,200）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 23人 30人 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

支援による改善児童数

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
６．　「新城ハートフルスタッフ」活用事業の充実

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　「新城ハートフルスタッフ」活用事業 担当部課名
教育部 学校

教育課

一次評価者(担当）

354

財産収入

1,758

2300

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 校内教育活動の支援、・相談活動並びに学校と地域の連携支援を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

発達障害、不登校傾向にある児童生徒
対象・受益者
の概数など

対象となる児童生徒数１００人

学校内において、発達障害・不登校気味の児童・生徒
への学習支援と生活支援、保護者に対するカウンセリ
ングを行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

抱える悩みや課題に対処し、日常の学校生
活が送れるようにするために

学校内において児童、生徒、保護者への学習
支援並びに相談活動費用の執行

把握方法・計算式

ハートフルスタッフ、学校からの報告書

達成度に対する
評価

・個別の学習支援を受けることによって、落ち着いて学習に取り組めている。
・身体的に不自由な子が援助を受けることによって、学校生活が円滑に送れている。
・改善は見られるが支援を必要とする児童生徒は増えているので、支援員の増員が必要。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たな指標　支援による改善児童数
把握方法　　ハートフルスタッフからの報告書

市が関与する必要性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

 ③
双方対策

市民参
加の時
期・内容

・年度の初めに市が委嘱をする。
・一日３時間勤務で年間１００日で勤務する。
・月に１度、指導記録を提出し、学期末に連絡会を持って情報交
換、適切な指導法を検討する。次の学期に生かしていく。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

指導員と学校教職員、市教育委員会担当
者で連絡会を2回開催し、対象児童の指導
方法について検討する機会をつくった。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
緊急を要するというものではないが、対象児童・生徒数が多く、指
導員の配置が必要な学校がまだまだあるので指導員の増員をし
て、指導教育に当たることが大切。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

緊急ではないが時宜性が高い

対象児童・生徒数が増加しており、指導員の配置が必要な
学校が多い。指導員を増員し、対応していくことが重要。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
68% 86% 100% 教育部 庶務課

－　％ 75% 78% 80%
51人
０回 ２回 ‐ 回 ‐ 回
20% 30% 30% 40%  鈴木 343

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
食育、地産地消の推進と啓もう 同左 同左

関係者検討会議 同左 同左

（20%）100% （20%）100% （20%）100%
月1回、2品目 月1回、2品目 月2回、2品目

0 千円 0 0 0
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円 0 0 0

○印 市民協働指数

○
○

担当者・内線番号

５．　学校給食の地産地消の推進 安全安心な地場産物の学校給食への導入を促進する。

新規　･　継続 H　１９年度　→　H　年度　 一般・（　　　　　会計） 　　　　　費　　　　　　費　　　　　費

指標　Ⅳ 「明日の新城を考える新城会議」開催回数 会議開催回数（年２回）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－２－１－５

指標　Ⅲ 不登校児童生徒数 学校基本調査（５月１日現在）

指標　Ⅱ 児童生徒による学校評価理解度（全校平均） 児童生徒学校評価アンケート

2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施　　策　　名 １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます 施 策 の 基 本 方 針
耐震化を始めとする学校施設の改修･整備により、安心で居心地のよい学校環境を創出するとともに、学校教育カリキュラムの充実と教職員
の資質向上を進めます。また、いじめ対策や不登校児童生徒対策を通じた子どもたちへの支援の充実、地域学習や体験学習、職能教育な
ど地域愛を育む教育を実践します。

・児童・生徒数の減少。・アクティブ事業については、学校により参加者数にかたより
がある。・ＬＤ等軽度発達障害の特別支援を要する児童、生徒への対応。・適応指
導教室指導員の増員、研修、待遇面での見直しが必要。・学校と保健所、児童相談
所、市民病院等との連携が必要。・いじめ問題に対する住民協働型会議の開催が
必要。・学校給食への地場産物の通年安定供給が困難であり、種類も限定される。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 6.特例債事業の地域別予定事業 　小中学校の改修整備

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

2.子どもが健やかに育っている

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 学校耐震化率

指標　Ⅴ 地産地消率 年度末

事業名 食育を推進する上で大きな役割を担う学校給食の充実を図り、食育を通しての人間形成や地域愛を育くむ。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

学校ごとに食育、地産地消の推進と啓もうを図る 同左 同左
地場産物導入促進関係者検討会議の開催 同左 同左

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 米地産地消率 栄養士が立てる学校給食の献立表、年度末

指標　Ⅱ 野菜地産池消頻度 栄養士が立てる学校給食の献立表、年度末

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(オ)の理由

給食週間、親子給食、地域住民参加の行事
等での食育の推進を図る。行政、ＪＡ等生産
者からの食育推進の啓もうを図る。

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

新城地域審議会答申書(19.9月)の具体化

環境：
情報：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 市民：食育を生活に取り入れ活用する。
行政：食育推進活動の指導、援助(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏 目 道 弘

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.01） 0.01　（0.00） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.01（0.01） 人 60　（60） 60　（60）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 100% 100% 100% 100% 実施

指標Ⅳ 月１回、２品目以上 月１回、２品目以上 月１回、２品目以上 100% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている １　確かな学力と郷土愛を育む学校づくりを進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

５．　学校給食の地産地消の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１） 学校給食の地産地消の推進 担当部課名
教育部 庶務

課

一次評価者(担当）

 鈴木 343

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 食育を推進する上で大きな役割を担う学校給食の充実を図り、食育を通しての人間形成や地域愛を育くむ。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童・生徒を
対象・受益者
の概数など

学校給食を利用している児童生徒、教職員

安全安心な地場産物の学校給食への導入を促進す
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地場産物についての理解を深め、人間形成
や郷土愛を育むために

学校給食に地場産物が積極的に使われるよう栄養
士と協議、調整をする。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

米地産地消率 給食日誌、発注書

野菜地産地消頻度 給食日誌、発注書

達成度に対する
評価

学校給食に地場産物を使うような献立を立てる（地産献立、旬の献立）
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　　無　（但し、作手地区の全学校と鳳来地区の一部の学校にあっ
ては、毎日地場産物を学校給食に使っており、市内全校が単独調
理場のため、地区によって供給面で極端にばらつきがでてしまう）

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

給食週間、親子給食、地域住民参加の行事等での食育の推進を
図る。行政、ＪＡ等生産者からの食育推進の啓もうを図る。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

生産者からの安定供給がなければ成り立た
ない施策である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
野菜については、作手地区の全学校と鳳来地区の一部の学校にあっては、毎日地
場産物を学校給食に使っており、市内全校が単独調理場のため、地区によって供
給面で極端にばらつきがあり、今後、地場産物の安定供給が課題となる。

地場産物の安定供給があって初めて事業効果が出る施策
であり、大きな学校への安定供給が大きな課題である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.5% 60.0% 60.0% 65.0% 教育部　生涯学習課

担当者・内線番号

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
講座開催 講座開催 講座開催

年６回 年６回 年６回

式典協力者会議の開催 式典協力者会議の開催 式典協力者会議の開催

ニーズの把握 ニーズの把握 ニーズの把握

１１０人 １２０人 １３０人
ニーズの把握 ニーズの把握 ニーズの把握

90%
7,251 千円 2,451 2,400 2,400

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 7,251 千円 2,451 2,400 2,400

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
２　地域ぐるみで青少年の健全育成
を進めます

施 策 の 基 本 方 針
めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成
をめざす。地域では、祭りや地区行事等における青少年の活躍の場の創出に努めるなど、地域ぐるみで規範性や社会性を培い、「郷
土を愛する心、人を愛する心」に満ちた人間形成を支援します。

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

２－４－２－２－１

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

指標　Ⅱ

・地区により、青少年の生活形態が異なっている。
・時代とともに青少年団体と地域の関り方も変化している。
・新成人にとって魅力ある式典内容の検討が必要である。

2.子どもが健やかに育っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行

指標　Ⅰ 「青少年の健全育成」の市民満足度 市民アンケート調査

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成27～30年度

指標　Ⅲ

事業名 めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成をめ

１．　青少年の健全育成の推進
青少年が地域との連携を密にした、「郷土を愛する心と人を愛する心」に満ちた人間形成
に関する事業を行う。

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　教育費　社会教育費　社会教育総務費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城子どもセンター事業（各種講座の開催） 講座開催 講座開催
子どもセンター情報誌の発行 年各６回 年各６回
成人式の開催 式典協力者会議の開催 式典協力者会議の開催

講座参加者数 参加者実績(１９年度 １０５人)

指標　Ⅱ

参加者アンケート

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ 成人式参加者（率） 参加者実績(１９年度 617人/712人)参加率86％ 。(２０年度 545人/615人)参加率89％

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
参加者アンケート

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

参加者からのアンケート
(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　内容検討
Ｄ  実施
C　参加者把握
Ａ　見直し

＊行政・・・企画立案、ニーズ把握
＊市民・・・企画立案への参画(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申による立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

③
双方対等

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 その他 滝下　一美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 9 140

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 15 148

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1,200　（1,200） 1,340　（1,348）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 108 110 81 73.64% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明
体験講座は、体験者を指導する者が必要であるため定員を設け
る必要があり、定員増を図るためには体験講座の回数を増やさ
なければならないが、難しい。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
体験講座は、体験者を指導する者が必要であるため定員を設ける
必要があり、定員増を図るためには体験講座の回数を増やさなけ
ればならないが、難しい。

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点]

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

なし

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
参加者の減

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　内容検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｄ  実施
C　参加者把握　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ　見直
し

事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

緊急ではないが時宜性が高い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通

把握方法・計算式

講座参加者数 開催実績

中学生以下の児童生徒

学校週休2日制に伴う学校休業日を利用して、児童生
徒を対象に職業体験教室や各種講座を開設する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
将来への夢や希望を持ち、規範性や社会
性、郷土愛などを備えた健全な青少年を育
成するため

情報誌の発行・講座の開催を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成をめざす。地域では、祭りや地区行事等におけ
る青少年の活躍の場の創出に努めるなど、地域ぐるみで規範性や社会性を培い、「郷土を愛する心、人を愛する心」に満ちた人間形成を支援します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

児童生徒　を
対象・受益者
の概数など

財産収入

131 0

133 0

一般財源

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　青少年の健全育成の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）新城子どもセンター事業 担当部課名
教育部　生涯

学習課

一次評価者(担当）

夏目

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

②
行政主導

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている ２　地域ぐるみで青少年の健全育成を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

20年度講座定員は81人であったが、目標値は110人となっており目標値が過大
であった。

市民協働指数
(20年度目標）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.5% 60.0% 60.0% 65.0% 教育部　生涯学習課

担当者・内線番号

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
講座開催 講座開催 講座開催

年６回 年６回 年６回

式典協力者会議の開催 式典協力者会議の開催 式典協力者会議の開催

ニーズの把握 ニーズの把握 ニーズの把握

１１０人 １２０人 １３０人
ニーズの把握 ニーズの把握 ニーズの把握

90%
7,251 千円 2,451 2,400 2,400

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 7,251 千円 2,451 2,400 2,400

○印 市民協働指数

○

＊行政・・・企画立案、ニーズ把握
＊市民・・・企画立案への参画(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申による立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　内容検討
Ｄ  実施
C　参加者把握
Ａ　見直し ③

双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

参加者からのアンケート

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

成人式参加者（率） 参加者実績(１９年度 617人/712人)参加率86％ 。(２０年度 545人/615人)参加率89％

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 講座参加者数 参加者実績(１９年度 １０５人)

指標　Ⅱ 参加者アンケート

指標　Ⅲ

参加者アンケート

成人式の開催 式典協力者会議の開催 式典協力者会議の開催

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成27～30年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城子どもセンター事業（各種講座の開催） 講座開催 講座開催
子どもセンター情報誌の発行 年各６回 年各６回

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　教育費　社会教育費　社会教育総務費

事業名 めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成をめ

１．　青少年の健全育成の推進
青少年が地域との連携を密にした、「郷土を愛する心と人を愛する心」に満ちた人間形成
に関する事業を行う。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「青少年の健全育成」の市民満足度 市民アンケート調査

・地区により、青少年の生活形態が異なっている。
・時代とともに青少年団体と地域の関り方も変化している。
・新成人にとって魅力ある式典内容の検討が必要である。

2.子どもが健やかに育っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－２－２－１

施　　策　　名
２　地域ぐるみで青少年の健全育成
を進めます

施 策 の 基 本 方 針
めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成
をめざします。そのため地域では、祭りや地区行事等における青少年の活躍の場の創出に努めるなど、地域ぐるみで規範性や社会
性を培い、「郷土を愛する心、人を愛する心」に満ちた人間形成を支援します。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 その他 滝下　一美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 0 1,248

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 1793

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1,200　(1,200） 2,448　（2,993）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 617 　　　（615） 545 88.62% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明
成人式式典協力者のアンケート結果より現状維持と解釈

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
成人式式典協力者のアンケート結果より現状維持と解釈

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

新成人参画による企画で成人式が開
催できた。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　内容検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｄ  実施
C　参加者把握　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ　見直
し

達成度に対する
評価

90%近い参加率は、多くの新成人が、成人式という節目行事を意識しているもの
と思われる。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

なし

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成人式の参加者（率） 開催実績

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

新成人

　新成人を中心とした事業検討会を開催し、自らが計
画、実施できる成人式を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
成人式の意義を自ら考え企画し行動する

ことで、自らの成長と大人の自覚を育む場と
するために

新成人参画による成人式の事業打合せ及び
開催

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成をめざします。そのため地域では、祭りや地区行
事等における青少年の活躍の場の創出に努めるなど、地域ぐるみで規範性や社会性を培い、「郷土を愛する心、人を愛する心」に満ちた人間形成を支援します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新成人
対象・受益者
の概数など

財産収入

1,248 0

1,793 0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　青少年の健全育成の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）成人式開催事業 担当部課名
教育部　生涯

学習課
一次評価者(担当）

夏目

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている ２　地域ぐるみで青少年の健全育成を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.5% 60.0% 60.0% 65.0% 教育部　生涯学習課

担当者・内線番号
夏目・３６３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
運営 運営 運営

運営 運営 運営

方向性検討 方向性検討

33,900人 33,900人 34,000人
950人 1,000人 1,000人

37,088 千円 12,543 12,002 12,543
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 37,088 千円 12,543 12,002 12,543

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
２　地域ぐるみで青少年の健全育成
を進めます

施 策 の 基 本 方 針
めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成
をめざします。そのため地域では、祭りや地区行事等における青少年の活躍の場の創出に努めるなど、地域ぐるみで規範性や社会
性を培い、「郷土を愛する心、人を愛する心」に満ちた人間形成を支援します。

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

２－４－２－２－２

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

指標　Ⅱ

・地区により、青少年の生活形態が異なっている。
・時代とともに青少年団体と地域の関り方も変化している。
・新成人にとって魅力ある式典内容の検討が必要である。

2.子どもが健やかに育っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行

指標　Ⅰ 「青少年の健全育成」の市民満足度 市民アンケート調査

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 青少年の活動の拠点となる施設の整備

２．　青少年交流施設の運営 青年の家の適切な維持管理を行う.

新規　･　継続 H　　　２０年度　→　H　　　２５年度　 一般・（　　　　　会計） 　教育費　社会教育費　社会教育施設費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城青年の家の運営

作手青年の家の運営

施設の再検討及び改修費用等の積算 廃止・撤去・大規模
改修の決定

撤去・大規模改修工事

「新城青年の家」利用者数 １９年度利用実績　延べ35,178人

指標　Ⅱ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
「作手青年の家」利用者数 １９年度利用実績　延べ718人

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 公共施設の在り方検討会に（廃止、撤去、大
規模改修を）諮る。(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申による立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

②
行政主導

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 施設管理運営 滝下　一美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,819 0 12,604

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,478 0 11,585

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.０　（0.00） 0.10　（0.10） 0.0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（6００） 13,204　（12,185）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ３３，９００人 ４０，０４３人 118.1 実施

指標Ⅱ ９５０人 ４９８人 52.4 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明
作手青年の家の市内利用者割合は１％弱（４人）であり。
廃止・撤去を視野に。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
作手青年の家の市内利用者割合は１％弱（４人）であり。廃
止・撤去を視野に。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

なし

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

新城青年の家は指定管理者により適
切に維持管理。作手青年の家について
は経年劣化により老朽化が進む

0

事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

緊急ではないが時宜性が高い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

把握方法・計算式

新城青年の家利用者数 利用報告書（サービスセンター）

作手青年の家利用者数 受け付け簿

利用者
新城40,000人、作手500人

青年の家の適切な維持管理を行う.
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

適切な維持管理の下、利用率を向上させる
ため

適切な維持管理を行う

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 青少年の活動の拠点となる施設の整備

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城・作手青年の家　を
対象・受益者
の概数など

財産収入

10,785 0

10,107 0

一般財源

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　青少年交流施設の運営

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　青年の家管理事業 担当部課名
教育部　生涯

学習課
一次評価者(担当）

夏目・３６３

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている ２　地域ぐるみで青少年の健全育成を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

新城青年の家は、新城ラリーの主催者利用効果あり。作手青年の家は、企業・大学など
の研修目的での宿泊利用である。作手青年の家については、利用形態が限られており、
また施設も老朽化しているため、利用者増は難しいと考える。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容



事業番号 再掲

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.5% 60.0% 60.0% 65.0% 教育部文化課

担当者・内線番号
鈴木（内線35-1001　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
子ども自然講座 子ども自然講座 子ども自然講座

100% 100% 100%
80 80 80
4件 4件 4件

504 千円 216 144 144
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 75 千円 37 19 19
一 般 財 源 429 千円 179 125 125

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－２－２－３

施　　策　　名
２　地域ぐるみで青少年の健全育成
を進めます

施 策 の 基 本 方 針
めまぐるしく変化する社会環境の中で、青少年が将来への夢や希望を語り合い、ともに影響しあいながら成長できる地域社会の形成
をめざします。そのため地域では、祭りや地区行事等における青少年の活躍の場の創出に努めるなど、地域ぐるみで規範性や社会
性を培い、「郷土を愛する心、人を愛する心」に満ちた人間形成を支援します。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

指標　Ⅰ 「青少年の健全育成」の市民満足度 市民アンケート調査

・地区により、青少年の生活形態が異なっている。
・時代とともに青少年団体と地域の関り方も変化している。
・新成人にとって魅力ある式典内容の検討が必要である。

2.子どもが健やかに育っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般 　教育費　社会教育費　文化財保護費

事業名
感性豊かな子どもを対象に、郷土の優れた自然を題材にした講座を開催し、自然の不思議や楽しさを体感する中で、自然の大切さと
愛着を育む

３．　子ども自然講座の開催　【再掲】 動物、植物、地学に関する自然学習講座を子どもを対象に行う

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・子どもを対象とした自然講座の開催 継続実施予定 継続実施予定

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 満足度 アンケートの実施（講座内容等の効果と分析）（毎回）

指標　Ⅱ 参加者数 参加状況の把握（毎回）　参加者数/計画数

指標　Ⅲ 実施数 実施数/計画数

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方･基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Pアンケート、専門家により間で内容を企画
検討
D館、学術委員、ボランティアにより実施
C・A　アンケートの分析、運営審議会で評
価・改善する

環境：

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に』係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

③

市民ニーズの把握
（市民要望等）

・博物館及び学術委員
・市民
・博物館ボランティア

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 37 216

Ｈ２１予算額 0 0 0 19 144

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 2,016　（1,944）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 99人 80人 145人 181.30% 実施

指標Ⅱ 4回 4回 ４回 100% 実施

指標Ⅲ 未調査 100% 92% 92% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 2

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.子どもが健やかに育っている ２　地域ぐるみで青少年の健全育成を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　子ども自然講座の開催　【再掲】

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　子ども自然講座開催事業 担当部課名
教育部文化

課

一次評価者(担当）

鈴木（内線35-1001　）

財産収入

179

125

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 感性豊かな子どもを対象に、郷土の優れた自然を題材にした講座を開催し、自然の不思議や楽しさを体感する中で、自然の大切さと愛着を育む

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

小・中学生
対象・受益者
の概数など

市内の小・中学生

動物、植物、地学に関する自然学習講座を子どもを対
象に行う

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
郷土への自然の豊かさや魅力を体感し、自
然の大切さと郷土への愛着を育むようにす
るため

自然講座の企画立案、受講者募集、テキスト
作成、実施運営など

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

受講者数 受講者数／目標数×１００

実施数 実施日数／計画数×１００

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

満足度 アンケート(5段階評価）×２０

達成度に対する
評価

雨天で予定の講座が1回できなかったが、固定メンバーで行う年間講座が盛況で
あった

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

目標値の変更、満足度80％

事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

市の三宝の一つである自然に接し体験し学べることができ
る講座として、未来の人材育成につながる。

市民協働指数
(20年度目標）

③
市民参
加の時
期・内容

Pアンケート、専門家により間で内容を企画検討
D館、学術委員、ボランティアにより実施
C・A　アンケートの分析、運営審議会で評価・改善する

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

内容
・

理由
目標としていた事項が達成できた

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
自然に接し体験し学べることができる講座として、未来の人
材育成につながる。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

総 合 評 価　[点]



再掲につきシート省略
2-4-2-2-4-(1)　「食育の推進」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
1,650人 1,700人 2,000人 2,000人 教育部　文化課
2,928人 3,500人 4,000人 4,500人 担当者・内線番号

湯浅（内線３７２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
文化協会活動事務 文化協会活動事務 文化協会活動事務

各種団体活動支援 各種団体活動支援 各種団体活動支援

32 32 32
1,650人 1,700人 1,700人

6,480 千円 1,780 2,350 2,350
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 6,480 千円 1,780 2,350 2,350

○印 市民協働指数

○

○

(オ)の理由

文化団体登録(ア)総合計画の重点プロジェクトに』係る立案 財政：

情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

④
市民主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

市民（団体）活動支援

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

環境：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 文化協会登録団体 登録団体数　Ｈ１９年度　数値　？

指標　Ⅱ 文化協会会員数 会員数　　　　Ｈ１９年度　数値　？

指標　Ⅲ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度
　文化協会活動事務

各種団体活動支援 　各種団体活動支援 　各種団体活動支援

新規　･　継続 H１７年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
含

）

事
業
の
内
容

文化協会活動事務費 　文化協会活動事務

　教育費　社会教育費　文化振興費

事業名 文化協会加盟団体を支援することで、郷土芸能及び文化の伝承を図ります。

１．　文化団体の育成支援
文化団体が地域との連携を密にした「郷土を愛する心と人を愛する心」に満ちた人間形成
に関する事業を展開。

文化イベント観客動員数 チケット販売

協会登録人員

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ
指標　Ⅰ 文化協会登録団体の会員数

施策実施上の課題

7.「新市まちづくり計画」の実行

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

2.自立創造
総合計画の施策体系

3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－３－１－１

施策達成度指標の測定方法･時期

・文化イベント開催には、魅力ある企画と独自性が求められる。
・集客のための情報PR活動の拡大が必要。
・地域文化広場は、診断結果より補修を必要とされたが数億円規模
の改修費用が必要。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

施　　策　　名 １　市民文化活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
文化協会加盟団体への支援や各種大会、発表会の開催支援など、郷土芸能や文化活動に対する市民参加と市民理解の
促進に努めることで、郷土の文化･芸能の伝承を進めます。また、文化施設の改修･整備に努め、利用率の向上を図ります。

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助、市民等 村田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,780

Ｈ２１予算額 0 0 0 2350

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 32 32 32 100 実施

指標Ⅱ 1726 1650 1391 84.3030303 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 10 B

説　明

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
文化団体への支援事業は随時行われている。今後も引き続
き支援事業を行わなければならない

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

総 合 評 価　[点]

内容
・

理由

団体数は維持できたが、会員数が著し
く減少したため。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　③．一部達成
　４．未達成

事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

市民文化の向上を図るため、文化団体の集合体である文
化協会への支援。

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

文化団体登録

達成度に対する
評価

会員数減少の理由は定かでないが、会員の高齢化も一因であると思われ、今後
の課題として捕らえていかなければならない

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

文化協会登録団体数 協会が把握

文化協会会員数 協会が把握

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

対象・受益者
の概数など

文化活動に参加する延べ5000人

文化団体が地域との連携を密にした「郷土を愛する心
と人を愛する心」に満ちた人間形成に関する事業を展
開。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

日常的に文化・芸術に親しめる潤いのある
地域社会にするために

文化協会運営支援及び文化団体への助成金
の交付を行うなど文化団体への支援事業

2350

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 文化協会加盟団体を支援することで、郷土芸能及び文化の伝承を図ります。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民が暮らす地域社会を

職員数計

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　文化団体の育成支援

評価の対象となる
【事務事業名】

市民文化活動推進・育成事業 担当部課名
教育部　文化

課

一次評価者(担当）

湯浅（内線３７２）

財産収入

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・ス
ポーツ活動が盛んに行われている

１　市民文化活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

1,780

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
1,650人 1,700人 2,000人 2,000人 教育部　文化課
2,928人 3,500人 4,000人 4,500人 担当者・内線番号

湯浅（内線３７２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
庁内検討会議の設置・検討

素案の策定 同　左 同　左

実施計画の策定

70%
3,000人 3,200人 3,500人

30,629 千円 11,229 9,700 9,700
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 726 千円 246 240 240
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 18,976 千円 7,376 5,800 5,800
一 般 財 源 10,927 千円 3,607 3,660 3,660

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

新城市文化事業運営委員会　　各種イベント参加
各種イベント実施(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具真に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案
(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 各種イベント開催時

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

アンケート調査による。

環境：

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方･基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

観客動員数 チケット販売及び入場者数のカウント             　　　　　　　　　　　　　H19年度2,611人

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ

観客の満足度 アンケートの集計

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
含

）

事
業
の
内
容

庁内検討会議の設置・検討

素案の策定 同　左 同　左
実施計画の策定

事業名 大会、発表会の開催により文化活動に対する意識向上と地域の活性化を図ります。

一般・（　　　　会計） 　教育費　社会教育費　文化振興費

地域の特色を生かし伝統文化を育しみ、さらなる活力を生み出し地域づくりに寄与する。

施策達成度指標の測定方法･時期

施　　策　　名 １　市民文化活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
文化協会加盟団体への支援や各種大会、発表会の開催支援など、郷土芸能や文化活動に対する市民参加と市民理解の促
進に努めることで、郷土の文化･芸能の伝承を進めます。また、文化施設の改修･整備に努め、利用率の向上を図ります。

・文化イベント開催には、魅力ある企画と独自性が求められる。
・集客のための情報PR活動の拡大が必要。
・地域文化広場は、診断結果より補修を必要とされたが数億円規模
の改修費用が必要。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への当
市計画策定 4.市民文化活動支援

2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

H　　　年度　→　H　　　年度　

２．　文化イベントの開催

指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅱ 文化イベント観客動員数
指標　Ⅰ 文化協会登録団体の会員数

２－４－３－１－２

総合計画の施策体系
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

新規　･　継続

チケット販売

協会登録人員

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
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　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 246 0 11,229

Ｈ２１予算額 0 240 0 9700

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 70% 80% 114.4 実施

指標Ⅳ 2611 3000 4122 137.4 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

9 B 9 B

説　明

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
運営委員会組織により、計画が立案され、事業が実施され
ている。また、多くの市民の観覧に供し、その役割を十分果
たしている

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

総 合 評 価　[点]

内容
・

理由

入場者数が目標を上回ることができ、
市民の文化イベントへの参加が促進さ
れた

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

文化会館オープン時と比して約半額の事業費により、市民への生の芸
術文化の提供。市民主体による運営委員会組織により、計画が立案さ
れ、事業が実施され、多くの市民の観覧に供し、その役割を果たしてい
る

達成度に対する
評価

入場者数が当初の目標を大きく上回ることができた
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

各種イベント開催時

観客の満足度

観客の動員数 実数計算

各種文化イベントの実施する

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　対象
（何を・誰を）

市民が暮らす地域社会を
対象・受益者
の概数など

全市民

地域の特色を生かし伝統文化を育しみ、さらなる活力を
生み出し地域づくりに寄与する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

日常的に郷土芸能や市民文化に親しみ、優れた
芸術文化に接することができる市民文化意識の
高い潤いある地域社会とするため

3660

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

大会、発表会の開催により文化活動に対する意識向上と地域の活性化を図ります。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

２．　文化イベントの開催

一次評価者(担当）

湯浅（内線３７２）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

Ｈ２０決算額
（千円）

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）文化イベント開催事業 担当部課名
教育部　文化

課

3,607

一般財源 財産収入

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・ス
ポーツ活動が盛んに行われている

１　市民文化活動を応援します

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
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事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
1,650人 1,700人 2,000人 2,000人 生涯学習・文化課
2,928人 3,500人 4,000人 4,500人 担当者・内線番号

湯浅（内線３７２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　新城地区　）

優先度 Ａ2・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
図書館 文化ホール 文化ホール

エレベーター（図書館、文化会館）

非常用発電機、スプリンクラー修繕

172,779 千円 43,289 57,750 71,740
国 庫 支 出 金 46,485 千円 46,485
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 126,294 千円 43,289 11,265 71,740

○印 市民協働指数

○

２－４－３－１－３

文化協会加盟団体への支援や各種大会、発表会の開催支援など、郷土芸能や文化活動に対する市民参加と市民理解の
促進に努めることで、郷土の文化･芸能の伝承を進めます。また、文化施設の改修･整備に努め、利用率の向上を図ります。

施策達成度指標の測定方法･時期
協会登録人員

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 市民満足度

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

プロジェクトチームの立ち上げ

改修工事

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

事業名

３．　地域文化広場の改修

指標　Ⅲ
チケット販売

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

7.新市まちづくり計画」の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

2.自立創造

3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている
総合計画の施策体系

平成 27 ～ 30 年度

　教育費　社会教育費　文化振興費

指標　Ⅱ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

図書館部分と文化ホール部分とに分け、それぞれ計画年次に沿って、屋根・外壁・軒裏部
分と照明施設・音響施設等の改修を行う。

新規　･　継続 一般・（　　　　　会計）H　　　年度　→　H　　　年度　

老朽化した施設を計画的な改修及び修繕により長期的に施設を維持管理していく。

文化ホール

施　　策　　名 １　市民文化活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針

指標　Ⅰ 文化協会登録団体の会員数

・文化イベント開催には、魅力ある企画と独自性が求められる。
・集客のための情報PR活動の拡大が必要。
・地域文化広場は、診断結果より補修を必要とされたが数億円規模
の改修費用が必要。

文化イベント観客動員数

実施設計
舞台装置・内部防水・時計塔化粧球
撤去・ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄｼｰﾘﾝｸﾞ・舞台装置電気
空調設備・照明施設

照明施設・音響設備

屋根・会議室漏水対
策、大小ホール電気・
照明等基盤改修

屋根・外壁・軒裏・照
明・建具修繕、実施設
計

外壁・屋根・会議室漏
水対策等

市民アンケート

指標　Ⅱ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

総　事　業　費

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

財
源
内
訳

財政： 改修後の利用

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

改修後における利用

昨年度Ａ判定　；改修計画による継続実施
(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 施設運営管理

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 43,289

Ｈ２１予算額 46485 0 0 57750

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 不明 無 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
有効性が低く総合評価が低いのは、指標が適切でなかった
ため

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

有効性が低く総合評価が低いのは、指標が適切でなかっ
たため.市の中核となる施設であるが、施設設備の経年劣
化による事故防止、利用者の利便性の向上を図るため、

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

指標を変更せず、会館利用に関するアンケートを実施し、利
用状況の把握を行う。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

改修後の利用

「対象をどういう状態にしたいのか」

把握方法・計算式

対象・受益者
の概数など

全市民

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

Ⅱ
　
事
業
意
図

　意図
（どのような状態に
するために）

図書館部分と文化ホール部分とに分け、それぞれ計画
年次に沿って、屋根・外壁・軒裏部分と照明施設・音響
施設等の改修を行う。

（評価の対象となる事務事業の概要）

一次評価者(担当）

湯浅（内線３７２）

0.00　（0.00）

Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】

地域文化広場改修事業

11265

部長級

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

生涯学習・文
化課

　　　各課入力項目

2.自立創造

Ⅰ
　
基
本
情
報

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ
活動が盛んに行われている

１　市民文化活動を応援します

達成度に対する
評価

満足度の測定は行わなかったが、該当施設における事故などは発生していな
い。

市民満足度

事務事業の概要

基本事業の目的 老朽化した施設を計画的な改修及び修繕により長期的に施設を維持管理していく。

市民文化活動の拠点として市民が日常的に
快適に安心して使用できるようにするために

計画的に修繕を行う

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　地域文化広場の改修

　対象
（何を・誰を）

地域文化広場　を

担当部課名

戦略の方向　【政策】

職員数計

一般財源 財産収入

43,289



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
(4,000人）3,680人 4,300人 4,700人 5,000人 教育部　スポーツ課

4,800人 4,900人 5,000人 5,000人 担当者・内線番号
1,800人 2,000人 2,000名 2,000名 301　　　佐宗

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 同左 同左

同左 同左 同左

3,700人 3,300人 3,400人
890人 900人 900人

4,830 千円 1,610 1,610 1,610
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 2,910 千円 960 970 980
一 般 財 源 1,920 千円 650 640 630

○印 市民協働指数

○

○

協会及び団体主体による大会及び教室の計画か
ら開催(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ 年度計画策定
Ｄ各種団体行事開催
Ｃ活動支援
Ａ計画の見直し・改善
　各種団体の開催する大会及び教室への
市民参

④
市民主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

スポーツ少年団会員数 登録団体及び会員数  平成19年度末　19団体　　622人

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ

　･ｽﾎﾟｰﾂ少年団活動に対する支援

登録団体及び会員数 登録団体及び会員数  平成19年度末　２４団体 3,680人

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
含

）

事
業
の
内
容

体育協会活動事務費 同左 同左

各種団体活動支援 同左 同左

　・各種加盟団体の大会行事に対する支援

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ ﾏﾗｿﾝ参加者数 参加申込み及び実績

事業名 体育協会加盟団体及びｽﾎﾟｰﾂ少年団加盟団体に対し補助をすることで市民及び青少年の体力向上と青少年の健全育成を図ります。

１．　スポーツ団体の育成・支援

H　　　年度　→　H　30　　年度　

２－４－３－２－１

その他大会・イベント参加者数

・ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄは、多くのﾆｰｽﾞに対応した種目が望ましいが、対応するｽﾀｯﾌや会場の確保が難しい。
・ｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂを地域にいかに根付かせるか。また、地域の住民理解と関係団体の協力体制作りが重要。
・市民が参加しやすい、応援しやすいﾏﾗｿﾝ大会にする必要がある。
・老朽化の進む体育館の改修･建設について、中長期的な計画検討が必要。
・夜間照明施設は利用頻度及び設置状況を考慮して、施設の維持修繕の優先度及び施設の見直し検討が必
要。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

体育協会・ｽﾎﾟｰﾂ少年団活動に対する補助（加盟団体への助成金の原資に対し補助する。）
県体育協会主催大会への役員及び選手派遣や市体協主催イベント及び大会開催、各地区のｽﾎﾟﾚｸ開催を実行
委員会へ委託、各地区のｽﾎﾟｰﾂ少年団活動の補助

新規　･　継続

施　　策　　名 ２　市民スポーツ活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
マラソン大会など市民ニーズに基づくスポーツイベント･大会の開催や、体育協会及びスポーツ少年団加盟団体への支援、体育施設の整備
を進め、市民の健康・体力向上と交流、青少年の健全育成を図ります。また、市内の自然を活かしたアウトドアスポーツのイベントを開催する
ことで、経済効果や雇用の拡大、地域の活性化を進めます。

施策達成度指標の測定方法･時期
会員数

一般・（　　　　　会計） 教育費　保健体育費　保健体育総務費

総合計画の施策体系
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

指標　Ⅱ 春・夏市民体育大会
指標　Ⅰ スポーツ団体の会員数

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・市民等 鈴木

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 868 1,448

Ｈ２１予算額 0 0 0 815 2038

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.01　（0.10） 0.01（0.01） 人 60　（60） 1,508　（2,098）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 3,700 3,600 97 実施

指標Ⅳ 890 650 73 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている ２　市民スポーツ活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　スポーツ団体の育成・支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　スポーツ団体支援事業 担当部課名
教育部　ス
ポーツ課

一次評価者(担当）

301　　　佐宗

一般財源 財産収入

580

1223

部長級 職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 体育協会加盟団体及びｽﾎﾟｰﾂ少年団加盟団体に対し補助をすることで市民及び青少年の体力向上と青少年の健全育成を図ります。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民及び小学生
対象・受益者
の概数など

体育協会（23団体・3,600人）
スポーツ少年団等（17団体・650人）体育協会・ｽﾎﾟｰﾂ少年団活動に対する補助（加盟団体への助成金

の原資に対し補助する。）
県体育協会主催大会への役員及び選手派遣や市体協主催イベ
ント及び大会開催、各地区のｽﾎﾟﾚｸ開催を実行委員会へ委託、各
地区のｽﾎﾟｰﾂ少年団活動の補助

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

スポーツに接する機会を作ることで、健康で
明るく豊かな生活を送れるようにするために

体育協会加盟団体及びスポーツ少年団体へ
の補助金の交付を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

体協の登録団体及び会員数 実績報告書

少年団の登録団体及び会員数 実績報告書

達成度に対する
評価

体協・スポーツ少年団等を支援することにより、安定した活動が可能となってい
る。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ 年度計画策定
Ｄ各種団体行事開催
Ｃ活動支援
Ａ計画の見直し・改善
　各種団体の開催する大会及び教室への市民参

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

本年度から、スポーツ少年団等の補助
金の交付対象を市内全域に広げ、ス
ポーツ組織の充実が図られた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
体協はスポーツ行政にとって必須の団体であり、今後ともよ
り一層の活動の充実を図ることが必要である。

体協の支援はもとより、スポーツ少年団等への支援はス
ポーツに接する最初の機会であることから組織の育成強
化は最も効果的な施策である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
(4,000人）3,680人 4,300人 4,700人 5,000人 教育部　スポーツ課

4,800人 4,900人 5,000人 5,000人 担当者・内線番号
1,800人 2,000人 2,000名 2,000名 301　　　佐宗

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 同左 同左

同左 同左 同左

春・夏市民体育大会 4,800人 4,900人 4,900人
1,500人 1,500人 1,600人

7,350 千円 2,450 2,450 2,450
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 2,960 千円 960 1,000 1,000
一 般 財 源 4,390 千円 1,490 1,450 1,450

○印 市民協働指数

○

○

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅲ ﾏﾗｿﾝ参加者数

体育協会主催春・夏市民体育大会及び各地区におけるスポレク祭の開催

（
維
持
管
理
含

）

事
業
の
内
容

同左スポレク開催

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

全　体　計　画

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

施　　策　　名 ２　市民スポーツ活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
マラソン大会など市民ニーズに基づくスポーツイベント･大会の開催や、体育協会及びスポーツ少年団加盟団体への支援、体育施設の整備
を進め、市民の健康・体力向上と交流、青少年の健全育成を図ります。また、市内の自然を活かしたアウトドアスポーツのイベントを開催する
ことで、経済効果や雇用の拡大、地域の活性化を進めます。

総合計画の施策体系
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

２－４－３－２－２

・ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄは、多くのﾆｰｽﾞに対応した種目が望ましいが、対応するｽﾀｯﾌや会場の確保が難しい。
・ｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂを地域にいかに根付かせるか。また、地域の住民理解と関係団体の協力体制作りが重要。
・市民が参加しやすい、応援しやすいﾏﾗｿﾝ大会にする必要がある。
・老朽化の進む体育館の改修･建設について、中長期的な計画検討が必要。
・夜間照明施設は利用頻度及び設置状況を考慮して、施設の維持修繕の優先度及び施設の見直し検討が必
要。

その他大会・イベント参加者数

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ スポーツ団体の会員数 会員数

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

2.自立創造

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行

参加申込み及び実績

指標　Ⅱ 春・夏市民体育大会

新規　･　継続 H　　　年度　→　H　30　年度　 一般・（　　　　　会計） 教育費　保健体育費　保健体育総務費

事業名 豊かな生活を実現するため、市民のﾆｰｽﾞにあったｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ・大会を実施、ｽﾎﾟｰﾂに親しむ環境を提供します。

２．　スポーツ大会・イベントの開催

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
同左 同左体育協会主催各種イベント・大会開催

同左

参加者数　　平成19年度　4,800人

指標　Ⅱ スポレク祭等 イベント開催数及び参加者数　平成19年度　1,000人

財
源
内
訳

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

体協加盟団体の組織より要望により実施

活
動
指
標

成
果
指
標 指標　Ⅲ

Ｐ　イベント内容健闘
Ｄ　イベント実施
Ｃ　参加者数把握
Ａ　改善・見直し
　大会及びイベント開催への参加

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
（オ）の理由

　協会及び団体主体による大会及び教室の計画か
ら開催(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：

③
双方対等

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

事

業

費

総　事　業　費

指標　Ⅰ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・市民等 鈴木

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 945 2,362

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,060 2,650

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 005　（0.05） 0.10　（0.00） 0.15（0.15） 人 900（900） 3,262（3,550）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 4,800人 5,749人 120 実施

指標Ⅳ 1,500人 1,560人 104 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

大会・イベントを実施する。

実績報告数値

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

スポレク祭のニュースポーツの振興は、特に高齢者が取り
組みやすい種目であり高齢化対策としても必要である。

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている ２　市民スポーツ活動を応援します

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　スポーツ大会・イベントの開催

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　市民スポーツ振興事業 担当部課名
教育部　ス
ポーツ課

一次評価者(担当）

佐宗　３０１

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

1,417

1,590

部長級 職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 豊かな生活を実現するため、市民のﾆｰｽﾞにあったｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ・大会を実施、ｽﾎﾟｰﾂに親しむ環境を提供します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

体協加盟団体及び全ての市民を
対象・受益者
の概数など

市民体育大会(6,000人)　スポレク(1,000人)

体育協会主催春・夏市民体育大会及び各地区におけるスポレク祭
の開催

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

スポーツに接する機会を作ることで、健康で
明るく豊かな生活を送れるようにするため

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

春・夏市民体育大会参加者数

スポレク祭等参加者数 各種目参加者を積算

達成度に対する
評価

参加人数の増加が最も目標とするところである。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　イベント内容健闘
Ｄ　イベント実施
Ｃ　参加者数把握
Ａ　改善・見直し
　大会及びイベント開催への参加

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民参加がしやすいよう改善に努めて
いる。

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
スポーツに接する機会を提供することは、市民の健康増進
につながるものである。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

市が関与する必要性は普通



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
(4,000人）3,680人 4,300人 4,700人 5,000人 教育部　スポーツ課

4,800人 4,900人 5,000人 5,000人 担当者・内線番号
1,800人 2,000人 2,000名 2,000名 301　　　佐宗

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
新城ラリー2008 新城ラリー200９ 新城ラリー2010

ツール･ド･新城２００８ ツール･ド･新城２００９ ツール･ド･新城２０10

2008新城ﾊﾟﾗｸﾞﾗｲﾀﾞｰＣＵＰ 200９新城ﾊﾟﾗｸﾞﾗｲﾀﾞｰＣＵＰ 2010新城ﾊﾟﾗｸﾞﾗｲﾀﾞｰＣＵＰ

第3回奥三河ﾄﾚｲﾙﾗﾝﾆﾝｸﾞ 第４回奥三河ﾄﾚｲﾙﾗﾝﾆﾝｸﾞ 第５回奥三河ﾄﾚｲﾙﾗﾝﾆﾝｸﾞ

第3回新城トレｲﾙﾚｰｽ 第４回新城トレｲﾙﾚｰｽ 第５回新城トレｲﾙﾚｰｽ

全日本学生選手権大会

アジア選手権大会

15,000人 14,000人 15,000人
55,000千円 50,000千円 60,000千円

4,000人 3,500人 5,000人
8,800 千円 1,700 3,500 3,600

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 8,800 千円 1,700 3,500 3,600

○印 市民協働指数

○
○

○

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 8.「地域再生計画」と「環境首都活動」の継承

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅲ ﾏﾗｿﾝ参加者数

（
維
持
管
理
含

）

事
業
の
内
容

新城ラリー（自動車レース）

活
動
指
標

成
果
指
標

ｵﾘｴﾝﾃｰﾘﾝｸﾞアジア選手権大会

ツール・ド・新城（自転車レース）

ｵﾘｴﾝﾃｰﾘﾝｸﾞ全日本学生選手権大会

指標　Ⅲ イベントへの参加者数

指標　Ⅱ 経済効果

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

施　　策　　名 ２　市民スポーツ活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
マラソン大会など市民ニーズに基づくスポーツイベント･大会の開催や、体育協会及びスポーツ少年団加盟団体への支援、体育施設の整備
を進め、市民の健康・体力向上と交流、青少年の健全育成を図ります。また、市内の自然を活かしたアウトドアスポーツのイベントを開催する
ことで、経済効果や雇用の拡大、地域の活性化を進めます。

総合計画の施策体系
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

・ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄは、多くのﾆｰｽﾞに対応した種目が望ましいが、対応するｽﾀｯﾌや会場の確保が難しい。
・ｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂを地域にいかに根付かせるか。また、地域の住民理解と関係団体の協力体制作りが重要。
・市民が参加しやすい、応援しやすいﾏﾗｿﾝ大会にする必要がある。
・老朽化の進む体育館の改修･建設について、中長期的な計画検討が必要。
・夜間照明施設は利用頻度及び設置状況を考慮して、施設の維持修繕の優先度及び施設の見直し検討が必
要。2.DOS地域再生プラン

2.自立創造

参加申込み及び実績

指標　Ⅱ 春・夏市民体育大会 その他大会・イベント参加者数

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ スポーツ団体の会員数 会員数

教育費　保健体育費　保健体育総務費

事業名 市内の自然を活かしたｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂのｲﾍﾞﾝﾄを開催することにより経済効果と雇用機会の創出を図ることで、地域の活性化を進めます。

３．　ＤＯＳ（ドゥ・ｱｳﾄﾄﾞｱ・ｽﾎﾟｰﾂ）による地域再生 全日本級のｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂ大会（年間を通じて）を開催する。

新規　･　継続 H　　　年度　→　H　30　　年度　 一般　・（　　　会計）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

新城トレイルランレース

継　　続新城パラグライダーＣＵＰ 継　　続

三河高原トレイルランニングレース

平成 27 ～ 30 年度

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

イベントへの参加者数及び、イベントに関わったスタッフと関係者数（累計）　平成19年度 3,500人

総　事　業　費

市内における経済波及効果（推測） 　　19年度 新城ラリー 5,000万円 ・ ツールド新城  600万円

指標　Ⅰ 観客動員数 ｲﾍﾞﾝﾄ開催時の観客動員数（累計） 　　19年度 新城ラリー 12,000人 ・ ツールド新城　3,000人

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　専門部会及び支援委員会での検討
Ｄ　大会開催準備・開催
Ｃ　観客動員数・経済効果等把握
Ａ　目標見直し・改善

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

財
源
内
訳

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：
（オ）の理由

　独立した民間組織等（例　ラリー実行委員会）との
協動

　対応するスタッフ確保

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

③
双方対等

２－４－３－２－３

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 その他 鈴木

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 2,443

Ｈ２１予算額 0 0 0 2443

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.30　（0.30） 0.50　（0.50） 0.50　（0.50） 1.30（1.30） 人 7,800　（7,800） 10,243　（10,243）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 15,000人 19,500人 130 実施

指標Ⅳ 55,000千円 70,000千円 127 実施

指標Ⅴ 4,000人 3,523人 88 実施

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 14 A

説　明

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　ＤＯＳ（ドゥ・ｱｳﾄﾄﾞｱ・ｽﾎﾟｰﾂ）による地域再生

教育部　ス
ポーツ課

一次評価者(担当）

佐宗　３０１

財産収入

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている ２　市民スポーツ活動を応援します

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）ＤＯＳ地域再生事業 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

2,443

2443

部長級 職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市内の自然を活かしたｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂのｲﾍﾞﾝﾄを開催することにより経済効果と雇用機会の創出を図ることで、地域の活性化を進めます。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城市を
対象・受益者
の概数など

参加者、観戦者（25,000人）

全日本級のｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂ大会（年間を通じて）を開催する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
市外・県外からの来訪者を増やすことで発
生する経済効果により、地域を活性化する
ために

大会・イベントを実施する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

観客動員数 推計値

経済効果 推計値

イベントの参加者数 参加人数

達成度に対する
評価

:経済効果があり、地域の活性化に資することができた。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　専門部会及び支援委員会での検討
Ｄ　大会開催準備・開催
Ｃ　観客動員数・経済効果等把握
Ａ　目標見直し・改善

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

観戦者・参加者とも目標を上回る成果
である。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
ＤＯＳの目標で施ある、来訪者による地域の活性化が図られ
ている。

この事業は、少ない経費で大きな経済効果が実証されて
おり今後とも継続開催すべきである。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
(4,000人）3,680人 4,300人 4,700人 5,000人 教育部　スポーツ課

4,800人 4,900人 5,000人 5,000人 担当者・内線番号
1,800人 2,000人 2,000名 2,000名 佐宗　３０１

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

同左 同左 同左

1,900人 1,900人 2,000人

10,100 千円 3,100 3,500 3,500
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 0 千円 0 0 0
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 7,100 千円 2,100 2,500 2,500
一 般 財 源 3,000 千円 1,000 1,000 1,000

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分
9.重要テーマに関する中長期の戦略確定と
未来への当市計画策定

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅲ ﾏﾗｿﾝ参加者数

（
維
持
管
理
含

）

事
業
の
内
容

施　　策　　名 ２　市民スポーツ活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
マラソン大会など市民ニーズに基づくスポーツイベント･大会の開催や、体育協会及びスポーツ少年団加盟団体への支援、体育施設の整備
を進め、市民の健康・体力向上と交流、青少年の健全育成を図ります。また、市内の自然を活かしたアウトドアスポーツのイベントを開催する
ことで、経済効果や雇用の拡大、地域の活性化を進めます。

総合計画の施策体系
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

・ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄは、多くのﾆｰｽﾞに対応した種目が望ましいが、対応するｽﾀｯﾌや会場の確保が難しい。
・ｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂを地域にいかに根付かせるか。また、地域の住民理解と関係団体の協力体制作りが重要。
・市民が参加しやすい、応援しやすいﾏﾗｿﾝ大会にする必要がある。
・老朽化の進む体育館の改修･建設について、中長期的な計画検討が必要。
・夜間照明施設は利用頻度及び設置状況を考慮して、施設の維持修繕の優先度及び施設の見直し検討が必
要。

その他大会・イベント参加者数

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ スポーツ団体の会員数 会員数

4.市民スポーツの支援

2.自立創造

参加申込み及び実績

指標　Ⅱ 春・夏市民体育大会

新規　･　継続 H　　　年度　→　H　30　年度　 一般・（　　　　会計） 教育費　保健体育費　保健体育総務費

事業名 ﾏﾗｿﾝ大会の開催により市民の健康への意識向上と地域の活性化を進めます。

４．　新城マラソン大会の開催 新城総合公園をスタート･ゴールとし隣接する市道を年齢・性別毎３０部門に分け開催

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

大会の周知

実行委員会の開催

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

道路使用手続き等 同　　左 同左

参加者募集

大会開催

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 参加者数 　大会開催時の参加者数　　平成19年度　1,800人

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

総　事　業　費
事

業

費

財
源
内
訳

Ｐ　イベント内容検討
Ｄ　イベント開催
Ｃ　イベント参加
Ａ　見直し・改善
　　実行委員会
　大会開催時

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

財政： 　体育協会を中心とした実行委員会との協動
　
　イベント・スタッフ

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

（オ）の理由

２－４－３－２－４

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・市民等 鈴木

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 2,566 3,566

Ｈ２１予算額 0 0 0 2,500 3500

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.20　（0.20） 0.30　（0.30） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 6,566　（6,500）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1,900人 1,950人 103 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている ２　市民スポーツ活動を応援します

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　新城マラソン大会の開催

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　新城マラソン大会開催事業 担当部課名
教育部　ス
ポーツ課

一次評価者(担当）

佐宗　３０１

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

1,000

1000

部長級 職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 ﾏﾗｿﾝ大会の開催により市民の健康への意識向上と地域の活性化を進めます。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

参加者2,000人

新城総合公園をスタート･ゴールとし隣接する市道を年齢・性別毎
３０部門に分け開催

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

スポーツに接する機会を作ることで、健康で
明るく豊かな生活を送れるようにするために

大会を実施する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

参加者数 参加人数

達成度に対する
評価

参加人数対前年比でも118％と増加している。、
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　イベント内容検討
Ｄ　イベント開催
Ｃ　イベント参加
Ａ　見直し・改善
　　実行委員会

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
参加人数の目標を上回っている。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
健康志向の高まりとともに、大会実施は今後とも継続すべき
事業である。

市民ランナーも半数を超えており、市民要望の高い事業と
考えている。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



H２１事業につきシート省略

2-4-3-2-5-(1)　「総合体育館の整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
(4,000人）3,680人 4,300人 4,700人 5,000人 教育部　スポーツ課

4,800人 4,900人 5,000人 5,000人 担当者・内線番号
1,800人 2,000人 2,000名 2,000名 佐宗　３０１

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ２・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
定期的点検 定期的点検 定期的点検

実施

実施

実施 実施

50% 80% 90%
週3～5回程度 週3～5回程度 週3～5回程度

31,300 千円 10,400 20,400 500
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 31,300 千円 10,400 20,400 500

○印 市民協働指数

○

○

　施設の維持管理
　年間利用計画の打合せ(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

（オ）の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： Ｐ　各団体による利用計画策定
Ｄ　施設利用
Ｃ　利用状況調査
Ａ　見直し・改善
　　施設の利用

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

（
維
持
管
理
含

）

事
業
の
内
容

市内夜間照明各施設の定期的点検 定期的点検

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 管理運営上の危険度解消 　中部保安協会による点検報告による危険度の解消　（修理・補修箇所の改善・・・危険度解消度合い）

指標　Ⅱ 利用頻度(ｼｰｽﾞﾝ) 　平成１９年度　９施設　利用回数　週５回

他の施設の定期的修繕 実施 実施

定期的点検
千郷小夜間照明施設の大規模改修

新城小夜間照明施設の大規模改修

新規　･　継続 H　　　年度　→　H　　30　年度　 一般・（　　　　　会計） 教育費　保健体育費　体育施設費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ ﾏﾗｿﾝ参加者数 参加申込み及び実績

事業名 施設を管理していく上で、利用率、稼働率等を考慮し必要と判断した施設の維持修繕を緊急度の高い順に行っていく。

スポーツ団体の会員数 会員数

指標　Ⅱ 春・夏市民体育大会 その他大会・イベント参加者数

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

・ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄは、多くのﾆｰｽﾞに対応した種目が望ましいが、対応するｽﾀｯﾌや会場の確保が難しい。
・ｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂを地域にいかに根付かせるか。また、地域の住民理解と関係団体の協力体制作りが重要。
・市民が参加しやすい、応援しやすいﾏﾗｿﾝ大会にする必要がある。
・老朽化の進む体育館の改修･建設について、中長期的な計画検討が必要。
・夜間照明施設は利用頻度及び設置状況を考慮して、施設の維持修繕の優先度及び施設の見直し検討が必
要。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

施　　策　　名 ２　市民スポーツ活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
マラソン大会など市民ニーズに基づくスポーツイベント･大会の開催や、体育協会及びスポーツ少年団加盟団体への支援、体育施設の整備
を進め、市民の健康・体力向上と交流、青少年の健全育成を図ります。また、市内の自然を活かしたアウトドアスポーツのイベントを開催する
ことで、経済効果や雇用の拡大、地域の活性化を進めます。

６．　夜間照明施設の管理 施設の必要性・重要度により全体の見直しを図ると共に、必要な施設の延命対策

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ

２－４－３－２－６

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 鈴木

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 15,903

Ｈ２１予算額 0 0 0 184

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.00） 0.10　（0.00） 0.20（0.00） 人 1,200　（0） 17,103　（184）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 50% 28% 56 実施

指標Ⅳ 週3～5回程度 1.16回 40 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
６．　夜間照明施設の管理

教育部　ス
ポーツ課

一次評価者(担当）

佐宗　３０１

財産収入

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている ２　市民スポーツ活動を応援します

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　夜間照明施設管理事業 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

15,903

184

部長級 職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 施設を管理していく上で、利用率、稼働率等を考慮し必要と判断した施設の維持修繕を緊急度の高い順に行っていく。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

施設利用者5,000人

施設の必要性・重要度により全体の見直しを図ると共に、必要な施
設の延命対策

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

スポーツに接する機会を作ることで、健康で
明るく豊かな生活を送れるようにするために

老朽施設の改修・修繕を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

施設の危険度解消 新城小・千郷小改修済、東陽小安定器修繕

利用頻度 実績数値

達成度に対する
評価

ナイター再編計画に基づき、予算の範囲内で改修・修繕を行い、いつでもスポー
ツ活動が行えるよう努力している。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ　各団体による利用計画策定
Ｄ　施設利用
Ｃ　利用状況調査
Ａ　見直し・改善
　　施設の利用

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

利用率については努力する必要がある
が、施設の維持管理については可能な
範囲で適切に行っている。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
必要な社会体育施設であり、将来的に残す施設のうち未改
修の有海・東陽小についても早急に改修する必要がある。

左同

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.4% 68.0% 70.0% 70.0% 教育部生涯学習課
３９２人 ５７０人 ６００人 ６５０人 担当者・内線番号

夏目・３６３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
公民館活動育成支援 公民館活動育成支援 公民館活動育成支援

29,555 千円 10,150 9,255 10,150
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 29,555 千円 10,150 9,255 10,150

○印 市民協働指数

○

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由

(オ)新規に追加実施するための立案

情報：

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申による立案

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

事業立案の手法

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

新規　･　継続

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

公民館分館活動事業
全　体　計　画

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 盆踊り参加者

指標　Ⅱ 公民館まつり参加者

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

土曜子ども教室及び自然観察会実績

・社会教育団体の自立に向けた育成支援が必要である。
・子育て支援ネットワークづくりが必要である。
・市全域的な地域の特性を生かした公民館活動が必要である。

協働の内容　（主体別活動内容）

新城公民館活動（4箇所）　H19現在1,770人

鳳来公民館活動（17箇所）　H19現在2,800人

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

地元公民館の自主活動

⑤
市民主体

前年度事業の実績に基づき、次年度計画を
策定する。

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

市民ニーズの把握
（市民要望等）

人材：

環境：

公民館活動育成支援 公民館活動育成支援

施　　策　　名

総合計画の施策体系
3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

7.「新市まちづくり計画」の実行

３　生涯学習活動を応援します

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

市民の自己実現や自発的な学習･スポーツ活動を支援するため、活動の場の提供･整備や情報の収集･発信に努めるとともに、活動
を支える指導者やリーダーの養成、人材登録を進めます。また、ＰＴＡや子ども会、公民館、コミュニティなどの社会教育団体が行う地
域に根ざした生涯学習活動を支援するための活動助成を進めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

2.自立創造

施 策 の 基 本 方 針

平成 23 ～ 26 年度

一般

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「生涯学習の推進」の市民満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ

事業名

H２０年度　→　H３０年度　

地域の特性を活かした公民館活動の推進により、地域の活性化を図る。

１．　公民館活動の推進 活動への助成と育成支援

指標　Ⅲ

　教育費　社会教育費　社会教育総務費

参加者数

２－４－３－３－１（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・市民等 滝下　一美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 4,143

Ｈ２１予算額 0 0 0 9,255

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.08　（0.08） 0.23　（0.15） 0.07　（0.07） 0.00　（0.00） 0.38（0.30） 人 2,280　（1,800） 6,423　（11,055）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ １，７７０人 ― 未実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・ス
ポーツ活動が盛んに行われている

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

１．　公民館活動の推進

一次評価者(担当）

夏目・３６３

職員数計

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

Ⅰ
　
基
本
情
報

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
2.自立創造 戦略の方向　【政策】

評価の対象となる
【事務事業名】

生涯学習活動助成事業 担当部課名
教育部生涯

学習課

３　生涯学習活動を応援します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

4,143

9,255

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域の特性を活かした公民館活動の推進により、地域の活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

公民館活動  を
対象・受益者
の概数など

新城地区５５地区及び４中学校区

活動への助成と育成支援
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

地域の活性化とより多くの地域住民の交流
と親睦が積極的に行われるようにするために

各公民館（分館）単位における生涯学習活動に
対する助成金を交付する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

公民館まつり参加者数

達成度に対する
評価

参加者数の把握をしていないため達成度の評価ができません。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

なし。参加者数について、平成21年度分から把握するよう努
めます。

市民協働指数
(20年度目標）

⑤
市民主体

市民参
加の時
期・内容

前年度事業の実績に基づき、次年度計画を策定する。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

全地区何らかの公民館活動を実施して
いる。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
成果実績が上がっておらず、活動内容（補助対象）等の見直
しが必要と考える。

成果実績が上がっておらず、活動内容（補助対象）等の見
直しが必要と考える。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

平成21年度から事業
を1本化



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.4% 68.0% 70.0% 70.0% 教育部生涯学習課
３９２人 ５７０人 ６００人 ６５０人 担当者・内線番号

夏目・３６３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
公民館活動育成支援 公民館活動育成支援 公民館活動育成支援

29,555 千円 10,150 9,255 10,150
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 29,555 千円 10,150 9,255 10,150

○印 市民協働指数

○

地元公民館の自主活動

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申による立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 前年度事業の実績に基づき、次年度計画を
策定する。

⑤
市民主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 盆踊り参加者 鳳来公民館活動（17箇所）　H19現在2,800人

指標　Ⅱ 公民館まつり参加者 新城公民館活動（4箇所）　H19現在1,770人

指標　Ⅲ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

公民館分館活動事業 公民館活動育成支援 公民館活動育成支援

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般 　教育費　社会教育費　社会教育総務費

事業名 地域の特性を活かした公民館活動の推進により、地域の活性化を図る。

１．　公民館活動の推進 活動への助成と育成支援

指標　Ⅱ 参加者数 土曜子ども教室及び自然観察会実績

指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「生涯学習の推進」の市民満足度 市民アンケート調査

・社会教育団体の自立に向けた育成支援が必要である。
・子育て支援ネットワークづくりが必要である。
・市全域的な地域の特性を生かした公民館活動が必要である。

3.いつでも学べる場が用意され、文化・スポーツ活動が盛んに行われている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－３－３－１

施　　策　　名 ３　生涯学習活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
市民の自己実現や自発的な学習･スポーツ活動を支援するため、活動の場の提供･整備や情報の収集･発信に努めるとともに、活動
を支える指導者やリーダーの養成、人材登録を進めます。また、ＰＴＡや子ども会、公民館、コミュニティなどの社会教育団体が行う地
域に根ざした生涯学習活動を支援するための活動助成を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・市民等 滝下　一美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 6,227

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.03　（0.03） 0.07　（0.05） 0.02　（0.02） 0.00　（0.00） 0.12（0.10） 人 720　（700） 6,947　（700）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ ２，８００人 ― 未実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 0 0

(５) 適　時　性 2 2

8 B 8 B

説　明
助成について、激変の緩和措置を図り、市内全地区にお
いて、行政区数割、世帯数割により統一し、公平性を確保
することとした

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が一部に偏り、公平性に欠ける 受益者が一部に偏り、公平性に欠ける

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
助成について、激変の緩和措置を図り、市内全地区におい
て、行政区数割、世帯数割により統一し、公平性を確保する
こととした

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

全地区何らかの公民館活動を実施して
いる。

市民協働指数
(20年度目標）

⑤
市民主体

市民参
加の時
期・内容

前年度事業の実績に基づき、次年度計画を策定する。

達成度に対する
評価

参加者数を把握していないため達成度の評価ができません。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

なし。参加者数について、平成21年度から把握するよう努め
ます。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

盆踊り参加者

鳳来地区１７地区

活動への助成と育成支援
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域の活性化とより多くの地域住民の交流
と親睦が積極的に行われるようにするために

鳳来地区１７公民館（分館）単位における生涯学
習活動に対し助成金を交付する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域の特性を活かした公民館活動の推進により、地域の活性化を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

公民館活動  を
対象・受益者
の概数など

財産収入

6,227

0

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　公民館活動の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）公民館活動費補助事業（鳳来地区） 担当部課名
教育部生涯

学習課

一次評価者(担当）

夏目・３６３

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・ス
ポーツ活動が盛んに行われている

３　生涯学習活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.5% 60.0% 60.0% 65.0% 教育部生涯学習課
３９２人 ５７０人 ６００人 ６５０人 担当者・内線番号

夏目・３６３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
開催 開催 開催

開催 開催 開催

３００人 ３６０人 ３９０人
１１０人 １５０人 １８０人

920 千円 236 448 236
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 210 千円 60 150
一 般 財 源 710 千円 176 298 236

○印 市民協働指数

○

○

新規　･　継続

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

一般 　教育費　社会教育費　社会教育総務費

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

親子で参加する、料理・工作・自然観察等の講座を開催する。

「青少年の健全育成」の市民満足度

指標　Ⅱ

２．　家庭教育・生涯学習の推進

指標　Ⅲ

H２０年度　→　H３０年度　

親子ふれあい教室の開催を通じて、家庭教育の推進を図る。

施策達成度指標の測定方法･時期

・社会教育団体の自立に向けた育成支援が必要である。
・子育て支援ネットワークづくりが必要である。
・市全域的な地域の特性を生かした公民館活動が必要である。

市民アンケート調査

2.子どもが健やかに育っている

事業名

総合計画の施策体系

＊行政・・・企画立案、ニーズ把握

人材：

環境：

アンケートの内容を勘案し次年度計画を策
定する。

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

協働の内容　（主体別活動内容）

7.「新市まちづくり計画」の実行

土曜子ども教室及び自然観察会実績

全　体　計　画

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３　生涯学習活動を応援します

5.個性を磨く教育文化のまちづくり

2.自立創造

市民の自己実現や自発的な学習･スポーツ活動を支援するため、活動の場の提供･整備や情報の収集･発信に努めるとともに、活動
を支える指導者やリーダーの養成、人材登録を進めます。また、ＰＴＡや子ども会、公民館、コミュニティなどの社会教育団体が行う地
域に根ざした生涯学習活動を支援するための活動助成を進めます。

施　　策　　名

参加者数

施 策 の 基 本 方 針

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

１９年度実績　年３回開催　延参加人員88人

指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 子ども教室の参加者数 １９年度実績　年６回開催　延参加人員１８８人

指標　Ⅱ 観察会の参加者数

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

自然観察会等

土曜子ども教室

活
動
指
標

成
果
指
標

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由

(オ)新規に追加実施するための立案

情報：

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申による立案

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

２－４－２－２－５－（１）（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 滝下　一美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 17 172

Ｈ２１予算額 0 0 0 135 365

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.03） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.25（0.23） 人 1,500　（1,380） 1,672　（1,745）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 188 300 267 89 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
2.自立創造 戦略の方向　【政策】

２．　家庭教育・生涯学習の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）親子子ども教室事業 担当部課名
教育部生涯

学習課

一次評価者(担当）

夏目・３６３

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・ス
ポーツ活動が盛んに行われている

３　生涯学習活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

155

230

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 親子ふれあい教室の開催を通じて、家庭教育の推進を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

親の抱える子育ての不安　を
対象・受益者
の概数など

小学生とその保護者

親子で参加する、料理・工作・自然観察等の講座を開催する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
親子子ども教室を通じ、参加者同士で子ど
もの成長を確認し合い、子育てに喜びが感
じられ、不安が解消するようにするため

ふれあい料理教室③
カヌー体験教室　中止
パンづくり教室③

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

子ども教室の参加者数 出席者

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

目標達成度が低いのは、カヌー体験教室が水不足で中止となったため。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

なし

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

アンケートの内容を勘案し次年度計画を策定する。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
自然相手のため中止はやむを得ず

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
申込者多数の場合の扱い（親子パンづくり教室） 申込者多数の場合の扱い（親子パンづくり教室）

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.5% 60.0% 60.0% 65.0% 教育部生涯学習課
３９２人 ５７０人 ６００人 ６５０人 担当者・内線番号

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
開催 開催 開催

開催 開催 開催

３００人 ３６０人 ３９０人
１１０人 １５０人 １８０人

920 千円 236 448 236
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 210 千円 60 150
一 般 財 源 710 千円 176 298 236

○印 市民協働指数

○

○

＊行政・・・企画立案、ニーズ把握

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申による立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： アンケートの内容を勘案し次年度計画を策
定する。

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 子ども教室の参加者数 １９年度実績　年６回開催　延参加人員１８８人

指標　Ⅱ 観察会の参加者数 １９年度実績　年３回開催　延参加人員88人

指標　Ⅲ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

土曜子ども教室

自然観察会等

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般 　教育費　社会教育費　社会教育総務費

事業名 親子ふれあい教室の開催を通じて、家庭教育の推進を図る。

２．　家庭教育・生涯学習の推進 親子で参加する、料理・工作・自然観察等の講座を開催する。

指標　Ⅱ 参加者数 土曜子ども教室及び自然観察会実績

指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「青少年の健全育成」の市民満足度 市民アンケート調査

・社会教育団体の自立に向けた育成支援が必要である。
・子育て支援ネットワークづくりが必要である。
・市全域的な地域の特性を生かした公民館活動が必要である。

2.子どもが健やかに育っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 5.個性を磨く教育文化のまちづくり

総合計画の施策体系
2.自立創造 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ２－４－３－３－２

施　　策　　名 ３　生涯学習活動を応援します 施 策 の 基 本 方 針
市民の自己実現や自発的な学習･スポーツ活動を支援するため、活動の場の提供･整備や情報の収集･発信に努めるとともに、活動
を支える指導者やリーダーの養成、人材登録を進めます。また、ＰＴＡや子ども会、公民館、コミュニティなどの社会教育団体が行う地
域に根ざした生涯学習活動を支援するための活動助成を進めます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 滝下　一美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 26

Ｈ２１予算額 0 0 0 83

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.02） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.25（0.22） 人 1,500　（1,320） 1,526　（1,403）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 88　人 110　人 161　人 146.36 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明
事業継続実施

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
事業継続実施

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
自然相手のため中止はやむを得ず

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

アンケートの内容を勘案し次年度計画を策定する。

達成度に対する
評価

目標達成。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

なし

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

観察会参加者数 出席者

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

小学生とその保護者

親子で参加する、料理・工作・自然観察等の講座を開催する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
親子自然観察会を通じ、参加者同士で子ど
もの成長を確認し合い、子育てに喜びが感
じられ、不安が解消するようにするため。

ササユリ鑑賞①
夏の星空観察①
冬の星空観察①

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 親子ふれあい教室の開催を通じて、家庭教育の推進を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

親の抱える子育ての不安　を
対象・受益者
の概数など

財産収入

26

83

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　家庭教育・生涯学習の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）親子自然観察会事業 担当部課名
教育部生涯

学習課

一次評価者(担当）

夏目

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.いつでも学べる場が用意され、文化・ス
ポーツ活動が盛んに行われている

３　生涯学習活動を応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

2.自立創造 戦略の方向　【政策】 4.地域の文化と人を育む「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
15.3% 30.0% 50.0% 60.0% 経営管理部総務課

担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
病院ホームページ掲載 病院ホームページ掲載 病院ホームページ掲載

医師募集広告掲載（インターネット） 医師募集広告掲載（インターネット） 医師募集広告掲載（インターネット）

医師紹介業の活用 医師紹介業の活用 医師紹介業の活用

機種選定委員会設置 保守 保守

購入手続き

(購入リース)⇒購入

238,370 千円 202,290 18,040 18,040
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 238,370 千円 202,290 18,040 18,040

○印 市民協働指数

○

○

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実

環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

医師数 （H19は21人）

指標　Ⅱ

機種選定委員会設置 保守 保守

購入手続き

(購入リース)⇒購入

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

病院ホームページ掲載 病院ホームページ掲載 病院ホームページ掲載

医師募集広告掲載（インターネット） 医師募集広告掲載（インターネット） 医師募集広告掲載（インターネット）

医師紹介業の活用 医師紹介業の活用 医師紹介業の活用

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 病院会計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名
公募により医師を確保する。
高度医療機器を整備することにより医療の質の向上を図るとともに、意欲ある医師を確保する。

１．－（１）　診療・救急医療体制の整備
(市民病院）

病院ホームページへの掲載、医師募集広告・紹介業の活用を実施する。
MRI(磁力を利用して人体の断層像を得る画像診断装置）を導入する。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「地域医療等の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ

・全国的に深刻化している医師不足の現状
・夜間診療時間の拡充

１．地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－１－１　　（１）

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

施　　策　　名 １．病院・診療所の体制を整えます 施 策 の 基 本 方 針
　市民が地域で安心して暮らせるための医療を提供するため、意欲ある医師の確保や高度医療機器の導入を行
うとともに、休日・夜間における初期医療を運営・支援し、医療体制を整えます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード、その他 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 142,300 182,839

Ｈ２１予算額 0 0 0 77,298

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 185,839　（80,298）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 21 20 20 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている １．病院・診療所の体制を整えます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　診療・救急医療体制の整備【市民病院）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　医師確保事業 担当部課名
経営管理部

総務課

一次評価者(担当）

天野（23-7852）

財産収入

40,539

77,298

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
公募により医師を確保する。
高度医療機器を整備することにより医療の質の向上を図るとともに、意欲ある医師を確保する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

救急患者を
対象・受益者
の概数など

地域住民
病院ホームページへの掲載、医師募集広告・紹介業の
活用を実施する。
MRI(磁力を利用して人体の断層像を得る画像診断装
置）を導入する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

幅広く受入ができるよう。また、市内で医療
が受けられるようにするために

医師確保のため、医師の処遇・労働環境の改
善及び募集広告の活用を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

医師数 年度当初の医師数

達成度に対する
評価

医師の処遇改善等及び高度医療機器の整備を行ったが、医師の増員を図るまでには
至っておらず、特に救急医療体制の拡充はできていない。救急車受入率については、
年々下がる受入率に歯止めをかけることが目標であった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「MRIの導入」と「救急車受入率」を追加する。

市が関与する必要性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
病院運営において最重要課題のひとつである。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

医師確保のための医療環境・労働環境の整備は最も重要
な事業である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
15.3% 30.0% 50.0% 60.0% 健康医療部作手診療所

担当者・内線番号
夏目由佳・３７－２１３３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
機種選定委員会設置 機種選定委員会設置 機種選定委員会設置

X線テレビ装置・X線管装置 身長体重計 薬剤自動分包機

購入 購入 購入

保守 保守 保守

25,212 千円 15,645 567 3,000
国 庫 支 出 金 6,900 千円 4,200 900
県 支 出 金 3,107 千円 407 900
地 方 債 11,000 千円 11,000
そ の 他 0 千円

一 般 財 源 4,205 千円 38 567 1,200

○印 市民協働指数

○

○
①

行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実
(オ)の理由：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

1,200 1,200

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

医師数 （19年度　作手診療所2人）

900 900
900

3,000 3,000

900

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

機種選定委員会設置 機種選定委員会設置 機種選定委員会設置

購入手続き 心電計、監視用除細駆動装置 全自動滅菌機、低周波・マイクロ波治療機

保守 保守 保守

購入 購入 購入

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 国保診療所会計 医業費　施設整備費　備品購入費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉・地域医療の再設計

指標　Ⅲ

総合計画の施策体系

１．－（２）　診療・救急医療体制の整備
　　　(作手診療所）

耐用年数を超える医療器機を計画的に更新する。

指標　Ⅰ 「地域医療等の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ

事業名 高度医療機器を整備することにより医療の質の向上を図るとともに、意欲ある医師を確保する。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－１－１　（２）

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 １．病院・診療所の体制を整えます 施 策 の 基 本 方 針

１．地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　市民が地域で安心して暮らせるための医療を提供するため、意欲ある医師の確保や高度医療機器の導入を行
うとともに、休日・夜間における初期医療を運営・支援し、医療体制を整えます。

・全国的に深刻化している医師不足の現状
・夜間診療時間の拡充

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森下泰孝

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

4,200 407 11,000 15,645

Ｈ２１予算額 0 0 0 567

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.30　（0.10） 0.10　（0.05） 0.00　（0.00） 0.40（0.15） 人 2,400（900） 18,045（1,467）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 2 2 2 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

Ⅰ
　
基
本
情
報

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　診療・救急医療体制の整備
　　　(作手診療所）

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　施設整備事業 担当部課名
健康医療部
作手診療所

一次評価者(担当）
夏目由佳（３７－２１３

３）

１．地域の医療体制が整っている １．病院・診療所の体制を整えます

財産収入

38

567

耐用年数を超える医療器機を計画的に更新する。

職員数計

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 高度医療機器を整備することにより医療の質の向上を図るとともに、意欲ある医師を確保する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

主に作手地区　３,０００人

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

地域医療機関としての質の向上を図ること
で、住民の健康保持に寄与し、安心して暮
らせるようにするために

医療機器の機種選定、購入、補助金申請を行

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

内容
・

理由

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

事業の見直し度は低い

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

現在の指標に追加。（診療日数：平日/診療日数　患者数：
前年度末/年度末　機種選定会議開催：開催数/年度末）

医師数 医師数/年度末

総 合 評 価　[点]

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

受益者が広く公平であり、負担も適正

同左

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

達成度に対する
評価

県１回１県へき地医療支援機構２回医師派遣要請。Ｘ線テレビ５月交付申請。９
月入札依頼。１２月購入。保健所届出。１月実績報告。国交付決定。３月県交付
決定。

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
Ｘ線テレビ整備から１５年経過し、補修部品が調達困難とな
り、健康保持のための診断の維持に必要であった。

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

事業の見直し度は低い

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

受益者が広く公平であり、負担も適正

市が関与する必要性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
15.3% 30.0% 50.0% 60.0% 経営管理部総務課

担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
増額 継続 継続

130,000

2,490,000 千円 830,000 830,000 830,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,490,000 千円 830,000 830,000 830,000

○印 市民協働指数

○
(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実

環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

830,000=基準内700,000、基準外130,000（H20当初は基準内540,000を計上）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

基準外の繰入金額

指標　Ⅱ

基準外（新規）

　医師確保に要する経費

　医療器械に要する経費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

基準内（追加分） 継続 継続

　小児医療に要する経費

　保健衛生行政事務に要する経費

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 病院会計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 収入増対策及びコスト削減対策を進めるとともに適正な一般会計からの繰入により経営改善を進める。

１．－（３）　診療・救急医療体制の整備
　（市民病院の経営健全化）

繰出基準に基づいた一般会計からの繰入金の見直し及び繰出基準外の繰入金の算定

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「地域医療等の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ

・全国的に深刻化している医師不足の現状
・夜間診療時間の拡充

１．地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－１－１　　（３）

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 １．病院・診療所の体制を整えます 施 策 の 基 本 方 針
　市民が地域で安心して暮らせるための医療を提供するため、意欲ある医師の確保や高度医療機器の導入を行
うとともに、休日・夜間における初期医療を含め地域医療体制を整えます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 839,012

Ｈ２１予算額 0 0 0 700,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.05　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.05（0.05） 人 ３００　（300） 839,312（700,300）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 130,000,000 128,942,000 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている １．病院・診療所の体制を整えます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　診療・救急医療体制の整備
　（市民病院の経営健全化）

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　経営健全化事業 担当部課名
経営管理部

総務課

一次評価者(担当）

天野（23-7852）

財産収入

839,012

700,000

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 収入増対策及びコスト削減対策を進めるとともに適正な一般会計からの繰入により経営改善を進める。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

不採算部門、改善努力してもなお不足する部分

繰出基準に基づいた一般会計からの繰入金の見直し
及び繰出基準外の繰入金の算定

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域において安定的かつ継続的に医療が
受けられる状態にするために

一般会計からの繰入を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

繰出基準外繰入金
改革プラン収支計画の繰入金総額－基準内繰入金
額

達成度に対する
評価

計画通りの繰入額となっている。しかし、基準外繰入に頼らない健全経営が必要
である。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
病院経営再建のため暫定的に必要な事業である。 病院運営の安定・継続のため、必要な事業である。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
15.3% 30.0% 50.0% 60.0% 経営管理部総務課

担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
設計 工事

36,800 千円 36,800
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 36,800 千円 36,800

○印 市民協働指数

○
(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

敷地外の患者駐車場からは、道路を横断しなければならず危険な
ので消防署の跡地を駐車場にしてほしい。

環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

工事

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

消防署跡地の利用方法の決定

院内検討会議

設計

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 病院会計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 患者の利便性、安全性を図る。

１．－（４）　診療・救急医療体制の整備
（駐車場整備）

消防庁舎移転後の跡地を市民病院患者用駐車場として整備する。

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「地域医療等の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ

・全国的に深刻化している医師不足の現状
・夜間診療時間の拡充

１．地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－１－１　　(4)

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 １．病院・診療所の体制を整えます 施 策 の 基 本 方 針
　市民が地域で安心して暮らせるための医療を提供するため、意欲ある医師の確保や高度医療機器の導入を行
うとともに、休日・夜間における初期医療を含め地域医療体制を整えます。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 36800

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 1,800　（38,600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている １．病院・診療所の体制を整えます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　診療・救急医療体制の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（４）　駐車場整備事業 担当部課名
経営管理部

総務課

一次評価者(担当）

天野（23-7852）

財産収入

0

36800

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 患者の利便性、安全性を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

患者を
対象・受益者
の概数など

患者

消防庁舎移転後の跡地を市民病院患者用駐車場とし
て整備する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安全で利用しやすい状態にするために 駐車場の整備を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

旧消防署跡地の利用について、市としての方針が決まっていないため仮駐車場
として利用している。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

駐車場駐車台数を指標とする

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
患者の利便性及び安全性を考慮すると必要度が高い。 患者への安全性・利便性確保のため必要な事業である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



Ｈ２１事業につきシート省略

3-1-1-1-1-(5)　「新型インフルエンザ対策事業」



Ｈ２１事業につきシート省略

3-1-1-1-1-(6)　「医療機器等設備整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
10.0% 30.0% 40.0% 50.0% 健康医療部へき地医療支援室

担当者・内線番号
佐々木：23－7602

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

8,042件 9,055件 9,295件

273,587 82,450 91,137 100,000
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他 105,584 36,150 34,434 35,000
一 般 財 源 168,003 46,300 56,703 65,000

○印 市民協働指数

○
○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－１－２　

１　健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３　安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 １　病院・診療所の体制を整えます 施 策 の 基 本 方 針
臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域
医療を構築します。

指標　Ⅱ

開業医、勤務医、医療機関、市民の理解と協力、支援が得られるよう、十
分な協議が必要１　地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 9　重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策3　地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「地域医療の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域医療を構築します。

１．病診連携推進事業 地元新城医師会及び新城市民病院等の協力と支援を得て、病診連携を推進します。

新規　･　継続 H２０年度　～　継続 一般・（　　　　　会計） 衛生費　保健衛生費　休日・夜間診療所費他

・休日診療所運営 ○ ○
（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・在宅当番医制補助 ○ ○

・第２次救急医療病院群輪番制補助 ○ ○

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

受診件数、利用件数 受診件数、利用件数の推移を確認（毎年度末）

指標　Ⅱ

事

業

費

総　事　業　費 運営費、補助金等 人件費無し

財
源
内
訳 診療報酬、負担金、手数料、分担金等 人件費充当分除く

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目　芳嗣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 82,450

Ｈ２１予算額 0 0 0 91137

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 85,450　（94,137）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 2,204人 2,000人 2,077人 104% 実施

指標Ⅳ 2,516人 2,200人 2,292人 104% 実施

指標Ⅴ 1,872人 1,900人 1,929人 102% 実施

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明
新城医師会による第１次救急医療及び新城市民病院、東栄病院
による第２次救急医療が確保できた。今後も新城市民病院の全
面的な救急医療の再開について協議していく。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
新城医師会による第１次救急医療及び新城市民病院、東栄病院
による第２次救急医療が確保できた。今後も新城市民病院の全面
的な救急医療の再開について協議していく。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

休日診療所、在宅当番医制、第２次救急医療の利用者が全ての目標を上回った。
住民にとっての地域医療の必要性を再認識するとともに、地域連携が進み、地域医療が
充実したように思われる。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

実績報告書

在宅当番医制（受診件数） 実績報告書
第２次救急医療（受診件
数）

実績報告書

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

休日診療所（受診件数）

受診者、利用者

地元新城医師会及び新城市民病院等の協力と支援を
得て、病診連携を推進します。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

休日、夜間等時間外に発生する急病患者
の診療が可能な状態とするために

地元新城医師会を始め関係医師及び関係医療機
関等への協力、支援を要請し、新城市民病院を機
軸とする病診連携を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域医療を構築します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

財産収入

46,300

56703

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地域医療の再構築

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　病診連携推進事業 担当部課名
健康医療部へき
地医療支援室

一次評価者(担当）

佐々木：23－7602

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １　地域の医療体制が整っている １　病院・診療所の体制を整えます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３　安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １　健康に暮らせる「山の湊」を創る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
10.0% 30.0% 40.0% 50.0% 健康医療部へき地医療支援室

担当者・内線番号
佐々木：23－7602

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

○ ○ ○

1,326件 1,800件 1,800件

273,587 30,323 45,062 45,500
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他 105,584 11,383 21,122 21,500
一 般 財 源 168,003 18,940 23,940 24,000

○印 市民協働指数

○
○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

事

業

費

総　事　業　費 運営費、補助金等

財
源
内
訳 診療報酬、手数料等

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

受診件数、利用件数 受診件数、利用件数の推移を確認（毎年度末）

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・訪問看護ステーション開所・運営 ○ ○

新規　･　継続 H２０年度　～　継続 一般・（　　　　　会計） 衛生費　保健衛生費　休日・夜間診療所費他

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域医療を構築します。

１．訪問看護ステーション開設・運営事業
新城市民病院及び地元新城医師会等の協力と支援を得て、訪問看護ステーションの開
設・運営をします。

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「地域医療の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ

開業医、勤務医、医療機関、市民の理解と協力、支援が得られるよう、十
分な協議が必要１　地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 9　重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策3　地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－１－２　

１　健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３　安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 １　病院・診療所の体制を整えます 施 策 の 基 本 方 針
臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域
医療を構築します。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目　芳嗣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 11383 30,323

Ｈ２１予算額 0 0 0 21122 45062

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 32,123　（46,862）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ ー １３００件 １３２６件 102% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３　安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １　健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １　地域の医療体制が整っている １　病院・診療所の体制を整えます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地域医療の再構築

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）訪問看護ステーション開設・運営事業 担当部課名
健康医療部へき
地医療支援室

一次評価者(担当）

佐々木：23－7602

財産収入

18,940

23940

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域医療を構築します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民病院等への通院が困難な患者を
対象・受益者
の概数など

新城市民病院、開業医等かかりつけ医及び利用
者

新城市民病院及び地元新城医師会等の協力と支援を
得て、訪問看護ステーションの開設・運営をします。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

在宅での看護を受けられる状態にするため
に

新城市民病院、開業医等かかりつけ医等への協
力、支援を要請し、訪問看護ステーションを開設・
運営する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

訪問看護ステーション利用件数
受診件数、利用件数の推移を確認（毎年度
末）

達成度に対する
評価

訪問看護ステーションが７月に開設（開設許可書）され、市民病院に加えて開業
医も利用できるようになり在宅医療が充実した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
・訪問看護ステーションの開設・運営がなされ、市民の安心・安全が
確保されました。

・訪問看護ステーションの開設・運営がなされ、市民の安心・安全
が確保されました。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
10.0% 30.0% 40.0% 50.0% 健康医療部へき地医療支援室

担当者・内線番号
佐々木：23－7602

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

○ ○ ○

週4日、456件 週5日、1,000件 週7日、1,500件

273,587 82,450 91,137 100,000
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他 105,584 36,150 34,434 35,000
一 般 財 源 168,003 46,300 56,703 65,000

○印 市民協働指数

○
○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

事

業

費

総　事　業　費 運営費等

財
源
内
訳 診療報酬、手数料等

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

診療日数、受診件数 受診件数、利用件数の推移を確認（毎年度末）

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・夜間診療所運営開設・運営 ○ ○

新規　･　継続 H２０年度　～　継続 一般・（　　　　　会計） 衛生費　保健衛生費　休日・夜間診療所費他

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域医療を構築します。

１．夜間診療所開設・運営事業
地元新城医師会、豊川宝飯医師会、豊橋市医師会等所属医師及び関係医療機関等の
協力と支援を得て、夜間診療所を開設・運営します。

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「地域医療の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ

開業医、勤務医、医療機関、市民の理解と協力、支援が得られるよう、十
分な協議が必要１　地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 9　重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策3　地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－１－２　

１　健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３　安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 １　病院・診療所の体制を整えます 施 策 の 基 本 方 針
臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域
医療を構築します。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目　芳嗣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 36150 82,450

Ｈ２１予算額 0 0 0 34434 91137

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 85,450　（94,137）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ ー ４５０人 ４５６人 101% 実施

指標Ⅳ ー 週４日 週４日 100% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３　安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １　健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １　地域の医療体制が整っている １　病院・診療所の体制を整えます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地域医療の再構築

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　夜間診療所開設・運営事業 担当部課名
健康医療部へき
地医療支援室

一次評価者(担当）

佐々木：23－7602

財産収入

46,300

56703

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 臨床研修医制度の導入等により、医師不足による医療崩壊が深刻化する中で、新城市民病院を基軸とした地域医療を構築します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

受診者、利用者

地元新城医師会、豊川宝飯医師会、豊橋市医師会等
所属医師及び関係医療機関等の協力と支援を得て、
夜間診療所を開設・運営します。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

夜間に発生する急病患者の診療が可能な
状態にするために

地元新城医師会を始め関係医師及び関係医療機
関等への協力、支援を要請し、夜間診療所を開
設・運営する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

受診件数
受診件数、利用件数の推移を確認（毎年度
末）

診療日数
受診件数、利用件数の推移を確認（毎年度
末）

達成度に対する
評価

在宅輪番に加えて夜間診療所が１０月開設（開設許可書）により、１次救急医療が
充実した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
・夜間診療所の開設により時間外救急医療の条件整備がなされ、
市民の安心・安全が確保されました。

・夜間診療所の開設により時間外救急医療の条件整備がなさ
れ、市民の安心・安全が確保されました。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



Ｈ２１事業につきシート省略

3-1-1-1-2-(4)　「助産所解説・運営事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
15.3% 30.0% 50.0% 60.0% 経営管理部総務課

34.1% 40.0% 44.0% 48.0% 担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
院内検討会議の設置（連携システム） 地域医療機関への説明、協力要請 電子カルテ導入検討

素案作成（連携システム） 医療連携会議の設置、検討

システム業者選定（連携システム）

連携システム運用テスト

連携システム稼動

CATVの活用

－ 連携システム稼動

50,150 千円 150 35,000 15,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 50,150 千円 150 35,000 15,000

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－２－１

指標　Ⅲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

活
動
指
標

成
果
指
標

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ３．地域福祉・地域医療の再設計

１．地域の医療体制が整っている

３．安全・安心のくらし創造
総合計画の施策体系

施　　策　　名

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

運用状況検討会議 運用状況検討会議

組織：(イ)市長マニフェスト･指示による立案

地域医療機関との連携、協力

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

医療連携会議の設置、検討

地域医療機関への説明、協力要請

素案作成（連携システム）

指標　Ⅰ 事業の進捗

指標　Ⅱ

限られた医療資源を有効的に活用するため地域医療連携システムの構築により地域の医療機関との連携強化を図る。

新規　･　継続

平成 27 ～ 30 年度
院内検討会議の設置（連携システム）

病院会計

システム保守

H２０年度　→　H２２年度　

システム業者選定（連携システム）

「地域医療等の充実」の満足度 市民アンケート調査

地域医療連携システムの導入、CATVの活用１．　地域医療の連携

指標　Ⅱ 紹介率

指標　Ⅲ

事業名

システム保守

２．地域医療の連携を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域医療連携システム等の導入、市内開業医や地域の保健・医療・福祉関係施設との情報交換を行うなど、地
域の医療機関の連携を強化することで、地域医療サービスの向上を図ります。

関係者、関係機関の理解が得られるよう、十分な協議が必要

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

施策達成度指標の測定方法･時期　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

環境：

人材：
情報：

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

(オ)新規に追加実施するための立案

財政：

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

運用テスト（連携システム）

稼動（連携システム）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 150

Ｈ２１予算額 0 0 0 150

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.1　（0.1） 0.05（0.10） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.15（0.20） 人 90　（120） 240　（270）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ー システム素案作成 研修会参加 20% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明
地域医療連携において効果の期待できる事業である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
開業医の理解を得られ、多くの開業医がシステムを導入す
ることになれば医療連携において大きな効果が期待できる。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

先進事例が少ないため費用対効果等
の把握が困難であるため対応が遅れ
ている

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

開業医の理解とシステム機器の導入

達成度に対する
評価

先進事例が少ないためシステムについての研究が遅れている。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

事業の進捗 進捗状況

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
市民病院と市内開業医との連携を迅速で正
確に行えるようにすることで、地域での医療
が安心して受けられるようにするために

開業医に地域医療連携システムの理解を図り、導
入の拡大をすることで、地域医療の連携をオンライ
ン上での情報共有を可能にする。

職員数計

対象・受益者
の概数など

地域住民

担当部課名
一次評価者(担当）

天野（23-7852）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

150

150

　　　各課入力項目

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地域医療の連携

３．安全・安心のくらし創造

部長級

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 限られた医療資源を有効的に活用するため地域医療連携システムの構築により地域の医療機関との連携強化を図る。

戦略の方向　【政策】

経営管理部
総務課

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている ２．地域医療の連携を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　地域医療連携システム導入事業

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を

地域医療連携システムの導入、CATVの活用
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
15.3% 30.0% 50.0% 60.0% 経営管理部総務課

34.1% 40.0% 44.0% 48.0% 担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
開業医訪問 開業医訪問 開業医訪問

情報交換会の開催 情報交換会の開催 情報交換会の開催

   ３回

90 千円 30 30 30
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 90 千円 30 30 30

○印 市民協働指数

○

○

３－１－１－２－２　　（１）

情報交換会の開催

３．安全・安心のくらし創造

市内開業医への訪問、地域の関係施設との情報交換会により地域医療連携を図る。

・市内開業医への訪問
・地域の保健・医療・福祉関係施設との情報交換会

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

事業名

２．－（１）　地域医療情報の交換

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 「地域医療等の充実」の満足度

情報交換会の開催 情報交換会の開催

病院会計

開業医訪問開業医訪問 開業医訪問

施策達成度指標の測定方法･時期
市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．地域医療の連携を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域医療連携システム等の導入、市内開業医や地域の保健・医療・福祉関係施設との情報交換を行うなど、地
域の医療機関の連携を強化することで、地域医療サービスの向上を図ります。

・関係者、関係機関の理解が得られるよう、十分な協議が必要

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

地域の保健・医療・福祉関係機関との連携

人材：
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ３．地域福祉・地域医療の再設計

H２０年度　→　H３０年度　

指標　Ⅱ 紹介率

新規　･　継続

１．地域の医療体制が整っている
総合計画の施策体系

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 情報交換会

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

②
行政主導

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

協働の内容　（主体別活動内容）

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)新規に追加実施するための立案

指標　Ⅲ

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

事

業

費

(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 各種審議会等 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 30

Ｈ２１予算額 0 0 0 30

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.05　（0.10） 0.05　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20（0.30） 人 1,200　（1,800） 1,230　（1,830）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ３回 ３回 ３回 100.0% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明
地域医療連携を円滑に行い、退院後の患者の支援のため
必要な事業である。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
特に入院患者さんの退院支援を円滑に行うために必要であ
る。

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
ほぼ予定通り実施できている。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

年３回の情報交換会で状況報告や今後の対応についての検討
を行う。

達成度に対する
評価

ある程度定期的開催できるようになり、連携は深まりつつある。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

すみやかに適切な医療が受けられるような
状態にするために

市内開業医や地域の関係施設との連携強化を進
めることを目的として訪問及び情報交換会を実施
する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

情報交換会 開催回数

・市内開業医への訪問
・地域の保健・医療・福祉関係施設との情報交換会

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市内開業医への訪問、地域の関係施設との情報交換会により地域医療連携を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

地域の保健・医療・福祉関係施設

30

部長級 職員数計

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

30

担当部課名
経営管理部

総務課

一次評価者(担当）

天野（23-7852）

戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている ２．地域医療の連携を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．－（１）　地域医療情報の交換

評価の対象となる
【事務事業名】

地域医療連携事業

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 健康医療部へき地医療支援室

担当者・内線番号
佐々木：23－7602

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

毎月1回発行 毎月1回発行 毎月1回発行
年１回開催 年１回開催 年１回開催

紹介患者数 紹介患者数
2,626 165 961 1,500

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 2,626 165 961 1,500

○印 市民協働指数

○

○

財政：

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：
(オ)の理由：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
開催回数 協議会の開催を確認（毎年度末）指標　Ⅱ

事

業

費

総　事　業　費 印刷代、委員報償費、病診連携事業負担金

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ 紹介患者数 豊川市民病院への紹介患者数を確認（毎年度末）

発行回数 月刊紙の発行を確認（毎年度末）

○

・豊川市民病院患者紹介システムの利活用 ○ ○

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・第１次救急医療対策会議の開催 ○

・地域医療だより「奥三河の風」の発行 ○ ○

新規　･　継続 H２０年度　～　継続 一般・（　　　　　会計） 衛生費　保健衛生費　保健総務費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 　開業医、勤務医、医療機関、市民の理解と協力、支援を得て地域医療の連携を推進します。

２．－（２）　地域医療連携推進事業
開業医及び勤務医等を紹介する「地域医療だより」を発行します。第１次救急医療体制の充実を図
るため「第１次救急医療対策協議会」を開催します。豊川市民病院への患者紹介システムを利活用
します。

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「地域医療の充実」の満足度 市民満足度アンケート調査

指標　Ⅱ

開業医、勤務医、医療機関、市民の理解と協力、支援が得られるよう、十
分な協議が必要１　地域の医療体制が整っている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 9　重要テーマに関する中長期の戦略確定 3　地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－１－２－２　（２）

１　健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３　安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 ２　地域医療の連携を進めます 施 策 の 基 本 方 針 　開業医、勤務医、医療機関、市民の理解と協力、支援を得て病診連携を推進します。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目芳嗣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 165

Ｈ２１予算額 0 0 0 961

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.30（030） 人 1,800　（1,800） 1,965　（2,761）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 毎月発行 毎月発行 100% 実施

指標Ⅱ 年1回開催 年1回開催 100% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

成　果　実　績

（成果指標）
アウトカム

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

２　地域医療の連携を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２、　地域医療連携推進事業　

健康医療部
へき地医療

支援室

一次評価者(担当）

佐々木：23－7602

財産収入

165

961

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　開業医、勤務医、医療機関、市民の理解と協力、支援を得て地域医療の連携を推進します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　地域医療連携推進事業 担当部課名
Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １　地域の医療体制が整っている

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３　安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １　健康に暮らせる「山の湊」を創る

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

対象・受益者
の概数など

医療関係者を始め市民
開業医及び勤務医等を紹介する「地域医療だより」を発
行します。第１次救急医療体制の充実を図るため「第１
次救急医療対策協議会」を開催します。豊川市民病院
への患者紹介システムを利活用します。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

体調不良時に適切な対処がとれるように、ま
た、処置が受けられるようにするために

原稿依頼・編集・構成・発行（奥三河の風）、１次救急医
療の方向性を提案（協議会）、豊川宝飯医師会との調整
（豊川市民病院紹介システム）を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

地域医療だよりの発行 ホームページ掲載

第１次救急医療対策会議の開催 議事録

達成度に対する
評価

医師との繋がりが持てるようになり、協働して地域医療への取り組みと、地域医療
に対する目的意識の共有が進む糸口となった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

紹介患者数を追加する。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
開業医、勤務医等の紹介に加えて、市民活動を紹介するコーナー
を設けるなど工夫している。また、時間外診療体制について協議会
を開催して意見、要望を聴取している。

開業医、勤務医等の紹介に加えて、市民活動を紹介するコー
ナーを設けるなど工夫している。また、時間外診療体制について
協議会を開催して意見、要望を聴取している。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 健康医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

133,950 千円 44,650 44,650 44,650
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 1,200 千円 400 400 400
地 方 債 0 千円

そ の 他 10,284 千円 3,428 3,428 3,428
一 般 財 源 122,466 千円 40,822 40,822 40,822

○印 市民協働指数

○

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)の理由：

市民アンケート調査

指標　Ⅱ
指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
環境：

受診者数

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

新規　･　継続 B

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

→

総合計画の施策体系
１．地域の医療体制が整っている

H２０年度　→　H３０年度　

事業名 市民が健康づくりに取り組めるように各種検診を行う。

１．　健康診査の実施 各種検診を行う。

一般会計

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

年度末受診者数（18年度　11,872人）

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ３．地域福祉・地域医療の再設計

施　　策　　名 １．予防医療を進めます 施 策 の 基 本 方 針

３．安全・安心のくらし創造

①
行政主体

財政：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

健康診査

　病気の治療は重要ですが、病気を未然に予防することはさらに重要であり、各種検診の実施や疾患・療養者への身近な場所での訓練・訪
問指導などにより、市民が予防医療に取り組めるようにします。また、広報「ほのか」、病院だよりなどで病気や予防対策についての情報提供
を行います。

人材：

→

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

・各個人が自分の健康は自分で管理する自覚を持つようにすること

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

衛生費　保健衛生費　保健事業費

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－２－１－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計（千円）

0 400 0 3,428 44,650

Ｈ２１予算額 0 400 0 3,428 44,650

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（010） 0.10　（0.10） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.40（0.40） 人 2,400　（2,400） 47,050 （47,050）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ １７，５０１人 ８，５００人 ７，２３６人 85.1 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 11 B

説　明

３．安全・安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている １．予防医療を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　健康診査の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　健康診査事業 担当部課名
健康医療部

健康課

一次評価者(担当）

　　市野（23-8551）

財産収入

40,822

40822

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民が健康づくりに取り組めるように各種検診を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

２０歳以上の市民　を
対象・受益者
の概数など

２０歳以上の市民

各種検診を行う。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

健診を行うことにより、自分の健康は自分で
管理　するために

年間を通じた、集団及び医療機関個別による
健診を実施する。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

健康診査受診者数 受診者数／該当者数

※１９年度まで基本健康診査を実施

達成度に対する
評価

１９年度までは、基本健康診査を健康課で行っていたため、受診者数は多いが、２０年度
から制度改正により、特定健診が保険医療課に移った。今後は基本健診を除いた検診
で新たな設定を行う。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

基本健診を除いた設定とする。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
基本健診からの制度変更に伴い、健康課が行う健診受診者
は減となったが、今後もその他の健診の受診者を増加させ
る。

１次健康診査を行った後のフォロー（精密検査の１０割受
診）を徹底し、健康づくり事業へと繋げる必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



Ｈ２１事業につきシート省略

3-1-2-1-1-(2)　「女性のがん検診事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 健康医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

→ → →

552 千円 184 184 184
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 360 千円 120 120 120
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 192 千円 64 64 64

○印 市民協働指数

○

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

機能訓練

→

18年度　25回

18年度　494回

協働の内容　（主体別活動内容）

平成 27 ～ 30 年度
→

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－２－１－２

事業名

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

総合計画の施策体系

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

施　　策　　名 １．予防医療を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　病気の治療は重要ですが、病気を未然に予防することはさらに重要であり、各種検診の実施や疾患・療養者への身近な場所での訓練・訪
問指導などにより、市民が予防医療に取り組めるようにします。また、広報「ほのか」、病院だよりなどで病気や予防対策についての情報提供
を行います。

３．安全・安心のくらし創造

・各個人が自分の健康は自分で管理する自覚を持つようにすること

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．地域福祉・地域医療の再設計

１．地域の医療体制が整っている

訪問指導 →

H２０年度　→　H３０年度　

→

一般会計

２．　機能訓練、訪問指導の実施

B

市民が健康づくりに取り組めるように機能訓練・訪問指導を行う。

疾患・療養者に身近な場所での訓練や訪問指導を行う。

新規　･　継続 衛生費　保健衛生費　保健事業費

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 機能訓練実施数

指標　Ⅱ 訪問指導数

指標　Ⅲ

人材：
①

行政主体

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

(オ)新規に追加実施するための立案

事

業

費

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

総　事　業　費

財
源
内
訳

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度 市民アンケート調査

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 120 0 184

Ｈ２１予算額 0 120 0 184

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.10　（010） 0.00　（0.00） 0.25（0.25） 人 1,500　（1,500） 1,684　（1,684）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 18 20 20 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 54 60 58 96.7 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

１．予防医療を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　機能訓練、訪問指導の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　機能訓練・訪問指導事業 担当部課名
健康医療部

健康課

一次評価者(担当）

　　市野（23-8551）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

64

64

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民が健康づくりに取り組めるように機能訓練・訪問指導を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

４０歳以上で疾病、老化等により機能の低下
した者　を

対象・受益者
の概数など

５０人

疾患・療養者に身近な場所での訓練や訪問指導を行
う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
心身機能の維持及び回復に必要な訓練を
実施し、健康に生活が送れるようにするため
に

機能訓練や訪問指導を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

機能訓練実施回数 実施回数／予定回数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

訪問指導人数 実施人数／予定人数

達成度に対する
評価

回数による達成度は高い。今後は、高齢課を受け埋もれた該当者の把握に努
め、実施者数を延ばすことが必要となる。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市の関与と他の関係機関との連携が必要である。 市の関与と他の関係機関との連携を密にし、無駄のない

運営に心がける必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 経営管理部総務課

担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
病院だより発行（毎月） 病院だより発行（毎月） 病院だより発行（毎月）

広報しんしろ「ほのか」に「ほのか診察室」連載 広報しんしろ「ほのか」に「ほのか診察室」連載 広報しんしろ「ほのか」に「ほのか診察室」連載

本庁、各支所に市民病院コーナー設置 本庁、各支所に市民病院コーナー設置 本庁、各支所に市民病院コーナー設置

12回 12回 12回

352 千円 112 120 120
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 352 千円 112 120 120

○印 市民協働指数

○

○

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実

環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

病院だより発行回数

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

病院だより発行（毎月） 病院だより発行（毎月） 病院だより発行（毎月）

広報しんしろ「ほのか」に「ほのか診察室」連載 広報しんしろ「ほのか」に「ほのか診察室」連載 広報しんしろ「ほのか」に「ほのか診察室」連載

本庁、各支所に市民病院コーナー設置 本庁、各支所に市民病院コーナー設置 本庁、各支所に市民病院コーナー設置

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 病院会計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 市民病院の診療状況等をPRすることにより正しい理解を得て地域住民の不安を取り除く。

３．　医療・診療の広報 広報「ほのか」、病院だよりなどで病気や予防対策について情報の提供を行う。

指標　Ⅱ

・各個人が自分の健康は自分で管理する自覚を持つようにすること２．みんなが健康づくりに努めている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－２－１－３

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 １．予防医療を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　病気の治療は重要ですが、病気を未然に予防することはさらに重要であり、各種検診の実施や疾患・療養者への身近な場所での訓練・訪
問指導などにより、市民が予防医療に取り組めるようにします。また、広報「ほのか」、病院だよりなどで病気や予防対策についての情報提供
を行います。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 啓発・広報 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 112

Ｈ２１予算額 0 0 0 120

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.40（0.40） 人 2,400　（2,400） 2,512　（2,520）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ １２回 １２回 １２回 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．みんなが健康づくりに努めている １．予防医療を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　医療・診療の広報

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　広報事業 担当部課名
経営管理部

総務課

一次評価者(担当）

天野（23-7852）

財産収入

112

120

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民病院の診療状況等をPRすることにより正しい理解を得て地域住民の不安を取り除く。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

地域住民

広報「ほのか」、病院だよりなどで病気や予防対策につ
いて情報の提供を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
病気時に迅速な判断や病気に対する正し
い理解をすることで、各自が予防対策をし、
健康に暮らせる状態にするために

病気、予防対策、病院の情報を広報するため「病
院だより」の発行や「ほのか診察室」の連載を進め
る。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

病院だより発行回数 発行回数(年度）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

「病院だより」の毎月発行、「ほのか診察室」の連載を実施している。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

病院だよりの発行、広報ほのかに「ほのか診察室」の連載の
回数
患者満足度調査結果

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市民病院の情報について入手方法をアンケート調査したところ、
「病院だより」との回答が少なかったことから配布方法等の見直し
が必要となっている。

病気に対する正しい知識、予防方法等の情報の提供は、
安心して暮らせる地域のため必要な事業である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 経営管理部総務課

担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
出前健康講座開催 出前健康講座開催 出前健康講座開催

（　　　　　　）２５回

105 千円 35 35 35
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 105 千円 35 35 35

○印 市民協働指数

○

○

区長等からの依頼により実施

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

②
行政主導

1 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由： 市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

講座開催回数 （現在15回）

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

出前健康講座開催 出前健康講座開催 出前健康講座開催

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 病院会計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 病気や予防医療に対する知識を提供し、健診の大切さをPRする。

１．　出前健康講座の開催 区長等からの依頼を受け、地域の公民館等に出向き健康講座を開催する。

指標　Ⅱ

・健康づくりに各自が自主的に取り組むことが重要２．みんなが健康づくりに努めている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－２－２－１

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 ２．保健づくりを応援します 施 策 の 基 本 方 針
　市民の健康づくりを推進するため、地域の公民館等に出向いての健康講座の開催、老人クラブや地域の運動会等の行事に参加しての応
急処置や健康相談の実施、自己の健康管理のための健康手帳の配布、依頼に応じての健康教育や糖尿病などの個別健康教育健康相談
の実施などに取り組みます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 啓発・広報 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 35

Ｈ２１予算額 0 0 0 35

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 1,835　（1,835）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 22 25 25 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．みんなが健康づくりに努めている ２．保健づくりを応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　出前健康講座の開催

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　出前健康講座開催事業 担当部課名
経営管理部

総務課

一次評価者(担当）

天野（23-7852）

財産収入

35

35

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 病気や予防医療に対する知識を提供し、健診の大切さをPRする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

地域住民

区長等からの依頼を受け、地域の公民館等に出向き健
康講座を開催する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
病気時に迅速な判断や病気に対する正し
い理解をすることで、各自が予防対策をし、
健康に暮らせる状態にするために

病気、予防医療に対する知識の提供や健診
の大切さをPRするため健康講座を開催する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

健康講座の開催 実績値/目標値

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

市内の行政区からの要望が年々増加しており、それなりの成果は出ている。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

行政区や団体からの依頼を受け、時期及びテーマを決める。
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

ほぼ行政区からの依頼に対応してい
る。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
この事業による成果が明確に出るわけではないので有効性が高
いとはいえないが、団体からの要望は増加傾向にあるため必要性
は高い。

病気や予防に対する正しい知識を提供し、早期発見・早期
治療のため必要な事業である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 経営管理部総務課

担当者・内線番号
天野（23-7852）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
まちの保健室開催 まちの保健室開催 まちの保健室開催

（　　　　　　　）７回

105 千円 35 35 35
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 105 千円 35 35 35

○印 市民協働指数

○

○

老人クラブや地域の運動会等の行事において実
施(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

②
行政主導

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由： 市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域医療の充実

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

まちの保健室開催回数 （現在6回）

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

まちの保健室開催 まちの保健室開催 まちの保健室開催

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 病院会計

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

事業名 病気や予防医療に対する知識を提供し、健診の大切さをPRする。

２．　「まちの保健室」の開催 老人クラブや地域の運動会等の行事に参加し、応急処置や健康相談を行う。

指標　Ⅱ

・健康づくりに各自が自主的に取り組むことが重要２．みんなが健康づくりに努めている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉・地域医療の再設計

総合計画の施策体系

市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－１－２－２－２

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．安全・安心のくらし創造

施　　策　　名 ２．健康づくりを応援します 施 策 の 基 本 方 針
　市民の健康づくりを推進するため、地域の公民館等に出向いての健康講座の開催、老人クラブや地域の運動会等の行事に参加しての応
急処置や健康相談の実施、自己の健康管理のための健康手帳の配布、依頼に応じての健康教育や糖尿病などの個別健康教育健康相談
の実施などに取り組みます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 啓発・広報 浅賀　邦久

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 35

Ｈ２１予算額 0 0 0 35

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.15（0.15） 人 900　（900） 935　（935）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 6 10 6 60% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

9 D 9 D

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 ２．みんなが健康づくりに努めている ２．健康づくりを応援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　「まちの保健室」の開催

評価の対象となる
【事務事業名】

「まちの保健室」開催事業 担当部課名
経営管理部

総務課

一次評価者(担当）

天野（23-7852）

財産収入

35

35

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 病気や予防医療に対する知識を提供し、健診の大切さをPRする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

参加者

老人クラブや地域の運動会等の行事に参加し、応急処
置や健康相談を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安心して行事に参加でき、健康不安が軽減
された状態にするために

怪我をした場合などの応急処置あるいは健康
相談を行うまちの保健室を開催する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

まちの保健室の開催 実績値/目標値

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

市内の団体（老人クラブ等）からの要望が年々増加しており、それなりの成果は
出ている。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

各種団体の行事
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

各種団体で計画した行事に参加してい
る。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
この事業による成果が明確に出るわけではないので有効性が高
いとはいえないが、地域からの要望は増加傾向にあるため必要性
は高い。

健康相談等を通じ、検診等の必要性を周知し、早期発見・
早期治療のため必要な事業である。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 健康医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

→ → →

750 千円 250 250 250
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 426 千円 142 142 142
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 324 千円 108 108 108

○印 市民協働指数

○

３－１－２－２－３（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

事

業

費

総　事　業　費

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度 市民アンケート調査

財
源
内
訳

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

健康手帳交付

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

環境：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)新規に追加実施するための立案

人材：

(オ)の理由：

協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

総合計画の施策体系

施　　策　　名 ２．健康づくりを応援します

市民ニーズの把握
（市民要望等）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 配布件数（18年度1,356人）

指標　Ⅲ

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

全　体　計　画

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

B

事業名

３．　健康手帳の交付

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

新規　･　継続

　市民の健康づくりを推進するため、地域の公民館等に出向いての健康講座の開催、老人クラブや地域の運動会等の行事に参加しての応
急処置や健康相談の実施、自己の健康管理のための健康手帳の配布、依頼に応じての健康教育や糖尿病などの個別健康教育健康相談
の実施などに取り組みます。

・健康づくりに各自が自主的に取り組むことが重要

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．地域福祉・地域医療の再設計

１．地域の医療体制が整っている

３．安全・安心のくらし創造

平成 23 ～ 26 年度

自己の健康管理のための健康手帳を配布する。

H２０年度　→　H３０年度　 衛生費　保健衛生費　保健事業費

平成 27 ～ 30 年度
→

情報：

施 策 の 基 本 方 針

→

一般会計

市民が健康づくりに取り組めるように健康手帳を配布する。

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 142 0 250

Ｈ２１予算額 0 142 0 250

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.15　（0.15） 0.00　（0.00） 0.30 （030） 人 1,800　（1,800） 2,050　（2,050）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 2,440 2,000 2,024 101.2 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明
健康の記録帳として価値が高い。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
健康を記録するため必要不可欠であり、医療機関等を受診
した場合等にも役に立つものである。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

節目による交付は、年１回定期に行っているが、検診時の亡失者等の把握がで
きない点がある。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

健康手帳の配付 ４０歳・６０歳該当者

２，１００人

自己の健康管理のための健康手帳を配布する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

健康の記録を記入し、自己の健康管理に役
立てるために

健診実施時及び４０･６０歳に配付する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民が健康づくりに取り組めるように健康手帳を配布する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

健診受診者及び４０･６０歳の市民　を
対象・受益者
の概数など

財産収入

108

108

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　健康手帳の交付

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　健康手帳交付事業 担当部課名
健康医療部

健康課

一次評価者(担当）

　　市野（内線　　　）

　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

３．安全・安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている ２．健康づくりを応援します

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 健康医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

→ → →

3,990 千円 1,330 1,330 1,330
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 2,337 千円 779 779 779
地 方 債 0 千円

そ の 他 12 千円 4 4 4
一 般 財 源 1,641 千円 547 547 547

○印 市民協働指数

○

３－１－２－２－４（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ３．地域福祉・地域医療の再設計９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

B

→

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度
健康教育

　市民の健康づくりを推進するため、地域の公民館等に出向いての健康講座の開催、老人クラブや地域の運動会等の行事に参加しての応
急処置や健康相談の実施、自己の健康管理のための健康手帳の配布、依頼に応じての健康教育や糖尿病などの個別健康教育健康相談
の実施などに取り組みます。

一般会計 衛生費　保健衛生費　保健事業費

・健康づくりに各自が自主的に取り組むことが重要

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　

事業名 市民が健康づくりに取り組めるように健康教育を行う。

４．　健康教育の実施 依頼に応じての健康教育、糖尿病の個別健康教育などを実施する。

人材：

→

協働の内容　（主体別活動内容）市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

施　　策　　名 ２．健康づくりを応援します 施 策 の 基 本 方 針

総合計画の施策体系
１．地域の医療体制が整っている

３．安全・安心のくらし創造

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

財政：

指標　Ⅱ

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

組織：

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 実施回数（18年度106回）

指標　Ⅲ

①
行政主体

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度 市民アンケート調査

事

業

費

総　事　業　費

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 779 0 4 1,330

Ｈ２１予算額 0 779 0 4 1330

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10（0.10） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.35（035） 人 2,100　（2,100） 3,430　（3,430）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 73 100 109 109 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明
健康に対する意識を高めるため必要な事業である。高齢
者からの依頼が多いが、４０・５０歳代をターゲットにした教
育も必要と考える。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
緊急性は無いが、健康意識の向上のため必要不可欠であ
る。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

依頼のある市民団体等が当初の計画より多くあり、今後も広報等周知を心がけ
ることとする。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

健康教育実施回数 実施回数／予定回数

全市民

依頼に応じての健康教育、糖尿病の個別健康教育な
どを実施する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

健康づくりについて感心を持たせ、自分の
健康は自分で守る意識普及　のために

保健師・管理栄養士が出向き、健康の普及の
ため健康教育を実施する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民が健康づくりに取り組めるように健康教育を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

依頼のあった市民団体　を
対象・受益者
の概数など

547

547

健康医療部
健康課

一次評価者(担当）

　　市野（内線　　　）

財産収入

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

１．地域の医療体制が整っている

３．安全・安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．健康づくりを応援します

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　健康教育の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　健康教育事業 担当部課名



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
65.2% 健康医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

930 千円 310 310 310
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 618 千円 206 206 206
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 312 千円 104 104 104

○印 市民協働指数

○

３－１－２－２－５（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

健康相談

施 策 の 基 本 方 針

人材：

・健康づくりに各自が自主的に取り組むことが重要

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

指標　Ⅱ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

施策達成度指標の測定方法･時期
市民アンケート調査

　市民の健康づくりを推進するため、地域の公民館等に出向いての健康講座の開催、老人クラブや地域の運動会等の行事に参加しての応
急処置や健康相談の実施、自己の健康管理のための健康手帳の配布、依頼に応じての健康教育や糖尿病などの個別健康教育健康相談
の実施などに取り組みます。

一般会計 衛生費　保健衛生費　保健事業費H２０年度　→　H３０年度　

市民が健康づくりに取り組めるように健康相談を行う。

住民の健康に関する相談を実施する。

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３．地域福祉・地域医療の再設計

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

環境：

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

→ →

施　　策　　名

新規　･　継続

２．健康づくりを応援します

事業名

５．　健康相談の実施

３．安全・安心のくらし創造

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

総合計画の施策体系
１．地域の医療体制が整っている

B

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 「健康づくり支援の充実」の満足度

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

①
行政主体

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)の理由：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)新規に追加実施するための立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 相談実施回数

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 206 0 310

Ｈ２１予算額 0 206 0 310

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.15　（0.15） 0.15　（0.15） 0.00　（0.00） 0.35（0.35） 人 2,100　（2,100） 2,410　（2,410）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 152 120 112 93.3 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明
受益者が広く公平であり、市民のニーズもある。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
受益者は広く公平であり、市民のニーズもある。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

特に相談日を設けないが、随時相談に応じることによって対応できているので達
成感覚は高い。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

相談件数 実相談件数

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

全市民

住民の健康に関する相談を実施する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
健康等に関する不安や悩みを聞き、適切な
アドバイスを行い　不安等を解消　するため
に

保健師・管理栄養士が個別・集団を問わず電
話でも直接でも相談に応じる。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民が健康づくりに取り組めるように健康相談を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

全市民　を
対象・受益者
の概数など

104

104

健康医療部
健康課

一次評価者(担当）

　　市野（内線　　　）

財産収入

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている ２．健康づくりを応援します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
５．　健康相談の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　健康相談事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】３．安全・安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
323人（18年度） 323人 323人 323人 健康医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

→ → →

５回 7回 7回

アンケート調査実施

42,401 千円 11,347 15,527 15,527
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 42,401 千円 11,347 15,527 15,527

○印 市民協働指数

○
○
○
○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－２－１－１－１

少子化対策として妊婦健康診査助成事業の拡大により出産意欲の向上を図る。また、妊婦健康診査未受診者をなくすことにより、母子
の健康を守る。

H２０年度　→　H３０年度　 一般会計 衛生費　保健衛生費　母子保健費A1・Ａ

指標　Ⅰ 出生数

３．安全・安心のくらし創造

新規　･　継続

事業名

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施　　策　　名 １．子どもを生む環境を整えます 施 策 の 基 本 方 針
　子どもを生む環境を向上させるためには、出産のリスクや不安、経済的負担を軽減・解消することが必要です。このため、妊婦健康診査の
助成回数の増加や受診率の向上、乳児家庭の全戸訪問による助言や支援などに取り組むとともに、不妊に悩む夫婦に対しては不妊治療に
要する費用の助成を行います。

総合計画の施策体系
１．地域の医療体制が整っている

施策達成度指標の測定方法･時期

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
年度出生数

施策実施上の課題

　２．子育て支援と教育改革

・妊婦健康診査に関して国や県が望ましいとしている回数に引き
　上げるための財源の確保
・乳児家庭への訪問に係る人材不足への対応

妊婦健康診査の助成 ２５年度から１０回 ３０年度から１４回

指標　Ⅱ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

１．　妊婦健康診査への助成 妊婦健康診査の助成回数を３回から１４回に増やす。

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

庁内で妊婦健康診査の助成回数を検討 → →

母子手帳交付 → →

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 助成延回数 年度末助成延回数（18年度　945回）(19年度　1,016回）

指標　Ⅱ 対象妊婦の満足度

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

実施回数の増（県平均7.3回）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 11,347

Ｈ２１予算額 0 0 0 15527

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.15　（0.15） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 13,147　（17,327）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1,016 1,615 1,700 105.30% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ 0 0 0 0 未

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

３．安全・安心のくらし創造

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　妊婦健康診査事業

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　　　各課入力項目
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている １．子どもを生む環境を整えます

Ｈ２０決算額
（千円）

戦略の方向　【政策】

財産収入

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　妊婦健康診査への助成

担当部課名
健康医療部

健康課

一次評価者(担当）

　　市野（内線　　　）

11,347

15527

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 少子化対策として妊婦健康診査助成事業の拡大により出産意欲の向上を図る。また、妊婦健康診査未受診者をなくすことにより、母子の健康を守る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

当該年度に妊娠届出をした妊婦　を
対象・受益者
の概数など

323人

妊婦健康診査の助成回数を３回から１４回に増やす。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

健康管理の充実と経済的負担を軽減し、安
心して妊娠・出産　するため

受診券の印刷を業者へ委託し、直営で帳合
製本し配布する。1人14回の助成事務を　行
う。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

助成延回数 使用済受診券／配付済受診券

※19年度3回、20年度5回、21年度14回

対象妊婦の満足度（アンケートの実施）

達成度に対する
評価

国の施策により平成21年3月から、14回の助成実施済。
妊娠初期における利用回数が中期・後期に比して少なく、100％の利用率となっ

ていない。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

対象妊婦の満足度（アンケートの実施）は把握が困難なため
取りやめ。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
20年度は5回、21年度7回の予定であったが、国の施策によ
り、21年3月から14回となり、国の基準回数を達成できた。

財源の確保が課題となっていたが、国の施策により財源を
確保し早期に実現できた。しかし、22年度までの時限措置
であるため、再度財源の確保が問題となる。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
323人（18年度） 323人 323人 323人 健康i医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

→ → →

→ →

→ →

→ → →

70% 100% 100%

510 千円 121 162 227
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 510 千円 121 162 227

○印 市民協働指数

○
○

○
環境：

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

組織：
人材：
情報：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(オ)新規に追加実施するための立案

協働の内容　（主体別活動内容）

財
源
内
訳

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

母子保健ボランティア養成講座

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 家庭訪問実施率 年度末家庭訪問実施率（18年度　46%）（19年度　53.6％）

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

見守り指導員研修

見守り指導員報償費 → →

乳児の健康・食事ガイドブック配布 → →

→家庭訪問

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般会計 衛生費　保健衛生費　母子保健費Ａ１・B

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
→

指標　Ⅲ

事業名
乳児のいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに親子の心身の状況や養育環境等
の把握や助言を行い支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結びつける。

指標　Ⅰ 出生数 年度出生数

指標　Ⅱ

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

１．地域の医療体制が整っている

施策達成度指標の測定方法･時期

２．　乳児家庭への訪問 生後４か月までに乳児の全戸訪問を行う。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

３－２－１－１－２

・妊婦健康診査に関して国や県が望ましいとしている回数に引き
　上げるための財源の確保
・乳児家庭への訪問に係る人材不足への対応

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 　２．子育て支援と教育改革

３．安全・安心のくらし創造 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施　　策　　名 １．子どもを生む環境を整えます 施 策 の 基 本 方 針
　子どもを生む環境を向上させるためには、出産のリスクや不安、経済的負担を軽減・解消することが必要です。このため、妊婦健康診査の
助成回数の増加や受診率の向上、乳児家庭の全戸訪問による助言や支援などに取り組むとともに、不妊に悩む夫婦に対しては不妊治療に
要する費用の助成を行います。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 121

Ｈ２１予算額 0 0 0 162

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.15　（0.15） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 1,921（1,962）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 66.90% 67.00% 64.10% 95.70% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．地域の医療体制が整っている １．子どもを生む環境を整えます

評価の対象となる
【事務事業名】

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　乳児家庭への訪問

（１）　こんにちは赤ちゃん事業 担当部課名
健康i医療部

健康課

一次評価者(担当）

　　市野（内線　　　）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

121

162

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
乳児のいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い支援が必要な家庭に対
して適切なサービス提供に結びつける。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

生後４か月までの乳児　を
対象・受益者
の概数など

３２３人

生後４か月までに乳児の全戸訪問を行う。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

全戸訪問し、不安や悩みを聞き、子育ての
支援を　するために

３地区において、訪問活動を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

家庭訪問実施率 訪問人数／出生者数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

他部局（保険医療課・介護高齢課・包括支援センター）への職員異動により、合
併後広域となった新市において、訪問活動に従事する職員の不足から、高率の
訪問ができていなかった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
近年児童虐待が問題となり、回りの生活環境に適合しにくい
母親（家族）が増え、子育てに不安を抱き、うつ状態になる傾
向が現れているため、事業を推進する必要がある。

市が関与する必要性は高いが、「地域が子どもを育てる」
観点から、２１年度開始するこんにちは赤ちゃん訪問事業
は、母子ボランティアの協力により推進する必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
323人（18年度） 323人 323人 323人 健康医療部健康課

担当者・内線番号
　　市野（内線　　　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

3,000 千円 750 1,000 1,250
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 1,500 千円 375 500 625
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,500 千円 375 500 625

○印 市民協働指数

○
○
○
○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－２－１－１－３

指標　Ⅰ 出生数 年度出生数

施　　策　　名 １．子どもを生む環境を整えます 施 策 の 基 本 方 針
　子どもを生む環境を向上させるためには、出産のリスクや不安、経済的負担を軽減・解消することが必要です。このため、妊婦健康診査の
助成回数の増加や受診率の向上、乳児家庭の全戸訪問による助言や支援などに取り組むとともに、不妊に悩む夫婦に対しては不妊治療に
要する費用の助成を行います。

・妊婦健康診査に関して国や県が望ましいとしている回数に引き
　上げるための財源の確保
・乳児家庭への訪問に係る人材不足への対応

施策達成度指標の測定方法･時期

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

３．安全・安心のくらし創造

施策実施上の課題

　２．子育て支援と教育改革

１．健康に暮らせる「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

総合計画の施策体系
１．地域の医療体制が整っている

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般会計 衛生費　保健衛生費　母子保健費Ａ１・B

事業名
不妊に悩む夫婦に対し、不妊治療（対外受精、顕微受精を除く）に要する費用の一部を助成することにより、その経済的な負担の軽減
を図り、少子化対策の充実を図る。

３．　不妊治療への助成 夫婦の前年所得が７３０万円未満の夫婦に対し、５万円を限度に助成を行う。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

不妊治療助成 → →

　

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 不妊治療助成延件数 年度末助成延件数（18年度検査　5人）（19年度　検査3人、治療12人）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

協働の内容　（主体別活動内容）
事業立案の手法

（主な事業の基本的な考え方・基準）
　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

人材：
①

行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 小澤

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 375 0 750

Ｈ２１予算額 0 500 0 1000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.25（0.25） 人 1,500（1,500） 2,250　（2,500）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ １２人 １５人 １６人 106.70% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 １．健康に暮らせる「山の湊」を創る

１．地域の医療体制が整っている １．子どもを生む環境を整えます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　不妊治療への助成

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　不妊治療助成事業 担当部課名
健康医療部

健康課

一次評価者(担当）

　　市野（内線　　　）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

375

500

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 不妊に悩む夫婦に対し、不妊治療（対外受精、顕微受精を除く）に要する費用の一部を助成することにより、その経済的な負担の軽減を図り、少子化対策の充実を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

不妊に悩む夫婦　を
対象・受益者
の概数など

15

夫婦の前年所得が７３０万円未満の夫婦に対し、５万円
を限度に助成を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

経済的な負担を軽減することにより、少子化
対策を図るために

制度の周知を行い、助言及び助成事務を実
施した。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

不妊治療助成者数 不妊治療助成希望者数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

達成度の根拠となる希望者総数を把握できないので、市民に制度の周知を行
い、希望者数の増加に向けて推進する。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
不妊に悩む夫婦が年々増加する傾向にあるため、制度の周
知徹底を図る。２０年度１６人の内、8人の妊娠届があった。

助成限度額が少額であり、県に更なる助成をお願いしてい
く。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



再掲につきシート省略
3-2-1-1-4-(1)　「診療・救急医療体制の整備」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
64.5% 67.0% 70.0% 73.0% 市民部保険医療課

担当者・内線番号
城所　（内線１８４）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

助成対象見直し 助成対象検討

413,307 千円 133,566 141,141 138,600
国 庫 支 出 金 0 千円 0 0 0
県 支 出 金 136,083 千円 44,620 46,147 45,316
地 方 債 0 千円 0 0 0
そ の 他 0 千円 0 0 0
一 般 財 源 277,224 千円 88,946 94,994 93,284

○印 市民協働指数

○

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

受給者数（現在2,751人）

総　事　業　費

活
動
指
標

成
果
指
標

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容　行政経営資源の有効活用等のための工夫

医療費支給

組織：
(ウ)住民参加の検討組織による立案

事業立案の手法

事

業

費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

指標　Ⅲ

協働の内容　（主体別活動内容）

「子育てを応援するためのサービス」の満足度

民生費　児童福祉費　子ども医療費

施策達成度指標の測定方法･時期

一般・（　　　　　会計）

市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

指標　Ⅲ

子どもの医療費の本人負担部分を支給し、子育て環境の充実を図る。

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る
総合計画の施策体系

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

３－２－１－２－１

２．子どもを育てる環境を整えます

２．子育て支援と教育改革

施 策 の 基 本 方 針
　地域をあげた子育て支援の仕組みづくりや、安心して子どもを育てることができる環境づくりを進めるため、子どもの医療費
の本人負担分への助成対象の年齢枠の拡大や次世代育成支援地域行動計画の見直しなどに取り組みます。

・子ども医療費の助成は、財政状況や県・他市の動向を踏まえて助成対象を見直す
必要がある。
・子育てサークルなどのボランティアや自主グループの掘り起こしと支援が必要であ
る。

施策実施上の課題

H　２０　年度　→　H　３０　年度　

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

３．安全・安心のくらし創造

指標　Ⅰ

施　　策　　名

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

１．地域を子育てを応援する意識が広がっている

事業名

新規　･　継続

平成 27 ～ 30 年度
→

子どもの医療費（通院：小学校３年生まで、入院：中学校卒業まで）の本人負担分を支給する。

財
源
内
訳

指標　Ⅱ

1．　子ども医療費の助成

人材：

環境：(オ)その他、(下記欄に記入)

①
行政主体

(ア)職員による内部検討による立案

全　体　計　画

財政：
(イ)他部も交えた検討組織による立案

指標　Ⅱ

→

平成 23 ～ 26 年度

指標　Ⅰ

情報：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(エ)住民等外部からの提案による立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 近藤（１８１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 36,147 0 0 0 111,647

Ｈ２１予算額 0 38,846 0 0 0 117,597

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.25　（0.25） 0.00　（0.00） 0.45（0.45） 人 2,700　（2,700） 138,647（144,597）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 2,538人 3,823人 3,823人 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明

今年度、更なる通院医療対象者の見直し予定（小学校4年生
以降について無料の見直し）

内容
・

理由

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

緊急ではないが時宜性が高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

説　明
愛知県の補助対象基準を上回る水準で、安心して子ども
を育てる支援として、親の負担する医療費の軽減が図れ
た。

受益者が広く公平であり、負担も適正

　活動
（どういう活動
を行うのか）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

把握方法・計算式

「対象をどういう状態にしたいのか」

受益者が広く公平であり、負担も適正

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

将来的に助成を入院、通院ともに義務教育
終了まで拡大し、親の経済的負担の軽減を
図るために

受給者証の交付並びに給付を行う。

安心して子どもを育てる環境づくりの一つとして、医療費負担の助成ができた。

市民参
加の時
期・内容

親の経済的負担を軽減するため子ども医療
費を

（１）　こども医療費助成事業

２．子どもを育てる環境を整えます

0

財産収入

0

中学生まで、約7,000人

城所　（内線１８４）

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る戦略の方向　【政策】３．安全・安心のくらし創造

（評価の対象となる事務事業の概要）

目標が達成された姿

【最終成果目標】

基本事業の目的

Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】

1．　子ども医療費の助成

一次評価者(担当）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

職員数計

担当部課名

78,751

市民部保険
医療課

Ⅰ
　
基
本
情
報

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

　　　各課入力項目

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

　指　標　名　（当初設定指標）

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

市が関与する必要性が高い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

①
行政主体

　意図
（どのような状態に
するために）

子どもの医療費（通院：小学校３年生まで、入院：中学
校卒業まで）の本人負担分を支給する。

20年４月に通院は、小学３年生まで、入院
は中学３年まで拡大実施

緊急ではないが時宜性が高い

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

対象・受益者
の概数など

市民協働指数
(20年度目標）

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

事務事業の概要

Ⅱ
　
事
業
意
図

　対象
（何を・誰を）

子どもの医療費の本人負担部分を支給し、子育て環境の充実を図る。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

達成度に対する
評価

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

受給者数

0.00　（0.00）

部長級

75,500

総 合 評 価　[点]

子育て環境整備の一つとして、子どもの医療費助成対象を
拡大し、親の医療費負担軽減が図れた。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点

一般財源

１．地域を子育てを応援する意識が広がっている



再掲につきシート省略
3-2-1-2-3-(1)　「食育の推進」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
64.5% 67.0% 70.0% 73.0% 福祉部　児童課

担当者・内線番号
林　（３８２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
７園 ８園 ９園

７園 ８園 ９園

３園 ３園 ３園

３８０人 ４００人 ４００人
２０人 ２５人 ３０人
４０人 ４０人 ４０人

84,252 千円 23,399 28,084 32,769
国 庫 支 出 金 0 千円 （延長、一時保育の人件費相当分）

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 29,704 千円 8,657 9,927 11,120
一 般 財 源 54,548 千円 14,742 18,157 21,649

○印 市民協働指数

○

○

指標　Ⅰ 「子育てを応援するためのサービス」の満足度 市民アンケート調査

施策達成度指標の測定方法･時期

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２．子育て支援と教育改革マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

（様式　１)　　　　　　　　　　平成21年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

３．保育ニーズに対応する保育サービスを進めます 施 策 の 基 本 方 針
　保育時間の延長や乳児受け入れ園の増加、子どもたちが健やかに育つ保育サービス提供体制の整備や小学生低学年の
自主学習・遊びを中心にした児童クラブの運営など、保育ニーズに応えた保育サービスの推進に取り組みます。

３－２－１－３－１

指標　Ⅱ

３．安全・安心のくらし創造

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

・保育所の入園者数の見込みの把握や、それに対応した臨時保
　育士の中途採用が困難。
・保育施設の統廃合については、地域住民の理解が必要。
・急速に増加した学童保育の需要に応える体制づくりが急務。

１．地域で子育てを応援する意識が広がっている

事業名 保護者の就労状況やライフスタイルの変化により、多様化する保育ニーズに応じて計画的なサービスを提供する

１．　延長保育、一時保育等の実施

指標　Ⅲ

延長・乳児の受入れ園を増やし、利用者が利用しやすいように制度の充実を図る。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H　２０　年度　→　H　３０　年度　 一般・（　　　　　会計） 民生費　児童福祉費　保育所費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

午後7時までの延長受入れ園

乳児受け入れ園

一時保育受入れ園

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 延長保育利用者数 Ｈ１９年7月現在利用者数：3９３人

指標　Ⅱ 乳児保育利用者数 　　　〃　　　　　　　　　　　　　 ９人

一時保育利用者数 　　　〃指標　Ⅲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

保育園入所申請

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 内藤（３８２）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

（延長、一時保育の人件費相当分） 0 0 8,657 23,399

Ｈ２１予算額 0 0 0 9,927 28084

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,250　（1,350）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 393 400 361 90 実施

指標Ⅳ 15 20 18 90 実施

指標Ⅴ 30 40 27 68 実施

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．地域で子育てを応援する意識が広がっている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　延長保育、一時保育等の実施

福祉部　児童
課

一次評価者(担当）

林　（３８２）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

平成２０年度子育て世帯１２５０人に対しアン
ケート調査を実施した。

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

３．保育ニーズに対応する保育サービスを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　延長保育、一時保育等の実施事業 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

14,742

18157

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 保護者の就労状況やライフスタイルの変化により、多様化する保育ニーズに応じて計画的なサービスを提供する

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

子育て世帯（在園児、乳児及び保育園一時
利用児）を

対象・受益者
の概数など

４００人（在園児、乳児）

延長・乳児の受入れ園を増やし、利用者が利用しやす
いように制度の充実を図る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

保護者の就労状況やライフスタイルの変化
に合わせ、利用者が利用しやすいように制
度を充実させるために

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

平成20年度年間利用実績を月平均とした

平成21年3月末現在利用実績

延長保育利用者数（人）

達成度に対する
評価

保護者にとって育児の負担が軽減されるとともに、児童に安定した保育環境を提
供

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

乳児保育利用者数（人）

一時保育利用者数（人） 平成20年度年間利用実績を月平均とした

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
児童に安定した環境を与えるのは市が関与する必要がある 次世代育成支援後期行動計画策定の中で再検討をする

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
64.5% 67.0% 70.0% 73.0% 福祉部　児童課

担当者・内線番号
林（３８２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Å 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
鳳来、大野へ統合

実施設計 工事施工

実施設計 工事施工

保護者、地元等説明 基本・実施設計

庁内検討（見直し）

工事施工(菅守・協和) 工事施工(開成・巴・

海老・川合)

　 　

369,924 13,124 336,800 20,000
国 庫 支 出 金 0
県 支 出 金 0
地 方 債 250,000 250,000
そ の 他 0
一 般 財 源 119,924 13,124 86,800 20,000

○印 市民協働指数

○
○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．保育ニーズに対応する保育サービスを進めます 施 策 の 基 本 方 針
　保育時間の延長や乳児受け入れ園の増加、子どもたちが健やかに育つ保育サービス提供体制の整備や小学生低学年の
自主学習・遊びを中心にした児童クラブの運営など、保育ニーズに応えた保育サービスの推進に取り組みます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「子育てを応援するためのサービス」の満足度 市民アンケート調査

・保育所の入園者数の見込みの把握や、それに対応した臨時保
　育士の中途採用が困難。
・保育施設の統廃合については、地域住民の理解が必要。
・急速に増加した学童保育の需要に応える体制づくりが急務。

１．地域で子育てを応援する意識が広がっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

施策実施上の課題

指標　Ⅱ

２．子育て支援と教育改革

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

指標　Ⅲ

　　　　　新規　･　継続　　　　　 H　２０　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 　　　　　費　　　　　　費　　　　　費

事業名 老朽化した保育所の改築や統廃合について検討を行い、保育所の適正配置計画を策定・実施する。

２．　保育所の適正配置の推進
利用対象人口の減による、適切な保育サービス提供体制の改変と、安全な保育施設運営
のための整備を図る。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

海老保育園、川合保育園、能登瀬保育園の廃止

鳳来保育園の耐震補強等改修工事

長篠保育園の改築工事（撤去込み）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

幼児センター中央保育園建設工事 園舎等建設、廃園施設撤去、整地工事等

その他の新城及び鳳来地区保育園の統廃合 保護者、地元等説明、実施設計、施工

廃止保育園施設解体撤去工事

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

市民への状況説明会開催

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：  地域住民の理解のもとに実施

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

３－２－１－３－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 13,124

Ｈ２１予算額 0 0 250000 336800

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 16,124　（337,700）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

11 B 11 B

説　明

内藤（３８２）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．地域で子育てを応援する意識が広がっている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　保育所の適正配置の推進

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

３．保育ニーズに対応する保育サービスを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　施設整備事業 担当部課名
福祉部　児童

課

一次評価者(担当）

林（３８２）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

13,124

86800

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 老朽化した保育所の改築や統廃合について検討を行い、保育所の適正配置計画を策定・実施する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

小学校未就学児童に
対象・受益者
の概数など

１０００人

利用対象人口の減による、適切な保育サービス提供体
制の改変と、安全な保育施設運営のための整備を図
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

適切な保育サービスと安全な保育環境を整
備するために

・保育園の統廃合　・保育園の改築及び耐震補

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「廃園数」、｢廃園解体数」を指標とする。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
保育園の統廃合は鳳来。作手地区においては終了。長篠保育園
の改修は今年度着工済、鳳来保育園についても耐震改修を進め
ている。今後も新城地区において統合を進める。

事業完結は早急に行う必要があるが現段階では難しい面
がある。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
64.5% 67.0% 70.0% 73.0% 福祉部　児童課

担当者・内線番号
林　（３８２　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

１０箇所 １０箇所

（200人）220人 （200人）220人 （220人）240人

220人 220人 240人

77,934 千円 24,934 26,000 27,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 10,285 千円 5,085 5,200 0
地 方 債 0 千円

そ の 他 31,682 千円 9,922 10,400 11,360
一 般 財 源 35,967 千円 9,927 10,400 15,640

○印 市民協働指数

○
○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

３．保育ニーズに対応する保育サービスを進めます 施 策 の 基 本 方 針
　保育時間の延長や乳児受け入れ園の増加、子どもたちが健やかに育つ保育サービス提供体制の整備や小学生低学年の
自主学習・遊びを中心にした児童クラブの運営など、保育ニーズに応えた保育サービスの推進に取り組みます。

３－２－１－３－３

・保育所の入園者数の見込みの把握や、それに対応した臨時保
　育士の中途採用が困難。
・保育施設の統廃合については、地域住民の理解が必要。
・急速に増加した学童保育の需要に応える体制づくりが急務。

１．地域で子育てを応援する意識が広がっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅰ 「子育てを応援するためのサービス」の満足度 市民アンケート調査

３．安全・安心のくらし創造

施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅱ

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

指標　Ⅲ

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２．子育て支援と教育改革

新規　･　継続 H　２０　年度　→　H　３０　年度　 一般・（　　　　　会計） 民生費　児童福祉費　児童福祉総務費

事業名
日常的に社会的不安が解消されていない中、安心安全を保障するために、親が帰宅するまでの間の子どもの居場所として、学童保育
サービスを提供する。

３．　学童保育の運営

　利用人数

昼間就労等により家庭内に保護者のいない小学生低学年の自主学習・遊びを中心にした
児童クラブを運営する。

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

・小学校区毎にクラブを開設、運営(放課後
子ども教室との連携による。）

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 利用者数 利用実績（19年7月：１８６人）

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

利用申請

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 内藤（３８２）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 5,085 0 9,922 24,934

Ｈ２１予算額 0 5200 0 10,400 26000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 27,934　（26,900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 197 220 210 95 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　学童保育の運営３．保育ニーズに対応する保育サービスを進めます

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　学童保育運営事業 担当部課名

１．地域で子育てを応援する意識が広がっている

福祉部　児童
課

一次評価者(担当）

林　（３８２　）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

9,927

10400

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 日常的に社会的不安が解消されていない中、安心安全を保障するために、親が帰宅するまでの間の子どもの居場所として、学童保育サービスを提供する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

昼間保護者がいない小学校低学年児童を
対象・受益者
の概数など

260人

昼間就労等により家庭内に保護者のいない小学生低
学年の自主学習・遊びを中心にした児童クラブを運営
する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

親が帰宅するまでの安心安全を保障するた
めに

児童クラブを運営する

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

利用者数 実利用児童数を集計

達成度に対する
評価

家庭内に保護者のいない低学年児童を預かり保護者に子育て支援を行ってい
る

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
生涯学習課による放課後こども教室と連携をとる必要があ
る。

次世代育成支援後期行動計画の中で検討

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



H21事業につきシート省略

3-2-1-3-4-(1)　「放課後子ども教室の検討計画」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
64.5% 67.0% 70.0% 73.0% 福祉部　児童課

担当者・内線番号
林　（３８２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

事業開始 継続 継続

予定：6,500人 予定：7,500人 予定：７,500人
目標：20店 目標：40店 目標：50店

0 千円

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源

○印 市民協働指数

○

○

協働の内容　（主体別活動内容）

②
行政主導

(オ)の理由： 市民ニーズの把握
（市民要望等）

利用申請

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(オ)新規に追加実施するための立案

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

組織：
人材：　
情報：
環境：

財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

事

業

費

総　事　業　費

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ カード配布人数

指標　Ⅱ 協賛店舗数

指標　Ⅲ

・事業の周知、協賛店の紹介

・

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

・協賛店舗の募集

・はぐみんカードの配布

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H　20　年度　～　30　年度 一般・（　　　　　会計） 　　　　　費　　　　　　費　　　　　費

事業名
愛知県と市町村の協働により地域社会全体で子育て家庭（18歳未満の子どものいる家庭）をバックアップしていくため、協賛店が子育
て家庭を優待（店の独自特典、サービス）するもの。

５．　子育て家庭支援
18歳未満の子ども・妊娠中の方に対し「はぐみんカード」を配布し、カードの提示により協
賛店で独自の特典やサービスを受けるもの。（県・市の補助・補てんなし）

指標　Ⅲ

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

２．子育て支援と教育改革

指標　Ⅱ

３．安全・安心のくらし創造

９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

・子ども医療費の助成は、財政状況や県・他市の動向を踏まえて助成対象を見直す
必要がある。
・子育てサークルなどのボランティアや自主グループの掘り起こしと支援が必要であ
る。

１．地域で子育てを応援する意識が広がっている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅰ 「子育てを応援するためのサービス」の満足度 市民アンケート調査

施策達成度指標の測定方法･時期

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．子どもを育てる環境を整えます 施 策 の 基 本 方 針
　地域をあげた子育て支援の仕組みづくりや、安心して子どもを育てることができる環境づくりを進めるため、子どもの医療費
の本人負担分への助成対象の年齢枠の拡大や次世代育成支援地域行動計画の見直しなどに取り組みます。

３－　２－　１－　３－５

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 内藤（３８２）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,000　（900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 6500 6154 95 実施

指標Ⅳ 20 35 180 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

12 A 12 A

説　明
子育て世帯を地域全体で盛り上げる妹策は重要

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
子育て支援対策といううより商業振興対策として実施するほ
うがより効果が大である

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

実配布実績数

市内登録店舗数 実配布実績数

把握方法・計算式

事務事業の概要

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

配布はぐみんカード

達成度に対する
評価

　平成20年12月事業を開始4ヶ月という短期間の間目標のに95パーセントの方に
配布できたのは上出来

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

子育て家庭を地域社会全体で支えるように
するために

対象者に対し、はぐみんカードを配布し各優
待事業を紹介する。

（評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

18歳未満の児童と妊娠中の方を

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

対象・受益者
の概数など

8000人

18歳未満の子ども・妊娠中の方に対し「はぐみんカー
ド」を配布し、カードの提示により協賛店で独自の特典
やサービスを受けるもの。（県・市の補助・補てんなし）

財産収入

0

0

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．地域で子育てを応援する意識が広がっている ２．子どもを育てる環境を整えます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　子育て家庭支援 担当部課名

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
５．　子育て家庭支援

福祉部　児童
課

一次評価者(担当）

林　（３８２）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
３．安全・安心のくらし創造

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
愛知県と市町村の協働により地域社会全体で子育て家庭（18歳未満の子どものいる家庭）をバックアップしていくため、協賛店が子育て家庭を優待（店の独自特典、サービス）する
もの。



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.5% 　　　　 　　　　 　　　　 福祉部　福祉課

55.4% 　　　　 　　　　 　　　　 担当者・内線番号
田中　（内線　１７２　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
計画素案作成

計画策定委員会で検討 事業評価・進捗管理

策定 推進

3,780 3,780
国 庫 支 出 金 0
県 支 出 金 0
地 方 債 0
そ の 他 0
一 般 財 源 3,780 3,780

○印 市民協働指数

○
○

○

行政　　　　素案作成・会議等進行取りまとめ

市民　　　　検討委員会で討議・検討
　　　　　　　計画策定委員として参画

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P：福祉援助利用者や事業者、一般市民等
による協議会等で検討を行う
C：福祉制度検討委員会：仮称：で評価を実
施 ②

行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

福祉制度検討委員会（仮称）やパブリックコメント制度を使う。

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 計画策定・推進

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

計画策定　　（計画期間H22～25年度） 現計画見直し案作成(24年度)・次期計画案作成(26年度） 現計画見直し案作成(29年度）
計画策定委員会の設置・検討会議開催 計画策定委員会等で検討 計画策定委員会等で検討

民生費　社会福祉費　障害者福祉費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

１．　地域福祉計画の策定・推進 22年度～26年度を第1期として計画策定する。途中の3年目で中間見直しをすることも基本とされている。

新規　･　継続 H　２０　年度　→　H　３０　年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅲ

事業名
少子高齢化により、社会全体で抱える問題を解消するため、福祉を地域で支えることの必要性が注目されている中、計画を策定して具
体的目標を掲げながら、住民と共同で健全な地域社会づくりを目指す。

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉、地域医療の再設計

３．安全・安心のくらし創造

指標　Ⅱ 「障害者の自立支援や福祉対策」の満足度 市民アンケート調査

「高齢者の自立支援や福祉対策」の満足度 市民アンケート調査

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る
・福祉の法制度の変革期にあるため、安定した長期計画を立てにく
い。
・福祉のみならず保健・医療各分野との連携が必要。

２．だれもが生きがいを持って社会に参加している 施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ

総合計画の施策体系

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

１．地域内福祉・相互扶助活動を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　社会福祉法により規定された総合的な計画の策定・推進、市民の通院など日常生活の足となる移動手段の確
保などを通じて、地域における福祉・相互扶助活動を進めます。

３－２－２－１－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目孝温

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 3,780

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.45） 0.00　（0.30） 0.00　（0.15） 0.00　（0.00） 0.00（0.90） 人 0　（54０） 0　（4,320）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ― ― ― 0 未

指標Ⅱ ― ― ― 0 未

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性

(２) 有　効　性

(３) 効　率　性

(４) 公　平　性

(５) 適　時　性

0 D 0 D

説　明

指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明） 指標が不適切で成果が高いと期待できない（指標見直し不明）

エラー エラー

受益者が一部に偏り、公平性に欠ける 受益者が一部に偏り、公平性に欠ける

市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける 市民ニーズが不明（未調査）で時宜性に欠ける

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与すべきでない 市が関与すべきでない

総 合 評 価　[点] 事業の見直しは必須事項事業の見直しは必須事項

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
計画策定に着手していないため

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P：福祉援助利用者や事業者、一般市民等による協議会等で検
討を行う
C：福祉制度検討委員会：仮称：で評価を実施

達成度に対する
評価

未着手
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

指標を計画策定・推進から策定委員会設置検討、住民ニー
ズの把握、要援護者支援台帳の整備へ変更する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

計画の策定

計画の推進

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　全ての市民対象

22年度～26年度を第1期として計画策定する。途中の3
年目で中間見直しをすることも基本とされている。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域生活を構成する一員として、日常生活を営
み、社会、経済、文化、その他あらゆる分野の活
動に参加する機会が与えられるようにするために

　福祉分野における各個計画を、横断的に結びつ
け、地域の実情・ニーズを把握し計画に反映させる

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
少子高齢化により、社会全体で抱える問題を解消するため、福祉を地域で支えることの必要性が注目されている中、計画を策定して具体的目標を掲げながら、住民と共同で健全な
地域社会づくりを目指す。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

福祉サービスを必要とする地域住民を
対象・受益者
の概数など

一次評価者(担当）

田中　（内線　１７２　）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0

3,780

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．だれもが生きがいを持って社会に参加している １．地域内福祉・相互扶助活動を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　地域福祉計画の策定事業 担当部課名

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地域福祉計画の策定・推進

福祉部　福祉
課



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
62.5% 　　　　 　　　　 　　　　 福祉部　福祉課

55.4% 　　　　 　　　　 　　　　 担当者・内線番号
老平　（内線　１７１　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
→ → →

→ → →

1,800回 1,890回 1,980回

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源

○印 市民協働指数

〇

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

１．地域内福祉・相互扶助活動を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　社会福祉法により規定された総合的な計画の策定・推進、市民の通院など日常生活の足となる移動手段の確
保などを通じて、地域における福祉・相互扶助活動を進めます。

３－２－２－１－２

・福祉の法制度の変革期にあるため、安定した長期計画を立てにく
い。
・福祉のみならず保健・医療各分野との連携が必要。

２．だれもが生きがいを持って社会に参加している

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ９．重要テーマに関する中長期の戦略確定と未来への投資計画策定 ３．地域福祉、地域医療の再設計

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「高齢者の自立支援や福祉対策」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ 「障害者の自立支援や福祉対策」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名
少子高齢化が進展するなか、通院など生活に必要な移動手段を確保するため、NPO等が実施する自家用有償旅客運送を推進しま
す。

２．　ＮＰＯ等による自家用車有償運送の実施 ＮＰＯ等による自家用有償旅客運送の推進

新規　･　継続 H　２０　年度　→　H　３０　年度　 一般・（　　　　　会計） 民生費　社会福祉費　障害者福祉費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

有償運送運営協議会の開催 → →

ＮＰＯ等の適正な運営管理 → →

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 年間延輸送回数 1,222回（18年度）・1,726回（19年度）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

運営協議会等を通じたニーズの把握

④
市民主導

ＮＰＯ等：運送の実施

国（国交省）：運送の認可

市：協議会の開催

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： P：協議会での検討

D：運送の実施

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目孝温

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1,200　（1,200） 1,200　（1,200）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 1,726回 1,800回 1,658回 92.11% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　ＮＰＯ等による自家用車有償運送の実施

福祉部　福祉
課

一次評価者(担当）

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．だれもが生きがいを持って社会に参加している

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

１．地域内福祉・相互扶助活動を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　ＮＰＯ等による自家用車有償運送事業 担当部課名
老平　（内線　１７１　）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0

0

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 少子高齢化が進展するなか、通院など生活に必要な移動手段を確保するため、NPO等が実施する自家用有償旅客運送を推進します。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

通院など生活に必要な移動手段を必要とす
る人を

対象・受益者
の概数など

２０年度末会員登録数　１６５人

ＮＰＯ等による自家用有償旅客運送の推進
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

有効な移動手段を確保できる状態にするた
めに

協議会を開催した。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

年間延輸送回数 福祉有償運送運営状況報告書

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

ＮＰＯ等による自家用有償旅客運送ボランティアの確保及び利用者へのピー
アールが必要

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

P：協議会での検討

D：運送の実施

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
運送実績が予定回数の92％であった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
運営協議会等を通じたニーズの把握 運営協議会等を通じたニーズの把握

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



再掲につきシート省略
3-2-2-1-3-(1)　「公共バスの運行事業」



事業番号 ※３－２－２－２－２を統合

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
62.5% 福祉部　介護高齢課

担当者・内線番号
岩本　（内線　１７６）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
計画策定委員会の設置・検討 計画の進行管理 同左

高齢者保健福祉計画の （介護保険事業運営

策定 協議会）

（第４期　２１～２３年度）

アンケート調査

支援　２３ 支援　８０

支援　１８ 支援　１８

66人 86人
170人 178人

5,032 千円 4,732 150 150

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 5,032 千円 4,732 150 150

○印 市民協働指数

○

３－　２　－　２　－　２　－　１（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

財政：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（　パブリックコメントの実施、計画策定委
員会　）
Ｄ（　サービス供給事業者の確保　）
Ｃ（　介護保険事業運営協議会による進行
管理　）
Ａ（　　　　　　　　）

（第６期　２７～２９年度）

第4期高齢者保健福祉計画利用者数推計（21年度～23年度）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

第4期高齢者保健福祉計画利用者数推計（21年度～23年度）

計画策定及び進行管理に係る
経費

指標　Ⅱ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅲ

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

人材：　
情報：
環境：

グループホームの利用者数活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

組織：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

老人保健施設の利用者数

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

指標　Ⅱ

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

1.高齢者保健福祉計画の策定・推進
　　（介護予防施設の整備を含む）

介護保険の給付対象サービスを種類ごとに推計し、保険料の算定を行い、介護保険事業
運営の基本となる計画の策定を行なう。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 老人保健施設の整備

グループホームの整備

パブリックコメントの実施

計画策定委員会 （第５期　２４～２６年度）

　　　　　費　　　　　　費　　　　　費

高齢者保健福祉計画の策定

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

2 高齢者の生きがい対策を進めます 施 策 の 基 本 方 針
介護保険事業運営の基本となる計画の策定、老人保健施設やグループホームの整備、各種介護予防事業など
の実施を通じて、高齢者の自立や社会参加を進めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

施　　策　　名

３　安全安心のくらし創造

介護保険サービス供給事業者の確保

２　みんなで支えあう「山の湊」を造る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
2 だれもが生きがいを持って社会に参加している

７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

アンケート調査の実施 高齢者保健福祉計画の策定

全　体　計　画

新規　･　継続 H　２０　年度　～　　２３　年度 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅰ 「高齢者の自立支援や福祉対策」の満足度

事業名

指標　Ⅲ

アンケート調査

介護保険事業運営の基本となる計画の策定を行なう。

介護保険事業運営協議会

行政：施設整備の許認可・指導等を行う
民間事業者：サービス供給を行う
市民団体・その他：事業計画の進行管理

(オ)の理由：

②
行政主導

④
市民主導

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 松林

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 4,732

Ｈ２１予算額 0 0 0 150

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 7,732　（1,050）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 51 51 51 100 実施

指標Ⅳ 159 160 161 100.6 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明
実績からの将来推計、及びアンケート調査による受益者の
ニーズを取り入れた計画とした。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
高齢者保健福祉計画は、介護保険事業を運営する上で重
要な計画であるため受益者のニーズを取り入れる必要があ
る。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

計画策定委員会で、策定された計画に
ついて、パブリックコメントを実施した。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　パブリックコメントの実施、計画策定委員会　）
Ｄ（　サービス供給事業者の確保　）
Ｃ（　介護保険事業運営協議会による進行管理　）
Ａ（　　　　　　　　）

達成度に対する
評価

平成20年度までは、グループホーム・老人保健施設とも定員が限定さているた
め、変更はないが
平成22年度からは介護療養型病床の転換施設として老人保健施設の増加を見

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

21年度からは第4期高齢者保健福祉計画により、グループ
ホーム・老人保健施設の利用者の増加を見込んでいるた
め、見直しを行なう。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

グループホーム利用者数 年度末利用者数

老人保健施設利用者数 年度末利用者数

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

介護保険サービスを効率的に受給できるよ
うにするために

高齢者保健福祉計画を策定委員会で調整し
策定を行なう。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

介護保険の給付対象サービスを種類ごとに推計し、保
険料の算定を行い、介護保険事業運営の基本となる計
画の策定を行なう。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 介護保険事業運営の基本となる計画の策定を行なう。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

65歳以上の高齢者を
対象・受益者
の概数など

市内の高齢者　65歳以上

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

4,732

150

部長級 職員数計

担当部課名
福祉部　介護

高齢課

一次評価者(担当）

岩本　（内線　１７６）

戦略の方向　【政策】 ２　みんなで支えあう「山の湊」を造る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2 だれもが生きがいを持って社会に参加している 2 高齢者の生きがい対策を進めます

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 1.高齢者保健福祉計画の策定・推進　　（介護予防施設の整備を含む）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　高齢者保健福祉計画事業

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３　安全安心のくらし創造



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
62.5% 福祉部　介護高齢課

担当者・内線番号
岩本　（内線　１７６）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

43% 44% 45%

102,333 千円 29,974 32,363 37,700
国 庫 支 出 金 25,582 千円 7,493 8,090 9,425
県 支 出 金 12,791 千円 3,746 4,045 4,712
地 方 債
そ の 他 51,169 千円 14,989 16,183 18,851
一 般 財 源 12,791 千円 3,746 4,045 4,712

○印 市民協働指数

○

３－　２　－　２　－　２　－　3（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

６５才以上の要介護認定を受けていない、高齢者に対し生活機能評価を行い、特定高齢
者の選定を行い介護予防事業を実施する

　地域支援事業費　　　　　

継続実施予定 継続実施予定

受診率の向上

全　体　計　画

新規　･　継続 H　２０　年度　～　　３０　　年度 一般・（介護保険事業特別会計）

平成 23 ～ 26 年度

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「高齢者の自立支援や福祉対策」の満足度 市民アンケート

施 策 の 基 本 方 針
介護保険事業運営の基本となる計画の策定、老人保健施設やグループホームの整備、各種介護予防事業など
の実施を通じて、高齢者の自立や社会参加を進めます。

平成 27 ～ 30 年度

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

①
行政主体

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

２　みんなで支えあう「山の湊」を造る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
2 だれもが生きがいを持って社会に参加している

３　安全安心のくらし創造

７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

高齢者が要介護状態となることを予防することを目的とする。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

施　　策　　名 2 高齢者の生きがい対策を進めます

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

(オ)新規に追加実施するための立案

人材：　
情報：
環境：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

介護予防健診（生活機能評価を実施し、特定
（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

高齢者を選定し、介護予防事業を行なう。

事業名

3．　介護予防健診の実施

特定高齢者把握事業

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

(オ)の理由：

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

受診率

財政：
組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

毎年度末

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 松林

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

7,493 3,746 0 29,974

Ｈ２１予算額 8090 4045 0 32363

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 32,974　（33,263）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 43% 40% 93% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明
平成20年度の法改正により、受診者（市民）と健診委託機関（医
療機関）との混乱を招かないよう従来形式に沿った健診としたた
め、ほぼ予定に近い受診率であった。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
生活機能評価の受診率は、ほぼ計画通りであった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

目標受診率に対して、達成率が９５％
であることから、ほぼ達成と言える。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

Ｈ２１は、基本チェックリストを事前に送付しあらかじめ選別を行い、効率の良い
健診を行なう。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

平成2１年度は、基本チェックリストにより、特定高齢者候補を事前
に把握し、検診対象者の受診率を計ることとした。「特定高齢者候
補者の受診率」に変更。「基本チェックリストの回収率」追加

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

生活機能評価の受診率 受診率

市内の高齢者（65歳以上）

６５才以上の要介護認定を受けていない、高齢者に対し生
活機能評価を行い、特定高齢者の選定を行い介護予防事
業を実施する

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
特定高齢者と選定された方が、自立した生
活を継続して
維持していただくために

生活機能評価、特定高齢者の選定
介護予防事業を行い支援する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 高齢者が要介護状態となることを予防することを目的とする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

65才以上の高齢者を
対象・受益者
の概数など

3,746

4045

福祉部　介護
高齢課

一次評価者(担当）

岩本　（内線　１７６）

財産収入

２　みんなで支えあう「山の湊」を造る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2 だれもが生きがいを持って社会に参加している 2 高齢者の生きがい対策を進めます

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
3．　介護予防健診の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　特定高齢者把握事業 担当部課名

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】３　安全安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
62.5% 福祉部　介護高齢課

担当者・内線番号
岩本　（内線　１７６）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

9 10 10
60 60 60

227,602 千円 88,595 97,500 89,959
国 庫 支 出 金 83,741 千円 29,762 32,345 32,701
県 支 出 金 50,066 千円 14,881 16,172 20,819
地 方 債
そ の 他 43,638 千円 29,071 32,811 15,620
一 般 財 源 50,157 千円 14,881 16,172 20,819

○印 市民協働指数

○

３－　２　－　２　－　２　－　４

１８年度　　１８プラン　　１９年度　　２５プラン   20年度　　２０プラン

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

事

業

費

総　事　業　費

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

(オ)の理由：

財政：
組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 総合相談支援、権利擁護事業

介護予防ケアマネジメント

包括的支援事業

各種介護予防教室、配食サービス、

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅱ 介護予防教室開催回数

指標　Ⅲ 運動機能向上教室参加者

財
源
内
訳

人材：　

Ｐ（　介護予防教室実施計画 　　）
Ｄ（　参加者を募り教室の開催　　　）
Ｃ（　参加者のアンケートにより、次年度の計
画の
　　　改善を行なう　）
Ａ（　　　　）

情報：
②

行政主導

４　健康と安全・安心のまちづくり

３　安全安心のくらし創造
事業内容の住民周知
事業実施協力者の確保

全　体　計　画

新規　･　継続 H　２０　年度　～　　３０　　年度 一般・（介護保険事業特別会計） 　　　　　費　　　　　　費　　　　　費

特定高齢者の予防プラン

施　　策　　名 2 高齢者の生きがい対策を進めます 施 策 の 基 本 方 針

２　みんなで支えあう「山の湊」を造る

介護保険事業運営の基本となる計画の策定、老人保健施設やグループホームの整備、各種介護予防事業など
の実施を通じて、高齢者の自立や社会参加を進めます。

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
2 だれもが生きがいを持って社会に参加している

７　「新市まちづくり計画」の実行

介護予防事業では、各種介護予防教室・講座・配食サービス・ミニデイサービス事業等を
実施し、要介護状態となることを予防し、包括的支援事業では、地域包括支援センターに
おいて保健師、社会福祉士、主任ケアマネが高齢者の各種相談に対応している。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「高齢者の自立支援や福祉対策」の満足度 市民アンケート

4.　介護予防・包括的支援の実施

事業名 高齢者が要介護状態となることを予防することを目的とする。

平成 27 ～ 30 年度
介護予防事業

ミニデイサービス等の実施

平成 23 ～ 26 年度

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 松林

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

29,762 14,881 0 88,595

Ｈ２１予算額 32,345 16,172 0 97,500

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 91,595　（98,400）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 25 20 18 90 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 介護予防教室開催回数 10 9 9 100 実施

指標Ⅳ 運動機能向上教室参加者 77 60 57 95 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 3 3

10 B 10 B

説　明
特定高齢者の参加を促進する必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
介護予防教室を計画的に実施しているが、参加者が限られて
いるため参加者の拡充をしていく必要がある。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

転倒予防教室の参加者は、目標をほ
ぼ
達成した。

市民協働指数
(20年度目標）

②行政主導
市民参加
の時期・内

容

Ｐ（　介護予防教室実施計画　　　）
Ｄ（　参加者を募り教室の開催　　　）
Ｃ（　参加者のアンケートにより、次年度の計画の
　　　改善を行なう　）

達成度に対する
評価

２１年度も介護予防教室を10回コースと転倒予防教室を新城・鳳来・作手で、各10
回コースを予定している。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

介護予防教室参加者の他、在宅の特定高齢者についても予
防プランを実施していく

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

教室開催日数

実参加者数

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

特定高齢者の予防プランの作
成

介護予防教室参加者のうち、一定以上の
機能低下がみられた者に予防プランを実施

介護予防教室の参加者

介護予防事業では、各種介護予防教室・講座・配食サービス・ミニデ
イサービス事業等を実施し、要介護状態となることを予防し、包括的
支援事業では、地域包括支援センターにおいて保健師、社会福祉
士、主任ケアマネが高齢者の各種相談に対応している。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

高齢者に対し、介護予防教室を実施し
要介護状態にならないようにするために

支援の必要な高齢者の把握、予防教室の実
施、日常生活自立支援事業の実施する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 高齢者が要介護状態となることを予防することを目的とする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

65歳以上の高齢者を
対象・受益者
の概数など

財産収入

14,881

16,172

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
4.　介護予防・包括的支援の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　介護予防・包括的支援事業 担当部課名
福祉部　介護

高齢課

一次評価者(担当）

岩本　（内線　１７６）

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
2 だれもが生きがいを持って社会に参加している 2 高齢者の生きがい対策を進めます

３　安全安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】 ２　みんなで支えあう「山の湊」を造る



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
55.4% 　　　　 　　　　 　　　　 福祉部　福祉課

担当者・内線番号
田中　（内線　１７２　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
自立支援協議会で検討 自立支援協議会で検討 自立支援協議会で検討

第2期計画素案作成

計画策定委員会で検討

14人 23人 26人
15人 39人 41人
22人 43人 46人

2,140 千円 2,100 20 20
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,140 千円 2,100 20 20

○印 市民協働指数

○

○

指標　Ⅱ

(オ)新規に追加実施するための立案

P（障がい当事者や事業者、一般市民等に
よる協議会等で検討を行う）

C（自立支援協議会で評価を実施） ②
行政主導

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「障害者の自立支援や福祉対策」の満足度 市民アンケート調査

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

(オ)の理由：

情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

自立支援協議会やパブリックコメント制度を使う。

人材：

　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19年度　24人）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

計画策定委員会で検討(29年度）

自立支援協議会で検討

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ G・Cホーム利用者数 障害福祉サービス利用実績統計月次データ　　（19年度　10人）

指標　Ⅱ 生活介護利用者数 　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19年度　4人）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

H18年度を始期として、3年毎に計画策定する。

新規　･　継続 一般・（　　　　　会計） 民生費　社会福祉費　障害者福祉費H　２０　年度　→　H　３０　年度　

障害者の自立･地域生活移行支援に関する具体的な数値目標を掲げた体制整備を図る。

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

３．障害者の自立を支援します 施 策 の 基 本 方 針
　障害者自立支援法に基づく障害者の自立･地域生活移行支援に関する具体的な数値目標を掲げた計画の策定、何らかの障害を抱えた
人やその家族等に専門的な相談の継続的な実施などにより、地域全体での支援体制を整えます。

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ４．健康と安全・安心のまちづくり

２．だれもが生きがいを持って社会に参加している
総合計画の施策体系

３．安全・安心のくらし創造

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

行政　　　　素案作成・会議等進行取りまとめ

市民　　　　自立支援協議会で討議・検討
　　　　　　　計画策定委員として参画

自立支援協議会で検討
第3・4期計画素案作成（23年度・26年度） 第5期計画策定（29年度）
計画策定委員会で検討(23年度・26年度）

現計画年度の進捗状況管理

指標　Ⅲ

事業名

全　体　計　画

１．　障害福祉計画の策定・推進

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

各期計画策定

計画策定委員会の設置・検討会議開催

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

指標　Ⅲ 就労継続支援利用者数

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

・法制度の変革期にあるため、安定した長期計画を立てにくい
・地域の民間事業者が未成熟
・相談の専門家が不足

７．「新市まちづくり計画」の実行

３－２－２－３－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目孝温

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 2,100

Ｈ２１予算額 0 0 0 20

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.30　（0.３０） 0.30　（0.１０） 0.５0　（0.４０） 0.00　（0.00） 1.10（0.80） 人 6,600（4,800） 8,700（4,820）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 11人 14人 21人 150 実施

指標Ⅳ 2人 15人 27人 180 実施

指標Ⅴ 0人 28人 21人 75 実施

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム 就労移行支援・就労継続支援利用者数

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

P（障がい当事者や事業者、一般市民等による協議会等で検討
を行う）

C（自立支援協議会で評価を実施）

３．安全・安心のくらし創造

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 障害者の自立･地域生活移行支援に関する具体的な数値目標を掲げた体制整備を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る戦略の方向　【政策】

障害福祉サービスの提供体制を

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．だれもが生きがいを持って社会に参加している ３．障害者の自立を支援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　障害福祉計画の策定・推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　障害福祉計画事業 担当部課名
福祉部　福祉

課

一次評価者(担当）

田中　（内線　１７２　）

財産収入

2,100

20

職員数計

0.00　（0.00）

対象・受益者
の概数など

　障がい者

H18年度を始期として、3年毎に計画策定する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

ニーズに対応できるサービスの提供体制の
確保

障害福祉計画策定に際し、利用者のニーズと現

　対象
（何を・誰を）

把握方法・計算式

G・Cホーム利用者数 年度末実績(2月サービス提供分）

生活介護利用者数 年度末実績(2月サービス提供分）

年度末実績(2月サービス提供分）

達成度に対する
評価

自立支援法施行後の障害福祉サービスの利用実績を踏まえ、第1期障害福祉計
画に対する見直をし、今後のサービス体制確保に対する目標設定ができた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

障害福祉サービスの提供体制について、平成23年度の新体
系移行後に再度見直し

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
予定通り計画が策定できたため

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
計画策定時における障がい福祉サービスのニーズと、各事
業所の今後の動向について把握し、現実的な目標値を設定
した

計画策定時における障がい福祉サービスのニーズと、各
事業所の今後の動向について把握し、現実的な目標値を
設定した

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
55.4% 福祉部　福祉課

担当者・内線番号
田中　（内線１７２　）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
４箇所に委託 → →

30人 36人 40人

31,429 千円 9,429 11,000 11,000
国 庫 支 出 金 1,000 千円 500 500
県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 30,429 千円 9,429 10,500 10,500

○印 市民協働指数

○

○

組織：

③
双方対等

施策実施上の課題

一般・（　　　　　会計）

→

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度
→

総合計画の施策体系
２．だれもが生きがいを持って社会に参加している

３．安全・安心のくらし創造

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

　障害者自立支援法に基づく障害者の自立･地域生活移行支援に関する具体的な数値目標を掲げた計画の策定、何らかの障害を抱えた
人やその家族等に専門的な相談の継続的な実施などにより、地域全体での支援体制を整えます。

平成 27 ～ 30 年度

・法制度の変革期にあるため、安定した長期計画を立てにくい
・地域の民間事業者が未成熟
・相談の専門家が不足

７．「新市まちづくり計画」の実行

施策達成度指標の測定方法･時期
市民アンケート調査

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ４．健康と安全・安心のまちづくり

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

施　　策　　名
　　　　(事　業　名)

指標　Ⅰ 「障害者の自立支援や福祉対策」の満足度

社会福祉士等の専門家を有する市内外の障害者向け福祉サービス提供事業所に委託を
して、各種の相談支援を行う。

指標　Ⅲ

２．　障害者相談支援の実施

３．障害者の自立を支援します 施 策 の 基 本 方 針

(オ)新規に追加実施するための立案

行政からの受託により、福祉サービス提供事業所
が各種相談支援を実施

人材：
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

P：地域自立支援協議会で検討
C：　　　〃

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事業名
何らかの障害を抱えた人やその家族等に専門的な相談を継続的に実施することで、その障害者が生まれ育った地域で自立的な生活
を可能とすることを目的とする。

相談支援事業所

H　２０　　年度　→　H　３０　　年度　新規　･　継続 民生費　社会福祉費　障害者福祉費

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 相談利用者数 相談支援事業所月次報告・毎月　（19年度　24人）

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅱ

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

(オ)の理由：

指標　Ⅱ

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－２－２－３－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 夏目孝温

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 9,429

Ｈ２１予算額 500 0 0 11,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.10　（0.05） 0.５0　（0.5０） 0.00　（0.00） 0.70（0.60） 人 4,200（3,600） 13,629（14,600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 30人 30人 58人 193 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

２．みんなで支え合う「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　障害者相談支援の実施

福祉部　福祉
課

一次評価者(担当）

田中　（内線１７２　）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．だれもが生きがいを持って社会に参加している ３．障害者の自立を支援します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　障害者相談支援事業 担当部課名

財産収入

9,429

10,500

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 何らかの障害を抱えた人やその家族等に専門的な相談を継続的に実施することで、その障害者が生まれ育った地域で自立的な生活を可能とすることを目的とする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

　障がい者及びその関係者等を
対象・受益者
の概数など

　障がい者及びその関係者等

社会福祉士等の専門家を有する市内外の障害者向け
福祉サービス提供事業所に委託をして、各種の相談支
援を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
障がい者等からの相談に応じ必要な情報提
供・助言をし、その他障害福祉サービスが受
けれる状態にするために

　相談支援体制の確立

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

相談者数 相談支援事業所を利用した実人数

達成度に対する
評価

相談支援事業の周知が進むにつれ利用者数が、激増している。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

成果実績として、相談者数及びサービス利用計画書作成人
数とし、目標数値を障害福祉計画の目標数値とする

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

P：地域自立支援協議会で検討
C：　　　〃

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

当初の相談支援事業所の設置目的を
達成
利用者数も目標値を超えた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
相談支援事業所の機能充実が図られることによって、障害
福祉サービスの有効利用につながる

相談支援事業所の機能充実が図られることによって、障害
福祉サービスの有効利用につながる

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
47.3% 消防本部防災対策課

担当者・内線番号
筒井（内線２６３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

災害用備蓄品購入 災害用備蓄品購入 災害用備蓄品購入

2,000食 8,000食 8,000食

5,000本 6,000本 6,000本

26,200食 30,000食 33,300食
19,400本 24,000本 27,100本

16,311 3,271 6,520 6,520
国 庫 支 出 金
県 支 出 金 1,954 622 666 666
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 14,357 2,649 5,854 5,854

○印 市民協働指数

〇 市民協働指数 （主体別活動内容）

〇

市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続

指標　Ⅲ

一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　災害対策費

活
動
指
標

成
果
指
標

(具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

飲料水備蓄総数 備蓄計画に対する年度末での備蓄数量確認　　19年度末備蓄数：14,400本

20,000本

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入）（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・災害用備蓄品整備

指標　Ⅲ

（簡易トイレ、トイレテント、毛布、テント等）

指標　Ⅱ

・保存飲料水（ペットボトル）

・保存食

購入数量の増加

補助率の減少

事

業

費

人材：　

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ４．健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
１．災害に強いまちづくりができている

総　事　業　費

　「東海地震に係る地震防災対策強化地域」の指定等を踏まえ、地域社会が効果的かつ効率的な被害軽減策を講じていく
ため、応急対策に必要な資機材の整備や無線による情報伝達手段の確保、河川・急傾斜地の整備を行い、地震、風水害、
火災等に備えます。

20,000本

32,000食 32,000食

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

施　　策　　名 施 策 の 基 本 方 針

大規模な地震災害時における避難所設置等の応急対策用資機材及び応急食料等の確保を図る。

１．　防災資機材等の整備
大規模な地震による被災から避難民になった住民の応急の生活支援を図るため、非常食、トイレ等
の防災資機材の計画的な備蓄を行なう。

指標　Ⅱ

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「大地震対策への取組み」の満足度

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－１－１－１

災害用備蓄品購入 災害用備蓄品購入

３．安全・安心のくらし創造 ・防災資機材等の備蓄に関しては行政のみでは限界があり、個
　人、地域、企業等との連携による備蓄調達体制の推進が必要
・急傾斜地対策には多額の事業費を必要とし、受益者負担金も
　発生７．「新市まちづくり計画」の実行

１．地震・防災対策を進めます

H　20年度　→　H　25年度　

事業名

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

財
源
内
訳

指標　Ⅰ 保存食備蓄総数

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

備蓄計画に対する年度末での備蓄数量確認  　19年度末備蓄数：27,500食

協働の内容　（主体別活動内容）　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

環境：

財政：民間との応援協定

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

Ｐ（備蓄計画の策定　　　　）
Ｄ（計画に基づく購入　　　）
Ｃ（計画の見直し　　　　）
Ａ（備蓄政策の見直し　　　　）情報：(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 ②

行政主導

組織：

(オ)その他、(下記欄に記入)

＊行政
　行政による計画的な備蓄
＊市民【個人】
　行政の計画に沿った個人備蓄
＊地域【自主防災組織】
　行政の計画に沿った組織備蓄

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 大原（内線２６１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 524 0 2,452

Ｈ２１予算額 0 630 0 4,556

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.00） 0.00　（0.05） 0.15　（0.15） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1,200　（1,200） 3,652　（5,756）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 27500食 26200食 26200食 100 実施

指標Ⅱ 14,400本（7200Ｌ） 19,400本（9700Ｌ） 19,400本（9700Ｌ） 100 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 12 A

説　明

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

市民の安全安心事業として必要であるが、個人、民間との
連携が必要

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
備蓄計画に基づくものであるため

市民協働指数
(20年度目標）

市民協働
指数

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（備蓄計画の策定　　　　）
Ｄ（計画に基づく購入　　　）
Ｃ（計画の見直し　　　　）
Ａ（備蓄政策の見直し　　　　）

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

飲料水の把握方法を備蓄本数から備蓄容量に見直しを行
う。

飲料水備蓄数 備蓄数量／毎年度末

把握方法・計算式

保存食備蓄数 備蓄数量／毎年度末

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

災害時、緊急時において応急対応を可能に
するために

備蓄計画の策定、購入、配備、管理を行う。

（評価の対象となる事務事業の概要）

大規模な地震による被災から避難民になった住民の応
急の生活支援を図るため、非常食、テント、発電機等の
防災資機材の計画的な備蓄を行なう。

職員数計

対象・受益者
の概数など

防災倉庫（２３）
受益者：全市民

事務事業の概要 　対象
（何を・誰を）

防災資機材、保存食等を

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

担当部課名
消防本部防
災対策課

一次評価者(担当）

１．　防災資機材等の整備

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

備蓄計画に沿った備蓄が達成できた。

一般財源

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的

0.00　（0.00）

3,926

部長級

Ⅳ
　
評
　
価

説　明
市民の安心・安全事業として、市が実施する事業であるが、
市民との協働の仲で備蓄政策の見直しが必要である。

評価の対象となる
【事務事業名】

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

大規模な地震災害時における避難所設置等の応急対策用資機材及び応急食料等の確保を図る。

財産収入

1,928

（１）　防災資機材等整備事業
筒井（内線２６３）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

１．地震・防災対策を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
47.3% 消防本部防災対策課

担当者・内線番号
筒井（内線２６３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

デジタル同報系設備整備工事

デジタル同報系無線保守 デジタル同報系無線保守

デジタル移動系無線実施設計

デジタル移動系設備整備工事

デジタル移動系無線保守

全戸設置 → →

1,534,098 1,009,098 511,000 14,000
国 庫 支 出 金
県 支 出 金 257,100 149,600 107,500
地 方 債 1,186,900 814,100 372,800
そ の 他
一 般 財 源 90,098 45,398 30,700 14,000

○印 市民協働指数

○

〇

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

新規　･　継続

(具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

・デジタル同報系無線設備整備工事

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

防災無線管理システムにより設置台数管理

デジタル同報系無線保守

デジタル移動系無線保守 デジタル移動系無線保守

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

デジタル同報系無線保守

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 戸別受信機設置

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

財政：

施 策 の 基 本 方 針
　「東海地震に係る地震防災対策強化地域」の指定等を踏まえ、地域社会が効果的かつ効率的な被害軽減策を講じていく
ため、応急対策に必要な資機材の整備や無線による情報伝達手段の確保、河川・急傾斜地の整備を行い、地震、風水害、
火災等に備えます。

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

２．地域情報基盤整備

１．災害に強いまちづくりができている

３．安全・安心のくらし創造 ・防災資機材等の備蓄に関しては行政のみでは限界があり、個
　人、地域、企業等との連携による備蓄調達体制の推進が必要
・急傾斜地対策には多額の事業費を必要とし、受益者負担金も
　発生　５．合併特例債の事業の重点目標

指標　Ⅱ

施　　策　　名 １．地震・防災対策を進めます

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系

３－３－１－１－２  (1)

H　17年度　→　H　21年度　

事業名
全世帯に戸別受信機を配備することで防災行政情報の迅速且つ確実有効な情報伝達と災害等発生時の通信手段として防災行政無
線システムを構築する。

２．-(1)　 防災行政無線設備の整備
同保系無線：親局１局、中継局３局、再送信子局７局、屋外拡声子局７８局、戸別受信機１６，７００
台、移動系無線：親局、中継局、固定局、移動局１６０局

一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　災害対策費

指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

行政：運用、維持管理を行なう
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

同報系については、全戸貸与の継続、迅速な情報発信の要望
移動系については、消防団からの無線貸与の要望

組織：

協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

人材：　
情報：避難所、関係機関との相互連絡が可能

環境：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

指標　Ⅲ

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 ・デジタル移動系無線保守

・デジタル移動系無線実施設計

・デジタル移動系無線設備整備工事

・デジタル同報系無線保守

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入）

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「大地震対策への取組み」の満足度 市民アンケート調査

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード事業 大原（内線２６１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 149,600 764,600 956,899

Ｈ２１予算額 0 107,500 500,700 634,628

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.15　（0.10） 0.00　（0.10） 0.30　（0.20） 0.00　（0.00） 045（0.40） 人 2,700　（2,400） 959,599　（637,028）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 5000台 １００７６台 １００７６台 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明
総合計画の重点プロジェクト事業であり、市民の安全・安
心事業として必要。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
総合計画の重点プロジェクト事業であり、市民の安全・安心
事業として必要。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

・整備事業の目的は達成した。
・戸別受信機の設置において、全世帯
の設置が達成できてないため次年度
以降としたため

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

防災行政無線（同報系）は、年度末に完了し、全市域で運用を開始した。戸別受
信機は、設置申込み者については、取付けは完了した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

現状の指標に加え、整備工事、計画・設計を加える。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

戸別受信機設置数 戸別受信機設置台数/毎年度末

市民
同報系無線：親局１局、中継局３局、再送信子局７局、
屋外拡声子局７８局、戸別受信機15,726台、
移動系無線：親局1局、中継局1局、基地局３局、移動
局２０５局の整備を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

災害時及び平常時における情報伝達、通
信手段の確保を確実にするために

整備工事及び設計管理の監督、市民周知及
び戸別取付等工程調整を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 全世帯に戸別受信機を配備することで防災行政情報の迅速且つ確実有効な情報伝達と災害等発生時の通信手段として防災行政無線システムを構築する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内全域を
対象・受益者
の概数など

財産収入

42,699

26,428

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．-(1)　 防災行政無線設備の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　防災行政無線設備整備事業 担当部課名
消防本部防
災対策課

一次評価者(担当）

筒井（内線２６３）

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている １．地震・防災対策を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット



Ｈ２１事業につきシート省略

3-3-1-1-2-(2)　「防災行政無線保守管理事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
47.3% 消防本部防災対策課

担当者・内線番号
筒井（内線２６３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

システム整備

システム保守

0% 100%

14,000 0 13,000 1,000
国 庫 支 出 金
県 支 出 金 2,670 2,670
地 方 債 9,200 9,200
そ の 他
一 般 財 源 2,130 0 1,130 1,000

○印 市民協働指数

〇

○

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

指標　Ⅰ 事業実施割合

①
行政主体

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

(オ)の理由：防災行政無線同報系の整備の完了によ
り、Ｊ-ALERTの導入基盤が整ったため、緊急情報の発
信を行う

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

事

業

費

市民アンケート調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

システム保守

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

・全国瞬時警報システム(J-ALERT)の保守

・

・

システム保守

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

指標　Ⅲ

H　21年度　～　　　　年度

事業名
消防庁が整備した全国瞬時警報システムを防災行政無線を通して、緊急地震速報、テロ・武力攻撃等の緊急情報の迅速な伝達を図
る。

2．-(2)　 全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ)整備 国からの衛星回線を使った緊急情報を防災行政無線同報系無線から自動放送を行う。

施　　策　　名 １．地震・防災対策を進めます

指標　Ⅱ

３．安全・安心のくらし創造

７．「新市まちづくり計画」の実行

「大地震対策への取組み」の満足度

・全国瞬時警報システム(J-ALERT)の整備

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入）

指標　Ⅰ

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ４．健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
１．災害に強いまちづくりができている

施 策 の 基 本 方 針
　「東海地震に係る地震防災対策強化地域」の指定等を踏まえ、地域社会が効果的かつ効率的な被害軽減策を講じていく
ため、応急対策に必要な資機材の整備や無線による情報伝達手段の確保、河川・急傾斜地の整備を行い、地震、風水害、
火災等に備えます。

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

情報：

行政：運用、維持管理を行なう
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

緊急地震速報の発信要望あり

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－１－１－2  (2)

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　災害対策費

・防災資機材等の備蓄に関しては行政のみでは限界があり、個
　人、地域、企業等との連携による備蓄調達体制の推進が必要
・急傾斜地対策には多額の事業費を必要とし、受益者負担金も
　発生

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

組織：
人材：　

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 大原（内線２６１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 2,873 6,400 9,498

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00　（0.05） 0.00　（0.00） 0.00（0.15） 人 0　（９００） 0　（10,398）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 0% 0% 0% 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明
市民の安全・安心事業として必要。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市民の安全・安心事業として必要。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
20年度に事業計画なし

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

市民の安心安全のための情報伝達事業として必要。２１年度に事業予定
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業実施割合を整備率と言い変え、保守点検回数を指標に
新たに加える。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

事業実施割合 工事発注率（平成21年度実施）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

戸別受信機設置世帯、屋外拡声子局８３局

国からの衛星回線を使った緊急情報を防災行政無線
同報系無線から自動放送を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

防災行政無線同報系を通して、国から緊急
情報をリアルタイムで伝達するために

全国瞬時警報システム（(J-ALERT)の整備と
保守を行う。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 消防庁が整備した全国瞬時警報システムを防災行政無線を通して、緊急地震速報、テロ・武力攻撃等の緊急情報の迅速な伝達を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内全域を
対象・受益者
の概数など

財産収入

0

225

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２　 防災行政無線設備の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　全国瞬時警報システム（J－ＡＬＥＲＴ)事業 担当部課名
消防本部防
災対策課

一次評価者(担当）

筒井（内線２６３）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている １．地震・防災対策を進めます



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
47.3% 　　建設部土木課

担当者・内線番号
鈴木・２４３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域
市全体　・（　　　　地
区　）

着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
改修工事　　１１０ｍ 橋梁改築 改修工事　　５０ｍ

改修工事　　３０ｍ

用地買収 改修工事　　６０ｍ

災害発生なし 災害発生なし 災害発生なし

150,000 千円 50,000 80,000 20,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 70,000 千円 25,000 40,000 5,000
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 80,000 千円 25,000 40,000 15,000

○印 市民協働指数

〇

〇

一部河川において、用地寄付
維持管理の住民出役(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

財政：

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

土木事業要望

環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 改修区間の災害

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

普通河川洞泉寺川 用地買収 改修工事　　１００ｍ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

準用河川五反田川(多自然川づくり事業、再計)

準用河川庚申川

普通河川又瀬川 改修工事　　１６０ｍ

土木費　河川費　河川費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 A1・Ｂ H　２０年度　→　H　３０年度　 一般・（　　　　　会計）

事業名 河川の氾濫を未然に防ぎ生活環境の改善を図る。

３．　河川の改修 準用河川五反田川（再計）、準用河川庚申川、普通河川又瀬川、普通河川洞泉寺川

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「大地震対策への取組み」の満足度 市民アンケート（定期調査）

・急傾斜地対策には多額の事業費を必要とし、受益者負担金も
　発生

１．災害に強いまちづくりができている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３.潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １．地震・防災対策を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　「東海地震に係る地震防災対策強化地域」の指定等を踏まえ、地域社会が効果的かつ効率的な被害軽減策を講じていく
ため、応急対策に必要な資機材の整備や無線による情報伝達手段の確保、河川・急傾斜地の整備を行い、地震、風水害、
火災等に備えます。

３－３－１－１－３

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 中川　雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 25,000 0 50,000

Ｈ２１予算額 0 40000 0 80000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 53,000　（80,900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 災害発生なし 災害発生なし 災害発生なし 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 B 12 B

説　明
災害の発生は、人命にもかかわることであり、河川の改修
は今後も引き続き行う必要がある。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
災害の発生は、人命にもかかわることであり、河川の改修は
今後も引き続き行う必要がある。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

有　護岸の改修延長を指標にくわえる。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

地元からの通報及び現地確認により把握

把握方法・計算式

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

河川の氾濫を未然に防ぎ、安全・安心な生
活を送るために

測量・設計・工事発注・監督を行う。

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 河川の氾濫を未然に防ぎ生活環境の改善を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

流域近辺の市民を
対象・受益者
の概数など

流域の市民

準用河川五反田川（再計）、準用河川庚申川、普通河
川又瀬川、普通河川洞泉寺川

３．　河川の改修

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　河川改修事業 担当部課名
　　建設部土

木課

一次評価者(担当）

鈴木・２４３

１．地震・防災対策を進めます

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

25,000

40000

職員数計

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

改修区間の災害

達成度に対する
評価

　災害が発生したか否かは、その年の気象条件に左右される。単に災害の発生
がなしという目標値の設定が妥当か検討する必要がある。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

0.00　（0.00）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
47.3% 建設部土木課

担当者・内線番号
中西・２４４

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域
市全体　・（　　　　地
区　）

優先度 Ａ１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
乗本工区 県及び地元との調整 県及び地元との調整

長篠工区 県及び地元との調整 県及び地元との調整

四谷工区 県及び地元との調整 県及び地元との調整

調整実施 → →

28,000 千円 8,000 10,000 10,000
国 庫 支 出 金 0 千円 0
県 支 出 金 0 千円 0
地 方 債 0 千円 0
そ の 他 3,000 千円 3,000
一 般 財 源 25,000 千円 5,000 10,000 10,000

○印 市民協働指数

〇

○

・防災資機材等の備蓄に関しては行政のみでは限界があり、個
　人、地域、企業等との連携による備蓄調達体制の推進が必要
・急傾斜地対策には多額の事業費を必要とし、受益者負担金も
　発生

３－３－１－１－４

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １．地震・防災対策を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　「東海地震に係る地震防災対策強化地域」の指定等を踏まえ、地域社会が効果的かつ効率的な被害軽減策を講じていく
ため、応急対策に必要な資機材の整備や無線による情報伝達手段の確保、河川・急傾斜地の整備を行い、地震、風水害、
火災等に備えます。

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

指標　Ⅰ 「大地震対策への取組み」の満足度 市民アンケート（定期調査）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7．「新市まちづくり計画」の実行 3．潤いと快適の住環境をめざすまちづくり

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

１．災害に強いまちづくりができている

施策達成度指標の測定方法･時期

事業名 急傾斜地に住居する市民の安全を確保することで、住環境の向上を図る。

４．　急傾斜地・地すべりの対策
愛知県が実施する急傾斜地崩壊対策施設（防護用壁など）の設置に関して、関係地区と
の調整を行う。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

新規　･　継続 H20年度　～　年度 一般・（　　　　　会計）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

土木費　土木管理費　土木総務費

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

急傾斜地崩壊対策施設工事　１式 県及び地元との調整 県及び地元との調整

当初計画調査　１式 県及び地元との調整 県及び地元との調整

実施設計　１式 県及び地元との調整 県及び地元との調整

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 県及び地元との調整

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

財
源
内
訳

事

業

費

総　事　業　費

地元との調整

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地区要望書など

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

協働の内容　（主体別活動内容）

財政：

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

人材：　
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （ハード整備） 中川雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0 3000 8,000

Ｈ２１予算額 0 0 0 0 0 10000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.05　（0.05） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1,200　（1,2００） 1,200　（1,2００）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 2回 2回 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 3

12 A 12 A

説　明説　明
愛知県が実施する事業のため市は関係地区との調整を行
う。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

愛知県が実施する事業のため市は関係地区との調整を行
う。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

地区民の事業用地等の協力により計
画
どおり達成。

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

２０年度は施設工事と測量設計を行った。本久地区工事は完成する。長篠地区
は
測量設計を行った。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

急傾斜地・地すべり地区住民の安全のため施
設
設置に関し関係地区との調整を行う。

把握方法・計算式

地区住民説明会 ２地区あたりの説明回数／年度末

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 急傾斜地に住居する市民の安全を確保することで、住環境の向上を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

急傾斜地の対象地域住民を
対象・受益者
の概数など

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

住んでいる人を急傾斜の危険から守る。

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

６７戸

愛知県が実施する急傾斜地崩壊対策施設（防護用壁
など）の設置に関して、関係地区との調整を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

10000 0

建設部土木
課

一次評価者(担当）

中西・２４４
担当部課名

一般財源 財産収入

5,000

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　急傾斜地・地すべりの対策

0

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

評価の対象となる
【事務事業名】

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅰ
　
基
本
情
報

１．地震・防災対策を進めます

（１）　急傾斜地・地すべり対策事業

目標が達成された姿

【最終成果目標】 １．災害に強いまちづくりができている

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート



再掲につきシート省略
3-3-1-1-5-(1)　「木造個人住宅耐震化診断事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
47.3% 消防本部防災対策課

62.7% 担当者・内線番号
筒井（内線２６３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

4月ホール運用開始 適正な運用管理 適正な運用管理
館内施設、装置、システム等の 保守点検委託 保守点検委託

適正な運用及び維持管理 システム等更新の検討

オープン直後の体制確保

5,000人（基準）

18,784 3,784 7,500 7,500
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 18,784 3,784 7,500 7,500

○印 市民協働指数

〇

〇

Ｐ（運営計画の作成　　　　）
Ｄ（計画に基づく実施　　　　）
Ｃ（来館者等意見に基づく見直し）アンケー
ト等の実施
Ａ（運営方針の見直し　　　　）

組織：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

全　体　計　画

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

事

業

費

総　事　業　費

活
動
指
標

成
果
指
標 指標　Ⅲ

入館者数

指標　Ⅱ
指標　Ⅰ 入館者数

消防費　消防費　災害対策費新規　･　継続 一般・（　　　　　会計）H　20年度　→　H　22年度　

保守点検委託

平成 27 ～ 30 年度

システム等更新の実施

平成20年オープン予定の新城市防災学習ホール（仮称）の運用を行う。事業名

１．　防災学習の推進

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 ・職員の訓練、教育の実施等担当職員の養成

オープン後の適正な運用管理

・運用マニュアル等の作成

（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入）

・専従職員の確保と臨時職員の雇用による運用体制確保

(具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 １．消防・防災センター

指標　Ⅲ

施策達成度指標の測定方法･時期
「大地震対策への取組み」の満足度

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ

１．災害に強いまちづくりができている

　市民の一人ひとりが防災意識を持てるよう地域における防災活動を推進するとともに、学習の場の提供や防災
訓練を通じ、市全体の災害対応能力を強化します。

２．災害対応能力を強化します

３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　５．合併特例債の事業の重点目標

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

行政：施設の運営、維持管理、学習カリキュラムの作成

地域（団体、組織）：防災学習への参加
市民団体（ＮＰＯなど）：防災学習への参加
その他：

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

情報：
人材：　

環境：

財政：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

保守委託料等の減

適正な運用管理 適正な運用管理

システム等更新の検討

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

保守点検委託

・設置管理条例・規則の制定

・新城市事務組織上での位置づけ

施 策 の 基 本 方 針

消防防災センター1階に、「インフォメーションゾーン」、「地震シュミレーションゾーン」、「防災ギャラリーゾーン」、
「防災情報ゾーン」、防災企画展示ゾーン」、防災コミュニティ研修室」の6ゾーンを整備する。

指標　Ⅱ 「地域の防災組織の充実」の満足度 市民アンケート調査

・地域防災活動の推進のためには、地域の連携・連帯を高める取
　り組みが必要である。

市民アンケート調査

施　　策　　名

総合計画の施策体系

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－１－２－１

平成 23 ～ 26 年度

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 施設運営管理 大原（内線２６１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 2,523

Ｈ２１予算額 0 0 0 2,377

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.30　（0.02） 0.00　（0.03） 0.00　（0.10） 0.70　（0.85） 1.00（1.00） 人 ※1,800（900） ※4,333（3,277）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 5000 5235 105 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

14 A 13 A

説　明

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

入館者数（人）

達成度に対する
評価

オープン初年度であり、市民等の関心も高く,木ひょが達せできた.学校関係、防
災組織等の団体利用が約7割、個人利用が3割であった。

３．安全・安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

１．災害に強いまちづくりができている ２．災害対応能力を強化します

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

　　　各課入力項目

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

戦略の方向　【政策】

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　防災学習の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　防災学習ホール運営事業 担当部課名
消防本部防
災対策課

一次評価者(担当）

筒井（内線２６３）

財産収入

2,523

2,377

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 平成20年オープン予定の新城市防災学習ホール（仮称）の運用を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民、各種団体を
対象・受益者
の概数など

市民等

防災学習ホールの来館者に「危険に気づく」「災害を体
感する」「対策を実践する」のテーマで防災学習を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

災害時に自分、地域を守れる行動、知識を
身につけてもらうために

防災学習ホールの運営管理（防災講話、市民
ＰＲ、企画展示等）

把握方法・計算式

年間入館者数／毎年度末

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（運営計画の作成　　　　）
Ｄ（計画に基づく実施　　　　）
Ｃ（来館者等意見に基づく見直し）アンケート等の実施
Ａ（運営方針の見直し　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

・新規オープンを学校関係、防災会等
にＰＲしたのが功を奏した。
・２１年度の目標を5000人とする。

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
防災学習の推進は、総合計画の主要事業であり、施設は
オープン初年で入館者も目標に達している。

防災学習の推進は、総合計画の主要事業であり、施設は
オープン初年で入館者も目標に達している。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
47.3% 消防本部防災対策課

62.7% 担当者・内線番号
筒井（内線２６３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　鳳来地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

9組織 15組織 16組織

73％（9）組織 83％（15）組織 100％（16）組織

31,935 6,608 12,255 13,072
国 庫 支 出 金
県 支 出 金 17,529 5,529 6,000 6,000
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 14,406 1,079 6,255 7,072

○印 市民協働指数

〇

全　体　計　画

(オ)の理由：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(オ)新規に追加実施するための立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

平成 27 ～ 30 年度

総合計画の施策体系
１．災害に強いまちづくりができている

３．安全・安心のくらし創造
・地域防災活動の推進のためには、地域の連携・連帯を高める取
　り組みが必要である。

７．「新市まちづくり計画」の実行

新規　･　継続

配備済組織数　　　19年度末自主防災会数：149組織

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

H　20年度　→　H　22年度　

平成 23 ～ 26 年度
（期間内の取り組む内容･事業を項目別に記入） (具体的な取り組みの内容を簡潔に記入）

（鳳来地区）

・

・

・自主防災組織に防災資機材を配備

製品価格の上昇

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

組織：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

３－３－１－２－２

協働の内容　（主体別活動内容）

施　　策　　名 ２．災害対応能力を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　市民の一人ひとりが防災意識を持てるよう地域における防災活動を推進するとともに、学習の場の提供や防災
訓練を通じ、市全体の災害対応能力を強化します。

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ４．健康と安全・安心のまちづくり

地震災害時における自主防災組織の初動体制の整備を図る。

２．　自主防災組織の強化・育成 自主防災組織に防災資機材を配備する。

一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　災害対策費

事業名

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 防災資機材配備組織数

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

行政：行政による計画的な配備
地域（団体、組織）：適正な維持管理
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

人材：　
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

②
行政主導

指標　Ⅱ 「地域の防災組織の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「大地震対策への取組み」の満足度 市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 補助・市民等 大原（内線２６１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 5,108 0 6,426

Ｈ２１予算額 0 4,500 0 5,370

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.10（0.10） 人 600　（６００） 7,026　（5,970）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 10組織 ９組織 9組織 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ２．災害対応能力を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　自主防災組織の強化・育成

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　自主防災会防災資機材貸与事業 担当部課名
消防本部防
災対策課

一次評価者(担当）

筒井（内線２６３）

一般財源 財産収入

1,318

870

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地震災害時における自主防災組織の初動体制の整備を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

自主防災会（149組織）を
対象・受益者
の概数など

全市民

自主防災組織に防災資機材を配備する。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

災害時等において、救助、避難などの防災
活動をスムーズに行えるようにするために

購入配備、訓練指導を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

防災資機材配備組織数 貸与組織数／年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

行政主導による防災組織の育成の一環であり、鳳来地区の整備があと2年で終
了予定であり、事業が完了する。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

（C・Ａ）行政による計画的な配備後、防災組織による維持管理に
実施、及び追加必要備品の整備を行う

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

・予定地区への配備が完了
・防災組織への引渡しが完了し維持管
理が行われている。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
防災組織の強化・育成にための総合計画の主たる事業である。
行政主導による防災組織の育成が必要。

防災組織の強化・育成にための総合計画の主たる事業である。
行政主導による防災組織の育成が必要。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
47.3% 消防本部防災対策課

62.7% 担当者・内線番号
筒井（内線２６３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　庁内　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
演習計画の立案 演習計画の立案
災害対策本部要員会議の開催 災害対策本部要員会議の開催

訓練進行計画案の検討

訓練WG編成

図上訓練の実施 図上訓練の実施

地域防災計画の見直し 地域防災計画の見直し 地域防災計画の見直し

個別災害応急対策の検討

計画通り実施 計画通り実施 計画通り実施

2,200 0 2,200 0
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 2,200 0 2,200 0

○印 市民協働指数

〇

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 事業の進捗

指標　Ⅲ

(オ)新規に追加実施するための立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

市民アンケート調査

財政：

(オ)の理由：

指標　Ⅰ 「大地震対策への取組み」の満足度

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 地域防災計画の見直し

戸別災害応急対策の検討

指標　Ⅲ

Ｐ（訓練計画の作成　　　　）
Ｄ（訓練の実施　　　　）関係機関の訓練参
加
Ｃ（訓練内容の検証　　　　）
Ａ（地域防災計画等の見直し　）

①
行政主体

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

ロールプレーイング図上訓練の実施

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

訓練ワーキンググループに編成

事業名 災害時の緊急事態に全庁上げて危機管理能力の向上、習得を図る。

３．　災害危機管理体制の強化 災害対策本部要員を対象にしたロールプレーイング方式図上訓練の実施

訓練進行計画案の検討（業者委託）

施策達成度指標の測定方法･時期

総合計画の施策体系
１．災害に強いまちづくりができている

施　　策　　名 ２．災害対応能力を強化します 施 策 の 基 本 方 針

３．安全・安心のくらし創造

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ４．健康と安全・安心のまちづくり

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

行政：
地域（団体、組織）：訓練への参加
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

人材：　
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

３－３－１－２－３

施策実施上の課題

　市民の一人ひとりが防災意識を持てるよう地域における防災活動を推進するとともに、学習の場の提供や防災
訓練を通じ、市全体の災害対応能力を強化します。

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

演習計画の立案

災害対策本部要員会議の開催

「地域の防災組織の充実」の満足度 市民アンケート調査

一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　災害対策費H　20年度　→　H　22年度　

・地域防災活動の推進のためには、地域の連携・連帯を高める取
　り組みが必要である。

７．「新市まちづくり計画」の実行

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続

指標　Ⅱ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 内部管理事務 大原（内線２６１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.20） 0.00　（0.05） 0.00　（0.10） 0.00　（0.00） 0.00（0.35） 人 0　（2,100） 0　（2,100）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 計画通り実施 未実施 0% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 2

12 B 12 B

説　明

　　　各課入力項目
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ２．災害対応能力を強化します

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　災害危機管理体制の強化

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　市職員「災害図上訓練」事業 担当部課名
消防本部防
災対策課

一次評価者(担当）

筒井（内線２６３）

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 災害時の緊急事態に全庁上げて危機管理能力の向上、習得を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市職員を
対象・受益者
の概数など

全市民・職員

災害対策本部要員を対象にしたロールプレーイング方
式図上訓練の実施

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

災害時における危機対応能力を向上するた
めに

訓練要綱・訓練計画の作成、研修講師、関係
機関との調整を行う

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

事業の進捗 訓練実施回数／年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

２０年度は、災害図上訓練の方法等の資料収集に時間を要したため、訓練の実
施を見送った。この訓練は、市職員の災害対応能力を図る上で有効な手法であ

る。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

・活動指標を訓練実施回数に見直し
・新たに災害対応部局における「危機管理マニュアル」作成
数を追加

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（訓練計画の作成　　　　）
Ｄ（訓練の実施　　　　）関係機関の訓練参加
Ｃ（訓練内容の検証　　　　）
Ａ（地域防災計画等の見直し　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

訓練災害の想定等訓練計画の作成等
が遅れたため、２１年度に繰り越された
ため

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
指標が不適切であったため評価点が下がったが、総合計画
の災害対応能力の強化かかる主な事業であり、事業の確実
な実施が必要。

総合計画の災害対応能力の強化かかる主な事業であり、
事業の確実な実施が必要。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

担当者・内線番号
宮部（内線８０－２００）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城市・北設楽郡

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

1名 （24名/32名） 1名 （26名/32名） 1名 （28名/32名）

┗━各年度2名の確保を計画、内1名を研修所で資格取得

(100)  75 (100)  81 (100)  88

　　　　　┏━事業費については、研修関係分のみ計上している。

5,523 千円 1,841 1,841 1,841

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 1,671 千円 557 557 557

一 般 財 源 3,852 千円 1,284 1,284 1,284

○印 市民協働指数

○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

①
行政主体

組織：研修派遣中の消防力低下の軽減

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：救急救命士資格取得者の新規採用

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：資格取得者の採用による経費削減
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域住民からの救急要請では、救急救命士出場の期待が寄せら
れている。

環境：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：研修派遣職員による高度情報の収集

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 救急救命士養成計画実施率(％)

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

19年度末； 22名、69％（救急救命士必要数32名、各年度1名を資格取得研修、1名は資格者採用をした場合の年度末数値）

救急業務の高度化（救急救命士の養成） 2名 0名

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　H23度　1名 （30名/32名）　94%

　H24度　1名 （32名/32名）　100%

新規　･　継続 H２０年度　→　H２４年度　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　常備消防費

事業名 救急救命士を計画的に養成することにより、高度化する救急需要に対応し、救命率の向上を目指す。

１．　消防本部・消防署の組織整備
(１）　救急業務の高度化

必要とする救急救命士３２名を計画的に養成する。
高度化する救急需要に即した情報を確保し、広く職員が共有し有効活用する。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る ・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現

 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

３－３－１－３－１-（１）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森下幸宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 557 1,841

Ｈ２１予算額 0 0 0 557 1841

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.25（0.25） 人 1,500　（1,500） 3,341　（3,341）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ２名（22名／32名） ２名（２４名／３２名） ２名（24名／32名） 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

救命士でなければ特定行為はおこなえないが、これを実施する事例も多数ある。新城消防
管内は管轄面積が広く現場到着まで時間がかかりその対応に苦慮している。対応として救
急車が配備してある署所には常時救命士を配備し該当患者の救命率の向上に努めるよう
必要最小限の配置人数を当計画で定めている。今後この有効性を更に説明していきたい。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
救急救命率については、成果指標では表わすことが出来な
いため、救命率を向上させるために必要な活動指数（救急
救命士養成）を評価した。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

救急救命士養成計画に基づき、救急救命士養成所研修を修了し、国家試験に
合格、救急体制の整備が図られた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

平成21年度より6台ある救急車のうち1台を非常用として位
置づけたため、32名の養成数を31名に修正し養成計画とす
る。

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

把握方法・計算式

救急救命士養成計画 救急救命士養成計画／年度末

新城市消防本部管内住民

必要とする救急救命士３２名を計画的に養成する。
高度化する救急需要に即した情報を確保し、広く職員
が共有し有効活用する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

生命に係る緊急時において、的確な処置で
救命を行うために

救命救急士を計画的に養成する。

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 救急救命士を計画的に養成することにより、高度化する救急需要に対応し、救命率の向上を目指す。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城市消防本部管内住民を
対象・受益者
の概数など

財産収入

1,284

1284

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 １．　消防本部・消防署の組織整備(１）　救急業務の高度化

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　救急業務高度化事業 担当部課名
消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

田中（内線８０－１３２）

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

担当者・内線番号
宮部（内線８０－２２１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城市・北設楽郡

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

(14名)15名 (35名)17名 (25名)継続実施

100 100 100

　　　　　　┏━事業費については、研修経費を計上している。

3,328 千円 1,246 2,082

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 1,005 千円 376 629

一 般 財 源 2,323 千円 870 1,453

○印 市民協働指数

○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：組織を充実強化し総合力を向上する

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：研修による職印資質の向上を図る

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
各年度予算編成時期までに次年度経過を設定し、次年度終了後実施率を測定

指標　Ⅱ その他研修計画実施率(％)

指標　Ⅲ

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

職員資質の向上（派遣研修の実施） （100名）継続実施 （100名）継続実施

新規　･　継続 H２０年度　→　H     年度　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　常備消防費

事業名 年々多様化する災害現場に的確に対応するため職員の能力や資質の向上を図り、消防本部の組織力を向上するもの。

１．　消防本部・消防署の組織整備
(2）　職員資質の向上

消防職員としての基礎教育である県消防学校初任科をはじめとし、火災予防や救助技術などの専
門知識について、教育研修計画に基づき計画的に研修させるもの。

指標　Ⅲ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

３－３－１－３－１－（２）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る ・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現

 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている 施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（内線８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 376 1,334

Ｈ２１予算額 0 0 0 629 1,775

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.１0　（0.１0） 0.00　（0.00） 0.２0（0.２0） 人 1,200　（1,200） 2,534　（2,975）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ 100 100 100

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

研修教育は、現有消防力における人員不足、また財政状況に伴う影響もあり右
肩下がりであるが、県消防学校が開催する専科に入校し人的消防力の質的充

実強化を図った。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

0.00　（0.00）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

958

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

財産収入

1,146

職員数計

１．　消防本部・消防署の組織整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　職員の資質向上事業 担当部課名
消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

渡辺（内線８０－２３３）

３．消防体制を強化します

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 年々多様化する災害現場に的確に対応するため職員の能力や資質の向上を図り、消防本部の組織力を向上するもの。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

市民５２，０００人
消防職員としての基礎教育である県消防学校初任科を
はじめとし、火災予防や救助技術などの専門知識につ
いて、教育研修計画に基づき計画的に研修させるも
の。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
多様化する災害において的確な対応で市
民を守ることで、安心して暮らせるようにする
ために

研修会に参加し、受講者は職員への研修（フィード
バック）を行うことで、職員全体での専門知識と技
術の向上を図る。

把握方法・計算式

その他研修計画実施率(％)

　指　標　名　（当初設定指標）

各年度予算編成時期までに次年度経過を設定し、次年度終了後実施率を測定

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市が関与する必要性が高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は低い

説　明
愛知県消防学校が実施する科の実施回数を基準として成果を測
定、消防本部において研修を計画しフィードバックを行ったが成果
は測定できない。

研修受講者が職員研修で未受講者にフィードバックし、人材育成
してきたが数字での成果は確認できないが継続していく必要が
ある。



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部 消防総務課

担当者・内線番号
渡辺（８０－２３３）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 東三河地域

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
東三河広域消防検討委員会の設置

広域再編計画の検証 （同左）

調査検討・報告書作成

首長判断・検討準備

広域消防準備

0 千円

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

○

３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３－３－１－３－１－（３）（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。施　　策　　名

　・広域再編計画の検証

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系

指標　Ⅱ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名
平成18年6月、消防組織法の改正により、「市町村の消防の広域化」について規定されたことから、消防本部の広域化について、広域
的な視点で調査検討するもの。

１．　消防本部・消防署の組織整備
（３）　消防本部の広域化

平成19年度末に県が定めた「推進計画」において、東三河地域の消防本部の広域化が枠組みされ
ていることから、「東三河広域消防検討委員会」を設置し、広域的な視点で調査検討する。

新規　･　継続 H２０年度　→　H２４年度　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　常備消防費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

消防本部の広域化

　・調査検討・報告書作成

　・首長判断・検討準備

　・広域消防準備

　・広域消防の実現 25年4月広域消防の実現

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

地域消防力が低下しないよう、消防団や自主防災組織との関係を
検証する。

環境：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：特殊機材の重複投資の回避

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：署所の適正配置による地域消防力の強化

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：本部機能の一元化による業務の効率化

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.１0） 0.１0　（0.１0） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.４0（0.４０） 人 2,400　（2,400） 2,400　（2,400）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 １．　消防本部・消防署の組織整備（３）　消防本部の広域化

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　消防本部広域化事業 担当部課名
消防本部 消

防総務課

一次評価者(担当）

渡辺（８０－２３３）

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 平成18年6月、消防組織法の改正により、「市町村の消防の広域化」について規定されたことから、消防本部の広域化について、広域的な視点で調査検討するもの。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

東三河の住民を
対象・受益者
の概数など

７４０，０００人
平成19年度末に県が定めた「推進計画」において、東
三河地域の消防本部の広域化が枠組みされていること
から、「東三河広域消防検討委員会」を設置し、広域的
な視点で調査検討する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

広域的な消防の連携により、安心して暮ら
せるようにするために

東三河の消防本部の広域化について協議を行

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

　東三河地域における消防の広域化について基本的な方向性を見極めるため
の検討を行ったが更なる検討においては、メリットとデメリットのバランスをいかに
とるかが課題である。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有
検討会・作業部会出席　　年度末の実績
東三河消防広域化研究会報告書作成　　　年度末の実績

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
愛知県消防広域化推進計画の協議が始まったが
成果は、報告書が作成された。

消防組織法で定められ東三河地区で検討が始まったが、
更に検討を進める必要がある。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

担当者・内線番号
宮部（８０－２２２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 県下又は東三河地域

優先度 A１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

県策定整備計画の検討 （不明）同左 不明

協議（・基本設計）
実施設計・整備事業

0 千円

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

○

事業名
国が推進する消防指令業務の共同運用及び平成28年5月末日までとされる現在のアナログ消防救急無線のデジタル化への移行につ
いて、県及び東三河地区消防本部と共同で検討し、定められた期限までに進めていく。

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現

 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている 施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度

３－３－１－３－２－（１）

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

市民アンケート調査

７　「新市まちづくり計画」の実行

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

　２．　消防指令業務の共同運用
　　(1) 消防救急無線のデジタル化
         及び消防指令業務の共同運用事業

28年5月末日までの使用期限が定められている現在のアナログ式消防救急無線をデジタ
ル式に移行するもので、膨大な経費が必要となることから基地局の整備方法や移動局の
仕様について、県及び東三河地区消防本部が共同で検討し、定められた期限までに整備
するもの。また、国が推進する指令業務共同運用は、消防の広域化と合わせて検討してい

新規　･　継続 20年度→24～28年度　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　常備消防費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

国が推進する消防指令業務共同運用 24年度の運用開始を目標

消防救急無線のデジタル化整備 （基本設計・実施設計）
電波伝搬調査・基本設計

整備事業・運用開始（目標；23年） 現無線設備の使用期限；28年5月31日

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：システム設備の共同利用により経費削減
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

現在、豊橋市及び豊川市と共に行っている指令業務の共同運用は、東三河地区
での運用となる可能性が高く、より広範囲となるため、一層市民への情報提供が必
要である。

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：指令要員の効率的な配置

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：職員交流による技術向上

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：広域的な情報の把握

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 3 12

Ｈ２１予算額 0 0 0 7 25

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.40（0.40） 人 2,400　（2,400） 2,412　（2,425）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

　２．　消防指令業務の共同運用
　　(1) 消防救急無線のデジタル化
         及び消防指令業務の共同運用事業

評価の対象となる
【事務事業名】

１，　 消防救急無線のデジタル化
　　　及び消防指令業務の共同運用事
業

担当部課名
消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

夏目（８０－２３１）

財産収入

9

18

職員数計

0.10　（0.10）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
国が推進する消防指令業務の共同運用及び平成28年5月末日までとされる現在のアナログ消防救急無線のデジタル化への移行について、県及び東三河地区消防本部と共同で
検討し、定められた期限までに進めていく。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

東三河地区の住民を
対象・受益者
の概数など

豊橋市、豊川市及び新城市消防本部が管轄する
区域並びに県下

28年5月末日までの使用期限が定められている現在のアナログ式消防救急無線を
デジタル式に移行するもので、膨大な経費が必要となることから基地局の整備方法
や移動局の仕様について、県及び東三河地区消防本部が共同で検討し、定めら
れた期限までに整備するもの。また、国が推進する指令業務共同運用は、消防の
広域化と合わせて検討していくこととしている。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
県及び東三河地区の消防が連携して、消防
活動を行えるようにすることで、地域住民の
生命や財産を守り、安心して暮らせるように

消防救急無線をデジタル化に向けての検討会議
を行う。共同運用についての協議も、デジタル化と
併せて検討していく。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

この事業は基本事業の「消防指令業務の共同運用」内に置かれており、最終目標は定
められているものの具体的な整備方法が決められておらず、協議にとどまっていたた
め、指標の設定を定めてなかった。しかし近年、少しずつ進展が見込めるため新たに指
標を設定するものとする

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

新たに指標を設定する。
（デジタル化においては、無線デジタル化整備費用、検討会議／報告書
作成を、共同運用では現指令システムの活用を新たに設定する。）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

説　明
現段階では整備方法の検討であり、指標設定がなかったため、評価は落ちている
が28年5月までに必ず整備する必要があり、膨大な経費が必要となることから引き
続き事業を進める必要がある。

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は中程度
共同運用については既に3市で行っているものの、デジタル化については国の方
針により整備しなくてはならないため、県や関係市と十分に検討し今後も事務を
進めて行く必要がある。また現在の優先度もＡ１Ａである。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

担当者・内線番号
宮部（８０－２２２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域
豊橋市・豊川市・宝飯郡
新城市・北設楽郡

優先度 Ａ１Ａ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
協議会加入

運用開始・職員派遣（3名） 職員派遣(3名） 同左

負担金の支出 同左 同左

データ更新・保守 データ更新・システム保守 同左

導入前より約１分短縮 同左 同左

178,623 千円 55,400 64,027 59,196

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 54,028 千円 16,757 19,366 17,905

一 般 財 源 124,595 千円 38,643 44,661 41,291

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－１－３－２－（２）

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名
通信指令業務を共同で運用することにより、大規模災害時において効率的かつ集中的な部隊運用が可能となり、消防力を強化し被害
の軽減を図ると共に主要システムの共同利用により経費の削減を図る。

２．　消防指令業務の共同運用
 (2) 消防指令業務共同運用事業

16年10月に豊橋市と豊川市が豊橋市中消防署に設置された消防指令センターで119番
通報の受信等を共同で処理していたが、20年度から新城市が加入し、22年度には蒲郡市
が加入し、４市で共同で運用を行うことで今年度蒲郡市がシステムの整備を行っている。

新規　･　継続 20年度→    年度　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　常備消防費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

豊橋市、豊川市及び新城市通信指令事務協議会

通信指令事務共同運用開始・職員派遣 同左

消防指令センター共同運用負担金の支出 同左

データの更新・システムの保守 指令センター指令システム更新見込み（25年度）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 現場到着所要時間 平均所要時間を出動報告書により調査

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：システム設備の共同利用により経費削減
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

防災行政無線を始めとした情報通信基盤を活用し、消防防災情報の積
極的な発信により、市民との情報の共有化に努める。

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：指令要員の充実強化

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：ＣＡＴＶや市ＨＰから火災情報等の発信

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

(オ)の理由：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 16,057 53,023

Ｈ２１予算額 0 0 0 19,429 64,157

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 3.10　（3.10） 0.00　（0.00） 3.30（3.30） 人 19,800（19,800) 72,823（83,957）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 11分43秒
導入前より約1分短
縮

12分48秒 0% 実施

指標Ⅳ 2分31秒
導入前より約1分短
縮

1分17秒 100% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 B 13 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　消防指令業務の共同運用

評価の対象となる
【事務事業名】

（２） 　消防指令業務の共同運用事業 担当部課名
消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

夏目（８０－２３１）

財産収入

36,966

44,728

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
通信指令業務を共同で運用することにより、大規模災害時において効率的かつ集中的な部隊運用が可能となり、消防力を強化し被害の軽減を図ると共に主要システムの共同利用
により経費の削減を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

豊橋市、豊川市及び新城市消防本部が管
轄する区域の住民等を

対象・受益者
の概数など

豊橋市、豊川市及び新城市消防本部が管轄する
区域の住民等16年10月に豊橋市と豊川市が豊橋市中消防署に設置された消防

指令センターで119番通報の受信等を共同で処理していたが、20
年度から新城市が加入し、22年度には蒲郡市が加入し、４市で共
同で運用を行うことで今年度蒲郡市がシステムの整備を行ってい
る。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
消防力を強化し被害の軽減を図ることで、
地域住民の生命や財産を守れるようにする
ために

消防指令業務を豊橋市中消防署に設置された消
防指令センターにて、共同で処理を行う。
指令センター員3名；119番受信及び指令業務等、

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

現場到着所要時間

現在の成果指標の見直しを行う。
※新たに人件費、維持管理費及び活動能力を設定する。

平均所要時間を出場報告書により調査

119番受信受付時間 受付時間データを調査

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

現場到着時間は事案により現場が異なるため、平均所要時間で一括して成果を評価す
ることは不適切であった。しかし、１１９番受信受付時間では、１９年度比で１分以上短縮
されている。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

事業の見直し度は中程度

説　明
指標の設定が不適切であったものの、受信時間は１９年度比にお
いては１分２４秒短縮されており、本事業の有効性は高く、高い成
果も出ている。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点]

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

指標の設定が不適切であったが、事業の成果には高いものがあ
る。
事業判定もＡ１Ａであり今後も優先的に進めていく必要がある。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部 消防署

担当者・内線番号
成田（８０－１２１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 消防本部管内

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
水槽付ポンプ自動車 救助工作車（本署） 水槽付ポンプ自動車

(鳳来分署） 高規格救急車（作手） （本署）

指揮電源車（本署） 高規格救急車（本署）

資機材搬送車（本署）

車両の更新 車両の更新 車両の更新

271,000 千円 35,000 149,000 87,000

国 庫 支 出 金 13,432 千円 0 0 13,432

県 支 出 金 31,861 千円 8,073 11,894 11,894

地 方 債 215,200 千円 26,900 137,100 51,200

そ の 他 3,176 千円 8 1 3,167

一 般 財 源 7,331 千円 19 5 7,307

○印 市民協働指数

○

○

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 車両の更新

指標　Ⅱ

３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３－３－１－３－３-（１）（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。施　　策　　名

 （  ）は配置先を示す

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系

指標　Ⅱ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅲ

事業名
消防本部で保有する３６台の車両を整備年度や使用頻度、安全性等を考慮し、車両ごとに耐用基準年数を設け、計画的に整備するこ
とにより、一極的な財政負担を軽減し、均一的な財政措置のもと、効率的な車両運用と整備を行うもの。

３．　消防活動用施設・設備の整備
(1）　消防車・救急車の更新整備

耐用基準年数に基づき、使用状況を勘案し定期的に計画を見直し、更新整備するもの。

新規　･　継続 H１９年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　常備消防費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

査察広報車（消防総務課） 水槽車（本署）・車両更新計画に基づく車両の更新、整備

ポンプ車（本署）　30ｍ級梯子車（本署） 高規格救急車（本署）

高規格救急車（鳳来） 高規格救急車（設楽）

水槽付ポンプ車（設楽） 高規格救急車（東栄）

水槽付ポンプ車（東栄） 水槽付ポンプ車（作手）

救助工作車Ⅱ型（東栄）

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

作手地区への高規格救急車の配備が望まれている。

環境：活動環境の改善（安全性の確保）

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：財政措置の均衡化
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

11,492 4,071 27,900 48 43,622

Ｈ２１予算額 0 9,175 123,200 8 132,400

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 46,622　（135,400）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 車両の更新 車両の更新 車両の更新 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ３．　消防活動用施設・設備の整備(1）　消防車・救急車の更新整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　消防車・救急車の更新整備事
業

担当部課名
消防本部 消

防署

一次評価者(担当）

金澤（８０－２３２）

財産収入

111

17

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
消防本部で保有する３６台の車両を整備年度や使用頻度、安全性等を考慮し、車両ごとに耐用基準年数を設け、計画的に整備することにより、一極的な財政負担を軽減し、均一的
な財政措置のもと、効率的な車両運用と整備を行うもの。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

地域住民の生命・身体及び財産を
対象・受益者
の概数など

消防用車両35台

耐用基準年数に基づき、使用状況を勘案し定期的に
計画を見直し、更新整備するもの。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
火災から保護し、災害によるの被害を軽減
するほか、災害等による傷病者の搬送を適
切に行なうため

消防用車両を耐用年数、使用頻度、安全性を
考慮し、更新整備する

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

車両の更新 車両の更新状況を確認

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

計画に沿って水槽付ポンプ自動車（鳳来分署）を整備をした。地域活性化・緊急安心実
現総合対策交付金により、平成21年度整備予定であった資機材搬送車（本署）を平成20
年度に整備を行なった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

平成20年度に資機材搬送車を整備したた
め、平成21年度は救助工作車、指揮電源
車、高規格救急車、計3台の整備を行なう。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
地域住民の安心安全を確保するため、消防力の充実強化
が必要。

計画的に更新することにより、消防力が確保され、地域の
安全確保につながるため継続して実施する必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防署

担当者・内線番号
渡邊（内線８０－３０１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 新城市

優先度 A1・Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

修繕1基（富沢地区） 新設2基（鳳来・作手地区） 新設2基（鳳来・作手地区）

新設1基（八束穂地区） 修繕2基（新城・鳳来地区） 修繕2基（新城・鳳来地区）

解体1基（新城地区） 解体1基（鳳来地区）

計画通り実施 計画通り実施 計画通り実施

35,376 千円 6,776 14,300 14,300

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 13,090 千円 2,618 5,236 5,236

地 方 債 16,000 千円 3,200 6,400 6,400

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 6,286 千円 958 2,664 2,664

○印 市民協働指数

○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：区長を通して設置要望が出される

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：二次製品利用によりコストパフォーマンス向上

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

防火水槽設置は、日々の生活に安心を与えるため地域住民の関心が高い。
地域安全確保のため、区で作った小規模水槽の取り壊し要望が寄せられる。

環境：二次製品利用による工期短縮、安全性の確保

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 施設・設備の整備

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

解体4基【各年度新設2基（鳳来・作手地区）】 同左

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新設8基【各年度新設2基（鳳来・作手地区）】 同左

修繕8基【各年度新設2基（鳳来・作手地区）】 同左

消防費　消防費　常備消防費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

３．　消防活動用施設・設備の整備
（2）　消防水利の整備

防火水槽の設置を始め、安全性を確保するため、無蓋水槽への蓋の取り付け、解体を計
画的に行うもの。

新規　･　継続 H１９年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅲ

事業名 災害時の消防活動を効率的に行い、災害による被害の軽減を図るため、計画的に消防水利を整備する。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

消防水利の整備（防火水槽設置・修繕等）

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系

指標　Ⅱ

３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

３－３－１－３－３-（２）（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。施　　策　　名

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 2,618 2,900 7,898

Ｈ２１予算額 0 0 0 340

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.10　（0.10） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.50（0.45） 人 3,000　（2700） 10,898　（3,040）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 計画通り実施 計画通り実施 計画通り実施 未

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

緊急ではないが時宜性が高い

区長要望もあり、被害の軽減に繋がることから計画的に整備し
ていく必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
防火水槽を整備することにより、地域住民の安心安全を確保する
ことが必要。

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

計画したものは全て達成をした。補正
予算にて2箇所の防火用水解体を行な
う。

達成度に対する
評価

計画通りに防火水槽の設置及び蓋の取付をおこなう。補正予算にて富沢・川田
地内の防火用水を解体を行なう。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

施設・設備の整備 整備計画内容の実施状況を確認

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

新設要望防火水槽、全ての無害防火水槽及び要
解体防火水槽

防火水槽の設置を始め、安全性を確保するため、無蓋
水槽への蓋の取り付け、解体を計画的に行うもの。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

設置及び安全のために蓋の取り付け、解体
のため

市民からの要望を参考に整備していく

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 災害時の消防活動を効率的に行い、災害による被害の軽減を図るため、計画的に消防水利を整備する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

防火水槽を
対象・受益者
の概数など

財産収入

2,380

340

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ３．　消防活動用施設・設備の整備（2）　消防水利の整備

評価の対象となる
【事務事業名】

（2）　消防水利の整備事業 担当部課名
消防本部消

防署

一次評価者(担当）

金澤（８０－２３２）

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部 消防署

担当者・内線番号
成田（８０－１２１）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域
新城市・設楽町
東栄町

優先度 A1・Ｃ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

10本 30本 30本

0本 8本 8本

10本 9本 10本

資機材の更新、整備 資機材の更新、整備 資機材の更新、整備

4,056 千円 500 1,768 1,788

国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 1,225 千円 151 534 540

一 般 財 源 2,831 千円 349 1,234 1,248

○印 市民協働指数

○

○

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：効率的な活動による被害の軽減

(オ)新規に追加実施するための立案

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

安全安心な街づくりを期待している

環境：活動環境改善による隊員の披露軽減

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 資機材の更新、整備

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

・空気ボンベ（＠８６） 50本 未定

・化学消火薬剤（＠２０） 40本 未定

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・消防用ホース（＠30） 49本 未定

新規　･　継続 H１９年度　→継続　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　常備消防費

事業名
消防活動上必要とする高額で使用期限が定められている資機材や高額で消耗が激しい消防ホースを計画的に整備することにより、効
率的かつ効果的な消防活動を行い、災害による被害の軽減を図る。

３．　消防活動用施設・設備の整備
（３）　活動用資機材の整備

使用期限が定められている化学消火薬剤や空気ボンベ、及び消防活動の中心となる消防
ホースを計画的に更新、整備する。

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

３－３－１－３－３-（３）

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている 施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７　「新市まちづくり計画」の実行 ４　健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 森下幸宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 18 55

Ｈ２１予算額 2,739 0 0 642 4859

事業配置職員数 課長級 副課長級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.3） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.50（0.45） 人 3,000　（2,700） 3,055　（7,559）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ ホース60%　ボンベ100%
薬剤計画なし

該当数の100%更新目標
ホース30%　ボンベ計画なし
薬剤100% 物品により不定 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

12 B 12 B

説　明

Ｈ２０決算額
（千円）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

（指標Ⅰ）整備率は耐用年数更新に基づく最低限の計上なので100%とし
たい。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　消防活動用施設・設備の整備事業

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　活動用資機材の整備事業 担当部課名
消防本部 消

防署

一次評価者(担当）

成田（８０－１２１）

３．消防体制を強化します

財産収入

37

1478

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
消防活動上必要とする高額で使用期限が定められている資機材や高額で消耗が激しい消防ホースを計画的に整備することにより、効率的かつ効果的な消防活動を行い、災害によ
る被害の軽減を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

すべての管轄住民を
対象・受益者
の概数など

62,500人

使用期限が定められている化学消火薬剤や空気ボン
ベ、及び消防活動の中心となる消防ホースを計画的に
更新、整備する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

火災時において、生命、身体、財産を守り、
安心して暮らせるようにするために生命、身
体、財産を守るため。

消防活動に必要とされる化学消火薬剤や空気ボ
ンベ及び、消防ホースの更新、整備を行う。

把握方法・計算式

資機材の更新、整備 年度ごとの更新、整備該当数に対する整備割合

　指　標　名　（当初設定指標）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

資機材を利用した訓練の実施の数値化（訓練時間を測定し効果を
検証）
資機材を利用した訓練が実災害に反映された件数を数値化し効
果を検証

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

事業の見直し度は中程度

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

説　明

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

総 合 評 価　[点]

指標が不適切だが高い成果を期待できる 指標が不適切だが高い成果を期待できる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

災害はいつ、どこで発生するかわからず、消防は常に万全でなければならない。資
機材の不足、破損等は市民サービスの低下につながる。市が率先して整備し市民
の安全を確保することが急務。有効性をうまく説明し理解を得たい。

様々な活動に対応するため、常に訓練をおこない備えている。しかし、実災害における資機
材の不足、破損は市民サービスの低下につながるだけでなく、隊員の事故にもつながり市民
の不利益は更に増大する可能性がある。安心安全は市民のニーズが特に大きい。

事業の見直し度は中程度



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

　 担当者・内線番号
　 熊谷（８０－２４1）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
機能別消防団員制度を導入、運用する。

・事務局、団による検討 施行・運用開始 運用

・素案の策定

・地区代表者との会議

・関係者への通知

・支援団員の任務、身分

 等に関する要綱の策定

980人 980人 980人

2,738 千円 948 895 895

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,738 千円 948 895 895

○印 市民協働指数

○

○

（現在975人）948人（H20.7.1現在）

③
双方対等

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

４．　消防団活動体制の強化

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（計画の見直し）毎年実施
Ａ（制度の設計の見直し）

平成 23 ～ 26 年度

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

　・素案の策定

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

環境：地域消防力の低下を防ぐ

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：
団員の確保に大変苦慮をしている。

組織：過疎地の団員数低下を防ぐ
行政：地区毎の必要人数を把握し、各地区へ周知
地域（団体、組織）：地元住民の理解と協力が必要
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：退団者との入替え時期に、関係地区と協
議をし、元消防団員、元消防職員が機能別消防団
員として任用

人材：OBとしての豊富な知識、技術を活かす

情報：

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。　7．「新市まちづくり計画」の実行

H20　　　年度　→　H　　　年度　

事業名

総合計画の施策体系
１．災害に強いまちづくりができている

３．安全・安心のくらし創造

近年は消防団員確保に苦慮しており、地域消防力の低下が懸念されることから、災害時の地域消防力を確保するため、元消防団員や
元消防職員など、過去に培った豊富な知識、技能等を活かすことにより即戦力を期待するもの。

災害時に消防力が不足する分団へ、支援団員として元消防団員、元消防職員を補完する。

一般・（　　　　　会計）

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

　・関係者への通知

　・地区代表者との会議

消防費　消防費　非常備消防費新規　･　継続

同左同左

全　体　計　画

　・事務局、団による検討

平成 27 ～ 30 年度

市民ニーズの把握
（市民要望等）

協働の内容　（主体別活動内容）

財政：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

指標　Ⅲ
指標　Ⅱ

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 消防団実員数

指標　Ⅲ

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　4．健康と安全安心のまちづくり

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

指標　Ⅱ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 　・支援団員の任務、身分等に関する要綱策定

　・施行、運用 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

３－３－１－３－４

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 948

Ｈ２１予算額 0 0 0 895

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.00） 0.20　（0.02） 0.20　（0.02） 0.00　（0.00） 0.50（0.04） 人 3,000　（240） 3,948（1,135）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 980 980 980 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

３．安全・安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
４．　消防団活動体制の強化

評価の対象となる
【事務事業名】

消防団員確保事業 担当部課名
消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

熊谷（８０－２４1）

財産収入

948

895

職員数計

0.05　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
近年は消防団員確保に苦慮しており、地域消防力の低下が懸念されることから、災害時の地域消防力を確保するため、元消防団員や元消防職員など、過去に培った豊富な知識、
技能等を活かすことにより即戦力を期待するもの。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

消防団を
対象・受益者
の概数など

市民（５万人程度）

災害時に消防力が不足する分団へ、支援団員として元
消防団員、元消防職員を補完する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

消防力の低下を防ぎ、災害時に地域を
守れるようにするために。

消防力の不足している分団へ、消防団員OB
を
支援団員として補完する。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

消防団員数 年度当初の実員数/条例定数

達成度に対する
評価

平成２０年度における事務内容は一部変更があったがすべて達成団員の確保
数は
目標に届かなかった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

平成２１年度地域支援団員確保数実績２９人　条例定数（９
８０人）と「制度導入に向けた会議数」、「地域支援団員出動
率」を指標とする。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（計画の見直し）毎年実施
Ａ（制度の設計の見直し）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民への周知または地区への協力に
より、地域支援団員の確保は進めたが
一部の地区で達成できなかった。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
基本団員、支援団員を含めた条例定数の確保に課題があ
る。また、支援団員が増えれば経費は下がるが基本団員が
減少する。

地域の防災力を確保するため、団員確保を引き続き行う
必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

　 担当者・内線番号
　 熊谷（８０－２４１）

　事業の目的

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
・事務局、団による検討 ・実施計画に基づく事 同左

・実施計画の策定  務局、団による検討

・地区代表者との会議 ・関係者への通知

・関係者への通知 ・実施

１棟取壊し １棟取壊し

1,200 千円 600 600

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,200 千円 600 600

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－１－３－５－（１）

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る
総合計画の施策体系

３．安全・安心のくらし創造

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

消防費　消防費　非常備消防費

市民アンケート調査

　7．「新市まちづくり計画」の実行 　4．健康と安全安心のまちづくり

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

指標　Ⅱ
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度

指標　Ⅲ

事業名
効率的な出動体制を構築すると共に、管理する団員の不足により懸念される犯罪の未然防止、光熱費、修繕料、保険料等の維持費の
削減を図る。

５．　消防団施設・設備の充実
（1)　消防団詰所・器具庫の集約

班の統廃合により使用しなくなる詰所・器具庫の取り壊し、又は地元地区へ譲渡する。

新規　･　継続 H１９　　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・消防団詰所、器具庫を集約する。 同左 同左

・消防団詰所、器具庫を取り壊す。

・必要な消防団詰所、器具庫を新築する。

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 詰所・器具庫数 年度末における詰所・器具庫の取壊しの数（必要に応じ新築の数）

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づき実施）
Ｃ（         ）
Ａ（　　　　）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

老朽化した詰所を取壊すよう区長から要望書が提出されている。

環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：集約により修繕等の費用を削減する。
行政：計画を地区へ周知させる
地域（団体、組織）：地元住民の理解と協力が必要
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：詰所の新築については、本当に必要なも
のを精査し、市民と話し合う

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：詰所集約と同時に班統合も考慮する。

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：区の総会などによる市民への周知。

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 600

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.0５　（0.0１） 0.２0　（0２10） 0.２0　（0.２0） 0.00　（0.00） 0.50（0.４２） 人 3,000（2,520） 3,000（3,120）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 12 12 0 0% 未

指標Ⅱ 23 23 0 0% 未

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

３．安全・安心のくらし創造

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　消防団詰所・器具庫集約事業

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　　　各課入力項目
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

戦略の方向　【政策】

財産収入

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ５．　消防団施設・設備の充実（1)　消防団詰所・器具庫の集約

担当部課名
消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

熊谷（８０－２４１）

0

600

職員数計

0.0５　（0.0１）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 効率的な出動体制を構築すると共に、管理する団員の不足により懸念される犯罪の未然防止、光熱費、修繕料、保険料等の維持費の削減を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

班の統合により使用しなくなった詰所器具
庫を

対象・受益者
の概数など

器具庫、詰所３５箇所

班の統廃合により使用しなくなる詰所・器具庫の取り壊
し、又は地元地区へ譲渡する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地区へ貸し出すなど有効活用し、維持管理
等の経費削減をするために。

団・地区との協議等を行う。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

詰所数 実績数/目標数

器具庫数 実績数/目標数

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

団との検討、地区との会議は実施済み。実施計画は決定済み。関係者への通
知は一部実施済み。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「区、地区との協議」、「詰所の取り壊し、貸出し」を新たに指
標とする。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づき実施）
Ｃ（         ）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
関係者への通知が一部未実施。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
対象箇所が多く、通知が不十分である。 集約し使用しなくなる詰所は、維持管理費も発生すること

から計画的に取り壊し等実施していく必要がある。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

　 担当者・内線番号
　 熊谷（８０－２４２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
・事務局、団による検討 ・実施計画に基づく事 同左

・実施計画の策定  務局、団による検討

・地区代表者との会議 ・関係者への通知

・関係者への通知 ・実施

・実施

３台削減 １台削減 １台削減

１台削減 １台削減 １台削減

265 千円 159 53 53

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 265 千円 159 53 53

○印 市民協働指数

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－１－３－５－（２）

施　　策　　名

　7．「新市まちづくり計画」の実行

３．消防体制を強化します

消防費　消防費　非常備消防費

施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

指標　Ⅱ
指標　Ⅰ 市民アンケート調査「消防・救急体制の充実」の満足度

５．　消防団施設・設備の充実
　　(２）　消防団車両等の集約

車両・小型ポンプを最適かつ効率的に運用するため、更新する予定の班へ充てたり、小型
ポンプを地元地区へ貸し出しする。

事業名

指標　Ⅲ

班統合、詰所等の集約に合わせ、車両・小型ポンプの集約を行い、効率的な出動体制を構築すると共に、維持管理費の削減を図る。

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る
総合計画の施策体系

３．安全・安心のくらし創造

　4．健康と安全安心のまちづくり

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

新規　･　継続 H１９　　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・消防団車両、小型ポンプの集約 同左 同左

・必要に応じ、車両・小型ポンプの更新

・車両無線機の使い回し

・デジタル無線への移行

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 車両台数 年度末における車両の廃車数（必要に応じ更新）

指標　Ⅱ 小型動力ポンプ台数 年度末における小型動力ポンプの廃棄数（必要に応じ更新）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づき実施）
Ｃ（         ）
Ａ（　　　　）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：車両の集約により更新台数、修繕料を削減する。

行政：計画を地区へ周知させる
地域（団体、組織）：地元住民の理解と協力が必要
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：班統合による車両の集約も考慮する。

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：区の総会などによる市民への周知。

(オ)新規に追加実施するための立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 159

Ｈ２１予算額 0 0 0 53

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.０2　（0.02） 0.30　（0.30） 0.30　（0.30） 0.00　（0.00） 0.64（0.64） 人 3,840　(3,840） 3,999（3,893）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 1 3 3 100% 実施

指標Ⅳ 1 1 1 100% 実施

指標Ⅴ 1 0 0

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

３．安全・安心のくらし創造

評価の対象となる
【事務事業名】

（２）　消防団車両等集約事業

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

　　　各課入力項目
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている ３．消防体制を強化します

Ｈ２０決算額
（千円）

戦略の方向　【政策】

財産収入

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ５．　消防団施設・設備の充実　　(２）　消防団車両等の集約

担当部課名
消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

熊谷（８０－２４２）

159

53

職員数計

0.02　（0.02）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 班統合、詰所等の集約に合わせ、車両・小型ポンプの集約を行い、効率的な出動体制を構築すると共に、維持管理費の削減を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

車両、小型ポンプを
対象・受益者
の概数など

車両集約（21台）、ポンプ集約（38台）、車両更新
（６１台）、ポンプ更新（55台）

車両・小型ポンプを最適かつ効率的に運用するため、
更新する予定の班へ充てたり、小型ポンプを地元地区
へ貸し出しする。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

廃棄、貸し出し、または、更新するために 集約を行う。

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

車両集約 集約実績/集約目標

ポンプ集約 集約実績/集約目標

車両更新・ポンプ更新

達成度に対する
評価

団との検討、地区との会議は実施済み。実施計画は決定済み。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「団、地区と協議」を新たに指標とする。
更新実施計画に基づき施行させる。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づき実施）
Ｃ（         ）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
計画通り実施済み。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
入札方法による変更などによる、経費節減は可能性がある。 車両・ポンプの集約については、維持管理費の削減が見

込める。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
57.4% 消防本部消防総務課

　 担当者・内線番号
　 熊谷（８０－２４２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
・火の見櫓撤去の実 ・火の見櫓の撤去及び 同左

　施計画及びこれに 　必要に応じホース

　伴うホース乾燥塔の 　乾燥塔の設置

　設置計画を策定

2箇所撤去 2箇所撤去

1,560 千円 780 780

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,560 千円 780 780

○印 市民協働指数

○

○

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３．消防体制を強化します 施 策 の 基 本 方 針
　複雑多様化する災害や事故に適切に対応するため、消防・救助・救急・通信業務の高度化を始めとした常備消防体制の充実強化
を図るとともに、地域における消防活動の中核としての役割を果たす消防団活動を支援し、地域住民の安全安心を確保します。

３－３－１－３－５－（３）

・近年の特殊災害や事故においては高度な資機材や専門知識が必要であり、現
 有の常備消防力だけでは対応が難しくなりつつある。
・初期消火活動を担う消防団の役割は重要であるが、地域住民の構成の変化から
 団員を確保することが困難になっているところが多い。

１．災害に強いまちづくりができている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 　7．「新市まちづくり計画」の実行 　4．健康と安全安心のまちづくり

総合計画の施策体系
３．安全・安心のくらし創造 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「消防・救急体制の充実」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名
老朽化した火の見櫓を撤去し、倒壊等による事故を未然に防ぐ。
また、撤去によりホース乾燥塔がなくなる班はホース乾燥塔を設置する。

５． 消防団施設・設備の充実
 (3) 火の見櫓撤去事業

鳳来・作手地区を対象とし、区から要望のある場所、特に老朽化が激しい場所から順次、
実施する。なお、新城地区は、17年度に完了している。

新規　･　継続 H１９　　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 消防費　消防費　非常備消防費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・火の見櫓を撤去する。 同左 同左

・火の見櫓の撤去に伴い、ホース乾燥塔の

　ない班は設置をする。

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 火の見櫓撤去数 年度末における火の見櫓の撤去数

指標　Ⅱ ホース乾燥塔の設置 各班に必ず１基はホース乾燥塔があること（ホース乾燥塔設置費用見込まず）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

老朽化した火の見櫓が危険なため撤去して欲しいとの要望書が区
や分団から提出された。

②
行政主導

行政：計画を地区へ周知させる
地域（団体、組織）：地元住民の理解と協力が必要
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：撤去の順を危険性のあるものから実施する
ことを、区へ周知

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案 環境：老朽化による倒壊の危険を排除できる。

(オ)の理由：③その他、基本計画の見直しを待た
ず、緊急に実施する必要がある事業

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：交付金で支払っている無駄な借料を削除できる。

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づき実施）
Ｃ（危険性が排除できたか確認）
Ａ（撤去優先順位の見直し）

市民ニーズの把握
（市民要望等）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 宮部（８０－２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 780

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.02（0.02） 0.20　（0.20） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.43（0.43） 人 2,580　（2,580） 2,580（3,360）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 4 4 4 100% 実施

指標Ⅱ 0 0 0 0 未実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

15 A 15 A

説　明

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ５． 消防団施設・設備の充実 (3) 火の見櫓撤去事業

消防本部消
防総務課

一次評価者(担当）

　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
１．災害に強いまちづくりができている

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

３．消防体制を強化します

評価の対象となる
【事務事業名】

（３）　火の見櫓撤去事業 担当部課名
熊谷（８０－２４２）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

0

780

部長級 職員数計

0.0１　（0.0１）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
老朽化した火の見櫓を撤去し、倒壊等による事故を未然に防ぐ。
また、撤去によりホース乾燥塔がなくなる班はホース乾燥塔を設置する。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

調査（５１箇所）、Ｈ２１年度４月現在（４７箇所）

鳳来・作手地区を対象とし、区から要望のある場所、特
に老朽化が激しい場所から順次、実施する。なお、新
城地区は、17年度に完了している。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
老朽化や区からの要望のある火の見櫓を撤
去することで安心して暮らせるようにするた
めに。

火の見櫓撤去の実施計画を作成し、撤去する

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

撤去数 実績/目標

ホース乾燥塔の設置 実績/目標

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

地区からの要望による実施のみ
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

「現状調査日数」及び「防火衣整備」を指標とする。
実施計画の決定及び施行

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（計画の策定、周知）
Ｄ（計画に基づき実施）
Ｃ（危険性が排除できたか確認）
Ａ（撤去優先順位の見直し）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

計画書の決定はしていないが、要望書
の提出があった地区から実施した。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
地区からの要望があり、市内すべて撤廃を目指す。 地区からの要望もあり、安全性を確保するため、計画的に

実施していく必要がある。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
58.2% 総務部総務課市民安全対策室

担当者・内線番号
坂本：１３５

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
未設置区長への設置依頼 同左 同左

自主防犯団体講習会の開催 同左 同左

用品の新規貸与・補充 同左 同左

49.1 53.3 59.2

83 90 100

630 千円 151 139 340

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 630 千円 151 139 340

○印 市民協働指数

 

○

市：市の車両による市内の安全パトロール

市民（行政区）：自主的な防犯パトロール活動
(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：担当課のみでなく市職員として積極的に参加

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：防犯知識の習得

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 情報：県、警察からの情報を提供

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：強制することなく自主的な活動環境を作る

(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政： 活動可能な時に参加。活動後における会員
同士の意見交換及び工夫。

④
市民主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費 22年度に貸与用品の補充費増

財
源
内
訳

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 自主防犯組織設置状況(％) 行政区における設置割合/年度末

指標　Ⅱ 行政区における設置数/年度末

指標　Ⅲ

自主防犯組織設置依頼

同左 同左

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

防犯パトロール用品の貸与

同左 同左

防犯パトロール講習会の開催 同左 同左

地域防犯力の強化・充実を図る。

１．　自主防犯団体の支援 自主防犯団体未設置地区への設置依頼、設置団体へのパトロール用品の貸与及び講習会の開催。

新規　･　継続 H17年度　→　H30年度　 一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　一般管理費

事業名

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「防犯対策への取組み」の満足度 市民アンケート調査

指標　Ⅲ

施 策 の 基 本 方 針
　地域における自主的な防犯活動等への支援、「しんしろ安全・安心で快適なまちづくり行動計画」の推進などを
通じ、市民等と協働による安全・安心で快適なまちづくりに取り組みます。

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

自主防犯団体設置行政区数

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

７．「新市まちづくり計画」の実行 ４．健康と安全・安心のまちづくり

３．安全・安心のくらし創造

指標　Ⅱ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－２－１－１

総合計画の施策体系
２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる ・自主防犯団体の活動には、「人」と「時間」と「意識」の醸成が必要

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

施　　策　　名 １．防犯活動を進めます

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 河村邦親

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 151

Ｈ２１予算額 0 0 0 139

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.１０） 0.１0　（0.10） 0.10　（0.１０） 0.00　（0.00） 0.３０（0.３０） 人 1,800　（1,800） 1,951　（1,939）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 　

指標Ⅱ 　

指標Ⅲ 45.60% （49.1%） ー 実施

指標Ⅳ 77 （83） ー 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる １．防犯活動を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　自主防犯団体の支援

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　自主防犯事業 担当部課名
総務部総務
課市民安全

対策室

一次評価者(担当）

坂本：１３５

財産収入

151

139

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域防犯力の強化・充実を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

すべての行政区を
対象・受益者
の概数など

団体を設置している行政区

自主防犯団体未設置地区への設置依頼、設置団体へ
のパトロール用品の貸与及び講習会の開催。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
地域の防犯力の強化及び充実を図り、安
全・安心で快適な暮らしができるようにする
ため

パトロール用品の貸与及び防犯講習会を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

自主防犯組織設置状況（％） 行政区における設置割合/年度末
自主防犯団体設置行政区
数

行政区における設置数/年度末

達成度に対する
評価

毎年、自主防犯団体未設置の行政区長に対して設置依頼をした結果、地域防犯
の必要性が得ることができ一部設置ができた

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

活動可能な時に参加。活動後における会員同士の意見交換及
び工夫。

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

各地区ごとに会員同士で地域にあった
防犯活動を協議し、充実したパトロー
ル等を実施

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
自主防犯団体による防犯パトロールすることにより地域防犯
の充実が図れるため、今後も未設置行政区に対して設立依
頼が必要

防犯意識の高まりとともに自主防犯組織の設置数も徐々
に増え犯罪防止につながっている

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
58.2% 総務部総務課市民安全対策室

担当者・内線番号
坂本：１３５

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
（広報紙等による周知、啓発）概要版の発行

→ → →

必要に応じて計画の見直し →

218 207 196

259 246 233

　

0 千円

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

　

 

○(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

(オ)新規に追加実施するための立案

協働の内容　（主体別活動内容）

市民、事業所、行政などが一体となって取り組む。

③
双方対等

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）
(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由

人材：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

「防犯対策への取組み」の満足度 市民アンケート調査

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅲ

財政：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

情報：
環境：

→

行動計画の策定・見直し時に参加　(しんし
ろ安全・安心で快適なまちづくり推進協議会
の市民団体代表委員の参加）

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

→

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 街頭犯罪（重点罪種）発生件数 街頭犯罪発生件数/毎年1月～12月

指標　Ⅱ 人身事故発生件数 人身事故発生件数/毎年1月～１2月

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

２．　「しんしろ安全・安心で快適なまちづくり行動計画」の推進

計画の周知、啓発

新規　･　継続

しんしろ安全・安心で快適なまちづくり推進協議会の運営

全　体　計　画

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ４．健康と安全・安心のまちづくり

施　　策　　名

総合計画の施策体系
２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる

１．防犯活動を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域における自主的な防犯活動等への支援、「しんしろ安全・安心で快適なまちづくり行動計画」の推進などを
通じ、市民等と協働による安全・安心で快適なまちづくりに取り組みます。

７．「新市まちづくり計画」の実行

行動計画の周知、啓発
しんしろ安全・安心で快適なまちづくり推進協議会の運営
計画の推進（見直し）

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題 ・自主防犯団体の活動には、「人」と「時間」と「意識」の醸成が必要

施策達成度指標の測定方法･時期

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

総務費　総務管理費　一般管理費

→

指標　Ⅲ

H20年度　→　H30年度　

事業名

一般・（　　　　　会計）

市民、事業所、行政などが一体となって安全・安心で快適なまちづくりを行う。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－２－１－２

３．安全・安心のくらし創造

指標　Ⅰ

→

行動計画の推進（平成19年度行動計画策定）

指標　Ⅱ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 河村邦親

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.１0　（0.０５） 0.10　（0.０５） 0.00　（0.00） 0.３０（0.15） 人 1,800　（９００） 1,800　（900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 　

指標Ⅱ 　

指標Ⅲ 275 (218) ー 実施

指標Ⅳ 281 (259) ー 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 1 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 14 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

３．安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる １．防犯活動を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　「しんしろ安全・安心で快適なまちづくり行動計画」の推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　安全・安心で快適なまちづくり推進協議会事業 担当部課名
総務部総務
課市民安全

対策室

一次評価者(担当）

坂本：１３５

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民、事業所、行政などが一体となって安全・安心で快適なまちづくりを行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

市民
行動計画の周知、啓発
しんしろ安全・安心で快適なまちづくり推進協議会の運
営
計画の推進（見直し）

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

安全・安心で快適に暮らすことができるよう
にするために

行動計画のリーフレットの作成し、市民周知
（リーフレットの配布）を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

街頭犯罪（重点罪種）発生件数 街頭犯罪発生件数/毎年1月～12月

人身事故発生件数 街頭事故発生件数/毎年1月～12月

達成度に対する
評価

行動計画を市民に周知、啓発により、市民の安全・安心の意識が向上し、犯罪・
事故の減少となる

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

行動計画の策定・見直し時に参加　(しんしろ安全・安心で快適な
まちづくり推進協議会の市民団体代表委員の参加）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

協議会の市民団体代表が参加し、計
画を作成した

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
計画を市民に周知・啓発により、市民の安全・安心の意識が
向上している

行動計画の市民への周知等により市民の安全・安心なま
ちづくり活動への関心が高まっている

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
49.1% 総務部総務課市民安全対策室

担当者・内線番号
坂本：135

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
82 行政区からの希望に基 同左

　 づき補助事業を予算の

範囲内で実施

218 207 196

259 246 233

4,875 千円 1,625 1,625 1,625

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 1,577 千円 601 488 488

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 3,298 千円 1,024 1,137 1,137

○印 市民協働指数

　

 

○

同左

・地域安全灯の整備については予算の範囲内で対応するため、
　地域からの要望すべてに対応できない場合がある。
・交通安全団体の活動には、「人」と「時間」と「意識」の醸成が必
要。

平成 27 ～ 30 年度

７．「新市まちづくり計画」の実行

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度

新規　･　継続

指標　Ⅱ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

２．交通安全対策を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域における自主的な交通安全活動の支援や啓発などを通じ、市民等と協働による安全・安心で快適なまち
づくりに取り組みます。

一般・（　　　　　会計） 総務費　総務管理費　交通安全対策費

地域安全灯整備費補助により、地域の安全意識の高揚とともに、安全なまちづくりの充実を図る。

H20年度　→　H30年度　

事業名

施　　策　　名

行政区と市で協働設置

人材：
情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

年度当初、各行政区から要望により把握

財政：

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題

４．健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系
２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる

３．安全・安心のくらし創造

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

１．　地域安全灯整備への補助
年度当初、各行政区長に事業予定箇所を照会し、予算の範囲内で補助事業を実施。１灯
当たり５万円を限度とし、必要な工事費の２分の１を補助。1,000円未満の端数は切捨て。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

１年当たり８０灯の整備を目標 同左

街頭犯罪（重点罪種）件数 街頭犯罪件数/毎年1月～12月

指標　Ⅲ

(オ)新規に追加実施するための立案

点灯時における既設施設の点検及び施設
維持

④
市民主導

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

(オ)の理由

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

人身事故発生件数 人身事故件数/毎年1月～12月

指標　Ⅱ

指標　Ⅰ 「交通安全対策の推進」の満足度 市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ３－３－２－２－１

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 河村邦親

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 601 0 1,625

Ｈ２１予算額 0 488 0 1625

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.０５　（0.05） 0.１０　（0.10） 0.２０　（0.２０） 0.00　（0.00） 0.２５（0.２５） 人 1,500　（1,500） 3,125　（3,125）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 　

指標Ⅱ 　

指標Ⅲ 275 （259） ー 実施

指標Ⅳ 281 （218） ー 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 2

14 A 14 A

説　明

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

３．安全・安心のくらし創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
戦略の方向　【政策】

　　　各課入力項目

２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる ２．交通安全対策を進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　地域安全灯整備への補助

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　地域安全灯設置事業 担当部課名
一次評価者(担当）

坂本：135

財産収入

1,024

総務部総務
課市民安全

対策室

1137

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地域安全灯整備費補助により、地域の安全意識の高揚とともに、安全なまちづくりの充実を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

設置要望行政区
年度当初、各行政区長に事業予定箇所を照会し、予算
の範囲内で補助事業を実施。１灯当たり５万円を限度と
し、必要な工事費の２分の１を補助。1,000円未満の端
数は切捨て。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

交通事故や犯罪を防止し、安心して快適に
暮らすことができるよに

行政区に安全灯要望調査を行い、補助を行
う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

人身事故発生件数 人身事故発生件数/毎年1月～12月

街頭犯罪（重点罪種）件数 街頭犯罪発生件数/毎年1月～12月

達成度に対する
評価

安全・安心対策として安全灯の設置により、環境改善となり犯罪・事故発生件数
の減少につながる

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

点灯時における既設施設の点検及び施設維持
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

行政区において安全灯は適切に維持
管理を実施

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
地域の安全・安心対策のひとつとして安全灯の設置は必要
であり、行政区設置に対しては、市の補助事業とし行政区の
負担軽減が必要

行政区における安全なまちづくり意識が高く、地域安全灯
の設置要望も多く提出され事業効果も高い

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
49.1% 総務部総務課市民安全対策室

担当者・内線番号
坂本：１３５

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
４回 ４回 ４回

28回 ２５回 ２８回

218 207 196

3,359 千円 1,357 1,001 1,001

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 1,102 千円 502 300 300

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,257 千円 855 701 701

○印 市民協働指数

　

 

○(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)の理由

市民：街頭監視等を実施、交通安全教室等を開催

市：街頭啓発、広報等を実施、交通安全教室等を
開催

　交通安全運動の実施、交通安全教室の開
催とも、ＰＤＣＡすべてにおいて市民が参
加。

④
市民主導

組織：

情報：
環境：

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）
指標　Ⅰ 「交通安全対策の推進」の満足度

指標　Ⅱ

全　体　計　画

交通安全教室等の開催

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト・指示による立案

協働の内容　（主体別活動内容）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 人身事故発生件数 人身事故件数/毎年1月～12月

指標　Ⅱ 　

指標　Ⅲ

３．安全・安心のくらし創造

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

施策実施上の課題２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

平成 27 ～ 30 年度

一般・（　　　　　会計）

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

指標　Ⅲ

交通安全運動の実施

→

→

→

平成 23 ～ 26 年度

新規　･　継続 H20年度　→　H30年度　

２．　交通安全の啓発
四季の交通安全運動実施計画による啓発。
交通死亡事故ゼロの日における街頭啓発及び広報の実施。

総務費　総務管理費　交通安全対策費

２．交通安全対策を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　地域における自主的な交通安全活動の支援や啓発などを通じ、市民等と協働による安全・安心で快適なまち
づくりに取り組みます。

事業名 市民の交通安全意識の高揚と道路交通法の改正の周知及び交通事故防止を図る。

施　　策　　名

・地域安全灯の整備については予算の範囲内で対応するため、
　地域からの要望すべてに対応できない場合がある。
・交通安全団体の活動には、「人」と「時間」と「意識」の醸成が必
要。７．「新市まちづくり計画」の実行 ４．健康と安全・安心のまちづくり

総合計画の施策体系

施策達成度指標の測定方法･時期
市民アンケート調査

→

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

財政：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

人材：

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

３－３－２－２－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 河村邦親

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 502 0 1,357

Ｈ２１予算額 0 300 0 1001

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.２0　（0.２０） 0.２0　（0.２０） 0.２0　（0.２0） 0.00　（0.00） 0.６0（0.６０） 人 3,600　（3,600） 4,957　（4,601）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 　

指標Ⅱ 　

指標Ⅲ 275 （259） ー 実施

指標Ⅳ 　 　

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 2 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

12 A 15 A

説　明

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

部長級

事務事業の概要

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

　交通安全運動の実施、交通安全教室の開催とも、ＰＤＣＡすべ
てにおいて市民が参加。

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
３．安全・安心のくらし創造

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 市民の交通安全意識の高揚と道路交通法の改正の周知及び交通事故防止を図る。

２．地域ぐるみの安全対策が進んでいる ２．交通安全対策を進めます

　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】 ３．安全に暮らせる「山の湊」を創る

一次評価者(担当）

坂本：１３５

　活動
（どういう活動
を行うのか）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　交通安全の啓発

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　交通安全対策事業 担当部課名
総務部総務
課市民安全

対策室

市民

四季の交通安全運動実施計画による啓発。
交通死亡事故ゼロの日における街頭啓発及び広報の
実施。

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

855

701

職員数計

0.00　（0.00）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

交通安全意識を高め、交通事故がなくなる
ようにするために

交通安全運動期間等に街頭啓発、交通安全
教室を開催する。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

（評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民を
対象・受益者
の概数など

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

人身事故発生件数

達成度に対する
評価

交通安全運動期間、交通死亡事故ゼロの日等において、広報、街頭啓発等の
実施し、市民の交通安全意識を高め、交通事故発生件数の減少につなげる

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

把握方法・計算式

人身事故発生件数/毎年1月～12月

　 　

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

交通安全団体による交通安全の街頭
啓発、小学校等において交通安全教
室を開催

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
交通安全対策として交通安全啓発・広報、小学校等での交
通安全教室を継続して実施することが必要

鳳来地区おいて新たに交通安全協会が8協会設置され、
市民による交通事故防止啓発活動が更に充実

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
－ 100% 100% 100% 経済部商工課

担当者・内線番号
今泉（内線２２２）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
同左 同左 同左

同左 同左 同左

同左 同左 同左

20 30 30

450 千円 150 150 150
国 庫 支 出 金 千円

県 支 出 金 千円

地 方 債 千円

そ の 他 千円

一 般 財 源 450 千円 150 150 150

○印 市民協働指数

○

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　消費者支援活動を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　消費者トラブルの解決に向けての助言、消費生活情報の提供による主体性のある消費者意識の醸成などを通
じ、消費者が安全で安心できる消費生活を送れるように支援します。

・専門知識のある消費生活相談員の確保
・複雑化、多様化、広域化、悪質化するトラブルへの迅速な対応
・地域住民等が主体的にトラブルを防止する活動に取り組んでい
　けるような支援

2.地域ぐるみの安全対策が進んでいる

3.安全・安心のくらし創造 3.安全に暮らせる｢山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系

指標　Ⅰ 相談・問い合わせの解決率 ※「解決」には適切な他機関紹介も含む

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 消費生活情報の提供により、主体性のある消費者意識の醸成を図る。

２．　消費生活情報の提供 消費生活講座の開催、消費者情報紙の配布等を行う。

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般会計 商工費　商工費　商工総務費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

消費生活情報の提供及び啓発 同左 同左

消費生活講座の実施 同左 同左

消費者知識向上を目的とするアンケート実施 同左 同左

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 消費生活講座の参加者数

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

＊行政
　　消費者情報の提供など

＊市民
　　消費者団体の活動など

財政：(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

②
行政主導

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

環境：

３－３－２－３－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 啓発・広報 竹川（２２１）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 150

Ｈ２１予算額 0 0 0 150

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.05　（0.05） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20（0.20） 人 1200(1200) 1350(1350)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 0 20 30 150% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 1 1

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

達成度に対する
評価

民生委員さんを対象に1回講座を開催し、また、斡旋として大海地区の講座開催
にも実施する機会を与えた。また、県民プラザや相談員へ相談するようあっせん

した。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

部長級

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

消費生活講座の参加者数

Ｈ２０決算額
（千円）

150

Ⅳ
　
評
　
価

説　明
市民の方への講座開催は県や市が中心となって行うべきである。
広く多くの消費者が学んでもらい悪徳商法に負けないように努める

総 合 評 価　[点]

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

3.安全・安心のくらし創造 戦略の方向　【政策】 3.安全に暮らせる｢山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.地域ぐるみの安全対策が進んでいる
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

職員数計

0.00　（0.00）

一般財源 財産収入

150

２．　消費生活情報の提供

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　消費生活情報の啓発事業 担当部課名
経済部商工

課

一次評価者(担当）

今泉（内線２２２）

３　消費者支援活動を進めます

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 消費生活情報の提供により、主体性のある消費者意識の醸成を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

消費者を
対象・受益者
の概数など

消費者

消費生活講座の開催、消費者情報紙の配布等を行う。
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

消費者自ら勉強し賢い消費者になってもらう
ために

県からの情報誌の配布、周知や消費生活講
座を開催する。

把握方法・計算式

年度末講座開催延べ人数

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有　「相談・問合せ解決率（紹介）」を追加する。
問合せがあったとき県民生活プラザもしくは相談員を紹介す
る。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

年度内に出前講座などを行い、市内消費者または関連団体の参
加してもらう

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由
1回講座を開催した。

事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

県や市が主体となり講座を開くことが重要。多くの消費者
への講座開催を実施したい。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及が可能 経費節減・効率性等の向上・追及が可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
－ 100% 100% 100% 教育部　文化課
－ 100% 100% 100% 担当者・内線番号

鈴木（35-1001）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
野外観察会 野外観察会 野外観察会

100% 100% 100%
450人 420人 420人
9回 9回 9回

2,490 千円 750 870 870
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円 148 220 220
一 般 財 源 2,490 千円 602 650 650

○印 市民協働指数

○

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

一般

指標　Ⅲ

１．　野外学習会の開催

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　

参加者アンケートを実施し満足度を調査（毎回）　(実施内容、場所、開催時期、交通の利便性等）

P：アンケート（要望）、専門家、博物館により
内容を企画
D：学術委員、館とボランティアの協同で実
施
C.A：アンケートの分析、運営審議会（市内
外の有識者）で評価改善する

情報：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

財政：

事業名

動物、植物、地学に関する現地学習会を市内全域をフィールドとして開催する

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

参加者数の把握（毎回）、参加者数/計画数

継続実施予定

施　　策　　名 １　地域の環境を学びます 施 策 の 基 本 方 針
子どもから高齢者まで、多くの市民が地域の豊かな自然環境を学ぶことのできるよう、野外学習会や観察会、自
然講座等の定期開催と充実を進めます。

総合計画の施策体系
1.環境への理解が浸透している

７．「新市まちづくり計画」の実行マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 １．自然環境の保全と共生のまちづくり

4．環境首都創造 1．環境首都「山の湊」を創る

地域資源の発掘、再発見。市民と市外へ自然のPR

実施数/計画数

協働の内容　（主体別活動内容）

・博物館及び学術委員
・市民および博物館ボランティア

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

継続実施予定

環境：

指標　Ⅱ 事業達成度
指標　Ⅰ 参加者満足度調査

４－１－１－１－１

参加者数÷計画数×１００

新城市の豊かな自然に接する野外学習活動やイベントを行い、郷土の自然に対する理解と愛着を深め、自然環境の保全と共生のま
ちづくりを目指す。

　教育費　社会教育費　文化財保護費

施策実施上の課題

・指導者、現地案内人の育成。
・市民の積極的な参加と理解者の拡大。
・子どもの興味を引き出す講座内容の工夫。
・子どもの受講環境の整備。

参加者満足度調査

事

業

費

実施数

指標　Ⅱ 参加者数

総　事　業　費

活
動
指
標

成
果
指
標

③
双方対等

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由：

(オ)新規に追加実施するための立案

人材：

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

市民ニーズの把握
（市民要望等）

指標　Ⅰ 満足度

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・野外観察会の開催

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

財
源
内
訳

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方･基準)

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 148 750

Ｈ２１予算額 0 0 0 220 870

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.05　（0.05） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.35（0.35） 人 2,100　（2,100） 2,850　（2,970）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 375人 450人 361人 80 実施

指標Ⅱ 9回 9回 9回 100 実施

指標Ⅲ 未 100% 91% 91.00% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.環境への理解が浸透している １　地域の環境を学びます

　　　各課入力項目

4．環境首都創造 戦略の方向　【政策】 1．環境首都「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　野外学習会の開催

財産収入

対象・受益者
の概数など

すべての市民

参加者数／目標数×１００

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通

事業の見直し度は低い

実施回数

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　野外学習会の開催事業 担当部課名
教育部　文化

課

一次評価者(担当）

鈴木（35-1001）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

602

650

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 新城市の豊かな自然に接する野外学習活動やイベントを行い、郷土の自然に対する理解と愛着を深め、自然環境の保全と共生のまちづくりを目指す。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民が暮らす地域を対象とした自然観察

動物、植物、地学に関する現地学習会を市内全域を
フィールドとして開催する

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
市民ひとりひとりが郷土の自然への愛着と理
解を深め自然環境が保全され、共生のまち
づくりが実感できるようにするため。

観察会の企画・立案、参加者募集、テキスト
資料の作成、実施・運営等を行う

　活動
（どういう活動
を行うのか）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

参加者数

達成度に対する
評価

参加者数が80％にとどまったのは、バス利用の定員減、観察会の開催地の魅力
や内容
のPR不足による。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

(目標値の変更）バス利用等で定員の見直し50人→35人が
必要な観察会あり。参加者の見直しを行う。満足度80％

実施日数／計画数×１００

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

満足度 アンケート、5段階評価×２０

観察地域、市民ニーズ、時期などおお
むね満足できるものであった

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

P：アンケート（要望）、専門家、博物館により内容を企画
D：学術委員、館とボランティアの協同で実施
C.A：アンケートの分析、運営審議会（市内外の有識者）で評価改
善する

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
自然環境保全の必要性や郷土の自然への関心が高まって
おり有効な施策である。

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

自然環境保全の必要性や郷土の自然への関心が高まっ
ており有効な施策である。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
－ 100% 100% 100% 教育部　文化課
－ 100% 100% 100% 担当者・内線番号

鈴木（35-1001）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
子ども自然講座 子ども自然講座 子ども自然講座

100% 100% 100%
80 80 80
4回 4回 4回

504 千円 216 144 144
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 75 千円 37 19 19
一 般 財 源 429 千円 179 125 125

○印 市民協働指数

○

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 満足度

参加者数

情報：

組織：

P：アンケート、専門家により館で内容を企画
検討
D：館、学術委員、ボランティアにより実施
C・A：アンケートの分析、運営審議会で評
価、改善する

人材：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：
(オ)の理由

(オ)新規に追加実施するための立案

実施数/計画数

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

・博物館及び学術委員
・市民
・博物館ボランティア

③
双方対等

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

７．「新市まちづくり計画」の実行

・指導者、現地案内人の育成。
・市民の積極的な参加と理解者の拡大。
・子どもの興味を引き出す講座内容の工夫。
・子どもの受講環境の整備。

事業名

1.環境への理解が浸透している

指標　Ⅰ 参加者満足度調査 参加者満足度調査

指標　Ⅱ 事業達成度

一般 　教育費　社会教育費　文化財保護費

4．環境首都創造
総合計画の施策体系

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 １．自然環境の保全と共生のまちづくり

1．環境首都「山の湊」を創る

施策実施上の課題

２．　子ども自然講座の開催 動物、植物、地学に関する自然学習講座を子どもを対象に行う

施 策 の 基 本 方 針
子どもから高齢者まで、多くの市民が地域の豊かな自然環境を学ぶことのできるよう、野外学習会や観察会、自
然講座等の定期開催と充実を進めます。

施　　策　　名 １　地域の環境を学びます

H２０年度　→　H３０年度　

新城市の豊かな自然に接する野外学習活動をおこない、郷土の自然に対する理解と愛着を深め、自然環境の保全と共生のまちづくりに生かす。感性豊かな子どもを対象に郷土の優れた自然
を題材にした講座を開催し、自然の不思議さや楽しさを体感する中で自然の大切さと愛着を育む。新城市に広がる様々な自然環境を巡るガイドツアーを開催し、多様で変化に富んだ郷土の
自然環境に対する認識を深めるとともに人材の育成を図り、自然環境の保全と共生のまちづくりを目指す。

協働の内容　（主体別活動内容）　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

アンケートの実施（講座内容等の効果と分析）（毎回）

継続実施予定

全　体　計　画

新規　･　継続

継続実施予定

指標　Ⅱ

平成 23 ～ 26 年度
・子どもを対象とした自然講座の開催

平成 27 ～ 30 年度

(イ)市長のマニフェスト・指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

実施数

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅲ

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

参加状況の把握（毎回）　参加者数/計画数

指標　Ⅲ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

参加者数÷計画数×１００

４－１－１－１－２

施策達成度指標の測定方法･時期

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 35 216

Ｈ２１予算額 0 0 0 19 144

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.30（0.30） 人 1,800　（1,800） 2,016　（1,944）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 99人 80人 145人 181.30% 実施

指標Ⅱ 4回 4回 4回 100% 実施

指標Ⅲ 未調査 100% 92% 92% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 2

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

4．環境首都創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.環境への理解が浸透している

戦略の方向　【政策】 1．環境首都「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

１　地域の環境を学びます

179

　　　各課入力項目

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　子ども自然講座の開催

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　子ども自然講座開催事業 担当部課名

125

教育部　文化
課

一次評価者(担当）

鈴木（35-1001）

財産収入

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 新城市の豊かな自然に接する野外学習活動やイベントを行い、郷土の自然に対する理解と愛着を深め、自然環境の保全と共生のまちづくりを目指す。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

小・中学生
対象・受益者
の概数など

すべての小・中学生

動物、植物、地学に関する自然学習講座を子どもを対
象に行う

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

郷土の自然の豊かさや魅力を体感すること
で、郷土愛や探究心を養うために

自然講座の企画立案、受講者募集、テキスト
作成、実施運営など

達成度に対する
評価

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

受講者数 受講者数／目標数×１００

実施数 実施回数／計画数×１００

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

講座参加者の満足度 アンケート(5段階評価）×２０

雨天で予定の講座が1回できなかったが、固定メンバーで行う年間講座が盛況
であった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

（目標値の変更）　満足度80％

目標としていた事項が達成できた
左記の結果

（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

P：アンケート、専門家により館で内容を企画検討
D：館、学術委員、ボランティアにより実施
C・A：アンケートの分析、運営審議会で評価、改善す
る

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

市の三宝の一つである自然に接し、普段体験することが難しいこ
とを学べることができる講座として、未来の人材育成につなが
る。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
自然に接し、体験し学べることができる講座として、未来の人材育
成につながる。実施人数に限度があるため、希望者のすべてを受
け入れられない。

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

市が関与する必要性は普通

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い

市が関与する必要性は普通

事業の見直し度は中程度

緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
－ 100% 100% 100% 教育部　文化課
－ 100% 100% 100% 担当者・内線番号

加藤（35-1001）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
ガイドツアー ガイドツアー ガイドツアー

100% 100% 100%
40 40 40

２回 ２回 ２回
330 千円 108 111 111

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 235 千円 75 80 80
一 般 財 源 95 千円 33 31 31

○印 市民協働指数

○

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

・指導者、現地案内人の育成。
・市民の積極的な参加と理解者の拡大。
・子どもの興味を引き出す講座内容の工夫。
・子どもの受講環境の整備。７．「新市まちづくり計画」の実行

施策達成度指標の測定方法･時期
参加者満足度調査

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

指標　Ⅱ 参加者数

子どもから高齢者まで、多くの市民が地域の豊かな自然環境を学ぶことのできるよう、野外学習会や観察会、自
然講座等の定期開催と充実を進めます。

動・植物、地質の自然や景観等を総合的に巡る、ふるさとの自然探訪を市内全域を対象に行う

。新城市に広がる様々な自然環境を巡るガイドツアーを開催し、多様で変化に富んだ郷土の自然環境に対する認識を深めるとともに
人材の育成を図り、自然環境の保全と共生のまちづくりを目指す。

一般 　教育費　社会教育費　文化財保護費

施策実施上の課題

参加者数÷計画数×１００

施　　策　　名 １　地域の環境を学びます

全　体　計　画

事業名

３．　屋根のない博物館ガイドツアーの開催

1.環境への理解が浸透している

指標　Ⅰ

施 策 の 基 本 方 針

1．環境首都「山の湊」を創る

・博物館及び学術委員
・市民および博物館ボランティア

人材：
情報：
環境：

ふるさとガイドツアーの開催.  郷土のお宝（自然、文化財、景観、
食等）の発掘、紹介.  地域の人材活用。ガイドマップ作成

P:アンケートを参考に専門家、館により企画
立案
D:市民ガイド、ボランティア、学術委員等に
よる講師でツアーの実施
C.A：アンケートの内容を勘案し次年度計画
を策定し、博物館運営審議会（市内外有識

③
双方対等

財政：

実施数

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

実施場所、活動内容等についてアンケートの実施（年1回）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 満足度

指標　Ⅲ

指標　Ⅱ 達成度

新規　･　継続

・屋根のない博物館ガイドツアーの開催

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 １．自然環境の保全と共生のまちづくり

4．環境首都創造
総合計画の施策体系

継続実施予定 継続実施予定

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

参加者アンケートの実施（毎回）

参加者の把握と分析（毎回）、指導者（人材）育成

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

参加者満足度調査

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方･基準)

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト・指示による立案

市民ニーズの把握
（市民要望等）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

(オ)の理由

組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

４－１－１－１－３

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田道博

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 75 108

Ｈ２１予算額 0 0 0 80 111

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.00(0.0) 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.2 人 1,200(1,200) 1,308(1,311）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 未実施 40人 50人 125% 実施

指標Ⅱ 未実施 2回 2回 100% 実施

指標Ⅲ 未実施 100% 96% 96% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 10 B

説　明

財産収入

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

職員数計

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ⅳ
　
評
　
価

ツアー参加者の満足度

担当部課名

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

　対象
（何を・誰を）

市民を

一般財源

33

31

市のもつ優れた自然環境を認識し、郷土に
対する愛着と誇りを持てるようにするため。

4．環境首都創造

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 1.環境への理解が浸透している １　地域の環境を学びます

評価の対象となる
【事務事業名】

Ｈ２０決算額
（千円）

戦略の方向　【政策】

（１）　屋根のない博物館ガイドツアー事業
一次評価者(担当）

加藤（35-1001）

1．環境首都「山の湊」を創る

教育部　文化
課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　屋根のない博物館ガイドツアーの開催

　　　各課入力項目

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 新城市の豊かな自然に接する野外学習活動をおこない、郷土の自然に対する理解と愛着を深め、自然環境の保全と共生のまちづくりに生かす

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 対象・受益者
の概数など

すべての市民

達成度に対する
評価

参加者の調整が必要となるほど好評であった
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

ツアー企画、立案、参加者募集、資料作成
実施運営等を行う

動植物・地質など、市内の自然や景観等を総合的に巡
る、ふるさとの自然探訪を市内全域を対象に行う

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

把握方法・計算式

参加者数

P:アンケートを参考に専門家、館により企画立案
D:市民ガイド、ボランティア、学術委員等による講師でツアーの実
施
C.A：アンケートの内容を勘案し次年度計画を策定し、博物館運
営審議会（市内外有識者）において検討

市の自然及び環境の魅力の発掘と情
報
発信展示活動との連携ができた

目標値の変更　参加者満足度を80％に

参加者数／目標数×１００

実施数 実施回数／計画数×１００

事業の見直し度は中程度

アンケート(5段階評価）×２０

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　①．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市民および市外からの関心も高く、市の持つ自然資源の価値や魅
力の評価と情報発信ができた。バスを利用したツアーのため定員
で限られた参加となった。

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

市民および市外からの関心も高く、市の持つ自然資源の
価値や魅力の評価と情報発信ができた

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
館報37号 館報38～40号 館報41～44号 館報45～48号 教育部　　　文化課

担当者・内線番号
加藤（35-1001）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
新城・鳳来・作手地域の 基礎調査（新城地域） 基礎調査（新城地域）

既存資料調査と収集 基礎調査（作手地域）

調査体制整備

調査方法の検討

予備調査の実施

市内全域既存資料収集 新城地域 新城・作手

動物・植物・地質 動物・植物・地質 動物・植物・地質

館報38号 館報39号 館報40号
3,882 千円 1,328 1,254 1,300

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 3,882 千円 1,328 1,254 1,300

○印 市民協働指数

○

指標　Ⅱ

(オ)新規に追加実施するための立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

指標　Ⅲ

追加継続調査（市内全域）

事業名

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

（H２５　博物館50周年）

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 調査結果の執筆・掲載（館報発行） 博物館館報等への執筆

施　　策　　名

③
双方対等

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更による立案

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)の理由

人材：
情報：

自然環境の実態を把握するための基礎調査を実施し、標本・資料の収集を行うとともに内容を公開し、環境保全・共生・活用のための
基礎資料とする

（様式　１)　　　　　　　　　　平成201年度　　　実施計画登載予定シート

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 調査地域

指標　Ⅱ 調査内容・項目

指標　Ⅲ 調査報告書の提出

協働の内容　（主体別活動内容）

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 １．自然環境の保全と共生のまちづくり

基礎調査（鳳来地域）

１．　自然環境基礎調査の実施
博物館を拠点として、地学、植物、植物等について市内全域の調査をおこない標本資料
及び、データの収集を行い、報告書を作成する

全　体　計　画

総合計画の施策体系

市民ニーズの把握
（市民要望等）

博物館運営審議会（有識者）により毎年
PDCAをおこない、進捗状況および内容の
検討

財政：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

環境：

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

博物館館報等へ調査結果の報告（執筆）件数

調査内容、項目等の確認と検証

調査地域

４－１－１－２－１

追加継続調査

新城市環境保全基礎調査報告書の作成 基礎調査（作手地域）

自然環境保全基礎調査報告書作成

市全域の自然環境基礎調査

２　地域の環境を調査し紹介します 施 策 の 基 本 方 針
自然環境の基礎調査を通じ、市内に生息する動植物のデータベースの作成や分布状況の把握、紹介を進め、
希少種の保護と市民理解・学習の促進、市の魅力の発信につなげます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

4．環境首都創造 ・専門家と市民、ボランティア等の協力、連携体制を構築し、精度の高い
データ集積が必要。
・過去の基礎資料・情報は不十分であり、今後は愛知県及び環境庁のレッ
ドデータブックを参考にしつつ検討する必要がある。７．「新市まちづくり計画」の実行

１．環境首都「山の湊」を創る

1.環境への理解が浸透している

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 　教育費　　社会教育費　文化財保護費

・鳳来寺山自然科学博物館・環境課（事務局およ
び自然環境調査）
・鳳来寺山自然科学博物館学術委員（自然環境調
査）
・市民調査員および博物館ボランティア（自然環境
調査員）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田道博

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,328

Ｈ２１予算額 0 0 0 1254

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.20　（0.20） 0.00　（0.00） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.30（0.15） 人 1,800(1,800) 3128(3054)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 3ヶ所 3ヶ所 4ヶ所 130% 実施

指標Ⅱ 3件 10件 12件 120% 実施

指標Ⅲ 館報37号発行 館報38号発行 館報38号発行 100% 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

4．環境首都創造 戦略の方向　【政策】 １．環境首都「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】 1.環境への理解が浸透している ２　地域の環境を調査し紹介します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１．　自然環境基礎調査の実施

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　自然環境調査実施事業 担当部課名
教育部
文化課

一次評価者(担当）

加藤（35-1001）

財産収入

1,328

1,254

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 自然環境の実態を把握するための基礎調査を実施し、標本・資料の収集を行うとともに内容を公開し、環境保全・共生・活用のための基礎資料とする

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

すべての市民
対象・受益者
の概数など

すべての市民

博物館を拠点として、地学、植物、植物等について市
内全域の調査をおこない標本資料及び、データの収集
を行い、報告書を作成する

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域の自然を把握し、郷土愛を育み、自然
環境の保全や学術研究に寄与するため

市の自然環境を調査し、その結果を館報に執
筆報告する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

調査地域 調査地域の確認

調査内容、項目 執筆、内容確認

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

調査報告書の提出、執筆 刊行物の有無

達成度に対する
評価

館蔵文献資料はほぼ抽出済み。その他のデータに関する情報収集が必要。
地学分野の活動促進が必要。調査結果についてはほぼ全員が執筆した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

調査の進展と調査結果の公表により、意識啓発を行い、展
示や自然学習等の普及活動に反映させる。特別展の見学
者数（5000人）を代替指標とする。

事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

直ちに効果が現れるものではないが、市内の地学、植物
等の貴重なデータ収集である。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

博物館運営審議会（有識者）により毎年PDCAをおこ
ない、進捗状況および内容の検討

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

内容
・

理由

市民、ボランティアの調査協力体制の
確認、人材確保ができた

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

　１．達成
　２．ほぼ達成
　③．一部達成
　４．未達成

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
有効性をはかる尺度の設定が困難であるが、現状を認識す
ることが可能となる。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

総 合 評 価　[点]



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
館報37号 館報38～40号 館報41～44号 館報45～48号 教育部　　　文化課

担当者・内線番号
加藤（35-1001）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
既存資料の調査と収集 基礎調査（新城地域） 基礎調査（新城地域）

調査体制整備 基礎調査（作手地域）

調査方法の検討

予備調査の実施

館報38号 館報39号 館報40号

0 千円 0 0 0
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(オ)の理由

情報：
環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

財政：(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

指標　Ⅲ

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

事

業

費

自然環境基礎調査の成果をふまえ、新城版レッドデータブックを作成し、新城市における絶滅の恐れのある野生生物の保護を進めて
いくための基礎的な資料とし、自然環境保全への配慮を図る

自然環境基礎調査の結果をもとに、絶滅の恐れのある動植物等、野生生物の生息・生育
状況を解説した資料集を作成する

H２０年度　→　H２６年度　

全　体　計　画

　教育費　　社会教育費　文化財保護費

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

一般・（　　　　　会計）

・専門家と市民、ボランティア等の協力、連携体制を構築し、精度の高い
データ集積が必要。
・過去の基礎資料・情報は不十分であり、今後は愛知県及び環境庁のレッ
ドデータブックを参考にしつつ検討する必要がある。

施　　策　　名 ２　地域の環境を調査し紹介します

指標　Ⅲ

博物館館報等への執筆

指標　Ⅱ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ４－１－１－２－２

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

施 策 の 基 本 方 針

総合計画の施策体系

自然環境の基礎調査を通じ、市内に生息する動植物のデータベースの作成や分布状況の把握、紹介を進め、
希少種の保護と市民理解・学習の促進、市の魅力の発信につなげます。

レッドデータブック作成（H26）

1.環境への理解が浸透している

4．環境首都創造 １．環境首都「山の湊」を創る

調査結果の執筆・掲載（館報発行）

施策実施上の課題

１．自然環境の保全と共生のまちづくり７．「新市まちづくり計画」の実行

事業名

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

自然環境基礎調査報告書作成（H25)

指標　Ⅱ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

２．　新城版レッドデータブックの作成

新規　･　継続

指標　Ⅰ

基礎調査（作手地域）

活
動
指

標
成
果
指

標

指標　Ⅰ 館報の発行

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

報告内容と成果の確認

基礎調査（鳳来地域）

(オ)新規に追加実施するための立案

博物館運営審議会（有識者）により進捗状
況および内容の検討をする

③
双方対等

新城市版レッドデータブックの作成

・鳳来寺山自然科学博物館・環境課（事務局およ
び自然環境調査）
・鳳来寺山自然科学博物館学術委員（自然環境調
査）
・市民および博物館ボランティア（自然環境調査）

人材：

協働の内容　（主体別活動内容）

(イ)市長マニフェスト・指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更による立案

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田道博

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05（0.00） 0.00（0.00） 0.０0　（0.00） 0.00　（0.00） 0.05（0.00） 人 300(0) 300(0)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 館報37号発行 館報38号発行 館報38号発行 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

10 B 10 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

4．環境首都創造

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　新城版レッドデータブック作成事業

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的

戦略の方向　【政策】 １．環境首都「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】 1.環境への理解が浸透している ２　地域の環境を調査し紹介します

Ｈ２０決算額
（千円）

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
２．　新城版レッドデータブックの作成

担当部課名
教育部
文化課

一次評価者(担当）

加藤（35-1001）

職員数計

一般財源

部長級

0.00　（0.00）

財産収入

0

0

自然環境基礎調査の成果をふまえ、新城版レッドデータブックを作成し、新城市における絶滅の恐れのある野生生物の保護を進めていくための基礎的な資料とし、自然環境保全
への配慮を図る

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

すべての市民
対象・受益者
の概数など

すべての市民

自然環境基礎調査の結果をもとに、絶滅の恐れのある
動植物等、野生生物の生息・生育状況を解説した資料
集を作成する

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

地域の自然を把握し、郷土愛を育み、自然
環境の保全や学術研究に寄与するため

調査内容を年次報告として館報に掲載する

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

館報の発行 館報への執筆内容

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

平成26年度発行を目指してデータの集積を行う必要があり、錧報で毎年調査結
果について公表していく中で、希少動植物についての情報を抽出していく必要が
ある。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

調査の進展と調査結果の公表により、意識啓発を行い、展
示や自然学習等の普及活動に反映させる。特別展の見学
者数（5000人）を代替指標とする。

事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

市内に生息・生育する野生生物の状況の調査により、希少
生物の保護等に繋がる。

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

博物館運営審議会（有識者）により進捗状況および内
容の検討をする

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

内容
・

理由

館報38号において12項目（9名）の調査
報告がなされた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
有効性をはかる尺度の設定が困難であるが、現状を認識す
ることが可能となる。

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

総 合 評 価　[点]



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
館報37号 館報38～40号 館報41～44号 館報45～48号 教育部　　　文化課

担当者・内線番号
加藤（35-1001）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体

優先度 B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
既存資料の調査と収集 基礎調査（新城地域） 基礎調査（新城地域）

調査体制整備 基礎調査（作手地域）

調査方法の検討

予備調査の実施

館報38号 館報３9号 館報40号

0 千円 0 0 0
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 0 千円

○印 市民協働指数

○

施策達成度指標の測定方法･時期

新城版レッドリスト作成（H26)

H２０年度　→　H２７年度　

財政： ・鳳来寺山自然科学博物館・環境課（事務局およ
び自然環境調査）
・鳳来寺山自然科学博物館学術委員（自然環境調
査）
・市民および博物館ボランティア（自然環境調査）

人材：

博物館運営審議会（有識者）により進捗状
況および内容の検討をする

環境：

組織：

情報：

協働の内容　（主体別活動内容）

③
双方対等

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ
指標　Ⅱ

財
源
内
訳

自然環境保全基礎調査報告書作成（H25)

指標　Ⅲ

館報の発行

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

市民ニーズの把握
（市民要望等）

館報へ調査結果の執筆・掲載（毎年）

市制10周年を記念し新城市史「自然編」の刊行（H27)

基礎調査（作手地域）

博物館館報等への執筆

基礎調査（鳳来地域）

一般・（　　　　　会計）

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

新城市史「自然編」の刊行

２　地域の環境を調査し紹介します

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

調査結果の執筆・掲載（館報発行）
　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

総合計画の施策体系
1.環境への理解が浸透している

指標　Ⅰ

自然環境の基礎調査を通じ、市内に生息する動植物のデータベースの作成や分布状況の把握、紹介を進め、
希少種の保護と市民理解・学習の促進、市の魅力の発信につなげます。

4．環境首都創造

施 策 の 基 本 方 針

１．環境首都「山の湊」を創る

施策実施上の課題

１．自然環境の保全と共生のまちづくり７．「新市まちづくり計画」の実行

事業名

施　　策　　名

(オ)の理由

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト・指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施・変更による立案

(ア)総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事業立案の手法
(主な事業の基本的な考え方・基準)

事

業

費

総　事　業　費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

指標　Ⅲ

　教育費　　社会教育費　文化財保護費

合併後市制10周年を記念して新城市の自然環境の実態を、基礎調査の結果を踏まえ新城市史「自然編」として刊行し、ひろく市民へ
周知し、郷土の自然の理解と愛着を深めるとともに将来への資料とする

３．　新城市史「自然編」の刊行 地学、植物、植物等について市内全域にわたり調査した内容を市史として編集し、発刊する

新規　･　継続

指標　Ⅱ

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ４－１－１－２－３

・専門家と市民、ボランティア等の協力、連携体制を構築し、精度の高い
データ集積が必要。
・過去の基礎資料・情報は不十分であり、今後は愛知県及び環境庁のレッ
ドデータブックを参考にしつつ検討する必要がある。

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 村田道博

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 0

Ｈ２１予算額 0 0 0 0

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.00） 0.0（0.00） 0.0（0.00） 0.00　（0.00） 0.05（0.0） 人 300(0） 0

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 館報37号発行 館報38号発行 館報38号発行 100 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

1.環境への理解が浸透している

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

4．環境首都創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

戦略の方向　【政策】

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【 終成果目標】

１．環境首都「山の湊」を創る

２　地域の環境を調査し紹介します
施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　新城市史「自然編」の刊行

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　新城市史「自然編」刊行事業 担当部課名
教育部
文化課

一次評価者(担当）

加藤（35-1001）

財産収入

0

0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
合併後市制10周年を記念して新城市の自然環境の実態を、基礎調査の結果を踏まえ新城市史「自然編」として刊行し、ひろく市民へ周知し、郷土の自然の理解と愛着を深めるとと
もに将来への資料とする

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

すべての市民
対象・受益者
の概数など

すべての市民

地学、植物、植物等について市内全域にわたり調査し
た内容を市史として編集し、発刊する

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
地域の自然環境を把握し、郷土愛を育み、
環境保全や自然学習、学術研究に寄与す
るため

報告書（錧報）とレッドリストを発行する

把握方法・計算式

館報の発行 館報の執筆内容

達成度に対する
評価

既存資料の収集、調査体制について準備が整った。予備調査の段階から本調
査に入った分野もある。調査方法について調整の必要な分野が一部残ってい

る。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

調査の進展と調査結果の公表により、意識啓発を行い、展
示や自然学習等の普及活動に反映させる。特別展の見学
者数（5000人）を代替指標とする。

事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

市の自然環境の実体を調査し、把握することは生物多様
性とともに人々の生活環境の基礎となるものである

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

博物館運営審議会（有識者）により進捗状況および内
容の検討をする

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

内容
・

理由

館報38号において12項目(9名）の調査
報告がなされた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性は普通 市が関与する必要性は普通

　１．達成
　②．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市の自然環境の実体を調査し、把握することは生物多様性
とともに人々の生活環境の基礎となるものである

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

総 合 評 価　[点]



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
54.4% 55.0% 55.0% 57.0% 鳳来総合支所地域整備課

担当者・内線番号
菅谷典弘（内３０４）

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（鳳来地区　）

優先度 Ｂ 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
　草刈　年4回実施 　草刈　年4回実施 　草刈　年4回実施

稲作体験の実施 稲作体験の実施 稲作体験の実施

自然観察会の実施 自然観察会の実施 自然観察会の実施

ボランティアの受入 ボランティアの受入 ボランティアの受入

サミット参加 サミット参加 サミット参加

200人 200人 200人
10,000人 10,500人 11,000人

984 千円 463 355 166
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 87 千円 29 29 29
一 般 財 源 897 千円 434 326 137

○印 市民協働指数

○

経済効率重視の面や担い手の減少から農地の荒廃化が進
み、農地の多面的機能の発揮に支障を来たす事態が懸念さ
れる。

2.良好な自然環境が保全されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 １．自然環境の保全と共生のまちづくり

総合計画の施策体系
4．環境首都創造 1.環境首都「山の湊」を創る

施策実施上の課題

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ４－１－２－１－１

施　　策　　名 １　農村環境を保全します 施 策 の 基 本 方 針
農地の多面的機能の発揮と、農村特有の豊かな自然環境や美しい景観、文化や営みに触れることのできる空間
づくりに向け、地域住民による景観保全活動や都市住民との交流などの取り組みを進めます。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「住民参加への取組み」の市民満足度 総合計画住民アンケート調査

ボランティアによる棚田の環境整備や、都市部住民の稲作体験、自然観察会等を行う。

指標　Ⅱ 都市部、地域住民の農地、農村環境に対する関心度

指標　Ⅲ

事業名
棚田が持つ水源かん養、国土保全、良好な景観形成などの多面的な機能を維持発揮するため、都市部住民の参加も得ながら、新た
な利活用にも向けた活動を推進する。

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ イベント参加者数

１．　棚田の保全

稲作体験の実施 稲作体験の実施

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

ボランティアの受入

・全国棚田(千枚田)サミット参加 サミット参加 サミット参加

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

新規　･　継続 H１９　年度　→　H３０　年度　 一般・（　　　　　会計） 農林水産業費　農業費　農業振興費

全　体　計　画

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

・里山ウオーキング（自然観察会）の実施 自然観察会の実施 自然観察会の実施

・ボランティアの参加と交流 ボランティアの受入

・千枚田周辺の環境整備 草刈　年4回実施 草刈　年4回実施
・子供農学校等稲作体験（田植～稲刈り）の実施

ふるさと水と土指導員に依頼し、年度末に報告

指標　Ⅲ

各種組織（団体）役員に依頼し、年度末に報告

指標　Ⅱ 見学者数

財
源
内
訳

事

業

費

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：

総　事　業　費

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

情報：市ホームページ、投込みによるPR

(オ)新規に追加実施するための立案

組織：

(オ)の理由： 市民ニーズの把握
（市民要望等）

千枚田保存会からの要望、各種イベント参加者からのアンケート

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

事業立案の手法 　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

ｃ：鞍掛山麓千枚田保存会総会における、
各種イベント、事業の評価

協働の内容　（主体別活動内容）

＊行政・・・視察の受け入れ窓口
　
＊地域・・・視察の対応、環境整備の実施、稲作体
験　　　　　　　　　　　　　受け入れ対応④

市民主導
環境：

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 平賀昌三（３００）

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 29 463

Ｈ２１予算額 0 0 0 29 355

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.１0　（0３0） 0.30　（0.00） 0.10　（0.２０） 0.00　（0.00） 0.50（0.50） 人 3,000　（3,000） 3,463　（3,355）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 150人 ２００人 ２００人 100% 実施

指標Ⅳ １０，０００人 １０，５００人 １３，０００人 123% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 2

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

11 B 11 B

説　明

１．　棚田の保全

1.環境首都「山の湊」を創る
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

　　　各課入力項目

4．環境首都創造 戦略の方向　【政策】

（１）　千枚田の保全事業 担当部課名
鳳来総合支
所地域整備

課

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

部長級

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 棚田が持つ水源かん養、国土保全、良好な景観形成などの多面的な機能を維持発揮するため、都市部住民の参加も得ながら、新たな利活用にも向けた活動を推進する。

事務事業の概要

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.良好な自然環境が保全されている １　農村環境を保全します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

434

326

評価の対象となる
【事務事業名】

対象・受益者
の概数など

　　　　　５０戸　１５０人

一次評価者(担当）

菅谷典弘（内３０４）

財産収入

職員数計

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
棚田を耕作することによって、棚田の持つ多
面的機能（水源涵養）を生され地域住民を
土砂災害から守る。

　棚田の環境整備や、都市住民との稲作体
験・自
然観察会等を行う。

　活動
（どういう活動
を行うのか）

（評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

千枚田を

ボランティアによる棚田の環境整備や、都市部住民の
稲作体験、自然観察会等を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

イベント参加者数
各種組織（団体）役員に依頼し、年度末に

報告
見学者数

ふるさち水と土指導員に依頼して、年度末に報
告

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

説　明

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

④
市民主導

市民参
加の時
期・内容

ｃ：鞍掛山麓千枚田保存会総会における、各種イベン
ト、事業の評価

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

達成度に対する
評価

新聞・雑誌による棚田のPＲが行われたため、イベント参加者、見学者は目標以
上の成果があった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

目標が達成されたことにより、行政が関与しなくなるとイベン
トの
ＰＲ等がおろそかになり参加者の減少につながる。

内容
・

理由

棚田の保全は、棚田の持つ多面的機能の（水源涵養等）保
全
に繋がるため、今後も市が関与して行く。

棚田の保全は、棚田の持つ多面的機能の（水源涵養等）
保全
に繋がるため、今後も市が関与して行く。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

20年度の目標は達成されているが、
PRの
方法により今後も同じイベント・見学者
の

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度 事業の見直し度は中程度

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

市が関与する必要性は普通



再掲につきシート省略
4-1-2-1-2-(1)　「県営水環境整備事業(重川池)」



再掲につきシート省略
4-1-2-1-3-(1)　「ため池の保全」



再掲につきシート省略
4-1-2-1-4-(1)　「農地・水・環境保全向上対策事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成２２年度末 平成２６年度末 平成３０年度末 担当部課
確立 確立 確立 経済部森林政策課

累計3,000人 累計15,000人 担当者・内線番号
長谷川　内線鳳来313

事 業 の 目 的

事 業 の 概 要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 Ａ１・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 ２０ 年度 平成 ２１ 年度 平成 ２２ 年度

累計5,000人 累計10,000人 累計15,000人
100% 100% 100%

累計1件 累計1件 累計2件
4,578 千円 1,507 1,521 1,550

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 4,578 千円 1,507 1,521 1,550

○印 市民協働指数

(ｱ) 総合計画の重点プロジェクトに係る立案 ○
(ｲ) 市長マニフェスト・指示による立案

(ｳ) 地域審議会からの具申に基づく立案

(ｴ) 実施計画Ⅰの実施・変更に係る立案 ○
(ｵ) 新規に追加実施するための立案

(ｵ) の理由

４－１－２－２－１

事　 業　 立　 案　 の　 手　 法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

活
動
指
標

成
果
指
標 指標　Ⅲ

市民参加の森づくり参加者数

地域再生計画のための基本方針である「市民参加
の森づくり」やその他の活動（新規のもの）との連携

環境：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

NPO等との連携状況

Ｐ（ＮＰＯ法人と協働し、森林体験学習の計画）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（参加者からアンケートを取り満足度の検証）
Ａ（参加者のニーズにあった森林体験学習の見
直し）

組織：
財政：

総　事　業　費

人材：
情報：

事

業

費

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

参加者数（実施毎の集計を基に把握）

NPO・関係団体等との連携状況の件数

　森林作業体験を通じ、森林への理解と市
民の手による森づくりを進め、森林整備を図
る。

指標　Ⅱ 参加者の満足度・理解度 参加者アンケートの実施（開催毎に実施）

平成２３年度末で地域再生計画が
終了した後も事業を推進していく。

平成２３年度末で地域再生計画が終了した後
も事業を推進していく。

指標　Ⅰ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 1.森林総合産業の創出

4．環境首都創造
総合計画の施策体系

2.良好な自然環境が保全されている

8.「地域再生計画」と「環境首都活動」の継承

指標　Ⅱ

平成 ２３ ～ ２６ 年度

1.環境首都「山の湊」を創る

施策実施上の課題

事　　　　　業　　　　　名

１.　市民参加の森づくりの推進

市民参加の森づくり参加者数

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

地域再生計画「森林総合産業の創出」の一環として、森林を対象とした体験学習を開催す
る。

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

②

行政主導

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

（様式１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

参加者数（実施毎の集計を基に把握）

指標　Ⅲ

施　　　策　　　名 ２　森林環境を保全します 施 策 の 基 本 方 針
木材供給や水源涵養、国土保全、動植物の生息の場、保健休養、二酸化炭素吸収と酸素供給、地球温暖化防止などの多面的機能
を有する森林を保全し活用するため、森林の適正管理と市民による森づくり等を進めるとともに、広域機能を維持増進させるための新
たな仕組みづくりを研究します。

財
源
内
訳

・将来、民間活力を最大限引き出すため、この地域にあった森林総
合産業の事業提案を早急に出す必要がある。
・市内全域での広大な計画区域となるため、計画的で効率的かつ
効果的な事業を行う必要がある。

森林体験学習を実施・推進することにより、「森づくり」と「人づくり」を行う。

平成 ２７ ～ ３０ 年度

一般・（　　　　　会計）

全　　　体　　　計　　　画

新規　･　継続

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

H１７年度　→　H　　　年度　

　より多くの市民参加
を呼びかけ、市民参
加の森づくりを進め
る。

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

農林水産業費　林業費　林業振興費

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 林業事業体の確立 林業事業体の確保の有無

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 古 市 隆 宣

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 1,507

Ｈ２１予算額 0 0 0 1,521

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.00　（0.00） 0.60　（0.00） 0.60　（1.20） 0.00　（0.00） 1.20　（1.20） 人 7,200　（7,200） 8,707　（8,721）

１９年度実績値 ２０年度目標値 ２０年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 累計1件 累計1件 累計1件 100% 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 146人 345人 239人 69% 実施

指標Ⅳ 100% 100% 100% 100% 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

14 A 14 A

説　明

事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
・H17年度から継続し取り組んでおり、総合計画の最重点ＰＪに係
る事業である。進捗管理を含めたマネジメントサイクルの確立が必
要。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

総 合 評 価　[点]

市民管理の森づくり参加者の人数として把握する。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

 １．達成
 ②．ほぼ達成
 ３．一部達成
 ４．未達成

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

受益者が広く公平であり、負担も適正

　ＮＰＯ等との連携もとれ、推進体制が構築され、「森づく
り」、「人づくり」に繋がる取り組みがされている。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

参加者アンケート

内容
・

理由

市民との協働を通して「森づくり」、「人
づくり」をしていく。

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（ＮＰＯ法人と協働し、森林体験学習の計画）
Ｄ（計画に基づく活動）
Ｃ（参加者からアンケートを取り満足度の検証）
Ａ（参加者のニーズにあった森林体験学習の見直し）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

市民の参加者数も増えつつあり、今後も継続的に実施していく必要がある。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

参加者の満足度・理解度

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

達成度に対する
評価

市民参加の森づくり参加者数

NPO等との連携状況

実績参加者数／目標参加者数

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

自然にふれることで、「森づくり」、「人づくり」
を図るために

体験学習等を開催できるようＮＰＯと連携をとる。

把握方法・計算式

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 森林体験学習を実施・推進することにより、「森づくり」と「人づくり」を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

一般市民　を
対象・受益者
の概数など

一般市民（技能習得希望者）

地域再生計画「森林総合産業の創出」の一環として、
森林を対象とした体験学習を開催する。

経済部森林
政策課

一次評価者(担当）

長谷川　内線鳳来313

職員数計

0.00　（0.00）

　　　各課入力項目

4．環境首都創造 戦略の方向　【政策】 1.環境首都「山の湊」を創る

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　市民参加の森づくり推進事業 担当部課名

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.良好な自然環境が保全されている ２　森林環境を保全します

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

1,507

1521

部長級

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
１.　市民参加の森づくりの推進



再掲につきシート省略
4-1-2-2-2-(1)　「水源林対策事業」



再掲につきシート省略
4-1-2-2-3-(1)　「森林資源調査・研究事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
－ 10人 20人 50人 生活環境部環境課

多自然型川づくり施行 多自然型川づくり施行 担当者・内線番号
浅井・杉浦　内線282

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
水質検査・結果検証 水質検査・結果検証 水質検査・結果検証

640 640 640

2,072 千円 672 700 700
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,072 千円 672 700 700

○印 市民協働指数

〇

○

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

1.環境首都「山の湊」を創る

４－１－２－３－１

総合計画の施策体系
4．環境首都創造 ・中間湿原群は広く点在するため、保全には行政、市民、団体の

連携が必要。また、保全には、湿原だけでなく周辺の生活環境ま
で含めた計画が必要となる。
・多自然型河川は事業費が高額となる。

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　水辺の環境を保全します 施 策 の 基 本 方 針
県下でも基調な資源とされる中間湿原群の保全を図るとともに、流下能力の劣る河川を環境保全･観察のフィールドとして
整備します。また、市内河川の水質調査や水生生物調査等を通じ、身近な水辺環境の保全への理解を深めます。

植生回復、魚類、昆虫、鳥類等の生息確認

指標　Ⅰ 環境保全協力員の構築
指標　Ⅱ 多自然型川づくり

事業名

指標　Ⅲ

水質検査・結果検証

１．　河川水質の管理

市民の生活環境の保全と健康の保護をはかるため環境状況の指標となる物質や人体に有害な物質などの現状把握、経年の推移を
調査測定し公表するとともに、水質変化の原因による対策を講じ環境保全対策の基礎資料とする。

ボランティア団体構成員の把握

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 7.「新市まちづくり計画」の実行 1.自然環境の保全と共生のまちづくり

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

2.良好な自然環境が保全されている

施策達成度指標の測定方法･時期

　衛生費　保健衛生費　環境衛生費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

年2回、市内３２河川において、水温・臭気・含有成分等10項目の検査を実施

新規　･　継続 H　１７　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

水質検査・結果検証 水質検査・結果検証

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 環境調査延べ項目数 地点数（32河川）×　測定回数（年2回）×　項目（10項目）　年度末
指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

市民一人ひとりが生活排水の浄化に努める。

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

アンケートの適宜実施

環境：

財政：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

②

行政主導

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　

市民ニーズの把握
（市民要望等）

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森田義美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 672

Ｈ２１予算額 0 0 0 740

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.10　（0.15） 0.00　（0.00） 0.25（0.30） 人 1,500　（1,800） 2,172　（2,540）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 640 640 640 100% 実施

指標Ⅱ 未

指標Ⅲ 未

指標Ⅳ 未

指標Ⅴ 未

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 3 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 2

13 A 13 A

説　明
市民の生活環境を長期的視野で監視するため、河川水質の定
常状態の変化を捉え数値管理を行うことで、水環境保全の推進
ができた。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能 経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
市民の生活環境の保全と健康の保護に関わる河川水質の監視・
検査は今後も市が積極的に実施する必要がある。基準値を超えた
結果に対する具体的な改善策（生活排水対策等）をとることが課題

あ

市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い

事業の見直し度は低い

協働の内容等について設定誤り
市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　○   ）地域ボランティア団体が水生生物調査を実施
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

環境調査延べ項目数 地点数（32河川）×測定回数（年2回）×項目（10項目）

市民協働指数
(20年度目標）

②

行政主導

達成度に対する
評価

指標が十分なものとは言えないため、新たな指標が必要であると考える。
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

河川水質検査の項目数に修正を加える。また、環境基準で定める検査項
目の測定だけでなく、市民が身近な河川の水質変化を把握できる水生生
物調査の実施回数を活動指標に追加する。

年2回、市内32河川において、水温・臭気・含有成分等10項
目の検査を実施し、測定検査結果の公表を行う

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

汚染状況を把握し、保全し、後世に引き継
ぐために

定期的な河川水質検査を実施し、監視活動を行
う。

施策達成の主な事業

　【基本事業名】

職員数計

浅井・中村　内線282

対象・受益者
の概数など

市内３２河川

1.環境首都「山の湊」を創る

一般財源

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的
市民の生活環境の保全と健康の保護をはかるため環境状況の指標となる物質や人体に有害な物質などの現状把握、経年の推移を調査測定し公表するとともに、水質変化の原
因による対策を講じ環境保全対策の基礎資料とする。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市内の主要な河川（豊かな河川環境）を

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

３　水辺の環境を保全します １．　河川水質の管理

財産収入

一次評価者(担当）

　　　各課入力項目

Ｈ２０決算額
（千円）

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　水質浄化・管理事業 担当部課名
生活環境部

環境課

4．環境首都創造
(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.良好な自然環境が保全されている

戦略の方向　【政策】

0.05　（0.05）

672

740

部長級



再掲につきシート省略
4-1-2-3-2-(1)　「湿原環境整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
ー 10人 20人 50人 建設部土木課

多自然型川づくり施行 多自然型川づくり施行 担当者・内線番号
鈴木・２４３

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
改修工事　　１００ｍ 橋梁改築、落差工 改修工事　　５０ｍ

１００ｍ施行 ３０ｍ施行 ５０ｍ施行

２０ｍ施行 ２０ｍ施行

１箇所施行 １箇所施行

１箇所施行

汚濁防止に配慮 汚濁防止に配慮 汚濁防止に配慮

指標値検討中 指標値検討中 指標値検討中
ヾ ヾ ヾ
ヾ ヾ ヾ

160,000 千円 50,000 80,000 30,000
国 庫 支 出 金 0 千円 0
県 支 出 金 80,000 千円 25,000 40,000 15,000
地 方 債 0 千円 0
そ の 他 0 千円 0
一 般 財 源 80,000 千円 25,000 40,000 15,000

○印 市民協働指数

〇

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ３　水辺の環境を保全します 施 策 の 基 本 方 針
県下でも基調な資源とされる中間湿原群の保全を図るとともに、流下能力の劣る河川を環境保全･観察のフィールドとして整
備します。また、市内河川の水質調査や水生生物調査等を通じ、身近な水辺環境の保全への理解を深めます。

・中間湿原群は広く点在するため、保全には行政、市民、団体の
連携が必要。また、保全には、湿原だけでなく周辺の生活環境ま
で含めた計画が必要となる。
・多自然型河川は事業費が高額となる。

2.良好な自然環境が保全されている

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
４.環境首都創造 1.環境首都「山の湊」を創る

施策実施上の課題

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 環境保全協力員の構築 ボランティア団体構成員の把握

指標　Ⅱ 多自然型川づくり 植生回復、魚類、昆虫、鳥類等の生息確認

指標　Ⅲ

事業名 河川の氾濫を未然に防ぎ生活環境、自然環境の改善を図る。

３．　多自然型川づくりの推進 準用河川五反田川河川改修

新規　･　継続 H20年度　～　H30年度 一般・（　　　　　会計） 　土木費　河川費　河川費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

準用河川五反田川改修

　　　植生ブロック 生態系等に配慮した維持管理 生態系等に配慮した維持管理
　　　カメブロック 自然学習の場としての利用に配慮 自然学習の場としての利用に配慮

　　　斜路式落差工

　　　河床捨石工

　　　環境配慮施行

※継続事業 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 植生 河床、護岸、築堤、背後地等の植生回復

指標　Ⅱ 魚類 カワムツ、カワヨシノボリ、イシガメ等の生息確認

指標　Ⅲ 昆虫類、鳥類 ホタル、トンボ類の生息確認

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

①

行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

土木事業要望
(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：
Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：

(オ)新規に追加実施するための立案 環境：

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：　

４－１－２－３-３

 維持管理の住民出役

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 ハード整備 中川　雅仁

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 25,000 0 50,000

Ｈ２１予算額 0 40000 0 80000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 53,000（80,900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 未

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 1 1

(３) 効　率　性 2 3

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 2 3

11 B 13 B

説　明

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】 2.良好な自然環境が保全されている

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

４.環境首都創造 戦略の方向　【政策】 1.環境首都「山の湊」を創る

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　多自然型川づくりの推進

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　河川改修事業 担当部課名
建設部土木

課

一次評価者(担当）

鈴木・２４３

３　水辺の環境を保全します

財産収入

25,000

40000

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 河川の氾濫を未然に防ぎ生活環境、自然環境の改善を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

自然環境を
対象・受益者
の概数など

市民全体

準用河川五反田川河川改修
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

保全した河川改修を実施するため 測量・設計・工事発注・監督を行う。

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

植生

魚類

昆虫類、鳥類

達成度に対する
評価

成果指標が未設定であり、評価できない
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

有　適切な成果指標を設定する必要あり

市民協働指数
(20年度目標）

①

行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

事業の見直し度は中程度

内容
・

理由

指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り） 指標が不適切だが高い成果を期待できる（指標見直し予定有り）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない
Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価） 　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度

緊急性は少ないが、今後は自然環境に配慮した川作りを
進める必要がある。説　明

緊急性は少ないが、今後は自然環境に配慮した川作りを進
める必要がある。

経費節減・効率性等の向上・追及はほぼ不可能

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急ではないが時宜性が高い



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
600 2,000 3,800 5,000 生活環境部環境課

1,820 2,500 3,500 4,500 担当者・内線番号
環境基本計画策定 検証・見直し 検証・見直し 新環境基本計画策定 西村・杉浦　内線283

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・A 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
計画づくり 計画の策定 計画の推進・進行管理

広報・啓発、取り組み推進 広報・啓発、取り組み推進 広報・啓発、取り組み推進

広報・啓発、申請受付 広報・啓発、申請受付 広報・啓発、申請受付

広報・啓発、申請受付 広報・啓発、申請受付 広報・啓発、申請受付

広報・啓発、申請受付 広報・啓発、申請受付

購入 広報・啓発

600 700 850
25（取組項目の前年度比30％減） 50（20年度実績により決定） 100（←）

15 30 50
9,062 千円 1,662 5,200 2,200

国 庫 支 出 金 0 千円 ★
県 支 出 金 800 千円 300 300 200
地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 8,262 千円 1,362 4,900 2,000

○印 市民協働指数

○

〇

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

人材：　

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

環境家計簿取組者数（CO2削減量）

組織：

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案
②

行政主導

参加者数、年度末

指標　Ⅲ アジェンダ21の達成度、年度末環境基本計画の達成度
指標　Ⅱ 学習機会等への参加者数

(オ)の理由：

財政：

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

広報・啓発、申請受付（～24年度）

緑のカーテン取組者数指標　Ⅲ

高効率給湯器補助金

実施報告後、アンケート実施　　年度末（H19実績：本庁、体育館）

指標　Ⅱ

累計発電容量 太陽光発電システム設置KW（累計）　　年度末（H18実績：458kw）

低公害車の導入（電気自動車）

事業名 地球温暖化防止のため、家庭における二酸化炭素の削減と環境保護への啓発を図る。

１－（２）．　エコオフィスの推進
　（環境行動配慮事業）

京都議定書に記された二酸化炭素削減率を達成するため、地域推進計画の策定や各取り組みの
啓発・推進、住民活動の支援などを行う。（家庭の紙、ごみ、電気の削減に対する取り組み）

一般・（　　　　　会計）

広報・啓発、取り組み推進

緑のカーテン

環境家計簿の推進

地球温暖化対策地域推進計画の助言･指導 進行管理・計画見直し

太陽光発電補助金

指標　Ⅰ

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
3.地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

施　　策　　名 １　循環型社会への取り組みを進めます 施 策 の 基 本 方 針

4．環境首都創造

環境負荷の少ない持続可能な循環型社会の実現に向けて、ごみの減量対策や資源の再利用･再資源化をはじめ、新エネルギーの
普及に向けた助成や情報提供、ごみの不法投棄防止や公害の未然防止等への対策を、日常生活の仕組みとして確立する取り組
みを、市民と行政が協働しながら展開します。

・市民自治基本条例及び行政評価システムとの関連づけ
・総合計画と連動し、実効性を持たせるものとするため、計画・実施・評価を市民・
事業所・行政（関係部署の積極的な参加・協力）と協働して行なうことが必要。今後
の環境技術や新たな課題に左右されることがあるため、計画の見直し等は的確に
判断する。

1.環境首都「山の湊」を創る

※行政

※市民【個人、有識者（公募委員）】

アンケートの適宜実施　（緑のカーテン・環境家計簿）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

Ｐ（事業企画における市民会議の設定）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（事業参加者による評価）
Ａ（実施方法の見直しなど）

施策実施上の課題

指標　Ⅰ チーム・マイナス６％しんしろへの登録者数

進行管理・計画見直し

新規　･　継続 H　１７　年度　→　H　２４　年度　

8. 「地域再生計画」と「環境首都活動」の継承

登録者数、年度末

　衛生費　保健衛生費　環境衛生費

全　体　計　画

市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

広報・啓発、申請受付（～24年度）

温暖化対策として低公害車の普及における自治体としての責務として購入

取組者数＆CO2削減量　　実施報告後、アンケート実施　　取組者数　　年度末（H19実績：0）

広報・啓発 広報・啓発

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

広報・啓発、取り組み推進

活
動
指
標

成
果
指
標

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

情報：
環境：

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ４－１－３－１－１　　（２）

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森田義美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 300 0 1,662

Ｈ２１予算額 0 300 0 5,200

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.10） 0.35　（0.25） 0.50　（0.45） 0.00　（0.05） 1.00（0.90） 人 6,000　（5,400） 7,662　（10,600）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ

指標Ⅱ

指標Ⅲ 586 600 667 111.2 実施

指標Ⅳ 2 15 6 40 実施

指標Ⅴ - 25（取組項目の前年度比30％減） - - 実施

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 3

(５) 適　時　性 3 3

12 A 13 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

（２）　エコオフィス推進事業

　指　標　名　（当初設定指標）

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

累計発電容量

3.地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

評価の対象となる
【事務事業名】

1,362

4,900

0.05　（0.05）

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】

　　　各課入力項目

4．環境首都創造 1.環境首都「山の湊」を創る

１．　エコオフィスの推進
　（環境行動配慮事業）

戦略の方向　【政策】

１　循環型社会への取り組みを進めます
施策達成の主な事業

　【基本事業名】

担当部課名
生活環境部

環境課

一次評価者(担当）

西村・杉浦　内線283

財産収入

職員数計

把握方法・計算式

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 地球温暖化防止のため、家庭における二酸化炭素の削減と環境保護への啓発を図る。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

地球温暖化対策を
対象・受益者
の概数など

太陽光発電システムを設置する市民など

京都議定書に記された二酸化炭素削減率を達成するため、
地域推進計画の策定や各取り組みの啓発・推進、住民活動
の支援などを行う。（家庭の紙、ごみ、電気の削減に対する
取り組み）

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

積極的に取り組んでもらうために
啓発・推進及び補助金交付などの支援を行
う。

電力会社との契約容量累積

緑のカーテン取組者数 市役所内試行セクション数

環境家計簿取組者数（CO2削減量） 取組者数

達成度に対する
評価

太陽光発電システム設置費補助に関しては、国の動向を見据えた対応により市民
ニーズを吸収できた。環境家計簿については、簡単で誰でも継続して取り組めるもの
を検討中。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

太陽光発電システム設置費補助について「補助キロワット数
対前年比」を指標に加え、環境家計簿に関する指標を削る。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（事業企画における市民会議の設定）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（事業参加者による評価）
Ａ（実施方法の見直しなど）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

以前「省エネ100日間コンテスト」を実施し
た際の住民意見を反映させ、「試行→実
施」のプロセスによりコンテストへの平等性
を持たせることができた。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
国が示す「低炭素社会づくり行動計画」に沿った事業である。ポ
スト京都議定書の動向により、見直しを含めた事業展開をして
いくことが必要である。

低炭素社会を実現するための低炭素型都市形成や地域づくり
に、先導的な取り組みを行なうことができ、今後更なる事業展開
の拡大が求められる。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
600 2,000 3,800 5,000 生活環境部環境課

1,820 2,500 3,500 4,500 担当者・内線番号
環境基本計画策定 検証・見直し 検証・見直し 新環境基本計画策定 西村・杉浦　内線283

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
講座内容を調整し実施 講座内容を調整し実施 講座内容を調整し実施

取り組みの普及啓発、推進 取り組みの普及啓発、推進 取り組みの普及啓発、推進

ポータルサイトの設置 ポータルサイトの運用 ポータルサイトの運用

検討組織の設置 検討組織の設置

協働事業の企画・立案・実施 協働事業の企画・立案・実施 協働事業の企画・立案・実施

150 175 200
25 27 30

1,290 1,500 2,000
1,546 千円 446 550 550

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 1,546 千円 446 550 550

○印 市民協働指数

○

〇

施 策 の 基 本 方 針

指標　Ⅰ チーム・マイナス６％しんしろへの登録者数

事業名 個々の活動（点）を面への取り組みへ　【市民力の育成】

２．　エコアクションの推進
（環境活動改善事業）

地球規模で深刻化する環境問題に対し、身近なところで着実に取り組んでいる市民及び市民団体
の活動を支援するとともに、活動している市民や市民活動団体のネットワークの充実を図る。また、
環境活動に関する学習の機会や情報提供を行い、新城市全体の取り組みを充実させ、市民・事業
所・行政が協働して、環境首都を目指す。

・市民自治基本条例及び行政評価システムとの関連づけ
・総合計画と連動し、実効性を持たせるものとするため、計画・実施・評価を市民・
事業所・行政（関係部署の積極的な参加・協力）と協働して行なうことが必要。今後
の環境技術や新たな課題に左右されることがあるため、計画の見直し等は的確に
判断する。

登録者数、年度末

8. 「地域再生計画」と「環境首都活動」の継承

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度
講座内容を調整し実施

取り組みの普及啓発、推進 取り組みの普及啓発、推進

講座内容を調整し実施

H　１７　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計） 衛生費　保健衛生費　環境衛生費新規　･　継続

学校等の水生生物調査の実施

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

【エコアクション】
※行政

※市民【個人】または地域住民

※企業・学校など

アンケートの適宜実施

③
双方対等

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

情報：
環境：

Ｐ（事業企画における市民会議の設定）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（事業参加者による評価）
Ａ（実施方法の見直しなど）

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 １　循環型社会への取り組みを進めます

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
3.地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

4．環境首都創造

環境負荷の少ない持続可能な循環型社会の実現に向けて、ごみの減量対策や資源の再利用･再資源化をはじめ、新エネルギーの
普及に向けた助成や情報提供、ごみの不法投棄防止や公害の未然防止等への対策を、日常生活の仕組みとして確立する取り組
みを、市民と行政が協働しながら展開します。

1.環境首都「山の湊」を創る

(オ)の理由：

財政：
組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

人材：　

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

参加者数、年度末

指標　Ⅲ アジェンダ21の達成度、年度末環境基本計画の達成度
指標　Ⅱ 学習機会等への参加者数

学習会の実施回数 水生生物調査、環境講座の実施回数　　年度末（H19実績：学校21、地元4）

指標　Ⅲ

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

エコアクション事業への参加者数

エコアクションの実施

活
動
指
標

成
果
指
標

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

環境活動サポート体制の仕組みの確立

指標　Ⅰ

情報提供の仕組みづくり

市民環境講座の開催

指標　Ⅱ

講座への出席者数

事業（キャンドル参加者、製作者、マイ６など）への参加者数　　年度末（H19実績：1,250人）

講座（５回／年を予定）への出席者数　　年度末（H19実績：151人）

４－１－３－１－２

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森田義美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 446

Ｈ２１予算額 0 0 0 550

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 3,446　（1,450）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 25 25 13 52 実施

指標Ⅱ

指標Ⅲ 151 150 459 306 実施

指標Ⅳ 1000 1290 1500 116 実施

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 2 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 2

(５) 適　時　性 3 2

12 A 12 A

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
　　　各課入力項目

4．環境首都創造 戦略の方向　【政策】

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ２．　エコアクションの推進（環境活動改善事業）

1.環境首都「山の湊」を創る

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している １　循環型社会への取り組みを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　エコアクション推進事業 担当部課名
生活環境部

環境課

一次評価者(担当）

西村・杉浦　内線283

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源 財産収入

446

550

部長級 職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 個々の活動（点）を面への取り組みへ　【市民力の育成】

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

深刻化する環境問題を
対象・受益者
の概数など

市民・事業者
地球規模で深刻化する環境問題に対し、身近なところで着実に取り組ん
でいる市民及び市民団体の活動を支援するとともに、活動している市民
や市民活動団体のネットワークの充実を図る。また、環境活動に関する
学習の機会や情報提供を行い、新城市全体の取り組みを充実させ、市
民・事業所・行政が協働して、環境首都を目指す。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

理解し、積極的に環境配慮行動に取り組ん
でもらうために

環境に関する学習会などを開催する。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

学習会の実施回数 小中学校、地元開催数の合計

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

講座への出席者数 市民環境講座

エコアクション事業への参加者数 キャンドルナイトイベント

達成度に対する
評価

学習会の実施回数については、人員に対し、要望に応えきれなかったことによる減。講
座への出席者数については、講師の知名度等により、前年度を遙かに超える集客力が
あった。エコアクションについても幼稚園・保育園の協力により、集客を確保できた。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

水生生物調査の実施については、天候、希望日等に左右されるの
で指標から外し、市民環境講座の開催数やエコアクション事業の
開催を指標に加えた。

市が関与する必要性が高い

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（事業企画における市民会議の設定）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（事業参加者による評価）
Ａ（実施方法の見直しなど）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

エコアクション、市民環境会議とも市民との
パートナーシップにより開催できた。エコア
クションについては、企画立案時から市民
会議を設立し、実施できた。

事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
地球規模で深刻化する環境問題に対し、身近なところで着実に取
り組む市民を増やし、ネットワーク化するための事業である。学習
機会を提供することは、市民力を高めるためにも不可欠である。

市が関与する必要性は普通

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

緊急ではないが時宜性が高い

温室ガス排出抑制のための住民の基本的役割（日常生活にお
ける排出抑制）の学習、情報提供を行い意識の高揚と活動の推
進がされた。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
600 2,000 3,800 5,000 生活環境部環境課

1,820 2,500 3,500 4,500 担当者・内線番号
環境基本計画策定 検証・見直し 検証・見直し 新環境基本計画策定 西村・杉浦　内線283

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A1・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
審査員養成 審査員養成

普及啓発・研修 普及啓発・研修 普及啓発・研修

家庭版EMS　検討 家庭版EMS　調整 家庭版EMS　試行

連絡会議開催 会議開催・協働の在り方検討 会議開催・協働の在り方検討

コンテスト参加・見直し コンテスト参加・見直し コンテスト参加・見直し

環境基本計画に基づく施策決定 環境基本計画の進行管理 環境基本計画の進行管理

しんしろアジェンダ21の策定 アジェンダ21の進行管理

事業成果指標の設定・報告書作成 指標に対する評価・報告書作成 指標に対する評価・報告書作成

コンプライアンスに関するマネジメント、システム設計 コンプライアンスに関するマネジメント、システム運用 コンプライアンスに関するマネジメント、システム定着

24 30 35
2,254(1,954) 千円 554 700 1,000 (700)

国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

一 般 財 源 2,254(1,954) 千円 554 700 1,000 (700)

○印 市民協働指数

○
○
○

(オ)の理由：

財政：

システム設計、運用、定着　　年度末

指標　Ⅲ

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容 環境基本計画の推進

指標　Ⅱ

基本計画進行管理評価・環境報告書作成

情報：
環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

(オ)新規に追加実施するための立案

(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

説明会（研修含む）の開催数　　年度末（H19実績：31回）

環境基本計画・しんしろアジェンダ２１の進行管理 環境基本計画・しんしろアジェンダ２１の進行管理

事業進捗の達成度　　次年度８月末

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

参加者数、年度末

指標　Ⅲ アジェンダ21の達成度、年度末環境基本計画の達成度
指標　Ⅱ 学習機会等への参加者数

全　体　計　画

新規　･　継続

財
源
内
訳

普及啓発（説明会の開催数）

システムの定着

しんしろアジェンダ２１の推進

環境首都コンテスト

ISO14001認証取得事業所等連絡会議

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

事

業

費

総　事　業　費

環境に基軸を置いた持続可能な市民自治社会の確立

３．　エコガバナンスの推進
（環境連携構築事業）

平成13年２月28日に審査登録された旧新城市役所のISO14001を平成18年２月に「しんしろエコガバナンス」へ
の取り組みへ変更した。しんしろエコガバナンスとは環境に基軸を置き、持続可能な市民自治社会を確立しよう
とするものである。

H　１８　年度　→　H　　　年度　 一般・（　　　　　会計）

1.環境首都「山の湊」を創る

施策実施上の課題

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

総合計画の施策体系
3.地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

4．環境首都創造

登録者数、年度末

衛生費　保健衛生費　環境衛生費

事業名

家庭版EMS、学校版EMSの普及 事業所版EMS、旅館版EMSの導入検討学校版EMS　普及

市民・職員への普及啓発（研修等）

※行政

※市民【個人、有識者（公募委員）】

アンケートの適宜実施

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

②
行政主導

Ｐ（計画の進行管理を市民委員により評価
する）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（市民委員による評価を実施）
Ａ（　　　　）

組織：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

人材：　

施　　策　　名 １　循環型社会への取り組みを進めます 施 策 の 基 本 方 針
環境負荷の少ない持続可能な循環型社会の実現に向けて、ごみの減量対策や資源の再利用･再資源化をはじめ、新エネルギーの
普及に向けた助成や情報提供、ごみの不法投棄防止や公害の未然防止等への対策を、日常生活の仕組みとして確立する取り組
みを、市民と行政が協働しながら展開します。

・市民自治基本条例及び行政評価システムとの関連づけ
・総合計画と連動し、実効性を持たせるものとするため、計画・実施・評価を市民・
事業所・行政（関係部署の積極的な参加・協力）と協働して行なうことが必要。今後
の環境技術や新たな課題に左右されることがあるため、計画の見直し等は的確に
判断する。8. 「地域再生計画」と「環境首都活動」の継承

システム定着・人材育成（審査員・監査員）

平成 27 ～ 30 年度

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ

平成 23 ～ 26 年度

チーム・マイナス６％しんしろへの登録者数

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ４－１－３－１－３

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森田義美

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 568

Ｈ２１予算額 0 0 0 700

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.35　（0.45） 0.55　（0.57） 0.00　（0.05） 1.05（1.22） 人 6,300（7,320） 6,868（8,020）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 31 30 13 43.3 実施

指標Ⅱ コンプライアンスの洗い出し システム設計 － 0 －

指標Ⅲ 年次報告書作成、基本計画策定中 年次報告書作成、基本計画策定 年次報告書作成、基本計画策定 100 実施

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 2

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 13 A

説　明

4．環境首都創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート
戦略の方向　【政策】

生活環境部
環境課

　　　各課入力項目

1.環境首都「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
 ３．　エコガバナンスの推進（環境連携構築事業）

一次評価者(担当）

西村・杉浦　内線283

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
3.地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している １　循環型社会への取り組みを進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　エコガバナンス推進事業 担当部課名

財産収入

568

700

職員数計

0.05　（0.05）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 環境に基軸を置いた持続可能な市民自治社会の確立

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

新城市を
対象・受益者
の概数など

市民・事業者・職員等

平成13年２月28日に審査登録された旧新城市役所のISO14001を平成18
年２月に「しんしろエコガバナンス」への取り組みへ変更した。しんしろエコ
ガバナンスとは環境に基軸を置き、持続可能な市民自治社会を確立しよ
うとするものである。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

持続可能な市民自治社会を確立させるた
めに

エコオフィス・エコアクションなど実際の行動を実現
させるために必要な情報収集を行い、事業に反映
させる。

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

普及啓発（説明会の開催数） 説明会（研修含む）の開催数（保育園:6,親と子:6,一般:1）

システム設計、運用、定着

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

基本計画進行管理評価、環境報告書作成 年度末に策定されているか

システムの定着

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

達成度に対する
評価

総合計画を環境面で後押しする環境基本計画及び環境報告書は予定どおり策
定できた。しかし、マネジメントシステムは行政評価との調整＆検討に留まった。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

EMSに関する庁内的な調整が進んでいないため、指標対象
から削除する。

市民協働指数
(20年度目標）

②
行政主導

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（計画の進行管理を市民委員により評価する）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（市民委員による評価を実施）
Ａ（　　　　）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

アジェンダ21に取り組むことができなかった
ため

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
持続可能な市民自治社会を確立するため、コミュニケーションを確
立させるための事業展開をしている。アジェンダ21については、他
業務の増加により対応できなかった。

持続可能な市民自治社会確立のため、市民等の率先行動を含
めた協働の組織行動が推進された。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であり、負担も適正 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用



Ｈ２１事業につきシート省略

4-1-3-2-1-(1)　「汚泥処理センター建設運営事業」



Ｈ２１事業につきシート省略

4-1-3-2-2-(1)　「埋立処分場整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
58.5% 生活環境部生活衛生課

担当者・内線番号
　柴崎俊成・22-0521

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　日吉地区　）

A2・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
ストックヤード稼動 ストックヤード稼動 ストックヤード稼動

クリーンセンター活用 クリーンセンター活用 クリーンセンター活用

　 塵芥収集車の購入 　

　 　 　

収集拡大人口1300人 収集拡大人口3013人 鳳来全地区8728人

分別説明会・10箇所 分別説明会・２0箇所 分別説明会・３0箇所

315,810 千円 102,810 109,000 104,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 60,000 千円 20,000 20,000 20,000
一 般 財 源 255,810 千円 82,810 89,000 84,000

○印 市民協働指数

〇

リサイクル２１　- フリーマーケットの開催、
　　　　　　　　　　マイバックの推奨(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案 財政：

③
双方対等

市民ニーズの把握
（市民要望等）

格差解消要望

環境：

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫 市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容 協働の内容　（主体別活動内容）

事

業

費

総　事　業　費

財
源
内
訳

指標　Ⅲ 　 　

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 市内全地区週２回収集 可燃ごみ収集量の調査

指標　Ⅱ 減量化のためのPR活動 循環社会推進地域計画に掲げた資源ごみ減量化計画(前年対比５%減)を毎年検証

分別表の作成 　 分別説明会の開催

収集運搬処理実績の公表

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

ストックヤード建設により収集拠点化する 市有施設の民間委託 市有施設の民間委託

クリーンセンターとの一括運営を行う 車輌の一括管理 車輌の一括管理

塵芥収集車などの整備 　 効率化のため民間への収集委託

　　衛生費　清掃費　廃棄物収集処理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

３．　廃棄物の収集運搬・収集処理
資源物を保管する施設としてストックヤード(資源集積センター５５８㎡）を建設、稼動し、廃
棄物収集車輌の管理およびクリーンセンターとの一括運営を図りながら効率の良い収集、
運搬、処理を行う。

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅲ

事業名 　ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ西側にストックヤードを整備し３地区に分かれて収集運搬していた資源物の保管を行う。

「ごみ・し尿処理への取組み」の満足度

指標　Ⅱ

市民アンケート調査

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート ４－１－３－２－３

・ゴミの分別及び減量化の徹底。
・埋立処分場は必要不可欠な施設であるが、地域住民の同意が得にくい。また、自
然公園区域内に一般廃棄物処理施設の建設ができないため、用地選定場所が限
られる。
・３つの最終埋立処分場の一体的な運用。

施策実施上の課題
総合計画の施策体系

３．地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行 ３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

４．環境首都創造

施　　策　　名 ２．廃棄物の適正処理を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　市民生活から排出される資源ごみ、可燃ごみ、不燃ごみなどの適正な処理、処分場の整備と適正な管理によ
り、良好な市民生活環境を確保します。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

１．環境首都「山の湊」を創る

施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森下雄司

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 20,000 0 102,810

Ｈ２１予算額 0 0 0 20,000 0 109000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.10　（0.05） 0.30　（0.10） 0.10　（0.00） 0.00　（0.00） 0.50（0.15） 人 3,000　（９００） 105,810　（109,900）

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 分別説明会・19箇所 分別説明会・10箇所 分別説明会・9箇所 90 実施

指標Ⅱ 収集拡大人口2359人 収集拡大人口1300人 収集拡大人口2730人 40 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 1 1

(５) 適　時　性 2 2

10 B 11 B

説　明

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
３．地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している ２．廃棄物の適正処理を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

　　　各課入力項目

４．環境首都創造 戦略の方向　【政策】 １．環境首都「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
３．　廃棄物の収集運搬・収集処理

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　廃棄物収集運搬・収集処理事業 担当部課名
生活環境部生

活衛生課

一次評価者(担当）

　柴崎俊成・22-0521

財産収入

82,810 0

89000 0

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 　ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ西側にストックヤードを整備し３地区に分かれて収集運搬していた資源物の保管を行う。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

市民が排出する資源物を
対象・受益者
の概数など

すべての市民

資源物を保管する施設としてストックヤード(資源集積セン
ター５５８㎡）を建設、稼動し、廃棄物収集車輌の管理および
クリーンセンターとの一括運営を図りながら効率の良い収
集、運搬、処理を行う。

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
各地区の資源回収時だけでなく排出でき、市内から集
積する資源物を効率よく保管するとともに、収集拠点と
して機能させることで、市内の環境を保全し、住みよい
まちにするために

土曜日午前中の開設、作手全地区資源回収
排出物の直営収集・保管を行う。

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

減量化のためのPR活動 説明会等開催回数／毎年度末

市内全地区週２回収集 未収集地区における収集拡大人口／毎年度末

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

達成度に対する
評価

各地区から依頼の説明会・分別指導および会議等の機会をとらえて出向きＰＲを行った。
特に20年度から分別排出を統一した作手地区については、可能な限り資源回収時間に
現地にて立ち会い指導した。

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

無

市民協働指数
(20年度目標）

③
双方対等

市民参
加の時
期・内容

生活環境委員会議において、分別回収の方法等について意見
交換を行う。
毎年度４月（と場合によっては１０月頃）

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

可燃週２回未収集地域へ徐々に拡大
を図っている。

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は中程度事業の見直し度は中程度

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
可燃ごみ週２回収集の未実施地域に２回収集の拡大を図っ
てきたが、さらに民間委託による実施を行う必要がある。

直営による収集体制の見直しにより一部ではあるが、2回
収集体制が実施でき、次年度以降の全域2回収集が早期
に実施可能となる目処が出来た。

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能） 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り 受益者が狭く公平にやや欠け、負担の見直し余地有り

緊急ではないが時宜性が高い 緊急ではないが時宜性が高い



Ｈ２１事業につきシート省略

4-1-3-2-3-(2)　「クリーンセンター西側整備事業」



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部課
58.5% 　生活衛生課

担当者・内線番号
柴崎俊成・22-0521

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（　　　　地区　）

優先度 A２・A 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修

機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修

機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修

機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修

廃棄物の把握 廃棄物の把握 廃棄物の把握

小学4年生対象222人 有海埋立処分場整備

小学4年生対象222人 小学4年生対象229人 小学4年生対象261人

項目毎の基準値 項目毎の基準値 項目毎の基準値

61,904 75,000 30,000
国 庫 支 出 金 0 千円

県 支 出 金 0 千円

地 方 債 0 千円

そ の 他 0 千円

61,904 75,000 30,000

○印 市民協働指数

〇

（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

施　　策　　名 ２．廃棄物の適正処理を進めます 施 策 の 基 本 方 針
　市民生活から排出される資源ごみ、可燃ごみ、不燃ごみなどの適正な処理、処分場の整備と適正な管理によ
り、良好な市民生活環境を確保します。

　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標） 施策達成度指標の測定方法･時期
指標　Ⅰ 「ごみ・し尿処理への取組み」の満足度 市民アンケート調査

４－１－３－２－４

・ゴミの分別及び減量化の徹底。
・埋立処分場は必要不可欠な施設であるが、地域住民の同意が得にくい。また、自
然公園区域内に一般廃棄物処理施設の建設ができないため、用地選定場所が限
られる。
・３つの最終埋立処分場の一体的な運用。マ ニ フ ェ ス ト の 区 分 ７．「新市まちづくり計画」の実行

総合計画の施策体系
３．地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

４．環境首都創造 １．環境首都「山の湊」を創る

施策実施上の課題

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

事業名 埋立処分場の安全な運営と維持管理

　最終埋立処分場4施設の維持管理 水処理施設の立会い、修繕等の事務、監督

新規　･　継続 H２０年度　→　H３０年度　 一般・（　　　　　会計） 衛生費　清掃費　廃棄物埋立処分場管理費

全　体　計　画 平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

鳥原埋立処分場維持管理・設備の更新 機械施設の点検・補修

七郷一色埋立処分場維持管理・設備の更新 機械施設の点検・補修

作手菅沼埋立処分場維持管理・設備の更新 機械施設の点検・補修

有海埋立処分場維持管理・設備の更新 機械施設の点検・補修

搬入廃棄物の計量、検査 廃棄物の把握 廃棄物の把握

有海埋立処分場整備 

見学会開催 　　成果指標･活動指標の測定方法･時期

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ 水質検査 検査項目毎に年１回、水量の安定した時期

指標　Ⅱ
指標　Ⅲ

財
源
内
訳

総　事　業　費

166,904

166,904

協働の内容　（主体別活動内容）市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

(イ)市長マニフェスト･指示による立案 組織：
(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案 人材：
(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案 情報：
(オ)新規に追加実施するための立案

(オ)の理由：

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

①
行政主体

市民ニーズの把握
（市民要望等）

環境：

財政：

事

業

費

かさ上げ工事２５００万円【かさ上げ工事のみA判定】

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森下雄司

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 25,498 87,402

Ｈ２１予算額 0 0 0 6,000 81,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 0.30　（0.30） 0.10　（0.10） 0.00　（0.00） 0.45（0.45） 人 2,700　（2,700） 90,102(83,700)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ 項目毎の基準値 項目毎の基準値 項目毎の基準値 100% 実施

指標Ⅱ 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 機械施設の点検・補修 80% 実施

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 2 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 3 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 14 A

説　明
合併後施設増加となり、この効率的な管理運営について
は非常に難しいところではあるが、適切な管理を行い、施
設の延命化を実施出来た。

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
管理運営は、難しいことが多いが、浸出液処理と施設管理を
十分に行わないと環境破壊が懸念されるため、十分な管理
体制が必要とされる。

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

指標は適切だが成果が十分でない（因果は推測可能）

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

施設の点検を定期的に実施する事に
より、最小限の修繕で済むように心が
けた。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

達成度に対する
評価

安定した施設管理が、実施されている
指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

機械施設の点検・補修

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

水質検査 検査項目毎に年１回確認

機械施設の点検・補修 年次整備計画の整備状況を見て

16,600世帯

水処理施設の立会い、修繕等の事務、監督
　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」
処分場の安全な管理運営を行い、適正な水
処理を行うことで、衛生的な生活が送れるよ
うにするために

施設状況及び施設機器の点検整備

職員数計

0.00　（0.00）

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 埋立処分場の安全な運営と維持管理

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

最終処分場4施設を
対象・受益者
の概数など

財産収入

61,904

75000

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
　最終埋立処分場4施設の維持管理

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　最終埋立処分場の維持管理事業 担当部課名 　生活衛生課
一次評価者(担当）

柴崎俊成・22-0521

　　　各課入力項目

４．環境首都創造 戦略の方向　【政策】 １．環境首都「山の湊」を創る

２．廃棄物の適正処理を進めます

Ｈ２０決算額
（千円）

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
３．地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

一般財源

部長級



事業番号

現在値(平成19年度) 平成22年度末 平成26年度末 平成30年度末 担当部・課
58.5% 環境部生活衛生課

担当者・内線番号
片桐彦一・22-0521

　事業の目的　

事業の概要 事業実施区域 市全体　・（日吉地区　）

優先度 Ａ２・B 着手年→事業成立年 予算計上予定科目

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
⇒施設管理等委託料⇒施設管理等委託料⇒施設管理等委託料

⇒維持費 ⇒維持費 ⇒維持費

⇒1号・2号炉整備修繕 △クリーンセンター機械 △次期クリーンセンタ

　工事 械類総点検調査委託 ー整備基本計画作成

⇒1号・2号炉整備修繕 委託

　工事 ⇒1号・2号炉整備修繕

　工事

焼却炉の維持 焼却炉の維持 焼却炉の維持
機器類等施設の維持 機器類等施設の維持 機器類等施設の維持

1,125,500 364,500 373,000 388,000
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他
一 般 財 源 1,125,500 364,500 373,000 388,000

○印 市民協働指数

○

４－１－３－２－５（様式　１)　　　　　　　　　　平成20年度　　　実施計画登載予定シート

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

活
動
指
標

成
果
指
標

指標　Ⅰ

指標　Ⅲ

人材：　
情報：
環境：(オ)新規に追加実施するための立案

(ア）総合計画の重点プロジェクトに係る立案

組織：(イ)市長マニフェスト･指示による立案

(ウ)地域審議会からの具申に基づく立案

(エ)実施計画Ⅰの実施･変更に係る立案

（
維
持
管
理
を
含
む

）

事
業
の
内
容

事業立案の手法
（主な事業の基本的な考え方・基準）

事

業

費

　　成果指標･活動指標の測定方法･時期　

平成30年度末

⇒

⇒

⇒

(オ)の理由：計画の見直作業中に、漏れが生じて
いることが判明したため。

平成29年度稼動開始

指標　Ⅱ

協働の内容　（主体別活動内容）市民参加の時期（ＰＤＣＡ）と内容

機器類等施設の維持

施策実施上の課題

施策達成度指標の測定方法･時期

⇒

　衛生費　清掃費　クリーンセンター費

・ゴミの分別及び減量化の徹底。
・焼却処理は必要不可欠な施設であるが、地域住民の同意が得にくい。また、自然
公園区域内に一般廃棄物処理施設の建設ができないため、用地選定場所が限ら
れる。
・運転を始め、9年が経過し年々維持管理経費が増大する。

市民アンケート調査

行政：
地域（団体、組織）：
市民団体（ＮＰＯなど）：
その他：

　行政経営資源の有効活用等のための工夫

①
行政主体

財政：

市民ニーズの把握
（市民要望等）

総合計画の施策体系
３．地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している

４．環境首都創造

「ごみ・し尿処理への取組み」の満足度

１．環境首都「山の湊」を創る

指標　Ⅰ
　施　策　達　成　度　指　標　（成果指標）

⇒

クリーンセンターの運転を平成30年度以上維持管理できるように。

⇒

現在焼却施設能力1炉３０ｔ/日、2炉施設の維持管理。

　市民生活から排出される資源ごみ、可燃ごみ、不燃ごみなどの適正な処理、処分場の整備と適正な管理によ
り、良好な市民生活環境を確保します。

７．「新市まちづくり計画」の実行 ３．潤いと快適な住環境をめざすまちづくり

施　　策　　名 ２．廃棄物の適正処理を進めます 施 策 の 基 本 方 針

マ ニ フ ェ ス ト の 区 分

平成 23 ～ 26 年度 平成 27 ～ 30 年度

H２１年度　～Ｈ３０年度 一般・（　　　　　会計）

指標　Ⅱ

クリーンセンター維持管理事業

全　体　計　画

新規　･　継続

事業名

５．　クリーンセンターの維持管理

指標　Ⅲ

焼却炉の維持

総　事　業　費

財
源
内
訳

－７－

　　　自動入力項目

基本戦略

個別目標
【施　策　名】

事業の種類 自治事務 二次評価者(課長）

事業の性格 （その他） 森下雄司

国庫支出金 県費支出金 地方債 使用料・手数料 その他 合計　（千円）

0 0 0 27,900,600 0 364,500

Ｈ２１予算額 0 0 0 28,700,000 37,864,000 373,000

事業配置職員数 課長級 主査級 主任・主事級 現業・臨時 人件費(千円） 事業費+人件費

Ｈ２０年度（Ｈ２１年度） 0.05　（0.05） 1.00　（0.50） 1.50　（1.50） 3.00　（3.00） 5.55（5.05） 人 3,330　（3,030） 367,830(376,030)

１９年度実績値 20年度目標値 20年度実績値 達成度（％） 測定

指標Ⅰ
焼却施設の維持修
繕

焼却施設の維持修
繕

70% 実施

指標Ⅱ 実績

指標Ⅲ

指標Ⅳ

指標Ⅴ

三次評価

(１) 必　要　性 3 3

(２) 有　効　性 3 3

(３) 効　率　性 2 2

(４) 公　平　性 2 3

(５) 適　時　性 3 3

13 A 14 A

説　明
施設稼動後年数を経るとともに、市民生活に直結する施設
であることから、計画的な施設の点検・補修は必要であり、
経費の年々増加する事はやむを得ない事である。

指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる 指標が適切で、成果も高く、因果説明ができる

経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない 経費節減・効率性等の向上・追及の可能性が少ない

受益者が広く公平であるが、負担の見直し余地有り 受益者が広く公平であり、負担も適正

緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用 緊急性があり、市民ニーズ高く重点PJに採用

Ⅳ
　
評
　
価

評価の視点 　　　　一　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）

説　明
ごみ処理施設は、大きな維持経費と高い技術力を必要とさ
れる面が往々にして有りますが、計画的な施設点検を行うこ
とで、ある程度の経費節減と施設の延命化は図れると考え

　　　　　二　次　評　価　　（判定基準：４段階評価）　　　　　　

市が関与する必要性が高い 市が関与する必要性が高い

総 合 評 価　[点] 事業の見直し度は低い事業の見直し度は低い

左記の結果
（協働指数、参加時
期等の目標と比較）

　１．達成
　２．ほぼ達成
　３．一部達成
　４．未達成

内容
・

理由

施設の点検を定期的に実施する事に
より、最小限の修繕で済むように心が
けた。

市民協働指数
(20年度目標）

①
行政主体

市民参
加の時
期・内容

Ｐ（　　　　）
Ｄ（　　　　）
Ｃ（　　　　）
Ａ（　　　　）

達成度に対する
評価

焼却施設の延命かについては、耐用年数まじかでなければ結果を確認できない
と思います。ごみの減量については、社会性・地域性・住民の意思などが相互に
影響しあい結果が得られるため、長期間の状況を見て判断するものだと考えま

指標見直しの有無
(新たな指標名及び把
握・計算方法）

施設維持管理に対する見直し事項は特になし

成　果　実　績
（成果指標）
アウトカム

活　動　実　績
（活動指標）
アウトプット

　指　標　名　（当初設定指標） 把握方法・計算式

焼却炉の維持 年次整備計画の整備状況見て

機器類等施設の維持

　意図
（どのような状態に
するために）

「対象をどういう状態にしたいのか」 　活動
（どういう活動
を行うのか）

　「事務事業に従事する職員数が実施した内容」

ごみ処理施設の平均耐用年数よりも5年以
上延命したい

ごみの分別化を行い、ごみの減量化を推進する

Ⅱ
　
事
業
意
図

基本事業の目的 クリーンセンターの運転を平成30年度以上維持管理できるように。

事務事業の概要 （評価の対象となる事務事業の概要） 　対象
（何を・誰を）

クリーンセンターのを施設を
対象・受益者
の概数など

全市民5万2千人

現在焼却施設能力1炉３０ｔ/日、2炉施設の維持管理。

Ⅰ
　
基
本
情
報

目標が達成された姿

【最終成果目標】
３．地球温暖化防止に向けた循環型のライフスタイルが浸透している ２．廃棄物の適正処理を進めます

評価の対象となる
【事務事業名】

（１）　クリーンセンター維持管理事業 担当部課名

364,500

373000

0.00　（0.00）

　　　各課入力項目

１．環境首都「山の湊」を創る

施策達成の主な事業

　【基本事業名】
５．　クリーンセンターの維持管理

戦略の方向　【政策】

環境部生活
衛生課

一次評価者(担当）

片桐彦一・22-0521

財産収入

職員数計

４．環境首都創造

Ｈ２０決算額
（千円）

一般財源

部長級

Ⅲ
　
目
標
・
測
定
実
績
・
課
題

(様式２）　事務事業　　測定・評価シート

－７－
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